
表紙のデザインは、危機にさらされる地球というテーマを伝えようとしたも

のである。今日、人間が引き起こす気候変動が人間開発にとって元に戻すこ

とができなくなるような衝撃を与え、世界を生態学的災害へと追いやってい

るという説得力のある科学的事実がある。数百万人といわれる世界の最も

貧困に苦しむ人々にとって、気候変動は遠い将来の話ではない。気候変動

は、もはや彼らの貧困を回避しようという努力を台無しにし、脆弱性をさら

に強めようとしている。そればかりではない。次世代の人々も危険にさらさ

れているのである。彼らは旧態依然としたやり方が続いていくなかで、潜

在的に破局と共に暮らしていかなければならないのだ。したがって、国籍も

世代も超えた社会正義、人権、さらには社会的連帯といったものへの献身

に根ざした真摯かつ速やかな対応が必要とされるのだ。私たちの未来は、

前もって決っているわけではない。気候変動との戦いにも勝利を収めること

はできるだろう。しかしそれは世界中の人々が行動に目覚め、各国の政府が

一丸となって解決策を開発して、はじめて可能になるものなのだ。
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　気候変動はいまでは科学的に証明された既定の事実

である。温室効果ガス排出の影響を正確に予測すること

は容易ではなく、予測能力ということになると科学には

多くの不確定性が伴う。しかし、私たちはいまでは破局

を招く恐れすらある多くのリスクが存在することをよく

知っている。たとえば、グリーンランドや南極大陸西側

の氷床が溶け出せば、多くの国が海面下に沈んでしまう

だろうし、メキシコ湾流のコースが変われば激烈な気候

変動が生じるだろう。

　私たちの子どもたちや孫たちの未来について慎重に配

慮するならば、いますぐ行動しなければならない。これ

は将来生じる可能性がある非常に大きな損失に対する一

種の保険である。このような損失が生じる確率やそれが

生じる時期は正確には分からないとしても、そのことは

保険をかけなくていい理由にはならない。私たちは危険

が存在することを知っている。私たちは温室効果ガスの

排出がもたらす損害は長期間持続することも知っている。

私たちは行動しなければ日々危険が増大することも知っ

ている。

　かりに全世界のすべての人々が同じ生活水準にあり、

気候変動によって同じように影響を受けるとしても、私た

ちはやはり行動を起こさなければならない。世界が単一

の国になっており、市民はすべて同じような所得水準に

あり、気候変動の影響もほぼ同じであるとしても、地球

温暖化の脅威は増大し、今世紀末までには人類の福祉

と繁栄は大きく損なわれるだろう。

　現実には、世界は均質ではない。人々が得ている所

得や富は不平等であり、気候変動が及ぼす影響は地域

によって大きく異なる。だからこそ、私たちは直ちに行動

しなければならないのである。気候変動はすでに世界で

ももっとも貧しく弱い立場にあるコミュニティの一部に影

響を及ぼし始めている。世界全体の平均気温が今後数

十年間に（産業革命前の気温と比べて）3℃上昇するとし

ても、地域によって上昇の幅は大きく異なり、平均の2

倍上昇する地域もでてくる。そうなれば、干魃や異常気

象、熱帯性低気圧の増加、海面の上昇により、私たち

が生きている間にもアフリカの多くの地域、小さな島国

の多くと海岸地帯が被害を受けるだろう。世界の GDP

総額に比べれば、これらの短期的影響はそれほど大きく

ないだろう。しかし、世界のもっとも貧しい人々にとって

は、その結果はこの世の終わりを意味するかもしれない。

　長期的には、気候変動は人間開発にとって大きな脅威

であり、地域によってはすでに極度の貧困の削減を目指

す国際社会の努力を台無しにしつつある。

　暴力的紛争、不十分な資源、調整不足と無力な政策が

引き続き開発の進展を遅らせており、とくにアフリカでは

それが顕著である。とはいえ、多くの国で実際に進歩が

あった。たとえば、ベトナムはミレニアム開発目標（MDGs）

の達成期限である2015年より前に貧困を半減させ普遍

的初等教育を実現することに成功した。モザンビークも

また幼児と妊産婦の死亡率を低下させると共に、貧困を

大幅に減らし、児童の就学率を高めることができた。

　しかし、このような開発の進展は気候変動によって妨

げられることが多くなっている。それ故、私たちは貧困

に対する闘いと気候変動の影響に対する闘いは相互に

関連した活動であると見なさなければならない。両者は

序文

　気候変動に関わる私たちの今日の行動がもたらす結果は、1世紀以上持続する。気候変動のうちでも温

室効果ガスから生じる側面は、近い将来に元に戻ることはない。私たちの活動から生じる温暖化ガスは

2108 年以降まで大気中にとどまる。したがって、私たちが現在行っている選択は、私たち自身の暮らしはも

とより、子どもたちや孫たちの生活にも影響を及ぼすだろう。それだけに、気候変動は他の政策的課題より

複雑ではるかに困難なのである。
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互いに相手を強化し合わなければならず、成功は両戦線

での共同の闘いによって勝ち取らなければならない。成

功するためにはさまざまな適応が必要となる。何故なら、

排出を減らす努力が直ちに開始されたとしても、気候変

動は最貧国に大きな影響を及ぼし続けるからである。各

国は独自の適応プランを立案する必要があるが、国際社

会はその努力を支援していくことが必要になる。

　このような課題に対処し、また開発途上国、とくにサ

ハラ以南アフリカ諸国指導者たちの緊急の要請に応える

ために、国連開発計画（UNDP）と国連環境計画（UNEP）

は20 0 6年11月にナイロビで開かれた気候変動に関する

国際会議で連携して行動を開始した。両機関は、よりク

リーンで再生可能なエネルギーや気候に優しい燃料への

切り替え計画などクリーン開発メカニズム（CDM）の恩恵

をもっと広く得られるように、開発途上国の脆弱性を削

減し、能力を強化する分野で援助することを約束した。

　この連携によって、国連のシステムは気候変動の影響

を投資計画に織り込もうとしている各国政府のニーズに

即座に対応できるようになるだろう。その意味で、こうし

た連携は気候変動という難題に「一体となって取り組む

（deliver as One）」国連の決意を示す良い例である。た

とえば、私たちは各国がインフラを改善して洪水の増大

や頻繁に起きる深刻な異常気象に対処できるよう援助す

ることができる。あるいは、異常気象に強い穀物を開発

することもできるだろう。

　私たちは適応を追求しながらも、すでに進行している

不可逆的な気候変動が今後数十年間に悪化しないよう

排出量を削減し、変動を緩和する他の措置に直ちに着

手しなければならない。緩和対策にいますぐ真剣に取り

組まなければ、20年ないし30年後の適応コストは最貧

国には到底手に負えないほど増大するだろう。

　気候変動を抑制するために温室効果ガス排出を安定

させることは、もっとも豊かな国々を含め世界全体にとっ

て取り組む価値ある保険戦略であり、それは私たちの貧

困に対する闘い全体の一部であると共にミレニアム開発

目標とも合致する。気候変動対策はこのように二重の目

的を持っているのであり、それ故に全世界の指導者の

優先課題となっている。

　しかし、将来の気候変動を抑制するために、また不

可避的な流れに対するもっとも脆弱な適応策を支援する

ために何が必要かははっきりしているので、私たちはさ

らに一歩を進め、求めているとおりの成果を得るのに役

立つ政策の性質を明確にしなければならない。

　まず、指摘できることがいくつかある。第1に、世界

がたどっている道を考慮すれば、著しい変化が必要であ

る。必要なのは大きな変化と大胆な新しい政策である。

　第2に、短期的にはコストは大きいだろう。差し引き

の利益は時がたてば大きくなるが、どんな投資でもそう

だが当初はコストがかかることを覚悟しなければならな

い。これは民主的統治にとっては難題となる。政治シス

テムが長期的利益を得るためには初期コストを支払うこ

とに同意しなければならないからだ。政治指導者たちは

次の選挙に勝てるかどうかといった次元を越えて先を見

据える必要がある。

　私たちはひどく悲観的になっているわけではない。遠

い過去を振り返れば、ハイパーインフレとの闘いにおい

て、民主主義は自律的な機関としての中央銀行や予防

措置を創り出し、紙幣増刷に頼りたくなる短期的な誘惑

を乗り越えてインフレ抑制に成功した。同じことが気候

と環境に関しても可能なはずである。社会は予防策を講

じ、短期的な満足よりも長期的な幸福を優先しなけれ

ばならない。

　私たちは次のことをつけ加えたい。それは、気候に優

しいエネルギーやライフスタイルへの移行は短期的コスト

を伴うが、気温を安定化させることはそれによって得ら

れる利益にとどまらない経済的利益をもたらすだろうと

いうことである。これらの利益は、全体としての需要と

創造的破壊を刺激する大規模投資のためのさまざまなセ

クターにおけるイノベーションと生産性の飛躍的向上に

帰着する新しいインセンティブによるケインズ流および

シュンペーター流のメカニズムを通じて実現されるだろう。

その効果がどれほど大きいものかを数量的に予測するこ

とは不可能だが、それらを考慮に入れるならば、適切な

季候政策の費用便益比率を高めることができるだろう。

　適切な気候政策を立案する場合、官僚的規制に過度

に頼ることは危険であることを頭に入れておかなければ

ならない。政府の指導力は予期せぬ大きな外的影響、

すなわち気候変動を是正するには必要不可欠であるが、

市場と価格が正しく機能して民間セクターの決定が自然

に最適な投資と生産決定に帰着するようにしていかなけ

ればならない。

　炭素および炭素当量ガスには、それを使用する場合

に真の社会的コストが反映されるように価格をつけなけ

ればならない。これを緩和政策の中心的要素とすべきで
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ある。世界は多くの分野、とくに外国貿易で数量制限を

撤廃するために数十年を費やしてきた。いまは気候変動

を理由に大規模な割当制や官僚主義的規制に復帰すべ

き時ではない。排出目標とエネルギー効率化目標は重要

な役割を果たすべきであるが、目標達成を容易にするの

は価格システムでなければならない。そのためには、こ

れまで以上に環境保護論者はもとよりエコノミストや気

象科学者間の突っ込んだ対話が必要になる。私たちは

この「人間開発報告書」がそうした対話に寄与することを

願っている。

　もっとも困難な政策課題は、配分に関する問題であろ

う。誰もが破局に陥る可能性はあるが、費用と便益の

短期的中期的な配分は均一とは言い難い。配分に関す

る課題をとくに難しくしているのは、問題を引き起こして

きた主たる国々、つまり豊かな国が短期的にもっとも苦

しんでいるわけではないという事情である。かつてもい

まも温室効果ガスを大量に排出してきたわけではない

もっとも貧しい国々の被害がもっとも大きいのである。そ

の中間に来るのが中所得国であるが、これらの国々は総

量では排出が増えているが、豊かな国々のようにこれま

で大量に炭素を排出してきたわけではないし、1人当た

りにすれば排出量はいまもそれほど多くない。私たちは、

長期的な負担と便益の分かち合いについては多くの不一

致があるとしても、まずはスタートし前進していくことが

できるように倫理的政治的に受け入れ可能な道を見出さ

なければならない。配分面で意見が一致しないからと

いって、それが前進の道を妨げることになってはならな

い。気候変動の今後の行く末が正確に分かるまで待っ

ていられる余裕は私たちにはないのである。ここでもま

た私たちは、この「人間開発報告書」が議論のきっかけ

となり、旅立ちを可能にすることを願ってやまない。

Kemal Derviş　　　　　　                Achim Steiner

ケマル・デルビシュ　　　　　　　アヒム・シュタイナー

国連開発計画総裁　　　　　　国連環境計画事務局長

　本報告の分析と政策勧告は必ずしも国連開発計画と

その執行理事会および加盟国の見解を代表するものでは

ない。本報告はUNDPの委託による独立の刊行物であ

り、著名なコンサルタントおよびアドバイザーならびに人

間開発報告書室の共同作業の成果である。人間開発報

告書室長のケビン・ワトキンスがこの作業を統括した。
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協力者

　本報告に関連したさまざまなテーマに亘る諸問題につ

いて背景研究、論文、研究ノートが作成された。協力者

は以下の方々である。Anu Adhikari,  Mozaharul 

A lam ,  Sarder Sha f iqu l  A lam , Juan Carlos 

Arredondo Brun, Vicki Arroyo, Albertina Bambaige, 

Romina Bandura, Terry Barker, Philip Beauvais, 

Suruchi Bhadwal, Preety Bhandari, Isobel Birch, 

Maxwell Boykoff, Karen O'Brien, Oli Brown, Odón 

de Buen, Peter Chaudhry, Pedro Conceição, Pilar 

Cornejo,  Caridad Canales Dávila, Simon D. Donner, 

Lin Erda, Alejandro de la Fuente, Richard Grahn, 

Michael Grimm, Kenneth Harttgen, Dieter Helm, 

Caspar Henderson, Mario Herrero, Saleemul Huq, 

Ninh Nguyen Huu, Joseph  D. Intsiful, Katie Jenkins, 

Richard Jones, Ulka Kelkar, Stephan Klasen, Arnoldo 

Matus Kramer, Kishan Khoday, Roman Krznaric, 

Robin Leichenko, Anthony Leiserowitz, Junfeng Li, 

Yan Li, Yue Li, Peter Linguiti, Gordon MacKerron, 

Andrew Marquard, Ritu Mathur, Malte Meinshausen, 

Mark Misselhorn, Sreeja Nair, Peter Newell, Anthony 

Nyong, David Ockwell, Marina Olshanskaya, Victor 

A. Orindi, James Painter, Peter D. Pederson, Serguey 

Pegov, Renat Perelet, Alberto Carillo Pineda, Vicky 

Pope, Golam Rabbani, Atiq Rahman, Mariam Rashid, 

Bimal R. Regmi, Hannah Reid, J. Timmons Roberts, 

Greet Ruysschaert, Boshra Salem, Jürgen Schmid, 

Dana Schüler, Rory Sullivan, Erika Trigoso Rubio, 

Md. Rabi Uzzaman, Giulio Volpi, Tao Wang, James 

Watson, Harald Winkler, Mikhai l Yulkin and 

Yanchun Zhang.

　以下に挙げる組織はデータや他の研究資料を快く提

供してくれた。フランス開発庁（Agence Française de 

Developpement）、アムネスティ・インターナショナル、

二酸化炭素情報分析センター、カリブ共同体事務局、ペ

ンシルバニア大学生産・所得・価格国際比較センター、

ディベロップメント・イニシアティブ（Development 

Initiatives）、国際開発省（Department for International 

Development）、オックスフォード大学環境変化研究所、 

欧州委員会 ; 食糧農業機関、地球環境ファシリティー、

グローバル IDPプロジェクト、IGAD 気候予測応用セン

ター、開発研究所、国際 刑務所研究センター

（International Centre for Prison Studies）、国内避難

民監視センター、国際気候社会研究所、国際エネルギー

機関、国際環境開発研究所、国際戦略研究所、国際労

働機関、国際通貨基金、国際移民機関、国際電気通信

連合、列国議会同盟、国連エイズ共同計画、ルクセンブ

ルク所得研究所、マクロ・インターナショナル、経済協

感謝の言葉

　本報告は以下に掲げる多くの個人ならびに組織の暖かいご協力がなければ完成しなかった。とくにポツダ

ム気候変動研究所のマルテ・マインスハウゼン氏にはさまざまな技術的問題についていつも辛抱強く助言し

ていただいた。他の多くの方 も々関連報告や草案へのコメント、討議を通じて直接に、あるいはそれぞれの

研究を通じて間接に本報告に協力してくださった。執筆陣はまた、科学的証拠の比類なき提供者であった気

候変動に関する政府間パネル（IPCC）ならびにニコラス・スターン卿と『気候変動の経済学』に関する氏の

レポートを支えたチームに対し、心から感謝を申し上げたい。国連システムの多くの同僚たちは心広く自分た
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Ward, Robert Watson, Ngaire Woods, Stephen E.

Zebiak. 統計に関する諮問機関は貴重な助力をいただい
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Jess ica Tron i ,  Adr iana Velasco ,  Marc Van 
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提供してくださった。とくに Pedro Conceiçáo, Charles 

Ian McNeil, Andrew Maskrey の助力と助言は貴重で

あった。これらすべての方々は報告書のために快く時間

を割き多大な助力をして下さった。他にも以下の方々か

らご意見をいただいた。Randa Aboul-Hosn, Amat Al-

Alim Alsoswa, Barbara Barungi, Winifred Byanyima, 

Suely Carvalho, Tim Clairs, Niamh Collier-Smith, 

Rosine Coulibaly, Maxx Dilley, Philip Dobie, Bjørn 

Førde, Tegegnework Gettu, Yannick Glemarec, Luis 

Gomez-Echeverri, Rebeca Grynspan, Raquel Herrera, 

Gilbert Fossoun Houngbo, Peter Hunnam, Ragnhild 
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Imerslund, Andrey Ivanov, Bruce Jenks, Michael 

Keating, Douglas Keh, Olav Kjorven, Pradeep 

Kurukulasuriya, Oksana Leshchenko, Bo Lim, Xianfu 

Lu, Nora Lustig, Metsi Makhetha, Cecile Molinier, 

David Morrison, Tanni Mukhopadhyay, B.Murali, 

Simon Nhongo, Macleod Nyirongo, Hafiz Pasha, 

Stefano Pettinato, Selva Ramachandran, Marta 

Ruedas, Mounir Tabet , Jennifer Topping, Kori 

Udovicki , Louisa Vinton , Cassandra Waldon , 

Agostinho Zacarias. 

編集、制作ならびに翻訳

　本報告書はGreen Ink の編集チームから助言と助力

をいただいた。Anne Moorheadは議論の組み立てと提

示の仕方について助言して下さった。技術的な制作編集

は Sue Hainsworth とRebecca Mitchell が担当した。 

表紙と仕切りページはGrundy & Northedge が20 0 5

年にデザインしたテンプレートに基づき、Martin 

SanchezとRuben Salinas の基本的考え方を踏まえて 

Talking Box がデザインした。情報デザインは Phoenix 

Design Aid と Zago が担当した。1頁大の地図（地図 

1 .1）はMapping Worlds が制作した。Phoenix Design 

Aidは Lars Jorgensenの協力を得て本報告書のレイア

ウトもおこなった。

　本報告書の制作、翻訳、配布、普及活動においては、

UNDP の Offi ce of Communications、とくに Maureen 

Lynch とBoaz Paldi から援助と支援をいただいた。

　翻訳は Iyad Abumoghli, Bill Bikales, Jean Fabre, 

Alberic Kacou, Madi Musa, Uladzimir Shcherbau, 

Oscar Yujnovsky が点検した。

　本 報告書は、Jong Hyun Jeon, Isa-belle Khayat, 

Caitlin Lu, Emily Morse Lucio Severo の献身的な作

業のおかげをこうむっている。 Swetlana Goobenkova 

とEmma Reed は統計チームに貴重な助力を惜しまな

かった。国連プロジェクト・サービス機関（UN Offi ce of 

Project Services）のMargaret ChiとJuan Arbelaezは

不可欠な行政面の支援と管理業務を担当してくださった。

Kevin Watkins

　人間開発報告書室長
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「人類の進歩は自然に起きるわけではなく、必然的に起きるわけでもありません。私たち

が直面しているのは、明日が今日と切り離せない関係にあるという状況です。いま私たち

の目の前には、極めて緊急性を要する問題があります。そうした人生と歴史の難題が次々

と持ち上がるなかで、対策が遅れれば取り返しがつかないことになりかねません……過

ぎていく時間に対して、待ってくれと泣きついても、時は聞く耳をもたず、どんどん先に

進んでしまいます。野ざらしになった白骨の山と数知れない文明の瓦礫の上に、痛ましい

言葉が記されています。『手遅れ』という言葉が」

――マーチン・ルーサー・キング（『黒人の進む道』より）

40年前に教会の説教でマーチン・ルーサー・

キング牧師が社会正義について語った言葉

は、今日の世界にも強く響くものがある。21

世紀初めに生きる私たちも同様に、「極めて緊

急性」を要し、現在のみならず未来をも左右

する危機に直面している。その危機とは、気

候変動である。この危機は、まだ阻止できる。

しかし、いますぐ行動しなければ間に合わな

い。危機を回避するために世界に与えられた

時間は、10年もない。この問題ほど、緊急に

注目を集め、ただちに行動を起こさなくてはな

らない問題はほかにない。

　気候変動は Human Development（人間開発）

上、今日の人類にとって最大の問題である。

開発とはすべて、突き詰めていくと、人間の

もつ能力を高め、自由を押し広げていくこと

に他ならない。言い換えれば、人々がさまざ

まな選択をおこない、自らが好ましいと考え

る生活を送れるようその能力を高めるための

プロセスと言っていい。ところが気候変動

は、人間の自由を蝕み、選択肢を狭めてしま

うばかりか、人類の進歩を通じて未来が過去

より明るいものになるという啓蒙主義的前提

を揺るがせてしまう。

　すでに、危険信号が見えはじめている。い

ま私たちは、遠くない将来に人間開発のプロ

セスが大きく後退するかも知れないという兆

候を目のあたりにしている。途上国では、世

界の最貧層の大勢の人たちが気候変動の影響

にさらされている。そうした問題は、世界の

メディアが大々的に報道するような地球滅亡

型の派手な事件ではない。まして、金融市場

の関心を引くこともなく、世界の国内総生産

（GDP）の数字にも影響しない。しかし、旱

魃、激しい暴風雨、洪水の増加、環境への負

担は、家族や子どもたちのために生活を向上

させたいと願う世界の貧しい人たちの努力の

足を引っ張っている。

　また、気候変動は、貧困撲滅を目指す国

際的な取り組みの障害にもなるだろう。7年

気候変動との戦い ――分断された世界で試される人類の団結
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前、世界の政治指導者が集まって、人間開発

を加速させるための目標として「ミレニアム

開発目標（MDGs）」を発表し、2015年に向け

て新しい目標を設定したのである。これまで

にその目標を達成できた部分も多いが、多く

の国はいまだに満足できる成果をあげていな

い。そればかりかMDGs を達成するための

努力を気候変動が妨げつつある。未来に目を

転じると、2015年より後の世界では、極度

の貧困の撲滅、医療・保健、栄養、教育など

の人間開発分野でこれまで幾世代にもわたっ

て積み重ねてきた進歩が気候変動の影響で停

滞し、ひいては退行しかねない危険がある。

　いま世界が気候変動にどう対処するかは、

地球上の多くの人々の人間開発の展望に直接

影響を及ぼす。対策に失敗すれば、世界の最

貧層40％（人口にして約26

億人）が将来手にできるであ

ろう機会がしぼんでしまう。

国の中の格差もますます広

がる。グローバル化の恩恵を

もっと広げるための努力が妨

げられ、「持てる者」と「持た

ざる者」の大きな不均衡が固定化されてしまう。

　今日の世界で気候変動の重圧に苦しんでい

るのは貧しい人々だが、明日は、人類全体が

地球温暖化にともなうリスクに直面する羽目

になりかねない。大気中の温室効果ガスの量

が急激に増えている結果、未来の地球の気候

は劇的に変わろうとしている。私たちは一歩

一歩、「臨界点」に近づいているのである。こ

うした現象は予測不可能で、地球環境の破局

への扉を開き、やがて人類の居住不能な土地

が広がり、国々の経済的繁栄の土台を揺るが

しかねない。巨大な氷床の崩壊が加速してい

ることは、その典型的な予兆である。私たち

の世代が生きている間には、結果はまだあら

われないかもしれない。しかし子どもや孫の

世代は、そうした世界で生きて行く運命にあ

る。今日の世界で貧困と不平等をなくし、未

来の世界に破局のリスクを残さないことを望

むのであれば、いますぐ行動を起こさなけれ

ばならない。

　将来への影響が不確実であることを理由

に、抜本的な気候変動対策を講じることに慎

重であるべきだと主張し続けている論者もい

る。しかし、この議論は出発点からして間

違っている。確かに、わかっていないことは

多い。そもそも気象科学は、蓋然性とリスク

に関する学問であり、確実性を論じる学問で

はない。それでも、子どもや孫の世代の幸せ

を大事に考えるのであれば、どんなにリスク

が小さくとも、破局的事態が起きる危険性が

あれば念には念を入れて予防策を講じるべき

だろう。それに、影響が不確実だということ

は、裏を返せば、いま考えられている以上に

リスクが大きい可能性もあるのだから。

　政治的発言力の弱い2種類の人々、今日の

貧しい人たちとこれから生まれてくる世代を

危険にさらす脅威に手を打つために、います

ぐ行動を取らなくてはならない。この問題

は、国家や世代を越えた社会正義、平等、人

権に関して、極めて重要な問題を提起してい

る。今年の『人間開発報告書2007/2008』で

は、こうしたテーマを取り上げる。本報告書

の議論の出発点は、気候変動との戦いは勝て

るものであるし、そして勝たなくてはならな

いという考え方である。世界には、行動を起

こすための経済的資源もあるし、技術的な能

力もある。もし気候変動の阻止に失敗すると

すれば、それは、この問題に取り組む政治的

意思を育むことに失敗した場合である。

　そのような事態は、政治的想像力と指導力

の欠如だけでなく、人類史上他に例を見な

いほどの道徳的破綻を意味する。20世紀に

は、政治的リーダーシップの破綻が2度の世

界大戦を引き起こし、本来避けられたはずの

大惨事のせいで大勢の人々が大きな代償を支

払わされた。危険な気候変動は、21世紀以

降の世界にとって、避けられるはずの惨事で

ある。気候変動が起きている証拠を目のあた

りにし、そのもたらす結果を理解していなが

ら、世界の最も弱い人々を貧困状態に押し込

め、未来の人類を地球環境の破局というリス

気候変動は、すべての人類が
共有しているものであることを
強烈に思い出させる。
それは惑星・地球という財産である。
すべての国家と民族が
たった1つしかない地球の
同じ大気を共有している。
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クにさらせば、私たちは未来の世代から厳し

く糾弾されても仕方がない。

環境上の相互依存関係

　私たちが直面しているほかの課題と異な

り、気候変動問題は、さまざまな面で新しい

思考様式が要求される。とりわけ、環境上の

相互依存関係にある人類世界の一員として生

きることの意味を改めて考えさせられる。

　環境上の相互依存性という考え方は、机上

の概念ではない。今日の世界は、さまざまな

意味で分断されている。富や機会の格差は途

方もなく大きいし、多くの地域ではナショナ

リズムのぶつかり合いが紛争を招いている。

宗教的、文化的、民族的アイデンティティー

が亀裂を生んでいる場合は極めて多い。この

ように数々の差異が存在する世界にあって、

気候変動は、すべての人類が共有しているも

のであることを強烈に思い出させる。それは

惑星・地球という財産である。すべての国家

と民族がたった1つしかない地球の同じ大気

を共有している。

　温暖化は、私たちが地球の大気の能力に過

大な負担をかけている証拠である。大気中に

熱を閉じ込める温室効果ガスの濃度は、過

去にないペースで高まっている。現在の温

室効果ガス濃度は、二酸化炭素に換算して

380ppm 相当であり、この数字は、過去65

万年の自然な変動幅の上限を上回っている。

地球の平均気温は、21世紀を通して（あるい

はもう少し長い期間を通して）5℃以上高くな

る危険性がある。

　歴史的に見ると、この5℃という数字は、

最後の氷河期（ヨーロッパと北米の多くの地

域が厚さ1キロ以上の氷で覆われていた時代）

から今日にいたるまでの気温上昇幅に匹敵す

る。地球の気温上昇の危険水準は、2℃前後

であるが、おおまかに言うと、この水準を超

えれば、人間開発のプロセスが急速に退行す

るばかりか、環境に回復不能なダメージが及

ぶことが極めて避けがたくなる。

　こうした数字やデータの背後にあるのは、

単純極まる歴然とした事実である。これは私

たちが、環境上の相互依存性への対処を誤っ

ているという事実である。私たちの世代は、

背負い切れないほど大きな環境上の負債を将

来の世代に引き継がせようとしている。それ

ばかりか子どもたちが相続する環境上の資本

を減らしてもいる。危険な気候変動は、地球

の処理能力を超えたレベルの温室効果ガスが

排出される結果なのである。

　責任のない問題に苦しめられるのは、未来

の世代だけではない。世界の貧しい人々は、

その最も強烈な衝撃をいちばん最初に受ける。

大気中に蓄積されている温室効果ガスの責任

は、圧倒的に豊かな国々とその国民にあるが、

その最大のツケを払わされるのは、貧しい国々

とその国民なのである。

　気候変動に対する責任とそ

の結果に対する脆弱性の逆相

関関係は、ときに見落とされ

るばかりか、豊かな国々にお

ける議論では、途上国の温室

効果ガス排出の増加がもたらす脅威に注目が

集まっている。その脅威は、確かに現実のも

のとなっている。だが、それを理由に、大き

な問題がぼやけることがあってはならない。

かつてマハトマ・ガンジーは、インドがイギ

リスのような産業化を成し遂げるためには地

球があといくつ必要なのかと言ったことがあ

る。この問いに、正確に答えることはできな

い。しかし本報告書の試算によれば、世界の

すべての人類が一部の先進国の人々と同じ

ペースで温室効果ガスを吐き出すとすれば、

地球が9つ必要になる。

　世界の貧しい人々は、大気中に残した二酸

化炭素の量（カーボン・フットプリント）は少

ないのに、地球環境の相互依存関係への対処

を誤った代償を払わされている。豊かな国々

では、これまで気候変動の結果と言えば、お

おむねエアコンの温度を調整すること、長く

厳しくなった夏を辛抱すること、季節的変化

を観察することにとどまっていた。ロンドン

これは私たちが、環境上の
相互依存性への対処を誤っている
という事実である。
私たちの世代は、背負い切れないほど
大きな環境上の負債を将来の世代に
引き継がせようとしている。
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やロサンゼルスなどの都市も海水面が上昇す

れば水没するリスクはあるかもしれないが、

その住民は充実した防災インフラによって守

られている。対照的に、｢アフリカの角」と呼

ばれる地域で地球温暖化により天候が変われ

ば、穀物生産が減って人々が飢えたり、女性

や女の子たちが水を集めるのにもっと苦労す

るようになったりする。それに、豊かな国々

の都市が将来どのようなリスクにさらされる

にせよ、いま現実に気候変動による暴風雨や

洪水に襲われているのは、ガンジス川やメコ

ン川、ナイル川などの大河のデルタ地帯や途

上国の都会のスラム地区なのである。

　確かに、気候変動にともなうリスクや危険

は自然科学的プロセスの結果だが、それは人

間の行動の結果でもある。ややもすると忘れ

がちな点だが、ここにも、

環境上の相互依存性が働い

ている。たとえばアメリカ

の都会の住人がエアコンの

スイッチを入れたり、ヨー

ロッパで誰かが自動車を運転したりすると、

それらの行動はさまざまな結果を招くことに

なる。このような因果関係を通じて、先進諸

国の人々は、バングラデシュの地方の住民や

エチオピアの農民、ハイチのスラムの居住者

とつながっている。このような結びつきを考

えると、先進国には道徳的な責任がある。ほ

かの国に暮らす人々や未来の世代に害を及ぼ

すエネルギー政策を見直し、変革する責任も

そこに含まれる。

いま行動すべき理由

　もし世界がいま行動をおこせば、21世紀

の地球の気温上昇を産業革命以前と比較して

2℃以内に抑えられる可能性がある。このシ

ナリオを実現するためには、強力なリーダー

シップとこれまでにない国際協力が要求され

る。しかし、気候変動はチャンスでもある。

この脅威はなによりも、人類の進歩を止めか

ねない危機に対して世界が力をあわせて対処

するチャンスなのである。

　世界人権宣言の基礎にある理念が大いに

参考になるだろう。極端なナショナリズム、

ファシズム、世界大戦を生んでしまった政治

の失敗に対する反省から採択されたこの宣言

では、｢人類社会のすべての構成員」に、市民

的、政治的、文化的、社会的、経済的な自由

と権利があると謳っている。世界人権宣言の

理念は、｢人類の良心を踏みにじった野蛮行

為をもたらした人権の無視および軽蔑」を阻

止するための行動規範という形で表現されて

いる。

　この宣言を起草した人たちの念頭にあった

のは、第2次世界大戦というすでに人類に起

きてしまった悲劇だった。だが、気候変動は

違う。これは、現在進行中の悲劇である。こ

の悲劇が進行するのを見過ごすことは、｢人

類の良心を踏みにじる」行為と言われても仕

方がない。気候変動は、貧しい国の人々と未

来の世代の人権を大きく侵害し、普遍的な価

値観を後退させてしまう。しかし逆に言え

ば、危険な気候変動を防ぐことができれば、

国際社会の直面するほかの課題に関しても多

国間協力により解決策を見出せるのではない

か、という希望が芽生える。気候変動が私た

ちに突きつけるのは、科学、経済学、国際関

係にまたがる巨大で複雑な問題の数々であ

る。その問題を解決するためには、地に足の

ついた現実的な戦略が欠かせない。だがその

半面、いま問われている大きな問題を見失っ

てはならない。今日の政治指導者と人々が迫

られている選択の本質とは、人類の普遍的な

価値観を守るか、それとも広範で甚だしい人

権の侵害に手を貸すかの選択なのである。

　危険な気候変動を防ぐための第1歩は、こ

の問題特有の3つの特徴を理解することであ

る。その特徴の1つは、気候変動の結果には、

累積性が見られるとともに慣性の作用が働く

ということである。二酸化炭素などの温室効

果ガスは、いったん排出されると大気中に長

期間とどまる。その量を一気に減らせる「巻

き戻しボタン」は存在しない。私たちが産業
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革命以降の過去の排出の影響を受けているよ

うに、22世紀初めの人類は私たちの世代の

排出の影響を受ける。慣性の生み出す重大な

結果は、時差である。いま緊急に対策を講じ

ても、実質的な成果が得られるのは2030年

代半ば以降である。2050年までは、地球の

平均気温は上昇し続ける。つまり、21世紀の

前半、世界全体、とくに貧しい地域は、私た

ちの過去の行動が原因の気候変動とともに生

きていかなければならないのである。

　この問題の累積性の影響は、さまざまな面

に及ぶ。なかでも大きいのは、炭素循環の時

間軸が政治の時間軸と一致しないことだろ

う。現在の政治指導者の力だけでは、気候変

動問題は解決できない。数年単位ではなく数

十年単位で、持続可能なレベルの排出を続け

なくてはならないのである。それでも、未来

の世代のために扉をこじ開けることのできる

のは現在の政治指導者であり、また彼らは、

その扉を閉ざすこともできる。

　気候変動問題の第2の特徴は、緊急性であ

る。これは、慣性の当然の結果である。国際

関係のほかの多くの領域では、行動しなかっ

たり、行動が遅れたりしても、その代償は限

られている。たとえば、国際貿易については、

外交交渉が決裂しても、国際貿易の土台をな

すシステムが長期的な打撃を受けることはな

い。世界貿易機関（WTO）の多角的貿易交渉

「ドーハ・ラウンド」が暗礁に乗り上げたこと

が国際貿易の実際にどういう影響を及ぼした

かを見れば明白である。一方、気候変動問題

の場合は、排出削減の合意に達するのが1年

遅れるごとに、大気中に蓄積される温室効果

ガスの量が増え、未来の地球の気温が押し上

げられる。2001年にドーハ・ラウンドがスター

トして以降の7年間で、大気中の温室効果ガ

スの濃度は二酸化炭素に換算して約12ppm

増加した。この温室効果ガスは、22世紀の貿

易交渉がおこなわれているときもまだ大気中

にとどまり続けることになる。

　歴史を振り返っても、気候変動問題に匹敵

する緊急性をもった問題はほかになかった。

冷戦時代には、主要都市に狙いを定めた大量

の核ミサイルが人類社会に重大な脅威を突き

つけていた。しかしこのときは、｢なにもし

ない」ことがリスクを封じ込めるための戦略

だった。皮肉なことに、｢相互確証破壊」の現

実を双方が認識していた結果、予測可能な安

定が生まれていた。それとは対照的に、気候

変動の場合、｢なにもしない」でいれば確実に

温室効果ガスの濃度が増し、人間開発の能力

の相互確証破壊が現実化してしまう。

　第3の重要な特徴は、問題の規模のグロー

バル性である。地球の大気にとって、温室効

果ガスの発生源の国がどこであろうと関係

ない。中国で排出された温室効果ガス1トン

は、アメリカで排出された1トンと同じ作用

をもたらし、ある国で排出された温室効果ガ

スは別の国で気候変動問題を

生む。つまり、1つの国の力

だけでは、気候変動との戦い

に勝つことはできない。国々

の共同行動は、単に1つの選

択肢というのではなく、至上

命題なのである。1776年にアメリカ独立宣

言に署名したとき、ベンジャミン・フランク

リンはこう言ったという。｢我々は一致団結し

なければならない。さもないと、おのおの別々

に絞首刑に処せられてしまうだろう」。今日の

不平等な世界では、共同の解決策を見出すこ

とに失敗すれば、一部の人たち、とくに貧し

い人たちが先に「絞首刑」にされかねないが、

究極的にはすべての国のすべての人が危険に

さらされる。しかし、この危機を予防するこ

とは不可能ではない。今日の世界に生きる私

たちも、共通の問題に対して一致団結して共

同の解決策を見出すか、ばらばらに「絞首刑」

になるかの選択を迫られているのである。

チャンスを逃すな
――2012年とその後の世界

　気候変動のような途方もない難題を前にす

ると、諦めによる悲観主義が持ち上がっても
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不思議でないと思えるかもしれない。しかし諦

めによる悲観主義は、貧しい世界と未来の世

代には許されない贅沢である。それに、そう

した態度が唯一の選択肢というわけでもない。

　未来を楽観できる根拠はある。5年前、世

界で気候変動が本当に起きているのか、起き

ているとして、それは人間の活動が原因なの

かという議論がなされていた。気候変動への

懐疑論がまだ活発に唱えられていたのであ

る。しかし、もはや論争には決着がつき、懐

疑論はしだいに少数意見になっていった。気

候変動に関する政府間パネル（IPCC）の第4

次評価報告書では、気候変動は現実に起きて

おり、人間の活動がその原因であるという圧

倒的な科学界のコンセンサスが得られてい

る。このコンセンサスは、いまや世界のほぼ

すべての政府が共有している。昨年10月に

イギリス政府から『気候変動の経済学』と題

した報告書（スターン報告書）が発表されて、

大半の国の政府は、気候変動の解決策が経済

的に実行可能なものであり、問題を放置した

場合の経済的コストはもっと大きいという考

え方を受け入れるようになった。

　政治的な勢いも増している。多くの政府

は、温室効果ガスの排出削減に関して野心的

な目標を設定するようになった。いまや気候

変動対策は、G8サミットのテーマとしても

しっかり位置づけられているし、先進国と途

上国の対話も活発になってきた。

　なるほど、すべて好ましいニュースであ

る。しかし実際の成果は、それに比べると見

劣りがする。政府は地球温暖化の現実を理解

したかもしれないが、政治的な行動は、問題

解決に最低限必要なレベルにすら遠く及ばな

いままにとどまっている。科学的根拠と政治

的行動の間に横たわるギャップは依然として

大きい。温室効果ガスの排出削減でまだ高い

目標を定めていない先進国もある一方で、野

心的な目標を掲げたまではいいが、その目標

を達成するのに必要なエネルギー政策の改革

を打ち出していない国もある。だが、それ以

上に深刻なのは、明確で信頼性のある長期的

な多国間の枠組みが存在せず、危険な気候変

動を回避する道筋、言い換えれば、政治の時

間軸と炭素循環の時間軸の間のギャップに橋

を渡す道標が存在しないことである。

　2012年の京都議定書の期間満了は、国際

社会にとって、そうした枠組みを新たに確立

するチャンスになりうる。このチャンスをモ

ノにできるかどうかは、強力なリーダーシッ

プの有無にかかっている。ここで機会を逃せ

ば、世界は危険な気候変動にさらに近づくこ

とになる。

　リーダーシップを発揮すべきなのは、先進

国である。先進国には、気候変動を引き起こ

した歴史的責任があるし、温室効果ガスの排

出量を早期に大幅に減らす取り組みを主導す

る経済的資源と技術力もある。炭素税や排出

権取引（キャップ・アンド・トレード）制度の

導入はその出発点だが、市場のメカニズムに

任せるだけでは十分でない。二酸化炭素の排

出を減らすための当局の規制と官民の協力体

制を確立することも重要である。

　京都議定書の基本原則の1つである「共通

だが差異のある責任」という考え方は、途上

国がなにもしなくていいという意味ではな

い。多国間の合意を信頼性あるものにするた

めには、途上国のなかの主要排出国の参加が

なくてはならない。しかし、公平の観点に立

ち、また人間開発のためにエネルギーの調達

を増やすことが欠かせないという事情に照ら

して考えると、途上国はその能力にふさわし

いペースで低炭素型の成長に移行することを

認められるべきである。

　国際協力は、さまざまな面で決定的に重要

な役割を担いうる。2013年以降のポスト京

都議定書の枠組みに資金・技術移転のメカニ

ズムが盛り込まれれば、グローバルな規模の

気候変動緩和の取り組みは劇的に向上するだ

ろう。そのメカニズムが確立できれば、危険

な気候変動の回避に必要な低炭素テクノロ

ジーを迅速に普及させるうえで障害を取り除

く役に立つかもしれない。熱帯雨林の保護と

持続可能な利用のための協力も、気候変動の
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緩和を後押しできる。

　適応の重要性もはっきり認識しなくてはな

らない。あまりに長い間、気候変動の緩和は

ともかく、気候変動への適応は軽んじられて

きて、国際的な貧困削減の取り組みの中核を

なす課題とは考えられてこなかった。もちろ

ん、気候変動を緩和することは至上命題でも

ある。それにより、将来、危機を回避できる

かどうかの見通しが左右されるだろう。しか

し、実際に起きる気候変動への適応の面で、

豊かな国々だけ要塞を築いて気候変動から市

民を守り、貧しい国々は手持ちの資金や手段

だけを頼りに運任せの状況に放置しておくと

いうわけにはいかない。社会正義と人権尊重

の観点に立てば、適応のプロセスに国際社会

がもっと深く関わるべきである。

私たちの世代が残す遺産

　ポスト京都議定書の枠組み次第で、気候変

動の回避と、その時点ですでに避けられない

気候変動への対処の見通しが大きく左右され

る。さらにその新しい枠組みの話し合いに参

加する政府の交渉力には、大きな格差がある。

また強力な利益団体も口を挟んでくるだろう。

各国政府がポスト京都議定書の交渉を始める

にあたって忘れてならないのは、発言力は限

られているものの、社会正義と人権尊重を求

める強い利害関係をもつ2つの関係者である世

界の貧しい人々と未来の世代の声を交渉に反

映させることである。

　過酷な貧困と飢餓と戦いながら生活の質を

高めようと日々奮闘している人たちこそ、最

も人類の団結を要求する権利がある。国際会

議に集まり、ご立派な開発目標を掲げておき

ながら、気候変動に対してなにもせず、その

目標の達成を妨げてしまう政治指導者たちに

比べれば、こうした人たちの方こそ発言権が

あってしかるべきである。それに、私たちの

子どもや孫、その孫の世代は、私たちに責任

ある行動を要求する権利がある。彼らの未来

が、というより、もしかすると彼らが生き延

びられるかどうかが、そこにかかっているの

である。未来の世代は、人類史上最大の脅威

を前にしてなにもせずにいる今日の政治指導

者たちよりも、発言権が与えられるべきだ。

単刀直入に言うと、世界の貧しい人々と未来

の世代の立場に立てば、気候変動に関する国

際交渉で自己満足と言い訳が幅を利かせ続け

ている状況は容認できるものではない。先進

国の政治指導者が気候変動の脅威について口

で言うことと実際のエネルギー政策との間の

大きなギャップも許容できない。

　20年前、アマゾンの熱帯雨林を破壊から守

る活動をしていたチコ・メンデスというブラ

ジルの環境保護活動家が殺害された。メンデ

スは生前、自分のローカルな戦いと社会正義

のためのグローバルな活動との結びつきにつ

いて語っていた。｢最初、私

はゴムの木を守る戦いをして

いるつもりでしたが、やがて

アマゾンの熱帯雨林を守るた

めに戦っていると思うように

なりました。そしていまでは、

人類のために戦っていると思っています。」

　危険な気候変動との戦いは、人類のための

戦いの一環なのである。この戦いに勝つため

には、さまざまな面で広範囲に及ぶ変化を起

こさなければならない。消費のあり方も変え

なくてはならないし、生産活動とエネルギー

政策も変えなくてはならない。国際協力も変

革する必要がある。しかしなによりも重要な

のは、地球環境の相互依存性、貧しい人々に

対する社会正義、未来の世代の権利について

の考え方を根本から改めることである。

21世紀の気候への挑戦

　地球温暖化はすでに起きている。世界の気

温は、産業革命以後、約0.7℃上昇した。し

かも、上昇のペースが加速している。地球の

気温の上昇と大気中の温室効果ガスの増加と

を結びつける科学的な証拠は圧倒的である。

　「危険」な気候変動と「安全」な気候変動を
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隔てるはっきりした線引きはない。世界の

貧しい人々の多くと最も弱い生態系は、すで

に危険な気候変動にさらされている。それで

も、産業革命以後の気温上昇幅が2℃を超す

と、人間開発のプロセスが大幅に退行し、環

境に回復不能な破局が発生するリスクが一気

に高まると考えられる。

　このままで行けば、世界はこの大台をあっ

さり突破してしまうだろう。気温の上昇を

2℃以内に抑えられる確率を50％にするため

だけでも、二酸化炭素に換算して約450ppm

相当で温室効果ガスの濃度を安定させなけれ

ばならない。濃度が550ppmまで上がれば、

上昇が2℃を超える確率は80％まで上昇する。

日々の生活で、深刻な結果を生む危険がある

と承知していながら、これほど大きなリスク

をともなう行動を取る人は

まずいない。しかし私たち

はグローバル社会全体とし

て、地球に対してあまりに

リスクの大きい行動を取っ

ている。試算によれば、21世紀の温室効果ガ

スの濃度は、二酸化炭素にして750ppmを突

破する可能性がある。そうなれば、地球の気

温は5℃以上上昇しかねない。

　地球の気温が上昇すれば、人間開発にも影

響が及ぶ可能性がある。現在のペースで気温

の上昇が進めば、人間開発は大幅に退行し、

人々の生活の基盤が揺らぎ、大規模な移住が

起きるだろう。21世紀の終わりには、環境の

破局が起きる可能性は、｢起こり得る」のレベ

ルから「現実的に可能性のある」というレベル

に高まっているかもしれない。最近のデータ

を見る限り、南極とグリーンランドの氷床崩

壊の加速、熱帯雨林の減少、北極の永久凍土

の溶解はすべて、単独であるいは相互作用を

通じて「臨界点」を到来させる恐れがある。

　温室効果ガス濃度の上昇に対する関与の度

合いは、国によって大きく異なる。二酸化炭

素排出量のほぼ半分は、世界の人口の15％を

占めるにすぎない豊かな国々によるものであ

る。中国とインドの急速な経済成長により、

先進国全体と途上国全体の排出量の差はしだ

いに狭まってきている。しかし、人口1人あ

たりの二酸化炭素排出量（カーボン・フットプ

リント）の差はそれほど縮まっていない。アメ

リカは中国の5倍、インドの15倍以上であり、

エチオピアの国民1人あたりの平均の二酸化

炭素排出量が0.1トンなのに対し、カナダでは

20トンに達している。

　危険な気候変動を回避できる範囲に温室効

果ガス排出量を抑えるために、世界はどうす

ればいいのか。本報告書ではこの点を考える

ために、気候モデルによるシミュレーション

を参考にする。こうしたシミュレーションに

より、21世紀に排出可能な炭素の量、いわ

ば炭素の「予算」が明らかになる。

　シミュレーションによれば、エネルギー関

連で世界に与えられた炭素の予算※は、二酸

化炭素にして年間14 .5ギガトン程度となる。

現在の排出量はこの2倍に達している。しかも

問題は、排出量が増加傾向にあることである。

端的に言うと、21世紀の炭素の予算※は、早

ければ2032年に底をつく可能性がある。要す

るに、私たちは持続不可能な量の負債を積み

上げており、未来の世代にとって危険な気候

変動を避けがたいものにしつつあるのである。

　このような炭素収支の分析を通じて新たに

浮き彫りなるのは、世界の温室効果ガス排出

量に占める途上国の割合が増えているという

事実である。この割合はこの先も上昇し続け

るだろうが、それを理由に、問題の根底にあ

る豊かな国々の責任から関心がそれてはなら

ない。もし途上国の住民すべてがドイツ人や

イギリス人の平均と同程度の二酸化炭素排出

量を記録していれば、世界の現在の総排出量

は、持続可能な排出の上限とみなされる量の

4倍に達していたはずである。途上国の1人あ

たりの二酸化炭素排出量がアメリカやカナダ

の水準だとすれば、この数字は9倍になってい

ただろう。

　現状を変えるためには、大幅な軌道修正が
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必要となる。2050年までに温室効果ガスの

排出量を1990年の半分まで減らし、その状態

を21世紀末まで持続させなければならない。

しかし、世界は1つの国とはわけがちがう。

信頼性のある試算をもとに考えると、危険な

気候変動を回避するために、豊かな国々は少

なくとも排出量を80％削減する必要がある。

しかも2020年までに、30％の削減を成し遂

げることが求められる。途上国の排出量も

2020年ごろを境に減少に転じさせ、2050年

までには20％減らさなくてはならない。

　この排出量安定化の目標を達成するのは簡

単ではないが、経済的に実行不可能ではな

い。2030年までにかかる年間のコストは、

世界の GDP の1 .6％相当と試算されている。

確かに少ない投資ではないが、この金額は世

界の年間軍事支出の3分の2に満たない。な

んの策も講じなければ、気候変動による損失

は、世界の GDPの5 ～ 20％に達する可能性

があると、スターン報告書は指摘している。

　これまでの排出量の推移を見れば、この先

に待ち受けている課題の大きさが浮き彫りに

なる。エネルギー関連の二酸化炭素排出量は、

1990年以来、急激に増えている。1990年は、

京都議定書で削減割合を決める基準とされた

年である。京都議定書では、先進国に平均約

5％の排出削減目標を課しているが、すべての

先進国がこの議定書を批准しているわけでは

ない。批准した国のほとんども、これまでの

ところ目標を達成できるペースにない。目標

を達成できている数少ない国は、気候変動問

題を政策上重視してきた国なのである。しか

も京都議定書では、途上国に数値目標を課し

ていない。向こう15年の排出量が過去15年

のペースのまま増え続ければ、危険な気候変

動はもはや避けられない。

　エネルギー消費の予測を見る限り、世界

は間違いなくその危険な気候変動の方向に

進みつつあるどころか、もっと悪い結果を招

く可能性すらある。炭素集約度（単位エネル

ギー当たりの二酸化炭素排出量）の高いエネ

ルギーのインフラを築くのが現在の投資のパ

ターンである。ここで中心的な役割を果たす

のは石炭である。既存の傾向と政策がこのま

ま続くとすると、2030年までに、エネルギー

関連の二酸化炭素排出量は、2004年の水準

の1.5倍以上に増加しかねない。エネルギー

需要を満たすために、アメリカでは2004 ～

30年の間に20兆米ドルの資金が投資される

と予測されており、この予測のとおりになれ

ば、世界は持続不可能な道から抜け出せなく

なるかもしれない。この事態を避けようと思

えば、経済成長の「脱炭素化」を後押しする投

資を新たにおこなわなければならない。

異常気象の衝撃
――気象変化による不平等な世界における
リスクと脆弱性

　異常気象の衝撃は、貧しい

人々の生活にすでに重大な影

響を及ぼしている。旱魃、洪

水、暴風雨などの災害は、被

災した人たちにとって多くの

場合恐ろしい体験であり、生活が脅かされ

て、不安感にさいなまれる。しかもそれだけ

でなく、異常気象の衝撃は生産性と人間の能

力をもむしばみ、長い目で見ても人間開発の

機会を損なうことになる。個々の異常気象の

衝撃の原因がすべて気候変動にあると決めつ

けるわけにはいかないが、気候変動は貧しい

人々が直面するリスクと脆弱性を徐々に高め

ていく。ただでさえ限界ぎりぎりの状態にあ

る対応メカニズムにさらに重圧をかけ、人々

を悪循環の罠に閉じ込めてしまうのである。

　こうした衝撃に対する弱さは、誰もが平等

というわけではない。確かに、2005年にア

メリカを襲ったハリケーンの「カトリーナ」

は、世界の最も豊かな国々でも、気候変動と

直面すると（とくに社会に根を張った不平等

とからみ合った場合は）人間が極めて弱い存

在であることをありありと思い出させた。世

界の先進国ではどこでも、極端な気象上のリ

スクに対する国民の不安が高まっている。洪
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水、暴風雨、熱波が押し寄せるたびに、不安

はますます強まっている。しかし、激しい気

象災害は、貧しい国で起きる場合が圧倒的

に多い。2000 ～ 04年に気象災害に被災し

た人は、平均で年間約2億6200万人であり、

その98％以上が途上国の住人である。OECD

（経済協力開発機構）諸国で気象災害にあう人

は、1500人に1人であるが、途上国では、こ

の割合は19人に1人に達する。被災するリス

クは、先進国の79倍にも上る。

　極度の貧困と人間開発の水準の低さに足を

引っ張られて、貧しい家庭は、気象上のリス

クへの対応能力が限られてしまう。所得と資

産が乏しく、保険に加入するゆとりなどな

く、著しく制約の厳しい条件下で異常気象の

衝撃に対処せざるをえないのである。

　リスクに対処するための戦略が貧困をさらに

悪化させてしまう恐れもある。旱魃が頻発する

地域の農家は、リスクを減らすために経済的見

返りの大きい作物の栽培を断念し、経済的見

返りは小さいが、旱魃に強い作物を選ぶ場合

が多い。それに、気候災害の直撃を受けると、

貧しい人々は往々にして、食いつなぐために生

産手段を売却せざるをえなくなる。その結果、

被災後の生活の建て直しに支障が出る。これ

でも足りなければ、人々はさらに別の道を探す。

たとえば、食事を減らしたり、医療費を切り詰

めたり、子どもに学校をやめさせたりすること

になる。これは貧困世帯の典型的な行動パター

ンである。こうした行動は、貧困が貧困を生む

悪循環をもたらし、弱い人々を人間開発の停滞

という罠に固定化しかねない。

　本報告書のために実施した調査で浮き彫り

になったのは、こうした罠がいかに強力かと

いう点であった。本報告書では、世帯単位の

ミクロのデータを活用して、異常気象の衝撃

が貧しい人々の生活に及ぼす長期的な影響を

いくつか検討している。世界で最も旱魃が頻

発する国であるエチオピアとケニアでは、旱

魃期に生まれた5歳以下の子どもが栄養不良

に陥る確率はそれぞれ36％と、旱魃期以外に

生まれた子どもに比べて、50％高い。ニジェー

ルでは、旱魃期に生まれた2歳未満の子ども

は、発育不良の割合がそうでない子どもに比

べて72％高い。1970年代の洪水の時期に生

まれたインドの女性は、初等教育を受けてい

ない割合が19％高い。

　異常気象の衝撃が人間開発に及ぼす長期的

な悪影響は、過小評価されている。気象災害

に関するメディアの報道は、世論に情報を提供

し、被災者の苦しみに光を当てる重要な役割を

果たす場合も多いが、その半面、報道は災害

が一時的な現象であるかのような印象を与え、

旱魃や洪水が長い目で見て人々に及ぼす結果

から関心をそらせてしまう。

　気候変動は、世紀末的な惨事という形を

とって貧しい人々の前にあらわれるわけでは

ない。気候変動の直接の原因として1つの出

来事を特定することは、今後もできないだろ

う。しかし気候変動は徐々に、貧しい人々や

弱い人々を異常気象の衝撃にさらされやすく

し、災害に対処する能力への重圧を強めてい

く。その結果、人間の能力をじわじわとむし

ばんでいきかねない。

　本報告書では、気候変動が人間開発を停滞

させ、さらには逆戻りさせるプロセスを5つ

指摘している。

■農業生産と食糧安全保障　

気候変動は、脆弱な地域で降雨パターン、気

温、農業用水の入手可能性に影響を及ぼす。

たとえば、サハラ砂漠以南のアフリカで旱魃

の被害をこうむる地域は、6000万～ 9000

万ヘクタール増加し、2060年までに260億

米ドル（2003年の貨幣価値で計算）の損害を

生む恐れがある。この損害額は、この地域向

けの開発援助の総額を上回る金額である。中

南米や南アジアなど、ほかの途上国でも農業

生産が減り、農村部の貧困対策の足が引っ張

られる。栄養不良に苦しむ人の数は、2080

年までにさらに6億人増加する恐れがある。

■ 水ストレスと水不安　

降雨パターンの変化と氷河の溶解は、環境へ
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のストレスを増やし、農業用水の供給をおび

やかし、ひいてはその土地を居住不可能にし

てしまう。2080年までに、水不足に苦しむ

人は18億人増加するかもしれない。中央ア

ジア、中国北部、南アジアの北部は、氷河の

溶解により甚大な被害を受ける恐れがある。

ヒマラヤ山脈の氷河は、年間10 ～ 15メート

ルのペースで後退し続けている。アジアの大

河のうち7つの水系は、氷河が溶け出す結果、

水不足が起きる前に、一時的にかえって水量

の激増に見舞われる。アンデス地方も、氷河

が崩壊すればたちまち水不足の脅威に直面し

かねない。中東など、すでに深刻な水不足に

悩まされているいくつかの国は、水の確保が

さらに困難になるかもしれない。

■海水面の上昇と気象災害　

氷床の崩壊が加速すれば、海水面が急速に上

昇しかねない。地球の気温が3～ 4℃上昇す

れば、土地の水没により3億3200万人が一

時的、もしくは恒久的に住居を失う恐れがあ

る。被害にあう危険性があるのは、バング

ラデシュでは7000万人以上、下エジプトで

は600万人、ベトナムでは2200万人に上る。

太平洋やカリブ海の小さな島国は、壊滅的な

打撃を受けるかもしれない。海水温が上昇す

ると、熱帯性の暴風雨も激しくなる。台風

が猛威を奮う地域に暮らす人が世界で現在3

億4400万人いることを考えると、暴風雨が

さらに激しくなれば、多くの国で甚大な被害

を生みかねない。地盤のもろい丘陵地帯の下

や、洪水の発生しやすい川岸のスラム地区で

暮らす10億の人々も、ただちに脅威にさら

される危険がある。

■生態系と生物多様性　

気候変動は、現実に地球の生態系を様変わり

させはじめている。海水温の上昇により、世

界の珊瑚礁の半分が「白化」を起こしている。

海水の酸性化も、長い目で見た場合に海の生

態系に脅威を及ぼす。海の氷上の生態環境も

すでに、気候変動により壊滅的な打撃をこう

むっている。影響がとくに顕著なのが、北極

地域である。地球上には、気候変動に適応で

きる動植物の種もあるが、多くの種は変化の

ペースについていけない。地球の温暖化が

3℃進行すれば、陸上生物の種の2 ～ 3割が

絶滅の危機に瀕する恐れがある。

■人間の健康　

豊かな国々はすでに、2003年夏のヨーロッパ

の熱波のような（あるいはもっと厳しい）夏と

冬の到来などの異常気象の衝撃に備えて、公

衆衛生システムを整備しはじめている。しか

し、最も甚大な健康上の被害を受けるのは、

貧困が深刻で、公衆衛生システムが弱い途上

国である。致死性の主な病気が蔓延する地域

が広がるかもしれない。たとえば、マラリア感

染の脅威にさらされる人口は、

これまでより2億2000 ～ 4億

人増加するかもしれない。こ

の病気は現在、年間約100万

人の命を奪っている。デング

熱は、従来の発生地域、とく

に中南米と、東アジアの一部で症例が増えは

じめている。気候変動の影響で、この病気の

発生地域も広がる恐れがある。

　ここであげた5つの要因は、それだけで作

用するわけではない。人間開発の機会を左右

する社会的、経済的、環境的要因との間で相

互作用によって起きる。当然、気候変動が人

間開発に影響を及ぼす複雑なプロセスは国に

よって異なるし、1つの国の中でも一様でな

い。さらに、まだわかっていないことも非常

に多い。はっきりしているのは、気候変動が

多くの国で人間開発のあらゆる面に対して強

力な打撃を与える恐れがあるという点であ

る。経済成長やインフレ率に影響を及ぼす経

済的打撃と異なり、医療や教育の機会の喪

失、生産能力の減退、極めて重要な生態系の

破壊など、人間開発上の打撃の多くは、一度

発生するともう取り返しがつかない危険性が

高い。
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危険な気候変動を回避する
――影響緩和のための戦略

　この空前の脅威を回避するためには、過去

に例のない規模の国際協力が不可欠となる。

2013年以降のポスト京都議定書の合意では、

世界レベルの「炭素収支」の枠組みを決める

ことができるし、それを決めなくてはならな

い。しかし、世界レベルで持続可能な排出量

の目安を決めても、それが国家レベルの現実

の戦略と国家レベルの炭素収支に反映されな

い限り意味がない。気候変動を緩和すると

は、エネルギー生産とエネルギー消費のあり

方を変容させることを意味する。そして、そ

れは生態系の持続可能な範囲内で生活するこ

とにほかならない。

　持続可能な排出への道を

進むための出発点は、しっ

かりした目標を立てること

である。その目標を土台に炭素収支管理を決

めれば、将来計画を途切れなく順次設定する

ことを繰り返して、現在と未来の間に橋を渡

せる。だが、せっかくしっかりした目標を打

ち立てても、明確な政策がともなわないと効

果がない。そうした政策面での進捗状況は、

これまでのところ期待はずれと言わざるをえ

ない。大半の先進国は、京都議定書で約束し

た目標に達していない。カナダは、その極端

な例である。京都議定書よりさらに踏み込ん

だ目標を設定した国も確かにあった。イギリ

スと欧州連合（EU）はいずれも、そのような野

心的な目標を打ち出した。しかし理由は異な

るが、両者ともにその目標の達成にはほど遠

い結果になる公算が大きい。目標を守るため

には、いますぐ気候変動の緩和をエネルギー

政策改革の中心に据える以外にない。

　京都議定書に参加していない有力なOECD

諸国も2カ国ある。オーストラリアは、幅広

い自発的な取り組みを選択した。その結果は、

プラスの面とマイナスの面が入り交じってい

る。アメリカは、連邦政府レベルでの排出削

減目標を設定していない。かわりに、｢炭素集

約度」の引き下げ目標を定めている。これは

要するに、エネルギー効率を高めようという

発想である。しかし問題は、エネルギー効率

が高まっても、総排出量の大幅な増加を防げ

ていないことである。連邦レベルの目標が存

在しないなかで、一部の州は独自の目標を決

めている。カリフォルニア州の「2006年地球

温暖化解決法」という州法は、温室効果ガス

の排出削減目標をエネルギー政策の改革と結

びつける思い切った取り組みである。

　野心的な目標を定めることは重要な一歩だ

が、それ以上に政治的に難しいのは、目標を

具体的な政策に移すことである。炭素の排出

に料金を課すことが、その出発点になるだろ

う。低炭素型の成長への移行を加速させるた

めには、それを後押しする仕組みを整えるこ

とが欠かせない。望ましいのは、そのインセン

ティブの仕組みが世界全体で機能することだ

が、さしあたり政治的に現実性がない。その

ための世界レベルの統治システムが存在しな

いのである。現実的なのは、そうした炭素プラ

イシングの制度をまず先進国が確立するという

筋書きである。やがて制度上の条件が整えば、

途上国をもこの制度に取り込めることだろう。

　排出する炭素に料金を課す方法は、2種類

ある。第1は、排出する二酸化炭素そのもの

に税金を課すというものである。重要なの

は、炭素税の導入が全体としての税負担を増

やす結果につながるとは限らないことだ。炭

素税の税収は、環境保護関連の労働や投資に

対する税を軽減するなど、環境保護奨励型の

税制改革の財源に回すこともできる。炭素税

の最適な税率を決めるために、温室効果ガ

スの排出量の推移に合わせて税率を調整す

る必要がある。例としてあげられる方法は、

2010年に二酸化炭素1トンあたり10 ～ 20

米ドルの炭素税を導入し、その後毎年5 ～

10米ドルずつ増額していき、最終的に二酸

化炭素1トンあたり60 ～ 100米ドルまで引

き上げるというものである。この枠組みを採

用すれば、投資家と市場が将来の投資を計画
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するにあたって、明確な予測を立てやすい。

それに、低炭素型の経済への移行を後押しす

る強力な要因としても働くだろう。

　排出する炭素に料金を課す第2の方法は、

排出権取引（キャップ・アンド・トレード）と

呼ばれる方法である。具体的には、政府が総

排出量の上限を決め、それぞれの企業などに

一定量の排出権を割り当てる。この排出権は

譲渡可能とし、排出量の削減に成功した企業

が余った排出権を販売できるようにする。排

出権取引制度の弊害として考えられるのは、

エネルギー価格が不安定化しかねないことで

ある。長所は、総排出量の上限の明確な数値

が決まっており、環境への影響が一定なこと

である。温室効果ガスの排出削減を迅速かつ

大幅におこなう必要性の大きさを考えれば、

しっかりした排出権取引制度は気候変動緩和

に大きな役割を果たせる可能性がある。

　欧州域内排出量取引制度（EU-ETS）は、世

界最大の排出権取引の仕組みである。この制

度は多くの成果をあげたが、まだ解決しなく

てはならない重大な問題もある。排出量の上

限の設定があまりに高すぎるのである。強力

な利益団体のロビー活動に加盟国政府が押し

切られてしまったことが、その最大の要因で

ある。電力産業など一部の産業は、余剰の排

出権を売ることにより、いわば棚ボタの利益

を手にしている。しかも、ETS の排出権全

体のうち割り当てではなく競売によって交

付する割合は、ごくわずかにすぎない（第2

フェーズでは10％未満）。その結果、政府が

税制改革のための財源を獲得することができ

ないうえに、排出権交付の決定における政治

的操作に道を開き、非効率を生み出してい

る。2020年までに排出量を20 ～ 30％削減

するという EUの公約に沿うように ETS の

排出権の企業割り当ての割合を制限すれば、

炭素市場が気候変動緩和という目標に貢献す

る後押しとなることだろう。

　炭素市場の確立は、低炭素型経済に移行す

るための必要条件だが、十分条件ではない。

規制の導入、低炭素テクノロジーの研究・開

発・実用化の支援で政府が果たすべき役割も

決定的に大きい。

　好ましい事例には事欠かない。再生可能エ

ネルギーの供給量が増えている一因は、政府

の規制により新たなインセンティブが生まれ

たことにある。ドイツでは、「固定価格買取

制度（FIT）」という制度の後押しで、電力供

給量に占める再生可能エネルギーの割合が上

昇している。アメリカでは、税制面の優遇制

度をうまく活用して、活力ある風力発電産

業を育成することに成功している。とはい

え、再生可能エネルギーの供給が急増してい

ること自体は好ましいことだが、本来ははる

かに多くていいはずだし、気候変動を緩和す

るためにはこの供給量をもっと大幅に増やさ

なくてはならない。OECD諸国の大半は、総

発電量に占める再生可能エネ

ルギーの割合を少なくとも20％

まで増やすことが可能なはず

である。

　エネルギー効率を高めれば、一石二鳥の効

果を生み出せる可能性がある。二酸化炭素の

排出量を減らせると同時に、エネルギーコス

トも減らすことができる。OECD 諸国内の

すべての電気製品（2005年の台数で計算）が

エネルギー効率の最も高い製品だったとす

れば、2010年までに二酸化炭素排出量を約

322メガトン減らせる計算になる。これは、

1億台の自動車を道路上から排除するのと同

じ効果である。家庭の電力消費量は、4分の

3に減るだろう。

　自家用自動車の分野も、政府の規制により

一石二鳥の効果が期待できる。自動車は、先

進国の温室効果ガス排出量の約30％を占めて

おり、しかもこの割合は増えている。当局の

規制が重要なのは、自動車の燃費、すなわち

一定量のガソリン（＝二酸化炭素の排出量）

での走行距離に影響を及ぼすからである。ア

メリカでは、だんだん燃費基準がゆるくなっ

ており、いまや中国よりも基準があまい。ガ

ソリン1ガロンあたりの走行距離の基準を20

マイル引き上げれば、石油の消費量が日量
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350万バレル減り、二酸化炭素の排出量は

400メガトン少なくなる。この数字は、タイ

の国全体の排出量より多い。燃費基準を厳格

化しようとすると、えてして強力な利益団体

の抵抗にぶつかる。実際、ヨーロッパでは、

EUが燃費基準の強化を目指しているのに対

し、自動車メーカーの業界団体が抵抗し続け

ている。いくつかのEU加盟国はEUの提案

を拒否しており、気候変動に関する目標を具

体的な政策に移し替える能力をEUが持ち合

わせているのか疑問の声も上がっている。

　代替エネルギーの市場を拡大するうえで、

国際貿易がもっと大きな役割を果たせるかも

しれない。エタノール生産の効率性では、ブ

ラジルがEUとアメリカの上を行く。しかも、

ブラジルが得意とするサトウキビ原料のエタ

ノールは、ほかの原料でつく

るエタノールに比べて，二酸

化炭素排出量の削減効果が

大きい。問題は、ブラジル産

のエタノールを輸入しようとしても、往々にし

て高額の輸入関税がかかり、輸入の足枷になっ

ていることである。そうした関税を撤廃すれば、

ブラジルが恩恵をこうむるだけでなく、気候変

動緩和という目的にとってもプラスになる。

　迅速に低炭素テクノロジーを開発・実用

化することも、気候変動の緩和に欠かせな

い。ただし、この面で有望なテクノロジーを

選び出すのは、とうてい容易でない。その取

り組みに、各国の政府が文句なしの成功を収

めてきたとは言いがたい。それでも、国レベ

ルでも世界レベルでも大規模な気候変動の脅

威にさらされている以上、政府は傍観者を決

め込んで市場が成果をあげるのを待つわけに

はいかない。エネルギー政策の領域では、大

規模な事前の投資と長期的な取り組みが欠か

せず、しかも不確実性がついて回る結果、市

場の力だけでは、気候変動の緩和のために求

められるスピードで新しいテクノロジーを生

み出せない。歴史を振り返れば、政府の思い

切った行動が大きな技術的進歩の道を開いた

例はいくつもある。第2次大戦中のアメリカ

のマンハッタン計画しかり、一連の宇宙開発

計画またしかりである。

　カギを握る画期的テクノロジーの1つに、

炭素隔離貯留（CCS）という技術がある。いま

世界の電力生産で主要な役割を担っているの

は、石炭である。石炭は世界の多くの地域に

埋蔵されており、石油・天然ガスの価格が高

騰していることも手伝って、中国、インド、

アメリカなどの主要排出国の現在のエネル

ギー生産、および将来のエネルギー計画で大

きな割合を占めている。CCSは、石炭による

火力発電の二酸化炭素排出量を限りなくゼロ

に近づける手段になりうる。炭素の排出に料

金を課す仕組みと組み合わせて、官民の投資

をもっと活発化させれば、CCS 技術の開発・

実用化を加速できるかもしれない。アメリカ

と EUはそれぞれ、2015年までに少なくと

も30の試験用の CCS 施設を稼働させること

が可能なはずである。

　途上国のエネルギー効率が悪いという状況

は、気候変動緩和の取り組みを阻害しかねな

い材料になっている。国際協力によりエネル

ギー効率を向上させられれば、脅威をチャン

スに変え、その過程で人間開発にも大きな恩

恵をもたらせる。本報告書では、この点を示

すために、中国の石炭産業における技術移転

プログラムの加速が二酸化炭素排出量に及ぼ

す影響を検討している。技術移転を加速させ

れば、2030年の中国の排出量は、国際エネル

ギー機関（IEA）の予測よりも1.8ギガトン減る。

1.8ギガトンという量は、現在のEUの排出量

のほぼ半分に相当する。エネルギー効率を高

めれば、世界のほかの地域でも同様の効果が

得られる。

　エネルギー効率を高めるというのは、双方

にメリットのあるウィン・ウィン（win-win）の

シナリオである。途上国には、エネルギー効

率の上昇と環境汚染の減少という恩恵がある。

世界のすべての国々には、二酸化炭素排出量

の減少という恩恵がある。問題は、このウィ

ン・ウィンのシナリオを実現するためのしっ

かりしたメカニズムが世界に存在しないこと

迅速に低炭素テクノロジーを
開発・実用化することも、
気候変動の緩和に欠かせない。



である。本報告書では、このギャップを埋め

るために、ポスト京都議定書の枠組みのもと

で「気候変動緩和ファシリティ（CCMF）」とで

も呼ぶべき制度を設けることを提案している。

CCMFは年間250～ 500億米ドルの予算を集

めて、途上国の低炭素エネルギーへの投資を

支援する。支援の内容は、資金助成、低金利

の融資、リスクの保障など、個々の国の状況

に合わせて決める。支援はプログラムベース

で実施。再生可能エネルギー、クリーンコー

ル・テクノロジー、輸送手段やビルのエネル

ギー効率基準の強化などの国家レベルのエネ

ルギー戦略を徹底するために増える財政上の

負担をカバーする。

　森林破壊の防止も、国際協力が重要な意味

をもつ領域の1つである。世界は現在、熱帯雨

林に蓄えられている炭素の「資産」を市場価格

（炭素の相場は安いのが現状なのだが）よりは

るかに安い代価で手放している。インドネシ

アでは、パームオイル栽培による森林破壊で1

米ドルを得るのと引き換えに、EUのETSで

売れば50～ 100米ドル相当になる炭素の資産

を失っている計算になる。こうした市場レベル

での損失に加え、生態系の保護と生物多様性

の維持という機能を担う熱帯雨林が破壊され

れば、貧しい人々の生活に欠かせない資源が

損なわれてしまう。

　炭素市場を通じて森林破壊防止のインセン

ティブをつくり出せる可能性について、検討す

る余地はある。たとえば、｢カーボン・ファイ

ナンス（排出権買取ファンド等の契約により将

来発生する排出権を買い取る行為）」と呼ばれ

る仕組みを活用して、退化した草地を回復さ

せ、気候変動の緩和、気候変動への適応、環

境の持続可能性の面で効果をあげることもで

きるだろう。

避けられない状況に適応する
――国家の行動と国際協力

　いますぐ対策を講じなければ、世界は危険

な気候変動を防止できない。しかし、どんな

に迅速に手を打っても、人間開発が大幅に後

退することは避けられない。地球はどうして

も、さらに温暖化してしまう。これまでの無

為無策が気候に取り返しのつかない影響を与

えてしまっているうえに、対策を実施しても

その結果があらわれるまでに時間がかかるた

めである。要するに、21世紀前半の世界は、

気候変動に「適応」する方法を探る以外に道

がない。

　豊かな国々は、すでに適応が不可欠である

ことに気づいている。多くの国は、気候変動

の影響から国土と国民を守るためのインフラ

整備に多額の予算をつぎ込んでいる。将来の

天候がもっと過酷に、もっと予測不能になる

場合に備えて、国家戦略を描きはじめた国も

ある。たとえばイギリスは、洪水対策に年間

12億米ドルの予算を使って

いる。オランダの人々は、水

に浮く住宅に予算を投じてい

る。スイスアルプスのスキー

産業は、人工雪をつくる機械に投資している。

　途上国が気候変動への適応で直面する障害

はもっと厳しい。政府は財政に余裕がなく、

国民も貧しい。｢アフリカの角」における ｢適

応」とは、女性や女の子がこれまでより遠く

まで水をくみに行くことにほかならない。ガ

ンジス川のデルタ地帯の住人は、竹でつくっ

た高床式の洪水避難所をつくっている。メコ

ン川のデルタ地帯の人々は、嵐から身を守る

ためにマングローブを植え、女性や子どもた

ちに泳ぎ方を教えている。

　適応能力の格差は、ますます際立ってきて

いる。豊かな世界では、適応とは、しっかり

した防御用のインフラを整備し、洪水に備え

て《水に浮く家をつくる》ことを意味するの

に対し、世界の別の場所では、洪水の際に《自

分自身が水に浮く方法を身につけなくてはな

らない》人たちがいる。洪水対策に守られて

いるロンドンやロサンゼルスの住民と違っ

て、｢アフリカの角」の女の子たちやガンジス

川デルタ地帯の人々は、二酸化炭素を大量に

排出してなどいないにもかかわらず、南アフ
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リカのデズモンド・ツツ元大主教の言葉を借

りれば、『私たちは、いわば適応のアパルト

ヘイトの世界に知らぬ間に陥りつつある』。

　途上国の政府は、気候変動への適応の過程

でさまざまな困難にぶつかる。そうした障害

は社会全体に脅威を及ぼすことになる。エジ

プトのデルタ地帯で洪水が起きれば、農業生

産の環境が大きく変わってしまう。また、南

アフリカの沿岸部の海流が変われば、ナミビ

アの漁業産業の未来が危うくなる。水力発電

が影響を受ける国も多いだろう。必要なの

は、政策立案のあらゆる側面と貧困対策に、

適応の方策を織り込むことである。しかし、

計画立案と計画執行の能力には限りがある。

■ 情報　

貧しい国は往々にして、気

象上のリスクを判断する能

力と資源を十分にもってい

ない。農村部の貧困が深刻

で、天水農業への依存度が

高いサハラ砂漠以南のアフリカでは、気候変

動への適応に気象予報が不可欠だが、この一

帯は世界で最も測候所の乏しい地域なのであ

る。フランスの気象関連予算が年間3億8800

万米ドルに上るのに対し、エチオピアでは

たったの200万米ドルしかない。2005年の

G8サミットではアフリカの気象観測能力の強

化で合意したが、その後、実際の支援は約束

したレベルに遠く及ばない。

■ インフラ　

気候変動への適応に関しても、｢予防に勝る

治療なし」ということわざが当てはまる。途

上国で災害発生前のリスク管理に1米ドルの

予算をかければ、7米ドル相当の損失を防げ

る。バングラデシュで川の中州に住む貧しい

人々を調査したところ、洪水対策をおこなえ

ば、極めて過酷な条件にあっても生活が向上

することがわかった。しかし多くの国では、

インフラ整備の財源が不足している。災害の

予防だけにとどまらず、地域社会レベルでの

水利用のインフラを整えれば、災害に対する

弱さを軽減し、住民が災害に対処する力を高

められる。アンドラプラデーシュとグジャ

ラートのようにインドの州におけるコミュニ

ティと地方行政との協力は何を成しえたかと

いった実例を提供してくれる。

■ 社会的保護の保証　

気候変動が原因で、貧しい人々が直面するリ

スクが増えている。社会的保護のプログラム

を導入すれば、人々がリスクに対処するのを

助け、雇用、栄養摂取、教育の機会を拡大

できる。エチオピアの「生産的セーフティー

ネットプログラム」は、貧しい家庭が健康と

教育の機会を犠牲にせず、洪水に対処する能

力を高めることを目指している。中南米で

は、突発的な危機の際に基本的な将来性を守

るなど、さまざまな人間開発上の目的を支援

するために、条件つき現金給付の手法が広く

活用されている。アフリカ南部では、旱魃の

ときに長期的な生産能力を保つために、この

手法が用いられている。社会的保護は気候変

動への適応戦略で脇役にすぎないのが現状だ

が、こうした取り組みは大きな人間開発上の

成果をもたらす可能性を秘めている。

　

　適応に関する国際協力を求める主張の土

台にあるのは、過去の約束、共通の価値

観、貧困削減に向けた国際社会の公約、気

候変動を引き起こしたことに対する豊かな

国々の責任である。国連気候変動枠組み条約

（UNFCCC）では、豊かな国々が貧しい国々

の適応能力整備を支援することを義務づけ

ている。さらにミレニアム開発目標（MDGs）

も、国際協力に踏み出す強力な理由になる。

というのも適応は、持続する進歩のための条

件をつくり、および2015年のターゲットを達

成するための重要要件だからである。

　適応に関する国際的行動の現状は、要求さ

れる水準に遠く及ばない。最後発開発途上国

基金（LDCF）や特別気候変動基金（SCCF）な

ど、専門の多国間の資金拠出メカニズムがい
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くつか設けられてはいるが、実際の資金供給

量は限られている。現在までに供給された資

金の総額は、2600万米ドルであり、期待は

ずれの結果と言うほかない。なにしろこの金

額は、イギリス政府の洪水予防プログラムの

1週間分の予算でしかないのだから。現時点

で約束されている資金援助は、向こう数年間

で総額2億7900万米ドルである。これまでに

比べれば進歩と言えるが、必要な量にはまだ

足りない。この金額は、ドイツのバーデン・

ビュルテンベルク州が洪水対策強化につぎ込

む予算の半分にも満たない数字なのである。

　適応により守らなければならないのは、貧

しい人たちの生命と生活だけではない。援助

プログラムも脅威にさらされている。本報告

書の推計によれば、現在の開発援助の約三分

の一は、程度の差こそあれ気候変動のリスク

がある地域に集中している。援助予算をこの

脅威から守るためには、さらに45億米ドル前

後の投資が必要になる。一方、気象災害の被

災地の救援に振り向けられる援助活動が増え

ている。この種の救援活動は援助のなかでも

最も急速に伸びている領域であり、2005年

には全体の7.5％に達した。

　適応のためにどのくらいの援助資金が必要

かを算出することは、本質的に難しい。それ

ばかりか、気候変動のリスクと危険性に関す

る国家レベルの詳細な評価結果がそろってい

ない以上、どのような試算も「推量」の域を

出ない。それでもあえて言えば、本報告書の

試算では、気候変動の被害を防止するため

に、2015年まで毎年最低でも440億米ドル

（2005年の貨幣価値で計算）の投資が必要と

なる。これとは別に、気象災害に対する人間

の抵抗力を養うことも重要である。リスクに

対する対処力が弱い人々の対処能力を強化す

るうえでは、社会的保護など、広い意味での

人間開発戦略への投資が求められる。本報告

書のおおざっぱな試算では、そのための国家

レベルの取り組みを強化するのにかかる資金

は、2015年までに400億米ドルとみている。

この金額は、所得水準が「下」および「中の下」

の国の2015年の GDP 予測値の約0.5％に相

当する。旱魃、洪水、暴風雨、地滑りなどの

脅威が高まるなかで、災害への準備および被

災後の復興対策も強化しなければならない。

このために新たに要する資金は、本報告書の

試算では20億米ドルに上る。

　適応のための資金援助は、新規の援助で

なければならない。すなわち、既存の援助金

をこの用途に振り向けるものであってはなら

ない。｢北」の国々の政府は、2010年までに

援助を倍増すると約束してきたが、これまで

の実施状況はすべて満足いくものとは言えな

い。約束どおりの援助がおこなわれないと、

MDGsに向けた歩みがおぼつかなくなり、気

候変動への適応の足が引っ張られてしまう。

　適応を助けるために必要な新規の援助資金

の金額は、一見すると大きい。

しかし、この点は文脈の中で

考えなくてはならない。2015

年までに860億米ドル前後の

新規の資金が必要となるかもしれないが、こ

れは先進国のGDPの0.2％程度で、現在の先

進諸国の軍事予算の十分の一ほどにすぎない。

人間の安全保障に対する見返りという観点で

考えれば、適応のための資金援助は極めて効

率のいい投資と言える。その財源確保の手段

としては、炭素税、排出権取引のもとでの課

徴金、航空・陸上輸送手段に対する課税など、

さまざまな画期的なメカニズムが候補として

考えられる。

　適応に関する国際支援とは、カネさえ出せば

いいというものではない。現在の国際的取り組

みの問題点は、慢性的な資金不足だけではな

い。数々の援助の間の調整不足と一貫性の欠

如も問題なのである。現状では、さまざまな多

国間メカニズムがばらばらに、それぞれ少額の

援助を実施しており、結果として多くの無駄が

生じている。しかも、現状では個別のプロジェ

クト単位の援助などが中心である。確かに、プ

ロジェクトごとの援助にも重要な役割があるが、

適応を目指すうえで、その主役を国単位のプロ

グラムと予算に移す必要がある。
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経済的な富の創造が人類の進歩と
イコールではないことを、気候変動
ほどはっきり示している現象はない。



　適応のための計画を貧困削減戦略に組み込

むことも重要な課題である。貧困、脆弱性、

さらには財産や性別、地域による不均衡の根

本にある原因を是正できなければ、適応のた

めの政策は実を結ばない。その点、被援助国

政府が各方面と協議しながら「貧困削減戦略

ペーパー（PRSP）」を作成する過程は、気候変

動への適応戦略を貧困削減戦略に統合するた

めの枠組みになりうる。被援助国主導でPRSP

を修正し、財政上のニーズと適応戦略の選択肢

を明らかにすることを通じて、国際協力で重点

をおくべき領域が見えてくるかもしれない。

結論と提言のまとめ

　気候変動は、人類に厳し

い選択を突きつけている。

人間開発のプロセスを逆行

させ、未来の世代に破局の

リスクを引き継ぐ事態を避

けることは不可能でないが、そのためには、

緊急性を意識して行動しなければならない。

ところが、いまその意識が欠如している。各

国政府は気候変動問題に言及する際に「グ

ローバルな安全保障上の危機」という言葉を

使うかもしれないが、エネルギー政策改革に

関する行動と言うより、不行動を見れば、言

葉に行動がともなっていないことがわかる。

政府の行動と政治的リーダーシップを実現す

るための出発点は、現在直面している脅威が

人類史上最も深刻な脅威であるかもしれない

と認識し、そのための政府の役目を認めるこ

とである。

　この脅威に対処する過程では、さまざまな

課題が持ち上がる。最も根本的なレベルで

は、進歩に対する私たちの考え方を改めなけ

ればならない。経済的な富の創造が人類の進

歩とイコールではないことを、気候変動ほど

はっきり示している現象はない。現在のエネ

ルギー政策のままでは、経済的繁栄が高まる

ほど、必然的に今日の世界の人間開発と未来

の世代の幸福に対する脅威が増す。しかも炭

素集約型の経済成長は、もっと深い問題を象

徴している。気候変動の最も厳しい教訓の1

つは、経済成長と豊かな国々の旺盛な消費の

背中を押す経済モデルは、環境の面では持続

不可能であるという点である。経済活動と消

費を地球環境の現実に合わせて修正するとい

う考え方ほど、進歩に関する私たちの既成観

念を揺さぶる発想はないだろう。

　気候変動との戦いでは、環境上の至上命題

を経済の中心に据えることが求められる。そ

のプロセスは、先進国から始めるべきであ

る。それも、いますぐスタートさせる必要が

ある。将来を完璧に予測することはできない

が、本報告書では、適切な改革をおこなえば、

経済成長を犠牲にせずに温室効果ガス排出量

を持続可能なレベルまで減らすことが手遅れ

ではないことを示した。つまり、経済成長と

気候上の安全保障はかならずしも相容れない

関係にはないのである。

　現在の国際協力と多国間の取り組みは、目

的を果たすためには十分ではない。世界がま

ず必要としているのは、温室効果ガスの排出

削減を内容とする拘束力のある国際合意であ

る。削減目標は長期的なものでなくてはなら

ないが、短期的・中期的目標も設定する必要

がある。主だった途上国もこの合意に参加

し、排出削減を約束するべきである。しかし

そうした義務を定めるにあたっては、途上国

のおかれた状況と能力、貧困削減という大目

標を推進することの必要性を考慮に入れなけ

ればならない。途上国の排出削減に関して具

体的な数字を設定していない合意は信頼性に

欠けるが、そのような合意を形成するために

は、気候変動に対する歴史的責任がある豊か

な国々からの資金・技術移転を合意に盛り込

むことが条件になる。

　国際協力は、気候変動への適応という緊急

の課題にも対処しなくてはならない。います

ぐに気候変動緩和策を実施しても、少なくと

も21世紀前半は、地球の温暖化が進行する

運命にある。問題をつくり出した元凶である

豊かな国々は、気候変動にともなうリスクと
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私たちの世代に課せられた役割は、
温室効果ガス排出量の推移を
下降曲線に変え、
未来の世代のための機会の窓を
閉ざさないことである。



脆弱性が高まり、世界の貧しい人々の夢と希

望が蝕まれていくのを傍観することなど許さ

れない。

　気候変動との戦いは、幾世代にもわたる戦

いである。私たちの世代に課せられた役割

は、温室効果ガス排出量の推移を下降曲線に

変え、未来の世代のための機会の窓を閉ざさ

ないことである。世界は、この歴史的課題に

着手するチャンスを迎えている。2012年に

は、現在の京都議定書で合意した目標の期

限が満了する。京都議定書の後を引き継ぐ合

意は、新しい針路を定め、将来の排出に対し

て厳しい規制を課し、国際的な協調行動の枠

組みを打ち出せるかもしれない。交渉を前倒

しして、2010年までに数量目標を定めれば、

各国政府はすぐに国単位の炭素収支管理の目

標を設定できる。気候変動緩和で成果をあげ

る土台になるのは、炭素収支の考え方であ

る。その考え方を導入するためには、エネル

ギー政策の思い切った転換、消費者と投資家

の背中を押す仕組みを充実させる政府の行動

が必要となる。人間に関する事柄に「最後の

チャンス」などというものは存在しない。し

かし、2013年以降のポスト京都議定書の枠

組みづくりのための時間はもうほとんど残さ

れていない。
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提言

1. 2013年以降のポスト京都議定書合意のもとで、
危険な気候変動を回避するための多国間の枠
組みを確立する。

・危険な気候変動を招く温暖化の目安として、産業革

命前と比べて２℃以上の増加を基準とすることでコ

ンセンサスを築く。

・ 大気中の温室効果ガス濃度の安定化目標として、二

酸化炭素に換算して450ppmという数値を設定す

る（そのためのコストは、2030年までの世界の年平

均GDPの推定1.6％）

・世界の温室効果ガスの排出量を2050年までに1990

年の半分に減らすという持続可能な排出量目標で合

意する。

・先進国が現在の京都議定書の目標を実行に移し、さ

らに温室効果ガスの排出量を2020年までに20 ～

30％、2050年までに少なくとも80％削減する。

・途上国のなかの主要な排出国が2020年までに排出量

の増加に歯止めをかけ、2050年までに20％の削減

を目指す。

2 . 持続可能な炭素収支を設定・管理する政策を
導入する――気候変動緩和のための重要な
政治課題

・すべての先進国が国単位で炭素収支を設定し、1990

年の排出量を基準にした削減目標を法制化する。

・国の炭素収支の目標に沿って、炭素税や排出権取引

を導入して炭素の排出に料金を課す。

・2010年に二酸化炭素１トン当たり10 ～ 20米ドルの

炭素税を導入し、毎年この額面を引き上げて、最終

的には１トン当たり60～ 100米ドルの税を課す。

・排出権取引制度を導入し、2020年までに二酸化炭素

排出量の20～30％削減を目指す。2015年までには、

排出権の90～ 100％を（企業などに割り当てるので

はなく）競売にかけるようにする。

・炭素税や排出権取引による税収を財源に、段階的な

税制改革を実施する。環境保護関連の労働と投資の

税率を引き下げて、低炭素テクノロジーの開発を促

すインセンティブを設ける。

・欧州連合排出量取引制度（ETS）を改革して、排出権

の企業などへの割り当てを減らし、競売にかける割

合を増やす。排出権の売却により、民間企業が棚ボ

タで利益を得ることを減らす。

・固定価格買取制度（FIT）と市場での規制を通じて再生

可能エネルギーの普及を後押しし、2020年までに

総発電量の20％を再生可能エネルギーで占めること

を目指す。

・電気製品と建物に対する当局の規制を強化し、エネ

ルギー効率を高める。

・資金援助とインセンティブの拡充、規制による後押し

を通して、画期的なテクノロジーの開発を促す。と

くに、炭素隔離貯留（CCS）技術を重視。2015年ま

でに、アメリカとEUがそれぞれ試験用のCCS 施

設を30カ所稼働させることを目指す。

3．国際協力の枠組みを強化する

・国際協力の態勢を確立し、近代的なエネルギーサー

ビスを利用しやすくし、世界の約25憶人にとって

の主要なエネルギー源であるバイオマスへの依存を

減らす。

・途上国での二酸化炭素排出量の増加率を引き下げる

ために、エネルギー産業の改革と資金・技術移転を

強化する。

・気候変動緩和ファシリティ（CCMF）とでも呼ぶべき

制度を設け、年間250 ～ 500億米ドルの予算を集

める。資金助成、低金利の融資、リスクの保障など

の手段を通じて、被援助国政府主導のエネルギー産

業改革に基づく投資を援助し、途上国の低炭素エネ

ルギーへの移行を支援する。

・「クリーン開発メカニズム」などの京都議定書の柔軟性

措置を通じたプロジェクト単位のカーボン・ファイ

ナンスの仕組みを、低炭素型への移行を後押しする

プログラム単位の国家戦略に統合する。
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・石炭に関する国際協力を大幅に強化し、ガス化複合

発電（IGCC）と炭素隔離貯留（CCS）の技術開発と実

用化のインセンティブをつくり出す。

・熱帯雨林の保護・持続可能な管理を促す国際的なイ

ンセンティブをつくる。

・工業界だけでなく、森林保護や草地の回復などの土地

利用のプログラムにもカーボン・ファイナンスの取

組みを導入する（これより、貧しい人々が恩恵を受

ける）。

4．気候変動への適合をポスト京都議定書の
枠組みと、貧困削減のための国際的パートナー
シップの中心にしつらえる

・いますぐに気候変動緩和のための対策を講じても、

2030年代半ばまでは実質的な成果はあらわれず、

最善のシナリオでも2050年まで地球の平均気温が

上昇し続けるという現実を認識する。

・途上国が気候変動のリスクを把握するための能力を

強化し、気候変動への適応を国のすべての政策に統

合する。

・G8諸国が約束を守り、全球気候観測システム（GCOS）

のもとでの協力を通じて、サハラ以南アフリカ諸国

の気象観測能力を向上させる。

・弱者の気候変動への適応能力を高めるために、社会

的保護、保健・医療、教育などに投資して気象災害

への抵抗力を強める。

・適応戦略を貧困削減の戦略と統合し、富や性別、地域

などによる不平等と結びついた脆弱性を是正する。

・ミレニアム開発目標（MDGｓ）達成に向けた活動を推

薦し、2015年以降に人間開発を対抗させないために、

2016年までに少なくとも860億米ドルの新規の資

金を豊かな国々が拠出し、貧しい国々の気候変動へ

の適応を支援する。

・気象災害による人道上の緊急事態に対応し、将来の

災害への抵抗力を強化して被災後の建て直しを支援

するために、多国間の体制を整備する。国連の中央

緊急対応基金（CERF）や世界銀行の防災グローバル

ファシリティ（GFDRR）などの仕組みを通じて、

2015年までに20億米ドルの資金を拠出する。

・適応を後押しするために、開発援助以外にも、炭素

税、排出権取引制度における料金徴収、空港税など

の新しい資金調達手段を模索する。

・乏しい金額しか提供できないうえに無駄の多い現在

の多国間資金援助の仕組みを整理する（これまでの

援助の総額は2600万米ドル。現在予定されている

援助の額は2億5300万米ドル）。資金援助の中心を

プロジェクト単位の援助からプログラム単位の援助

に変える。

・被援助国が貧困削減戦略ペーパー（PRSPs）を作成す

る過程を通じて、既存のプログラムの拡充に必要な

資金の額を試算し、対策を講じるにあたっての重点

領域を割り出す。
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1

21世紀の気候変動問題



木を植えるには一世代がかかり、
その木陰で休めるのは次の世代。
中国のことわざ

私と同様、みなさんはもう十分わかっているはずです。
足りないのは、知識ではありません。
欠けているのは、自分の知っていることの意味を理解し、
そこから結論を導き出す勇気なのです。
スベン・リンクビスト（スウェーデンの著述家）
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1第　　 章 121世紀の気候変動問題

われわれのこの時代で
もっとも重要な現実は、
危険な気候変動という亡霊が
歩き回っていることなのである。

　太平洋上に浮かぶイースター島は、地球上でもっともひなびた土地の1つ。その昔、こ

こに高度に発達した文明が存在したことを今日に伝えるものは、ラノ・ララク山の旧火口

に立ち並ぶ巨大な石像群しかない。その文明が姿を消した原因は、天然資源の乱用だっ

た。対立する部族が競い合うようにして資源を消費した結果、森林の破壊、土壌の浸食、

鳥類の減少が急激に進行し、人々の生活を支えてきた食料・農業システムの土台が崩れ

てしまったのである。1　破局が差し迫っていることを示す兆候に人々が気づいたときには、

もう手遅れだった。

　このイースター島の物語には、人々が共有す
る環境資源の管理に失敗した場合、どういう
結果が降りかかるかがよく表されている。今日
の気候変動問題は、この物語の世界規模での
21世紀版と言ってもいい。ただし、重要な違
いが1つある。イースター島の人々は、突然訪
れた危機を予測できず、破局を避けようにもほ
とんど手の打ちようがなかった。しかし、今日
の世界に生きる私たちは、情報不足を言い訳
にすることなど許されない。深刻な事態が差し
迫っているという証拠もあるし、危機を回避す
るための手立てもある。これまでの行動を改め
なければ、どういう事態に陥るかも知っている
のである。
　「この時代のもっとも重要な現実は、人類す
べての運命が分かちがたく、同じ惑星の上に生
きる者として共通の脅威にさらされていること
である」2 と言ったのは、米国大統領ジョン・Ｆ・
ケネディだった。この演説が行われたのは、
1963年。冷戦下で東西の対立がもっとも激し
かった時期に起きたキューバ危機の直後のこと
だった。当時の世界は、核によるホロコースト

（大量虐殺）の脅威という亡霊とともに生きてい
た。それから40年。われわれのこの時代での
もっとも重要な現実は、危険な気候変動という
亡霊が歩き回っていることなのである。
　この亡霊は、2つの破局とい
う脅威を私たちに突きつけてい
る。第1の破局は、いますぐに
人間開発に影響する脅威であ
る。気候変動の影響はあらゆ
る国のあらゆる人々に及ぶが、まっ先にその影
響を受けるのは貧しい国の人々である。貧しい
人々はもっとも危険にさらされているのに、危
険に対処する手立てをもっとも持ち合わせてい
ない。この破局は、遠い未来のシナリオでは
ない。すでに現実になりはじめており、ミレニ
アム開発目標（ＭＤＧｓ）に向けた歩みを遅ら
せ、世界の国々の間で、あるいは1つの国の中
での不平等を拡大させている。このまま手をこ
まねいていれば、21世紀を通じて人間開発の
プロセスが後退してしまうだろう。
　第2の破局は、未来に現実化する脅威であ
る。気候変動は、冷戦時代の核のにらみ合い
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1
と同じように、世界の貧しい国々だけでなく、
地球全体、ひいては現代だけでなく未来の世
代にもリスクを突きつける。私たちがいま歩ん
でいる道は、地球環境の破局に向けて突き進
む一方通行の道にほかならない。地球温暖化
が進むペースや、その影響が目に見えてくる正
確な時期や形態に関しては、はっきりしない部
分もあるが、巨大な氷床の溶解の加速、海水
温の上昇、熱帯雨林の破壊などの結果がリス
クを生み出すことは間違いない。そうなれば、
地球上の地理的環境や人々の暮らしを激変させ
る動きに拍車をかけることにもなりかねない。
　私たちの世代は、このような結果を回避する
ための手立てもあり、それを活用する責任があ
る。さしあたってのリスクは、世界のもっとも貧
しい国 と々もっとも貧しい人々にとりわけ重くの
しかかっているが、長い目で見れば、このリス

クと無縁の場所は地球上のど
こにもない。いま拡大しはじ
めている破局の最前線にいな
い豊かな国や人々も、いずれ
はその影響を免れない。だか

らこそ、先進国の未来の世代も含めて人類全
体を破局から救うための保険として、いま気候
変動を緩和する予防策が不可欠なのである。
　結局、気候変動問題の核心は、地球が吸収
できる量を越えて、二酸化炭素（CO2）などの
温室効果ガスを吐き出されていることにある。
人類は環境上の予算をオーバーして生きてお
り、未来の世代が返済しきれないほどの環境
上の負債を積み上げているのである。
　この問題をきっかけに、私たちは人類の相互
依存性について考え方を根底から変えることを
求められている。私たち人類はさまざまな要因
により分断されているが、世界のすべての人々
はたった1つの地球を共有している。これは1
つの島を共有していたイースター島の住民とお
かれた状況は変わらない。地球上の人類という
共同体の結びつきは、国境や世代を越えたも
ので、国の大小を問わず、世界のすべての国
はほかの国の運命に無関心ではいられないし、
今日の人類の行動が未来の世代に及ぼす影響

を忘れるわけにいかない。
　今日の気候変動への対応の仕方は、未来の
世代が歴史を振り返るとき、私たちの世代の
倫理観の度合いを測る基準になるだろう。政治
指導者たちが貧困と戦い、もっと格差のない
世界を築くという公約をどこまで守っているか
は、気候変動への対応の仕方にはっきりと映し
出される。きわめて大勢の人たちをますます片
隅に追いやって平気な顔をしているのは、社会
正義や国家間の平等をないがしろにする態度
以外の何物でもない。未来の世代との関わりを
どう考えているかという点についても、気候変
動は私たちに厳しい問いを突きつけている。い
まこの問題にどういう対処をするかは、私たち
が世代を越えた社会正義と平等をどの程度真
剣に考えているかを示すバロメーターであり、
未来の世代が私たちの世代を評価する際の基
準になる。
　期待をもたせる兆候はある。5年前には、ま
だ気候変動懐疑論が大手を振ってまかり通っ
ていた。大企業がふんだんに資金を提供し、
マスメディアが大々的に取り上げ、一部の国の
政府が熱心に耳を傾けた結果、懐疑論は世論
に不当に大きな影響を及ぼしていた。しかし今
日では、信頼できる科学者はことごとく、気候
変動が現実に起きており、その影響が深刻で、
二酸化炭素の放出と関わりがあるという立場を
取っている。世界中の政府もこの考え方に同意
している。たしかに、科学界でコンセンサスが
確立されたからと言って、地球温暖化の原因と
影響に関する論争に決着がついたというわけ
ではない。気候変動の科学は確実性を論じる
学問ではなく、蓋然性を論じる学問だからであ
る。それでも、少なくとも科学的証拠に基づい
て政治論議がなされるようになった。
　問題は、科学的証拠と政治的行動の間に大
きなギャップがあることである。これまでのと
ころ、気候変動緩和策に関して合格点をあげら
れる政府はほとんどない。気候変動に関する
政府間パネル（ＩＰＣＣ）が今年発表した第4
次評価報告書を受けて大半の国の政府は、気
候変動が現実に起きているという点ですべての

地球が吸収できる量を越えて、
二酸化炭素（CO2）などの
温室効果ガスが吐き出されている
ことにある。
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1
証拠が一致しており、緊急に対策を講じる必
要があることを認めはじめた。Ｇ8諸国の一連
の会合でも、具体的な対策を実行に移すべき
だと繰り返し確認している。船が不吉な巨大
氷山に向けて突き進んでいるということは、政
治指導者たちもわかっている。しかし残念なが
ら、温室効果ガス排出量の増加傾向を改める
ための決定的な行動に踏み切っていない。
　目を背けてはいけないのは、時間切れが近
づいているという現実である。たしかに、気候
変動は21世紀を通して取り組むべき課題であ
り、即効性のある技術上の解決策はない。し
かし、時間軸が長いからと言って、言い逃れと

煮え切らない態度が許されるわけではない。
解決策を打ち出すにあたり、政府はグローバル
な炭素収支のストックとフローの両方の問題に
対処しなくてはならない。温室効果ガスの排出
量が増えるにともない、大気中の温室効果ガ
スの蓄積量も増え続けている。ところが、たと
えいますぐ温室効果ガスの排出をいっさいス
トップしたとしても、蓄積量はきわめて緩やか
なペースでしか減らない。いったん排出された
二酸化炭素は、気候システムの変化がゆっくり
としていることがその原因で長期間大気中にと
どまる。このように「慣性」がシステムについて
回る結果、排出削減策が導入されてから実を

気候変動――力を合わせれば、この戦いに勝てる特別寄稿

　『人間開発報告書2007／ 2008』
は折りしも、ずっと以前から国際社会
の重大問題だった気候変動に対してよ
うやくしかるべき高い関心が払われは
じめたこの時期に刊行されることとなっ
た。この問題に人々の目を覚まさせた
のは、気候変動に関する政府間パネル
（ＩＰＣＣ）が最近まとめた報告で、地
球温暖化が現実に起きていて、しかも
この現象が人類の活動と直接関わりが
あるという見方を明快に断言したこと
だった。
　そうした気候の変動はすでに深刻な
打撃を生み出しており、しかもその影
響は拡大している。本年の人間開発報
告書では、その事態の深刻さに改めて
力強く警鐘を鳴らしている。ひとことで
言えば、気候変動は「ふたつの破局」
を引き起こす危険性がある。すなわち、
まず世界の貧困層の人間開発のプロセ
スを後退させ、やがては人類全体を危
険にさらしかねないのである。
　実際、破局は現実化しはじめている。
海水面が上昇し、熱帯性の暴風雨が激
しさを増したために、大勢の人々が住
む場所を失った。乾燥地帯に住む人々、
この地球上でとりわけ弱い立場に置か
れている人たちの一部は、旱魃の頻度
が増えたり、その期間が長引いたりす

る事態に直面している。氷河の規模が
縮小していることから、水の供給もお
びやかされている。
　地球温暖化の初期段階の打撃は、
世界の貧しい人々に不釣合いなほど重
くのしかかっており、ミレニアム開発目
標（ＭＤＧｓ）の達成に向けた取り組み
の足を引っ張っている。しかし長い目で
見れば、豊かな人々にも貧しい人々にも
例外はなく、気候変動のもたらす危険
を免れることのできる人はこの地球上
のどこにもいない。
　私たちが時代に形づくられるのと同
じように、私たちがこの課題にどう対
処するかがこの時代を形づくると、私
は強く信じている。そして、気候変動
のようなグローバルな課題こそ、国連
が取り組むのにもっとも適している問
題だとも確信している。だからこそ私
は、この問題で国連が役割を完全に果
たすべく加盟国と協力することに、高
い優先順位を置いているのである。
　この問題に対処するうえでは、2つ
の面での行動が求められる。第1に、
いま世界は緊急に、温室効果ガスの排
出量を減らすための措置を強化する必
要がある。先進国はその他の国々より
大幅な排出削減に踏み切らなければな
らない。途上国もこれまで以上の努力

を払わなければならないし、途上国が
排出量を削減するにあたって経済成長
と貧困撲滅の取り組みを犠牲にせずに
すむようにする仕組みもつくらなければ
ならない。
　地球規模でもう1つ欠かせないのが、
地球温暖化への適応である。世界の多
くの国、とくに温暖化の衝撃にきわめ
て弱い途上国は、適応能力を高めるた
めの支援を必要としている。気候変動
と戦うための新しいテクノロジーを開
発し、既存の再生可能エネルギーの技
術を経済的に存立可能なものにし、そ
のテクノロジーを急速に普及させる取り
組みを強力に推し進めることも求めら
れている。
　この気候変動問題は、人類という家
族全体を危険にさらす脅威である。し
かしそれは同時に、人類が力を合わせ
て、グローバルな問題に対して一致して
行動するチャンスでもある。世界が1つ
になってこの課題に立ち向かい、より
よい世界を未来の世代に残すことを、
私は願っている。

――藩基文（国連事務総長）
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1
結ぶまでには非常に長い時間的なギャップが生
じてしまう。
　対策を成功させるためのチャンスは、狭まり
はじめている。地球が吸収できる二酸化炭素
の量には限度があり、そのレベルを越えると危
険な気候変動が起きてしまう。私たちは、その
限界に近づきつつある。危機を回避するため
のチャンスが閉ざされてしまうまでに残された
時間は、10年もない。勘違いしてはいけない。
この問題に対して行動を取り、具体的な対策を
策定すべきかどうかを決めるまでに10年の猶
予があるわけではない。低炭素エネルギーへ
の移行を始めるまでに与えられた期間が10年
なのである。きわめて不確実性の高いこの領
域にあって、少なくともはっきりしていることの1
つは、この先の10年間が過去10年間と似たり
寄ったりだとすれば、世界は近い将来人間開

発が後退すること、そして未
来に環境上の大惨事が起きる
リスクが持ち上がるという「2
つの破局」に向けてまっしぐら
に突き進みはじめるということ

である。
　かつてイースター島を襲った悲劇と同じよう
に、この悲劇も避けようと思えば避けることが
できる。2012年に現在の京都議定書の約束
期間が満了することは、新しい多国間の戦略を
打ち立て、地球環境面での相互依存関係に対
する世界の姿勢を改めるチャンスでもある。新
しい枠組みについて各国政府が話し合う際に
優先すべきなのは、21世紀の持続可能な炭素

予算を決め、世界の国々の「共通だが差異の
ある責任」を前提にその予算を実行する戦略を
確立することである。
　この取り組みを成功に導くには、世界でもっ
とも豊かな国々がリーダーシップを発揮しなく
てはならない。豊かな国 は々、大気中に吐き出す
二酸化炭素の量（カーボン・フットプリント）が
もっとも多く、しかも早い段階で排出量を大幅
に減らすための技術面・資金面での能力をもっ
ているからである。しかし、多国間の枠組みが
成功するためには、途上国も含めてすべての主
要な排出国の積極的な参加が欠かせない。
　緊急性と平等性のバランスを取った共同行動
の枠組みを築くことこそ、危険な気候変動を回
避するための第一歩になる。
　本章では、取り組むべき課題の大きさを明ら
かにしていく。第1節は、気候変動と人間開発
の相関関係について、第2節は、気候科学のも
たらす証拠と気温上昇のシナリオについて論じ
る。第3節は、世界の国々の炭素収支の内訳
を示す。また、第4節では、気候モデルによる
シミュレーションをもとに、現在の排出ペース
と21世紀の持続可能な排出ペースの見通しと
を比較し、持続可能性の高い未来に移行する
のにかかるコストを検討する。第5節では、本
報告書で提案する持続可能な排出ペースと比
べて、現状のままで推移した場合に生じる結果
を紹介する。そして最後の第6節では、気候
変動の緩和と適応に向けて緊急に行動を取る
べき倫理上・経済上の理由を訴えたい。

　人間開発の主役は、人間である。人間開発
とは、人々の現実的な選択肢を増やし、1人ひ
とりが好ましいと考える生活を送る実質的な自
由、言い換えればそのための能力を拡大する
ことを意味する。人間開発において、選択肢と
自由の重要性は、制約がないことの重要性より

大きい。3　貧困、劣悪な健康状態、非識字と
いった逆境の中で生きざるをえない人々には、
自分が好ましいと考える生活を送る実質的な自
由があるとは言えない。その点では、市民的・
政治的自由を否定されていて、自分の生活に影
響を及ぼす決定に発言権をもてない人々も同じ

1 気候変動と人間開発

気候変動は、21世紀の
人間開発の可能性を左右する要因
の 1つになるだろう。
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である。
　気候変動は、21世紀の人間開発の可能性を
左右する要因の1つになるだろう。地球温暖化
は、生態系、降雨パターン、気温、天候システ
ムに衝撃を与え、すべての国に直接的に影響を
及ぼす。温暖化の影響を免れる人は、地球上
に1人たりともいない。しかし、一部の国や人々
がとりわけ打撃を受けやすいことは否めない。
長い目で見れば人類全体がリスクにさらされて
いるが、当座のリスクと脅威は世界の最貧層に
偏っているのである。
　ただでさえ人間開発の面で大きな欠陥をか
かえている世界に、気候変動の影響はさらに追
い打ちをかけることになるだろう。将来現実化
する打撃の性格、規模、時期に関してはわかっ
ていないことが多いが、地球温暖化が生み出
すさまざまな要因によって、すでに不利な立場
にある弱い人々がいっそう厳しい状況に追いや
られる危険性はある。居住地と生活構造が有
利・不利をわける大きな要因になってくるだろ
う。環境の面で脆弱な地域、旱魃の多い荒れ
地、洪水の多い沿岸地域、不安定な都市のス
ラム地区などに密集している貧しい人々は、気
候変動のリスクに非常にさらされやすく、しか
もリスクに対処する手立てももっていない。

背景

　気候変動と人間開発がどのように相互に作用
し合うかは、地域による気候条件の違い、社
会的・経済的な対処能力の違い、政府の政策
など、さまざまな要因に左右される。気候変動
がどういう結果をもたらすかを予測するうえで
は、まず人間開発上の背景状況を理解しなくて
はならない。
　この面では、見落とされがちだが歓迎すべき
ニュースもある。199 0年に最初の『人間開発
報告書』が発表されて以来、人間開発において
目を見張る進歩があった（もっとも、その進歩
の度合いには、地域よって驚くほど大きな格差
があるのだが）。途上国で1日当たり1米ドルに
満たない金額で生活している人の割合は、

199 0年には29％だったのが、20 0 4年には
18％に低下した。同じ期間に、子どもの死亡
率は10 0 0人当たり10 6人から83人に減り、平
均寿命は3年伸びた。教育面での進歩も加速
している。世界全体で見た場合、199 9年～
20 0 5年の間に、初等教育の修了率は83％か
ら88％に上昇した。4

　貧困削減を継続して推し進めるための条件
である経済成長も、世界の多くの国々で勢いを
増してきた。力強い経済成長に支えられて、極
度の貧困状態におかれている人の数は、199 9
年～ 20 0 4年の間に1億350 0万人減った。こ
の原動力になったのは、東アジア、とくに中国
だった。最近はインドの経済が急速に成長して
おり、199 0年代半ば以降、国民1人当たりの
所得が平均4～ 5％増え、人間開発の進捗を
速めるチャンスが大きく開けてきた。サハラ以
南アフリカは、人間開発のさ
まざまな面で後れをとっている
が、ここでも進歩の兆候が見
て取れる。20 0 0年以降、経
済成長が加速し、貧困状態に
ある人は全体の数こそ減っていないものの、極
度の貧困状態にある人の割合は減少しはじめ
ている。5

　一方、悪いニュースは、気候変動のさまざま
な影響の直撃を受けようとしているこの世界
に、深刻な人間開発上の問題が幅広く存在し、
「持てる者」と「持たざる者」との間に大きな格
差が横たわっていることである。グローバル化
は一部の人たちに未曾有のチャンスをつくり出
したが、そこから取り残されている人たちもい
る。インドなど一部の国は、高度経済成長の
おかげで、貧困の削減と栄養状態の改善に関
してある程度の進歩を遂げた。その半面、サ
ハラ以南アフリカの大半の国のように、経済成
長が遅すぎるうえに不均等なために、急速な
ペースでの貧困削減を継続できない国々もあ
る。アジアでは多くの国が目覚ましい経済成長
を続けているにもかかわらず、現在のペースの
ままだと、極度の貧困の削減やその他の欠乏
状態の改善について2015年までのＭＤＧs目

グローバル化は一部の人たちに
未曾有のチャンスをつくり出したが、
そこから取り残されている
人たちもいる。
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標を達成できない国がほとんどである。
　世界の人間開発の現状については、本報告
書の別の箇所で詳しく紹介する。本章で注目し
ておくべきなのは、ただでさえ深刻な貧困と脆
弱性に苦しんでいる国々に、気候変動によるリ
スクが不釣り合いに重くのしかかりそうだという
点である。
● 所得貧困　世界にはいまだに、2米ドル未満
で暮らしている人が26億人（世界の総人口の
40％相当）もいる。そのうち10億人が1日当
たり1米ドル未満で暮らしている。東アジア
を別にすれば、ほとんどの途上国では貧困
の削減がゆっくりとしか進んでおらず、2015
年までに極度の貧困状態で暮らす人の割合
を半分に減らすというＭＤＧsを達成できそう
にない。2008年以降に貧困削減のペースが加
速しない限り、貧困削減の目標達成には約3
億80 0 0万人ほど届かない見通しである。6

● 栄養状態　途上国の子どもの推定約28％は
低体重や発育不良の状態にある。この問題
がとくに集中しているのは、南アジアとサハ
ラ以南アフリカである。この両地域は、この
ままだと、2015年までに栄養不良状態の人
の割合を半減させるというＭＤＧsを達成で
きない。また、インドの高度経済成長が文句
なしに歓迎すべき現象だとすれば、残念な
のは、この国の経済発展が栄養不良削減の
加速という結果に結びついていないことであ
る。インドの地方部に住む子どもの半分は、
年齢と比べて低体重状態にある。この割合
は、1992年と変わっていない。7

● 子どもの死亡率　とくに後れをとっているの
が、子どもの死亡率の改善である。5歳にな
る前に死ぬ子どもは毎年約1000万人に上る。
その圧倒的多数は、貧困と栄養不良が原因
である。世界銀行の調査によれば、2015年
までに5歳未満の子どもの死亡率を3分の2
減らすというＭＤＧsを達成できる見通しの
国は、調査対象の147カ国中わずか32カ国
程度にすぎない。8　南アジアとサハラ以南ア
フリカは、目標達成のペースを大きく下回っ
ている。このままで行くと、ＭＤＧsどおりに

進んだ場合に比べて、2015年までに440万
人ほど多くの子どもが死んでいくことになる。9

● 医療・保健　世界の貧しい地域の人々は、
感染症に苦しめられ続けている。ＨＩV感
染者・エイズ患者の数は、推定40 0 0万人。
この病気による20 0 4年の死者は、30 0万人
に達した。マラリアの発症者は年間3億
50 0 0 ～ 5億人。このうち10 0万人が命を落
とす。マラリアによる死者の90％はアフリカ
に集中しており、世界でマラリアにより死亡
する人の80％以上はアフリカの子どもが占め
ている。10

　このような人間開発上の問題は、世界に存
在する重大な不平等を浮き彫りにしている。1
日当たり2米ドル未満で生活している世界の
40％の人々の所得をすべて合計しても、世界の
総所得の5％でしかない。それに対して世界の
所得上位20％の人々は、世界の総所得の4分
の3を手にしている。サハラ以南アフリカは、
地域全体が取り残されている。この地域に暮ら
す人々が世界の貧困者に占める割合は、199 0
年には5人に1人だったのが、2015年には3人
に1人に跳ね上がる見通しである。
　1つの国の中での所得格差も広がっている。
経済成長が貧困削減に結びつくかどうかは、
その国の所得分布に左右される。世界の人口
の80％は、所得格差が拡大傾向にある国で生
きている。所得格差が拡大すれば、一定の貧
困削減の成果をあげるために必要な経済成長
の規模も大きくなる。ある研究によれば、所得
格差が拡大した結果、途上国世界が199 0年
以前の貧困率削減ペースを維持するためには、
当時の3倍を上回る経済成長を達成しなくては
ならないという。11

　所得格差が大きければ、不平等も拡大する。
途上国の下位20％の最貧国における子どもの
死亡率の減少ペースは、もっとも豊かな国々の
半分でしかない。この背景には、栄養状態と医
療・保健サービスの大きな格差がある。12　都
市化の進む世界では、都市部の住民と地方部
の住民との格差も大きくなっている。1日1米ド
ル未満で生活している人の4人に3人、栄養不
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1
良状態の人の4人に3人は、地方部で暮らして
いる。13　ただし、都市化が進めば無条件で人
間開発が前進するというわけではない。都市の
スラム地区が拡大する速度は、都市が拡大す
る速度をはるかに上回っている。
　世界の自然環境の状態は、気候変動が人間
開発に及ぼす影響を左右するきわめて重要な
要素である。20 0 5年に発表された国連による
「ミレニアム生態系評価」は、沿岸のマングロー
ブ林、湿地、森林など、重要な生態系の破壊
が世界レベルで進行していると指摘した。この
ような生態系は気候変動の悪影響に対してき
わめて弱く、その結果、その生態系に依存して
生きている人々も大きな打撃を受けやすい。
　世界中で気候変動への懸念が高まっている
いま、重要なのは、未来の複雑なシナリオを
検討するにあたり、現場レベルの人間開発上の
状況に照らして考えることである。たしかに気
候変動は地球規模の現象だが、この現象が人
間開発に及ぼす影響は、地球全体のシナリオ
や地球の平均気温の予測値から自動的に引き
出すものではない。気候変動にともなうリスク
の高まりに対する抵抗力と対処能力は、人や国
によって異なる。気候変動への適応能力にも違
いがあるのだ。
　リスクへの対処能力の格差は、機会の不平
等にますます拍車をかける。気候変動の生み
出すリスクが高まるにつれて、すでに存在する
不利な状況との相互作用が生まれる。その直
接の結果として、ＭＤＧｓの達成期限である
2015年以降もずっと人間開発を継続していけ
るかどうかが危うくなってしまう。

危険な気候変動
――人間開発の５つの「臨界点」

　いまや地球の平均気温は、気候に関するもっ
とも一般的な指標と言っていい。14　この指標
は、私たちに重要なことを教えてくれている。
たとえば、世界は温暖化しており、地球の平均
気温は産業革命の到来以降、約0 .7℃上昇して
いることがわかっている。しかも、この変化が

加速していることもわかっている。現在では、
地球の平均気温は10年間に0 .2℃のペースで上
昇しているのである。地球温暖化にともない、
地域単位の降雨パターンが変わり、動植物の
生態域が移動し、海水温が上昇し氷冠が溶解
しはじめている。世界のいたるところで、気候
変動への適応を余儀なくされる人々があらわれ
ている。いわゆる「アフリカの角」の地域では、
乾季に女性たちが以前より遠くまで歩いて水を
くみに行かなくてはならなくなった。バングラ
デシュとベトナムでは、暴風雨や洪水、津波の
激化により、小規模な農家が収穫の減少とい
う事態に直面している。
　国連気候変動枠組み条約（ＵＮＦＣＣＣ）が
採択されて、15年がたった。この条約で打ち
出した多国間協力のさまざまな目標の1つに、
大気中の温室効果ガスの濃度を安定させ、「気
候システムに対する危険な人
為的干渉を避けられる水準」
を維持するというものがあっ
た。具体的な指針としては、
まだ生態系が適応できる範囲
にとどまっているうちに温室効果ガス濃度を安
定させること、食糧供給システムの破壊を防ぐ
こと、持続可能な経済発展の条件を維持する
ことなどが含まれる。

「危険」の定義

　では、どの段階で気候変動は「危険」なもの
になるのか。この問いは、もう1つの問いを生
む。それは誰にとっての危険なのか。15　アフ
リカのマラウイの小規模農家にとって危険な状
況でも、米国中西部の機械化の進んだ大規模
農家にとってはさほど危険に見えない場合もあ
るだろう。気候変動により海水面が上昇しても、
防潮システムに守られたロンドンやマンハッタン
南端部の住民は落ち着き払っていられるかもし
れないが、バングラデシュやベトナムのメコン川
デルタ地帯に住む人々は警戒しなくてはならな
いかもしれない。
　つまり、「安全」な気候変動と「危険」な気候
変動の間に明確な境界線が引けるなどとは考え

地球温暖化にともない、
地域単位の降雨パターンが変わり、
動植物の生態域が移動し、
海水温が上昇し氷冠が
溶解しはじめている。
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気候変動が農業生産と
食糧安全保障に打撃を与える結果、
急性栄養失調患者の数も、
気候変動が起きないと仮定した
場合に比べて2080 年代までに
6億人増える恐れがある。

るべきでない。ある状態の危険性は、科学的
観察の結果だけでは判断できない。危険な気
候変動であるかどうかは、どの程度の社会上・
経済上・生態系上のコストを容認不可能とみな
すかという価値判断によって決まる。多くの人々
と生態系の立場に立って考えれば、世界はす
でに危険な気候変動への境界線を踏み越えて
しまっている。将来の気温上昇をどこまで許容
できるかという判断をくだそうとすれば、影響
力と責任に関わる根源的な問いが持ち上がって
くる。もっとも大きなリスクにさらされている
人々がどの程度の発言力をもつかが、きわめて
重要な意味をもつのである。
　こうした数々の留保をしたうえで言えば、い
かなる気候変動緩和策も、成功させるためには
まず目標を設定することから始めなければなら
ない。本報告書では、危険な気候変動の目安

として気候科学者の間で統一
見解となりつつある数字を出
発点にする。それは、許容で
きる平均気温上昇幅の上限を
2℃とみなす考え方である。16

　この基準を越えてしまうと、
将来的に気候変動が破滅的結果を招く危険が
劇的に高まる。たとえばグリーンランドと西南
極の氷床の溶解が加速して、取り返しのつかな
い段階に踏み込んでおり、ついには海水面が
数メートル上昇する恐れがある。そうなれば、
沿岸部の住人の大規模な移住が避けられない
だろう。広大な熱帯雨林がサバンナに姿を変え
てしまうかもしれない。すでに溶解しはじめて
いる氷河がさらに急激に縮小しはじめるだろ
う。平均気温の上昇幅が2℃を突破すると、珊
瑚礁などの生態系と生物の多様性に対する負
担も増す。海水温の上昇、熱帯雨林の喪失、
氷床の溶解は、大気中に吐き出される二酸化
炭素の量を増やし、結果として気候変動にます
ます拍車がかかるだろう。
　平均気温が2℃以上高まれば、未来の世代
に破局をもたらすリスクが大幅に高まることに
なろう。さらに近い将来には、人間開発の後
退への引き金が引かれる。この面で、途上国

は二重苦の状況におかれている。途上国の多
くは、気候変動の初期段階で深刻な悪影響を
受けやすい熱帯地域にある。しかも途上国は
しばしば、気候変動の影響をまっ先に受ける
産業である農業が社会・経済でとりわけ大きな
役割を果たしている。そのうえ途上国はなによ
りも、貧困、栄養不良、医療・保健面での後
れが著しい。気候変動の打撃を直接受けるう
えに、そうしたリスクをおさえ込むための保険
制度とインフラが十分に整備できていない状況
では、人間開発が後退する危険性がきわめて
高い。

気候変動から人類の進歩の停滞へ――その関連

性のメカニズム

　たしかに気候変動は地球規模の現象だが、
その影響は地域的なものである。気候変動の
物理的影響は、その土地の地理的条件、地球
温暖化と既存の天候パターンとのミクロレベル
の相互作用によって決まる。その結果発生する
気候上の衝撃には、実にさまざまなものがあ
り、一般化して論じるのは難しい。サハラ以南
のアフリカの旱魃頻発地域が直面している問題
は、南アジアの洪水多発地域の問題とは異な
る。気候パターンの変化がその土地の既存の
社会的・経済的な弱点と相互作用する結果、
人間開発に及ぶ影響も地域によって大きく変
わってくる。それでも、人間開発の後退に拍車
をかける要因を5つ指摘できる。
● 農業生産の減少　1日1米ドル未満で生活し
ている世界の人々のおよそ4分の3は、生計
を直接農業に依存している。気候変動の予
測シナリオによれば、サハラ以南アフリカ、
南アジア、東アジアの旱魃と降雨パターンの
変化に関連して、主食となる食糧の生産性が
大きく落ち込む。サハラ以南アフリカの乾燥
地帯では、20 6 0年までに26％の収入減が
予測されている。金額にして260億米ドル
（20 03年の貨幣価値で計算）。この金額は、
この地域に流れ込む2国間援助の総額を上
回る。気候変動が農業生産と食糧安全保障
に打撃を与える結果、急性栄養失調患者の
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1人間開発としての気候変動政策特別寄稿

　人間開発は、環境問題全般、とりわ
け気候変動問題とどう関わりがあるの
か。政策論議の世界では伝統的に、開
発上の要請と環境の保全とを相反する
ものとみなしてきた。温暖化やその他
の不穏な気候変動などの環境悪化の多
くの側面が、産業の成長、エネルギー
消費の増大、灌漑による摂水量の増
加、森林の伐採など、経済活動の活
発化と関わりがあるという点に、しば
しば注目が集まってきた。たしかに、
表面的に見れば、開発の進行が環境
破壊の原因に見えてもおかしくない。
　一方、環境保護論者はややもすると、
経済発展を重視する人たちから「反経
済発展主義者」と非難されてきた。環
境保護活動はたいてい、所得を増やし
貧困を減らす可能性のあるプロセスを
歓迎しない。環境に悪影響を及ぼすと
考えているからである。この両陣営の
線引きは、きわめて明確な場合もあれ
ばそれほど明確でない場合もあるが、
貧困削減と開発促進を重視する人たち
と生態系や環境保全を重視する人たち
との間に、緊張関係が存在する印象は
ぬぐえない。
　人間開発という考え方は、開発と環
境の持続可能性との間に存在するかに
見えるこの摩擦が根拠のあるものなの
か、それとも想像の産物にすぎないの
かを明らかにする手がかりになりうるの
だろうか。このアプローチの大きな長
所は、開発を人間の実質的自由の拡大
と位置づける発想が中核に据えられて
いることである。人間の実質的自由の
拡大は、人間開発の出発点にほかなら
ない。このような広い視野で考えると、
開発の進展度を評価するにあたり、
人々が送る生活の水準と実質的自由の
程度を無視できない。国民総生産（ＧＮ
Ｐ）や個人所得など、血の通っていない
数値だけでは、開発の度合いを測れな
い。人間開発のアプローチが開発に関
する論議に持ち込んだこの基本的発想
は、環境の持続可能性に関する議論を

整理するうえでもきわめて重要である。
　人間の実質的自由という広い視野で
世界を見る必要性を認めると、開発と
生態系上・環境上の問題とが切っても
切り離せない関係にあることがすぐに
わかる。人間の自由、および生活の質
にとって欠かせない重要な要素は、私
たちが吸う空気、飲み水、周囲の疫学
的環境など、環境の保全に全面的に依
存している。つまり、開発は、環境面
での要素を含むものでなければならな
いのである。開発と環境は絶対に相容
れないという考え方は、人間開発の基
本的な発想に反する。
　環境とは、「自然」の状態のことであ
ると誤解されることがときどきある。そ
ういう場合、森林の面積や地下水の水
位などが環境のレベルを測る基準とみ
なされる。しかし、こうした認識はきわ
めて不十分である。大きな理由は、以
下の2つである。
　第1に、環境の価値は、そこにある
ものの価値だけでなく、そこにあるも
のが生み出す機会をも含めて考えなけ
ればならない。環境が人間に及ぼす影
響は、環境の豊かさを評価するうえで
とりわけ大きな比重を占めるべきであ
る。グロ・ブルントラント委員長のもと
で国連「環境と開発に関する世界委員
会」が作成した先見の明のある報告書
『地球の未来を守るために』（1987年）
は、この点をはっきり打ち出し、人間の
「ニーズ」を満たし続ける必要性を強調
している。私たちは、人間のニーズを
重視したブルントラント報告書の考え方
をさらに押し進めて、もっと広い意味
での人間の自由を考慮に入れるように
してもいいだろう。人間開発のアプ
ローチで必要とされるのは、人々を「困
窮した」存在とみなすだけでなく、人々
が行って当然のことを行う自由の重要
性を認識し、その自由を維持し、可能
であれば拡大していく必要性を意識す
る発想だからである。
　もちろん、人々が自分たちのニーズ

を満たしたいと考えるのは当然だし、
単純な人間開発指数（ＨＤＩ）など、人
間開発のアプローチの基本的手法を当
てはめればその点のレベルに正面から
光を当てられる。しかし、自由という
概念に含まれるものは、これだけには
とうていとどまらないのかもしれない。
人間開発をもっと幅広く考えれば、自
分自身のニーズだけでは説明のつかな
い行為を行う自由も考慮に入ってくる。
たとえば、人間にとってフクロウが「必
要」な理由はどこにも見当たらない。そ
れでも人々がそうした動物の種の雑滅
に反対するとすれば、そうした目標を
目指す自由も、価値あるものとして認
められるべきである。（なんらかの特定
の理由でそうした動物が「必要」だから
というより、現存する種を永久に消滅
させてしまうことが好ましくないという
理由で）私たち人類が残したいと考える
動物の種の絶滅を防ぐことは、人間開
発のアプローチに欠かせない要素なの
かもしれない。実際、生物多様性の維
持は、気候変動について責任ある考え
方をする場合、関心事の1つになる可
能性が高い。
　第2に、環境は受動的に保護すべき
ものであるだけでなく、積極的に追求
すべきものでもある。既存の自然条件
だけが環境ではない。環境には、人間
の生み出したものも含まれるのである。
たとえば水質浄化の努力は、私たちの
生きる環境をよくするための取り組みの
1つと言える。天然痘（すでに撲滅され
た）やマラリア（人類が協力し合えば近
い将来に撲滅できるはずである）などの
伝染病の撲滅は、人類が環境を改善
できる典型的な例である。
　ただし、このように人間の行動が環
境に好ましい影響を及ぼす面があると
言っても、経済的・社会的開発のプロ
セスがしばしば、強力な破壊的影響を
もたらす恐れがあるという重大な事実
は揺らがない。開発の好ましい側面を
強化していくと同時に、そうした悪影
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数も、気候変動が起きないと仮定した場合
に比べて208 0年代までに6億人増える恐れ
がある。17

● 水の供給の不安定化　温暖化による気温上
昇の幅が2℃の限界を越えると、世界の水資
源の分布が根本から変わる。ヒマラヤ山脈
の氷河の溶解が加速すれば、中国北部、イ
ンド、パキスタンを横断してすでに起きてい
る重大な生態系上の問題がさらに深刻化す
る。具体的には、まず最初に河川が増水し
て洪水が発生し、その後で農業用水に欠か
せない主要な水系の水量が減少する。中南
米、とくにアンデス地域では、熱帯の氷河
の溶解が加速し、都市住民の生活用水、農
業用水、水力発電への水の供給が脅かされ
る。208 0年までに、気候変動の結果として
水不足に直面する人は、世界で18億人増え

る恐れがある。18

● 沿岸部の水没・異常気象の増加　気候変動
に関する政府間パネル（ＩＰＣＣ）では、異常
気象の増加を予測している。19　旱魃と洪水
はすでに、気象災害が一貫して増加している
主な要因となっている。20 0 0 ～ 20 0 4年に
被災した人は、平均して年に2億62 0 0万人
とみられる。その98％以上は、途上国の住
民である。地球の気温が2℃以上高くなると、
海水温の上昇がますます進行し、激しい熱
帯性の暴風雨が発生しやすくなる。旱魃地
帯の面積が増えれば、生計の手段が脅かさ
れて、健康・栄養状態の改善が妨げられか
ねない。過去の温室効果ガス排出の代償と
して、海水面の上昇はもはや避けられない。
そこへもってきて気温が2℃以上高くなれば、
海水面の上昇はさらに加速し、バングラデ

響をはっきり認識し、それを断固として
防がなくてはならない。開発のプロセ
スにともなう人間の活動がえてして破
壊的影響をもたらす恐れがあるのは事
実だが、手遅れになる前に対策を打て
ば、人間の力により、そうした好ましか
らざる結果の多くを阻止し、回復させ
られることも事実なのである。
　環境破壊を防ぐために取りうる方策
を考えるためには、人間の建設的な介
入の仕方を見出さなくてはならない。た
とえば女性の教育と雇用を増進させれ
ば、出生率が下がり、長い目で見ると、
温暖化の進行と野生生物の生息環境
の破壊に拍車をかける要因を弱められ
る。学校教育を拡充すれば、社会の環
境意識を高められる。通信手段とメディ
アの質を向上させれば、環境を重視す
べき理由を人々に理解させやすくなる。
　環境の持続可能性を確保するうえで、
市民の参加は欠かせない。じっくり考
え、慎重に社会的アセスメントを行う
べき人間的評価に関わる重要な問題
を、官僚的な数字の問題におとしめな
いようにする必要性も大きい。現在払
う犠牲と未来の安全とのバランスを取

るために、どのような「割引率」を適用
すべきかがいま議論になっている。こ
の議論の中核をなすのは、異なる時期
に発生する損失と恩恵を社会的にどう
評価するかという問題である。この点
について結論をくだすためには基本的
に、問題を深く掘り下げて考え、社会
全体でもじっくり検討を加えることが
必要である。なんらかの簡単な数式に
よって機械的に決定できる性質のもの
ではない。
　おそらくもっとも大きな問題は、あら
ゆる未来予測に常について回る要素で
ある不確実性にある。未来に関する
「もっとも信憑性の高い」予測を鵜呑み
にしてはいけない理由の1つは、もしそ
の予測が間違っていたらきわめて危う
い状況が訪れかねないという点にある。
いまなら予防できることも、予防措置
を講じないばかりにもう後戻りのできな
いような事態になる危険性もある。破
局の到来を止めるために未来の世代が
どんなに多くの金額を注ぎ込もうとした
ところで、手遅れになりかねないので
ある。その結果起きる事態のいくつか
は、途上国にとってとりわけ大きな打

撃になりかねない。たとえば海水面が
上昇すれば、バングラデシュの一部や
モルジブの島が丸ごと水没するだろう。
　こうした点は、市民が議論し検討す
べき重要な問題であり、そのような市
民レベルの議論を形成していくことは、
人間開発のアプローチに欠かせない要
素でもある。市民レベルで考えること
は、欠乏と貧困という古くからある問
題だけでなく、気候変動と環境上の脅
威に対処するうえでも重要な役割を占
める。おそらく人間という生き物の最
大の特徴は、ほかの仲間と一緒に考
え、話し合い、なにをなすべきかを決
め、決めたことを実行できることであ
る。私たちは、この人間ならではの能力
を存分に活用して、欠乏と貧困の撲滅
に世界が力を合わせてきたのと同じよ
うに、環境のまっとうな保護に取り組
まなければならない。この2つの課題
の両方に関わるのが、人間開発である。

――アマルティア・セン
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シュやエジプト、ベトナムなどで大勢の人が
移住を余儀なくされ、小さな島国がいくつか
水没する。海水面の上昇と激しい熱帯性暴
風雨の増加により、高潮の被害をこうむる人
の数は1億80 0 0万～ 2億30 0 0万増えるこ
ともありうる。20

● 生態系の崩壊　平均気温の上昇幅が2℃の
境界を越すと、絶滅が予測される種の増加
に拍車がかかり、3℃を上回ると、すべての
種の20 ～ 30％が絶滅の「リスクが高い」状
態におかれる。21　すでに減少しはじめてい
る珊瑚礁はますます「白化」が進行し、海洋
生態系が変質し、生物多様性と生態系の機
能が大きく失われてしまう。この結果、魚介
類を収入源・栄養源にしている何億人もの
人々が打撃を受ける。

● 健康上のリスクの増大　気候変動は、さま
ざまな面で人間の健康に影響を及ぼす。マラ
リア感染のリスクが高まる人は、全世界で2
億20 0 0 ～ 4億人増加する恐れがある。マ
ラリアによる死者の約90％を占めるサハラ以
南アフリカでは、感染の危険にさらされる
人の数が16 ～ 28％増加すると予測されてい
る。22

　ただし、人間開発の後退を引き起こす5つの
要因を、バラバラに切り離して考えるべきでは
ない。これらの要因は、ほかの要因や既存の
人間開発上の問題と作用し合って、強力な負の
連鎖を生み出す。一連のプロセスは多くの国で
すでに目に見えはじめているが、気温上昇幅
が2℃を越えると、さらに質的な変化が起きる、
生態系と社会、経済のダメージがはるかに大き
くなるのである。
　長い目で見た場合、この変化は人間開発に
重大な悪影響を与える。気候変動の予測シナ
リオを見れば、信憑性の高い未来像の一端を
知ることができる。それは、いつどこで特定の
気象上の現象が起きるかを言い当てる役には
立たないが、新しい気候パターンの平均的な発
生確率を知る手がかりにはなる。
　人間開発の観点から言うと、こうした状況
は、人々を弱い立場に追いやる動的で累積的な

動きに拍車をかけることになろう。第2章では、
世帯単位の調査データを細かく検討すること
で、このプロセスを描き出すモデルを紹介する。
その作業により得られた発見は、気候変動にと
もなって人類が負う羽目になる、隠れたコスト
をくっきりとあぶり出す。一例をあげれば、旱
魃の年に生まれたエチオピアの子どもは、そう
でない時期に同じ国に生まれた子どもと比べ
て、発育不良になる確率が41％高い。この結
果、人間としての能力を存分に発揮する機会が
減るエチオピアの子どもは、20 0万人に達する。
つまり、見落としてはいけないのは、旱魃のリ
スクがほんのわずか増えただけでも、人間開
発を大きく後退させかねないという点である。
しかも気候変動は、リスクをほんのわずかでは
なく、きわめて大幅に増やすのだ。
　気候変動により人間開発がこうむるコストの
なかには、数字で計れないも
のもある。根本に立ち戻って
考えれば、自分の生活に影響
を及ぼす決定に対して人々が
発言力をもてるようにすること
も、人間開発の一部である。ノーベル経済学
賞受賞者のアマルティア・センは、自由こそ開
発であると主張したなかで、社会の変化の担
い手としての人間の役割を指摘し、「行動と決
定の自由を人々に与えるプロセス、そしてそれ
ぞれの個人的・社会的環境のなかで人々が実
際に手にしている機会」の重要性を強調してい
る。23　この点で言えば、気候変動は行動の自
由を決定的に否定し、人々の力を奪い取る。
人類の一部、世界の最貧層26億人にほぼ相
当する人たちは、気候変動の猛威にさらされる
にもかかわらず、その状況を変える力はなく、
その原因を生み出した国々の政治的選択に対し
ても発言権がないのである。

2080 年までに、気候変動の結果
として水不足に直面する人は、
世界で 18億人増える恐れがある。
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　気候変動の科学的証拠を知ることは、21世
紀の人間開発上の課題を理解する第一歩であ
る。このテーマに関しては、膨大な数の科学
的文献が発表されている。ここでは、気候変
動に関する政府間パネル（ＩＰＣＣ）が紹介した
科学的統一見解に絞って紹介し、同時に未来
のシナリオについて確実なことが言えない面が
きわめて大きいという事実に注意を喚起した
い。気候変動の引き起こす未来について予測し
ようとすると、「わかっていないと自覚している
こと」が実に多い。ある現象や事態が起きるこ
とは予測できるが、その時期や規模を正確に
言い当てることができないのである。人間の活

動がきっかけの温室効果ガス
排出に対して地球の生態系が
どう反応するのか、科学者た
ちが確信をもって断言できな
いのも不思議でない。なにし

ろいま私たちは、歴史上例のない実験のまった
だ中で生きているのである。
　「わかっていること」の1つは、このまま手を

打たなければ、危険な気候変動が生じる確率

がきわめて高いということである。そうやって

生じる結果は、短期的には人間開発の後退、

長期的には生態系の破壊をもたらす。

人間の行動が原因の気候変動

　歴史を通じて、地球は温暖な時期と寒冷な
時期の間を行き来してきた。そうした変化は、
地球の軌道の変化、太陽放射の変動、火山活
動、水蒸気の放出、大気中の二酸化炭素をは
じめとする温室効果ガスの濃度の上昇など、実
にさまざまな「気候強制力」が原因で起きてき
た。しかしいま起きている変化は、速度が際
立って速く、その激しさとパターンは自然のサイ
クルでは説明がつかない。
　地球の平均地上気温は、気候変動を測る

もっとも基本的な指標である。50年単位の平
均気温を見た場合、おそらくこの半世紀の気
温は過去130 0年のどの時期よりも高い。いま
世界の気温は、1万20 0 0年ほど前に始まった
現在の間氷期でもっとも高いか、それに近い水
準にある。しかも、このプロセスが加速してい
ることを示す強力な証拠がある。185 0年以降
でもっとも温暖だった年の上位12年のうち11
年は、1995 ～ 20 0 6年の間に集中している。
過去10 0年で、地球は0 .7℃温暖化した。1年
単位で見ると年ごとのばらつきは大きいが、10
年単位で見ると、過去50年間の温暖化の進行
ペースは、過去10 0年を通して見た場合の2倍
近く速い（図1.1参照）。24

　大気中の温室効果ガス濃度の上昇と地球のいま世界の気温は、
1万 2000 年ほど前に始まった
現在の間氷期でもっとも高いか、
それに近い水準にある。

2 気候科学と未来のシナリオ

二酸化炭素排出量上昇は、
蓄積量を押し上げ、気温上昇させる

図1.1
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気温上昇とを関連づける科学的根拠は膨大な
量にのぼる。大気中の二酸化炭素などの温室
効果ガスは、地表からの熱の放射を一部封じ
込めて、地球の気温を上昇させる。こうした「温
室効果」は自然の状態でも存在し、そのおかげ
で地球が人間の住める場所になっている。温
室効果がまったくなければ、地球はいまより
30℃寒くなってしまう。地球の歴史上、大きな
氷河期の到来とその後の温暖化というサイクル
は過去4回あったが、いずれの場合も大気中
の二酸化炭素濃度と気温との間に高い相関関
係があった。25

　現在の温暖化のサイクルがこれまでと違うの
は、二酸化炭素濃度の上昇ペースがきわめて
速いことである。産業革命以前と比べると、大
気中の二酸化炭素の量は1 .3倍に増加してい
る。これは、少なくとも過去2万年で前例のな
い速度である。アイスコアの解析結果を見ても、
現在の二酸化炭素濃度は、過去65万年を通し
た自然な状態での上限を越えている。これに
加えて、二酸化炭素以外の温室効果ガスの濃
度も上昇している。
　今回の温暖化に特異な点として重要なのは、
歴史上はじめて人間の活動がサイクルを決定的
に左右していることである。50万年の昔から、
人類はものを燃やしたり、森林を切り開いたり
することを通して、大気中に二酸化炭素を放出
してきた。しかし、いま起きている気候変動の
原因をたどると、エネルギー利用の2つの大き
な変化に行き着く。第1の変化は、エネルギー
源の中心が水力から自然が何百万年もかけて
凝縮してきたエネルギー源である石炭に変わっ
たことである。石炭と新しいテクノロジーがセッ
トになって産業革命の背中を押し、これまでに
なく生産性が高まった。
　第2の大きな変化は、最初の変化の150年
後に訪れた。中国には4世紀から油田があった
ように、人類は10 0 0年以上前から石油をエネ
ルギー源として用いてきたが、20世紀はじめに
石油と内燃機関が結びついて、輸送手段の革
命が始まった。石炭と石油、そして（それを補
完するエネルギー源として）天然ガスを燃やして

エネルギーを得るという方法は、人類の社会を
大きく変貌させ、富と生産性が飛躍的に拡大
する原動力になった。しかし、それは気候変
動の引き金にもなったのである。
　近年、地球温暖化の原因が人間の行動にあ
るのかどうかに関して議論が延々と続いてき
た。一部には、自然のサイクルやその他の要
因のほうが重要だと主張する科学者もいる。し
かし、19世紀前半の気温変化は、火山活動や
太陽エネルギーの放射などの自然界の要因によ
りかなりの部分説明がつくが、その後の急激
な気温上昇は説明できない。このほかの要因
に温暖化の原因を求める説もすでに否定されて
いる。たとえば、最近の気候変動の原因は温
室効果ガスではなく、太陽エネルギーの放射と
宇宙線の増加であると唱える論者もいるが、詳
しく調べると、実はこの20年間、太陽の放射
が減っているにもかかわらず地球の気温は上昇
しているのである。26

　温暖化の原因をめぐる議論はまだ続くかもし
れない。しかし、温暖化の中心的問題に関す
る科学界の審判はしばらく前にくだっていた。
その審判は、ＩＰＣＣの最新の評価報告書に
よってお墨つきを与えられた。この評価報告書
では、「地球の気候変動を（自然界以外の）外
部的要因抜きに説明するのはきわめて難しい」
と結論づけている。27　要するに、いま観測さ
れている温暖化のほとんどは90％以上の可能
性で、人間の生み出した温室効果ガスの産物
なのである。

地球規模の炭素収支
――ストックとフローと吸収源

　いま起きている気候変動は、ときに忘れられ
てしまっている重要な事実を思い出させてくれ
た。それは、人間の活動の舞台となる生態系
に国境はないという事実である。生態系のシス
テムに対して持続不可能な扱い方をすると、現
在と未来の自然環境と人類の幸福に悪影響が
生じる。ありていに言えば、危険な気候変動
の脅威が高まっているのは、地球的な規模で



54      人間開発報告書 2007/2008

1
生態系上の資源が持続不可能な扱い方をされ
ている証拠なのである。
　私たちのエネルギー使用のあり方は、地球
の生態系システムと複雑に作用し合う。化石燃
料を燃やしたり、森林を伐採したりすると、大
気中に温室効果ガスが放出される。そうした
温室効果ガスは、大気、海洋、生物圏の間を
たえず循環している。現在の温室効果ガスの
蓄積量は、過去の排出量から、化学的・物理
的プロセスを通じた吸収量を差し引いた結果で
ある。地球の土壌や海洋、植物は、いわば巨
大な「炭素の吸収源（カーボン・シンク）」の役割
を果たしているのである。温室効果ガス濃度
上昇の最大の原因は二酸化炭素だが、農業や
工業の生産活動により排出されるメタンや二酸
化窒素などの温室効果ガスも大気中に長期間
とどまる。こうしたすべてをひっくるめた温室

効果ガスの量は、「二酸化炭
素換算量（CO2ｅ）」で計算す
るのが一般的である。28　過
去40年間の温室効果ガスによ
る「放射強制力」の増加ペース

は、産業革命以前と比べて6倍以上に達する。
　地球規模の炭素循環は、単純な足し算と引
き算で示すことができる。20 0 0 ～ 20 0 5年に
かけて、大気中に放出された二酸化炭素の量
は年平均26ギガトン。それに対して、海洋に
吸収された量は年平均約8ギガトン、海洋、土
壌、植物によって取り除かれた量は3ギガトン
だった。差し引きすると、大気中の温室効果ガ
スの量は毎年15ギガトンずつ増えてきた計算
になる。
　20 0 5年の世界の平均二酸化炭素濃度は、
約379ppm。大気中に長く居座るこのほかの
温室効果ガスを加算すると、放射強制力をもつ
ガスの濃度はさらに約75ppm 上昇する。ただ
し、人間が吐き出した温室効果ガスの影響は、
大気中のエアロゾル（浮遊微粒子）の冷却効果
によってある程度相殺される。29　エアロゾル
の冷却効果についてはわかっていないことが非
常に多いが、ＩＰＣＣによれば、その効果は大
ざっぱに言って、二酸化炭素以外の温室効果

ガスのもたらす温暖化を相殺する程度だとい
う。30

　大気中の二酸化炭素の濃度は、猛烈な勢い
で上昇している。31　上昇幅は年間1.9ppmほど。
この10年間の二酸化炭素濃度の年平均上昇率
は、過去40年の平均を約30％上回る。32　実は、
産業革命の前は、80 0 0年間を通して20ppm
しか二酸化炭素濃度が増えていないのである。
　現在の炭素吸収源による炭素吸収のペースを
「自然」の状態と考えるのは正しくない。炭素吸
収源は過剰な負担を強いられている。たとえ
ば、地球最大の炭素吸収源である海洋である
が、自然の状態だと、海洋が年間に吸収する
二酸化炭素は排出量よりわずか0 .1ギガトン多
いだけとなる。ところが現状では、これより2
ギガトン多く吸収させられている。つまり、自
然の状態の20倍以上の量を引き受けているの
である。33　この結果、生態系に深刻なダメー
ジが及んでいる。海水温の上昇と海水の酸性
化が進んでいるのである。海水が酸性化する
と、珊瑚や小型の有機体（海洋食物連鎖の出
発点となる）の成長に欠かせない海中の炭酸塩
が減少してしまう。現状のままだと、今後の二
酸化炭素の放出により海洋で生まれる化学的
環境は、災害などの要因によるごく短期的な状
況を別にすれば、過去3億年を通じて例のな
かったものになるかもしれない。34

　将来の温室効果ガス蓄積量は、排出量と吸
収量の関係で決まる。しかしこの両方の面で、
見通しは暗い。203 0年までに、温室効果ガ
スの排出量は20 0 0年の水準の1.5 ～ 2倍に増
加する見込みである。35　一方、地球の生態系
の吸収能力も減退する恐れがある。具体的に
は、気候＝炭素循環のフィードバックの結果、
海洋と森林の吸収能力が弱まりかねない。海
水温が上昇すれば海洋が二酸化炭素を吸収し
にくくなり、気温が上昇し降雨量が減れば熱帯
雨林面積が減る。
　将来の炭素吸収能力に関する不確定要素は
計算から外すとしても、温室効果ガスの蓄積
量は急激に増加していく。私たちはいわば、風
呂桶がすでにあふれているのに、水道の栓を

大気中の二酸化炭素の濃度は、
猛烈な勢いで上昇している。
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開こうとしているに等しい。ここで言う「あふれ
出た水」とは、大気中に吐き出されて、そこに
とどまる二酸化炭素のことである。

気候変動のシナリオ――「わかってい
ること」、「わかっていないとわかって
いること」、「はっきりしないこと」

　未来の気候変動は、もはや避けられない。
温室効果ガスの排出量が増えた結果、大気中
の蓄積量も増えている。20 0 4年のあらゆる温
室効果ガスの排出量の合計は、48ギガトン（Gt）
CO2ｅ。199 0年と比べて、1.2倍増加している。
温室効果ガスの濃度が上昇すれば、地球の気
温は上昇し続ける。その上昇ペースと最終的な
上昇幅は、二酸化炭素などの温室効果ガスの
濃度によって決まる。
　地球温暖化にともなう個別の気象上の出来
事は、気候モデルのシミュレーションによって
は予測できない。可能なのは、地球の平均気
温の変動幅として蓋然性の高い数字をはじき出
すことだけである。このシミュレーションの作
業は途方もなく複雑だが、そこから導き出せる
結論は実に単純明快だ。ひとことで言えば、
現在のペースで温室効果ガスの蓄積が続けば、
平均気温の上昇幅は2℃の基準を軽 と々突破す
る恐れがあるのだ。

世界は温暖化している

　1世紀ほど前、気候科学の草分けの1人であ
るスウェーデンの科学者スバンテ・アレニウス
は、大気中の二酸化炭素濃度が2倍に増えれ
ば、地球の平均気温は4～ 5℃上昇するという
試算を示した。この試算は、驚くほど正確なも
のだった。アレニウスの予測した数字は、ＩＰ
ＣＣの最新のモデルによる最悪のケースの試算
値にほぼ一致している。36　しかし、二酸化炭
素濃度が産業革命以前の2倍に達するまでには
30 0 0年くらいかかるだろうというアレニウスの
予測は、これほど正確でなかった。現在のペー
スで行けば、二酸化炭素濃度がその水準
（550ppm前後）に達するのは、203 0年代半

ばである。
　将来の気温上昇の程度は、温室効果ガス濃
度の上昇がどの時点でストップするかに大きく
左右される。どの段階にせよ温室効果ガスの
濃度を安定化させるためには、炭素吸収源にダ
メージを与えずに自然のプロセスが吸収できる
範囲内に、排出量を減らすことが欠かせない。
この範囲を上回って温室効果ガスが排出され
る状態が長く続くほど、温室効果ガス蓄積量
が安定化する濃度も高くなってしまう。長い目
で見ると、炭素吸収源の役割を果たす生態系
のシステムにダメージを及ぼさずに地球の自然
が吸収できる温室効果ガスの量は、おそらく1
～ 5ギガトンCO2ｅであろう。現在の排出量は
約48ギガトンCO2ｅなので、地球の処理能力
に10 ～ 50倍の負担をかけていることになる。
　現在のペースで排出量が増え続ければ、
203 5年には、大気中の二酸化炭素濃度の上
昇幅は現在の2倍近い年間4～5ppmに達する。
その時点での二酸化炭素濃度は、550ppmに
なる。排出量が増えないとしても、温室効果ガ
ス濃度は2050年までに600ppmを突破、21
世紀末には800ppmを突破する計算になる。37

　ＩＰＣＣは、21世紀の排出量の推移について、
6通りの筋書きを示している。6つの筋書きに
わけるのは、人口の変化、経済成長、エネル
ギー使用、温暖化緩和策の違いである。この
うち60 0ppm 未満での安定化を予測する筋書
きは1つもなく、3つの筋書きは、850ppmを
突破すると予測している。
　安定化の水準と気温の変化との関係ははっき
りしない。ＩＰＣＣでは、6つの筋書きをもとに、
21世紀の気温変化の可能性の幅を試算し、そ
の範囲内で「もっとも確率が高い数字」をはじ
き出している（表1 .1、図1 .2参照）。もっとも
確率が高い数字について見ると、6つの筋書き
によれば産業革命前と比べて推計で2 .3℃増か
ら4 .5℃増となると予測されている（産業革命の
黎明期以降、199 0年までに平均気温は0 .5℃
上昇している）。38　ＩＰＣＣによれば、温室効
果ガス濃度が2倍になった場合、地球の気温
は3℃上昇する可能性がもっとも高いが、「4 .5℃
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を大幅に突破する可能性も排除できない」とい
う。39  いずれにせよ、今後の気温上昇幅が2℃
に収まると予測する筋書きは1つもない。

危険な気候変動に向けてまっしぐら

　21世紀の気温変化に関するＩＰＣＣの「もっ
とも確率が高い試算」は、2つの重要な点で問
題を過小評価している。
　第1に、気候変動は21世紀だけに限られる
現象ではない。温室効果ガス濃度の上昇によ
る気温の変化は、22世紀に入っても続くので
ある、第2に、もっとも確率が高い試算より激
しい気候変動が起きる危険性は否定できない。
温室効果ガス濃度がどの水準で安定化すると
予測するにせよ、もっとも確率が高い試算を上
回る可能性はありうる。シミュレーションによる
と、ありうる筋書きとしては、たとえば以下のよ
うなものが含まれる。
● ＩＰＣＣの6つの筋書きのなかでもっとも低い
予測値を下回る550ppmで温室効果ガス濃
度が安定化した場合でも、危険な気候変動
の目安である2℃以上の気温上昇が起きる確
率は80％に達する。40

● 6 5 0ppmで安定化した場合、気温の上昇幅
が3℃を突破する確率は60 ～ 95％。一部の
研究によれば、4℃を超す確率も35 ～ 68％
ある。41

● 8 8 3ppm前後（温暖化緩和策を講じなかっ

た場合のＩＰＣＣの筋書きの範囲内）で安定
化した場合、5℃以上の気温上昇が起きる確
率が50％ある。42

　蓋然性を論じることは、地球の未来に重大
な影響を及ぼす問題について考えるための手
のこんだ方法である。地球の平均気温が2～
3℃以上高まれば、生態系、社会、経済が計
り知れない打撃をこうむる。気候変動から炭素
循環への強力なフィードバック効果の引き金を
引き、破滅的な打撃が生じるリスクも高まる。
平均気温が4～ 5℃以上高まれば、影響がさら
に拡大し、破滅的な結果が起きる確率が著し
く上昇する。ＩＰＣＣの6つの筋書きのうちの
少なくとも3つでは、地球の平均気温の上昇幅
が5℃を超す確率が50％を上回る。要するに、

地球の気温予報：３つのシナリオ図1.2

出典： IPCC 2007ａ．

地表温暖化予測

IPPC シナリオA１B
IPPC シナリオA２
IPPC シナリオB１

注）IPPCのシナリオは、人口増加、経済成長、技術変化、さ
らにはCO2排出にまつわる妥当な未来予想を表している。A1
シナリオでは化石燃料（A1Fl）、あるいは非化石燃料（A1T
）への依存、あるいは双方の組合せと相まって、急速な経済
成長と人口増加が見込まれる。A2シナリオでは経済成長の低
下、進まないグローバリゼイションの一方で、人口増加だけ
が継続しているとい見込まれる。B1とB2シナリオでは、資
源効率や技術面での改良の進展（B1）を通じて、さらには各
局面での問題解決（B2）を通じて、幾分かの排出緩和が見込
まれる。
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危険な気候変動

産業革命以前の水準比 1990年水準比
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不確実な領域

IPCCのシナリオ 1980－1999年の
平均気温比（℃）

産業革命以前の
気温比（℃）

2000年の濃度を一定として 0.6 (0.3–0.9) 1.1

B1シナリオ 1.8 (1.1–2.9) 2.3

A1Tシナリオ 2.4 (1.4–3.8) 2.9

B2シナリオ 2.4 (1.4–3.8) 2.9

A1Bシナリオ 2.8 (1.7–4.4) 3.3

A2シナリオ 3.4 (2.0–5.4) 3.9

A1Flシナリオ 4.0 (2.4–6.4) 4.5

表1.1 CO2ストックとともに上昇する気温範囲̶̶2080年予測

注）IPPCのシナリオは、人口増加、経済成長、技術変化、さらにはCO2排出にまつわる妥当な未来予想
を表している。A1シナリオでは化石燃料（A1Fl）、あるいは非化石燃料（A1T）への依存、あるいは
双方の組合せと相まって、急速な経済成長と人口増加が見込まれる。A2シナリオでは経済成長の低下、
進まないグローバリゼイションの一方で、人口増加だけが継続しているとい見込まれる。B1とB2シナ
リオでは、資源効率や技術面での改良の進展（B1）を通じて、さらには各局面での問題解決（B2）を
通じて、幾分かの排出緩和が見込まれる。
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現在の予測では、2℃の枠内に収まるより、5℃
を突破する危険性のほうがはるかに高いので
ある。
　実際にどういうリスクがあるのかを理解する1
つの方法は、一般の人々の生活がどういう影響
を受ける恐れがあるのかを考えればいい。私
たちは、誰でもリスクを抱えてかかえて行動し
ている。自動車を運転するにせよ、通りを歩く
にせよ、わずかとはいえ、事故にあって重傷を
負うリスクがある。事故のリスクが、もし10％
を上回るようだと、ほとんどの人はドライブや
散歩に二の足を踏むだろう。10に1つの確率で
大けがをするとすれば、そのリスクを見過ごす
わけにいかない。重大な事故にあう確率が五
分五分となると、リスクを軽減するために本気
で手を打つべきだという主張が圧倒的な説得力
をもってくる。人類がこのまま温室効果ガスの
排出を続ければ、危険な気候変動が起きるこ
とはほぼ確実であり、生態系の破局への一線
を踏み越えるリスクが非常に高まる。この状況
はリスク軽減を目指すべき圧倒的な根拠になっ
てしかるべきだが、世界は行動していない。
　このままで行けば、1世紀少々の間に地球の
平均気温が5℃以上上昇する可能性がきわめて
高い。この5℃という数字は、最後の氷河期が
終わって以降約1万年間の気温の上昇幅にほぼ
匹敵する。その氷河期とは、カナダのほとんど
と米国のかなりの面積が氷の下にあった時代
である。米国の北東部と北中部の多くの土地
が巨大なローレンタイド氷床に覆われていて、
氷の厚さは数キロメートルに達した。この氷床
が後退して、五大湖やロングアイランド島が誕
生した。この時代、ヨーロッパ北部と西北アジ
アの多くの土地も氷の下にあった。
　21世紀の気候変動と最後の氷河期後の変化
との比較を強調しすぎるべきではない。いま進
行している温暖化のプロセスと当時の状況の間
に、直接の類似性はない。しかし地質学上の
証拠から判断する限り、現在の規模とペースで
温暖化が進めば、地球の地質が大きく様変わ
りし、生物の種の生息地と人間の居住地に目
立った変化が起きる可能性がきわめて高いは

ずである。
　温室効果ガス濃度の上昇にともなう気温変
動の蓋然性を考えることは、温暖化緩和策の
目標を定めるのに役立つ。排出量を変えれば、
温室効果ガス濃度の上昇ペース、さらには地
球の気温が特定の水準を突破する確率を変え
ることができる。ところが、温室効果ガスの排
出、大気中での蓄積、未来の気温の筋書きの
関係は単純でない。今日の行動と明日の結果と
の間には、長い時差が常について回るのであ
る。気候変動緩和のための政策を立案するうえ
では、この強力な慣性の力を考慮に入れなけ
ればならない。長い時差があるせいで、対策
を講じるべき時期も大きく影響を受ける。
● 現在の排出量が未来の蓄積量を決める　こ
のシステムの基本的な特性の1つは、慣性で
ある。大気中に放出された二酸化炭素は、
きわめて長い間消滅しない。排出量の半分
は、数世紀ないし数千年に
わたり大気中にとどまる。
つまり、18世紀はじめにジョ
ン・ニューコメンが発明した
蒸気機関（動力源は石炭）
が吐き出した二酸化炭素の名残りが、まだ
大気の中に残っている計算になる。トーマス・
エジソンが考案して1882年にニューヨーク
のマンハッタン南端で操業を開始した最初の
石炭発電所の排出した二酸化炭素もまだ
残っている。いま私たちは過去の世代の温
室効果ガス排出の影響を受け、未来の世代
は私たちの排出の影響を受けるのである。

● 蓄積量、排出量、安定化　大気中に蓄積し
た温室効果ガスを手っ取り早く減らす高速巻
き戻しボタンはない。このままで行けば、21
世紀末に生きる人々は、その生涯の間に温
室効果ガス濃度450ppmの世界に戻るチャ
ンスはない。この世代がどのくらいの蓄積量
を引き継ぐかは、現在から未来までの排出
量の変遷によって決まる。排出量を現状レベ
ルのまま維持しても、蓄積量は減らせない。
現在の排出量は、地球の炭素吸収源の能力
を上回っているからである。20 0 0年の水準

いま私たちは過去の世代の
温室効果ガス排出の影響を受け、
未来の世代は私たちの排出の
影響を受けるのである。
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で排出量を安定化させたとしても、21世紀
末までに温室効果ガス濃度は20 0ppm以上
増す。この問題の累積型の性格ゆえに、特
定の安定化の目標を達成するのに必要な排
出削減率は、排出量が天井を打つ時期とそ
の水準に大きく左右される。天井に到達す
る時期が遅くなり、その天井が高くなればな
るほど、目標を達成するために急激で大幅
な排出削減が必要になる。

● 気候システムの反応は遅い　いま抜本的な
対策を講じれば、21世紀後半には気候変動
の状況に大きな影響を及ぼすことができるだ
ろう。しかし、いまただちに対策を取っても、
際立った成果があらわれはじめるのは203 0
年以降になる。43　温室効果ガス排出のあり
方を変えても、すぐには気候システムに反映
されないのである。どのような中期的な筋書

きによっても、これまで温暖
化の影響の8割を吸収してきた
海洋の水温は上昇し続けるし、
氷床は溶け続ける。

不確実な未来と「不快なサプライズ」――気候変

動による破局のリスク

　地球の平均気温の上昇は、気候変動のもた
らす予測可能な結果である。この点は、気候モ
デルによるシミュレーションを通じて、「わかっ
ていること」の1つである。このほかに、「わかっ
ていないとわかっていること」が数 あ々る。これ
は、そういう事態が起きることは予測できるも
のの、その時期と規模に不確定要素が大きい
ものである。気候変動の予測シナリオでは、こ
のような不確定だけれど重大な破局のリスクが
想定されている。
　ＩＰＣＣの第4次評価報告書では、破滅的
結果を招きかねない事態に関するさまざまな不
確実性を指摘している。気候変動の議論でとく
に話題になっている問題が2つある。その1つ
は、北大西洋で温度調整の巨大なベルトコン
ベヤの役割を果たしている「子午面循環（ＭＯ
Ｃ）」という南北の海水の移動の仕組みがうまく
機能しなくなるのではないかという問題である。

この仕組みのもとでメキシコ湾流によって北に
運ばれている熱は、人類の現在のエネルギー
消費の約1％に相当する。44　この熱輸送の仕組
みがなければ、ヨーロッパはいまより8℃寒冷
だったはずである。このことは、冬にとりわけ
大きな意味をもつ。ＭＯＣの未来に対して懸念
が高まっている理由としてとくに大きいのは、
比較的温暖なヨーロッパの気候に対する脅威で
ある。
　氷床が溶けて、北太平洋に流れ込む真水が
増えれば、ＭＯＣが停止したり減速したりしか
ねないと指摘されている。メキシコ湾流がス
トップすれば、ヨーロッパ北部は初期の氷河期
のような状態に突入するだろう。ＩＰＣＣの評
価報告書では、21世紀に大規模で急激な変化
が起きる可能性はかなり低いとしつつも、「長
い目で見たＭＯＣの変化について確かなことは
言えない」とも釘を刺している。しかも、急激
な変動が起きる可能性は5～10％あるという。
この確率はＩＰＣＣの用語では「かなり低い」と
分類されるが、脅威と不確実性の大きさを考え
れば、未来の世代のために予防措置を取るべ
きであるという強力な根拠になる。
　同じことは、海水面の上昇についても言える。
ＩＰＣＣのシナリオでは、21世紀末までの上昇
幅を20 ～ 60cmと予測している。これは、取
るに足らない数字とは言えない。しかも、「こ
れより大きな数字になる可能性も排除できな
い」と、評価報告書は述べている。実際の海水
面の上昇幅は、氷の形成と溶解の複雑なプロ
セス、それに幅広い炭素循環の影響に左右さ
れる。ＩＰＣＣは海水面上昇の原因として、グ
リーンランドの巨大氷床が縮小し続けることを
あげているが、南極の氷床の未来については
不確実だとしている。それでも南極に関してＩ
ＰＣＣは、最新のモデルによる証拠を見る限り、
「氷床が温暖化に弱くなる」恐れがあると認めて
いる」。45

　こうした不確定要素は、学者だけの関心事
ではすまない。まず、氷床の溶解と海水面の
上昇に関する証拠を見てみよう。これまでのと
ころ海水面上昇の主たる要因は、海水温が上

気候変動の予測筋書きでは、
このような不確定だけれど重大な
破局のリスクが想定されている。
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がったことによる熱膨張であり、氷河の溶解で
はない。しかし、この状況は変わるかもしれな
い。人類全体にとって、グリーンランドと西南
極の氷床の溶解が加速し、しまいには崩壊し
てしまうことは、気候変動に関連した脅威のな
かでもっとも深刻な問題かもしれない。最新の
証拠によると、海水温上昇の影響で、西南極
の一部の棚氷が年間数メートルずつ縮小して
いるという。グリーンランドでは、（1年を通し
て氷に覆われているのではなく）夏に氷が溶け
る地域の面積が25年間で1 .5倍以上に広がっ
ている。20 02年に巨大なラルセンＢ棚氷が崩
壊したのをきっかけに、南極の棚氷の先行きに
懸念が高まりはじめた。このほかにもここ数年
で、いくつかの棚氷が急速に崩壊している。46

　未来に不確定要素が大きい理由の1つは、
氷床の形成と違って、氷床の崩壊がときに非常
に急速に進むことにある。米航空宇宙局
（NASA）の世界有数の気候科学者によると、
氷床の溶解に対して新たな対策を講じなけれ
ば、21世紀を通して海水面はほぼ5ｍ上昇する
危険性があるという。しかもこの試算では、グ
リーンランドの氷床の溶解が加速していること
は考慮に入れていない。もしグリーンランドの
氷床がすべて溶ければ、海水面はさらに7ｍ上
昇する。47　ＩＰＣＣが打ち出しているのは、い
わば最大公約数のコンセンサスである。しか
し、ＩＰＣＣのリスクと不確実性の評価には、
溶解の加速に関する最新の証拠を含んでいな
いし、完全には理解されていない大規模な炭
素循環の可能性も計算に入れていない。ひとこ
とで言えば、リスクに関して数字は過小評価の
きらいがあるのである。
　海水面の上昇について「わかっていないとわ
かっていること」は、人類全体が直面している
脅威のとりわけ衝撃的な例の1つである。とり
あえずはっきりしているのは、現在のトレンドと
過去のデータを見ても未来を知る手がかりとし
てはあまり役に立たないということである。気
候変動は、実にさまざまな「サプライズ」の引き
金を引く恐れがある。気候システムは、人間が
引き起こした強制力に対して唐突な反応を示す

ことがあるのである（BOX1 .1参照）。
　気候科学者は、ありえなくはないが可能性は
さほど高くないとみなされている「想定範囲内
のサプライズ」（両極地方の氷床の退氷や、Ｍ
ＯＣの逆転など）と気候システムの複雑性ゆえ
に判明していない「本当のサプライズ」とを区別
している。48　気候変動と炭素循環のフィードバッ
ク効果は、こうした思わぬ事態の原因になる。
気温の変化にともない、予想もしない結果が生
じることがあるのである。
　地球の気温が高くなると、自然の炭素吸収
能力が弱まるという証拠は増えている。英国気
象庁ハドレー・センターのシミュレーションによ
ると、気候変動のフィードバック効果は自然の
炭素吸収能力を低下させる恐れがある。温室
効果ガス濃度を450ppmで安定化させた場合
でも、二酸化炭素50 0ギガトン相当の吸収能
力が落ち込むかもしれないという。この数字
は、現在の水準で計算すると世界全体の17年
分の炭素排出量に匹敵する。49　つまり炭素循
環のフィードバック効果を考えると、実際の対
策上、もっと低い水準で排出量の天井を打た
せるなり、温室効果ガス濃度が高くなってし
まった場合はとりわけもっと速く排出量を削減
しなければならないのである。
　将来訪れる危険性のある破局にばかり関心
を奪われて、もっと間近に差し迫ったリスクを
ないがしろにしてはいけない。氷床の崩壊が進
むのを待つまでもなく、破局的状況に追い込ま
れる人々が世界には大勢いる。厳密な数字に
ついては議論がわかれるだろうが、世界の人口
のうち貧しい40％の人 （々実数で言うと約26
億人）にとっては、人間開発を脅かす気候変動
がすぐそこまで迫っているのである。この点に
ついては、第2章で詳しく論じる。

リスクと不確実性ゆえに、いま行動に移すべき

　世界は、気候変動に関する不確実性にどう
対処すべきなのか。「様子を見て」事態の進行
に合わせて緩和策を強化していけばいいと唱え
る論者もいる。対策を先送りしても構わないと
主張する人たちは、ＩＰＣＣの評価報告書やそ
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の他の気候科学者の見解によれば、リスクは
不確実で、中期的に地球規模の破局が訪れる
可能性は低いとされていることを根拠にあげ
ている。
　しかし気候変動緩和策を策定するうえで、こ
のような態度は、さまざまな面で公共の利益を
満たしていない。まず、気候科学者たちが蓋
然性という形でリスクを論じていることについ
て考えてみよう。確実性がないからといって、
対策を講じない姿勢は正当化できない。蓋然
性を論じるのはあくまでも、見出されたリスク
の程度を割り出し、リスク軽減のための戦略を
確立する道を開くことがねらいのはずである。
米軍の著名な指導者のグループが言っているよ
うに、戦場の司令官は、気候変動が私たちに
突きつけているのと同程度のリスクを目の前に
して、リスクに確実性がないとの理由で対策を
見送ることなどありえない。「確実なことがわか

るまで待つわけにはいかない。警告の内容が
厳密でないからと言って行動に踏み切らないこ
とは許されない」50

　気候変動の不確実性に関わるリスクの性質
を考えると、この米軍指導者の考え方が3つの
点でますます正しく思えてくる。
　第1に、ここで問題になっているリスクは、
人類の未来の世代全体に破局的結果をもたら
しかねないものである。グリーンランドや西南
極の氷床が崩壊して海水面が上昇すれば、ガ
ンジス川のデルタ地帯やナイジェリアのラゴス、
上海が水没するだけでなく、世界のもっとも豊
かな国々の防潮システムも突破されて、フロリ
ダの広大な面積やオランダの国土のかなりの部
分が水浸しになるかもしれない。
　第2に、リスクが現実になった場合の結果は
取り返しがつかない。未来の世代は、崩壊して
しまった西南極の氷床を再建することができな

気候変動を加速させかねないフィードバック効果Box1.1

　21世紀の気候変動のシナリオを左
右するポジティブ・フィードバックの要
因は多い。気候変動に関する政府間パ
ネル（ＩＰＣＣ）の予測には、そうした
フィードバック効果に関する不確実性
も織り込まれている。
　氷床の崩壊に関して、複数のフィー
ドバック効果が見られている。その1つ
が、「反射係数の変化」である。この現
象は、雪と氷が溶けはじめると起きる。
雪に覆われた氷は、降り注いだ太陽光
線のほとんどを反射する。ところが、
氷床の表面の氷が溶けて湿った氷が姿
をあらわすと、太陽エネルギーの吸収
率が高まる。一方、氷が溶け出した水
は氷床に穴を開け、氷床の土台を滑り
やすくし、氷山が海洋に流れ出す速度
を加速させる。そうなると、氷床の規
模は小さくなり、海水面からの高さも
低くなる。その結果、氷床の表面が気
温の高い場所に位置するようになり、
溶解にさらに拍車がかかる。しかも海
水温の上昇は、このプロセスにもう1つ

のポジティブ・フィードバックを加えて
いる。氷床と海洋を隔てる防御壁の役
割をしばしば果たす氷棚（海上に突き
出した氷）の溶解が進んでいるのであ
る。
　地球温暖化にともなうシベリアの永
久凍土の溶解加速も不安材料の1つで
ある。永久凍土が溶け出すと、大量の
メタン（きわめて強力な温室効果ガスで
ある）が大気中に放出される恐れがあ
る。そうすると温暖化が加速し、永久
凍土の溶解も速まる。
　ポジティブ・フィードバックの不確実
性にするもう1つの不安材料は、気候
変動と熱帯雨林の炭素吸収能力との相
互作用である。熱帯雨林は、いわば巨
大な「炭素貯蔵庫」となっている。たと
えばブラジルのアマゾン地区の森林に
490億トン、インドネシアの森林に60
億トンの炭素が貯蔵されている。地球
の気温が上昇し、気候のパターンが変
われば、ゆくゆくはこうした貯蔵庫から
大量の炭素が吐き出される事態になら

ないとも限らない。
　産業界の圧力や違法伐採などによ
り、熱帯雨林はただでさえ目を見張る
ペースで縮小している。気候モデルを
使ったシミュレーションによると、現状
のままだと、アマゾンのほとんどの地
域では2010年までに気温が4～ 6℃
上昇すると試算されている。その場合、
アマゾンの熱帯雨林の最大30％が乾
燥したサバンナのような土地に変貌す
る恐れがあると、ブラジル国立宇宙研
究所（ＩＮＰＥ）の後援で実施された研
究は指摘している。そうなれば、地球
全体の二酸化炭素の純排出量が押し
上げられる。しかも、熱帯雨林が地上
への降水量の少なくとも半分以上を大
気に還流させていることを考えると、
森林破壊が加速すれば旱魃が増え、サ
バンナ地域の拡大にますます拍車がか
かるだろう。
出典：FAO 2007b;Hansen 2007a, 
2 0 0 7 b;Houghton 2 0 0 5 ;Nobre 
2007; Volpi 20 07.
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いのである。第3に、不確実性はよい方にも悪
い方にも作用する。結果が思ったより悪くない
可能性もあるが、逆に思った以上に悪い結果
がもたらされる恐れもあるのである。
　世界が1つの国で、その国民全体が未来の
世代の幸せを願っているとすれば、気候変動
の緩和は緊急の重要課題とみなされるだろう。
破局が訪れるというリスクに備える保険、世代
間の平等を守るうえでの至上命題として、対策
が必要とみなされるはずだ。つまり、世界が1
つの国だとすれば、不確実性は行動を取らな
いことの根拠ではなく、リスク軽減のために決
意をもって行動すべき根拠と考えられるにちが
いない。
　開発のレベルが大きく異なる数多くの国々で
構成されている世界では、ただちに対策を講じ
るべき理由はほかにもある。なによりも重要な
のは、社会正義、人権、世界のもっとも貧しい
人々やもっとも弱い人々への倫理的配慮であ
る。何百万人ものこうした人々がすでに気候変
動の初期段階の衝撃を突きつけられている。
その影響で人間の進歩が減速しはじめており、
しかもどの信憑性のある予測シナリオに照らし
ても、この状況が、あるいはもっと悪い状況

が今後も続くという。気候変動緩和策を導入し
ても最初の数十年間は限られた成果しか生ま
ないことを考えると、気候変動への適応策に投
資することも、世界の貧しい人々のための保険
として必要になってくる。
　この緩和策と適応策は、広い意味での人間
の安全保障に不可欠な至上命題と考えるべき
である。危険な気候変動とその後にやってくる
生態系へのダメージは、大勢の人々に移住を強
い、人々が生計を立てる手段に大規模な打撃
を与える恐れがある。その波及効果は、もっと
も直撃を受ける土地の地元の住民にとどまら
ず、はるかに遠くまで及ぶ。住む場所をなくし
た人々が国境を越えてほかの国に移動しはじめ
れば、基盤の弱い国は崩壊しかねない。相互
依存の進んだ世界では、無傷ですむ国は1つも
ないのである。もちろん豊かな国々は、防潮シ
ステムなどに投資して国民を
気候変動の危険から守ろうと
するかもしれない。しかし、
もっとも直撃を受ける人々の怒
りが高まれば、もっと危険な
状態が生まれるだろう。

世界が 1つの国で、その国民全体が
未来の世代の幸せを願っている
とすれば、気候変動の緩和は
緊急の重要課題とみなされるだろう。

3 グローバルからローカルへ̶̶不平等な世界での炭素収支
を明らかにする

　地球規模の炭素の収支に関して言えば、世
界は1つの国と言っていい。地球の大気は、世
界の共通の資源であり、そこに国境はない。
大気中に吐き出された温室効果ガスは、時間
と場所を越えて好き勝手に混ざり合う。大気中
の二酸化炭素の量が1トン増えたとして、その
原因が石炭火力発電所であろうと、自動車で
あろうと、炭素吸収減である熱帯雨林の減少
であろうと関係ない。同じように、大気中に放
出された温室効果ガスに、発生国による区別
はない。モザンビークが吐き出した1トンの二
酸化炭素は、米国が吐き出した1トンと同じ意

味をもつのである。
　二酸化炭素の重さはすべて同じであり、地
球全体の二酸化炭素の量だけを見ていると、
排出源ごとに排出量に大きな差があることを忘
れそうになる。人類のあらゆる活動、あらゆる
国、あらゆる人は、地球全体の炭素量を増や
しているが、排出量は各国一様というにはほど
遠い。
　この項では、排出源ごとの炭素収支を見てい
く。炭素収支の格差を明らかにすることにより、
気候変動緩和と適応の取組みにおける公平さ
と配分という重要な問題に光を当てたい。
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1

国と地域ごとの炭素収支
――埋まらないギャップ

　発電のための化石燃料の燃焼、交通・輸送、
土地利用の変化、産業活動など、人間の活動
はことごとく、温室効果ガスを排出する。緩和
策の実施が難しい理由の1つは、ここにある。
　温室効果ガスの発生原因別の内訳を見ると、
問題の広がりが浮き彫りになる（図1 .3参照）。
20 0 0年のデータによると、排出量全体の半分
を若干上回る量は、化石燃料の燃焼が原因で
ある。発電による排出量は、およそ10ギガトン
CO2ｅ。全体の約4分の1を占める。エネルギー
関連の排出でこれに次いで多いのは、交通・

輸送手段。この30年でエネルギー供給と交通・
輸送手段による温室効果ガス排出量は、それ
ぞれ145％と12 0％増えた。しかしこの内訳の
数字には、温室効果ガス発生に対する電力産
業の決定的な役割が十分に反映されていない。
電力産業には、資本集約型のインフラ投資が
欠かせず、そうした投資が生み出す資産は長
期間存続する。つまり、現在稼働している発電
所は50年先にも二酸化炭素を吐き出し続ける
のである。
　土地利用形態の変化も温室効果ガスの発生
に深く関わっている。このカテゴリーの中で飛
び抜けて大きな二酸化炭素発生原因は、森林
破壊である。樹木の燃焼とバイオマスの減少
により、森林が吸収・貯蔵していた炭素が再び
大気中に放出されるのである。このカテゴリー
は、ほかのカテゴリーに比べて厳密なデータが
ないが、もっとも可能性の高い試算値によれ
ば、この原因で排出されている二酸化炭素は
年間約6ギガトン。51　気候変動に関する政府間
パネル（ＩＰＣＣ）によると、森林破壊が原因の
二酸化炭素排出量は全体の11～28％を占める
という。52

　部門別の炭素収支の分析を通して見えてくる
結論の1つは、電力産業、交通・輸送手段、
森林破壊による二酸化炭素排出を減らすため
の取り組みを行えば、大きな成果を生む可能性
が高いということである。

エネルギーと土地利用の変化に左右される温室効果ガス排出図1.3
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出典： WRI 2007ａ.

図1.4 豊かな国々がCO2の累積排出量を左右している
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1
　国別の炭素収支は、ストックとフローの2つ
の面で測れる。国ごとのカーボン・フットプリ
ント（影響範囲）の大きさは、過去と現在のエ
ネルギー使用のあり方と密接に関わっている。
途上国のカーボン・フットプリントの総量は上
昇しはじめているが、過去の排出に対する先
進諸国の歴史的責任は重い。
　大気中にある二酸化炭素のほとんどは、豊
かな国々が残してきたものである（図1.4参照）。
産業革命以来排出された二酸化炭素の10トン
中約7トンは、先進諸国が吐き出している。歴
史を通じた排出量は、英国と米国では国民1人
当たり1100トン。これに対して、中国は66トン、
インドは23トンである。53　過去の排出量は、
2つの点で大きな意味をもつ。1つは、すでに
述べたように、現在の気候変動を突き動かして
いるのは過去の排出の蓄積だという点であり、
もう1つは、地球の未来の炭素吸収能力は、過
去の排出を取り込むために使用されたあとの
「残り」だという点である。言い換えれば、未来
の排出を吸収する生態系上の「ゆとり」がどの
程度残るかは、過去の行動によって決まるので
ある。
　ストックからフローに目を移すと、状況の様
相は変わってくる。驚くべき点の1つは、温室
効果ガスの排出が一握りの国に極度に集中し
ていることである（図1.5）。最大の排出国は米
国で、全体の約5分の1を占めている。米国と
中国、ロシア、インド、日本の上位5カ国で全
体の半数以上、上位10カ国で60％以上を占め
ている。気候変動はグローバルな問題だが、
Ｇ8諸国やＥＵ（欧州連合）、中国、インドなど、
少数の国が1国レベルや多国間レベルの対策を
講じれば、地球全体の総排出量のかなりの割
合をカバーできる。
　途上国と先進国の排出量のギャップが狭まっ
てきているとよく言われる。この指摘が正しい
面もある。地球全体の排出量に占める途上国
の割合は、たしかに高まっている。エネルギー
関連の二酸化炭素排出に占める途上国の比率
は、199 0年には約20％だったのに対し、
20 0 4年には42％に上昇した（付録・表参照）。

中国は近い将来、米国を抜いて世界最大の排
出国になるかもしれないし、インドはいまや世
界第4の排出国になっている。2030年までには、
世界の総排出量の半分以上を途上国が占める
と予測されている。54

　森林破壊を計算に入れると、世界の国別の
二酸化炭素排出量ランキングは塗り変わる。世

世界のCO2排出はきわめて集中している図1.5
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1
界の熱帯雨林が1つの国だと仮定するなら、森
林破壊の進行により、その「国」は排出量ラン
キングのトップに立つことになる。森林破壊に
よる二酸化炭素排出を計算に入れると、インド
ネシアが世界第3位（2 .3ギガトン）、ブラジル
が第5位（1 .1ギガトン）に躍り出る。55　排出量
は年ごとのばらつきが大きく、国別の比較を行
うのは難しいが、1998年にはエルニーニョ現
象の影響で東南アジアで深刻な旱魃が発生
し、森林泥炭火災により8～ 25億トンの炭素
が大気に放出された。56　インドネシアでは、森
林伐採など土地利用の変化により、推定で年
間約2 .5ギガトンの CO2ｅを排出している。こ
の数字は、エネルギー産業と農業の排出量の
およそ6倍に達する。57　ブラジルでは、土地の
利用形態の変化にともなう排出が国全体の排
出量の70％を占めている。
　途上国と先進国の排出量の差が狭まってき
たことを根拠に、途上国が急速な気候変動緩
和策に乗り出すべきだと主張されることがあ
る。この主張は、いくつかの重要な点を見落と
している。地球レベルでの緩和策を成功させる

ためには途上国の参加が欠かせないが、途上
国の排出量が先進国に追いついてきている度
合いは過大評価されているのである。
　世界の二酸化炭素排出量の45％を占めてい
るのは、人口では15％にすぎない豊かな国々
である。サハラ以南アフリカは、人口比では世
界の11％だが、排出量の割合は2％にすぎな
い。世界の人口の3分の1を占める低所得国は、
排出量では7％にとどまっている。

炭素収支の不均衡
――影響の範囲の大きさには違いがある

　国ごとの炭素収支の大きさの違いは、その
国の産業発展の歴史と結びついている。同時
にそこには、豊かな国々が莫大な「炭素の借
金」を積み重ねている現実があらわれている。
その借金は、地球の大気を過剰に搾取してき
た結果である。豊かな国の人々は、途上国の
温室効果ガス排出量の増加を心配しているが、
世界の二酸化炭素排出量の分布で自分たちが
占める地位にあまり目が行っていない（地図1.1

エネルギー関連の二酸化炭素（CO2）排出量、2004（Gt CO2）

地球の二酸化炭素排出変動地図地図1.1
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参照）。以下の数字を見てほしい。
● 英国（人口60 0 0万人）の二酸化炭素排出量
は、エジプト、ナイジェリア、パキスタン、ベ
トナム（人口の合計は4億72 0 0万人）を合わ
せたより多い。

● オランダの二酸化炭素排出量は、ボリビア、
コロンビア、ペルー、ウルグアイと中米の7カ
国の合計を上回る。

● 米国のテキサス州（人口230 0万人）の二酸
化炭素排出量は、米国全体の12％に相当す
る約70 0メガトン。この数字は、人口7億
20 0 0万人のサハラ以南アフリカ全体よりも
多い。

● オーストラリアのニューサウスウエールズ州
（人口69 0 0万人）の二酸化炭素排出量は、
116メガトン。これは、バングラデシュ、カ
ンボジア、エチオピア、ケニヤ、モロッコ、
ネパール、スリランカの合計に匹敵する。

● 米国のニューヨーク州（人口19 0 0万人）の炭
素収支は、世界の後発開発途上国（ＬＤＣ）
の50カ国（人口の合計は7億660 0万人）の
合計146メガトンを上回る。
　こうしたきわめて偏った状況が生まれるの
は、国によって国民1人当たりの排出量が大き
く違うためである。国民1人当たりの数字で
199 0年と20 0 4年の状況を比較してみても、
途上国と先進国の排出量の差はほとんど解消
されていない（図1.6参照）。
　それもそのはず、出発点となる排出量の水準
が違いすぎる。中国が世界最大の二酸化炭素

排出国として米国に追いつく日は近いかもしれ
ないが、国民1人当たりの排出量で見れば、中
国はまだ米国の5分の1にすぎない。インドの
排出量も増えているが、国民1人当たり
の数字は、高所得国の10分の1に満た
ない。カナダの国民1人当たりの排出量
が20トンなのに対し、エチオピアは0 .1
トン。199 0年以降の米国の国民1人当
たりの排出量の増加幅1.6トンは、イン
ドの20 0 4年の国民1人当たりの排出量
そのものの数字1 .2トンより多い。この
期間の米国の排出量の増加幅は、サハ
ラ以南アフリカ全体の排出量を超えてい
る。199 0年以降のカナダの国民1人当
たりの排出量の増加幅5トンは、20 0 4
年の中国の国民1人当たりの排出量3 .8
トンを上回る。
　つまり、気候変動のリスクと責任の間
には反比例の関係が存在するのである。
世界の最貧層は、地球に残す炭素収支
の足跡がきわめて小さい。本報告書の
推計では、世界のもっとも貧しい10億
人が世界の総排出量に占める割合は
3％前後。ところが、地方部や都市のス
ラム地区など災害に弱い場所に暮らすこ
の人たちは、ごくわずかの責任しかない
気候変動のもたらす脅威に直にさらされ
ているのである。

世界のエネルギー格差

　国レベルおよび国民1人当たりの炭素
収支の格差は、もっと広い意味での格
差と密接な関係がある。排出量の格差
は、経済成長、産業の発展、近代的エ
ネルギーへのアクセスの格差の結果な
のである。この点は、人間開発上の重
大な問題を浮き彫りにしている。気候変
動対策と過剰な化石燃料使用の制限は
21世紀の最大の課題かもしれないが、
世界の貧しい人々がエネルギーを利用で
きるようにすることもそれと同じくらい
緊急の課題なのである。

図1.7 電気のない生活
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1 近代的エネルギーを利用できない何百万もの人々Box1.2

　私たちの1日は、朝5時前に始まり
ます。家族の朝食をつくるために水を
くみに行かなくてはならないし、子ども
たちを学校に送り出さなくてはいけませ
んから。8時ごろになると、薪を集めに
出かけます。数キロ先まで歩かなくて
はなりません。木が手に入らないとき
は、動物の糞を燃やして料理をします。
でも、そうすると目を傷めやすくて、子
どもたちにもよくないんです。
――エリザベス・フェイ（セネガルのン
ブールで暮らす32歳の農民）

　豊かな国々では、電気はほとんど当
たり前のものと思われている。スイッチ
を押すだけで照明が点き、水が温まり、
鍋を加熱できる。エネルギーシステム
が近代産業の土台をなし、コンピュー
タと交通網を動かすことにより、雇用
と繁栄が支えられている。
　エリザベス・フェイのような人たちに
とって、エネルギーを使うという行為は
まったく違う意味をもつ。燃料用の木
材を集めるのに、たくさんの時間と労
力がかかる。1日に、2、3時間はつぶ
れてしまう。それでも薪が集まらないと
きは、調理用の燃料として動物の糞を
使うしかない。しかしそうすると、健康
に重大な害が及ぶ危険がある。
　途上国には、エリザベス・フェイのよ
うに、調理用の熱源として、薪や木炭、
動物の糞などの有機燃料に依存せざる
をえない人が約25億人いる（図1.8参
照）。そうした人は、サハラ以南アフリ
カでは人口の80％以上、インドと中国
では半分以上に達する。
　近代的エネルギーの利用可能性の格
差は、もっと幅広い人間開発の機会の
不平等と密接に結びついている。統計
を見ると、人間開発の度合いが低い層
のなかでは、その格差がもっと幅広い
機会の格差と結びついている。
　近代的エネルギーの供給体制に欠陥
があるために、貧しい人々や貧しい国
は高い代償を払わせられている。
● 健康　固形燃料の使用による室内の
空気の汚染は、きわめて大勢の命を

奪っている。この原因による死者の
数は、1年に150万人でその半分以
上は、5歳未満の子どもであったり、
1日にして4000人近くが命を失って
いる計算になる。この数字は、マラ
リアによる死者の総数を上回り、結
核による死者の数にほぼ匹敵する。
犠牲者のほとんどは、女性や子ども、
地方部の人々である。室内の空気の
汚染は、子どもの下気道感染症と肺
炎の主たる原因でもある。ウガンダ
では、5歳未満の子どもたちが毎年
1～ 3回、下気道感染症を発症して
いると言われる。インドの地方部で
は、4世帯中3世帯が調理と暖房用
の熱源として薪と動物の糞に依存し
ており、そうした未処理の有機燃料
を燃やすことによる空気の汚染が原
因で死ぬ子どもの数は、子どもの死
亡件数全体の約17％に達する。電
気が普及すれば、健康状態の向上に
結びつくことが多い。たとえばバン
グラデシュでは、農村地域に電気が
通れば、推定で所得が11％増え、子
どもの死亡数を1000世帯につき
25人減らせるとみられている。

● ジェンダー　女性や若い少女たちが
薪を集めるために多くの時間を奪わ
れてしまう結果、生計を立てる手段
と教育の機会に関するジェンダー間
の不平等が増幅している。燃料用の
薪や動物の糞を集めるには、時間が
かかるし、骨が折れる。女性たちが
運ぶ荷物の重さは、20kgを超すこ
とも珍しくない。タンザニアの地方
部を対象にした調査によると、一部
の地域では、薪を集めるために、女
性たちが1日に5 ～ 10 kmを歩き、
平均して20 ～ 38kg の荷物を運ん
でいるという。インドの農村部では、
薪を集めるのにかかる時間は、平均
3時間を超す。こうした直接的な負
担に加えて、薪を集めなければなら
ないせいで、女の子が学校に行けな
い場合もしばしばある。

● 経済的コスト　貧しい世帯は、薪や
炭を買うために、所得のかなりの割

合を費やさなければならない。グア
テマラとネパールで所得階層の最下
位20％の世帯が薪の購入に費やす
金額は、世帯所得の10 ～15％を占
める。薪を集めるために時間を食わ
れる結果、機会費用も奪われる。女
性が所得を生み出す活動に携わる
チャンスが損なわれてしまうのであ
る。もっと広い視野で考えると、近
代的エネルギーを十分に利用できな
ければ、生産性の足が引っ張られて、
貧しい人々が貧困から抜け出しにくく
なる。

● 環境　近代的エネルギーを利用しに
くい状況は、環境、経済、社会の悪
循環を生み出す。都市のエネルギー
需要の高まりを受けて、持続不可能
なレベルで炭の生産が行われている
結果、アンゴラのルアンダやエチオ
ピアのアディスアベバなどの大都市
周辺地域に重圧がかかっている。炭
の生産と薪の収集が森林破壊を引き
起こしている場合があるのである。
森林資源が減るのにともない、動物
の糞やゴミが燃料として用いられるよ
うになり、肥やしとして土に返る量が
減って、土壌の生産性も落ちている。
　貧困層がもっとエネルギーを利用で
きるようにすることは、開発の最重要
課題であり続けている。現在の予測に
よれば、向こう10年間、およびそれ以
降、とくにサハラ以南アフリカを中心
に、有機燃料に依存しなければならな
い人の数が増加する見通しだという。
もしそのような事態になれば、子どもと
妊産婦の死亡率の削減、教育の改善、
貧困削減、環境の持続可能性など、い
くつかのミレニアム開発目標（ＭＤＧｓ）
に向けた進歩が阻害されてしまう。
出典：IEA 2006ｃ；Kelkar and Bhadwal 
2007；Modi et al．2005；Seck 2007ｂ；
WHO 2006；World Bank 2007b
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　電気の通じていない状況は、人間開発のさ
まざまな側面に悪影響を及ぼす。エネルギー
の供給は、経済成長と雇用創出に対して重要
な役割を担うだけでなく、人々の生活の質を高
めるうえでもなくてはならない。電気のない暮
らしを強いられている人は、世界で約16億人
（図1.7参照）。その大半は、サハラ以南アフリ
カ58と南アジアに集中している。とくにサハラ以
南アフリカでは、近代的エネルギーを利用でき
る人がおよそ4人に1人しかいない。
　基本的なエネルギーにも事欠く人が世界にき
わめて大勢いることは、途上国の二酸化炭素
排出量が増えていることとわけて考えなければ
ならない。インドの二酸化炭素排出は気候の
安全保障に関するグローバルな不安材料と見ら
れるようになったかもしれないが、そうした考
え方は、物事の1つの側面しか見ていない。近
代的な電力を利用できずにいるインド人は約5
億人。この数字は、拡大ＥＵの総人口を上回
る。こうした人々は、家に電球すらなく、薪や
動物の糞を燃やして食べ物を料理している。59

途上国でもエネルギー供給の普及が進んでい
るが、そのプロセスの歩みは遅く、道のりは平
坦でない。その結果、貧困削減の取り組みの
足が引っ張られている。現在の傾向のままだ
と、203 0年の時点で、近代的なエネルギーを
利用できない人が世界でまだ14億人もいる計
算になる（Box1 .2参照）。60　現在、近代的エネ
ルギーでなく、有機燃料に依存している人は約
25億人に上る（図1.8参照）。
　人間開発のためには、この状況を変えること

が欠かせない。求められるのは、基本的なエ
ネルギーを利用できる人を増やす一方で、途上
国の国民1人当たりの炭素収支を増やさない方
法を見出すこと。そのカギを握るのは、
エネルギー効率を高めること、二酸化
炭素排出量をおさえるテクノロジーを開
発することである。この点については、
第3章で詳しく論じる。
　過去の責任と現在の能力に応じて気
候変動対策の負担を担うべきであるこ
とは、実利上の観点から見ても平等の
観点から見ても動かしがたい。気候変
動緩和の責任と能力は、炭素収支によっ
ては決められない。数字を見ると、いく
つかの明白な事実が浮かび上がる。た
とえば、南アジアとサハラ以南アフリカ
が排出量を50％削減した場合、世界全
体の排出量は4％減る。それに対して高
所得国が同じ割合削減すれば、ほかの
すべての条件が同じだとすると、世界の排出量
は20％減るのである。平等に関する議論も見
過ごせない。フロリダ州のエアコン1台が1年間
に吐き出す二酸化炭素は、アフガニスタンやカ
ンボジアの国民が生涯を通じて排出する量より
多い。ヨーロッパの食器洗い機は1年間に、エ
チオピアの国民3人が1年で排出する量を1台で
排出する。気候変動の緩和はたしかにグローバ
ルな課題だが、その第1歩は、問題を生んだ
歴史的責任の大部分を背負っている国々、地
球に対する二酸化炭素排出という炭素収支が
もっとも大きい人々から始めるべきである。

4 危険な気候変動を回避する̶̶持続可能な排出ペース

0 25 50 75 100

図1.8 バイオマスに
依存し続ける
多くの国々

伝統的な燃料消費
（全エネルギー消費での割合：％） 

バングラディシュ

アフガニスタン

ザンビア

モザンビーク

ナイジェリア

タンザニア

エチオピア

出典： UN 2007cより得られた伝統的
な燃料消費と総エネルギー消費に関す
るデータをもとに算出。

　世界規模の課題である気候変動問題には、
国際的な解決策が欠かせない。まず、温室効
果ガスの排出制限について国際的な合意をまと
めることから出発するべきである。制限を守る
ための戦略の策定は、国レベルで取り組むこと
を必要とする。国際レベルで求められるのは、

排出量の上限を定める枠組みをつくることであ
る。その枠組みは、危険な気候変動を回避す
るという目標に沿った排出ペースの道筋を示す
ものでなくてはならない。
　この節では、その筋書きを提案したい。ま
ず、21世紀の地球全体の炭素予算を明らかに
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することから始めよう。炭素の予算という考え
方は、最近登場したものではない。京都議定
書の起草者がこの考え方を発展させて、一部
の国の政府が取り入れている（第3章参照）。
炭素の予算は、財務上の予算と似ている。財
務上の予算で支出と収入のバランスを取らなく
てはならないのと同じように、炭素の予算でも
温室効果ガスの排出量と生態系の吸収能力と
のバランスを取る必要がある。ただし、炭素の
予算はきわめて長い時間軸でやりくりしなくて
はならない。温室効果ガスは大気中に蓄積さ
れて長期間とどまるので、数年ではなく数十年
単位で予算の枠組みを設定することが求めら
れるのである。
　財務上の予算と炭素の予算の類似点は、ま
だほかにもある。世帯や政府は予算を立てる
際、さまざまな目標を定める。世帯は、持続

不可能な支出のパターンに陥
ることを避けなければならな
い。これに失敗すると、借金
を背負い込みかねない。国家
の予算は、雇用創出、インフ

レ抑制、経済成長など、さまざまな政策上の目
標を目指している。しかしもし歳出が歳入を大
幅に超過すれば、その国は巨額の財政赤字を
計上し、インフレが進行し、政府が債務をか
かえ込むことになる。ひとことで言えば、予算
を管理するとは、財務上持続可能な範囲内で
やっていくことを意味するのである。

壊れやすい惑星のための炭素の予算管理

　炭素の予算は、生態系にとって持続可能な
排出量の上限を設定する。その目的は、1つで
ある。地球の平均気温の上昇幅を（産業革命
以前と比べて）2℃までにおさえることである。
このゴールは、これまで見てきたように、気候
科学と人間開発上のニーズを根拠にしている。
気候科学によれば、プラス2℃という水準は、
長い目で見て破滅的結果をもたらす「臨界点」
になりかねない。もっと近い将来に目を転じる
と、この数字は、21世紀に人間開発の大規模
な後退を引き起こす臨界点でもある。つまり、
危険な気候変動を回避しようと思えば、2℃の
範囲内に気温上昇をおさえ込むことは、合理
的で分別のある長期的目標と考えるべきなので
ある。この2℃という基準は、多くの国の政府
によっても目標として採用されている。持続可
能な炭素予算管理は、この目標を守ることを目
指さなくてはならない。
　では、そのために許される温室効果ガス排
出量の上限はどの程度なのか。この疑問に答
えるために、ポツダム気候影響研究所（ＰＩＫ）
のシミュレーションを見てみよう。
　温室効果ガス濃度を安定化させるためには、
その時点での排出量と吸収量のバランスを取る
必要がある。ある水準で安定化を成し遂げる
場合、そこにいたるまでの排出量の推移のプロ
セスは、何通りもありうる。大ざっぱに言えば、
早い時期に排出量のピークを迎えさせて、その
後は緩やかに量を減らしていく方法もあるし、
排出量が天井を打つ時期を遅くするかわりに、
その後は一気に排出量を減らす方法もある。
危険な気候変動を回避することを目指すのであ

その目的は、1つである。
地球の平均気温の上昇幅を
（産業革命以前と比べて）
2℃までにおさえることである。
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出典： Meinshausen 2007.
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注）データは異なるいくつかの気候モデルから得た最高、最
低、中間値の推定結果を参照。詳細はMeinshausen 2007 
を参照のこと。

温室効果ガスの蓄積にともない
高まる危険な気候変動のリスク

図1.9
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れば、2℃の基準を守るための温室効果ガス濃
度の安定化の目標を定めることから出発するべ
きである。

平均気温の上昇幅を２℃までにおさえ込む――

50％の水準を維持する

　以下のシミュレーションでは、合理的な最低
限の水準に目標を置いている。つまり、おおよ
そ50％の確率で危険な気候変動を避けられる
温室効果ガス濃度のレベルを基準にした。そ
のレベルとは、CO2ｅに換算して450ppm前後
となる。50％の確率では目標として低すぎると
いう声もあるかもしれない。未来の世代の幸福
をコイントスで決めたい人はいないだろう。し
かし、450ppmで温室効果ガス濃度を安定化
させるという目標は、地球規模での努力を長期
間継続してはじめて成し遂げられるものなので
ある。
　450ppmより基準をあまくすれば、危険な
気候変動を回避できる確率は下がる。たとえ
ば550ppmで温室効果ガス濃度を安定化させ
るとすると、2℃の基準を突破してしまう確率
は約80％に達する（図1.9参照）。つまり、
550ppmを目標とするのは、地球の未来と21世
紀の人間開発の可能性を勝算の乏しいギャンブ
ルの対象にするようなものなのである。この場
合、3℃以上気温が上昇する確率も3分の1ある。
　地球の平均気温の上昇を2℃までにとどめる
というのは、いま形成されつつあるコンセンサ
スである。これは、野心的ではあるが、達成
可能なゴールだ。この目標を達成するためには、
世界が手をたずさえて温室効果ガス濃度を
450ppmまでにおさえるよう努力しなくてはな
らない。具体的な数字については不確定要素
もあるが、持続可能な炭素予算としては
450ppmというのがもっとも信憑性の高い推
計である。
　もし世界が1つの国だとすれば、この国は炭
素の予算について無神経に持続不可能な放漫
財政を行っていることになる。もしこれが財政
上の予算だとしたら、この国の政府は莫大な財
政赤字を垂れ流し、国民にハイパーインフレを

強い、持続不可能な債務を背負い込ませるこ
とになる。世界の炭素予算の放漫財政ぶりは、
1世紀単位で見ると際立って見えてくる。
　本報告書では、その点を見るためにＰＩＫの
シミュレーションを用いる。ここでは、化石燃
料関連による二酸化炭素の排出に焦点をあて
る。気候変動緩和策をめぐる政策論議にもっと
も直接関係があるカテゴリーだからである。シ
ミュレーションでは、危険な気候変動を避ける
ための排出量の水準をはじき出している。その
21世紀の炭素予算は、大ざっぱに言えば145 6
ギガトン。1年にならすと、単純計算で約14 .5
ギガトンである。61　現在の排出量はこの2倍に
達している。言ってみれば、支出が収入の2倍
も多い状況なのである。
　問題は、この先に待っている状況が現在の
予想より悪いということである。人口の増加と
経済の発展にともない、温室効果ガスの排出
量は増えていく。気候変動に関する政府間パネ
ル（ＩＰＣＣ）のシナリオによれば、危険な気候
変動を回避するために許される21世紀の炭素
の予算は、楽観的な予想でも2042年に、早

21世紀の炭素収支は早期に底を突く見込み図1.10
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累積総CO2排出量（Gt CO2）

出典：Meinshausen 2007.
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ければ2032年に底をつく恐れがある（図1.10
参照）。

気候の安全保障のためのシナリオ
──時間切れは近い

　シミュレーションの結果は、2つの点で重要
なことを告げている。1つは、基礎的な予算管
理の問題である。地球全体を1つのコミュニティ
とみなすと、私たちはいかなる基準に照らして
も健全財政を実現できていない。なにしろ、月
給をたった10日間で使い切っているのが現状
なのである。
　いまのエネルギー使用・温室効果ガス排出
のパターンは、地球の生態系上の資産を食い
荒らし、持続不能な生態系上の負債を積み上
げている。未来の世代はこの負債を相続し、
私たちの世代の行動のせいで莫大な人的・経
済的なツケを払わされ、危険な気候変動の突
きつける脅威にさらされる羽目になる。
　2つ目の問題もこれに劣らず深刻だ。時間切
れが近づいているのである。2032～ 20 4 2年
に炭素の予算が底をつくと言っても、それまで
の20 ～ 30年間手をこまねいている時間的猶
予があるわけではない。いったん危険な水準

を越えてしまうと、もはや安全とされる状態に
は戻れない。それに、排出ペースは一夜にして
変えられるものではない。エネルギー政策と
人々や企業の行動を根本から改めるには、いく
らかの年数がかかる。

地球がいくつあればいい？

　マハトマ・ガンジーはインド独立の直前に、
インドが英国の産業発展のモデルを踏襲できる
と思うかと尋ねられたことがあった。この問い
に対するガンジーの答えは、地球環境との関係
を見直すことを求められている今日の世界にお
いても強烈なメッセージを放っている。「英国
が繁栄を手にするためには、この惑星の資源
の半分が必要だった。インドが発展するのに
は、いくつ地球が必要なのだろうか」というの
が、ガンジーの答えだった。
　いま危険な気候変動の瀬戸際に向けてじり
じり近づいている世界に対して、同じ問いを投
げかけたい。1年間に許される世界全体の排出
量の上限を14 .5ギガトンとすると、排出量を現
在の年間29ギガトンの水準で凍結したとして
も、地球があと1つなくてはならない。しかも
この現状の数字は、一部の国だけが突出して
過剰な量を排出している状況のものである。世
界の人口の15％を占めるにすぎない豊かな国々
が炭素予算の90％を用いている。では、途上
国がこうした国 と々同じ行動を取りはじめた場
合、いったいどれだけ地球があれば足りるのだ
ろう？
　もし途上国のすべての人が高所得国の平均
と同じ炭素収支を記録するとすれば、世界の
二酸化炭素排出量は85ギガトンに膨れ上がる。
地球があと5つ必要な数字である。地球全体
の1人当たりの炭素収支がオーストラリアの水
準になるとすると地球があと6つ、カナダと米
国の水準に上がるとすると地球があと8つなく
てはならない（表1.2参照）。
　ここから、気候変動緩和における社会的平
等についていくつか大きな問題が持ち上がって
くる。地球規模のコミュニティとして見れば私
たちは莫大な持続不可能な炭素の負債をかか

表1.2 OECDの水準で考えれば全世界の
二酸化炭素排出量では地球１つでは足りない a

１人当たり
CO２排出量
（tCO２）
2004

全世界のCO2排出量
に相当する量
（Gt CO２）
2004ｂ

持続可能な
炭素収支
相当量 ｃ

世界 d 4.5 29  2 

オーストラリア  16.2 104  7 

カナダ  20.0 129  9 

フランス  6.0 39  3 

ドイツ  9.8 63  4 

イタリア  7.8 50  3 

日本  9.9 63 4

オランダ  8.7 56  4 

スペイン  7.6 49  3 

英国  9.8 63  4 

米国  20.6 132  9 

a. 継続可能な炭素収支で測定される。
b. もし世界中のすべての国が、特定の国と同じ１人当たりの水準で放出した場合の世界中の排出量を参照。
c. １年で14.5Gt　CO２といった継続可能な排出への道
d. 最近の世界炭素収支。

出典：巻末の指標24をもとにHDROが算出。
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え込んでいるが、その大部分は豊かな国々が
積み上げたものである。いま私たちは、危険な
気候変動を回避するための平等でかつ持続可
能な道筋を示すための炭素の予算を設定しな
ければならない。

危険な気候変動を回避する道筋とは？

　ＰＩＫのシミュレーションをもとに、プラス2℃
の枠を守るための信憑性の高い道筋を示した
い。1つの方法としては、まず世界を1つの国の
ようにみなし（実際、炭素の予算管理に関して
言えばまさにそうなのだが）、そのうえでそのメ
ンバー間の負担の分担割合を決めるというやり
方が考えられる。

　しかし、およそ負担共有のシステムが持続す
るためには、負担割合が平等なものであると
参加者が感じていることが前提として欠かせな
い。国連気候変動枠組み条約（ＵＮＦＣＣＣ）
でも実際、「平等の原則に従い、共通だが差異
のある責任と各国の能力に応じて気候システム
を保護」すべきであると謳っている。
　この文言の解釈には争いがあるが、本報告
書では途上国と先進国をわけて、それぞれの
道筋を示してみた。その結果をまとめたのが、
図1 .11である。持続可能な排出ペースを守る
ための排出削減量は、199 0年を基準年とした
場合、以下のとおりである。
● 世界全体　世界の総排出量は、202 0年前

0%1990

–50%

+50%

+100%

–100%

20502040 206020302020201020001990

温室効果ガス排出、CO2e
（1990年を基準とした
場合の割合：％）

=

IPCCのシナリオ

50％のチャンス＜２℃
ピーク時 500ppm CO2e
安定時 450ppm CO2e

1 3

5

6

4

2

1 IPCC シナリオ A1Fl
2 IPCC シナリオ A2
3 IPCC シナリオ A1B
4 IPCC シナリオ B2
5 IPCC シナリオ A1T
6 IPCC シナリオ B1

開発途上国

世界

先進国

出典：Meinshausen 2007.

継続可能な
排出径路

出典: IPPCのシナリオは、人口増加、経済成長、技術変化、さらにはCO2排出にまつわる妥当な未来予想を表している。A1シナリ
オでは化石燃料（A1Fl）、あるいは非化石燃料（A1T）への依存、あるいは双方の組合せと相まって、急速な経済成長と人口増加
が見込まれる。A2シナリオでは経済成長の低下、進まないグローバリゼイションの一方で、人口増加だけが継続しているとい見込
まれる。B1とB2シナリオでは、資源効率や技術面での改良の進展（B1）を通じて、さらには各局面での問題解決（B2）を通じて、
幾分かの排出緩和が見込まれる。

図1.11 2050年までに危険な気候変動を回避すべく二酸化炭素の排出量を半減する
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後を境に減少に転じさせ、205 0年までに約
50％減らさなくてはならない。そして21世紀
末までに、純排出量をゼロに近づけていく。

● 先進国　高所得国は、2012 ～ 2015に排
出量の天井を打たせ、それ以降は減らして
いくことを目指す必要がある。202 0年まで
に30％、205 0年までに少なくとも80％を削
減しなくてはならない。

● 途上国　このカテゴリー内では国によって状
況にかなりの違いがあるが、途上国のなか
の主要排出国は、202 0年まで排出量を増や
していき、現在の1.8倍程度の水準をピーク
とする。その後、205 0年までに、基準年か
ら20％排出量を減らす。

縮小と収斂――平等と持続可能性の両立

　この目標は実行可能なものだと、本報告書
は考える。ここでは国ごとの目標こそ示してい
ないが、この問題の論議を進めるうえできわめ
て有益な指針になるはずである。いま世界の
国々は、2012年に現在の京都議定書の約束
期間が満了した後の多国間の枠組みを交渉し
はじめている。その新しい枠組みを論じるうえ
で、ＰＩＫのシミュレーションが割り出した排出
削減のシナリオが参考になるだろう。205 0年
に一定の数字を達成するためのルートは、いろ

いろ考えられる。そのなかで本報告書の提案
の特徴は、短期的目標と長期的目標を組み合
わせていることにある。
　この排出量削減シナリオでは、早い段階で
世界の国々が協調して行動することの重要性に
も光を当てている。理屈のうえでは、排出量を
減らしはじめる時期を先送りすることも不可能
ではない。しかしその場合は、短い期間で一
気に排出量を減らさなくてはならない。この方
法では失敗が避けられないと、本報告書は考
える。時間がたてば排出削減のコストも高まる
し、軌道修正もますます難しくなるからである。
一部の主要な経済協力開発機構（ＯＥＣＤ）加
盟国が数量制限に参加しないというシナリオも
ありうる。このアプローチも失敗がほぼ約束さ
れている。ＯＥＣＤ諸国に求められる削減幅の
大きさを考えると、主要排出国が参加しない場
合、残りの国でその埋め合わせをするのはまず
不可能だろう。たとえそれが可能だとしても、
「ただ乗り」を許す合意案をほかの国々が飲む
とは考えにくい。
　途上国が数量制限に加わることも同じく不可
欠である。いくつかの点で、本報告書のように
世界を2つの国のようにみなすモデルは、新し
い枠組みを話し合う過程で解決すべき問題を
単純化しすぎている面も否定できない。途上国
のなかには、実にさまざまな立場の国がある。
たとえばタンザニアと中国とでは、状況がまる
で違う。それに、重要なのはあくまでも地球全
体の総排出量を減らすことである。その意味で
は、サハラ以南アフリカの国が大幅に排出量を
減らしても、主要排出国が削減するのと比べれ
ば微々たる効果しかない。
　それでも、途上国の排出量が世界の半分近
くを占めるようになった以上、国際合意に途上
国を取り込む必要性はしだいに高まっている。
その半面、途上国が人間開発上の切実なニー
ズをかかええていることも考えなくてはならな
い。その点では、高い経済成長を成し遂げて
いる途上国も例外でない。豊かな国々が世界
に対して莫大な「炭素の負債」を負っていること
も忘れてはならない。その負債を返済し、途

450ppmCO2eで安定させるための1人当たり排出量（1人当たりCO2 t）
18

16

14

12

10

8

6

4

2

0

2000 2010 2020 2030 2040 2050 2060 2070 2080 2090 2100

出典：Meinshausen 2007.

先進国および移行国

世界
開発途上国

図1.12 持続可能な未来に向けての排出量の縮小と収斂

注：IPPCのシナリオは、人口増加、経済成長、技術変化、さらにはCO2排出にまつわる妥当
な未来予想を表している。A1シナリオでは化石燃料（A1Fl）、あるいは非化石燃料（A1T）
への依存、あるいは双方の組合せと相まって、急速な経済成長と人口増加が見込まれる。A2
シナリオでは経済成長の低下、進まないグローバリゼイションの一方で、人口増加だけが継
続しているとい見込まれる。B1とB2シナリオでは、資源効率や技術面での改良の進展（B1）
を通じて、さらには各局面での問題解決（B2）を通じて、幾分かの排出緩和が見込まれる。
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上国の人間開発上のニーズを満たすためには、
豊かな国々がほかの国より大幅に排出量を削減
し、途上国の低炭素型社会への移行を支援す
るべきである。
　排出削減のシナリオは、もちろん1つではな
い。たとえば、世界のすべての人に同等の排
出権を認めたうえで、人口に基づいた割当量を
使い切っていない国に対して、超過した国が経
済的な補償を行うというアプローチを主張する
論者もいる。この枠組みは権利と平等の観念
に基づくと言われることも多いが、本当に権利
の上に立脚していると言えるのかどうかははっ
きりしない。「排出する権利」なるものは、投票
する権利や教育を受ける権利、基本的な市民
的自由を享受する権利などとは明らかに性格が

異なる。62　実際上、「汚染する権利」について
交渉するというアプローチが幅広い支持を集め
られるとは考えにくい。その点、本報告書で提
案するシナリオは、実際的なゴールの達成を目
指す。そのために必要なのは、温室効果ガス
の排出量全体を縮小し、同時に国民1人当た
りの排出量の違いを収斂させることである（図
1.12参照）。

緊急の行動と遅い反応――適応策が必要な理由

　ただし、早期に大幅な排出削減に踏み切っ
ても、危険な気候変動を回避する近道になる
わけではない。本報告書の提案する排出量シ
ナリオを見てもわかるように、気候変動緩和措
置を実施した時期とその成果があらわれる時期
との間には大きな時差がある。その時差を示
したのが図1.13である。この
図では、緩和措置を講じない
場合の気温変化を予測したＩ
ＰＣＣのシナリオ3通りと、本
報告書の提案するように温室
効果ガス濃度（二酸化炭素換算）を450ppm
で安定化させた場合の気温変化の予測を並べ
てみた（気温上昇幅は産業革命前との比較）。
　203 0 ～ 20 4 0年ごろにシナリオ間の違いが
広がりはじめ、205 0年以降は違いが際立って
くる。この時点で、ＩＰＣＣのシナリオのうち2
つは、危険な気候変動への境界線である2℃
の枠を突破してしまう。
　この図で気温の違いが広がりはじめるタイミ
ングから、政策上重要な2つの点が浮かび上
がってくる。1つは、本報告書の提案する持続
可能な排出ペースに基づいて、いまただちに対
策を講じても、203 0年までは地球の気温の推
移に違いがあらわれないということである。そ
れまで、世界全体、とりわけ世界の貧しい人々
は、過去の排出がもたらす結果を引き受けて生
きていかなくてはならない。そうした現実に対
処しながら、ＭＤＧsに向けた進歩を止めず、
2015年以降もその歩みを続けていくことは、
緩和策の問題ではなく、適応策の問題である。
加えてもう1つは、緩和策の本当の恩恵は、21

厳しい緩和措置をとっても早い結果は
もたらされない

図1.13

出典：IPCC 2007a. and Meinshausen 2007.

地表温暖化予測（℃）

持続可能な排出量径路（例示目的のみのため）
IPCC シナリオ A1B
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注：IPPCのシナリオは、人口増加、経済成長、技術変化、さ
らにはCO2排出にまつわる妥当な未来予想を表している。A1
シナリオでは化石燃料（A1Fl）、あるいは非化石燃料（A1T
）への依存、あるいは双方の組合せと相まって、急速な経済
成長と人口増加が見込まれる。A2シナリオでは経済成長の低
下、進まないグローバリゼイションの一方で、人口増加だけ
が継続しているとい見込まれる。B1とB2シナリオでは、資
源効率や技術面での改良の進展（B1）を通じて、さらには各
局面での問題解決（B2）を通じて、幾分かの排出緩和が見込
まれる。

危険な気候変動が人間と生態系に
及ぼすコストは、単純な
費用便益分析では把握しにくい。
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世紀後半以降、累積的にあらわれるということ
である。
　つまり、未来の世代のことを考えれば、いま
ただちに緩和策を取らなければならない。対策
を講じなかった場合まっ先に打撃をこうむるの
は、世界の貧しい人々である。しかしＩＰＣＣ
のシナリオの数パターンによれば、21世紀末ま
でに地球の平均気温は4～ 6℃上昇し、その
後もさらに上昇し続けるという。もしそのシナ
リオが現実になれば、人類全体が破滅的な脅
威にさらされることになる。

低炭素型社会への移行のコスト
――世界はそのコストを負担できるのか

　炭素の予算は、財務上の予算にも影響を及
ぼす。特定の緩和目標を達成するのに必要なコ
ストについては多くの研究がなされてきたが、
本報告書で提案する2℃という基準は、これま
でコストの試算がなされてきたさまざまな目標
に比べてはるかに厳しい。本報告書の示す目
標が望ましいものだとしても、それは経済的に
実行可能なのか。
　この点を考えるために、数多くのモデルがは
じき出した数字を組み合わせて、特定の温室
効果ガス濃度安定化の目標を達成するための
コストを割り出したい。63　ここで取り上げるモ
デルの数々では、テクノロジーと投資の間のダ
イナミックな相関関係を盛り込んで、目標達成
のためのさまざまなシナリオを検討している。64

以下では、そうしたモデルを用いて、450ppm 
CO2ｅという目標を実現するために世界規模で
必要なコストを明らかにしていく。
　二酸化炭素の排出量を減らす方法はいくつ
かある。エネルギー効率の向上、炭素集約型
製品の需要の削減、エネルギー供給源の構成
の修正、これらすべてが必要となる。気候変
動緩和のコストは、排出削減の方法と目標達成
までの期間によって変わる。コストの内訳とし
ては、低炭素テクノロジーを開発・導入するた
めの費用、消費者が低排出型の製品やサービ
スに転換するための費用などがある。なかに

は、エネルギー効率の向上など、少ないコスト
で排出量を大幅に削減できる手段もある。当
初はコストがかかっても、長い目で見れば大き
な恩恵が得られる場合もある。効率の高い低
排出型の新世代の石炭火力発電所の建設は、
その一例と言えるかもしれない。時間をかけて
少しずつ排出量を減らしていくほうが、一気に
排出量を減らすよりコストは少なくてすむ。
　本報告書のために実施したシミュレーション
では、さまざまなシナリオのもと、450ppmで
温室効果ガス濃度を安定化させる場合のコスト
を試算してみた。その数字だけを見ると、非常
に大きな金額に見える。しかしそのコストは、
長い年数にわけて支出すればすむ。現在から
203 0年までの年平均のコストは、単純計算で
世界の国内総生産（GDP）の合計の約1.6％相
当でしかない。65

　たしかに、これは決して些細な支出ではな
い。温室効果ガス排出量を450ppm 近くで安
定化させるためには、多大な努力が欠かせな
い。それをあまく考えるべきではないが、コス
トは広い視野で考えるべきである。20 0 6年
10月に英国政府が発表した「スターン報告書」
が世界の国々に強力に訴えたように、このコス
トは対策を講じない場合のコストとの比較で考
えなくてはならない。世界のＧＤＰの1.6％とい
う金額は、世界の軍事支出の3分の2に満たな
い。ＯＥＣＤ諸国では一般に政府支出がＧＤＰ
の30～50％を占めていることを考えれば、1.6％
の支出ができないとは思えない。とくに、軍事
費や農業補助金などほかの分野の歳出を減ら
せるのなら、なおさら不可能ではない。
　危険な気候変動が人間と生態系に及ぼすコ
ストは、規制をかける費用とそれによって得ら
れる使益の比較といった単純な費用便益分析
では把握しにくい。しかし経済的な観点で言え
ば、いますぐ気候変動緩和策に乗り出すことが
理にかなっていることは確かだろう。長期的な
視点に立つと、対策を取らない場合のコストは
緩和策のコストより大きいのである。気候変動
の衝撃がもたらすコストを試算することはその
性格上難しいが、地球の平均気温が5 ～ 6℃
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上昇する場合（突然、大規模な気候変動が起
きるリスクをともなう）、世界のＧＤＰは5 ～
10％減ると予測される。貧しい国々はＧＤＰの
10％を上回る打撃をこうむる危険性もある。66　

破局的な気候変動が起きれば、打撃はさらに
拡大しかねない。こうした破局的な結果が起き
るリスクを減らすことの重要性は、450ppmの
目標を守るために早い段階で緩和策に資金を
投じるべき強力な理由になる。
　ただし、緩和策のコストを計算する場合に、
常に不確実性がついて回ることは強調しておか
なくてはならない。そもそも、未来の低炭素テ
クノロジーのコスト構造や新技術の導入時期な
ど、まだわからないことがあまりに多い。実際
のコストが上に示した数字より高くなることは十
分に考えられる。政治指導者は、2℃の枠を守
るための費用の不確実性をきちんと説明しなく
てはならない。しかしその半面、コストがもっ
と低く収まる可能性もある。国際的な排出権取
引制度を普及させたり、炭素税制度を広範な
環境税制度改革に盛り込んだりすれば、コスト
を減らせるかもしれない。67

　どの国の政府も、気候変動緩和の目標を達

成するためにどの程度の資金的負担が必要な
のか把握しておかなくてはならない。資金面で
の裏づけがなければ、気候変動対策の多国間
の仕組みは、土台が危なっかしいものになって
しまう。世界のＧＤＰの1.6％というのは、乏し
い予算にとって大きな重荷だろう。
　しかし、ほかの選択肢を選んだ場合もコスト
がゼロですむわけではない。コストに関する政
治論議では、危険な気候変動が起きた際のコ
ストが容認可能なものかどうかという問いを忘
れてはならない。
　この問いは、緊急に対策を講じるべき理由と
して本章で指摘してきた2つの要因の核心に関
わるものである。危険な気候変動が起きた場
合の生態系の破局の深刻さを考えれば、世界
のＧＤＰの1.6％程度の金額は、未来の世代の
幸福を守るための保険として些細な金額に思え
るかもしれない。しかもその投資をすれば、世
界の数百万人の弱い人々の人間開発上の進歩
がたちまち大幅に後退するという事態を防げる
かもしれない。つまり、世代間の社会正義と国
家間の社会正義の2つのニーズがここに存在す
るのである。

5 対策を講じなかったらどうなるのか̶̶持続不可能な未来
へのシナリオ

　長期的傾向は決して不変なものではないし、
過去の結果が未来を映す鏡になるとは限らな
い。気候変動問題に関して言えば、この点は
間違いなく好ましい点である。この先20年間
が過去20年間と変わらないとすれば、私たち
は危険な気候変動との戦いに敗れてしまう。

1990 年以降の世界を振り返る

　京都議定書のもとでの経験には、21世紀の
炭素予算を策定するうえで重要な教訓がいくつ
か含まれている。京都議定書は、温室効果ガ
スの排出量に上限を設ける多国間の枠組みを

打ち立てた。国連気候変動枠組み条約（ＵＮ
ＦＣＣＣ）に基づいて交渉が始まり、合意が成
立するまでに5年、議定書発効に必要な数の
国の批准が完了するまでにさらに8年の期間を
要した。68　この議定書による排出削減の目標
は、大まかに言うと、199 0年の水準のマイナ
ス5％である。
　世界の総排出量の面では、京都議定書はさ
ほど野心的な目標を打ち出していない。しか
も、途上国には数値目標が課されていない。
そのうえ、オーストラリアと米国が批准を見送っ
たことで、この議定書により見込まれる排出削
減量はさらに少なくなってしまった。こうした状
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況がどういう結果をもたらすかは、エネルギー
関連の二酸化炭素排出量を見ればよくわかる。
京都議定書で約束された排出削減幅が達成さ
れれば、目標の2010／ 2012年までに、エネ
ルギー関連の二酸化炭素排出量が199 0年の
水準から実質2 .5％削減されるはずである。69

　これまでのところ、この目標に向けた進捗状
況は期待はずれにとどまっている。20 0 4年の
段階で、「Annex I countries（附属書 I 国）」の
温室効果ガスの総排出量は、199 0年の水準
を3％下回っている。70　しかし、この数字の陰
に2つの大きな問題が隠れている。1つは、
199 9年以降排出量が増加傾向になり、最終
目標の達成に不安が持ち上がっていることであ
り、もう1つは、国ごとに達成度に大きなばら

つきがあることである（図1.14
参照）。排出量の減少のかな
りの部分は、ロシアなど、中
央計画経済から市場主義経済
への移行過程にある国々で排
出量が大幅に減ったことによ

るもの。なかには、30％以上も排出量が減っ
た国もあった。このようなことが起きたのは、
エネルギー政策の改革の結果というより、
1990年代の深刻な景気後退による面が大きい。
実際、現在は景気の回復にともない排出量も
伸びている。移行経済国を除く「附属書 I 国」
（おおむねＯＥＣＤ加盟国に相当する）の排出量
は、199 0 ～ 20 0 4年にかけて11％増えている
（Box1 .3参照）。

将来の展望
――増加トレンドは避けられない

　過去を振り返ると、京都議定書の基準年で
ある199 0年以降の流れは、不安をかき立てる
ものである。そして未来に目をやると、エネル
ギー使用と排出の見通しは間違いなく危険な
気候変動の到来を指し示している。その未来
を避けるためには、世界が進路を変更する以
外にない。
　進路を変えるためには、エネルギー使用の

パターンを大きく変える必要がある。しかも、
産業革命の土台になったエネルギー革命に匹
敵する規模の徹底した変革に踏み切らなくては
ならない。気候変動の問題がなかったとして
も、化石燃料に依存したエネルギーシステムの
先行きは、激しい議論の対象になっていい。
エネルギーの安全保障、大ざっぱに言えば、
負担可能なコストで安定的にエネルギーを獲得
できる状況を確保することは、国際的な重要
テーマとしてしだいに存在感を増してきている。

京都議定書の履行義務と
目標にはるかに到達しない
先進国がある

図1.14
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a.土地利用の変化による排出は除外。b.オーストラリアと米国は京都
議定書に署名したが批准せず、したがってその目標には制約されてい
ない。

そして未来に目をやると、
エネルギー使用と排出の見通しは
間違いなく危険な気候変動の
到来を指し示している。
その未来を避けるためには、
世界が進路を変更する以外にない。



21世紀の気候変動問題       77  

1先進国は京都議定書の約束を守っていないBox1.3

　京都議定書は、気候変動に対するは
じめての多国間レベルの対応だった。
この議定書では、2010 ～ 2012年
までに、1990年の水準を基準にした
温室効果ガス排出削減の目標値を定め
ている。現在の約束期間が終了する
2013年以降の多国間の枠組みについ
て各国政府が交渉に乗り出すにあた
り、これまでの教訓をおさらいしておく
ことが大切である。
　とくに大きな教訓は3つある。第1は、
目標のレベルが重要だということ。京
都議定書の最初の約束期間で採用され
た目標はゆるやかなものにとどまってい
る。具体的には、先進国の削減目標は
平均して5％程度でしかない。第2は、
目標の達成に拘束力をもたせるのが重
要だということ。ほとんどの国は、京
都議定書で約束した目標を達成できる
ペースにないのが実情である。第3は、
多国間の枠組みには、すべての主要排
出国を参加させなければならないとい
うこと。現在の京都議定書は、2つの
有力な先進国オーストラリアと米国が
署名はしたものの批准をしていない。
その結果、議定書の目標に例外が発生
してしまった。しかも、途上国には数
値目標が課されていないのである。
　京都議定書の成果について結論をく
だすのは時期尚早だが、土地利用の変
化以外の原因による温室効果ガス排出
量の推移は、これまでのところ勇気づ
けられるものではない。68カ国の大半
は目標を守れておらず、しかも2000
年以降は排出量増加のペースが加速し
ている。現時点での一部の国の状況を
紹介しよう。
● 欧州連合（ＥＵ）が京都議定書で約束
した削減率は平均8％。しかし実際
の削減率は2％程度にとどまってお
り、欧州環境庁の予測によれば、現
在の政策のままだとこの状況は
2010年まで変わらない見通しだと
いう。運輸・交通部門の排出量は
25％、エネルギー関連の排出量は

6％増加した。議定書で定めた削減
率を実現するには再生可能エネル
ギーの供給を大幅に増やさなくては
ならないが、ＥＵは十分な投資をして
おらず、2020年までに再生可能エ
ネルギーの比率を総需要の20％に
高めるという独自の目標を達成でき
るペースにない。

● 英国は、京都議定書で約束した
12％の削減目標こそ達成できている
が、排出量を20％減らすという自主
的目標は守れていない。これまでの
排出削減のほとんどは、2000年以
前に実現したもの。その原動力は、
産業界のリストラが進んだこと、そ
して市場の自由化により、二酸化炭
素排出量が多い石炭から天然ガスへ
の移行が後押しされたことにあった。
2005年と2006年には、天然ガ
スおよび原子力から石炭への回帰が
起きて、排出量は増加している。

● ドイツは、2004年の時点で17％
の削減を達成。住宅部門での排出
削減に加えて、東西ドイツの再統一
にともなう旧東ドイツの産業界のリス
トラにより、1990 ～ 1995年に
排出量が大幅に減った効果が大き
かった。排出削減の80％は、旧東
ドイツのリストラの結果である。

● イタリアとスペインは、京都議定書
の目標にまったく到達していない。
スペインは、199 0年以降排出量
が50％近く上昇。強力な経済成長
を続けてきたこと、旱魃の後で石炭
による火力発電が増えたことが原因
である。イタリアの場合は、主に運
輸・交通部門が排出量を押し上げ
ている。

● カナダは、6％の削減目標に同意し
た。ところがふたを開けてみれば、
排出量は27％増加した。京都議定
書の目標を35％ほど上回っている計
算になる。経済の温室効果ガス集約
度を引き下げることには成功したも
のの、それを上回るペースで石油・

天然ガスの生産が増えて排出量の絶
対量が増えてしまったのである。輸
出向けの石油・天然ガス生産に関連
した温室効果ガスの純排出量は、
1990年以降で2倍以上に増えた。

● 2005年の時点での日本の排出量
は、1990年の水準の8％増。京都
議定書で約束した目標は、6％の削
減だった。このままでいけば、排出
量が目標を約14％上回ってしまう見
通しである。産業界の排出量は
1990年以降かろうじて減少したが、
運輸・交通部門（その50％は一般
乗用車）と一般住宅の排出量が大幅
に増加した。一般家庭からの排出量
は、世帯数の増加を上回るペースで
増えている。

● 米国は京都議定書に署名こそした
が、批准はしなかった。もし批准し
ていれば、2010年までに排出量を
対1990年比で7％削減することが
義務づけられていたところだが、実際
には16％増えている。2010年の時
点での排出量は、推定で1990年
の水準を1.8ギガトン上回り、その
後もさらに増え続ける見通しである。
米国経済の温室効果ガス集約度（排
出量の対ＧＤＰ比）は21％下がった
ものの、ほぼあらゆる部門で排出量
が増えている。

● 米国同様、オーストラリアも議定書
への批准を見送った。排出量は、批
准していた場合に義務づけられてい
た数字の約2倍のペースで伸び、
1990年の水準と比べて21％増えて
いる。とくに、石炭火力発電への依
存度が高いためにエネルギー産業の
排出量が大幅に増加し、二酸化炭素
排出量は1.4倍以上に増えた。

　2013年以降を視野に入れた場合の
課題は、すべての主要排出国を取り込
んで、21世紀の持続可能な炭素予算
を守るために長期間にわたって努力を
継続させるための国際合意を確立する
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　2000年以降、原油価格は実質5倍に上昇し、
1バレル＝70米ドル前後にまで跳ね上がった。
原油相場が落ち着く可能性はあるが、199 0年
代後半の低い水準まで戻ることは考えにくい。
こうした原油市場の傾向をもって、いわゆる

「ピークオイル論」（石油産出
量はすでにピークに達してお
り、埋蔵量の枯渇に向けた長
い減少のプロセスが進行して
いるという見方）が正しい証拠

だと主張する論者もいる。71　このような市場の
動向と並行して、エネルギー安全保障に関する
懸念が政治レベルでも高まっている。テロの脅
威の増大、主要産油地域の政情不安、一部の
原油供給の停滞、輸出国と輸入国の対立がこ
の不安の背景にはある。72

エネルギーの安全保障と気候の安全保障

――２つは互いに矛盾するのか

　エネルギーの安全保障は、気候変動緩和の
戦略を考えるうえで重要な要素である。とはい
え、化石燃料の価格上昇の結果として、低炭
素型社会への早期移行の引き金が自動的に引
かれるだろうという考え方は、見込み違いに終
わる公算が高い。「ピークオイル」論者の主張は
誇張されている。たしかに、新しい原油供給源
から原油を獲得するためのコストが高まり、原
油を採掘・供給することがますます難しくなる
ことはほぼ間違いない。原油価格がしだいに
上昇していくことは避けがたい。
　しかし、近い将来に世界の石油が枯渇する
ことはない。現在の消費ペースで行けば、これ

までに判明している埋蔵量であと40年間持ち
こたえられるし、今後また新たに埋蔵原油が
発見される可能性もある。73　要するに、世界に
残っている利用可能な化石燃料の量は、地球
が危険な気候変動への一線を越えるのに十分
な量より多いのである。
　既存のテクノロジーでは、地球の巨大な化石
燃料埋蔵量のごく一部を利用するだけでその
一線を越えてしまう。既存の石油資源が減少し
ていると言っても、現在わかっている石油埋蔵
量だけで、175 0年以降に用いられた総量を若
干上回る。石炭にいたっては、埋蔵量は175 0
年以降の使用量の約12倍に達する。現段階で
判明している石炭埋蔵量の半分を21世紀中に
用いるだけでも、大気中の温室効果ガスの濃
度は40 0ppm増加し、危険な気候変動が避け
がたくなる。74　つまり、まだ残っている化石燃
料の量を考えると、炭素の予算を慎重に管理
する必要性が高いのである。
　現在の市場の動向から言っても、その必要
性は大きい。石油・天然ガスの価格の上昇に
対する1つの反応として考えられるのは、「石炭
への突進」だ。石炭は、世界でもっとも安価で、
もっとも広く分布していて、もっとも二酸化炭
素集約的な化石燃料である。同一量のエネル
ギーを生み出すのに、石炭は石油の約1.4倍、
天然ガスの2倍近くの二酸化炭素を排出する。
しかも、中国、ドイツ、インド、米国などの主
要二酸化炭素排出国では、現在および未来の
エネルギー供給源として石炭に大きく依存して
いる。移行経済国の経験からは、もっと大き
な問題も見えてくる。たとえば、ウクライナの

ことである。2010 ～ 2012年の排
出量に大きな影響を及ぼすことに関し
て、現在の各国政府にできることはほ
とんどない。エネルギーシステムの針
路を変えるのには、石油タンカーさな
がらに時間がかかるのである。
　いま必要なのは、危険な気候変動を
回避するための枠組みである。その枠

組みは、政策担当者にこれまでよりは
るかに長い時間軸で対策を立案させ、
短期の目標が中期・長期の目標に結び
ついていくものでなければならない。本
報告書の提案する持続可能な排出ペー
スに従えば、先進国は2020年までに
約30％、2050年までに最低でも
80％の排出削減を目指さなければなら

ない。途上国の排出削減を後押しする
ための財政支援と技術移転も欠かせな
い（第3章参照）。
出典：EEA 2006；EIA 2006；Government 
of Canada 2006；IEA 2006ｃ；Government 
of the United Kingdom 2007ｃ；Ikkatai 
2007；Pembina　Institute 2007a

要するに、世界に残っている
利用可能な化石燃料の量は、
地球が危険な気候変動への
一線を越えるのに十分な量より
多いのである。
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1
エネルギー政策を見てほしい。ウクライナでは
この10 ～15年、石炭から大気への害が少な
い輸入天然ガスへの移行が着実に進んできた。
ところが、20 0 6年はじめにロシアからの天然
ガス供給が中断し、輸入価格が2倍に跳ね上
がったことで、ウクライナ政府は石炭への回帰
を検討しはじめている。75　この例からよくわか
るように、国家のエネルギー安全保障政策は
グローバルな気候安全保障上の目的とぶつかり
合う場合があるのである。
　エネルギー需要量の予測を見る限り、化石
燃料の価格が上昇しても、世界の温室効果ガ
ス排出量が持続可能なレベルに下がるわけで
はない。現在から203 0年までの間に、エネル
ギー需要は1.5倍に増加すると予測されている。
需要増の70％は、途上国の需要によるもので
ある。76　この予測どおりになれば、20 0 5 ～
203 0年にエネルギー需要を満たすために世界
が費やす金額は約20兆米ドルに達する。現在、
その投資のかなりの部分はいまだに炭素集約
型のインフラに費やされており、そうした施設
は21世紀後半になってもエネルギーを生産し、
そして二酸化炭素を排出し続けるのである。そ
れがどういう結果をもたらすかは、国際エネル
ギー機関（ＩＥＡ）と気候変動に関する政府間
パネル（ＩＰＣＣ）によるエネルギー関連の二酸
化炭素排出量の予測値と、本報告書で提案す
る持続可能な排出ペースのシナリオとを比べて
みるとわかる。
● 本報告書の排出シナリオに従う場合、205 0
年までに世界の温室効果ガス排出量を対
199 0年比で50％削減しなければならない。
それに対してＩＥＡの予測では、同じ期間に
排出量は約2倍に増える。20 0 4 ～ 203 0年
の間だけで、エネルギー関連の排出量は
55％、量にして14ギガトン増加すると予測さ
れている。

● ＯＥＣＤ諸国の排出量に関して、本報告書
の排出シナリオでは少なくとも80％の削減を
求めているのに対し、ＩＥＡは40％（4 .4ギ
ガトン）の増加を予測している。この増加幅
のおよそ半分は、米国1カ国が占める。米国

の排出量は、199 0年の水準の1 .4 8倍に増
えるという（図1.15参照）。

● ＩＥＡの予測によれば、途上国は世界の二
酸化炭素排出量のおよそ4分の3を占めるよ
うになるというが、本報告書の排出シナリオ
では、途上国に対しても205 0年までに排出
量を1990年の水準から約20％削減すること
を要求する。ＩＥＡの予測どおりだと、途上
国の排出量は199 0年の4倍に増えることに
なる。

● 途上国の国民1人当たりの排出量は急激に
増えているが、豊かな国 と々の差が大きく狭
まるわけではない。203 0年の時点で、ＯＥ
ＣＤ諸国の国民1人当たりの排出量が12トン
なのに対し、途上国は5トンとなる見通しで
ある。2015年の中国とインドの国民1人当
たりの排出量はそれぞれ5 .2トンと1 .1トンだ
が、米国は19 .3トンと予測されている。

● ＩＰＣＣの予測シナリオはＩＥＡのシナリオよ
り包括的で、農業、土地利用の変化、廃棄
物などの排出源と幅広い種類の温室効果ガ
スも盛り込んでいる。ＩＰＣＣのシナリオで
は、排出量は急激に伸び、203 0年までに
60 ～ 79ギガトンになる見通しである。最低
でも、199 0年の水準から1 .5倍に増えるこ
とになる。緩和策を取らなければ、203 0年
までに排出量が2倍に増えることもありうる
という。77

図1.15 いつもどうりでもCO2の排出量は増加傾向にある
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1 排出量の増加を後押しする要因

　未来予測の例にたがわず、これらの数字を
見る際には注意すべき点がある。こうした予測
は、経済発展、人口変動、エネルギー市場、
テクノロジー、政府の政策に関するさまざまな
想定のもとに、もっとも可能性が高いと思われ
る数字をはじき出したものにすぎない。かなら
ずそのとおりに排出量が推移するというわけで
はない。一連のシナリオが浮き彫りにしている
のは、このままのペースで排出を続ければ、や
がて人間と地球が衝突するという厳然たる事
実である。
　この針路を修正するのは簡単でない。以下

の3つの強力な要因がテクノロ
ジー、エネルギー市場の変化、
政府の政策と作用し合って排
出量を押し上げている。
● 人口変動　現時点の予測

によれば、203 0年までに世界の人口は、現
在の65億人から85億人に増加すると見られ
ている。地球全体の排出量を現状維持しよ
うと思えば、1人当たりの排出量を30％減ら
さなければならない計算になる。しかも、
総排出量を現在の水準に保つだけでは、危

険な気候変動は回避できないのである。そ
れに加えて、世界のほとんどの人口増加の舞
台となる途上国では、エネルギー効率が相
対的に低いうえに、まだ満たされていないエ
ネルギー需要がきわめて大きいことも見落と
せない。

● 経済発展　経済発展とその炭素集約的性格
（エネルギー供給源の構成比と経済の産業構
成のもたらす結果）は、排出量を押し上げる
もっとも強力な要因の2つである。この分野
での予測は、常に不確実性がついて回る。
たしかに、気候変動が未来の経済発展にブ
レーキをかけることはありうる。海水面の上
昇が破局的な事態をもたらしたり、「歓迎さ
れざるサプライズ」に見舞われたりした場合
は、なおさらである。しかし、そのブレーキ
は向こう20 ～ 30年間は機能しないかもしれ
ない。ほとんどのシミュレーションによれば、
21世紀末まで気候変動が世界の経済発展の
足を引っ張ることはないという。78　むしろ、
世界経済は目下、史上最長の経済成長を続
けている。過去10年間の世界のＧＤＰの平
均成長率は4％を上回っている。79　このペー
スでいけば、経済生産は18年で2倍に増え
る計算になる。その過程では当然、エネル
ギー需要と二酸化炭素排出量も押し上げら
れる。この四半世紀、世界の経済生産1米
ドルにつき発生する二酸化炭素の量（つまり、
世界経済の「炭素集約度」）は減ってきてお
り、ＧＤＰと炭素排出量の相関関係は弱まっ
ている。この背景には、エネルギー効率の
改善、経済構造の変化（多くの国では、サー
ビス産業が台頭し、炭素集約的性格の強い
製造業の比重が相対的に低下している）、エ
ネルギー供給減の構成比の変化という要因
が働いている。だが、炭素集約度の改善は
20 0 0年以降停滞しており、排出量増加に
いっそう拍車がかかっているのが実際である
（図1.16参照）。

● エネルギー供給源の構成比　この四半世
紀、エネルギー関連の二酸化炭素排出量の
伸び率は、エネルギー需要の伸び率を下回っ

現在エネルギー相場が
高騰しているというだけで、
世界が低炭素型社会に向けて
前進するわけではない。

図1.16 炭素強度の下降は遅すぎて
全面的な排出削減には至らない
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　私たちの生きている世界は、深い亀裂により
分断されている。貧富の極端な格差は、世界
を揺るがす力をもっている。宗教や文化の帰属
意識の違いは、国家や人々の間に緊張が走る
源である。ナショナリズムのぶつかり合いは、
世界の平和と安全を脅かしている。こうしたな
かで気候変動問題は、1つの基本的な事実を
私たちに思い知らせた。その事実とは、私た
ち人類が1つの地球を共有しているということ
である。
　地球上のどこに住んでいようと、どのような
宗教を信じていようと、すべての人類は、生態
系の面で相互依存関係にある世界に生きてい
る。統合の進んだグローバル経済で通商と金
融の流れが世界の人々を結びつけたとすれば、

気候変動は、世界の人々に共通の未来をもたせ
る環境上の結びつきを浮き彫りにした。
　気候変動は私たちがその未来の扱いを間
違った証拠である。気候の安全保障は、究極
の善の公共財にほかならない。地球の大気は
すべての人類の共有財産であり、言うまでもな
く誰一人としてそこから「のけ者」にできない。
対照的に、危険な気候変動は、いわば究極の
負の公共財と言える。一部の国や人 （々とくに
貧しい国や人 ）々が早く害をこうむるにせよ、長
い目で見ればすべての人が損害を受ける。しか
も未来の世代になればなるほど、破局的リスク
に直面するリスクが高まる。
　「もっとも多くの人が共有するものは、もっと
も注意が払われにくい」と、紀元前4世紀に古

てきた。しかしＩＥＡの予測シナリオでは、
203 0年までの期間、二酸化炭素排出量は
エネルギー需要の伸びを上回るペースで増え
るという。エネルギー供給源に占める石炭の
割合が増えることがその原因である。2015
年までの10年間で、石炭による二酸化炭素
排出量は年率2 .7％の割合で増えると予測さ
れている。このペースは、石油の1.5倍に達
する。
　こうした厳しい環境で、必要な規模の気候
変動緩和を実現するためには、国際協力の後
押しのもと政策上の取り組みを継続していかな
ければならない。現在エネルギー相場が高騰
しているというだけで、世界が低炭素型社会に
向けて前進するわけではない。しかし、最近
のエネルギー相場の状況とエネルギー安全保
障への懸念がきっかけになって、低炭素型社
会への移行を目指す動きに弾みがつく可能性
はある。石油と天然ガスの価格が高い水準で
推移している結果、低炭素エネルギーを開発し
ようという機運が高まっている。各国政府も「石
油依存症」への不安を強めており、エネルギー

の安定確保という強力な動機に基づいて、エ
ネルギー効率の改善、低炭素テクノロジーの開
発・普及の奨励、再生可能エネルギーの普及
を通じたエネルギー自給率の向上を追求する政
策が推し進められるようになった。気候変動緩
和策の枠組みについては第3章で詳しく論じる
が、この取り組みを成功させるための土台を4
つ指摘しておこう。
● 炭素税制度と排出権取引制度を導入して、
炭素排出に金を払わせる仕組みをつくる。

● 政府の規制を通じて、エネルギー効率の向
上を後押しし、排出削減の基準をつくり、低
炭素エネルギーを供給する事業者に市場機
会を与える。

● 途上国の低炭素エネルギーへの移行を支援
するための技術移転に資金拠出する多国間
の枠組みをつくる。

● 京都議定書の土台のうえに、これよりずっと
野心的な温室効果ガス排出目標を盛り込ん
だ2013年以降の新しい多国間の枠組みを
確立する。

6 なぜ、危険な気候変動を回避するために行動すべきなのか
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代ギリシャの哲学者アリストテレスは喝破した。
この言葉は、地球の大気と地球の炭素吸収能
力に対する私たちの姿勢にも当てはまる。この
状況を変えるためには、危険な気候変動に向
けて突き進んでいる世界における人類の相互
依存関係について、考え方を改めなければな
らない。

相互依存関係にある世界における気候
の受託者

　世界の国々の政府は、気候変動に対処する
にあたり難しい選択を突きつけられる。倫理、

世代間・国家間の公平、経済、テクノロジー、
個人レベルの行動にまたがる複雑な問題に取
り組まなくてはならないのである。温室効果ガ
スの排出を緩和するための政策を推し進めよう
と思えば、エネルギー政策と人々の行動を根底
から変えなくてはならない。
　これまで本章では、私たちの気候変動への
対応の仕方を決定づける重要な問題の数々に
ついて論じてきた。なかでも、この問題の4つ
の特徴には、とくに留意しなければならない。
その4つの点は、あらゆる気候変動緩和政策の
倫理的側面と経済的側面の核心に関係してくる
ものである。

我ら共通の未来と気候変動特別寄稿

　持続可能な開発が目指すのは、未来
の世代がニーズを満たす能力を損なう
ことなく、現在の世代のニーズを満た
すこと。そしてそれ以上に、社会正義
と平等、そして未来の世代の人権を尊
重することを目的としている。
　私が国連の「環境と開発に関する世
界委員会」の委員長を務める栄誉に浴
してから、20年がたつ。当時、私たち
がまとめた報告書のメッセージはきわめ
て単純なものだった。それは、報告書
の題名『地球の未来を守るために』に
端的にあらわれている。この報告書で
私たちが訴えたのは、人類が持続可能
性の境界線を踏み越え、世界の環境上
の資産を減らしている結果、未来の世
代の幸福が損なわれてしまうということ
だった。しかも、世界の人口の圧倒的
大多数は、限りある資源の乱用につい
てわずかな関わりしかもっていないこと
も明らかである。私たちが見出した問
題の本質にあったのは、機会と分配の
不平等だった。
　『人間開発報告書2007／2008』
では、21世紀の「炭素の予算」という
考え方を提唱し、もっとも信憑性の高
い気候科学のシナリオをもとに、危険
な気候変動を回避するために許容しう
る温室効果ガスの排出量を試算してい

る。現在のペースで排出を続ければ、
私たちは21世紀の炭素予算を2030
年までに使い切ってしまう。私たちのエ
ネルギー消費のパターンは、莫大な生
態系上の負債を積み上げている。その
負債を引き継ぐのは未来の世代だが、
それだけの量の負債を返済することは
不可能である。
　気候変動は、過去に例のない脅威で
ある。まっ先に脅威にさらされるのは、
世界のもっとも貧しい人々ともっとも弱
い人々に他ならない。この人たちはす
でに、地球温暖化の打撃をこうむりな
がら生きている。ただでさえ深い亀裂
で分断された世界にあって、地球温暖
化は貧富の格差を拡大し、生活を向上
させる機会を人々から奪いつつあるの
である。一方、未来に目をやれば、気
候変動は地球環境に破局のリスクを突
きつけている。
　私たちは、世界の貧しい人々と未来
の世代に対して、危険な気候変動を防
ぐために、いますぐ強い決意をもって
行動する責任を負っている。幸い、ま
だ手遅れではない。チャンスは残ってい
る。しかし、はっきり認識しておかなく
てはならない。時計の針は刻一刻と進
んでいる。残り時間は底をつきはじめ
ている。

　豊かな国々は、歴史的な責任を認め
て、リーダーシップを発揮しなくてはな
らない。地球の大気にもっとも大きな
炭素収支を残しているのは、豊かな
国々の国民である。しかも、これらの
国々は、炭素排出量を早期に大幅に削
減する経済的・技術的能力ももってい
るのである。ただし、気候変動の緩和
を豊かな国々だけに任せていいという
わけではない。むしろ、いまもっとも
緊急に取り組むべき課題の1つは、技
術移転に関する国際協力を通じて、途
上国が低炭素エネルギーに移行するの
を可能にすることである。
　いま気候変動は、私たちが『地球の
未来を守るために』で伝えようとした教
訓のいくつかを世界にいやというほど
思い知らせている。持続可能性とは、
抽象的な概念ではない。求められるの
は、人間と地球の間のバランスを取る
こと。それを通じて、今日の世界の貧
困という難題に取り組み、未来の世代
の利益も守らなくてはならない。

――グロ・ハーレム・ブルントラント
（国連「環境と開発に関する世界委員会」
元委員長、元ノルウェー首相）
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● 不可逆性　二酸化炭素などの温室効果ガス
は、いったん排出されてしまうと、事実上取
り返しがつかない。温室効果ガスが大気中
にとどまる期間は数世紀単位である。その
結果、気候システムに及ぶ打撃もなかなか修
復するのが難しい。ほかの種類の環境汚染
は比較的短期間で修復できる場合も少なく
ないが、気候変動によるダメージは、今日の
弱い人々に始まり、遠い未来の人類全体にま
で世代を越えて拡大しかねない。

● グローバル性　大気中の温室効果ガスの蓄
積がもたらす気候の強制力に、国境は関係
ない（国によって、影響を受ける度合いに違
いはあるかもしれないが）。ある国が排出し
た二酸化炭素は大気中に蓄積されて、世界
全体に影響を及ぼす。もちろん、国境を越
えた環境汚染は温室効果ガスの排出・蓄積
だけではない。酸性雨、原油流出、河川の
汚染も、国境を越えた外部性の問題を生み
出す。気候変動がこれらの環境問題と違う
点は、規模の大きさと結果の重大性である。
いかなる国も、1国だけで気候変動問題を解
決することはできない（ただし一部の国は、
ほかの国より大きな貢献ができる）。

● 不確実性と破局　気候変動のシミュレーショ
ンが明らかにするのは、あくまでも蓋然性に
すぎない。つまり言い換えれば、そこには常
に不確実性がついて回るのである。不確実
性、そして未来の破局のリスク。この2つの
組み合わせは、リスクに対する保険として気
候変動緩和策に資金を投じる強力な理由に
なる。

● 近い将来生じる人間開発の後退　将来的に
気候変動によって破局的事態が起きるはる
か前に、早くも深刻な打撃をこうむる人たち
がきわめて大勢いる。21世紀の海水面上昇
からアムステルダム、コペンハーゲン、マン
ハッタンを守ることは、コストがかさむとして
も可能かもしれない。しかし、バングラデ
シュやベトナム、ニジェール川やナイル川のデ
ルタ地帯に暮らす膨大な数の人々の生活と住
居を守ることはできない。いますぐ気候変動

緩和のために手を打てば、21世紀を通して
見た場合に人間開発が後退するリスクを減ら
せるが、恩恵のほとんどは203 0年以降にな
らないとあらわれない。この時期以前の人的
被害を減らすためには、気候変動への適応
を後押しすることが必要となる。

社会正義と環境上の相互依存関係

　この問題を論じるうえで役に立つ社会正義の
理論と効率性実現のアプローチはいろいろある
が、もっともぴったりくるのは、啓蒙思想家で
経済学者のアダム・スミスの言
葉だろう。どういう行動が正
義と倫理に適合するかを判断
する方法として、スミスは実に
シンプルな基準を提案してい
る。「公平で客観的な第三者が見たらどう思う
かという観点で、自分自身の行動を検討すべ
し」と、スミスは述べたのである。80

　もし「公平で客観的な第三者」が見たら、気
候変動問題に対策を講じなかった世代に対し
てかんばしい評価はしないだろう。未来の世代
を潜在的な破局のリスクにさらすという態度は、
基本的な人間的価値を重んじる姿勢とは相容
れない。世界人権宣言は第3条で、「すべての
人は、生命、自由および身体の安全の権利を
有する」と謳っている。気候変動の突きつける
脅威を目の当たりにしていながら何も行動しな
いのは、この普遍的な権利をあからさまに侵害
する態度と言わざるをえない。
　持続可能性という考え方の中核にあるのは、
世代間の公平の原則である。国連の「環境と
開発に関する世界委員会」が持続可能な開発と
いう考え方を国際的な重要課題と位置づけて
から、20年がたった。その根底にある考え方
は、ここで改めて確認しておく価値がある。気
候変動緩和に優先課題として取り組まないまま
の状態が続いた場合、その理念がいかに完全
に踏みにじられてしまうかがわかるだけでも、
意義がある。「持続可能な開発とは、現在の人々
の需要と願望を満たしつつ、未来の人々が需要

温室効果ガスの排出を
緩和するための政策を
推し進めようと思えば、
エネルギー政策と人々の行動を
根底から変えなくてはならない。
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と願望を満たす能力を損なわないように努める
こと」である。81

　この考え方は、今日の気候変動問題をめぐ
る政策論議にも当てはまり、大きな意味をもつ。
もちろん、持続可能な開発と言っても、すべて
の世代が前の世代から受け継いだそっくりその
ままの形で地球環境を次の世代に引き渡せる
わけではない。未来の世代のために残すべき
なのは、実質をともなう自由を享受し、選択を
行ない、有意義だと考える人生を送る機会であ
る。82　気候変動はゆくゆく、そうした自由と選
択の幅を狭め、人々が自分の運命を自分で決

める能力を奪う。
　未来のことを考えるべきだと
言っても、同時代の社会正義
を軽んじるべきだという意味
ではない。「公平で客観的な

第三者」は、気候変動を放置することが今日の
社会正義、貧困、不平等に対してもつ意味も
考えるはずである。ある社会の倫理面での基
盤の強さは、その社会のもっとも弱い構成員に
対する接し方で判断できる面がある。問題の原
因をほとんどつくっていない世界の貧しい人々
に、気候変動による打撃をまっ先に受けてしま
うというのは、不平等と不正義をまかり通らせ
ることを意味する。
　人間開発の観点から言えば、現在と未来は
結びついている。長い目で見れば、気候変動
の緩和と人間開発の促進との間に一方を追求
すれば他方を犠牲にせざるを得ないという二律
背反というトレードオフの関係はない。ノーベ
ル経済学賞受賞者のアマルティア・センは本報
告書に掲載した特別寄稿の中で、人間開発と
環境の持続可能性は、人間が実質をともなう
自由を手にするうえで欠かせない要素だと述べ
ている。
　適切な気候変動対策を取ることは、今日の
人々の実質的自由を押し広げ、しかも未来の世
代がそうした自由を活用する道を狭めないよう
努める姿勢のあらわれと言える。83　求められる
のは、気候変動により多くの人類に及ぶリスク
が高まっていくという状況に対処しながら、今

日の人類の進歩を維持することである。
　間違いないのは、いま気候変動という問題
に直面して、私たちが人類の相互依存性につい
て考え方を変えなくてはならないということで
ある。古代ギリシャの哲学者たちによれば、人
間の帰属意識は、家族、地域、国、世界とい
う同心円で表現できる。内側の小さな円（＝家
族）から外側の大きな円へいくほど、帰属意識
が薄まるというのである。経済学者のアダム・
スミスや哲学者のデービッド・ヒュームなどの
啓蒙思想家たちも、この枠組みを援用して、人
間の行動の動機づけについて説明した。経済
と環境の面で相互依存関係の増している今日
の世界では、同心円と同心円の間の間隔が狭
まりはじめている。哲学者のクワメ・アッピア
の言葉を借りれば、「あなたが存在を知ってい
る人と影響を及ぼす人のすべてに対して、あな
たは責任を負っている。この点を指摘するの
は、道徳の考え方を強調するためである」。84　

いま、私たちは遠く離れた土地に暮らす人々の
「存在を知っている」。そして、自分たちのエネ
ルギーの使い方が気候変動という形でその人た
ちに「影響を及ぼす」ことも、私たちはわかっ
ているのである。
　こう考えると、気候変動はいくつかの難しい
道徳上の問題を私たちに突きつけている。エネ
ルギー使用とそれにともなう温室効果ガス排出
は、机上の空論ではない。それは、人類の相
互依存関係の一部をなす行為なのである。ヨー
ロッパで誰かが部屋の照明をつけたり、米国
で誰かがエアコンのスイッチを入れるとき、そ
の人は地球規模の気候システムを通じて、世界
のもっとも弱い人たち、エチオピアでぎりぎり
の生活を送っている小規模農家や、マニラのス
ラム地区の住人、ガンジス川のデルタ地帯に住
む人たちと結びついている。ヨーロッパや米国
でエアコンを使う人たちは、未来の世代とも結
びついている。自分の子どもや孫だけでなく、
世界中の人々の子どもや孫の世代ともつながっ
ているのである。危険な気候変動の影響が貧
困と未来の破局のリスクに波及することが証拠
により明らかである以上、環境面での相互依存

求められるのは、気候変動に
より多くの人類に及ぶリスクが
高まっていくという状況に
対処しながら、今日の
人類の進歩を維持することである。
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1受託者責任、倫理、宗教――気候変動に関する共通認識Box1.4

私たちは祖先から地球を相続したので
はない。子どもたちから借りているのだ。

――アメリカ先住民のことわざ

　持続可能性とは、1992年の地球サ
ミットではじめて発明された概念ではな
い。受託者責任、世代間の正義、共
有の環境に対する共通の責任を重んじ
る考え方は、実にさまざまな宗教や倫
理体系の土台になっている。気候変動
のもたらす問題に光を当てるうえで、宗
教の果たせる役割は大きい。
　宗教は、変化を後押しする役割も果
たせる可能性がある。共通の価値観と
いう土台のもとに大勢の人々を動かし
て、根本的な道徳上の問題に対して行
動を取らせることができるかもしれな
い。受託者責任に関しては、宗教によっ
て神学的・精神的解釈の仕方が大きく
異なるが、世代間の正義と弱者への配
慮という基本原則は多くの宗教に共通
している。
　信仰の違いが生み出す紛争にばかり
関心が集まっている時代に、気候変動
は、異なる宗教間の対話と共同行動を
実現するチャンスでもある。いくつかの
際立った例外はあるものの、宗教指導
者は、社会で果たせる役割を十分に果
たしていない。その結果として、気候
変動問題について道徳的な面での検討
がきちんとなされていない。宗派間の
共同行動の土台となりうる考え方は、
さまざまな宗教の基本的な聖典や現在
の教えに根づいている。
● 仏教　仏教用語で「個人」を意味す
る言葉は、「サンタナ（流れるもの）」
である。ここには、人間と環境の結
びつき、世代間の結びつきという意
味が込められている。仏教の教えで
は、自分の行動を変えることを通じ
て世界を変えるという個人の責任を
強調している。

● キリスト教　キリスト教のさまざまな

宗派の神学者が気候変動について論
じている。カトリック教会のバチカン
市国の国連オブザーバーは、「生態
系上の改宗」と「気候変動問題に効
果的に立ち向かう精密な約束」の必
要性を訴えた。世界教会評議会（Ｗ
ＣＣ）は強力で説得力豊かな主張を
展開し、神学上の懸念に基づいて対
策を求めている。「気候変動により
もっとも打撃をこうむるのは、世界
の貧困層と弱者、それに未来の世代
である。豊かな国々は、応分をはる
かに上回る割合でグローバルな公共
財を消費している。その生態系上の
負債を返済するために、豊かな国々
は、ほかの人々が気候変動に適応す
るためのコストをすべて負担すべきで
ある。貧しい人々の正当な開発の
ニーズを満たせるようにするために
は、豊かな国が排出量の思い切った
削減に踏み切らなければない」

● ヒンズー教　自然を聖なる建設物と
みなす考え方は、ヒンズー教の教え
に深く根ざしている。マハトマ・ガン
ジーはヒンズー教の伝統的価値観に
のっとり、非暴力、あらゆる形の生
命の尊重、人間と自然の調和の重要
性を訴えた。ヒンズー教の生態系に
関する教えには、受託者責任の考え
方もあらわれている。ヒンズー教の
高位の指導者の1人スワミ・ビブドヘ
シャは、こう記している。「土壌の生
産力をすべて使い果たし、未来の世
代に生産力の乏しい土地を引き渡す
権利など、いまの世代にはない」

● イスラム教　自然環境に関するイス
ラムの教えの源は、コーラン、ハ
ディース（預言者の言行をまとめた詳
細な記録）、イスラム法（シャリーア）
である。人間は自然の一部とみなさ
れており、浪費と環境破壊を否定す
る教えが繰り返し唱えられている。
イスラム法は、共有の財産たる環境

を守るための既定を数多く含んでい
る。コーランの「タウヒード（唯一
性）」の概念には、神の創造物に関す
る世代を越えた統一性という考え方
が込められている。地球と天然資源
を未来の世代のために保存し、人間
が自然界の守護者として振る舞うべ
きだという既定もある。こうした考え
方に基づいて、オーストラリア・イス
ラム評議会はこう述べている。「神は、
あくまでも人間が自然を大事にする
という厳格な条件のもとで、人間を
信頼して、自然の恵みを享受すること
を認めたのである……時間切れが近
づいている。宗教者は神学上の違い
を忘れて、世界が気候上の破滅を迎
えないように手を携えるべきである」

● ユダヤ教　ユダヤ教の根本をなす教
義には、環境保護の精神と合致する
考え方が多く含まれている。ある神
学者の言葉を借りれば、ユダヤ教の
律法は被創造物のなかで人間に特権
的な地位を認めているかもしれない
が、それは「暴君として君臨」するこ
とを認めたものではない。実際、自
然環境の保護を求める戒律は多い。
米国ラビ中央会議は、ユダヤ教の哲
学を気候変動問題に当てはめて、こ
う述べている。「私たちは、現在と
未来の世代に害が及ぶことを防ぎ、
神の創造物を保全するために、でき
る限り理にかなった取り組みをする
厳粛な義務を課せられている……そ
のための化石燃料以外のエネルギー
や輸送・交通手段の技術といったテ
クノロジーをもっているにもかかわら
ず、そうした取り組みを怠るとすれ
ば、許しがたい責任放棄と言わざる
をえない」
出典：Climate Institute 2006 ;IFEES 
2006 ;Krznaric 2007.
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関係にともなう責任を無視して、気候変動に拍
車をかければ、道徳に反する振る舞いと言われ
ても仕方がない。
　私たちが気候変動対策に取り組むべき道徳
上の根拠は、なによりも各益者の信頼を得て一
定の任務を遂行する者の義務としての受託者
責任、社会正義、倫理上の責任にある。思想
信条で分断されがちな世界にあって、こうした
考え方は、宗教や文化の違いを越えた共通の
ものとして、さまざまな宗教団体の指導者たち
が手を携えて行動する土台にもなりうる
（Box1 .4参照）。

ただちに行動を取るべき経済的理由

　野心的な気候変動緩和策を実行するには、
いますぐ、低炭素型社会への移行に資金を投

じなくてはならない。そのコス
トのほとんどは、今日の世代
にのしかかる。なかでももっと
も大きな負担を強いられるの
は、豊かな国々である。一方、

そうした取り組みの生み出す恩恵は、国境と時
代を越えて共有される。未来の世代には、リス
クが減るという恩恵があるし、今日の貧しい
人々には、人間開発が前進する見通しが高まる
という恩恵がある。では、いますぐ気候変動
対策を実施することは、費用対効果の面で理
にかなっているのか。
　英政府の委嘱で作成された報告書『気候変
動の経済学』（スターン報告書）は、この疑問
について明確な答えを示した。同報告書は、
長期的な経済モデルによるシミュレーションを
もとに費用便益分析を実施した。地球温暖化
により未来の世界がこうむるコストは、世界の
年間国内総生産（ＧＤＰ）の5 ～ 20％になる可
能性が高いという結論を導き出した。しかし同
報告書によれば、こうした未来の損失を防ぐに
は、ＧＤＰの1％程度の費用を投じて気候変動
緩和策を実施し、温室効果ガス濃度を
550ppmCO2ｅで安定化させるだけでいいとい
う（スターン報告書は、本報告書の提案する

450ppmという野心的な目標より緩やかな
550ppmという目標を掲げている）。
　要するに、対策を講じない場合と比べて、予
防策を取るほうが結果も好ましく、コストも安く
すむ以上、温室効果ガス排出を早期に大幅に
削減するべきであることはほぼ疑問の余地がな
いのである。
　スターン報告書に異論を唱える人たちもい
る。要するに、同報告書の費用便益分析は、
早期に大幅な排出削減が望ましいという証拠
にならないというのである。反論の中身はきわ
めて多岐にわたる。スターン報告書も批判論者
も、議論の出発点はあまり違わない。両者とも、
気候変動による世界規模の本格的なダメージ
が生じるのは遠い未来だと考える。違うのは、
その損害をどう評価するかという点である。報
告書を批判する人たちに言わせれば、未来の
世代の幸福の値打ちは大幅に割り引いて考え
るべきだという。現在のコストと比較考量する
にあたって、未来の恩恵に対して、スターン報
告書ほど大きな価値を認めるべきではないとい
うのである。
　批判論者が唱える政策の処方箋は、スター
ン報告書と異なる。85　批判論者は、さしあた
り緩やかなペースで排出量を減らし、その後で
削減ペースを速めていくべきだと主張する。そ
の頃には、世界経済がいまよりもっと豊かにな
り、テクノロジーも進歩しており、排出削減が
しやすくなるはず、と考えるのである。86

　20 0 6年10月にスターン報告書が発表され
て以来、さまざまな議論が続いている。この
報告書が大きな反響を呼んでいる最大の理由
は、世界の政策当局者が直面しているもっとも
中核的な問いの核心に切り込んでいることにあ
る。その問いとは、気候変動緩和策はいます
ぐに実行しなくてはならないのかという疑問で
ある。それに加えて、この報告書は、経済と
倫理の関係に疑問を投げかけた点でも意義が
ある。この問題は、危険な気候変動が突きつ
ける脅威を前にして人類の相互依存関係をどう
考えるかという点に大きな意味をもってくる。

いますぐ気候変動対策を
実施することは、費用対効果の面で
理にかなっているのか。
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未来を割り引いて考える――倫理と経済

　この問題をめぐる議論の中心をなすのは、社
会的割引率という考え方である。気候変動を
緩和するためのコストは現時点でかかるのに対
し、その恩恵は未来に発生する。そこで、費
用便益分析を行う際に問題となる点の1つは、
未来の価値を現在の価値にどうやって換算す
るかという点である。未来に発生する恩恵をど
の程度予測して考慮に入れればいいのか。こ
の問いに答えるための道具が、社会的割引率
である。この割引率を決めるにあたっては、未
来の恩恵の価値に評価を加えなくてはならない
（純粋時間選好率）。それに加えて、消費が1
米ドル増えるごとに社会が得る価値の大きさを
どう考えるかについても、評価を加える必要が
ある。この第2の点は、所得の増加にともなう
限界効用逓減の問題に関わるものである。87

　気候変動緩和策の費用と効果、そして対策
を講じるべき時期をめぐるスターン報告書と批
判論者の間の対立は、ほぼ、この割引率に関
する考え方の違いによるものと考えられる。割
引率の違いがなぜ大きな意味をもつのかは、
次の例を見れば明白だろう。5％の割引率を適
用する場合、2057年の所得減10 0米ドルを防
ぐために今日支出するに値する金額は9米ドル
だけ。割引率ゼロの場合は、今日10 0米ドル
拠出しても割に合う計算になる。このように割
引率が高くなるほど、温暖化による未来の損害
を今日の価値に換算した金額は小さくなってい
く。気候変動のように長い時間軸で考える必
要のある問題の場合、割引率を高く設定する
と、複利の効果が働く結果、費用便益分析は、
緩和策を先送りする強い理由になりかねない。
　本報告書では、人間開発の観点に立つと、
純粋時間選好率を低く設定したスターン報告
書の立場が正しいと考える。88　遠い将来の問
題だというだけの理由で未来の人々の幸福の
価値を割り引いて考える発想は、正当性を欠
く。89　未来の世代の幸福をどう考えるかは、
倫理上の価値判断の問題である。実際、社会
的割引率の考え方を最初に唱えた人たちも、
純粋時間選好率により未来の価値を割り引く

手法は「倫理上の非難を免れない」と認めてい
る。「こうした発想が出てくるのは、想像力の乏
しさ以外の何物でもない」とまで述べている。90　

未来の世代の人権には私たちの人権と同等の
重みがあると考え、それを割り引いて計算しな
いのと同じように、私たちは「神の代理人とし
て地球の世話をすることを委託されている」と
の責任を受け入れ、この問題でも未来の世代
に今日の世代と同じ倫理的重みをおくべきであ
る。なにしろ、2％の純粋時間選好率を採用す
ると、2043年に生まれる人には、20 0 8年生
まれの人の半分の倫理的重みしかないことに
なってしまう。91

　未来の価値を割り引いて考
える発想を前提に、未来の世
代ほど気候変動緩和に関して
大きなコストを負担すべきであ
り、いますぐ対策を講じる必
要はないと唱えるのは、倫理
上容認できる考え方ではなく、世代を越えた人
類共同体の一員としての道徳的な責任を放棄す
る態度と言わざるをえない。倫理上の諸原則
は、市場に参加できない人たち（＝未来の世代）
や発言力のない人たち（＝子どもたち）の利害
を政策に反映させるための重要な原動力となる
べきである。だからこそ、気候変動緩和策を
考えるうえで、倫理の問題を意識的にはっきり
と取り上げる必要がある。92

不確実性、リスク、不可逆性――破局のリスク

に対する保険の必要性

　いますぐ気候変動緩和策を取るべきか否か
に関する議論は、リスクの性格と時期を検討す
ることから出発しなければならない。この議論
で決定的な意味をもつのは、不確実性である。
　すでに指摘したように、将来の気候変動に
関して不確実な要素があるということは、破局
的結果が起きる危険性も常にあるという意味に
理解すべきである。地球の平均気温の上昇幅
が2℃の枠に収まるより、5℃を突破する確率の
ほうが高い状況では、「不愉快なサプライズ」が
破局的な結果をもたらす確率は時とともに高

世界の国々の政府は
国防やテロ対策に関して、
未来に得られる効果や
未来に直面するリスクの性質が
はっきりしないという理由で
予算を投じることを拒んだりはしない。
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まっていく。そうした思わぬ打撃がどの程度深
刻なものになるか、はっきりしたことはわから
ない。しかし、たとえば西南極の氷床が溶解
すれば、人類の居住可能地域と経済活動に影
響が及ぶ危険がある。大規模な気候変動緩和
策は、破局的リスクに対する未来の世代の保
険の前払いと考えるべきである。93

　リスクの大きさを考えれば、早期に対策を取
らなければならない。詳しいことがわかるまで
コストのかかる対策を先送りしようという発想
は、気候変動以外の政策領域では受け入れら
れていない。世界の国々の政府は国防やテロ
対策に関して、未来に得られる効果や未来に

直面するリスクの性質がはっき
りしないという理由で予算を
投じることを拒んだりはしな
い。むしろ、リスクの大きさを
解明し、未来に深刻な損害が

生じる確率に照らして、リスク軽減のための予
防措置を取ることが割に合うかどうか判断をく
だそうとするだろう。94　要するに、コスト、効果、
リスクをはかりにかけたうえで、不確実だが潜
在的危険性のあるリスクから国民を守るために
保険をかけるのである。
　ただちに気候変動対策を講じる必要性を否
定する主張には、広い視野で見ると数々の問題
点がある。「しばらく様子を見る」というアプロー
チが理にかなっている可能性のある政策分野
もたくさんあるが、気候変動問題は違う。温室
効果ガス濃度上昇の蓄積的・不可逆的性格を
考えると、政策を誤った場合に修正するのは簡
単でない。たとえば、いったん CO2ｅ濃度が
750ppmまで上昇してしまうと、未来の世代に
はもはや450ppmで濃度を安定化させるという
選択肢は残されていない。西南極の氷床が崩
壊した場合に破局的な結果がもたらされるかど
うか「様子を見る」というアプローチを取れば、
もう引き返せない。氷床を再び海底とくっつけ
ることはできないのである。こうした気候変動
の不可逆性を考慮すると、予防的措置を取る
重要性はひときわ高い。しかも、きわめて不確
実性の高い領域で破局的結果が生じる恐れが

あるので、気候変動緩和という課題への対処
の仕方を限界分析の手法により判断するのに
は限界がある。要するに、どんなに可能性が
小さくても無限大の損害が生じる恐れがあれ
ば、そのリスクはきわめて大きいと考えるべき
なのである。

１つの世界を越えて――なぜ、負担の不均等が問

題なのか

　割引率に関する2番目の側面も議論の対象に
なってきた。未来の総消費量が今日と同じでな
いとすると、未来に消費が1米ドル増えること
にどの程度の価値を認めるべきなのか。未来
の世代が今日より経済的に繁栄すれば、消費
量が1米ドル増えても今日の1米ドルほどの値打
ちはないという点では、未来の世代に今日の世
代と同等の倫理的重みを認める人でもおおかた
異論がないだろう。所得が増えていけば、1米
ドルの所得増がもつ重みについて疑問が持ち
上がる。未来の消費増をどの程度割り引いて考
えるべきかは、社会的選好、すなわち1米ドル
の増加分に対してどれだけの価値を認めるか
によって決まる。批判論者に言わせれば、この
点でスターン報告書の採用した変数が小さすぎ
る結果、同報告書の社会的割引率が現実離れ
して小さくなっているという。この点に関する議
論は純粋時間選好率の議論と異なり、きわめ
て不確実性の高い状況下における経済成長を
予測するという作業が関係してくる。
　もし世界が1つの国で、未来の国民に対して
倫理上の関心を払うとすれば、破局的なリスク
に対する保険として気候変動緩和策にかなりの
投資をするに違いない。しかし現実の世界で
は、対策が遅れることによるコストは、世界の
すべての国や人に均等に降りかかるわけではな
い。気候変動による社会的・経済的打撃は、
世界のもっとも貧しい国 と々その国のもっとも貧
しい人々に格段に重くのしかかる。こうした不
均等が人間開発に及ぼす影響についていま早
急に行動すべき最大の理由の1つと言ってもい
い。しかし、世界を1つのまとまりと見なして割
引率を論じる人たちはおうおうにして、この点

対策が遅れることによるコストは、
世界のすべての国や人に
均等に降りかかるわけではない。
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を見落としている。
　被害の大きさの不均等を考慮に入れずにグ
ローバル規模の費用便益分析をすれば、気候
変動に関するさまざまな問題が見えにくくなり
かねない。費用便益分析では、被害の度合い
は同じでも、豊かな国々や人々が受ける打撃が
強調される結果になる。簡単な例で見てみよう。
世界のもっとも貧しい26億人の所得が20％減っ
ても、世界の1人当たりＧＤＰの下落率は1％に
満たない。気候変動による旱魃の直撃を受け
てエチオピアの最貧層280 0万人の所得が半減
したとしても、世界の貸借対照表にはほとんど
影響がない。世界のＧＤＰはたったの0 .0 0 3％
しか減らないのである。それに加えて、費用便
益分析では測れない問題もある。本質的に重

要なものに対して私たちが感じている価値は、
金額という形で表現することが難しい（Box1 .5
参照）。
　被害の不均等という重要な問題は、気候変
動緩和策が必要か否かを論じる際にえてして
忘れられてしまう。割引率全般に関する議論と
同じように、所得水準の異なる人々や国の所得
の増減を同列に論じていいか、という点も意識
的に検討する必要がある。しかし、世代間の
不均等の問題と同時代の人々の間での不均等
の問題とでは、1つ重要な違いがある。世代間
の不均等の場合、本格的な気候変動緩和策に
着手すべき根拠は、不確実ではあるが潜在的
危険性のある破局的リスクに備えるために保険
的措置が必要だという点にある。一方、同時

費用便益分析と気候変動Box1.5

　いますぐに気候変動緩和策を実施す
ることの是非をめぐる議論のかなりの
部分は、費用便益分析を通じてなされ
ている。この分析手法により、さまざ
まな重要な問題が浮き彫りになったこ
とは間違いない。しかし費用便益分析
に限界があることも見落としてはいけな
い。費用便益分析の枠組みは合理的
意思決定に欠かせないツールだが、気
候変動問題の分析ツールとしては重大
な制約があり、この手法だけでは根本
的な倫理上の疑問に答えられない。
　費用便益分析を気候変動問題に適
用する場合に障害になる要素の1つは、
時間軸の長さである。費用便益分析に
は常に不確実性がついて回るが、気候
変動緩和策を分析する場合は不確実性
の幅がきわめて大きい。10年、20年
単位で費用と便益を予測することは、
道路建設などの単純な投資の場合でも
簡単でない。ましてや100年以上先の
ことを予測するとなると、ほとんど推
測の世界になってしまう。ある論者の
言葉を借りれば、「気候変動のシナリ
オの100年後のコストと恩恵を予測す
る試みは、サイエンスというより、類推

によるあてずっぽうに近い」のである。
　もっと根本的な問題は、この分析手
法によって測れるものの中身である。
国内総生産（ＧＤＰ）は、国の経済の重
要な一側面を測る物差しではある。し
かし、この面でも限界がある。ＧＤＰ
で測れるのは、国富の増減と国富の創
出のために用いられた資本の償却でし
かない。環境がこうむるダメージのコス
トも、森林や水資源などの環境上の資
産の償却についても把握できない。エ
ネルギー使用を通じて生み出される富
はＧＤＰに含まれるが、地球の炭素吸
収源の枯渇による損失は算入されない
のである。
　「手元にある道具がハンマーだけだ
と、あらゆる問題が釘に見えてくる」と
は、心理学者のブラハム・マズローの
言葉である。コストを計算するための
道具が市場価格だけだと、値札のつけ
られないもの、たとえば種の存続、き
れいな河川、森林、荒野は値打ちがな
いように見えかねない。たとえ現在と
未来の世代にとって大きな価値のある
ものでも、バランスシートに載らないも
のは見落とされてしまう危険がある。し

かしなかには、いったん失われてしまう
と、どんなにたくさん金をつぎ込んでも
取り戻せないものもある。市場価格で
は価値が計算できないものもある。そ
れなのに、費用便益分析だけで考えよ
うとすると、間違った答えを導き出して
しまう恐れがあるのである。
　気候変動は、人間と生態系の関係を
根本から問う問題である。皮肉屋とは
「あらゆるものの値段を知っているの
に、いかなるものの価値も知らない人
間」のことであると言ったのは、作家の
オスカー・ワイルドだが、気候変動を
緩和するために策を講じない場合に生
じる打撃の多くは、人間の生活と環境
の本質的に価値のある部分、バランス
シートの数字では評価できない要素に
影響を及ぼす。だからこそ、自動車や
産業機械、食器洗い機に対する投資
の判断（言い換えれば、割引率）と同じ
やり方で気候変動緩和に対する投資の
判断をくだすことはできないのである。
出 典：Broome 2 0 0 6 b;Monbiot 
2 0 0 6 ;Singer 2 0 0 2 ;Weitzman 
2007.
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代における所得水準の違いの面では、対策が
求められる根拠は、世界のもっとも貧しい人々
がこうむる現実の経済的打撃にある。95

　開発の段階が異なる国や人々の間で不均等
な結果が生じるという懸念は、気候変動緩和
に限ったものではない。いま緩和策を実践す
れば、人間開発上の効果が着実に発生し、と
くに21世紀後半にはその効果が高まっていく。
すぐに対策を講じないと、貧困削減の取り組み
の足が引っ張られて、何百万もの人々が破局的
結果に直面する。バングラデシュなどの国々で
土地が水没して移住を余儀なくされる人が大量
に出てきたり、サハラ以南のアフリカで旱魃が

起きて飢餓に苦しむ人が大量
に出てきたりする。
　もっとも、現在と未来の間
にきれいに境界線を引くことは
できない。気候変動はすでに

世界の貧しい人々の暮らしに打撃を与えている
し、たとえいま緩和策を実施しても気候変動が
今後さらに進行することは避けられない。つま
り、気候変動にともなう打撃の不均等を防ぐた
めには緩和策だけでは十分でなく、21世紀前
半には大々的な緩和策と並行して気候変動へ
の適応策を実践する重要性が高いのである。

市民の行動を引き出す

　ＩＰＣＣなどの活動を通じて気候科学の成果
が紹介された結果、地球温暖化に対する私た
ちの理解は深まった。気候変動に関する経済
学的分析のおかげで、コストについての考え方
の選択肢も見えやすくなった。しかし結局のと
ころ、政策の変化を突き動かすのは、あくまで
も世論の関心である。

世論は変革の原動力

　世論はさまざまな面で大きな意味をもつ。な
ぜ気候変動が緊急の課題なのか世論が理解す
れば、政府が思い切ったエネルギー政策の変
革に踏み切りやすい政治環境が生まれる。ほ
かの分野と同じく、市民による政策の監視も欠

かせない。市民が監視していないと、立派な
理念を高らかに宣言するばかりで、実質的な政
策がともなわないという結果になりかねない。
Ｇ8諸国の途上国援助の約束はいつも、まさに
そうした空手形に終わっている。気候変動問
題は、長い時間軸で改革のプロセスを続けなく
てはならないという点で、ほかの領域と比べて
も性格を異にしている。
　いま、変革を推し進める強力な勢力が新た
に登場しはじめている。米国では、非政府組
織（ＮＧＯ）や財界リーダー、超党派の研究機
関が「気候変動連盟」を組織。ヨーロッパの各
国では、ＮＧＯや教会系のグループが緊急の
行動を求める運動を力強く展開している。「気
候のカオスをストップする」という言葉は、運動
の目標を表現するキャッチフレーズ、運動のス
ローガンになった。「グローバル気候キャンペー
ン」という団体は国境を越えたネットワークを築
いて運動を展開し、政府間の高官レベルの会
合の前、会合の期間中、会合の後に、各国政
府に働きかけている。大半の多国籍企業は、
わずか5年ほど前まで気候変動問題の市民運
動に対して無関心、もしくは敵対的だったが、
いまでは対策の必要性を訴え、気候変動緩和
を支援する姿勢をはっきり打ち出すよう政府に
求める企業も増えている。産業界の指導者の
多くも、現在の傾向は持続不可能であり、もっ
と持続可能性の高い方向に投資のあり方を変
えていかなくてはならないと気づきはじめた。
　これまで、市民運動は変革を後押しする強
力な力になってきた。奴隷廃止に始まり、民主
主義や公民権、男女平等、人権を求める戦い、
新しいところでは「貧困を過去のものに」するこ
とを目指す運動にいたるまで、市民の運動は人
間開発の新しい機会をつくり出してきた。ただ
し、気候変動に取り組む運動には、この問題
の性格に根ざした特有の難しさがある。時間
切れが近づいているうえに、道を誤れば人間開
発の後退は取り返しがつかない。しかも、長
期間にわたり多くの国で政策の変更を継続しな
ければならない。つまり、気候変動問題には
お手軽な解決策などないのである。

世論の関心と支持は
高まってきたが、
まだ十分とは言えない。
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1世論調査の結果が示す不安

　世論の関心と支持は高まってきたが、まだ十
分とは言えない。この面での到達状況を明らか
にするのは難しいが、世論調査の結果、とくに
世界のもっとも豊かな国々の世論の状況には、
不安をかき立てられる。
　世界の先進国では、気候変動問題は社会の
重要な論点になった。メディアの報道もかつて
なく増えている。映画『不都合な真実』を見た
人は膨大な数に上る。スターン報告書などの
報告書が相次いで発表されて、世論の理解と
精密な経済学的分析の間の距離が狭まってき
た。地球の健康状態についてＩＰＣＣが発した
警告は、気候変動に関する証拠を理解する明
確な土台になった。しかしこうした好材料の半
面、世論を支配しているのは依然として、無関
心と悲観主義の合わさった思考なのである。
　最近の調査結果に、それがよくあらわれてい
る。ある大規模な国際調査によると、先進国
では途上国に比べて、気候変動を差し迫った
脅威と考える人の割合がはるかに小さい。たと
えば、気候変動を世界が直面する「最大の課題
の1つ」とみなす人は、英国ではたったの22％で
ある。この割合は、中国ではほぼ半数、インドで
は3分の2に達する。気候変動を世界の最大
の懸案と考える人の割合が高い順に世界の国
国を順位づけすると、上位を占めるのは途上
国。ブラジル、中国、メキシコがランキングの最
上位に名を連ねる。同じ調査によれば、豊か
な国では諦めの感情が途上国より著しく高く、
気候変動回避の可能性に対して懐疑的な人が
多い。96 国ごとの細かい調査結果も、この世界
的な傾向を裏づけている。米国では、気候変
動緩和策をめぐり議会で激しい議論が戦わさ
れているが、世論の動向は、緊急の対策を後
押しする確固たる基盤にはなりえていない。
● 米国人のおおよそ10人に4人は、地球温暖
化に関して、人間の活動に責任があると考え
ている。しかし、地球の気候システムの自然
なパターンが温暖化のすべての原因だと思っ
ていたり、そもそも地球が温暖化していると

いう科学的証拠はないと思っていたりする人
も、合わせれば同じくらいの割合に達する
（それぞれ全体の21％と20％）。97

● 気候変動を「深刻な問題」と考える米国人が
41％いる半面、「やや深刻」としか考えてい
ない人が33％、「深刻でない」と考える人も
24％いる。重大な不安を感じているという人
は19％止まり。この割合は、ほかのＧ8諸国
より格段に低く、多くの途上国とは比較にな
らないほど低い。98

● この問題に対する意識は、いまだに支持政
党により大きくわかれている。共和党支持者
よりは、民主党支持者のほ
うが気候変動問題への関心
が高い。ただしどちらの政
党の支持者も、選挙で候補
者を選ぶ基準としてこの問
題をさほど重要視していない。気候変動問
題の優先順位は、19の争点のうち、民主党
支持者で13番目、共和党支持者で19番目
でしかない。

● 世論の関心が高まらないのは、リスクや危険
が自分たちの身に迫っていないという意識と
結びついている。気候変動により家族や地
域社会に打撃が及ぶことをもっとも心配して
いるという人は、わずか13％である。半数の
人は、まっ先に打撃を受けるのはよその国の
人々や自然環境だと思っている。99

　世論調査の結果を解釈する際には、注意し
なくてはならない点がある。世論は不変なわけ
ではない。変化しはじめている可能性もある。
明るいニュースもいくつかある。米国はほかの
国の動向に関係なく温室効果ガスの排出量を
減らすべきだと、地球温暖化について聞いたこ
とのある米国人の約90％が考えている。100　と
はいえ、「政治はすべて地元志向」という格言
が真実だとすれば、現在の世論のリスク認識
のレベルでは、強力な政治的うねりは生まれづ
らい。いまだに、気候変動は遠くの緩やかなリ
スクだという見方が圧倒的に多く、打撃をこう
むるのはおおむね時間的・地理的に遠く離れた
人たちだと考えられているのである。101

世論を形成・変化させるうえで、
メディアが果たす役割は
きわめて大きい。
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1
　ヨーロッパでは米国よりずっと世論の意識が
進んでいるとよく言われるが、世論調査の結果
を見る限り、この認識には根拠がない。ＥＵ
加盟国の国民の10人中8人以上は、自分たち
のエネルギー消費・生産のあり方が気候に悪影
響を及ぼしていることを知っている。102　しかし、
このことに「ある程度不安を感じている」という
人は半分程度でしかない。ヨーロッパのエネル
ギー調達先の多角化が不十分であると不安を
感じている人のほうがはるかに多かった。
　ヨーロッパの一部の国では、世論の悲観主
義的傾向が著しく高い。たとえば、フランス、

ドイツ、英国では、「私たちは
気候変動を止める」という質問
項目に「はい」と答えた人の割
合は、5 ～ 11％程度である。
驚いたことに、ドイツでは10

人に4人が気候変動対策など無駄だと答えてい
る。その理由としてほとんどの人は、どっちみ
ち手の施しようがない、という認識を示してい
る。103こうした現状を考えると、世論の啓蒙に
もっと力を入れるべきだとはっきり言えるかもし
れない。
　こうした世論調査結果は、いくつかの点で気
がかりである。まずなによりも、豊かな国の人々
が自分たちの行動の生む結果をどの程度理解
しているのか疑わしい。自分たちの行動が未
来の世代や途上国の貧しい人々に及ぼす影響
をこの人たちがもっとはっきり理解していれば、
いますぐに対策を講じるべきだという考え方が
いまよりずっと広く支持されているはずである。
気候変動を理解不能な現象とみなす人が多い
ことも、対策を実行に移すうえでの障害になる。
そうした認識は無力感を生むからである。

メディアの役割

　世論を形成・変化させるうえで、メディアが
果たす役割はきわめて大きい。メディアは、政
府の行動を監視し、政策決定者に自分の行動
に責任をもたせるという役割に加えて、一般市
民が気候変動の科学について知る最大の情報
源としての役割も担っている。この問題が人類

と地球にとってきわめて重大なものであること
を考えると、メディアの責任は非常に大きい。
　新しいテクノロジーと地球規模のネットワー
クが発展して、世界中でメディアの力が高まっ
ている。民主主義国でメディアを無視できる政
府はない。しかし、力が増せば自動的に責任
ある振る舞いをするようになるとは限らない。
米国のジャーナリスト、カール・バーンスタイン
は1998年にこう述べている。「いまやメディア
はおそらく、社会でもっとも強力な機関である。
しかし、私たちジャーナリストはあまりにしばし
ばその権力を無駄遣いし、責任をないがしろ
にしている」104　この言葉は、気候変動に関す
る議論にもかなり当てはまる。
　メディアの気候変動問題に対する姿勢には
かなりのばらつきがある。多くのジャーナリスト
やメディアは、この問題に関する議論を活性化
させ続け、人々に情報を提供するうえで目覚ま
しい貢献をしてきた。しかし、いいことばかり
ではない。最近まで、「編集のバランス」の原則
が適用された結果、充実した情報に基づいた
議論が妨げられてきた。米国のある研究による
と、199 0 ～ 20 02年に米国の有力紙に掲載
された記事の半分以上は、ＩＰＣＣや気候科
学者の見解と、気候変動懐疑論者（利益団体
から資金提供を受けている場合も多い）の見解
に均等の比重を置いていた。105　この措置が、
世論の混乱を招いている。106

　「編集のバランス」は立派な理念であり、報
道の自由に欠かせない要素である。しかし、
どの要素とどの要素の間でバランスを取るべき
なのか。もし、世界のトップクラスの気候科学
者の間で圧倒的な「多数意見」が存在するので
あれば、市民はその見解を知る権利がある。
もちろん、科学界のコンセンサスと異なる少数
意見についても知る権利はあるが、メディアが
この両方を均等に扱っていては、市民がしっか
りした情報に基づいて判断をくだす役には立た
ない。
　気候変動の報道には、もっと大きな問題も
ある。取り上げるべき問題の多くは途方もなく
複雑なうえに、その性格上どうしても伝えるの

危険な気候変動は
予測可能な危機であり、
危機を回避するチャンスはある。
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1

　地球の平均気温の上昇幅を2℃までにおさえ
るという、国際的取り組みが目指すべき明確で
妥当な目標は、科学の研究成果により明らかに
されている。スターン報告書は、対策を講じる
べき経済的理由を説得力豊かに訴えた。たし
かに、気候変動緩和策を打ち出すには、財政
的・技術的・政治的にきわめて大きな困難がと
もなう。しかしこの問題は、私たちの世代に道
徳上の重大な問いを突きつけている。対策を
講じなければ大勢の人々が打撃をこうむり、貧
困と被害を強いられる羽目になるという明確な
証拠があるのに、行動を取らないとすれば、そ
うした態度は正当化できるのか。どんなに道徳

観が未発達な社会でも、文明社会たるもの、
この問いにイエスと答えることはできないだろ
う。ましてや、断固として行動するための技術
と資金があるのであれば、なおさらである。
　危険な気候変動は予測可能な危機であり、
危機を回避するチャンスはある。そのチャンス
の扉を開くのは、京都議定書後の多国間の枠
組みに関する話し合いである。2013年以降、
実効性のある新たな多国間の枠組みを確立で
きれば、温室効果ガス排出量の大幅な削減、
そして過去の排出がもたらす結果に対処するた
めの適応策の導入を推し進めるうえでの中心軸
になりうる。

結論

が難しい。一部の報道は、むしろ市民の理解
を妨げているのが現実である。たとえば報道
の状況を見ると、近い将来の人間開発上の脅
威より、未来の破局の脅威に関する報道のほ
うが圧倒的に多い。しかも、この2つの問題が
混同されている場合も多い。
　この2年ほどの間に、気候変動に関する報道
は質も量も向上した。しかし一部では、いまだ
にメディアの報道が正しい情報に基づく議論を
妨げている面がある。気象災害が発生した時
や、重要な報告書が発表された直後は、メディ
アの関心が一気に高まるが、しばらくするとえ

てして報道の量は激減し、無関心状態が長く
続く。目の前の災害と未来の破局にばかり注目
する風潮は、1つの重要な事実を見えにくくして
しまう。その事実とは、弱い人たちがじわじわ
と圧迫されていくという中期的な影響こそが
もっとも深刻な打撃だという点である。一方、
そうした打撃をもたらした豊かな国々の国民や
政府の責任は、あまりに見過ごされすぎてい
る。その結果、弱者の抵抗力を強めるための
支援の重要性について世論の意識は高まらず、
気候変動への適応を後押しする国際支援も活
発化していない。
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二酸化炭素排出量 ａ

CO2排出上位30国 1990 2004 1990–2004 1990 2004 2004 1990 2004 1990–2005

1 米国 4,818 6,046 25 21.2 20.9 4.6 19.3 20.6 -500
2 中国 c 2,399 5,007 109 10.6 17.3 20.0 2.1 3.8 -335

3 ロシア 1,984 d 1,524 -23 d 8.7 d 5.3 2.2 13.4 d 10.6 72

4 インド 682 1,342 97 3.0 4.6 17.1 0.8 1.2 -41

5 日本 1,071 1,257 17 4.7 4.3 2.0 8.7 9.9 -118

6 ドイツ 980 808 -18 4.3 2.8 1.3 12.3 9.8 -75

7 カナダ 416 639 54 1.8 2.2 0.5 15.0 20.0 ..

8 英国 579 587 1 2.6 2.0 0.9 10.0 9.8 -4

9 韓国 241 465 93 1.1 1.6 0.7 5.6 9.7 -32

10 イタリア 390 450 15 1.7 1.6 0.9 6.9 7.8 -52

11 メキシコ 413 438 6 1.8 1.5 1.6 5.0 4.2 ..

12 南アフリカ 332 437 32 1.5 1.5 0.7 9.1 9.8 (.)

13 イラン 218 433 99 1.0 1.5 1.1 4.0 6.4 -2

14 インドネシア 214 378 77 0.9 1.3 3.4 1.2 1.7 2,271

15 フランス 364 373 3 1.6 1.3 0.9 6.4 6.0 -44

16 ブラジル 210 332 58 0.9 1.1 2.8 1.4 1.8 1,111

17 スペイン 212 330 56 0.9 1.1 0.7 5.5 7.6 -28

18 ウクライナ 600 d 330 -45 d 2.6 d 1.1 0.7 11.5 d 7.0 -60

19 オーストラリア 278 327 17 1.2 1.1 0.3 16.3 16.2 ..

20 サウジアラビア 255 308 21 1.1 1.1 0.4 15.9 13.6 (.)

21 ポーランド 348 307 -12 1.5 1.1 0.6 9.1 8.0 -44

22 タイ 96 268 180 0.4 0.9 1.0 1.7 4.2 18

23 トルコ 146 226 55 0.6 0.8 1.1 2.6 3.2 -18

24 カザフスタン 259 d 200 -23 d 1.1 d 0.7 0.2 15.7 d 13.3 (.)

25 アルジェリア 77 194 152 0.3 0.7 0.5 3.0 5.5 -6

26 マレーシア 55 177 221 0.2 0.6 0.4 3.0 7.5 3

27 ベネズエラ 117 173 47 0.5 0.6 0.4 6.0 6.6 ..

28 エジプト 75 158 110 0.3 0.5 1.1 1.5 2.3 -1

29 アラブ首長国連邦 55 149 173 0.2 0.5 0.1 27.2 34.1 -1

30 オランダ 141 142 1 0.6 0.5 0.2 9.4 8.7 -1

総計
OECD諸国 e 11,205 13,319 19 49 46 18 10.8 11.5 -1,000

中東欧・CIS諸国 4,182 3,168 -24 18 11 6 10.3 7.9 -166

開発途上国 6,833 12,303 80 30 42 79 1.7 2.4 5,092

　東アジア・太平洋諸国 3,414 6,682 96 15 23 30 2.1 3.5 2,294

　南アジア 991 1,955 97 4 7 24 0.8 1.3 -49

　ラテンアメリカ・カリブ海諸国 1,088 1,423 31 5 5 8 2.5 2.6 1,667

　アラブ諸国 734 1,348 84 3 5 5 3.3 4.5 44

　サハラ以南アフリカ 456 663 45 2 2 11 1.0 1.0 1,154

　後発発展途上国 74 146 97 (.) 1 11 0.2 0.2 1,098

人間開発高位国 14,495 16,616 15 64 57 25 9.8 10.1 90

人間開発中位国 5,946 10,215 72 26 35 64 1.8 2.5 3,027

人間開発低位国 78 162 108 (.) 1 8 0.3 0.3 858

高所得国 10,572 12,975 23 47 45 15 12.1 13.3 -937

中所得国 8,971 12,163 36 40 42 47 3.4 4.0 3,693

低所得国 1,325 2,084 57 6 7 37 0.8 0.9 1,275

全世界 22,703 f 28,983 f 28 100 f 100 f 100 4.3 4.5 4,038

付表1.1 地球上の炭素収支測定̶̶主要国、主要地域における

a

b

c

d

e

f

出典： Indicator Table 24.

総排出量
（Mt CO2）

増 加 率
（％）

世界全体に
占める割合
（％）

人口に占める
割合
（％）

１人当たり
CO２排出量
（ｔ CO２）

CO２排出量および
森林からの隔離 b

（Mt CO２/年）

注）
データは、固形燃料、液体燃料、気体燃料を
消費することによって生じるもの、あるいはガソ
リンの燃焼やセメントの製造による二酸化炭
素排出を参考にした。
データは、生体バイオマスのみによる。したがっ
て、地上あるいは地中であれ、固形でもくずでも、
枯れ木の炭素はふくまれていない。また、森林
バイオマスの炭素貯蔵の変化から、年平均純
二酸化炭素排出量あるいは森からの隔離率

を参考にした。正数は炭素排出量を示し、一方、
負数は炭素隔離率を示している。
中国での二酸化炭素の排出量には、1990年
に124Mt CO２、2004年に241Mt CO２だっ
た。台湾、あるいは中国の地方は含まれていない。
データは1992年、増加率の値は1992年から
2004年の期間を参考とした。
ＯＥＣＤは地域として、ここでは、他の準地域に
あげられているチェコ、ハンガリー、メキシコ、ポ
ーランド、韓国、スロバキアといった国 も々含ま

れている。それゆえ、場合によっては各地域の
総計が世界全体よりも大きくなることもある。
世界全体は二酸化炭素排出量が含まれてい
るが、燃料貯蔵庫やハイドロカーボン製品（た
とえば、アスファルト）の酸化による排出、また
主な指標には表れない国々の排出といった国
ごとの総計は含まれていない。これらの総量は、
おおむね世界全体の５％くらいと見積もられて
いる。
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異常気象の衝撃：
不平等な世界における
リスクと脆弱性



もっとも脆弱な国とは、自国を守る能力がもっとも乏しい国
である。そのような国はまた、地球規模の温室効果ガス排
出への関与ももっとも少ない。行動を起こさなければ、これ
らの国々は他の国々の活動のせいで大きな犠牲を強いられ
るであろう
コフィ・アナン

奴隷制度やアパルトヘイトと同じように、貧困も自然に発
生したものではない。それは人間が作り出したものであり、
したがってまた人間の行動によって克服し根絶することが
可能なものでもある。
ネルソン・マンデラ
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2

異常気象の衝撃：
不平等な世界におけるリスクと脆弱性

「ハリケーン・ジーンは私の持ち物をすべて奪っていきました……。もう仕事も家もありま

せん。以前は食物には困らなかったのに、いまでは市場で物乞いをしているのです」

Rosy-Claire Zepherin　（ゴナイーヴ、ハイチ、2005 年）1

「私たちはモロコシをできるだけ長くもたせるために、1日にほんの少ししか食べません。

それでも少しの間しかもたないでしょう。そのあとは窮地に陥るのです」

Margaret Mpondi（Mphako、マラウイ、2002 年）2

「もし去年と同じように雨が不足すれば、私たちは飢えてしまうだろう。裕福な人たちには

貯金がある。彼らは食料の蓄えがあるし、牛を売ってお金に換えることもできる。でも私

には何がある？牛を売ってしまったら、来年の種まきはどうすればいい？収穫が不足すれ

ば私たちには何もない。いつもこうだ。すべては雨次第なのだ」　

Kaseyitu Agumas（Lat Gayin、ゴンダール、エチオピア、2007年）3

「あんなにひどい洪水は初めてだ。たくさんの家が破壊され、大勢の人が死んだ。農地

は水浸しで、家に蓄えていた穀物はなくなってしまった。たくさんの家畜も……。こんなに

大きい洪水に対する備えなんてまるでしていなかった。だからお金や食料の蓄えだってな

かったのだ」　

Pulunima Ghosh Mahishura Gram Panchayat（ナディア地区、西ベンガル州、インド、

2007年）4

「最近は洪水が多くて川岸がどんどん浸食されているのです。どこにも行くところはありま

せん。私の土地は川の中に埋もれてしまいました。私にはもう何もないのです」　

Intsar Husain（Antar Para、バングラデシュ北西部、2007年）5
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　気象学は測定するのがひとつの仕事だ。二
酸化炭素（CO2）の排出量はトンおよびギガトン
［1ギガトンは10億トン］の単位で測定され、地
球の大気圏における温室効果ガスの濃度は
「ppm」で測定される。このようなデータだけを
見ていると、気候変動にもっとも弱い立場にあ

る人々、つまり前頁でその言葉
が引用されているような人々の
人間としての顔は見失われが
ちである。
　気候変動の持つ人間的側面

を統計で捉えることはできないし、一括りにす
ることもできない。現在起きている影響の多く
は、もっと広範囲にわたる圧力と不可分に結び
ついている。将来は別の問題が生じるだろう。
これらの影響が現れる場所、時期、規模は不
確かである。しかし、不確かだからといって安
心していいということにはならない。私たちは、
気候関連のリスクは人間の苦悩、貧困、機会
の損失の主要な原因となっていること、それに
気候変動が関連していること、さらに、脅威は
時がたつにつれて強まっていくことも知ってい
る。第1章で、私たちは全人類に対する壊滅
的な将来のリスクが、気候変動への取り組みに
緊急な対応が必要だという強い根拠のひとつと
なっていることを確認した。本章では、起こり
得るさらに差し迫った壊滅的状況、すなわち世
界の最貧国における人間開発の大規模な後退
に焦点を当てることとする。
　このような破局は、「ビッグ・バン」的な終末
論的出来事として告げられるわけではない。世

界の貧困層が直面しているの
は、気候に関するリスクと脆弱
性の容赦ない増大である。ま
すます増大するリスクの原因
は、気候変動を通して、富裕

世界におけるエネルギーの消費パターンや政治
的選択へとたどることができよう。
　すでに気候は、貧しい人々の生死を左右する
ほどの強い力となっている。多くの国で、貧困
の原因は、気候リスクに繰り返しさらされるこ
とと無関係ではない。生活を農業に頼る人々に

とって、気まぐれで不安定な降雨量は、脆弱性
の大きな要因であるし、都市スラム街の住民に
とっては、洪水がつねに脅威となっている。不
順な気候にともなうリスクと脆弱性は、世界中
の貧困層の生活に大きな影響を与えている。気
候変動はこれらのリスクや脆弱性を徐々に大き
くし、すでに手を広げすぎている対応戦略を
圧迫し、ジェンダーや他の不利益を招く要因に
基づく不平等を拡大している。
　気候変動によってもたらされた人間開発の著
しい後退は、これまでひどく過小評価されてき
た。旱魃、洪水、サイクロンのような異常な気
象事象は、それ自体が恐ろしい出来事である。
それらの気象事象は被災した人々の生活を苦
しめ、困窮させ、悲惨な状況に追いやり、コ
ミュニティ全体を彼らの手には負えない力で服
従させ、人間の弱さを思い知らせる。異常気象
の衝撃が襲えば、人々は何よりもまず直接的影
響、すなわち健康や栄養摂取への脅威、貯蓄
や資産の喪失、財産の被害、作物の壊滅的打
撃に対処しなければならない。短期的な損失
は、人間開発にとって壊滅的で見た目にも明ら
かな結果をもたらす。
　それに対して、長期的影響は目につきにくい
が、やはり破壊的である。1日2米ドル未満で
生活する26億の人々にとって、異常気象の衝
撃は下り坂を転げ落ちるような人間開発の後退
の引き金となるだろう。裕福な人々は、民間保
険を通して、あるいは資産売却や貯蓄の引き出
しによってこのショックに立ち向かうことができ
るが、貧困層は別の選択を迫られる。消費を
減らす、栄養摂取を抑える、子どもたちを退学
させる、あるいは生活の立て直しがかかってい
る生産的資産を売り払うしか方法はないであろ
う。これらは人間の潜在能力を制限し、不平
等を増幅させる選択である。
　アマルティア・センは、「人間の潜在能力の
向上もまた、生産性や収益力の高まりに付随す
る傾向がある」と記している。6　人間の潜在能
力の衰退は、それと正反対の結果を招く。栄
養摂取や保健、教育などの分野における後退
は、雇用や経済発展の見通しを著しく損ない、

気候変動にもっとも弱い
立場にある人々の
人間としての顔は
見失われがちである。

世界の貧困層が
直面しているのは、
気候に関するリスクと脆弱性の
容赦ない増大である。
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削減してしまう。子どもたちが学校を退学させ
られ、両親が所得の損失を取り戻す手助けを
させられ、あるいは食料の購入が減らされて子
どもたちが栄養失調に苦しむことになれば、そ
の影響は彼らの人生にずっと付きまとうだろう。
さらに、貧しい人々が何年もかけて築き上げた
資産を突然失えば、それは中長期的に見て、
彼らの貧しさを増幅し、脆弱性と極端な欠乏
を緩和するための努力を妨げることになる。そ
れ故、ただ一度の異常気象の衝撃であっても、
世代を越えて受け継がれる累積的な不利益の
サイクルの引き金となる可能性がある。
　気候変動が重大である理由は、それが異常
気象の衝撃の強度と頻度を増大させる可能性
があるからである。中長期的には、結果は国
際的な緩和努力にかかっているといえるだろ
う。炭素排出を大幅かつ早期に削減すれば、
気候変動に関連して増大する一方のリスクは、
203 0年代以降は減少に転じる見込みである。
それまでは、一般に世界は、とりわけ世界の
貧困層は、過去の炭素排出の影響を受けなが
ら暮らしていくしかない。だからこそ第4章で
述べるように、適応戦略が人間開発の見通しに

とって決定的に重要なのである。
　本章では、将来の脅威を明らかにするため、
異常気象の衝撃が人間開発にもたらした過去
の影響を検討する。
　私たちはリスクと脆弱性を明確に区別する。
気候リスクは、世界全体にとって厳然たる外的
事実である。しかし脆弱性はまったく異なった
性質をもつ。脆弱性とは、人
間の健全な暮らしを長期的に
脅かす選択を強いられることな
しには、リスクを管理すること
ができないという状況を表して
いるのである。気候変動は、リスクを脆弱性に
変える伝達波及経路を強化し、人間開発を進
めようとする貧困層の努力を妨げるものである。
　本章第1節では、気候変動のさまざまな影
響を具体的に明らかにし、気象災害にさらされ
る地域や人々の分布ならびに気象災害が人間開
発にもたらす長期的影響を分析する。第2節で
は、気候変動に関する政府間パネル（IPCC）な
どが開発した気候シナリオを用い、気候変動に
より生じる追加的なリスクが21世紀の人間開発
に及ぼす影響の波及メカニズムを検討する。

気候リスクは、世界全体にとって
厳然たる外的事実である。
しかし脆弱性は、
まったく異なった性質をもつ。

　気象災害は人類の歴史において繰り返し現
れるテーマである。プラトンの「アトランティス」
伝説には、洪水のすさまじい破壊力が記され
ているし、マヤ文明の崩壊は、相次ぐ旱魃が
引き金となった。21世紀においても、異常気
象に直面した人間の弱さを思い起こさせるよう
な大災害がすでに起きている。
　気象災害はますます頻発し、多くの人々の生
活に悪影響を及ぼしている。異常気象の衝撃
の直接的帰結には空恐ろしいものがあるが、
それはまたリスクと脆弱性を増幅し、人間開発
の長期にわたる後退をもたらす。

気象災害――その増加傾向について

　異常気象が続き、全世界でその影響に対す
る懸念が高まっている。ここ数十年、旱魃や
洪水、暴風雨などの気象災害の被災者が増え
続けているが、そのほとんどの気象災害は気
候変動と関連していると推測されている。気象
科学の発展につれ、地球温暖化と気象のさま
ざまな変化との関連性はさらに詳しく解明され
るだろう。しかし、現在実証されていることか
ら、ひとつの方向が明瞭に見えてくる。それは、
気候変動によって私たちが気象災害にさらされ

1 異常気象の衝撃と人間開発レベルの低さという落とし穴
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る危険性がふえるということである。
　気象災害の報告はますます増え、20 0 0年
から20 0 4年までに、年平均326件の気象災
害が報告され、年間およそ2億62 0 0万人が被
災している。これは198 0年代前半の水準の2
倍を上回る（図2 .1参照）。7

　富裕国では、気象災害の発生件数 (roll-call)
が増加の一途をたどっており、20 03年に、ヨー
ロッパでは過去50年余りでもっとも激しい熱
波に襲われ、高齢者や弱い立場にある人々が
何千人も死亡した。その翌年、日本は、過去
10 0年余りでもっとも多くの台風に襲われた。8

さらに20 0 5年には、米国の大西洋沿岸地域
では記録に残る限り最悪のハリケーンシーズン
を経験したが、中でもハリケーン・カトリーナ
は壊滅的打撃を与え、世界でもっとも豊かな国
でさえも気象災害を免れることはできないこと

を思い知らせた。9

　富裕国では気象災害が起き
る度に大々的に報道されるの
で、多くの人々が知るところと
なっているが、報道の多さと

気象災害との多さは必ずしも同じではない。た

しかに、気象災害はますます全世界の多くの
人々に影響を及ぼしているが、被災者の圧倒的
多数は開発途上国に暮らす人々なのである（図
2 .2参照）。20 0 0年から20 0 4年までの間に、
年平均で見ると開発途上国に暮らす19人に1
人が気象災害の影響を受けている。一方、
OECD加盟国では1500人に1人の割合であり、
そのリスク差は79倍にもなる。10　洪水は東ア
ジアでおよそ680 0万人、南アジアでは40 0 0
万人の生活に影響を及ぼした。サハラ以南アフ
リカでは、10 0 0万人が旱魃に襲われ、20 0万
人が洪水による影響を受けているが、多くの
場合それがほぼ同時期に起こっている。以下
に表向きの数字の裏側にある事象の例を挙げ
る。11

● 東アジアの20 0 7年モンスーン期には、中国
では広範な地域で記録に残る中で最大の豪
雨となり、30 0万人が家を失った。中国気
象協会（China Meteorological Association）
によれば、その前年の洪水および台風によ
る被害も、その死亡者数の記録で史上2番
目にひどいものであった。

増加する気象災害の被災者数図2.1

出典：HDRO calculations based on OFDA and CRED 2007.
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災害リスクの開発途上国への偏り図2.2

出典：HDRO calculations based on OFDA and CRED 2007.
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● 南アジアでは20 0 7年モンスーン期に発生し
た洪水や暴風雨により、インド、バングラデ
シュではそれぞれ140 0万人、70 0万人を上
回る人々が避難民となった。またバングラデ
シュ、インド、ネパール南部、パキスタンで
計10 0 0人を超える死亡者が出た。

● 2 0 0 6年／ 20 0 7年の東アジアにおけるサイ
クロンシーズンには、ジャカルタの広い範囲
で洪水が発生し、43万人が住まいを失った。
さらにハリケーン・ドリアンの襲来によりフィ
リピンで土砂崩れが発生、多数の死者が出
た。それに続いてベトナムでは広範囲にわた
り暴風雨の被害を受けた。

● 活動全体を見れば、2005年の大西洋ハリケー

ンシーズンは記録史上もっとも活発なもので
あった。ハリケーン・カトリーナはニューオリ
ンズで広範囲にわたって壊滅的被害をもたら
し、大々的に報じられた。他方、同シーズン
に発生したスタン、ウィルマ、ベータと名づ
けられた27の暴風雨が中米およびカリブ海
諸島全域のコミュニティに被害をもたらした。
とくにハリケーン・スタンは、グアテマラの
中央高地でマヤ人を中心に160 0人を超える
死者を出したが、これはハリケーン・カトリー
ナの犠牲者数を上回っている。12

● 「アフリカの角」とアフリカ南部における
20 0 5年の旱魃は、エチオピア、ケニアから
マラウイ、ジンバブエへと広がる地域一帯で

気象災害における過少報告Box2.1

　気候関連の災害に関する数字は、ベ
ルギーのルーベン・カソリック大学の
災害・疫学研究センターが管理してい
る国際災害データベース、EM-DATか
ら取っている。このデータベースは、災
害関連情報の時系列的流れを把握する
上で重要な役割を果たしてきた。しか
し、一定の限界もある。
　EM-DATの情報源は、政府機関や
国連組織からNGO、保険会社、通信
社まで多岐にわたる。また災害の中に
は詳しく報告されるものもあれば、あま
り報告されないものもある。たとえば、
ハリケーン・カトリーナのようなひとき
わ目立つ災害は、特定地域の旱魃より
もメディアの注目をひく。同様に、あま
り報告されないことがほぼ確実なグ
ループもある。スラム街の住民や、地
方、もしくは辺境の農村地域に暮らす
人々がその例である。
　災害として分類される事象の基準は
細かく規定されている。該当する条件
としては、死亡者数または被災者数（そ
れぞれ最低10人、100人）、国家非
常事態宣言、あるいは国際援助の要請
などが挙げられる。気象災害の中には
これらの基準を満たさないものもある。

たとえばエチオピアでは、2007年に
100万人強の人々が気象災害データ
ベースで指定されている国際的な援助
計画に基づき、旱魃被害救済支援を受
けた。実は、その7倍にも上る人々が
旱魃多発地域において栄養失調を防ぐ
ための国家プログラムに基づく援助を
受けているが、この被援助者数はデー
タベースに入っていない。そのプログラ
ムは人道支援とはみなされていないか
らだ。
　あまり報告されていない情報はさま
ざま存在する。2006年にタンザニア
で雨季の遅れがもたらした危機は、
CRED のデータベースに入っていない。
しかし、国別の食糧安全保障脆弱性
評価によれば、この気象事象と食料品
価格の上昇により370万人が飢餓のリ
スクにさらされ、60万人が極貧のまま
放置されていることが分かっている。災
害統計も、貧困層が直面している差し
迫ったリスクをつかみ切れていない。た
とえば、ブルキナファソでは、2007
年は豊作であり、食糧援助の緊急要請
はなされなかった。それでも、米国際
開発庁（USAID）の食糧安全保障評価
は、降水量に異常が生じれば、200

万を超える人々が食糧不足のリスクにさ
らされると警告している。
　最後に、災害データベースは災害発
生直後の被災者数という一時的な数字
は提供するが、その後のことは把握し
ていない。たとえば、2005年10月
にハリケーン・スタンがグアテマラを襲
い、約50万人が被災した。その大多
数は西部高地の貧しい先住民世帯の
人々であった。このときの被災者数は
その年のデータベースに収められた。
しかし、2006年の食糧安全保障評
価では、被災者の多くが依然としてそ
の資産を修復することができず、また
自給自作的な農業生産は再生していな
いということが示された。その間、食
料品価格は急上昇した。その結果、ハ
リケーン・スタンの被災地域では慢性
的な栄養失調が増加した。だが、この
ような事態は局所的災害と見なされ、
データベースには記録されない。

出典：Hoyois et al. 2007; Maskrey et 
al. 2007; USAID FEWS NET 2006.
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14 0 0万を超える人々の生活を脅かした。そ
の翌年には、大規模な洪水が発生し、同じ
国々に被害をもたらした。13

　気象災害の被災者数について報告された
データは重要な手がかりとはなるが、それは氷
山の一角に過ぎない。地方で起きた気象災害
の多くは報告されない、あるいは不十分にしか
報告されない。それどころか、人道問題となり
うる規模の災害とまでは言えないからと、まっ
たく報告されないものの方がはるかに多い
（Box2 .1参照）。
　災害の影響の男女差もあまり報告されない。
災害に見舞われれば、コミュニティ全体が被害
をこうむるが、その影響をもろに受けるのは女
性であることが多い。洪水が起きると大体にお
いて女性の被害者の方が男性よりはるかに多く
なるが、それは女性には移動の手段が少ない
ことに加えて、泳ぎ方を教わっていないためで
ある。1991年にバングラデシュが強烈なサイ
クロンと洪水に襲われた際、報告によれば、死
亡率は女性の方が5倍も高かった。また災害後
も、女性の法的権利や土地や財産に対する権
利が制限されているために、立ち直りに必要な
資金の借入ができないことも少なくない。14

　報告された経済的損失額も実態を正しく伝え
ていない。つまり気象災害の被災者の98％以
上は開発途上国の住民であるが、経済的影響
は富裕国の方が大きく表示されるのだ。その
理由は、損失が財産価値や保険に入っている
損失額に基づいて評価されるばかりでなく、保
険付き損失額は急増しているからである（図2 .3
参照）。20 0 0年以降に報告された被害額が
10 0億米ドルを上回る8件の気象災害のすべて
が富裕国で発生しており、そのうちの6件は米
国で起きている。
　保険市場は開発途上国の損失、とりわけ貧
困層がこうむった損失を過少報告している。こ
れは損失の支払い請求額が、被災者の保有す
る資産や富の額を反映しているからである。熱
帯性サイクロンがフロリダ州を襲えば、世界で
も最高級の不動産が集中する地帯が被害を受
けるが、これらの財産は多額の保険金によって
保護されている。しかし、同じクラスのサイク
ロンがハイチやグアテマラのスラムを襲った場
合には、損失の評価額ははるかに低くなる上
に、貧困層の所有する不動産の多くは保険に
入っていないからだ。
　気候変動は気象災害の増加と関係があるの
だろうか。いや、直接の因果関係があるとは言
えない。すべての気象事象は、偶発的な諸力
と系統的要因の組み合わせによって産み出され
る。もしハリケーン・カトリーナが海上に長く
止まっていたとすれば、強力ではあるが、あり
ふれた熱帯性低気圧になっただろう。とはい
え、気候変動はより極端な気象事象が発生す
る系統的な条件を創り出す。たとえばハリケー
ンは海洋熱によって勢力を増すが、気候変動
の結果として全世界で海洋の温度は上昇してい
る。暴風雨は最大風速が大きくなれば、それ
だけ強力になり、降雨量も多くなる。同様に、
サハラ以南アフリカの個々の旱魃が直接気候変
動に起因しているということはできないが、気
候モデルからは亜熱帯地域における降雨量の
系統的な減少が、地域によっては20%以上も
見込まれている。
　また、気象災害の被災者数の増加に気候変

気象災害が押し上げる被保険損失額図2.3

年間被保険損失額（単位：10億米ドル）

出典：ABI 2005b.
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動が果たしている役割をどう捉えればよいかも
大いに議論の余地があるところだ。社会的要
因が一因となっていることは明らかであろう。
人口の増加、あるいは、崩れやすい傾斜地に
出現する都市のスラム街や洪水地帯に位置す
る村など危険地域に住む人々の増大、さらに
生態学的なストレスはすべて、リスクにさらさ
れる可能性を高める。しかし一方で、気候面
の危険要因も増大している。記録によれば、
サハラ以南アフリカにおける旱魃はより頻繁か
つ長期化しており、熱帯性低気圧はますます
強烈になっている。気候変動からすべて説明さ
れるわけではないにせよ、大いに関係している
ことは確かである。15

　気象災害が何故起こるかをめぐる論争は今
後も続くだろう。第1章で明らかにされたよう
に、気象科学が明らかにしてくれるものではな
い。だが、不確実性を伴うことが行動を起こさ
ない理由にはならない。どの国の保険業界も
そのビジネス・モデルにとって気候リスクが持
つ意味合いを根本的に見直すことを迫られてい
る（Box2 .2参照）。世界中の人々が日々の暮ら
しの中で、新たに浮上している気候リスクに適
応せざるを得なくなっている。小規模農業者や
都市スラムの住民、低地沿岸地域の居住者に
とって、これらのリスクは人間開発の強大な障
害となる恐れがある。

リスクと脆弱性

　気候変動のシナリオは、気候の構造的転換
を見きわめるための枠組みを提供する。この転
換がどのように波及して人間開発の結果へとつ
ながっていくかは、リスクと脆弱性の相互関係
によって条件づけられる。
　リスクは1人ひとりに影響を及ぼす。個人、
家庭、コミュニティは、それぞれの健全な暮ら
しを脅かしかねないリスクに常にさらされてい
る。健康障害や失業、暴力犯罪あるいは市況
の急変などは、基本的に誰の身にも起こり得
る。気候は独特な一連のリスクを生む。旱魃、
洪水、暴風雨その他の事象は、人々の暮らし

を混乱させる可能性を含んでおり、所得や資
産、機会の喪失をもたらす。気候リスクは平等
に配分されるのではなく、その行き渡り方は多
様である。
　脆弱性は、リスクとは異なり、その語源は、
「傷つける（to wound）」という意味のラテン語
の動詞にある。リスクとは人間が十分制御でき
ない外的危険にさらされることであるのに対
し、脆弱性とは、長期的かつ不可逆的となる
健全な生活の喪失に苦しむことなしに危険を処
理する能力の度量である。16この規定は抽象的
だが、結局のところ、「ある種の不安感、危険
ではないかとの警戒感、すなわち『何か悪いこ
と』が起こり、『破滅する』のではないかという
感覚」と要約できよう。17

　気候変動の脅威を例にとって、リスクと脆
弱性の区別を説明しよう。18　ガンジス川デルタ
地帯とマンハッタン南端部に暮らす人々は、海
面上昇に伴う洪水のリスクを共有しているが、
脆弱性も同じというわけではない。その理由
は、ガンジス川デルタ地帯は、ひどく貧しい人々
が多く、防災設備のインフラが貧弱であること
が著しいからである。サイクロンや洪水がフィ
リピンのマニラを襲えば、市内全域がリスクに
さらされるだろう。しかし、脆弱性は、マニラ
の高級住宅街ではなく、パシグ川沿いの掘っ立
て小屋が立ち並ぶ人口過密な地帯に集中して
いる。19

　いかなる国であれ、リスクが脆弱性に転化
するプロセスは、貧困者を社会の片隅に追いや
る所得や機会ならびに政治的権力の不平等を
含む人間開発の基本的な状態によって規定さ
れる。開発途上国とそこに住むもっとも貧しい
人々は気候変動の影響をもっとも受けやすい。
農業への経済依存度が高いこと、平均所得が
低いこと、生態学的条件が脆くなっていること、
異常気象が発生しやすい熱帯地方に位置して
いることなど、これらすべては脆弱性の要因で
ある。以下に挙げるのはリスクを脆弱性に転換
させる傾向を生みだす主な要因である。
● 貧困と人間開発の低さ　気候リスクにさら
されている住民に、貧困が集中していること
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が脆弱性の原因である。26億人、つまり世
界人口の40％は1日2米ドル未満の暮らしを
強いられているが、これらの人々はリスクを
管理する資力が乏しいので、基本的に脆弱
である。同様に、人間開発指数（HDI）で見
て人間開発が低いグループに入る22カ国の
合計5億90 0万人にも上る人々にとって、気
候リスクがわずかに増加しただけで、その脆
弱性は著しく強まる。多くの開発途上国
（HDI が中位の開発国も含めて）では、気候
関連の脆弱性、貧困、人間開発の間に相互
に関係している。すなわち、貧しい人々は､
ひとつには旱魃や生産性の低さが際立つ地
域に暮らしていることから、栄養失調に陥っ
ていることが多い。さらに、彼らは貧しく、

ケニアの地区名
人間開発指数

2005

食糧非常事態に陥っている地区
（2005年11月－2006年10月）

ガリッサ 0.267

イシオロ 0.580

マンデラ 0.310

マルサビット 0.411

ムインギ 0.501

サンブル 0.347

トゥルカナ 0.172

ワジヤ 0.256

その他
モンバサ 0.769

ナイロビ 0.773

ケニアの全国平均 0.532

表2.1 旱魃に関連した食糧非常事態と人間開発は
ケニアでは緊密に結びついている

出典: UNDP 2006a; USAID FEW NET 2007.

世界の保険業界――気候リスクの見直しBox2.2

　気候関連の保険請求額は20年ある
いはそれより前から急速に増加してい
る。気候変動の影響に懐疑的な人々や
一部の政府は、気候変動と気象災害
の関連性を疑問視する姿勢を取り続け
ているが、全世界の保険会社の多くは、
それとは反対の結論を下している。
　2004年までの5年間で、気象事象
による被保険の損失額は、年平均
170億米ドルであった。これは1990
年までの4年間と比べると、5倍もの
増加である（2004年価格）。気候関
連の保険請求額は、人口や所得、保
険料よりも急速に増加しており、企業
は現在のビジネス戦略の実現可能性を
見直さざるを得なくなっている。
　このような見直しは、国によって異な
る形態をとる。一部では、企業がイン
フラ開発の強力な擁護者として浮上し、
被保険損失額の削減を目指している。
カナダと英国の例では、保険会社は暴
風雨や洪水に対する防災体制への公共
投資を先頭に立って要請する一方で、
政府に対し最終的な保険業者として損
失の引き受けを行うよう求めている。
　米国では、ハリケーン・カトリーナが

暴風雨による被害損失の歴史を書き換
える以前にすでに、保険会社は気候リ
スクに対する脅威を積極的に再検討し
ていた。彼らは保険会社が支払う損失
保障額に上限を設け、リスクの大部分
を消費者に委ねたばかりか、リスクの
高い地域からは手を引くことにしたので
ある。ハリケーン・カトリーナの副作用
のひとつは、壊滅的なリスクに対する
保証金額の上昇を促進し、リスクを保
険会社の手から資本市場へと移したこ
とである。その結果、気象による大災
害が起きた際には、保険証書所有者へ
の支払いは停止する。2006年の市場
規模は、その2年前には10億米ドルで
あったのに比べ、36億米ドルに達した。
　連邦政府および州政府の保険制度
は、気候関連の圧力による影響を免れ
ない。主要な2制度である全米洪水保険
制度（National Flood Insurance Programme）
および連邦作物保険制度（Federal 
Crop Insurance Programme）のエクス
ポージャーは、それぞれおよそ1兆米ドル
と 440億米ドルであり、政府説明責任
局（Government Accountability Offi  ce）
は急遽、「気候変動が連邦政府財政の

健全性に影響を及ぼす」と警告した。
　先進国の保険市場における経験は、
より広範な問題を浮き彫りにしている。
気候変動は大きな不確定性を生みだ
す。リスクはあらゆる保険市場につき
ものである。保険料はリスク評価をも
とに算出される。気候変動が進めば、
保険請求額は自ずと上昇してゆくだろ
う。英国保険協会による概算によれ
ば、CO2倍増により保険負担額が増え、
強烈な暴風雨の場合だけを取ってみて
も、世界全体の保険業界の損失は年
間で660億米ドル（2004年価格で）
もの増加となるであろう。保険会社に
とって困難なのは、このような趨勢が
壊滅的な気象事象によって強まり、蓄
えてきたリスクへの備えが損なわれると
予想されることである。

出典：ABI 2004 ,2005b; Brieger, Fleck 
and Macdonald 2001; CEI 2005; GAO 
2007 ; Mills 2006 ; Mills, Roth and 
Leomte 2005; Thorpe 2007
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栄養失調に陥っているために、気候リスクに
対し脆弱である。脆弱性が異常気象の衝撃
と直接結びついている場合もある。たとえ
ば、ケニアのHDIデータの内訳を見ると、
旱魃に関連した食糧非常事態が発生してい
るのは人間開発度の低い地域に集中している
（表2 .1参照）。またガーナでは、北部の渇
水地域の子どもたちは2人に1人が栄養失調
であるのに対し、首都アクラでは13%にとど
まっている。20

● 人間開発における格差　国内での不平等
は、異常気象の衝撃に対する脆弱性のもう
ひとつの指標である。災害の人間への影響
を数量的に評価した最近のある報告によれ
ば、「気象災害の影響は所得の不平等が著
しい国の方が平等な社会よりも深刻である」21

ことを明らかにしている。人間開発の平均水
準だけを見ていると、そこに極度の窮乏が
存在することに気づかないことがある。たと
えば、グアテマラは、人間開発の水準は中
位にあるが、先住民と非先住民の間には大
きな社会的格差があるのが特徴である。先
住民が栄養失調に陥っている比率は、非先
住民の場合の2倍にもなる。ハリケーン・ス
タンが20 0 5年にグアテマラの西部高地を
襲ったとき、大多数が自給自足農民か農業
労働者である先住民がもっとも深刻な影響
を受けた。主食となる穀物が失われ、食糧
備蓄が枯渇し、雇用機会が消滅したために、
それでなくても深刻な窮乏化がさらに深ま
り、不平等が早期復旧の妨げとなった。22 
人間開発の格差は、世界でもっとも豊かな
国々でも一部地域の気候リスクに脆弱な人々
を脅かすこととなる。ハリケーン・カトリーナ
がニューオリンズ州を襲った時、米国でも
もっとも貧しいコミュニティのいくつかが被害
にあった。復旧の妨げとなったのは根底に
ある根深い不平等なのである（Box2.3参照）。 

● 気象災害を防ぐインフラの不足　インフラ面
の格差は、同じような気候の影響を受けな
がら非常に異なる結果が生じる理由のひとつ
である。オランダの堤防システムは巧みに作

られており、リスクが脆弱性に転じるのを防
ぐ強力な歯止めの役割を果たしている。洪
水防止システム、水インフラ、早期警報シス
テムはすべて脆弱性を削減する。 日本は、
フィリピンより著しく台風に関連したリスクや
洪水の危険にさらされているが、20 0 0年か
ら20 0 4年にかけての平均死亡者数は、フィ
リピンが711人に達したのに対し、日本は
66人にとどまっている。23 

● 限定された保険利用機会　 保険は、人々が
消費を抑制したり、資産を減らすことなく気
候リスクを乗り切る上で重要な役割を果た
す。民間市場と公的政策のそれぞれに果た
すべき役割がある。富裕国の世帯は気候に
関連する損失から自らを保護するために、民
間保険を利用する。他方、開発途上国の貧
しい世帯にはそれは不可能である。社会保
険は脆弱性に対するもうひとつの緩衝装置で
ある。 社会保険を利用することにより、人々
は人間開発の長期的な機会を失うことなく、
リスクに対処することができる。社会保険は、
高齢者を養い、病気や失業に陥っていたとき
に生活を保護し、子どもの発育を助け、基
本的栄養の摂取を
可能にする。社会
保険をどれだけ支
援しているかは国
によって大きく異
なる（図2 .4参照）。
豊かな国は開発途
上国よりはるかに
多い平均所得の相
当部分を社会保険
に支出している。
このことは地球規
模の気候変動に対
するリスク管理と
いう面では、脆弱
性は貧しい国々に
集中しており、保
険利用機会は豊か
な国々に集中して

図2.4 社会保険支出は富裕国の方が
はるかに多い

社会保険支出（対GDP比率、%）
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出典: World Bank 2006g.
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ハリケーン・カトリーナ──災害の社会的人口動態Box2.3

　ハリケーン・カトリーナの襲来によっ
てニューオリンズの堤防が決壊したと
き、多大な人的被害と物的損害が生じ
た。溢れ出た水が引くにつれ、前から
あった大きな社会的不平等と関連した
極度の脆弱性が明るみに出た。気候
変動が分裂した世界にのしかかってい
るのと同じように、洪水の損害が分裂
した都市に重くのしかかった。悲劇が
起きてから2年たったいまも、不平等は
依然復旧を妨げている。
　メキシコ湾に面しているニューオリン
ズは、世界でも有数のハリケーン多発
地帯に属する。2005年8月にリスク
を緩和する洪水防止策はたちまち呑み
こまれ、悲劇的結末が残った。ハリ
ケーン・カトリーナは1500人を越える
人々の命を奪い、78万人の家を奪い、
20万戸の家を破壊あるいは損害を与
えた。
　このハリケーンは、世界でもっとも
豊かな国においてもっとも貧しく弱い
立場におかれた人々の生活に深刻な影
響を与えた。カトリーナ襲来以前でも
ニューオリンズの子どもたちの貧困率は
米国でもとくに高く、3人に1人は貧困
ラインを下回る状態にあった。保健施
設は少なく、約75万人は保険に入って
いなかった。
　ハリケーン・カトリーナの犠牲者は、
市内でももっとも貧しい地区に集中し
ており、黒人のコミュニティが密集して
いた貧困地区がハリケーンの直撃を受
けた。洪水の被害は深刻な人種的不平
等と絡まり合っていた（黒人の貧困率は
白人の3倍にもなっていた）。
　洪水の被害を受けた地区住民の
75％は黒人であると推定され、市内で
もっとも貧しく脆弱な2つの地区、第
9区の河口に近い地域（Lower Ninth 
Ward）とデザイアー／フロリダ・コミュ
ニティはいずれもカトリーナによって
すっかり荒廃した。

　ニューオリンズに全世界のメディアの
関心が集中し、人的被害の映像が世界
中に流れたが、ハリケーンが去った後、
市民が生活を立て直そうとし始めると、
ハリケーンの前から存在していた不平
等が復興の障壁として立ち現れた。
　保健セクターが顕著な例である。貧
しい人々の力になってきたセーフティー
ネット・システムの一部である保健施
設の多くは、ハリケーン・カトリーナに
よって損壊した。貧困層の治療の大半
は救急医療、急性患者の治療、基本
的治療であり、それを担ってきたチャリ
ティー・ホスピタルは閉鎖されたままで
ある。保険に入っていない避難民に一
時的な保険保護を与えるために特別メ
ディケイド医療扶助制度免責規定が導
入されたが、厳しい資格規定により有
資格者が子どものいない低所得世帯に
限定されたため、受理されなかった申
請が多数に上った。議会と行政当局は
結局、メディケイドから無保険医療費
を負担させるために20億米ドルを支給
することを決めたが、決定するまでに6
カ月もかかった。
　ハリケーンが襲来してから6カ月後に
カイザー・ファミリー財団が実施した調
査によれば、多くの人々が以前受けて
いた治療を続けることができなかった。
新しい状況に対処するのに必要なケア
を受けることができない人も多かった。
世帯面接調査では、回答者の88％は
ニューオリンズ市にとってもっと大規模

で改善された保健施設を作ることが決
定的な課題であると答えた。それから2
年たったいまも、この課題は果たされ
ないままとなっている。
　ニューオリンズの社会的経済的復興
を妨げている多くの要因のうちで、保
健医療システムの欠如がもっとも重要
な要因だと言えるだろう。市内にある7
つの総合病院のうち1つだけはハリケー
ン襲来前と同じ水準で活動しているが、
2つは部分的再開にとどまり、4つはい
まも閉鎖されたままである。ニューオリ
ンズ市の病院ベッド数は3分の1に減っ
てしまった。現在、医療従事者の数は
ハリケーン以前に比べ1万6800人、
27％減少している。これはひとつには
看護師その他の医療従事者が供給不
足に陥っているためである。
　ハリケーン・カトリーナの経験から、
気候変動戦略に広い意味で関連する重
要な教訓を2つ引き出すことができる。
ひとつは、著しい貧困や社会的疎外、
あるいは不平等はリスクが全般的な脆
弱性に転化する素因を創り出すという
ことである。もうひとつは、公的政策
が重要だということである。人々に保
健や住宅の支給を受ける権利を与える
政策は早期の復興を促進することがで
きるが、受給権を狭く限定すればその
逆の結果を招くことになる。
出典：Perry et al.2006；Rowland 2007；
Turner and Zedlewski 2006；Urban 
lnstitute 2005 .

ニューオリンズ市の貧困

貧困生活者、2000年（％） ニューオリンズ 米国

総人口 28 12

18歳以下の子ども 38 18

白人 12 9

アフリカ系アメリカ人 35 25

出典：Perry et al. 2006.
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いる、という逆相関があることを意味して
いる。
　男女の不平等は気候リスクならびに脆弱性と
に関わっている。女性は、資力が限られており、
権利も制限されている。さらに、意思決定の場
での発言力が弱いなど歴史的に不利な立場に
おかれてきたため、気候変動の影響を受けや
すい。このように脆弱性の性質は多岐にわたっ
ているので、一般化することは危険である。し
かし、気候変動は従来から存在するジェンダー
による不利益のパターンを拡大する傾向があ

る。農業部門では、開発途上国の農村女性は
主食となる作物の主要な生産者であるが、農
業はとりわけ旱魃や不安定な降雨量によるリス
クにさらされている部門である。多くの国で、
気候変動が何を意味するかと言えば、女性や
女の子たちがとくに乾季には遠くまで水を汲み
に行かなければならないということである。さ
らに、女性は、土壌や水の保全、洪水対策と
しての堤防作り、増加する農外雇用への参加
を通じて気候リスクに対処する労働力の主要な
担い手であると期待されている。女性が弱い立

人権問題としての気候変動特別寄稿

　はるか昔から、イヌイットは環境を詳
しく観察し、海氷の上を安全に移動で
きるよう正確に天気を予測してきた。し
かし、気候変動の結果、気象パターン
と私たちをとりまく状況を読み取り、気
象を予報する私たちの能力はいま大き
な困難に直面している。何十年もの間、
私たちの猟師たちは永久凍土層が溶け
出し、氷がやせ細り、氷河が後退し、
新しい侵入生物種を見かけることが多
くなり、急速に海岸が浸食され、リス
クを伴うほど気象が予測できなくなって
いることを報告してきた。私たち極北
の地に住む者の視点から言えば、地球
規模の気候変動をめぐる論争はこれま
で、あまりにも経済的技術的問題に偏
り、気候変動の人間への影響やその帰
結はないがしろにされてきたように思え
る。イヌイットはすでにこのような影響
を感じ取って、そう遠くないうちに劇的
な社会的文化的混乱に陥るだろう。
　気候変動は私たちが直面する最大の
難問である。それはすべてを包含する
複雑かつ緊急の行動を必要とする問題
と言える。気候変動は同時に、さまざ
まな違いはあっても、私たちは共に人
間であるという点でお互いを再び結び
つける機会をも提供する。このことを
念頭において、私は私たちイヌイットが
直面する恐れがある文化の死滅を防ぐ
ために必要な国際的人権擁護体制を作

ることを考えてみようと思い立った。問
題は、いつも技術的議論や短期的なイ
デオロギーのぶつかり合いに終始する
論争に、どうすれば目的と重点の明確
性をもたらすことができるかであった。
私は地球規模の気候変動を人権の観
点から論争し、検討することが国際的
に重要であると考えている。メアリー・
ロビンソンが述べているように、「人権
と環境は相互に依存しており、相互に
関係している」。まさにそれ故に、私は
イヌイットの他の61人と一緒に、
2005年12月に「気候変動人権請願」
を立ち上げたのである。
「請願」は基本的に、政府は温室効果ガ
スの排出を大幅に抑える適切な技術を
用いて経済を発展させるべきであると
述べている。しかし、私たちはそれにと
どまらず多くのことを成し遂げてきた。
　この活動を通じて、私たちは人間と
しての顔および私たちの運命に注意を
集中した。私たちは国際的議論の方向
を無味乾燥な技術的議論から人間の
価値や人間開発、人権についての論争
へと転換させた。私たちは国連のさま
ざまな会議に活力を与え、新たな緊張
感を持ち込んだ。私たちは、北極から
遠く離れている人々に私たちすべては結
びついていることを想起させることに
よってこれらの活動を進めてきた。つま
り薄くなっている氷を踏み破って海に落

ちたイヌイットの猟師たちは、ヒマラヤ
の氷河が溶け出しリスクに直面してい
る人々や海面上昇で水没しそうな小さ
な島国の人々と結びついているのであ
る。しかし、これはまた世界中の人々
のライフスタイル、言い換えれば車の
運転の仕方や産業のあり方、どのよう
な政策を選択し実施しているかとも結
びついているのである。
　北極を、究極的には地球を救う機会
はまだ残されている。協調的行動をと
れば、「北極気候への影響評価」が予
測している未来をまだ守ることができ
る。私たちが現に1987年にモントリ
オールで、2001年にストックホルムで
してきたように、諸国民は再び協力す
ることができる。すでに北極地方のオ
ゾン層は修復されつつある。北極を汚
染した有毒な化学物質は減少しつつあ
る。いまこそ、世界の主要排出国は行
動を起こすとの義務を伴う約束をしな
ければならない。私はただ、この機会
を利用して、私たちがお互いに結びつ
いていること、さらに同じ空気を吸い、
最終的には人間性を共有していること
を理解することによって再び力を合わ
せることを願うのみである。

シェイラ・ワッド－クルーティエ
北極の気候変動に関する提唱者
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場におかれているということから必然的に出て
くる結論は、気候変動に適応するための計画
過程に女性が参加することが重要だということ
である。24

　気候変動は、人間の文化と生態系の象徴的
な関係をも喚起させる。この関係は北極地方
にはっきりと現れている。北極では、世界でも
とりわけ脆い生態系が、急速に進む温暖化の
影響を受けている。北極地方の先住民たちは、
全世界的で進行している気候変動の監視役と
なった。イヌイット社会の指導者の１人が言う
ように、「北極は世界の気候変動のバロメーター
である。イヌイットはそのバロメーターの使者
である」。25　イヌイットの人々にとって、日常生
活の場の温暖化は、狩猟と食物の分かち合い

に基づく文化を混乱させ、や
がては破壊しかねない。海氷
が減少すれば、イヌイットが生
活の糧としている動物たちに
近づきにくくなるばかりか、こ

れらの動物も絶滅する恐れがあるからである。
20 0 5年12月にイヌイット組織の代表者たちは
米州人権委員会に請願書を提出、米国はイヌ
イットの人権を蹂躙していると主張した。その
目的は、損害賠償訴訟を起こすことではなく、
危険な気候変動を緩和させるべく指導力を発
揮させるという形での救済補償を求めることに
あった。 　

低度の人間開発の罠 

　人間開発とは自由と選択の拡大といえよう。 
気候に関するリスクは、実質的な自由を制限し、
選択の幅を狭めるトレード・オフに人々を追い
やる。これらのトレード・オフは低度の人間開
発の罠である不利な状態と機会喪失の悪循環
へと導く片道切符となる可能性がある。  
　異常気象の衝撃はさまざまな形で暮らしに
影響する。 それは作物を全滅させ、雇用機会
を減らし、食料品価格を押し上げ、財産を破
壊し、容赦のない選択を人々に突きつける。裕
福な世帯は、民間保険を頼りにし、貯蓄を利

用し、あるいは財産の一部を金に換えたりする
ことで、ショックを乗り切ることができる。ま
た、生産的な能力の縮小や人間としての能力の
低下を避けながら、いま現在の消費を維持す
ることができる（いわゆる「消費の平準化」）。
しかし、貧困層には選択肢は少ない。     
　正式の保険があまり利用できず、低所得で
資産が乏しい貧困世帯は、より制約が多い条
件下で異常気象の衝撃に適応しなければなら
ない。いま現在の消費を維持するために、こ
れらの世帯はしばしば将来の所得生成を危う
くしてでも生産的資産を売却することを強いら
れる。
　それでなくても低水準にある所得がさらに落
ち込めば、貧困世帯は自分たちが食べる食事
の回数を減らし、健康に関わる支出を切り詰
め、あるいは労働従事者を増やすために子ど
もたちを退学させるしかない状態に追いやられ
るかもしれない。これに対処する戦略は一様で
はない。しかし、異常気象の衝撃に続く否応
なしのトレード・オフは、急速に人間の能力を
弱め、貧困への悪循環がはじまることになる。
　貧困世帯も気候リスクに直面して手をこまね
いているわけではない。正式の保険を利用で
きないので、これらの世帯は自家保険の仕組
みを開発している。そのひとつは、危機に陥っ
たときに売却できるように普段から、家畜など
の資産を増やしておくというものである。もうひ
とつは、家計の資金を防災に投資するもので
ある。エルサルバドルの洪水被害にあいやす
い都市スラム街における家計調査では、各世
帯は洪水から家を守る対策に所得の9％を当て
ている。また、家族皆んなで外壁を構築し、
排水溝を維持管理している。26　生産と収入源
の多様化も自家保険のひとつである。たとえ
ば、農村部の世帯では主食となる作物と換金
作物を間作し、また小売りして歩くことによっ
てリスクを少なくしようと努力している。 問題
は、頻発する深刻な異常気象の衝撃に直面す
ると自家保険の仕組みは破綻してしまいがちな
ことである。 　
　調査によれば、異常気象の衝撃が人間開発

気候に関するリスクは、
実質的な自由を制限し、
選択の幅を狭めるトレード・オフに
人々を追いやる。
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を阻害する恐れがある4つの主要なチャンネル
あるいは「リスク乗数」がある。それは、生産
性の「事前の」低下、早期対処コスト、物的資
本の減少、人間的機会の資産の減少である。 

生産性の「事前の」低下 

　異常気象の衝撃がもたらす人間開発コストの
すべてが事後に生じるとは限らない。 気候が
変動しやすい地域に住む生計が不安定な人々
にとって、リスクに対する保険がないことは生
産性を高めようとする際の大きな障害となる。
貧困層はリスクを管理する能力に乏しいので、
ハイリスク・ハイリターン投資への参加が困難
である。 事実、貧困層は、貧困から抜け出す
機会から閉め出されている。
　貧困層が貧しいのは「企業家としての」能力
に乏しく、リスクの多い投資を避けるからだと
の主張を耳にすることがある。このような見解
がなぜ間違っているかというと、リスク回避と
革新的な能力を混同している点にある。世帯が
だんだん貧しくなり極度に貧しくなるにつれて、
リスク回避を行うことになるのは当然である。
不利な結果はさまざまなレベルで生存のチャン
スに影響してくるからである。ハイリスクにさら
されている地域、つまり洪水時に流水でおお
われることになる氾濫原、旱魃が生じやすい地
域、あるいは崩れやすい丘の斜面などで正式
の保険に入れずに暮らしている貧困世帯は、
当然のことながら、家計の安全のために潜在
的にハイリターンの投資を優先しようとする。 
農民は、降雨量変動にあまり敏感でないが同
時に収益性も低い生産に踏み切らざるを得ない
こともあるだろう。   
　19 9 0年代にインドの村落を調査した研究に
よれば、所得別4階層のうちの最貧層は、降雨
の時期が少しずれただけでも農業収益は3分の
1も減少するのに対して、最富裕層の場合は、
収益にはほとんど無視できるほどの影響しか
受けなかった。ハイリスクに直面する貧しい農
民は、実際の価値以上の保険をかける傾向が
あった。そうした生産決定の結果、保険つき
のリスク環境で得られた可能性があるよりも低

い平均収益に終わる傾向が見られた。27　タン
ザニアでは、村落レベルの調査により、貧しい
農民は旱魃に強い作物ソルガムやキャッサバな
どの生産に特化していることが分かった。こ
れらの作物は、食糧確保という点では優れて
いるが、収益はあまり多くない。最富裕層が
栽培する作物類は最貧層より25％も収量が多
かった。28     
　これは、実際にはもっと多様な事実上のリス
ク保険の一部に他ならない。このような形のリ
スク保険は、他の要因と絡まり合って不平等を
拡大し、貧困世帯がローリターンの生産システ
ムから抜け出すことを不可能にしている。29　気
候変動のペースが早まるにつれて、多くの開発
途上国において農業生産のリスクは増大するの
に、収益性は低下するようになる（農業と食糧
安全保障については後掲の節を参照）。 世界
の貧困層の4分の3は農業に依存しているので、
このことは全世界での貧困削減努力にとって重
要な意味合いを持つ。
　新しい気候パターンに合わせて調整しなけれ
ばならないのは、世界の貧困層だけではない。
富裕国の農業生産者も気候変動の結果に対処
しなければならない。しかし、富裕国の農業
生産においては、リスクはそれほど厳しくない
だけでなく、OECD 諸国では20 0 5年に約
2250億米ドルに上った大規模な補助金と公的
支援によって著しく緩和されている。30　米国で
は、連邦政府の作物被害に対する保険金支払
額は、20 02年から20 05年まで年平均で40億
米ドルに上った。先進国には、補助金と保険の
組み合わせにより生産者が市場条件下で生じる
よりも高いリターンを得るためにハイリスクの投
資に踏み切ることができる仕組みがある。31

「対処」の人的コスト

　貧困世帯が異常気象の衝撃に対処する上で
無力であることは、直接的に人体への影響とし
て、また貧困の増大として現れている。旱魃は
その説得力ある例のひとつである。
　雨水がうまく波及していかないと、さまざま
な分野でその影響が現れる。生産高の減少は、
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食糧不足、価格高騰、雇用減退、農業賃金の
低下をもたらすことになる。その影響は、栄養
摂取の減少から資産売却など多岐にわたって
対処する戦略に反映されている（表2 .2参照）。
マラウイでは、20 02年の旱魃で、約50 0万人
が緊急食糧援助を必要とする状態に追い込ま
れた。支援物資が届くまでに大分時間がかかっ
たため、多くの世帯が窃盗や売春なども含め、
通常では考えられないような生き残り策に頼ら
ざるを得なかった。32 人間開発が低い段階にあ
る国々では異常気象の衝撃が引き金となって著
しい脆弱性が生じることは、2005年にニジェー
ルで起きた食糧安全保障危機ではっきりと証
明された（Box2 .4参照）。
  旱魃は短期的で一時的な出来事として報じら
れることが多い。しかし、このような慣例は、
たび重なる旱魃が数年も続き、繰り返し打撃

を受けている国々に重大な影響を及ぼしている
事実を曖昧にしている。 エチオピアにおける
研究がこのことを証明している。エチオピアは
198 0年以降、大規模な全国的旱魃を少なくと
も5回経験しただけでなく、局地的な旱魃は文
字通り数十回に及んだ。たび重なる旱魃は、
資産や所得を増やそうとする努力を絶えず妨害
し、多くの世帯を貧困の罠に陥れる。調査デー
タによれば、エチオピアでは199 9年から
20 0 4年にかけて、全世帯の半数以上が少な
くとも1回は大規模な旱魃を経験した。33　この
衝撃は一時的な貧困の主要な原因であり、各
世帯が支障なく生活することができていたな
ら、20 0 4年の貧困者率は少なくとも14％低く
なっていただろう（表2.3参照）。言い換えれば、
貧困ラインを下回る暮らしを強いられた人々は
110 0万人も少なかったことになる。34 
　現在の気候変動がもたらす人間への影響は、
気候変動が人間開発にとってもつ意味合いを
理解するためのこれまではほとんど無視されて
きた背景を明らかにしている。栄養失調の度合
いが悪化し、人々は貧困の罠に陥っている。
旱魃や洪水がますます頻発し、激烈になるとい
う気候変動のシナリオが正しいとすれば、その
結果、影響を受ける国々における人間開発が
大幅かつ急速に後退する恐れがある。

資産の減少──物的資本

　異常気象の衝撃は家計の資産や貯蓄に壊滅
的打撃を与えることがある。生きている動物な
どの資産には異常気象の衝撃に対処するため
のセーフティーネット以上の何かがある。これ
らの資産は人々にとって生産的な資源、栄養、
信用の担保、健康・教育費を支払うための所
得源となるだけでなく、不作の場合には食糧源
ともなる。だから、このような資産を失えば、
将来の脆弱性は増大することになる。
　異常気象の衝撃は対処方法には明らかな脅
威となる。たとえば、体調不良などとは違って、
多くの異常気象の衝撃は共変量である。つま
り、それはコミュニティ全体に影響を及ぼす。
影響を受ける全世帯が消費を維持するために

旱魃に対処するために取られた行動、
1999年（住民の比率、%）

ブラン
タイア町（%）

農村部の
ゾンバ（%）

食事の調整

• 肉をやめて野菜に切り替える 73 93

• 少量ずつ食べて食糧をより長く維持する 47 91

• 1日の食事の回数を減らす 46 91

• 別の食物を食べる（モロコシの代わりにキャッサバにするなど） 41 89

経費の削減

• 薪や灯油の購入を減らす 63 83

• 肥料の購入を減らす 38 33

食物を得るための資金捻出

• 貯蓄の引き出し 35 0

• 借金 36 7

• 現金や食物を得るために臨時労働に従事 19 59

• 家畜や家禽の売却 17 15

• 家庭用品や衣服の売却 11 6

• 子どもの金稼ぎ 10 0

表2.2 マラウイの旱魃──貧困層はどのように対処しているか

出典：Ｄevereux 1999. 

貧困者率（％）

確認された貧困 47.3

旱魃ショックがなかった場合に予測される貧困 33.1

いかなる種類のショックもなかった場合に予想される貧困 29.4

表2.3 エチオピアにおける旱魃ショックの影響

出典：Dercon 2004.



異常気象の衝撃       111  

2

資産を同時に売却すれば、資産価格は低下す
ることが予想される。結果として生じる価値の
低下は急速に、また著しく対処方法の効果を
損ない、その過程で不平等を拡大する。
　エチオピアで199 9/2 0 0 0年に発生した旱魃
に関する調査は、この点を浮き彫りにしている。
旱魃は2月から4月にかけてエチオピアの雨季
のひとつ小雨季（ベルグ季）に少雨という形で
始まった。
　そのため、農民は畑を耕し、作物の種をまく
ことができなかった。その後の大雨季（メルヘ
季）の6月～ 9月には降雨量が少なく、広範囲
にわたって凶作となった。翌年、20 0 0年初め
のベルグ季にも雨量が少なかったため、大規

模な食糧安全保障危機が生じた。主として資産
である家畜の投げ売りが早 と々始まり、30カ月
も続いた。199 9年末には、家畜の価格は旱
魃前の半分未満にしかならず、売った農民は大
きな資本喪失をこうむった。 しかし、すべての
農民が同じ対処方法を採用したわけではな
かった。 4段階の上位2つの階層ははるかに多
くの牛を所有していたが、古典的な「消費の平
準化」パターンにしたがい家畜を早い時期に売
り払った。つまり、食物を手に入れるために保
険のリスク・プレミアムで売買したのである。
対照的に、下位の2つの階層はかたくなに少数
の家畜を保有し続けたので、旱魃期の終わり
になっても家畜所有数はわずかの減少にとど

ニジェールにおける旱魃と食糧不安Box2.4

　ニジェールは世界でもっとも貧しい国
のひとつである。人間開発指数をみる
と底辺近くに位置しており、平均寿命
はおよそ56歳、平均年で子どもの
40%が年齢の割に低体重である。さら
に子ども5人のうち1人以上が、5歳の
誕生日を迎える前に亡くなっている。ニ
ジェールにおける異常気象の衝撃に対
する脆弱性はいくつかの要因と関連し
ており、貧困の蔓延、栄養失調率の高
さ、「通常の」年における食糧安全保障
の不安定さ、健康保険の普及の遅れ、
不確実な降雨への対策ができていない
農業生産システムなどはその一部であ
る。このような根底にある脆弱性が与
える影響は、2004年から2005年に
かけての気候ショックにより、雨季の
早開けおよび広範囲にわたるイナゴの
被害をもって強烈に証明されることと
なった。
　農業生産はすぐさま影響を受けるこ
ととなった。生産高は急落し、22万
3000トンもの穀物の損失を生んだ。
ソルガムやキビの価格は5年平均を
80%も上回るほど上昇した。穀物価
格の高騰に加え、家畜の健康状態の
悪化が家庭の重要な収入源とリスク保

険を奪った。牧草や40%近い家畜用
穀物の損失は、飼料価格の上昇や家
畜の「投げ売り」と相まって、家畜の価
格を押し下げ、農家の重要な収入源と
リスク保険を奪ったのである。脆弱な
世帯は穀物を買う金を得るため、栄養
が不十分な動物を売ったが、家畜価格
の落ち込みは、彼らの食糧安全保障と
交易条件に悪影響を与えた。
　2005年の半ばまでに、ニジェール
全土にわたる約56の区域が食糧安全
保障のリスクに直面することとなった。
全人口の約5分の1に当たるおよそ
2500万人が緊急の食糧援助を必要と
した。マラディ（Maradi）、タウア
（Tahou）、ザンデール（Zinder）などの
地域における12の区域は「極度に危
機的な区域」に分類された。これは、
そのような区域に暮らす人々が毎日の
食事の回数を減らし、草木の根や木の
実を摂取し、さらに雌牛や農機具を
売って生活していることを指す。農業に
おける危機は、以下に示すような厳し
い人的損失をもたらした。
● 近隣諸国や被害の比較的少ない地
域への移住。

● 2005年 に 国 境 な き 医 師 団

（Medicines Sans Frontie res : 
MSF）は深刻な栄養失調率を再び報
告した。それによると、マラディおよ
びタウアにおける6カ月から59カ月
までの乳幼児の19%が栄養失調で
あり、これは平均水準を上回る大幅
な悪化である。MSFはさらに、治
療のための給食センターにおいて、
深刻な栄養失調に苦しむ子どもの数
が4倍も増加していると報告した。

● 米国際開発庁（USAID）の調査チー
ムは、ニジェールの女性たちが「ア
ンザ（Anza）」という野生の食料の採
集のためにまる1日を費やしていると
報告した。
　ある点では、ニジェールにおける人
間開発水準の低さが、この国を極端な
事例にしているともいえる。しかし
2005年に行われた開発によって、気
候関連のリスクを増大させるメカニズム
は対処戦略を中断させ、大きな脆弱性
を生む可能性があるということがあから
さまな形で実証されたのである。
出典：Chen and Meisel 2006; Mousseau 
and Mittal 2006 ; MSF 2005 ; Seck 
2007a.
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まった。その理由は、家畜は畑を耕すために
不可欠な生産手段だったからである。実際、
富裕層は生産的資産の減少によって不利益を
こうむることもなく消費を円滑にすることができ
た。しかし、貧困層は、二者択一を迫られた
のである。35   
　農牧畜および牧畜に従事する世帯は生計を
家畜に依存する度合いがはるかに大きいが、や
はり旱魃期には大幅な資産喪失に苦しむことに
なる。エチオピアの経験が繰り返し示している
ように、旱魃の結果、家畜価格が穀物価格に
比べて急激に低下するために、交易条件の悪
化に悩まされるのである。 
　別の例をホンジュラスの経験から挙げてみよ

う。1998年に、ハリケーン・ミッ
チが国土を寸断した。この場
合、貧困層が貧困状態の急激
な悪化に対処するために売却
せざるを得なかった資産の割
合は富裕層よりはるかに大き
かった。異常気象の衝撃は、
この場合は、貧困層の生産的
資産を減少させることにより、
将来の不平等拡大の条件を創

り出した（Box2 .5参照）。 

資産減少──人間の機会 

　異常気象の衝撃に苦しむ人間を報道するメ
ディアの映像は、貧困世帯が不利益を強いるト
レード・オフに陥っていることを捉えていない。
旱魃、洪水、暴風雨その他の気象事象が生産
を混乱させ、所得を減らし、資産を減少させる
とき、貧困者は所得の喪失か支出の削減かと
いう厳しい選択を迫られる。どちらを選んで
も、結果として、人間開発の見通しを妨げる恐
れがある長期的なコストが残る。 異常気象の
衝撃が人々を陥れるトレード・オフは、所得、
ジェンダーその他の差異に基づく広範囲にわた
る不平等を強化し永続させる。 いくつかの例
を挙げよう。
● 栄養　旱魃や洪水などの異常気象の衝撃
は、栄養状態の大幅な悪化をもたらすこと

が多い。食物が手に入りにくくなり、価格が
上昇し、雇用機会が縮小するからである。
栄養状態の悪化は、対処方法が破綻してい
ることのもっとも有力な証拠である。20 0 5
年に東アフリカの広範な地域を襲った旱魃
は、このことの例証である。ケニアでは、
26地区の推定330万人が飢餓のリスクにさ
らされた。被害がもっとも深刻だったカジア
ド県では、20 03年の2度の雨季が少雨だっ
たことの累積効果に加えて20 0 4年の雨季に
深刻な水不足に陥ったことから、生産はほ
ぼ壊滅状態に陥った。とくに、モロコシや豆
など雨水を利用する作物の生産減少は、人々
の食事と購買力の両方に悪影響を及ぼした。
地区保健所は、医療扶助を求める子どもの
30％に正常な年と比べて体重が6％不足して
いるなど、栄養失調が増加していると報告し
た。36　ある場合には、消費と生存の間のト
レード・オフが栄養摂取面でジェンダーによ
る偏向を悪化させることがある。インドの調
査では、消費不足と食料品価格上昇の時期
の大半を通じて女の子の栄養状態が悪化
し、降雨量の不足は男の子よりも女の子の死
亡と強く関係していることが分かった。37 

● 教育　最貧困世帯が労働力供給を増やすた
めに、子どもを教室から退出させて労働市
場へ送り込むことは珍しいことではない。「通
常な」年でさえ、貧困世帯は、たとえば収穫
前の穀物不足の時期に児童労働に頼らざる
を得ないことがよくある。旱魃と洪水はとり
わけそうした圧力を強める。エチオピアやマ
ラウイでは、子どもたちが収入を得る活動に
従事するため学校から連れ出されることは日
常茶飯事である。バングラデシュやインドで
は、貧困世帯の子どもたちは窮迫時には農
場で働いたり、牛を世話したり、あるいは食
物と引き替えに他の仕事に従事する。ニカラ
グアでは、ハリケーン・ミッチが襲来した後、
学校に通うのをやめ働いている子どもの割
合は、被災世帯の7.5％から15 .6％へと上昇
した。38　影響を受けるのは低所得国だけで
はない。199 8年から20 0 0年までメキシコ

異常気象の衝撃が人々を陥れる
トレード・オフは、
所得、ジェンダーその他の差異に
基づく広範囲にわたる不平等を
強化し永続させる。

異常気象の衝撃は貧困層の
もっとも貴重な資産、
つまり健康と労働力にとって
重大な脅威となる
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の家庭を調査したある研究によれば、旱魃
になると児童労働が増加する。 

● 健康　異常気象の衝撃は貧困層のもっとも
貴重な資産、つまり健康と労働力にとって重
大な脅威となる。 栄養状態の悪化と所得の
減少は、一対の脅威である。つまり、病気
にかかりやすくなると、治療を受ける資金が
少なくなる。旱魃と洪水は多くの場合、子ど
もたちの間に下痢やコレラ、皮膚病、急性
の低栄養が増加することに見られるように、
さまざまな健康問題を引き起こす触媒であ
る。一方、古くからの問題に取り組みかつ新

しい問題に対処する能力は、貧困の増大に
よって妨げられる。本報告書のために行った
調査によれば、1998 ～ 20 0 0年の時期に
メキシコ中部では、5歳未満の子どもたちが
病気になる率は気象ショックの影響を受けた
ときに上昇したことがわかった。病気にかか
る確率は旱魃のときは16％、洪水の時は
41％も上昇したのである。39　アフリカ南部は
20 02年に食糧危機に陥ったが、レソトとス
ワジランドの世帯の半数は医療費を減らした
と報じられた。40　病気の治療費を減らすか、
それとも治療を先送りするという選択に迫ら

ホンジュラスにおける資産投げ売りBox2.5

　気候変動は、海面温度が上昇するに
つれて、さらに一層強烈な熱帯性低気
圧をもたらすであろう。その追加的なリ
スクは社会全体にのしかかるだろうが、
リスク管理能力に限度がある貧しい世
帯がもっとも苦しむことになる。もっと
も深刻な被害を受ける地域のひとつと
予想される中央アメリカの事例は、台
風がどのように資産を破壊しうるか、ま
たどのように不平等を悪化させうるか
を示している。
　旱魃は何カ月もかかって「遅れて現れ
る」危機として発生するが、それとは対
照的に、台風は直ちに影響を与える。
1998年にハリケーン・ミッチがホン
ジュラスに襲いかかった際には、即時
的かつ壊滅的な影響が出た。ハリケー
ンの直後に集められたデータによれば、
貧しい農村世帯では、穀物生産からの
収益の30%から40%を失った。貧困
率は全国レベルで69%から77%へと
8%も増加した。低所得世帯もまた、
平均でその生産的資産の15%から
20%を失い、立ち直る見通しが危うく
なった。
　ハリケーン・ミッチ直撃のおよそ30
カ月後に行われた世帯調査は、災害対
策現場における資産管理戦略を知る手
がかりを与えている。全世帯のほぼ半
数が生産的資産の損失を報告した。当

然ではあるが、ホンジュラスのような高
度に不平等な国ではとくに損失額は財
産が多い世帯ほど増加する。ミッチ直
撃以前に、所得に応じて4つに分けた
階層のうち最上位グループ、つまりもっ
とも裕福な世帯グループにより報告さ
れた平均資産価値は、もっとも貧しい
世帯のそれに比べ11倍も大きいのであ
る。ところが、もっとも貧しいグループ
はその資産価値のおよそ3分の1を失
い、一方もっとも裕福なグループでは
7%の損失に止まっている（表参照）。
　復興への取り組みにおいては、最上
位世帯の25％への助成平均額は、1
世帯につき320米ドルに達し、この金
額は最貧世帯への水準の2倍強に当
たる。
　ハリケーンによるショック後の資産
再建に関する詳細な分析は、ハリケー
ン・ミッチが資産を基盤とする不平等
を増進させた経緯に注目している。ミッ

チ直撃後の2年半にわたる資産価値の
成長率を、それ以前のデータに基づい
て予測した傾向と比較すると次のこと
が明らかになる。富裕層と貧困層の両
方が資産基盤の再建に取り組んでいる
のに、最貧世帯グループに対する純成
長率は、ミッチ以前に予想された数字
を48%も下回っており、一方でもっと
も裕福な世帯グループは14%下回るの
みなのである。
　資産における不平等の高まりは重要
な意味を持つ。ホンジュラスは、所得
配分のジニ係数が54と世界でもっとも
不平等な国のひとつである。もっとも
貧しい20%の人々の所得は、国民所得
の3%にしかならない。貧困層の間で
の資産損失は、将来的に、投資機会
の減少や脆弱性の増大、さらに所得不
平等の高まりを生むこととなろう。
出典：Carter et al. 20 05 ; Morris et 
al. 20 01.

ハリケーン・ミッチは貧困層の資産を奪った

出典：Carter et al. 2005.

最も貧しい
25%

下から2番目の
25%

3番目の
25%

最も裕福な
25%

ハリケーン・ミッチ襲来により
失った資産の割合（%）

31.1 13.9 12.2 7.5
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れた結果、死に至ることも少なくない。
　栄養や教育、健康などの領域における強制
されたトレード・オフは、遠い将来まで影響を
及ぼす。ジンバブエの詳細な家庭調査分析に
よれば、異常気象の衝撃による人間開発への
影響は持続することが証明されている。研究
者たちは1982年から198 4年まで旱魃が続い
た時期に1～ 2歳だった子どもたちのグループ
を抽出し、13～16年後に同じ子どもたちを調
査した。その結果、旱魃の影響により平均身
長は2 .3 cm低く、入学が遅れた結果、学校教
育を受けた期間は0 .4年少なかった。教育にお
ける損失の結果は、生涯所得の14％の減少と
なった。ジンバブエでもっとも影響が深刻だっ
たのは、家畜、すなわち、消費を平準化する
ための主要な自家保険資産が少ない世帯の子
どもたちだった。41

　ある特定のケースから生じる結果を解釈する
ときには慎重でなければならない。しかし、ジ
ンバブエの経験は、異常気象の衝撃から栄養

状態の悪化、発育の阻害、教育の機会喪失を
通じて長期的な人間開発の後退に至るまでの
波及経路を立証している。他の国々の具体的
証拠から、こうした経路の存在と持続性が確
認される。バングラデシュが1998年に大規模
な洪水に襲われたとき、最貧困世帯は、長期
的な栄養と健康の低下に至る対処方法を取ら
ざるを得なかった。現在、多くの成人が洪水
の直後、子どものときにこうむった欠乏状態の
結果を抱えながら暮らしている（Box2 .6参照）。

今日の異常気象の衝撃から明日の窮乏へ
──低度の人間開発の罠が作動中
  
　単一の外的ショックが永続的な影響を及ぼ
すことがあるという考え方は、異常気象の衝
撃、ならびに気候変動から、本章で詳しく論じ
ているリスクと脆弱性の関係へとつながってい
く結びつきの存在を踏まえている。旱魃やハリ
ケーン、洪水その他の異常気象の衝撃の直接

バングラデシュにおける「今世紀最大の洪水」Box2.6

　洪水は、バングラデシュの生態系に
おいては正常な現象である。ところが
気候変動により、「異常な」洪水が将来
の生態系の永続的な特徴となりそうで
ある。「今世紀最大の洪水」と呼ばれる、
1998年の洪水の経験は、洪水の増
加が長期的な人間開発の後退を引き起
こしうるという危険性を浮かび上がら
せている。
　1998年の洪水は異常気象によるも
のであった。通常の年においては、バ
ングラデシュの国土の4分の1ほどが浸
水する。1998年の洪水では、そのピー
ク時には、国土の3分の2が水に覆わ
れた。1000人を超える死亡者が出、
さらに3000万人が住居を失った。稲
作全体の約10%が失われた。洪水が
続いたため作物の植え直しはできず、
数千万の世帯が食糧安全保障の危機
に直面することとなった。

　大規模な食糧輸入と政府による支援
食糧の運搬が人道的大惨事に至るのを
防いだ。しかし政府はいくつかの主要
な人間開発については後退を回避する
ことができなかった。栄養失調に苦し
む子どもの割合は、洪水後に倍増した。
洪水の15カ月後には、洪水時に栄養
不良状態にあった子どものうち40%が
依然回復しておらず、洪水以前の低い
栄養水準にすら達していなかったので
ある。
　各世帯はいくつかのやり方で洪水に
対応した。支出の削減や資産売却、さ
らに借入の増加のすべてが重要な役割
を果たした。貧しい世帯ほど資産の売
却と借入の両方を行う傾向があった。
洪水が収まって15カ月後には、もっと
も貧しい40%の世帯の家計における負
債額は、平均して毎月の支出の150%
にもなり、洪水前の水準の2倍にも達

した。
　1998年の洪水に対する管理政策
は、時に災害管理におけるサクセス・
ストーリーと見られることがある。さら
なる人命の損失が回避されたという点
に限っては、その認識は部分的にもっ
ともなことである。しかし、洪水は長
期的な悪影響をもたらし、とりわけす
でに栄養失調に陥っていた子どもたち
の栄養状態への影響は顕著である。被
害を受けた子どもたちは、その結果か
ら立ち直れないまま過ごすことになる
可能性がある。貧しい世帯は短期的に
は支出の削減や、このような対応策は
脆弱性を強めることになるのだが病気
の増加を通じて、さらに大きな額の家
計債務を抱え込まざるを得ないので、
苦境に立たされることになる。
出 典：del Ninno and Smith 2003 ; 
Mallick et al. 20 05 .
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かつ即時の影響はひどく恐ろしい結果をもたら
す可能性がある。しかし、その後遺症はより
広範な諸要因と相互に作用し合い人間の能力
の発展を抑えることがしばしばである。 
　これらの後遺症は貧困の罠との類推によっ
て理解することができる。 エコノミストは、貧
困層の暮らしのうちに貧困の罠が存在すること
をずっと以前から認識していた。 貧困の罠論
には多くのバージョンがあるが、それらは総じ
て所得と投資に焦点を当てている。 ある解釈
では、貧困は、貧困層の投資能力を抑える信
用面の制約の自律的な結果であると見なされて
いる。42　他の解釈は、低生産性、低所得、低
貯蓄、低投資の自己増幅的循環を指摘してい
る。これらが病弱、教育の機会制限と結びつ
くと、所得と生産性を引き上げる機会が制限さ
れることになる。    
　気象災害に見舞われたとき、一部の世帯は
生活を急速に建て直し、資産を再建すること
ができる。 回復に時間がかかる世帯もある。
さらに、再建がまったく不可能な世帯もあるだ
ろうし、とくに貧困世帯の場合はその可能性が
高い。貧困の罠は、その限界を下回ると、人々
は生産的資産を構築することも、子どもたちを
教育することも、健康と栄養を向上させること
も、徐々に所得を増やしていくこともできなくな
る資産または所得の最低水準であると考えるこ
とができる。43　その最低水準を上回る人々は、
貧困と脆弱性の悪循環に陥ることがないような
方法でリスクを管理することができる。逆にそ
れより下の人々は、貧困の重力から逃れること
ができる臨界点に達することができない。    
　所得貧困の罠の分析は、剥奪が時間の経過
とともに波及していくプロセスに注目してきた。 
同様に、人々に開かれている選択を決定するさ
まざまな属性の総体である人間の能力の重要
性を、あまり重視してこなかった。 重点を能力
の方にシフトさせることは、決して所得の役割
を無視することではない。低所得は明らかに人
間性の剥奪の主要原因である。 しかし、制限
された所得は、能力の発展を抑える唯一の要
因というわけではない。 基礎教育や健康およ

び栄養向上の機会を奪われることが能力剥奪
の源泉である。さらに、これらの機会の喪失
は、人々が意志決定に参加し、自らの人権を
擁護する能力など他の次元における進歩の欠
如と結びついている。     
　貧困の罠と同様に、低度の人間開発の罠は、
人々がその水準を超えれば能力強化の好循環
を巧みに計画・推進することができる最低水準
を突破できないときに生じる。異常気象の衝撃
は、このような罠を長期にわたって持続させる
多くの外的要因のひとつである。異常気象の
衝撃は、その他の出来事、つまり病弱や失業、
市場の矛盾や混乱と相互作用する。 これらの
要因も重要ではあるが、異常気象の衝撃は、
低度の人間開発の罠を持続さ
せるもっとも重要な力のひとつ
である。     
　本報告書のために行なわれ
た研究は、低度の人間開発の
罠が働いていることを示す証拠を提供してい
る。 影響を受けた人々の暮らしが時の経過と
ともにどう変わっていくのかなど異常気象の衝
撃の影響を追跡するために、私たちは、ミクロ・
レベルの世帯調査データ（テクニカルノート2参
照）を分析する計量経済モデルを開発した。 
私たちは、確認された異常気象の衝撃に関連
した特定の人間開発結果を検討した。 旱魃の
時期に生まれた子どもたちの栄養状態にはど
んな違いが生じるのだろうか。私たちのモデル
に入力するために、この質問を旱魃の頻発に
直面している数カ国に提起してみた。その結
果、被災した子どもたちの生活機会に旱魃が
有害な影響を及ぼしていることが証明された。
● エチオピアでは、旱魃の年に生まれ、その
影響を受けた5歳未満の子どもについて見る
と、その36％は栄養失調に陥りがちであり、
また41％は発育が遅れがちであった。 これ
は実数で言えば約20 0万人の「追加的な」栄
養失調の子どもがいるということである。 

● ケニアの場合、旱魃の年に生まれると、子ど
もが栄養失調に陥る率は50％も高くなった。 

● ニジェールでは、旱魃の年に生まれ、その

政府は、回復力を強化し、
貧困者に優しいリスク管理を
支援し、脆弱性を削減する
仕組みを作り出す上で
決定的な役割を果たすことができる。
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影響を受けた2歳未満の子どもの72％に発
育の遅れが目立ち、旱魃の被害に遭うと深
刻な栄養欠乏に陥ることを示している。  
　これらの調査結果は、気候変動との関係で
重要な意味合いがある。 調査結果は明らかに、
「現在の」異常気象の衝撃に対処する上で貧困
世帯が無力であることがすでに人間の能力低
下の主因となっていることを実証している。栄
養失調は、雨季が明ければ、あるいは洪水の
水が退けば、解消される苦しみではない。そ
れは、子どもたちが生涯にわたって引きずって
行かなければならない不利の循環を生みだす。
1970年代の旱魃または洪水の年に生まれたイ
ンドの女性は、同じ年齢で自然災害の影響を
受けなかった女性と比べて小学校に通う率が
19％低かった。気候変動に関連したリスクの
増大は、このような不利の循環を強化する潜在
的可能性（ポテンシャル）を伴っている。

　私たちは「ポテンシャル」という言葉を強調す
る。 すべての旱魃が飢饉、栄養失調あるいは
教育機会の剥奪が発生する前兆であるとは限
らない。また、すべての異常気象の衝撃が資
産の投げ売り、脆弱性の長期にわたる増加、
あるいは人間開発停滞の罠の広がりをもたらす
わけではない。これは公的政策や公共機関が
重要な意味を持つ分野である。政府は、回復
力を強化し、貧困者に優しいリスク管理を支援
し、脆弱性を削減する仕組みを作り出す上で決
定的な役割を果たすことができる。これらの
分野では、政策は、人間開発に有利な環境を
創り出すことができる。気候変動の場合、適応
のための国際協力は、これらの政策を拡大強
化し、増大するリスクに対抗するための重要な
条件である。この問題は、第4章で再び取り上
げる。

2 先を見通す──これまでの問題と新たな気候変動が抱える
リスクの問題

　「予測は非常に難しい。とくにそれが将来に
関することであればなおさらである」。これはデ
ンマークの物理学者でノーベル賞を受賞した
ニールス・ボーアの言葉である。この言葉はと
りわけ気候によく当てはまる。 しかし、特定の
事象がいつ起きるかは不確かであるが、気候
変動に関連した平均的状態の変化は予測する
ことができる。    
　IPCC の第4次評価報告書は、将来の気候
見通しの推定としては最良と言えよう。これら
の見通しは個々の国々の気象予報ではない。
それが提示しているのは、気候パターンのさま
ざまな変化が生じる一連の確率である。基本
的な筋道は人間開発にとって重要な意味合い
を持つ。今後数十年間に旱魃や洪水、暴風雨
などの事象に人間が遭遇する機会は着実に増
加するだろう。 異常気象はますます頻繁に発
生し強烈になる一方、モンスーンや降雨の時期

は不確かになり、予測は難しくなるだろう。
　本節では、私たちは、IPCC の推定から人
間開発の結果へとつながっていく、その関連性
をひととおり検討する。44　私たちは気候がもた
らす「可能性がある」ならびに「可能性が非常
に高い」結果に焦点を絞る。これらは発生確率
がそれぞれ66％および90％を超える場合を指
す。45これらの結果は単に平均的なグローバル
ならびに地域的状態に関わるものであるが、リ
スクと脆弱性が発生する源泉を突き止めるのに
役立つ。 

農業生産と食糧安全保障 

IPCC 予測　高緯度地域では降雨量が増大、
亜熱帯地域では減少、いくつかの地域では乾
燥化の現在のパターンが続く。温暖化に関して
は、サハラ以南アフリカ、東アジア、南アジア
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の全域で気温が世界平均を上回りそうだ。水
不足となる多くの地域では、気候変動の結果、
旱魃の頻発や水の蒸発の増大、降雨と雨水流
出のパターンの変化により、いま以上に水が入
手しにくくなると予想される。46 

人間開発の予測　農業生産が大幅に減少し、
栄養失調の増加と貧困削減の機会の減少に至
る。全体として、気候変動は所得を減らし、弱

い立場にある人々の機会を奪うだろう。208 0
年までに、新たに飢餓のリスクにさらされる
人々は6億人に達する可能性がある。これは現
在サハラ以南アフリカで貧困のうちに暮らして
いる住民の2倍となる。47

　気候変動が農業に及ぼす影響のグローバル
な評価だけを見ていると、国によって、また国
内でも地域によって大きく異なる実態は見逃さ
れる。大まかに言えば、気候変動はリスクを増
大させ、また開発途上国の農業の生産性を低
下させる。 対照的に、先進国では生産を増大
させることが可能であり、その結果、世界の
食糧生産の分布に変化が生じる可能性がある。
開発途上国は、富裕国からの輸入への依存を
強め、農民は農業貿易での市場シェアを奪わ
れることになる。48 
　農業における気候変動のリ
スクに新たなパターンが出現し
ていることは、人間開発にとっ
て重要な意味を持つ。1日1米
ドル未満で暮らしている世界人口の４人に３人
は、農村部に居住している。彼らの生活は小
規模な自作農業、農場雇用あるいは牧畜に依
存している。49　彼らはまた、全世界で栄養失
調に陥っている8億人の大半を占める。した
がって、気候変動の農業への影響は大きな乗
数効果を伴う。農業生産と雇用は多くの国の
経済を支えている（表2 .4参照）。農業セクター
は、開発途上国約50カ国の輸出所得の3分の
1以上を、また開発途上世界の雇用の半数近く
を占めている。50　とくにサハラ以南アフリカで
は、エチオピアの経験が実証しているように（図
2 .5参照）、経済成長率は降雨量と緊密に結び

開発途上国は、富裕国からの
輸入への依存を強め、
農民は農業貿易での市場シェアを
奪われることになる

表2.4 農業は地域開発において重要な役割を果たしている

出典：Column 1: World Bank 2007d; column 2：WRI 2007b.

農業の付加価値
（対GDP比、%）

2005年

農業労働力
（総労働力に占める割合、%）

2004年
アラブ諸国 7 29 
東アジア・太平洋諸国 10 58 

ラテンアメリカ・カリブ海諸国 7 18 

南アジア 17 55 

サハラ以南アフリカ 16 58 

図2.5 エチオピアでは所得の変動は降雨量の
変動に連動している

1982-90年の平均雨量と
比べた年間降水量

GDP成長率

出典：World Bank 2006e.
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ついている。 さらに、サハラ以南アフリカでは、
農業で1米ドル生み出される毎に、非農業セク
ターでは最大3米ドルが生み出されると推定さ
れる。51

　気候をモデル化してみると、生産のパターン
に非常に大きな変化が生じることが分かる。あ
る研究では、6つのモデル化の結果を平均した
結果、208 0年代には生産高のポテンシャルが
変化することを確認した。52このような結果から、
気がかりな状況が浮き彫りになってくる。グロー
バルなレベルでは、農業総生産のポテンシャル
はほとんど気候変動の影響を受けない。しか
し、平均を見ただけでは地域別の著しい変化
は分からない。208 0年代には、農業のポテン
シャルは、先進国では主として生育期が延びる
結果、8％増加すると見られるのに対して、開
発途上国では、それは9％減少する可能性が
ある。サハラ以南アフリカとラテン米国は、減少
幅がもっとも大きいと推定される（図2 .6参照）。

サハラ以南アフリカ──リスクにさらされている

地域

　世界の最貧地域であり、かつ降雨依存度が
もっとも高い地域であるサハラ以南アフリカは、
それだけに特別の関心を呼ぶ。どの地域でも、
農業生産者は乏しい資力で、しかも気温と降
雨のパターンのわずかな変化にも敏感で脆弱な
環境のもと農業に従事している。乾燥地域で
は、複雑な間作システム、たとえば、モロコシ
と豆、ササゲ豆とソルガム、雑穀と落花生類な
どがリスクを管理し、生計を支えるために開発
されてきた。気候変動は、こうしたシステムと
それが支えている暮らしに対する直接的な脅威
となっている。     
　そのような脅威は、ハドリー気候変動セン
ターが推定しているように、ひとつには旱魃に
弱い地域へと農地が拡大していったことから生
じている（地図2 .1参照）。乾燥および半乾燥
地域は60 0 0万～ 90 0 0万ｈａも増えると推定
されている。いくつかの地域では、気候変動
は209 0年までに大規模な損害をもたらす可能
性がある。 アフリカ南部はとくに緊急の脅威に
直面している。IPCCによれば、20 0 0年から
202 0年までに降雨による農業の生産高は最大
50％も減少する可能性がある。53    
　乾燥地の農業システムは、気候変動からもっ
とも大きな被害を受ける分野のひとつとなるだ
ろう。ある研究では、20 6 0年までに降雨量が
4％減少し、かつ気温が2 .9°C上昇した場合
のサハラ以南アフリカの乾燥地に生じるであろ
う影響を検討した。その結果は、 2 0 6 0年ま
でにヘクタール当たりの収益が約25％減少する
というものであった。2003年価格で評価すると、
全体としての収益減少分は20 6 0年に約260
億米ドルに相当するが、54　これは20 0 5年に行
われたこの地域への二国間援助を上回る。 大
ざっぱな言い方をすれば、マラウイのように頻
繁に被害を受けた国々で生じたような極度の食
糧不足が今後は常態化する恐れがあるというこ
とになる（Box2 .7参照）。
　気候変動によって多くの国々で換金作物の生
産が危険にさらされる恐れがある。 平均気温

進む乾燥化──アフリカの旱魃地域は拡大している地図2.1

出典：Met Office 2006.
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の妥当と思われる将来のパターンについて述べている。シナリオA1は化石燃料（A1FI）、非
化石エネルギー（AlT）あるいは両者の組合せ（A1B）への依存と結びついた、急速な経済
成長と人口増加を想定している。ここで使用されているA2シナリオは、比較的低い経済成
長率、グローバリゼーションの鈍化および、継続的な高い人口増加率を想定している。降雨
量と蒸発量の見通しに基づいて計算されたパーマー旱魃深刻度指数のマイナスの変化は、よ
り深刻な旱魃を意味する。
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が2℃上昇すると、ウガンダでコーヒーの栽培
に利用できる土地面積は減少すると推定され
る。55コーヒーは農村部の現金収入の多くを占
め、輸出収入でも大きな額に上る部門である。
ときには、モデル化によって楽観的な結果が生
じ悲観的なプロセスが覆い隠される場合があ
る。 たとえば、ケニアでは、茶の生産を維持
することは可能だろうとの見通しが得られる。

　しかし、現在の場所においてではない。 ケ
ニア山での生産は、現在は森林によって覆われ
ている急峻な斜面へと移動しなければならな
いのであり、このことから生産が継続されたと
しても環境は被害を受けるであろうことが推論
されるのである。56

　サハラ以南アフリカ地域で推定されるような
大規模な気候変動の影響は、農業には到底と

マラウイの気候変動──同じ影響でももっと多く、なお悪いBox2.7

　気候変動モデルは、マラウイの悲観
的な未来図を示している。地球温暖化
により2050年までに気温は2-3℃上
昇すると推定されており、降雨量と水
の利用可能性の減少が懸念されてい
る。気温上昇と雨量の減少という組み
合わせは土壌水分の顕著な減少をもた
らし、雨頼みの生産に依存する小自作
農の90％に影響を及ぼす。小自作農
の主要食用作物であり、平年にはカロ
リー消費量の4分の3の供給源である
モロコシ生産のポテンシャルは10％強
低下すると推定されている。
　人間開発にとっての意味合いはどん
なに強調しても強調しすぎるということ
はない。 気候変動の影響は極度の脆
弱性によって特徴づけられる国に重くの
しかかるのだ。この国の脆弱性を示す
ものとして、栄養不良の蔓延に加え、
世界でももっとも深刻なHIV/エイズ危
機に直面し、ほぼ100万人がこの病と
共に生きていることを挙げることができ
よう。貧困は非常に根強い。マラウイ
人の3人に2人はこの国の貧困線を下
回る暮らしをしている。人間開発指数
（HDI）を見ると、この国は 177カ国中、
164位にランクされている。平均寿命
は約46歳まで低下している。     
　近年の相次ぐ旱魃と洪水は、気候変
動が生みだす新たな圧力がどれほど大
きいかを実証している。2001/2002
年に、局地的な洪水によりモロコシの
生産量が通常の3分の2に落ち込んだ
ため、この国は、最近の記憶にある限
り最悪とも言える飢饉に苦しんだ。マ

ラウイの中央・南部地方では500人か
ら1000人が被災中に、あるいは直後
に死亡した。最大2万人が関連する栄
養失調および疾病の間接的影響により
死亡したと推定されている。モロコシ
価格が上昇したため、栄養失調者が増
加し、サリマ地区では2001年12月
から2002年3月の間に栄養失調率は
9％から19％に上昇した。
　2001/2002年の旱魃は対処戦略
を掘り崩した。人々は、単に食事を減
らし、子どもを退学させ、家財道具を
売り、日雇い労動を増やしただけでな
く、植えるために取っておいた種子を食
べ、食物と引き替えに生産的資産を売
り払わざるを得なかった。その結果、
2002年になると、多くの農民の手元
には植えるべき種子がなかった。
2005年には、この国は再び旱魃によっ
て引き起こされた危機のまっただ中に
あり、人口1300万人強のうち470万
人以上が食糧不足に陥った。 
　気候変動は、旱魃と洪水が生みだし
た強力な剥奪のサイクルを強化する恐
れがある。 増大するリスクが深刻な脆
弱性を特徴とする社会にのしかかってく
る。「正常な」年でも、全世帯の3分の
2は家族のニーズを満たすに十分なだ
けのモロコシを生産することができて
いない。信用や肥料その他の投入財が
十分手に入らないことと関連して土壌
の肥沃度が低下しているため、過去
20年間でヘクタール当たりのモロコシ
生産量は2.0トンから0.8トンへと減少
した。降雨量の減少と関連した生産性

の低下はそれでなくとも悪い状況をさら
に悪化させるだろう。     
　健康への直接的影響とは別に、
HIV/エイズは新しい種類の脆弱なグ
ループを生みだした。それは、成人労
働力を欠くか、高齢者あるいは子ども
たちが率いる世帯、病気の家族を抱え
生産を続けられない世帯を含んでいる。 
女性は、HIV/エイズ患者や孤児を世話
し、水と薪を集め、農業生産に従事す
るという3つの負担を抱え込んでいる。
中央地域に関する調査の対象となった
HIV/エイズに感染した世帯のほとんど
すべては、農業生産が減少したと答え
た。 HIV/エイズ感染グループは、増
大する気候変動リスクに直面する最前
線に立たされることになる。
　マラウイのような国にとって、気候変
動は、人間開発の著しい後退をもたら
す可能性を持っている。気候変動に
よってほんのわずかリスクが増えても、
急速な下方スパイラルが生じると予想
できよう。リスクのうちのいくつかは、
正しい情報、洪水管理インフラおよび
旱魃防止対策を提供することによって
緩和することができる。もっとも脆弱
な世帯の生産性を引き上げる社会的支
給や福祉移転、セーフティーネットを通
じて、またこれらの世帯をエンパワーメ
ントしリスクをより効果的に管理できる
ようにすることによって、社会の回復力
を強化していなければならない。 
出典： Devereux 2002 ,2006c; Menon 
2007a; Phiri 2006 ; マラウイ共和国
2006年． 
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どまらないだろう。国によっては、気候パター
ンの変化が紛争の火付け役になる危険が現実
に存在する。たとえば、スーダンの北部コルド
ファンの気候モデルは、203 0年から20 6 0年
までに気温が1 .5℃上昇し、降雨量は5％減少
することを示している。考えられる農業への影
響としては、ソルガムの生産量の70％減少など
が挙げられる。この背景には降雨量の長期に
わたる減少があり、その結果、いき過ぎた放牧
と相まってスーダンのいくつかの地方で砂漠が
過去40年間に約10 0kmも広がってきている。
気候変動と進行中の環境悪化との相互作用に
より、さまざまな紛争が激化する可能性があ
り、長期的な平和と人間の安全確保の基礎を
築こうとする努力がむしばまれることとなる。57

拡大する脅威 

　サハラ以南アフリカが直面する脅威は重大で
あるが、それに目を奪われて人間開発にとって
より広範囲なリスクが存在することを忘れては
ならない。気候変動の結果である開発途上世
界の降雨パターンの変化は重要であるが、不
確かでもある。　

　エルニーニョ現象 / 南方振
動（ENSO）、言い換えれば地
球表面の3分の1を覆う海水と
大気サイクルについてはまだよ
くわかっていない。大ざっぱ

に言えば、エルニーニョは、アフリカと南およ
び東アジアの広大な地域において旱魃のリスク
を増大させる一方、大西洋ではハリケーンの活
動を活発化させる。インドでの研究により、農
業システム全体の存続可能性がそこにかかって
いるエルニーニョとモンスーン発生のタイミング
との間には関連があることを示す証拠が明らか
となった。58モンスーンの強さと変動性が少し
違っても、南アジアの食糧安全保障に劇的な
影響を及ぼす可能性があった。
　気候変動の地球規模での予測は重要な地域
的影響を曖昧にすることがある。インドのケー
スを検討してみよう。インドでは、全体として
降雨総量がかなり増加するとの予測がいくつか

ある。しかし、雨が多くなりそうだと予測され
ているのは、集中豪雨のような降り方をするモ
ンスーン期のことであり、しかもインドでもこれ
まで雨が多いことで知られているので洪水のリ
スクが増えるような地域なのである。その一方
で、他の広大な地域では降雨量が減りそうな
のである。これら旱魃に陥りやすい地域は、ア
ンドラプラデシュ、グジャラート、マディヤプラ
デシュ、ラジャスタン州などである。アンドラ
プラデシュ州のミクロレベルの気候調査によれ
ば、205 0年までに気温は3 .5℃上昇し、その
結果、コメなど大量の水を必要とする作物の収
穫量は8～ 9％減少する見通しである。59

　これほどの規模の損害が生じれば、農村生
活における脆弱性が大幅に増大することは避
けられない。それぞれの世帯が自家消費用に
生産していた食物の量が減少し、現地市場へ
の供給量は低下し、雇用機会は縮小すること
になる。これは過去の具体的事実から将来の
脅威を明瞭に示すことができるもうひとつの領
域である。 アンドラプラデシュ州での、乾燥
地域8地区を対象としたある調査によれば、旱
魃は平均して3～ 4年ごとに発生し、生産額の
5～10％に相当する被害をもたらしていた。こ
れほどの被害があれば、多くの農民は否応なし
に貧困ライン以下の生活に落ち込むことにな
る。インドの農家所得のモデルは全体として、
気温が2～ 3 .5℃上昇すれば、農家の純収入
は9 ～ 25％減少する可能性があることを示し
ている。60

　このような推定の持つ意味合いを過小評価
してはならない。インド経済は高成長を続けて
いるが、その恩恵は平等に行き渡ってはおらず、
人間開発では立ち後れている面が少なくない。
人口の約28％、約3億20 0 0万人は貧困ライ
ンを下回る暮らしを余儀なくされており、その
貧困層の4分の3は農村部に住んでいる。もっ
とも脆弱なグループに属する農村労働者の失
業率は上昇しており、また農村の子どものほぼ
半数は歳の割には体重が不足している。61　増
大する気候変動リスクをこうした人間開発の大
きな立ち後れと重ね合わせると、インドの第11

気候変動と関連した生産性の
低下によって、降雨による
生産者と商業用生産者の不平等は
拡大し、前者の生活は悪化し、
結局は移住を余儀なくされるだろう。
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次5カ年計画で謳われている「包括的成長」と
いう野心的目標は危ういと言わざるを得ない。
　南アジアの他の国々はもっと見通しが明るい
かと言えば、決してそうではない。
● バングラデシュの気候シナリオは、気温が
4℃上昇すれば、コメの生産量は30％減少
し、小麦の生産量は50％減少する恐れがあ
ることを示唆している。62 

● パキスタンでは、気候モデルのシミュレーショ
ンによれば、気温が1℃上昇すれば、　麦の
収穫量は6～ 9％減少すると見られる。63

　他の地域の気候変動に関する国別推定も、
大規模な経済的損失と暮らしへの悪影響が生
じる恐れがあることを確認している。インドネ
シアでは、気温の変化、土壌に含まれる水分、
降雨量が農業の生産性に及ぼす影響をシミュ
レートした気候モデルによれば、コメの収量が
4％の減少、モロコシの場合は50％の減少など、
結果は一様でない。打撃がとくに著しいのは沿
岸地帯であり、これは農業が塩水の流入に弱
いためである。64    
　ラテンアメリカでは、小規模自作農業がとく
に脆弱であるが、これはひとつには灌漑が十
分行き渡っていないからであり、またひとつに
はこの地域の主要作物であるモロコシが気候
の変化にとくに敏感だからである。作物生産に
関する気候モデルの推定はかなり不確実性を
伴う。しかし、現在のモデルは可能性が高い
と見られる見通しとして、以下の点を指摘して
いる。
● 地域全体では小自作農のモロコシ収穫量は
平均約10％の減少だが、ブラジルの場合は
25％の減少となる。65

● 降雨に頼るモロコシ生産高の減少は、灌漑
地での生産高の減少よりはるかに大きく、い
くつかのモデルは、メキシコの場合は減少
幅が最大60％になると予測している。66

● アルゼンチン南部では、降雨量の増加と気
温上昇により土壌浸食と砂漠化が進むと予
想される。アルゼンチン中央の湿度の高いパ
ンパス地域では、大量の降雨と洪水のリスク
にさらされ、大豆の生産が大きな損害を受け

る。67 
　気候変動による農業生産の変化は、ラテン
アメリカでは人間開発にとって重要な意味合い
がある。農業は、地域の雇用および GDPに占
める比率は低下しているものの、いまも貧困層
の大部分にとって暮らしの主要な基盤である。
　たとえば、メキシコでは、約20 0万人の低
所得生産者は降雨によるモロコシ栽培に依存し
ている。 モロコシは、チャパスなどメキシコ南
部の「貧困ベルト」に属する州では主食となって
いる。これらの州の生産性は現在、潅漑施設
のある商業的農業の約3分の1の水準であり、
人間開発の努力を妨げている。気候変動と関
連した生産性の低下によって、降雨に頼る生産
者と商業用生産者の不平等は拡大し、前者の
生活は悪化し、結局は移住を余儀なくされるだ
ろう。 

水ストレスと水不足
 
IPCC 予測　気候パターンの変化は、水利用
にとって重要な意味合いがある。山岳氷河と
積雪の後退が続くことはほぼ
間違いない。気温の上昇や雨
水流出パターンの変化、水の
蒸発の増大により、気候変動
は、世界の水の分配および水
の流れる時期に顕著な影響を及ぼすだろう。 
人間開発の予測　開発途上世界の広大な地域
が水ストレスの増大という切迫した見通しに直
面している。人間の定住および農業のための水
量は減少しそうであり、水ストレスにさらされ
ている地域への圧力は急激に強まるだろう。氷
河の融解は人間開発に対して特有の脅威をもた
らす。21世紀中に氷河と積雪によって蓄えられ
ている水の供給は減少し、農業や環境、人間
の定住地に計り知れないリスクをもたらすだろ
う。 水ストレスは貧困層が依存している生態
学的資源を侵食し、雇用と生産の選択肢を狭
めるという、人間開発低位国の罠に顕著に表
れる。
　水は生命と暮らしの源である。『人間開発報

気候変動は広範囲にわたる
水システムへの圧力を倍加させ、
多くの河川流域やその他の水源は
すでに持続不可能なほど
「枯渇」している。
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告書20 0 6』で明らかにしたように、水は各世
帯の健康と福祉にとって不可欠であり、また農
業やその他の生産活動にとって基本的な投入
財である。水の確保と持続的な水へのアクセス
という広い意味での水の確保は、人間開発の
必要条件である。
　気候変動は広範囲にわたる水システムへの圧
力を倍加させ、多くの河川流域やその他の水
源はすでに持続不可能なほど「枯渇」している。
今日では、約14億人が「閉鎖された」河川流域
で暮らしている。そこでは水利用量が川の水量
を上回っており、生態系に深刻な被害が生じて
いる。
　水ストレス症候群には、中国北部の水系の
崩壊、南アジアと中東の地下水の急速な減少、
水利用をめぐる紛争の激化などが含まれる。
　危険な気候変動はこれらの症候群をますま
す強め、21世紀中に、それは生態系や灌漑農
業、家庭用水を支えている水の流れを変容さ
せるだろう。すでに水資源への圧力の増大に
直面している世界において、気候変動は208 0
年までに1人当たりの年間水使用量10 0 0㎥と
いう基準を下回るとして、約18億人を新たに
水不足環境に住む人々の集団に追いやる可能
性がある。68

　いまでもすでに世界でもっとも水ストレスが
高い地域である中東の気候シナリオは、増大す
る圧力の方向を示している。この地域の14カ
国中9カ国で1人当たり平均水使用量が水不足
基準を下回っている。エジプト、イスラエル、
ヨルダン、レバノン、パレスチナでは降雨量の
減少が予想されている一方、気温の上昇と雨
水流出パターンの変化は、この地域の国々が
依存している川の流れに影響してくるだろう。
以下は、国別のモデル化作業を通じて明らか
になった見通しの一部である。
● レバノンでは、気温が1.2℃上昇すると雨水
流出パターンが変化し、蒸発が進むので、
水の利用可能性が15％減少する。69

● 北アフリカでは、もっと緩やかな気温上昇で
も水の利用可能性が劇的に変わる可能性が
ある。たとえば、1℃気温が上昇すると、モロッ

コのウエルガ流域の流量は202 0年までに
10％減少すると予想される。同じことが他
の流域でも生じれば、結果として毎年大きな
ダム1つの貯水量に相当する水が失われるこ
とになる。70

● シリアではもっと大幅な減少が予想される。
再生可能な水の利用可能性は202 5年まで
に50％減少するだろう（199 7年水準を基準
にして）。71

　中東の水に関する気候変動シナリオは他から
切り離して検討することはできない。急速な人
口増加、工業の発展、都市化、増加する人口
を養うために必要な灌漑用水の増加などはい
までもすでに水資源に対する大きな圧力となっ
ている。次第に強まる気候変動の作用により、
それぞれの国内で今後そうした圧力がさらに
強まり、いくつかの国を流れる川の水をめぐる
緊張が高まる可能性がある。ヨルダン川の水
へのアクセス、国境を越えて広がる帯水層、ナ
イル川は、水管理システムが強化されなければ
政治的緊張の発火点となる恐れがある。

氷河の後退

　氷河の融解は世界人口の40％を超える人々
にとって脅威となる。72　このような脅威がいつ、
どの程度のものとなって現れるかは定かではな
い。しかし、それは遠い先のことではない。
氷河はすでに加速度的な勢いで溶け出してい
る。たとえ緊急に緩和措置が取られたとして
も、今後20年ないし30年間にこの傾向が逆
転することはないだろう。気候変動シナリオは、
短期的には水量が増加するが、その後は長期
にわたって乾燥化が続くことを示している。
　240 0kmにわたるヒマラヤ山脈に存在する
数千もの氷河は、新たな危機の震源地である。
これらの氷河はいわば巨大な貯水槽である。
それは氷や雪の形で水を蓄え、冬季には在庫
を補充し、夏季にはそれを放出する。この流
れが広大な生態系と農業システムのいわば血液
である水系を支えているのである。
　ヒマラヤとはサンスクリット語で、「雪のすみ
か」を意味する。今日では、南北両極以外では
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最大の氷の集積である氷河のすみかは、年に
10 ～15ｍずつ縮小している。73　具体的事例
が示しているように、氷河が溶け出すペースは
不均等である。しかし、変化の方向には疑問
の余地はない。
　現在の勢いが続けば、中国の氷河は天山山
脈の氷河を含め20 6 0年までにはその3分の2
が消滅し、210 0年には完全に溶けてしまうだ
ろう。74ガンジス川流域に住む5億人の人々のい

わば貯水池であるガンゴトリ氷河は年に23ｍ
縮小している。インド宇宙研究機構が人工衛星
画像を使い466の氷河を調査した最近の研究
によれば、その大きさは20％減少していること
が分かった。チンハイ（青海）・チベット高原の
氷河は、世界の気候状態のバロメーターであ
り、また黄河や揚子江の水源であるが、年に
7％の割合で溶け出している。75　どの気候シナ
リオでも、気温が危険な気候変動の基準を2℃

気候変動と中国の水危機Box2.8

　過去20年間に、中国は世界の工場
として台頭してきた。急速な経済成長
は、貧困の急激な減少および人間開発
指数の上昇と密接な関係があった。し
かし、中国は、気候変動にはきわめて
脆弱である。     
　2020年までに中国の平均気温は、
1961～1990年水準と比べて1.1℃
から2℃高くなっていると予想される。
国土が広大で、いくつかの気候帯にま
たがっている中国のような国では、その
影響は複雑かつ多様であろう。しかし、
国別気候変動評価（National Climate 
Change Assessment）は、旱魃が増
え、砂漠が拡大し、水供給が減少する
と予測している。 農業の見通しでは、
コメやモロコシおよび小麦の生産が気
候に関連した要因のために2030年ま
でに10％、今世紀後半には最大37％
減少すると見られている。
他の国々と同様、中国の気候変動は根
底にあるストレスと相互作用するだろ
う。 中国北部の水系は、急速な経済
成長がどれほど大きな圧力を生態系に
加えているかを疑問の余地なく証明し
ている。海河、淮河、黄河の流域 (3H
の河川流域 )は、中国の人口の半分弱
に水を供給している。工業や都心部、
農業の需要が増大する中で、流域から
取水される水の量は、流れ込む水の量
の2倍になる。その結果、川の水はも
はや海まで届かず、地下水面は沈下し
つつある。    

　3H 流域の水量が少しでも減少すれ
ば、生態系の危機は急速に文字通りの
社会的経済的災害に転じる恐れがあ
る。中国の GDP の約3分の1はこれ
らの流域で形成されており、穀物生産
の多くもこの流域に集中している。貧
しい農村住民の2人に1人はこの流域
に住んでおり、その大半が直接に農業
に依存している。 気候変動の下で旱魃、
気温の上昇、雨水の減少の影響が現れ
てくると、調整コストを真っ先に貧困層
が負担することになる恐れがある。
　中国西部では、全生態系が脅威にさ
らされている。 この地域では2050年
までに1～ 2 .5°C 気温が上昇すると
予測されている。 チンハイ( 青海 )‐
チベット高原は、西ヨーロッパ規模の
広大な土地に広がっており、4万
5000を越える氷河を抱えている。こ
れらの氷河は、毎年131.4km²もの劇
的な勢いで後退している。現在の趨勢
が続けば、これらの氷河の大部分は今
世紀末までに消滅するだろう。
　中国の氷河にいま現に起きているこ
とは、生態系の最大の国家的危機であ
る。短期的には氷河融解による水量の
増加で洪水が頻発するだろう。長期的
には、氷河の後退は、山岳地帯のコ
ミュニティから水を奪い、中国の環境
を構成する広大な地域を変容させるだ
ろう。 気温上昇と持続不可能な土地
利用慣習によって土壌の侵食が加速度
的に進行し続けるにつれて、砂漠化の

ペースが速まるだろう。2005年には
大規模な砂嵐が13回も記録され、そ
のうちのひとつは北京に33万トンもの
砂を堆積させたが、このような事象が
いま以上に一般化するだろう。一方、
チンハイ‐チベット高原を水源とし揚
子江や黄河、その他の川に流れ込む水
量は減少し、水を基礎とする生態系へ
のストレスはますます強まるだろう。 
　苦境に立たされるのは農村部の環境
だけではない。上海市は気候関連の災
害にとくに弱い。 上海は揚子江の河口
に位置し、海面からわずか4ｍしかない
ので、重大な洪水のリスクに直面して
いる。 夏の台風や高潮、過度の河川
流去水が大規模な洪水の要因となる。 
　上海の1800万人の住民すべてが洪
水のリスクに直面している。海面上昇
と高潮の増大により、この沿岸都市は
危篤状態に陥っている。しかし、脆弱
性は、農村部から移ってきた推定300
万人の一時的居住者に集中している。
建設現場周辺の仮居住地や洪水の被
害に遭いやすい地域に住み、ほとんど
権利も資格もないこれらの人々は、極
度の脆弱性を抱えたままリスクにさらさ
れている。
出典：Cai 2006; O’Brien and Leichenko 
2007: People’s Republic of China 
2007; Shen and Liang 2003.
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上回れば、氷河後退の割合は加速するだろう。
　加速度を増す氷河の融解は、人間開発にとっ
て直接的なリスクを引き起こす。たとえば、雪
崩や洪水は山に囲まれた人口稠密地帯に特殊
なリスクをもたらす。今日重大なリスクに直面し
ている国のひとつにネパールがあるが、ネパー
ルでは氷河が毎年数メートルの割合で後退し
ている。氷河が溶けた水でできた湖は驚くほど
の勢いで拡大している。ツォー・ロルパ（Tsho 
Rolpa）湖がまさにその好例で、過去50年で7
倍の大きさになった。20 01年に完了した総合
的な評価では、緊急措置を取らなければ、20
もの氷河湖の水が堤を破って一気に流れ出し、
住民や農業、水力インフラ施設を壊滅させる恐
れがあることが分かった。76

  氷河が溶けて水が流れ出せ
ば、やがては川の水量は減少
するだろう。アジアの7大水系、
つまりブラフマプトラ川、ガン
ジス川、黄河、インダス川、
メコン川、サルウィン川、揚子

江が影響を受けるが、これらの水系は実に20
億人に水を提供し、食糧供給を支えているの
である。77

● インダス川はその水量の90％を上流の山地
にある集水域から得ているが、水量は208 0
年までに70％も減少する可能性がある。

● ガンジス川は7～ 9月期には水量は3分の1に
減ってしまう可能性があり、そうなると5億
人以上の住民とインドの灌漑農地の3分の1
が水不足に陥るだろう。

● ブラフマプトラ川の予測では、205 0年まで
に水量は14～ 20％減少する見込みである。

● 中央アジアでは、氷河が小さくなりアムダリ
ア川とシルダリア川に流れ込む量が減るの
で、ウズベキスタンとカザフスタンでは灌漑
用水が減少、キルギスタンの水力発電開発
計画が危機に瀕する恐れがある。
　氷河融解に関する気候変動シナリオはすで
に深刻化している生態系の問題と相互作用し、
水資源を圧迫するだろう。インドでは、工業と
農業が競合して水の配分をめぐり州同士の緊

張が高まっている。氷河からの水が減少すれ
ば、このような緊張がさらに強まるだろう。
　中国北部は、世界でもとくに水ストレスが強
い地域である。淮河（Huai）、海河（Hai）、黄河
（Huang）の流域（いわゆる「3-H」の流域）では現
在、川から引いて利用している水量は、継続可
能な供給量の140％である。
　このことは、これら主要水系が急速に縮小
し、地下水面が低下していることを意味する。
中期的には、氷河融解パターンの変化はこうし
た水ストレスを強めるだろう。中国農村部の貧

ラテンアメリカの融解しつつある氷河図2.7

出典：Painter2007, based on date from the Andean Community.

ペルー
2006年 1,370km2　1970年 1,985 km2

ボリビア
2006年 396 km2　1975年 562km2

エクアドル
2006年 79 km2　1976年 113 km2

コロンビア
2006年 76 km2　1950年 109 km2

ベネズエラ
2006年 2 km2　1950年 3 km2

過去25年間に熱帯地方の一部の
氷河系はすっかり変容してしまった。
近い将来、
これらの氷河が消滅すれば、
経済成長と人間開発にとって
危険な影響を及ぼすだろう。
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しい人々1億28 0 0万人の半数が住み、中国の
灌漑用地の約40％が含まれ、GDPの3分の1
を占める地域のこのような状況は、人間開発に
とって深刻な意味を持つ（Box2 .8参照）。78

熱帯地方の氷河も縮小している

　熱帯地方の氷河はヒマラヤ山系の氷河より
急速に後退している。氷河の一生にとって、四
半世紀はほんの一瞬にすぎない。だが、過去

氷河融解と人間開発後退の見通しBox2.9

　何世紀にもわたって、アンデス山脈
の氷河が溶け出した水は農地を潤し、
人間の定住地に予測可能な水量を提供
してきた。今日、氷河は気候変動の早
期の犠牲者となっている。 氷河は急速
に溶け出しており、その消滅が差し迫っ
ていることは、アンデス山地における
人間開発にとって潜在的に否定的な意
味合いを持っている。  
　ペルーとボリビアは、熱帯氷河が世
界でももっとも多く広がっている地域で
ある。ラテンアメリカ全体の熱帯氷河
のうち約70％はペルーに、20％はボ
リビアに集中している。これらの国々
はまた、ラテンアメリカでも貧困と社会
的経済的不平等がとりわけ集中してい
る地域であり、いわば世界でももっと
も不平等が蔓延している地域なのであ
る。氷河の融解は、単に水の利用可
能性を狭めるだけではなくこれらの不
平等を一層拡大する恐れがある。     
　ペルーのような国々が現在直面して
いるリスクの一部は地理学によって説
明される。ペルー東部には、この国の
水資源の98％が集中している。しかし、
ペルー国民の3人に2人は西部の砂漠
化した沿岸地帯世界でもとくにひどい
乾燥地帯に住んでいる。 都市の給水
や経済活動はアンデス山脈から流れ出
す約50の川によって支えられている。
淡水資源の約80％は雪あるいは氷河
が溶け出した水に端を発している。氷
河が供給する地表水は、多くの農村部
だけでなく大都市や水力発電のための
水資源ともなっている。 
　ペルーは、世界でもとくに急速に氷
河が後退している国である。氷河の表
面部分の20 ～ 30％は最近30年間

に消滅した。この消滅した部分は、エ
クアドルの氷河の表面部分全体に匹敵
する。
　首都リマは人口約800万人で沿岸
部に位置している。リマは、リオ・リマ
クやセントラル山脈の他の川から水を
得ており、そのすべては程度こそ異なる
が氷河の融解に依存している。水の需
要と供給にはすでに大きなギャップが
ある。総人口は毎年10万人ずつ増えて
おり、水の需要は増える一方である。
配給制は、夏にはすでに常態化してい
る。貯水池の水量はさほど多くなく、
旱魃増加の影響もあり、リマは短期的
には配給制の拡大に直面することにな
るだろう。 
　アンデス北部では広大なコルディレ
ラ・ブランカの氷河が急速に後退して
いるので、広い地域で農業、鉱山業、
発電、給水の将来が疑問視されるよう
になろう。コルディレラ・ブランカが水
源となっている川のひとつがリオ・サン
タである。この川は多くの人々の暮らし
と経済活動を支えている。海抜2000
メートルから4000メートルの高地で
は農業の大半は小規模農業であるが、
リオ・サンタはその農業用水となってい
る。 低地の渓谷では、それは、輸出
用作物用の2つの大規模潅漑プロジェ
クトを含む大型商業農業に潅漑用水を
提供している。川の流れを利用して水
力発電所が設置され、太平洋岸の2大
都市チンボテとトルヒーヨの総人口
100万人以上に飲料水を提供している。    
　問題は、乾季には氷河融解を水源と
するリオ・サンタ川から取水される水量
の40％は年間降雨量によって補充され
ていないということである。大きな経

済的損失と暮らしへの被害が生じる恐
れがある。リオ・サンタ川のチャビモッ
ク潅漑計画（ペルー北部トルヒーヨ郊
外のチャオ、ビル、モチェ、チカの4
つの河川流域の農業地帯を運河で結
ぶ計画）は、非伝統農業の目覚ましい
全国的ブームに寄与してきた。このセ
クターの輸出総額は1998年の3億
200万米ドルから2005年には10億
米ドルへと増加した。 ブームは、アー
ティチョーク、アスパラガス、トマトと
いった水集約的な野菜によって支えら
れた。氷河の融解は灌漑投資の実行
可能性を危うくし、そのプロセスで雇
用や経済成長に悪影響を及ぼす恐れが
ある。 
　ペルーのアンデス山脈を覆う熱帯氷
河の後退を監視することは比較的たや
すい。対応策を講じることはずっと困
難である。氷河融解による水量の減少
を中期的に補うには、アンデス山脈の
下にトンネルを掘る工事に数十億米ド
ルを投資することが必要になるだろう。 
　電力損失を補うには、世界銀行が
15億米ドルと見積もっている火力発電
への投資が必要になる。 これだけの額
の投資となると、国内・国際双方での
費用分担をどうするかという困難な問
題が生じる。 ペルーの人々は氷河融解
に責任はない。彼らが出している炭素
は世界の炭素排出量の0.1％でしかな
い。しかし、彼らは、他の国々が出し
ているはるかに大量の炭素排出に対し
て高い金銭的人的代償を支払わされる
のである。
出典 : Carvajal 2007; CONAM 2004; 
Coudrain, Francou and Kundzewicz 
2005 ; Painter 2007.
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2 5年間に熱帯地方の一部の氷河系はすっかり
変容してしまった。近い将来、これらの氷河が
消滅すれば、経済成長と人間開発にとって危
険な影響を及ぼすだろう。
　地質学者の調査によれば、ラテンアメリカの
氷河が後退するペースは速まっている。アンデ
ス山脈のうち熱帯地方に位置する部分、その
70％はペルー、20％はボリビアにあるが、氷
河は面積が250 0km²にもなる。残る部分はコ
ロンビアとエクアドルに属している。1970年代
初め以降、ペルーの氷河の表面積は20 ～
30％減少し、広大なペルー・アンデスにあるク
エルカヤ（Quelcayya）の万年雪は面積のほぼ3
分の1が消滅している。ボリビアにある比較的
小規模な氷河の一部はすでに消滅してしまった
（図2 .7参照）。世界銀行の研究は、アンデス
山脈の低地氷河の多くは10年以内に歴史書に
しか残らなくなるだろうと予測している。79

　差し迫ったリスクは、氷河から溶け出した水
が大きな氷河湖を形成し、やがて洪水や雪崩、
土石流、ダムの決壊が増えるということである。
注意信号はすでにはっきり現れている。
　ペルーのブランカ山郡にあるサフナ・アルタ
（Safuna Alta）湖の表面積は、1975年以降5
倍にもなった。80　氷河から溶け出した水が流れ
ている多くの川では近年、水量が増加してい
る。しかし、モデルの予測によれば、205 0年
以降は、とくに乾季には水量が急激に減少す
る見通しである。これはペルー特有の懸念材料
である。首都リマを含め、乾燥した沿岸地域
に住む人々の生活はアンデス山脈の氷河から溶
け出す水の供給に全面的に依存している。す
でに都市部の住民に基本的な水サービスを提
供するのに四苦八苦している国では、氷河融
解は人間開発にとって現実の差し迫った脅威で
ある（Box2 .9参照）。

海面上昇と異常気象の脅威

IPCC 予測　海水の温度が上昇するにつれて、
台風やハリケーンなどの熱帯性低気圧がますま
す強烈になり、それとともに最大速度が速くな

り降雨量も増えるだろう。台風もハリケーンも
すべて海面から放出されるエネルギーによって
発達しているのであり、エネルギー水準は今後
増大するだろう。ある研究によれば、過去30
年間に熱帯性低気圧のパワー放出が倍増した
ことを確認した。81　どれほどかは定かではない
が、海水面は上昇し続けるだろう。 海洋は地
球温暖化によって増大した熱の80％以上を吸
収し、世界を継続的な熱膨張のうちに閉じこ
めてきた。82　そして、旱魃と洪水はますます頻
発し、世界の多くの地域に広がるだろう。
人間開発の予測　リスク・シナリオの出現によ
り、人間開発の多くの次元が脅かされている。
極端で予測不能な異常気象はこれまでも貧困
の主な源となっている。異常気象は人々に短期
的な危険をもたらし、生産性の引き上げや健
康増進、教育開発を目指した長期的な努力を
台無しにし、本章で先に述べた人間開発低位
国の罠を永続させる。多くの国々が非常に弱い
立場におかれた人々を抱えている。これらの
人々は、気候リスクの急激な増大に脅かされて
いるが、それは彼らが差し迫った脅威に直面す
る沿岸地区、河口のデルタ地帯、都市のスラム
街、旱魃の被害に遭いやすい地域に住んでい
るからである。
　気候変動は、今後数十年間にわたって、次々
にリスクが起こる状況に影響を及ぼす諸要因
のひとつにすぎない。 そこで、他のグローバル
なプロセスの中で、生態系へのストレス、都市
化や人口増もまた重要になってくる。しかし、
気候変動は、多くの地域でリスクと脆弱性のパ
ターンを再編成する。そんな中で、 気象災害
の増加と回復力の低下という組合せは、人間
開発には致命的な組み合わせであることが明
らかになるだろう。     
　気候リスクにさらされる度合いは現在の状況
を背景にして評価しなければならない。その 
背景には、気候関連の危険に直面している以
下の人たちが含まれる。83 

● 熱帯性低気圧の危険にさらされている3億
44 0 0万人。

● 洪水の危険にさらされている5億210 0万人。
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● 旱魃の危険にさらされている1億3000万人。 
● 地滑りの危険にさらされている230万人。     
　これらの数字が示すように、リスクが少しば
かり増大しただけでも、時間がたつにつれて非
常に多くの人々が影響を受ける。気候変動自体
もそうだが、変化しつつある気象パターンとリ
スクや脆弱性の発展しつつある傾向との潜在
的結びつきは複雑である。 さらに、それは非
線形でもある。2ｍの海水面の上昇と結びつい
た熱帯暴風雨の強烈さの増大が人間開発に及
ぼす影響を評価する出来合いの計算方法はな
い。しかし、これらの結びつきと波及経路の
いくつかを確認することは可能である。 

旱魃   

　増大する旱魃の危険にさらされているという
点では、南アジアやラテンアメリカを含む他の
地方も同様ではあるが、サハラ以南アフリカは
とくに懸念されている。 これらの地域では、
農業生産、とくに降雨に依存する農業生産は
困難に陥るだろう。 サハラ以南アフリカでは、
農業に適した地域、生育期の長さ、主食作物
の潜在的収量のいずれもが減少すると予測さ
れている（前述の農業生産と食糧安全保障につ
いての節を参照）。 2 02 0年までに、サハラ以
南アフリカでは旱魃と気温上昇、水ストレスの
増大が一体となって、750 0万人から2億50 0 0
万人以上の人々の暮らしと人間開発の見通しが
危険にさらされる可能性がある。84 

洪水と熱帯暴風雨 

　洪水のリスクにさらされている人口の推測に
は不確かな点が多い。85　西南極の氷床の加速
的な崩壊は、海面上昇に IPCC が予測した最
大値の5倍以上にもなる可能性がある。しかし、
比較的順調なシナリオでさえ大きな不安の種と
なる。    
　人口増加率が高い地域に関するIPCCのシ
ナリオを使ったひとつのモデルは、気温が3～
4℃上昇すると沿岸地帯で新たに1億340 0万人
から3億32 0 0万人が洪水を経験することにな
ると指摘している。86　熱帯暴風雨の活動を計

算に入れると、影響を受ける人口は21世紀末
までに3億7100万人に増加する可能性がある。87

海水面が1ｍ上昇した場合の主な結果は以下の
通りである。
● 下エジプトでは、60 0万人が退去を余儀なく
され、450 0km2もの農地が洪水の被害を
受ける可能性がある。ここは多くの農村地域
でもとくに剥奪が著しい地域であり、人口の
17％、約40 0万人が貧困層を下回る暮らし
を強いられている。88 

● ベトナムでは最大220 0万人が家を失い、
GDPの最大10％が失われる。洪水およびま
すます強烈になる暴風雨は、メコン・デルタ
を含む人口稠密地帯における人間開発の進
展を遅らせる可能性がある（Box2 .10参照）。

● バングラデシュでは、海面が1m上昇すると、
陸地の18％は水浸しになり、人口の11％を
直接脅かすだろう。海面上昇が河川水位に
及ぼす影響により70 0 0万人以上が被害を
受ける可能性がある。89

  海面上昇の影響を受ける人々の大半は人口が
多い少数の国に集中しているが、その影響は
はるかに広範囲に及ぶだろう（表2 .5参照）。 
多くの平坦で小さな島国の場合、海面上昇と暴
風雨が社会的経済的生態学的危機をもたらす
ことは容易に予測できる。モルディブの場合、
陸地の80％は海面から1m未満にあり、もっと
も被害の少ない気候変動シナリオの場合でも
脆弱性は深刻なものとなる。 
　開発途上の小さな島国は、気候変動の最前
線に立たされている。これらの島国はすでに気

海面上昇の
度合い（m）

影響（世界全体に占める割合、％）

陸地 人口 GDP 都市部 農地 湿地

1 0.3 1.3 1.3 1.0 0.4 1.9

2 0.5 2.0 2.1 1.6 0.7 3.0

3 0.7 3.0 3.2 2.5 1.1 4.3

4 1.0 4.2 4.7 3.5 1.6 6.0

5 1.2 5.6 6.1 4.7 2.1 7.3

表2.5 海面上昇は大きな社会的、経済的影響を及ぼす

出典：Dasgupta et al.2007.



128      人間開発報告書 2007/2008

2

象災害に非常に弱い状態にある。太平洋の
島々、フィジー、サモア、バヌアツでは、毎年
の損害額は、GDPの2～ 7％と推定されている。
キリバスでは、適応措置が取られなければ、
気候変動に海面上昇による年間被害総額は、
GDPの17～34％に相当するとの推定される。90     
　カリブ海の島々も危険に瀕している。海面の
50cmの上昇によって、カリブ海の砂浜の3分
の1は消え失せ、この地域の観光業には大きな
痛手となるだろう。海面が1ｍ上昇すれば、バ
ハマ諸島の陸地の約11％は完全に水没するだ
ろう。 他方、塩水が浸透して真水の供給が危
うくなり、政府は脱塩装置に巨額の資金を投じ
ざるを得なくなるだろう。91     

　ますます激しくなる熱帯暴風雨の活動は気候
変動が生み出したもののひとつである。 海水
の温度が上昇すると、サイクロンはエネルギー
の供給を受けてますます強烈になる。同時に、
海水温度の上昇と広範囲にわたる気候変動は、
サイクロンの進路と暴風雨の及ぶ範囲を変える
かもしれない。20 0 4年には南大西洋で初めて
のハリケーンがブラジルを襲い、20 0 5年には、
182 0年代以来というハリケーンがイベリア半
島に上陸した。
　熱帯暴風雨の活動についてのシナリオは、社
会的要因との相互作用の重要性を裏付けてい
る。とくに、急速な都市化は増加の一途をた
どる人口を危険にさらしている。約10億人が

メコン・デルタの気候変動と人間開発Box2.10

　過去15年間に、ベトナムは、人間
開発において目覚ましい進歩を遂げた。
貧困水準は低下し、社会的指標は好転
するなど、ミレニアム開発目標（MDGs）
のほとんどすべてにおいてスケジュール
に定められた以上に前進している。気
候変動はこれらの業績に現実的かつ切
迫した危険をもたらす──このことがメ
コン・デルタほどよく当てはまるところ
は他にない。
　ベトナムには、異常気象に対処して
きた長い歴史がある。長い海岸線と広
大な河川デルタに加え、台風圏に属し
ているため、ベトナムは、いわば自然
災害連盟参加団体成績順位表のトップ
近くに位置している。 毎年平均、6 ～
8個の台風が襲来する。その多くが人々
を死亡・負傷させ、家や漁船を破損し、
作物を壊滅させ、広範囲にわたる破壊
の爪痕を残していく。そのうちのいくつ
かは数世紀にわたる住民の共同労働に
よって作られた8000 km に及ぶ海と
川の堤防は、この国のリスク管理への
国家的投資がどれほどの規模になるか
を象徴している。 
　メコン・デルタはとくに重要な地域で
ある。 ベトナムのもっとも人口密度の

高い地域のひとつであり、1720万人
が暮らしている。それはまた、食糧の
国家安全保障に重大な役割を果たして
いるベトナムの「コメの籠」である。 メ
コン・デルタはベトナムのコメの半分を
生産し、漁業や果物生産ではさらに
シェアが大きい。  
　農業の発展はメコン・デルタにおけ
る貧困削減にきわめて重要な役割を果
たしてきた。 農民は、灌漑投資やマー
ケティング・業務拡張の支援のおかげ
で生産を拡大し、年に2回、時には3
回も作物を育てることができた。農民
は、台風と豪雨に伴って発生すること
が多い洪水から田畑を守るために堤防
や土手を築いてきた。     
　気候変動はいくつかのレベルで脅威
となる。 降雨量は増加すると予想され
ており、ベトナムはさらに強烈な熱帯
暴風雨に直面するだろう。海面は
2050年までに33cm 、2100年ま
でに1m上昇すると予想されている。  
　低地のメコン・デルタにとって、これ
はとくに空恐ろしい予測である。
2030年に推定されている海面上昇に
より、デルタの陸地部分の約45％は
海水に覆われてひどく塩類土化し、作

物は洪水による被害を受けるだろう。
コメの農作物生産性は9％低下すると
予想されている。海面が1メートル上昇
すれば、デルタの多くは1年の相当期
間、完全に水浸しになるだろう。    
　これらの変化は、メコン・デルタに
おける人間開発にどの程度影響するの
だろうか。 貧困水準は低下しているが、
不平等は、ひとつには土地を持ってい
ない人々が多いこともあって拡大してい
る。デルタでは貧困のうちに暮らして
いる人々がまだ400万人もいる。 これ
らの人々の多くは基本的な健康対策さ
えも縁遠く、子どもたちが学校を退学
する率は高い。 このグループにとって
は、洪水と関連した少しばかりの所得
の減少や雇用機会の損失でも、栄養
や健康、教育面で大きな痛手となるだ
ろう。貧困層は二重のリスクに直面し
ている。これらの人々は、洪水の被害
を受けやすい地域に住むことが多く、
しかも頑丈な作りの長持ちする家には
住めそうにないのである。 
出典 :Chaudhry and Ruysschaert 2007; 
Nguyen 2007; UNDP and AusAID 
2004．
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すでに違法に都市に移り住んでおり、その数
は増加するばかりである。
　国連人間居住計画（UN-HABITAT）は、現
在の流れが続けば、202 0年までに14億人が、
203 0年までに20億人がスラム街に住むことに
なるだろうと推測している。つまり、都市住民
の3人に1人はスラム街の住民になる。世界の
スラム街人口の半数以上は今日、アジアに住ん
でいるが、サハラ以南アフリカは世界でももっ
とも急拡大しているスラム街をいくつか抱えて
いる。92

　スラム街住民は洪水や地滑りに弱い丘の斜
面に立ち並ぶ間に合わせの家に住んでいること
が多く、気候変動の影響を受けやすく、しかも
大きな被害をこうむりやすい。これらの影響は
純粋に物理的なプロセスだけでは決まらないだ
ろう。公的政策は、洪水抑制からインフラ面
での地滑り防止策、都市スラム街居住者に対
する正式な居住権の付与に至る多様な分野で
回復力を高めることができる。しかし、一般に
正式な権利が欠如していることが、もっとしっ
かりした建築資材を購入することの妨げとなっ
ていることが多い。
　気候変動は脅威を増大させる。また強力な
緩和措置を取っても203 0年までにそれらの脅
威を減少させる役にはほとんど立たない。 し
たがってそれまでは、都市の貧困層は気候変
動に適応していかなければならないだろう。貧
困者を支援する公的政策はこうした適応を促進
することができる。出発点は、不動産の確か
な保有権を確立し、スラム街の改善に資金を
投入し、都市の貧困層にクリーンな水と公衆衛
生設備を供給することである。 

生態系と生物多様性 

IPCC の予測　多くの生態系の回復力が気候
変動によって弱まっていくことはいなめない。
CO2濃度の上昇は生物多様性を狭め、生態系
に被害を与え、生態系のもたらす恩恵が失わ
れる恐れがある。 
人間開発の予測　世界は、21世紀を通して生

物多様性のかつてないほどの喪失と生態系の
崩壊に向かって進んでいる。気温上昇が2℃を
超えると、絶滅の勢いは加速し始めるだろう。
環境悪化のペースが速まり、サンゴ礁や湿地、
森林体系が急速に失われるだろう。そのプロセ
スは現に進行中である。 生態系と生物多様性
の喪失は、人間開発にとって本質的な妨げとな
る。環境はそれ自身が、現在および将来の世
代にとって重要なものである。しかし、環境が
破壊されれば、多種多様な恩恵をもたらしてくれ
るのに不可欠な生態系も失われるだろう。貧困
層はこれらの恩恵にとりわけ依存しており、喪
失の被害をもっとも正面から受けることになる。
　他の分野におけるのと同様、気候変動のプ
ロセスは生態系と生物多様性に対する多種多
様な圧力と相互作用を伴う。 世界の大規模な
生態系の多くがすでに脅威にさらされている。 
生物多様性の喪失が多くの地域で進んでいる。
気候変動はこのような趨勢を促進している要因
のひとつである。時がたつにつれ、それはま
すます強力な要因となるだろう。
　地球環境が急速に悪化しつつある状態が将
来の気候変動の影響を評価するための出発点
となっている。20 0 5年に、ミレニアム生態系
評 価（Millennium Ecosystem Assessment）
が明らかにしたところによると、生態系がもた
らす恩恵全体の60％は質が低下しているか、
あるいは持続不可能な形で利用されている。93

マングローブの生い茂る沼地やサンゴ礁の海
域、森林、湿地の消滅が重要な問題として強
調された。農業、人口増、工業開発が一体と
なって環境資源の基盤を悪化させているので
ある。そして 哺乳類の4分の1の種が著しく減
少しつつある。94 
　環境資源の喪失は気候変動に直面している
人間の回復力を危険にさらす。 湿地はそのよ
い例である。 まず世界の湿地は、驚くほど多
様な生態系の恵みを与えてくれている。それは
多様な生物の住みかとなり、農産物や材木お
よび医薬品の原料を提供し、魚類資源を支え
ている。 それ以上に、湿地は暴風雨や洪水の
影響を弱める緩衝地帯となって海岸や川の流
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域を保護し、高潮の被害から人間の居住地を
守っている。20世紀の間に、人間は、排水溝
を作り、農地への転換を図り、さらには汚染す
ることで世界の湿地の半分を失った。今日、
気候変動によっていっそう強烈な暴風雨や高潮
が発生しているまさにそのときに、湿地の破壊
は急速に進んでいるのである。95　バングラデ
シュでは、サンダバーンズや他の地域のマング

ローブが生い茂る地帯が徐々
に浸食され、海面上昇にさら
される危険が増大するととも
に、生活の糧が失われている。
　気候変動は、人間と自然の
間の関係を変えつつある。 多
くの生態系と大半の種は、気
候の変化にすこぶる弱い。動
植物は特定の気候帯に適応し
ているので、ひとつの種だけ
が、暖房機や冷房装置に取り

付けられたサーモスタットによって気候を調節
する能力を持っている。その種こそが地球温暖
化に責任を負っているのである。 動植物は移
動することで適応するしかない。
　エコロジカルマップ（生態学的環境評価地
図）はいま作り直されているところである。過去
30年間以上、平均気温がほぼ一致している地
域を示す線、つまり「等温線」は10年の間に約
56ｋｍの速さで北極と南極の方に移動してい
る。96　種は、移動する気候帯の後を追おうと
している。開花期や移動パターン、動植物の
分布が変化していることは、世界中で確認され
ている。 たとえば、高山植物はより高所へと
押し上げられている。しかし、気候変動のペー
スが速すぎるとき、あるいは海洋のような自然
の障壁が移動ルートを塞いでいるとき、絶滅の
危機が迫ってくる。絶滅のリスクがもっとも大き
いのは極地性気候に棲息している種である。
これらは他に行き場がないからである。気候変
動は、文字通りこれらの種を地球から追い出そ
うとしているのだ。
　気候変動はこれまでも種の消滅に関与してき
た。そして進行中の地球温暖化は種の消滅を

促進するだろう。 しかし、それよりはるかに大
きな影響は気温が産業革命以前の水準を2℃
以上上回ったとき本格的に現れるだろう。2℃
というのは、これ以上気温が上昇すると、予想
されている種の絶滅率が上昇し始める基準値
である。IPCCによれば、世界全体の平均気
温が1.5 ～ 2 .5℃を超えて上昇すると、動植物
の種の20 ～ 30％は絶滅のリスクが増大する。
これにはホッキョクグマやサンゴ礁で餌を求め
る魚類も含まれる。アフリカでは、気温が3℃
上昇すると、中型および大型の哺乳動物約
277種が絶滅の危機に瀕すると見られている。97 

危機が迫る北極

　北極地域は、気候変動は不透明な将来の脅
威であるという楽観的な見通しを打ち砕く。北
極地域では脆弱な生態系が急速かつ著しい気
温上昇にさらされている。過去50年間にアラ
スカからシベリアに及ぶ地域の平均年間地表
温度は3 .6℃上昇した。これは世界平均の2倍
以上である。表面積雪は過去30年間に10％
減少し、平均海氷量は15 ～ 20％縮小した。
永久凍土層は溶けており樹木境界線は北に移
行している。
　気候変動のシナリオは少々気がかりな方向に
進んでいる。平均地表温度は2050年までにも
う3℃上昇すると予想されており、そうなれば夏
の海氷は劇的に縮小し森林がツンドラ地域に
進出し、幅広い生態系と野生の動植物が失わ
れることになろう。あらゆる生物種が危険にさ
らされている。「北極気候への影響評価（the 
Arctic Climate Impact Assessment）」は次の
ように述べている。「ホッキョクグマ、氷上アザ
ラシ、セイウチ、一部海鳥など海氷に依存して
いる海洋生物種は減少する可能性が高く、一
部は絶滅に瀕する」。98

　米国は北極地域の気候変動の影響を認め、
20 0 6年12月に米国内務省は「最良の科学的
証拠」に基づいてホッキョクグマを絶滅の恐れ
のある生物種リストに載せる法案を提出した。
この「種の保存法」同法は気候変動が生物種の
脆弱性を増すことを実質上認めたものであり、

生物多様性の喪失が
多くの地域で進んでいる。
気候変動はこのような趨勢を
促進している要因のひとつである。
時がたつにつれ、それはますます
強力な要因となるだろう。

「最良の科学的証拠」の指している
方向は気がかりである。
すなわち2～ 3世代のうちに
地球上のホッキョクグマは
世界中の動物園で展示されている
個体だけになるだろう。
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この法により政府機関はこの種を保護すること
が必要になる。さらに最近ホッキョクグマのほ
かペンギン10種も絶滅の恐れのある生物種リ
ストに加えられた。しかし、「最良の科学的証
拠」の指している方向は気がかりである。すな
わち2～ 3世代のうちに地球上のホッキョクグ
マは世界中の動物園で展示されている個体だ
けになるだろうという。ホッキョクグマが猟の
足場とする夏の終わりの北極の海氷は1970年
代末から10年間に7％以上の割合で縮小してき
た。カナダとアラスカの成熟したホッキョクグマ
をめぐる最近の研究によれば、親グマは体重
が減少しており、生き延びられる子グマは減少、
えさを探して遠くまで泳いで行かねばならない
ため溺死するクマの数が増えている。西部ハド
ソン湾では個体数が22％減少した。99

　米国内務省の行動は国際共同責任原則の重
要な手本になる。この原則には広い枝葉があ
る。ホッキョクグマだけを切り離して扱うこと
はできない。ホッキョクグマはもっと広い社会、
生態系の一部である。もし北極について気候
変動の影響とそれに関連する政府責任が認め
られるならこの原則はもっと広く適用されるだ
ろう。アフリカで旱魃の起きやすい地域に住む
人々、アジアで洪水に襲われやすい地域に住
む人々も影響を受ける。気候変動の緩和と適
応への対応についてホッキョクグマに一連の
ルールを適用し、脆弱な人々に別のルールを適
用することは筋が通らないだろう。
　北極全域での気候変動がきわめて速く進行
しているため、さまざまなレベルで難問が生じ
ている。永久凍土が溶けると大量のメタンが放
出されることになる、これは強力な温室効果ガ
スであり、「気候変動」を推進する。これは気
候温暖化を緩和しようとする努力の効果を減
殺することになる。北極の氷が急速に溶ける
と、新たな土地で石油と天然ガスの探査が行
われることになり、1982年海洋法条約の解釈
をめぐり国際緊張を生むことになるだろう。100

各国内でも気候変動は社会と経済に甚大な損
害をもたらす恐れがあり、インフラを破壊し、
人の定住地を脅かことになる。

　ロシアのシナリオがその例となる。気候変動
によりロシアは温暖化し、それにより農業生産
は増加するだろうが、旱魃も増えてプラスは相
殺されてしまうだろう。ロシアで予想できる気
候変動のひとつの結果は国土の約60％を覆っ
ている永久凍土の融解が進むことである。融
解ですでに大河の冬の流量が増えている。融
解が加速すると、海岸と河岸の住民定住地が
影響を受け、多くは洪水の危険にさらされる。
また凍土が融解するとインフラを作り変えるた
め巨額の投資が必要になり、将来は道路、送
電線、バイカル・アムール鉄道が影響を受ける
ことになろう。東シベリア‐太平洋輸出石油パ
イプラインを保護するための計画はすでに作成
されている。しかし、これには永久凍土の融
解による沿岸の侵食と戦うため、広い地域で
壕を掘らなければならず、これは生態系の変
化が実体経済の負担を増す例である。101

サンゴ礁──気候変動のバロメーター

　北極地域は世界にとって気候変動の早期警
戒システムとしてきわめて分かりやすい例とな
る。他の生態系も同様に敏感だが、それほど
目立たないバロメーターとなる。一例はサンゴ
礁である。21世紀中に海洋の温暖化と酸性度
上昇により世界のサンゴの大部分は絶滅し、社
会、生態系、経済に破壊的な結果が生じるだ
ろう。
　海洋温暖化により広域でサンゴ礁が死滅し
ており、サンゴ礁の全体系は半減している。102

異常高温の期間がかなり短くても、また長期平
均をわずか1℃上回っただけでも、サンゴにえ
さの大半を供給する藻類が追い払われ、サン
ゴ礁は「白化」し、突然死する。103

　世界のサンゴ礁体系はすでに気候変動によ
り深い傷を負っている。これら体系の約半数
はすでに白化している。世界のサンゴ礁の
18％を占めるインドネシアのサンゴ礁5万 km2

は急速に悪化している。バリ・バラット国立公
園で20 0 0年に行われた調査によるとサンゴ礁
の大半はすでに白化により劣化していた。104　

オーストラリアのグレートバリアーリーフの航空
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写真も広範囲の白化を捉えている。
　事態はさらに悪化するかもしれない。平均
気温が2℃以上上昇するなら、年間白化が常態
となるだろう。1998年のエルニーニョ後、生
じた大規模白化では世界のサンゴの16％が９ヵ
月で死滅したが、これが例外ではなく常態にな
るだろう。局地的だった白化が多数地域で頻

繁に起きるようになり、将来が
懸念されている。たとえば
20 0 5年に東部カリブ海で過
去最悪クラスの白化が生じて
いる。105

　白化は気候変動がもたらす脅威の1つに過ぎ
ない。サンゴなど多数の海洋生物は殻と骨格を
炭酸カルシウムから作っている。海洋表層はこ
れらミネラルで過飽和状態にある。しかし毎年
海洋が吸収する10 0億トンの CO2が海洋酸性
度を上昇させているため、サンゴが殻と骨格を
作るのに必要な炭酸塩が失われている。106

　海洋学者は気がかりな類似例を挙げている。
海洋システムは大気環境の変化にゆっくりとき
わめて長期間かかって反応する。21世紀に気
候変動が常態化するなら、今後数世紀間海洋
の酸性度は過去3億年のどの時期よりも高くな
るだろう。ひとつだけ例外があり、それは
550 0万年前に起きた異変である。この異変は
4500ギガトン（100万トン）の炭素放出により生
じた急速な海洋酸性度上昇の結果だった。107　

海洋酸性度がそれ以前の水準に戻るまでには
10万年以上かかった。この間、地質学の記録
によると大量の海洋生物が絶滅した。世界の
有力な海洋学者の1人は次のように記している。
「炭酸カルシウムから殻と骨格を作っていた海
洋生物は、ほぼ全部が地質学記録から消滅し
た。もし CO2放出量が減らないなら、恐竜絶
滅以来どの時期よりも海洋の炭酸塩ミネラルは
腐食されるだろう。私見ではこれによりサンゴ
は絶滅するだろう」。108　　
　サンゴの死滅は多くの国で人間開発にとって
破滅的な事件になるだろう。サンゴ礁では珍し
い生物多様性が温存されているだけでなく、そ
れは60以上の国にとって生計、栄養、経済成

長の源となっている。途上国の30 0 0万人の小
規模漁業者は、大半が何らかの形でサンゴ礁
に頼って食糧を得、魚介類を養殖している。熱
帯の海岸地域に住む4億人以上の貧困者は、
蛋白質と必須栄養物の半分以上を魚介類に
頼っている。
　サンゴ礁は魚群を養う海洋生態系の重要な
一部であるが、海洋温暖化はその大きな脅威
になっている。ナミビアでは、1995年に変則
的なベンゲラニーニョ海流という暖流が現わ
れ、魚群は緯度4～ 5°南に移動した。その結
果、小規模なイワシ漁業は全滅した。109

　貧困者の生活と栄養を支えている以上に、
サンゴには広い経済的な価値がある。サンゴ
は所得と輸出の源となり、インド洋やカリブ海
などの地域では観光の大黒柱になっている。サ
ンゴが経済、生態系、社会生活に果たす重要
な役割を認識して、多くの国々の政府と援助国
はサンゴ再生に投資している。問題は、気候
変動が強力すぎて再生を無力化していることで
ある。

人間の健康と極端な気象事象

IPCC 予測　気候変動は気温変化、極端な事
象の発生、栄養の摂取、大気の質その他病原
菌媒介生物などを介して人の健康に影響を及
ぼす。現在軽微な健康への影響は、きわめて
高い確度で次第にすべての国と地域で拡大す
ると予想され、低所得の国が最大の悪影響を
こうむることになろう。
人間開発の予測　気候は多様な方法で人の健
康に作用する。健康を脅かす変化に備える手
段がもっとも少ない人々、いわゆる最貧国の貧
しい人々が健康悪化の脅威にさらされる。不
健康は貧困世帯の人間開発の余地を減らす最
強の力のひとつである。気候変動はこの問題を
増幅する。
　気候変動は21世紀の人の健康に大きな影響
を及ぼすだろう。疾病、環境、人々の間の複
雑な相互作用を反映して、健康の見通しには大
きな不確定領域がある。しかし他の場合と同

サンゴ礁では珍しい生物多様性が
温存されているだけでなく、
それは 60 以上の国にとって
生計、栄養、経済成長の
源となっている。
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様、健康においても不確定性があるからといっ
て、座視すればよいということにはならない。
世界保健機関（WHO）は総合的な影響はマイ
ナスだろうと予言している。110

　気候変動が公衆衛生に及ぼす影響は多数の
要因により定まる。以前から存在する疫学状況
と現地の取り組みが重要である。人間開発に
ついて以前から存在する状況と公衆衛生システ
ムの能力も同様に重要である。公衆衛生面で
出現するリスクの多くは、途上国に集中するだ
ろう。途上国では不健康がすでに人々の苦難
と貧困の主因になっており、そこでは公衆衛生
システムに新たな脅威に対処する資源（人的資
源と資金）が乏しい。明らかな危険は、こうし
た状況では気候変動が公衆衛生の点でいまで
もすでに存在する極端な世界的不平等をさら
に悪化することである。
　最大の懸念原因のいくつかは、マラリアから
生じる。マラリアでは現在年間約10 0万人が
死亡しており、その90％以上はアフリカで生じ
ている。サハラ以南アフリカでは5歳未満の幼
児約80万人が毎年マラリアで死亡しており、
マラリアは世界的にも幼児死亡原因の第3位に
なっている。111　これら総合統計のほか、マラ
リアは大きな苦難の原因になっており、人々か
ら教育、雇用、生産の機会を奪っている。人々
は限られた資源を症状緩和の治療に支出せざ
るを得ない。降水量、気温、湿度はマラリア
伝染にもっとも影響を与える3つの変数であり、
気候変動はこれら3つの変数のすべてに影響
を及ぼす。
　またスコールを含む雨量の増加、気温の上
昇、湿度はマラリアの原因となるマラリア原虫
を蔓延させる「完全な嵐」を作り出す。気温が
上昇すると、蚊の活動範囲と個体数は増加し、
同時に孵化期間が半分になる。とくにサハラ以
南アフリカではマラリアの発生地拡大は公衆衛
生に重大な危険をもたらす。この地域の5人中
4人はすでにマラリア発生地に住んでいる。将
来の予想は定かではないが、マラリア発生地
が北部に拡大する恐れがある。さらに不安な
のは、季節的な伝染期間が増え、1人当たりマ

ラリア罹病率が16 ～ 28％に上昇することであ
る。112　全世界では今後さらに2億20 0 0万人か
ら4億人がマラリアにかかる恐れがあると推定
されている。113

　気象パターンの変化ですでに多数の地域で
新たな疾病が生じている。アフリカ東部では
20 0 7年の洪水で蚊など病原菌媒介生物の繁
殖地が新たに作り出され、リ
フトバレー熱などの伝染病が
発生しマラリア罹病率が上昇し
た。エチオピアでは20 0 6年
の大洪水後コレラが流行し、
広い地域で人々が死亡、病気
が蔓延した。アフリカ東部で
は異常な乾燥と温暖な状況に
より、チクングンヤ熱が蔓延し
た。これはこの地域一帯で増加しているウィル
ス病である。114

　気候変動でデング熱の患者も増えるだろう。
デング熱は気候にきわめて敏感な疾病であり、
現在その発生は主として都市地域に限られてい
る。気候変動による発生地の緯度上昇で、デ
ング熱にかかる恐れのある人口は、208 0年ま
でには15億人ないし35億人に増えることにな
ろう。115　デング熱は以前この病気のなかった
中南米でも発生率の高まったことがすでに明ら
かになっている。インドネシアでは気温上昇に
より、デング・ウィルスが突然変異を起こし、
雨期に死亡者数が増加した。気候変動との関
係は立証されていないが、199 0年代末のエル
ニーニョとラニーニャの発生は、インドネシアの
デング熱とマラリアの大量発生と結び付けら
れている。当時マラリアはイリアンジャヤの高
地でも流行した。116

　極端な気象事象は別な脅威も生む。洪水、
旱魃、暴風雨が発生すると、その後にコレラ、
小児下痢などの疾病が増える。途上国ではす
でに気温上昇の影響が現われている。20 0 5
年にバングラデシュ、インド、パキスタンの気
温は地域平均を5 ～ 6℃上回った。そしてイン
ドだけで40 0人の死亡が報告された。しかし、
報告されなかった死亡者数はこの数倍になるだ

気象パターンの変化で
すでに多数の地域で
新たな疾病が生じている。

気候変動が途上国の公衆衛生に
及ぼすリスクを評価するための
緊急行動が必要であり、
続いてリスク管理を可能にする
環境を作り出すため
資源を動員することが必要になる。
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ろう。117　先進国の公衆衛生も気温上昇の影響
を受けた。20 03年に欧州を襲った熱波では2
万20 0 0人ないし3万50 0 0人が死亡したが、
その大半は高齢者だった。被害が最大だった
パリでは犠牲者の81％が75歳以上だった。118

今後もこうした事例は多数発生する恐れがあ
る。たとえば、大半の米国都市で、熱波襲来
率は205 0年までに約2倍になると予想されて
いる。119

　富裕国の公衆衛生当局は、気候変動がもた
らす難問に取り組まざるを得なくなっている。
ニューヨークは、大都市でどのような問題が生
ずるかというよい例を提供することになる。気
候影響の見通しによれば、夏の気温は上昇し、
熱波の頻度と期間が増えるとされている。予測
によると、夏の熱射病にかかる率がとくに高齢
者の間で上昇するだろう。さらに夏の熱さに関
連する致死率は202 0年代までには55％増加
し、2050年代までには2倍以上となり、2080年
代までには3倍以上になると見込まれている。120　

気候変動は間接的に最低3種類の健康問題を

拡大し、西ナイルウィルス、ライム病、マラリ
アなどある種の病原菌媒介生物による疾病が
増加するだろう。水棲病原体ももっと広がるかも
しれない。光化学大気汚染も増加するだろう。121
　こうしたリスクに対処する戦略の開発が進め
られている。
　先進国政府は気候変動が生み出す公衆衛生
の脅威と戦わなければならない。ニューヨーク
など多くの行政当局は、貧困な弱者に特別な
問題が生じることを認めている。しかし一流の
医療制度と資金がある国も国内で気候変動の
脅威と戦う必要があるからといって、途上国の
貧困層に迫るリスクと脆弱性を見て見ぬ振りを
するのは間違っているだろう。気候変動が途上
国の公衆衛生に及ぼすリスクを評価するための
緊急行動が必要であり、続いてリスク管理を可
能にする環境を作り出すため資源を動員するこ
とが必要になる。行動の出発点は、まず富裕
国自身がいま途上国に迫っている脅威に対して
多くの歴史的な責任を負っていることを認識す
ることである。

　「人は過去を思い起こすこと
で賢くなるのではない」と
ジョージ・バーナード・ショー
は記し、続けて言う、「しかし、
将来に責任を負うことで賢くな

る」のだと。人間開発の視点から見るなら気候
変動は過去と将来を合わせたものになる。
　本章で、私たちは気候変動の破局として「早
期からみられる影響」を見た。すでに始まって
いるこのような「報い」は、当初は人間開発の
進行を遅らせる。さらに気候変動が進むと、大
規模な後退の可能性が高まる。過去の証拠か
らこの後退を推進する過程を推測することがで
きるが、気候変動が始まった後の将来は過去
の場合とは異なるだろう。人間開発の後退は
直線的ではなく、相互に補強する強力なフィー

ドバックが働く。農業生産性の低下は収入を
減らし、医療と教育を利用しにくくする。医療
と教育を受ける機会が減少すると、市場機会
は制限され、貧困化が進む。もっと基本的な
レベルでは気候変動は世界でもっとも弱い立
場にある人々が生活に影響する決定をする能力
を弱める。
　破局に向かう人間開発の後退は回避するこ
とができる。21世紀のシナリオをもっと好まし
い方向に換えるには2つのことが必要になる。
第1は気候変動を緩和することである。CO2放
出量を早期に大幅削減しないなら、気候変動
は危険になり、人間の可能性を大規模に破壊
するだろう。そうなれば各国間と各国内で不平
等化が急速に進み、貧困が強まるだろう。富
裕国はすぐにそうなることを避けることができ

結論

破局に向かう人間開発の後退は
回避することができる。
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るかもしれない。しかし富裕国は貧困国での
危険な気候変動が生み出す怒りと恨み、人の
定住類型の変化という結果から逃れることはで
きないだろう。
　本章に記した脅威を回避するため第二に必
要なことは、適応である。どれほど気候変動
を緩和しても、途上国の弱者を彼らが今日直
面している進行中の気候変動のリスクから保護

することはできず、またすでに始まっている世
界の温暖化から保護することもできない。また、
リスクの高まることは避けられない。しかし人
間開発の後退は避けられないわけではない。
適応とは結局、主として世界でもっとも豊かな
国が創り出した問題に対する、世界の貧困層
の回復力を強めることである。





3

危険な気候変動を避ける：
緩和への戦略



人類が生き延びるとするなら、
それにはかなり新しい考え方が必要だろう。
アルバート・アインシュタイン

誤った方向に進んでいるのなら、
その速さに意味はない。
マハトマ・ガンジー

1人ひとりではちっぽけなことしかできなくても、
一緒になれば大きなことができる。
ヘレン・ケラー
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3

　気候変動は、きわめて重大かつ長期的な地球規模の問題であり、公正さと人権に関わ

る難問を世代内および世代間に引き起こしている。これらの問題への対処は、私たち人

間が自らの行為の結果をどこまで律することができるのか、その能力を占う1つの試練で

ある。危険な気候変動は、すでに運命づけられた現実ではなく、1つの脅威である。こ

の脅威に立ち向かい、それを根絶しようとするのか。それとも、それが貧困の削減と明日

の世代に対する全面的な危機へと拡大するのをただ黙って見ているのか。私たちは、ど

ちらの道も選択することができる。

　気候変動の緩和に対する取り組み方が、そ
の結果を決めることになる。私たちが行動を先
送りすればするほど、大気中の温室効果ガス
の濃度が高まり、二酸化炭素濃度を目標基準
である450ppm以下に抑えることが困難にな
る。そして、21世紀の地球が危険な気候変動
に見舞われる可能性が高まる。
　第1章で述べた持続可能な排出の方針にお
いて、排出量削減の効果が現れるのは203 0
年以降となるが、その一方で地球の気温は
205 0年前後にピークに達する。この結果は、
気候変動に対する行動と効果の時間差を示す
ものであると同時に、政治的サイクルに基づく
時間枠を超えた思考の重要性をも物語ってい
る。危険な気候変動は、応急措置で間に合う
短期的な緊急事態ではない。現世代の政治指
導者だけでは、この問題は解決できない。彼
らにできるのは、将来の世代がこの戦いに取り
組めるように道を開き、そしてそれを広げるこ
とである。この目的を達するうえで、第1章で
示した21世紀の炭素予算が指針となる。
　その道を開き続けておくためには、エネル

ギー政策の早急かつ抜本的な変更が求められ
る。産業革命以来、経済成長と人類の繁栄は、
炭素系のエネルギー・システムに立脚してきた。
今後数十年間にわたって世界に求められるの
は、すべての国が低炭素経済
になることを可能にするエネル
ギー革命である。この革命はま
ず、先進国において始められな
ければならない。持続可能な
21世紀の炭素予算の中で生活
を営むためには、先進国は温室効果ガス排出
量を202 0年までに30％削減、さらに205 0年
までに少なくとも80％削減する必要がある。そ
してこの目標を達するためには、総排出量が
2012 ～15年の間に減少に転じなければなら
ない。開発途上国もまた低炭素への移行の道
筋を定めなければならない。ただし資源面で
の制約をふまえ、また経済成長の維持と貧困
の削減という至上命題に即したペースで。
　本章では、低炭素の未来への早期の転換に
求められる戦略に目を向ける。21世紀の炭素
予算は、危険な気候変動なき世界という共通

3 危険な気候変動を避ける：
緩和への戦略

持続可能な21世紀の炭素予算
の中で生活を営むためには、
先進国は温室効果ガス排出量を
2020 年までに 30％削減、
さらに2050 年までに少なくとも
80％削減する必要がある。
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の目的地へ到達するためのロードマップとなる。
しかしながら、目標とロードマップは政策の代
替物ではなく、効果的な緩和戦略の助けを得
て初めて、気候変動に対する戦いに役立つも
のになりうる。
　その成功のための基礎は3つある。まず第1
の基礎は、炭素排出に代価を課すことである。
炭素排出量の削減には価値があるということ、
そして二酸化炭素を吸収する地球の余力はもは
や乏しいということを、企業と消費者に知らせ
るためのインセンティブを創出するうえで、市
場原理に基づく仕組みは決定的に重要な役割
を担う。炭素排出に代価を課す方法としては、
課税とキャップ・アンド・トレード（政府が企業
に排出枠を割り当て、その1部を他の企業と引
き取りできる仕組み）の2つがある。
　気候変動緩和の第2の基礎は、もっとも広

い意味での行動の変化であ
る。気候変動を緩和するため
には、つまるところ、消費者と
投資家が低炭素のエネルギー
源を求めるようにする必要があ

る。価格によるインセンティブは行動の変化を
もたらしうるが、必要とされる規模あるいは
ペースでの炭素排出量削減をもたらすまでには
至らない。低炭素経済への移行を支える行動
の変化を促すうえで、政府は決定的に重要な
役割を担う。基準の設定、情報の提供、研究
開発の促進、さらに場合によっては、気候変
動緩和の妨げとなる行動の制限。これらはす
べて、規制という方法に欠くことのできない中
核要素である。
　気候変動緩和の第3の基礎は、国際協力で
ある。先進国は、危険な気候変動に対する取
り組みを先導しなければならない。すなわち、
もっとも早くもっとも大幅に排出量を削減しな
ければならない。しかしながら、主要な温室
効果ガス排出国のすべてに目標値を定めない
かぎり、いかなる国際的枠組みも失敗に終わる
であろう。危険な気候変動を回避するために
は、途上国にも低炭素への移行が求められる。
国際協力は、排出削減が人間開発と経済成長

を損なわないことを確約したうえで、この移行
を促進することができる。
　本章では、気候変動緩和に関わる挑戦の概
観を示そう。まず最初に、炭素予算を地球レ
ベルから国家レベルへと見ていく。21世紀の
地球の炭素予算を国家炭素予算に換算するこ
とは、危険な気候変動の緩和への最初の段階
である。そしてそれはまた、多国間協定の実現
と成功の前提ともなる。世界各国が2013年以
降のポスト京都議定書の枠組みを交渉するな
か、国家目標を信頼性のある世界目標に沿わ
せることが重要である。現状では多くの場合、
目標設定の試みが明確さと一貫性を欠いている
ことから思うように進まず、さらには目標とエネ
ルギー政策の枠組みとの乖離によって問題が
複雑化しているケースもある。
　次に第2節において、持続可能な炭素予算
への移行を促す、市場原理に基づく方策の役
割について見ていく。具体的には、炭素課税と
キャップ・アンド・トレードについて提案する。
またそれとともに、世界最大規模の構想である
欧州連合（EU）の排出枠取引制度（EU ETS）
の効果を損ねている問題点についても論じる。
続く第3節においては、課税とキャップ・アンド・
トレードを超えて、より広範な規制と基準、研
究開発における官民協力の役割の重要性を取り
上げる。
　そして本章の最後に、いまだ十分に活用され
ていない国際協力の潜在的可能性に触れる。
すなわち第4節において、途上国のエネルギー
効率向上に対する資金援助と技術移転の効果
の大きさを示し、人間開発と気候変動緩和の
両方に資する「ウィン‐ウィン」のシナリオを提
示する。具体的には、排出量削減をもたらすエ
ネルギーへの妥当な価格水準でのアクセス拡
大である。また森林破壊と土地の転用は現在、
世界の温室効果ガス排出量の20％を占めるに
及び、国際協力を活かしうるもう1つの領域と
なっている。

気候変動を緩和するためには、
つまるところ、消費者と投資家が
低炭素のエネルギー源を
求めるようにする必要がある。
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　京都議定書の現行の期限が2012年で終了
することは、気候変動緩和に向けての前進を加
速化する好機であることを意味している。第1
章で、明確な世界の炭素予算目標に向けた多
国間の枠組みの必要性を論じた。その枠組み
には、長期目標（205 0年までに温室効果ガス
排出量を199 0年比で50％削減）と、取り組み
期限を段階的に設定した中期基準を組み合わ
せる必要がある。多国間の枠組みはまた、先
進国と途上国双方に対して広い道筋を特定し、
「共通だが差異ある責任」の原則を実践する現
実的指針を与えるものでなければならない。
　信頼性のある多国間の枠組みなくして、危険
な気候変動を回避することはできない。しかし
多国間の枠組みは、国家目標とそれに沿った
政策の裏打ちがなければ成果を生み出さない。
21世紀の世界の炭素予算を意味あるものにす
るためには、世界の資源という枠組みの中で
機能する国家炭素予算の確立がカギとなる。

炭素予算
──エコロジカルな資産の中での生活

　国家炭素予算は、2013年以降の多国間の
枠組みに欠かせない基礎である。もっとも基
本的なレベルにおいて、炭素予算は一定期間、
二酸化炭素の排出総量に制限を課す。たとえ
ば3～ 7年を予算期間とすることで、各国政府
は各年の景気や燃料価格、天候などの動向に
応じて排出量を調整しつつ、最終的に自国およ
び世界の排出量削減目標を達成することがで
きる。たとえ各年の排出量に増減があろうと、
炭素削減の観点から重要なのは、あくまで期
間全体における排出量削減である。
　世界と国家の炭素予算は相似関係にある。

第1章で論じた世界の炭素予算が現在と次の
世代をつなぐ懸け橋となるように、国家の炭素
予算は政治情勢の変化をまたぐ継続性をもた
らす。金融市場では金利や通貨供給量、イン
フレに対する政策の先行き不透明感が動揺を
もたらす。だからこそ多くの国々は、独立した
中央銀行をそうした問題への対処にあたらせ
ている。気候変動の場合、不確実性は成功へ
の障害となる。民主主義国家においては例外
なく、時の政権が後々の政権にも気候変動緩
和への特定の取り組みを守らせることはむずか
しい。そこで、気候変動緩和の長期的目標の
達成に向けて、多国間の約束を各国が法制化
することが政策の継続に必要不可欠となる。
　国家炭素予算はまた、国際
合意の基礎でもある。多国間
の合意が効力をもつためには、
コミットメントと透明性の共有
がなされなければならない。
温室効果ガスの世界的な排出量削減に向けた
国際合意に参加する国々には、パートナー各国
が約束を守っていることを確認する必要があ
る。いずれかの国が約束を破っていると見なさ
れれば、信頼が損なわれて合意の効力が弱ま
ることは必至である。透明性のある国家炭素
予算という形で多国間の約定を規定すれば、
この問題を避けることができる。
　国家レベルにおいて炭素予算は、消費者と
投資家に将来の政策に関する明確なシグナル
を送ることで、経済的混乱の危険を和らげるこ
とにもつながる。炭素予算はまた市場を超えて、
国民の意識を高め、政府に説明責任を負わせ
ることにも重要な役割を果たす。国民は炭素予
算を基準に、多国間の取り組みに対する自国
政府の貢献度を計ることができるのである。

1 緩和の目標設定

多国間の枠組みは、国家目標と
それに沿った政策の裏打ちが
なければ成果を生み出さない。
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排出削減目標の広がり

　気候変動に関しては近年、目標を設定したう
えでの取り組みが広がっている。各国政府が
広範な目標を導入し、地方および地域の自治体
も排出削減目標の設定に積極的な動きを見せ
ている（表3 .1参照）。
　目標設定がめざましい成果を生み出すケース
も現れている。京都議定書自体、世界の気候
変動緩和を目標として国別に制限を設ける取り
組みだった。オーストラリアと米国を含まない
経済開発協力機構（OECD）諸国の大半が、
20 0 8 ～ 2012年に19 9 0年を基準年とする削
減の達成を約束している。さらには追加目標を
設定している国も多い。その一例が EUであ
る。EUは京都議定書の下で排出量の8％削減

を求められているが、20 0 7年
に次のような目標を定めてい
る。温室効果ガスを202 0年
までに「少なくとも」20％削減、
さらに国際合意が成立すれば

削減率を30％に引き上げ、その後は205 0年ま
でに60 ～ 80％削減するという内容である。一
部のEU諸国は199 0年比の削減目標を設定し
ている。たとえば、
● 英国は、2010年までに199 0年比20％削減
という「京都プラス」の目標を設定。議会で
は202 0年までに26 ～ 32％、205 0年まで
に60％の削減達成を政府の義務とする法案
の準備が進められている。1

● フランスは、205 0年までに排出量を75％削
減する国家目標を定めている。2

● ドイツは2005年に既存の国家気候変動プロ
グラムを改定し、202 0年までに40％削減と
いう目標を盛り込んだ（EUの30％削減に準
じるとする）。3　ドイツ政府は20 0 7年8月、
この目標を達成するための政策パッケージを
導入し、コミットメントを再確認した。4

　目標設定はまた、主要8カ国（G8）の課題と
もなっている。20 0 7年の G8サミットで各国首
脳は、危険な気候変動を回避するための協働

が緊急に求められているとの基本認識で一致
した。公式目標こそ取り入れられなかったもの
の、205 0年までに世界の温室効果ガス排出
量を半減するというカナダとEUと日本の共同
提案を「真剣に検討する」との点で、G8各国は
合意に至った。5

米国における「下から」の目標設定

　米国は現在、温室効果ガスの排出削減につ
いて国レベルでの目標をもっていない。米国政
府は20 02年「地球気候変動イニシアティブ」
（GCCI）の下で、温室効果ガス排出削減の国家
目標を定めているが、これは対 GDP比での排
出削減を定めたものである。しかし国としての
排出削減目標をもたない米国でも、目標を設定
する動きが幅広く現れはじめている。州や市が
独自の数値目標を設定しているのである。主な
例を挙げれば──
● 州のイニシアティブ　カリフォルニア州では
「20 0 6年地球温暖化解決法」の成立により、
202 0年までに温室効果ガス排出量を199 0
年水準に戻し、205 0年までには199 0年比
で80％削減するという目標が法制化された
（Box3 .1参照）。これらの目標が企業の競争
力を弱めて雇用に悪影響をもたらすのではと
いう懸念は、十分な根拠に欠けるものであ
る。モデル化による予測では、排出削減に
よって202 0年までに州の総所得が59 0億米
ドル増加し、2万人の新規雇用が創出される
との結果が出ている。6　米国では現在、17
州が排出削減目標を設定している。7

● 地域のイニシアティブ　20 0 5年に立ち上げ
られた地域温室効果ガス・イニシアティブ
（RGGI）は、米国では初の拘束力をもつ
キャップ・アンド・トレードのプログラムとし
て、発電所の温室効果ガスの排出上限を定
めている。RGGI は現在10州にまで広がっ
ている。8　その目標は、20 0 9 ～ 15年まで
は排出量を現在の水準以下にとどめたうえ
で、2019年までに10％削減するというもの
である。また20 0 7年には「西部地域気候行
動イニシアティブ」が発足し、アリゾナ、カリ

2007年のG8サミットで各国首脳は、
危険な気候変動を回避するための
協働が緊急に求められている
との基本認識で一致した。
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フォルニア、ニューメキシコ、オレゴン、ユタ、
ワシントンの各州に地域的イニシアティブの
輪が広がった。さらにカナダのブリティッシュ
コロンビア州とマニトバ州も参加し、国際的
な協調行動の枠組みとなった。20 0 9年まで
にこれら各州は、地域の排出目標を設定し、
その達成に向けて市場ベースのプログラムを
立ち上げる計画である。9

● 市のイニシアティブ　市のレベルでも排出削
減目標の設定が広がっている。米国では現
在、522の市（合計人口6500万人）が、2012
年までに199 0年比で7％削減という京都議
定書に準じた目標を掲げている。10　ニュー
ヨーク市は、発電所の二酸化炭素排出量に
上限を定めている。ニューヨーク市当局は、
市内全域における温室効果ガス排出状況を

表3.1 排出削減目標に見る姿勢の違い

温室効果ガスの削減目標と計画 短期
（2012～15年）

中期
（2020年）

長期
（2050年）

人間開発報告書による
持続可能な排出量の道筋 排出増加を止める（先進国の場合） 30％ 少なくとも80％

国例の主要例

京都議定書の目標 a

（2008～12年） ポスト京都

EU（欧州連合） b 8% 20% （単独）または 
30% （国際合意の下で）

60–80% （国際合意の下で）

フランス 0% – 75%

ドイツ 21% 40% –

イタリア 6.5% – –

スウェーデン 4% 増加
（国家目標は4%削減） 
（2010年まで）

25% –

英国 12.5% （国家目標は20%）              26–32% 60%

オーストラリア c 8% 増加 – –

カナダ 6% 2006年比で 20% 2006年比で 60–70%

日本 6% – 50%

ノルウェー 1% 増加
（国家目標は10%削減）

30% （2030年まで） 100%

米国 c 7% – –

米国の州レベルでの主要例
アリゾナ

–
2000年水準 2000年比50%削減

（2040年まで）
カリフォルニア 2000年水準（2010年まで） 1990年水準 1990年比80%削減
ニューメキシコ 2000年水準（2012年まで）             2000年比10%削減 2000年比75%削減
ニューヨーク 1990年比5%削減（2010年まで） 1990年比10%削減 –

地域温室効果ガス・イニシアティブ
（RGGI） d 

2002～04年水準で安定化
（2015年まで）

2002～04年水準比10%削減
（2019年まで） –

米国連邦議会法案の主要例
気候監視・革新法案 2004年水準（2012年まで） 1990年水準 1990年比60%削減
地球温暖化汚染削減法案 – 2010～20年に年間2％削減 1990年比80%削減
気候監視法案 2006年水準（2012年まで） 1990年水準 1990年比70%削減
2007年安全な気候法案 2009年水準（2010年まで） 2011～20年に年間2%削減 1990年比80%削減
米国のNGO提案の主要例
米国気候行動パートナーシップ 現在水準比0～5%増加

（2012年まで）
現在水準比0～10%削減
（2017年まで）

現在水準比60～80%削減

a.　京都議定書の削減目標は、2008～12年の期間に各国が1990年比での削減を達成するよう求めている。ただし一部の温室効果ガス（ハイドロフルオロカ
ーボン、パーフルオロカーボン、六価硫化フルオライド）については、一部諸国が1995年を基準年に選択している。

b.　京都議定書は1997年に署名されたため、削減目標は当時のEU15カ国のみを対象としている。
c.　京都議定書に署名したが批准していないため、公約に拘束力はない。
d.　参加州はコネチカット、デラウエア、メーン、メリーランド、マサチューセッツ、ニューハンプシャー、ニュージャージー、ニューヨーク、ロードアイランド、バーモント。

資料：Council of the European Union 2007; Government of Australia 2007; Government of Canada 2007; Government of France 2007; 
Government of Germany 2007; Government of Norway 2007; Government of Sweden 2006; Pew Center on Climate Change 2007c; RGGI 
2005; State of California 2005; The Japan Times 2007; UNFCCC 1998; USCAP 2007.
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洗い出し、202 0年までに199 0年比で7％
削減することを求める法案も成立させた。民
間部門での排出削減は任意とされているが、
市当局は30％の削減を約束している。11

　こうしたイニシアティブは、全体の中で正しく
位置づけられる必要がある。カリフォルニアが
国家であれば世界第14位の二酸化炭素排出大
国になる。したがってカリフォルニアが削減に
率先して取り組むことは、世界的に大きな意味

をもつ。しかしその一方で、削減目標を定めて
いない諸州で二酸化炭素が大量に排出されて
いる。カリフォルニアをはじめとするRGGI 参
加各州の温室効果ガスの排出総量は、米国全
体のそれの20％前後である。インドと米国が
排出する二酸化炭素が地球の大気中で混ざり
合うように、ヒューストンから排出される二酸
化炭素もサンフランシスコのそれと同じ影響を
及ぼす。国全体の排出削減目標を定めないか

炭素予算の先進例──カリフォルニア州Box3.1

　世界第6位の国家に相当する経済規
模をもつカリフォルニア州は、かねてか
ら省エネルギーと環境保護において、
国内的にも世界的にも最先端に位置し
ている。そのカリフォルニア州は現在、
気候変動緩和に対する取り組みで世界
的な標準を打ち立てつつある。
　カリフォルニア州は「2006年地球
温暖化解決法」により、2020年まで
に温室効果ガス排出量を1990年の水
準に戻し、さらに2050年までには
80％削減するという長期目標を掲げて
いる。この法律は、州内全域の主要な
全産業を対象として、目標未達成の場
合の罰則規定も取り入れている。これ
は先例のない取り組みである。
　この法律は、強力な機構的枠組みに
支えられている。具体的には、カリフォ
ルニア州大気資源委員会（SARB）が、
排出量削減における各業界の貢献度を
評価し、排出目標の設定とペナルティ
の決定に権限をもつ。SARBは2010
年までにこの制度の運営方法を決定
し、また各産業界に3年間の準備期間
を与えることになっている。SARBはさ
らに、「技術的な実現性とコスト効率を
ふまえたうえで、2020年までに最大
限の温室効果ガス削減を実現する」た
めの戦略策定も求められている。
2010年までに開始されるこの戦略に
は、数値目標に基づくキャップ・アンド・
トレード制度が含まれる。
　カリフォルニア州の目標は、充実し
た政策に裏付けられている。主要な政

策を挙げれば──
● 自動車の排出基準　カリフォルニア
州はこの4年間にわたり、排出基準
の厳しさで先頭に立っている。州法
による現行の基準は、2016年まで
に新車の温室効果ガス排出量を
30％削減するというものである。カ
リフォルニア州はまた、燃料から排
出される炭素濃度を2020年までに
10％削減することを義務づける炭素
燃料基準も策定中である。この基準
の導入は、石油精製に伴う炭素排出
量の削減と、バイオ燃料自動車およ
び電気自動車の普及を促すインセン
ティブとなることが見込まれている。

● 発電に対する基準　この分野におけ
る公共政策は、地球温暖化解決法
ほどの注目こそされていないが、実際
には重要な意味を帯びている。カリ
フォルニア州エネルギー委員会は関
連州法の規定に基づき、長期供給
契約の下にある発電事業者に対して
厳格な排出基準を設定することを義
務づけられている。この基準は、州
外の発電所から送電されている場合
にも適用される。発電所における二
酸化炭素の回収・貯留技術の開発な
ど、この基準は発電に伴う炭素排出
量の削減を促すことになる。

● 再生可能エネルギー　カリフォルニ
ア州は、再生可能エネルギーの利用
目標を定める「再生可能ポートフォリ
オ基準」をもつ21州の1つである。
カリフォルニア州は、2020年まで

に電力の20％を再生可能なエネル
ギーから得るようにすることを目標に
掲げている。太陽光パネルを設置し
た家庭に対する補助金として、カリ
フォルニア州は10年間で総額29億
米ドルの予算を割き、さらに設置費
用の30％を税額控除する優遇措置
も講じる。この補助金政策は、「100
万家庭にソーラーパネルを」というイ
ニシアチブの一部である。

● 省エネルギー基準の設定　カリフォ
ルニア州は2004年、2013年まで
に3万ギガワット時の電力節約を達
成するという厳しい省エネルギー目
標を打ち出した。この目標に沿って、
電化製品と建築設計に関する基準
が導入されている。
　このようなカリフォルニア州の取り組
みは、炭素排出枠の設定について、よ
り広い意味での教訓を示している。ま
ず第1に、法律によって信頼性のある
目標を定めていること。すべての先進
国が2050年までに炭素排出量を
80％削減することは、世界全体を持
続可能な炭素予算の道筋に乗せること
を意味する。第2に、透明性と説明責
任の基礎となる強力な機構的メカニズ
ムを通じて、法令順守と確認に対する
監督がなされていること。そして第3に、
排出量削減とイノベーションの促進に
向けて、拘束力をもつ目標、インセン
ティブ、規制方法が法律によってバラン
スよく確立されていることである。
出典：Arroyo and Linguiti 20 07.
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ぎり、一部の州の削減努力の成果が他州の排
出増加によって打ち消されてしまうことになる。
ただしそれでも、州・地域レベルでのイニシア
ティブは、国レベルにおける排出上限設定への

政治的潮流を生み出している。
　そしてその潮流は、米国連邦議会にも及んで
いる。ここ数年来、将来的な温室効果ガス削
減の目標設定を盛り込んだ法案の提出が相次

ニューヨーク市は気候変動に対する取り組みをリードする特別寄稿

　気候変動に対する戦いにおいて、高
遠な目標について語ることはやさしい。
しかし問題は、それを達成するために
今日何をしているのか、である。ニュー
ヨーク市は最近、地球温暖化と戦い、
真に持続可能な21世紀の都市づくり
で先頭に立つべく、野心的かつ実現可
能な計画を発表した。「PlaNYC」と名
付けたこの計画には、大気・水質汚染
の防止、土壌の汚染除去、インフラと
エネルギーネットワークの更新、そして
炭素排出量の大幅な削減を目的とする
127の具体的なインセンティブが盛り
込まれている。一言で言うなら、これ
は私たちの子供たちに、よりグリーン
でよりよい街を残すための計画である。
　かつて官民の指導者たちは、あたか
も環境の持続可能性と経済競争力は
相反するものであるかのように振る舞っ
ていた。そんな時代は終わった。いや、
実際にはむしろ逆であることが明らか
になっている。地球温暖化との戦いは、
多くの面においてより効率的になること
から始まる。省エネルギー技術への投
資によって、自治体も企業も家庭も最
終的にはかなりのお金を節約すること
ができる。たとえばニューヨーク市は
PlaNYC の一環として、今後10年間
のエネルギー使用量の30％節減を公
約した。私たちはまた、民間部門に対
して「グリーン」な建築へのインセンティ
ブも取り入れた。ニューヨーク名物のイ
エローキャブについても、1万3000
台の全車両を更新して燃費効率を現在
のハイブリッドカーと同等かそれ以上
の水準の2倍に高める。これは、単に
二酸化炭素と大気汚染を減らすだけで
なく、タクシー運転手たちにとってガソ
リン代の節約も意味し、それだけ彼ら

の収入が増えることになる。
　PlaNYCは、ニューヨーク市の経済
成長と環境保護に役立つだけでなく、
私たちが地球市民としてより広い責任
を果たすことをも可能にする。『人間開
発報告書2007/2008』は、気候変
動は人類が直面している最大の挑戦の
1つであり、もっとも危険にさらされて
いるのは世界でもっとも弱い立場にあ
る人々である、と端的に指摘している。
もっとも豊かな国々、それはとりもなお
さず温室効果ガス排出量の大部分を占
める国々の行動は、他の世界の人々、
とりわけもっとも貧しい国々の人々に直
接的な影響を及ぼしているのである。
　私たちには、誰がが行動するのを
待っていることなど許されない。だから
こそ、世界各地の都市が取り組みの先
頭に立っている。そうした都市のリー
ダーたちは、政治ではなく成果に、党
派を守ることではなく行動を起こすこと
に焦点を合わせている。国際的な合意
は難航しており、強制力をもつ実施は
さらに困難な状況にあるが、都市の
リーダーたちは、革新的なアイデアの
創出と見本となるような事例の共有を
推し進めている。2007年2月の全米
市長会議において、気候保護センター
が立ち上げられた。これは、温室効果
ガス排出量削減を率いるうえで、必要
な指針と支援を各都市の市長に提供す
るものである。また5月には、ニュー
ヨーク市で「C40大都市気候サミット」
が開催され、30名を超える世界の大
都市の市長が、気候変動との戦いに関
するアイデアや見本となるような事例を
テーマとして交流した。
　気候変動との戦いにおいて都市が主
導的役割を果たしていることは、

PlaNYCに盛り込まれたインセンティ
ブの多くが他の都市の事例を参考にし
たものであるという事実が物語ってい
る。たとえば課金による道路渋滞の緩
和計画は、ロンドンやストックホルム、
シンガポールの経験をふまえたもので
ある。また再生可能エネルギーと太陽
光パネルの導入促進ではベルリン、公
共輸送の革新的な改善ではデリーと香
港と上海、歩道と自転車道の整備につ
いてはコペンハーゲン、100万本の植
樹計画ではシカゴとロサンゼルス、公
共輸送主体型の都市開発ではアムステ
ルダムと東京、高速バス輸送について
はボゴタ、といった具合である。グロー
バルな問題にグローバルなアプローチ
を取ることによって、私たちは、気候
変動との戦いにおいて果たすべき役割
をなすための明確な地域的計画をまと
め上げることができた。そして私たち
は、これが他の都市にとって1つのモ
デルになることを願っている。
　『人間開発報告書2007/2008』が
明確に示しているように、もはや世界
の各国政府が気候変動の脅威を無視す
ることも、当局者が具体的な実現計画
なしに将来目標を掲げることも、暫定
的目標の段階的達成で市民の目をごま
かすことも許されない。私たちは公的
な社会のリーダーとして、真の変革に
つながる大胆な行動を取る責任を負っ
ている──それも今日始める責任を。

マイケル・R・ブルームバーグ
ニューヨーク市長
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いでいる。20 0 7年前半だけでも、経済活動
全般について排出上限を定める7本の法案が
議会で審議されている。12　その1つ「気候監視・
革新法案」は、発電、運輸、工業、商業の各
部門について、199 0年比で203 0年までに
20％、205 0年までに60％の排出削減を盛り
込んでいる。
　また連邦議会の外でも、地域を超えて産業
界や環境保護団体などを束ねるイニシアティブ
が広がっている。米国気候行動パートナーシッ
プ（USCAP）が一例である。USCAPには BP
アメリカ、キャタピラー、デューク・エナジー、
デュポン、ゼネラル・エレクトリックなど大企業
28社と、有力NGO6団体（総会員数10 0万人
以上）が参加している。その目標は、2012年
までに排出量を減少に転じさせ、2017年まで
に現在の水準比で10％、205 0年までに80％

の削減を達成することであり、
そのための取り組みを義務づ
け、また技術へのインセンティ
ブやその他の活動を組み入れ
ている。13 参加企業の多くは

将来的な目標の強化を見据えて、排出削減目標
を自主的に設定している。
　このUSCAPの計画には学ぶべき点がある。
すなわち、目標だけでなく計画内容全体が、
気候変動緩和に対するアプローチの重大な変
化を反映しているという点である。5年前の時
点では米国大企業の多くが、強制的な温室効
果ガス排出制限という考え方に敵対姿勢を取っ
ていた。それがいま、変わりつつある。企業
は数値目標を脅威としてでなく、低炭素投資へ
のインセンティブを生み出し、将来への展望を
切り開く好機として捉えるようになっている。
　皮肉にもいまや多くの大企業が、温室効果
ガスの排出を制限する国家的枠組みが存在し
ないことを問題視している。1つには、そのこ
とが市場に先行き不透明感をもたらしているか
らであり、また1つには、国レベルと地域レベ
ルのイニシアティブが複雑な規制状況を生み出
しているからである。ゼネラル・モーターズと
フォードをはじめとする米国自動車工業会

（AAM）は、「温室効果ガスを経済全体の問題
として対処する連邦レベルの国家的アプロー
チ」を求めている。14

　また電力供給協会（EPSA）も、「温室効果
ガスの影響を最小限に抑えるための包括的で
強制力をもつ連邦法の制定」を支持すると発表
した。15

炭素予算に関わる目標設定の 4 つの
問題点

　先進国における目標設定の新たな潮流は、
世界に危険な気候変動の回避を可能にする炭
素予算の基礎となるのか。
　この疑問に対する答えは、条件付きの「ノー」
である。たしかに目標の導入は、人々の懸念
が政治的に認知されはじめたことを示す前向き
な兆候である。しかし設定されている目標の多
くは、かろうじて持続可能な炭素予算と結びつ
いているだけである。共通する問題は熱意の
不足である。目標設定の広がりに関するもう1

出典：Indicator Table 24.

炭素集約度の低下は必ずしも
排出量の減少を意味しない
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つの問題は混乱で、とくに顕著なのが、目標が
エネルギー政策に十分反映されていないことで
ある。目標設定における誤りの潜在的要因は
以下の4つに大別され、問題点の解決が求めら
れる。
● 不十分な熱意　第1章で示した持続可能な
炭素予算への経路は、先進国が排出上限設

定の必要性を見極めるうえで、2つの妥当な
基準を確立している。大枠として、2012 ～
15年の間に炭素排出量を減少に転じさせ、
202 0年までに199 0年比で30 ％削減、
205 0年までには少なくとも80％削減すると
いうものである。問題は2つある。第1に、
英国および米国の一部の計画が好例で、あ

カナダにおける目標と成果の乖離Box3.2

　カナダは、炭素集約的な経済成長に
よって、京都議定書の公約達成への道
から大きく逸脱してしまっている。この
カナダの経験は、国内の経済政策と国
際的な取り決めを両立させることのむ
ずかしさを浮き彫りにしている。
　カナダは2004年、約6億3900
万トンの二酸化炭素を地球の大気中に
排出した。世界全体の排出量に占める
割合ではわずか2％だが、人口1人当た
りの排出量では世界有数の排出大国で
あり、その存在の重みはさらに増して
いる。
　1990年以降、化石燃料からの二酸
化炭素排出量は54％増加している。人
口1人当たりの排出量では5トンの増加
で、この増加分は中国の1人当たりの
二酸化炭素排出量を上回っている。
　カナダは、京都議定書の公約達成と
はほど遠い状態にある。1990年以降、
排出量は二酸化炭素換算で1億5900
万トン増加。増加率は27％で、削減分
も含めると京都議定書の目標水準を
33％も超えた状態にある。
　なぜカナダは、これほど京都議定書
の目標からはずれてしまったのか。1つ
の要因は急速な経済成長だが、もう1
つの要因として炭素集約的な成長、す
なわち天然ガス・石油生産への投資拡
大が牽引する成長がある。カナダが輸
出した天然ガス・石油から排出される
温室効果ガスは、1990年の年間
2100万トンから4800万トンにまで
増加している。
　このようなカナダの現状の背景には、
石油・天然ガス市場の動向がある。原

油価格の高騰とともに、カナダではア
ルバータ州のタールサンドの開発が商
業的意味をなすようになった。通常の
原油が油井で汲み取られるのに対し、
タールサンドから採取される原油は、
土壌の上層を剥ぎ取るか、高圧蒸気で
砂層を熱しての粘着性を弱めることに
よって得られる。このようにしてタール
サンドから抽出される原油は、生産に
必要なエネルギー量と1バレル当たりの
温室効果ガス集約度が、通常の原油の
それのほぼ2倍に及ぶ。
　オイルサンド（油砂）の開発は、今後
のカナダの温室効果ガス排出見通しに
重要な意味をもつ。カナダの石油生産
者協会と国家エネルギー委員会は、
2006 ～16年のオイルサンド開発へ
の総投資額は950億カナダドル（1億
800万米ドル）にのぼると推算してい
る。そして生産量は、3倍増の日量
300万バレル超に拡大すると予測され
る。これを炭素排出の面から見ると、
オイルサンドから排出される温室効果
ガスは2020年までに5倍に増加し、
また2010年までにカナダの排出量全
体の40％超を占めるようになる。
　すでにかなりの投資がなされている
ことを考えると、この流れを変えること
はむずかしい。カナダでは2006年、
空気浄化法の下で、2050年までに
2003年比で45 ～ 65％の排出削減
という新たな目標が設定された。しか
しこの目標に拘束力はなく、また具体
的な政策に結びつけられてもいない。
その一方で、州および自治体レベルで
の取り組みは具体的な施策を伴い、注

目すべき成果をあげている。一例として
トロント市は、エネルギー利用の効率
化や古い建物の改修、埋め立てに関す
る規制強化などを通じて、大幅な排出
削減を達 成している（2005年に
1990年比で40％削減）。
　カナダには、酸性雨からオゾン層の
破壊、気候変動にいたるまで、地球環
境問題で世界的リーダーシップをとって
きた長い歴史がある。この伝統を維持
するためには、厳しい決断が求められ
る。デービッド・スズキ財団は、2020
年までに25％の排出削減、2050年
までに80％の削減を行うよう求めてい
る。このような目標は達成可能ではある
が、現行の政策下では達成は望めない。
　選択肢としては、たとえば──
●　長期的な排出削減のために、低炭素
技術の普及を早め、炭素分離への投資
を拡大する。
●　国内の輸出業者に対する義務づけと
して、石油・天然ガスの輸出先に炭素
市場取引を通じて相当量の排出枠を購
入させるようにする。
●　オイルサンド生産への投資に炭素税
を課し、その税収を技術革新と排出ク
レジットの購入にあてる。
●　オイルサンドと天然ガスの生産に伴
う炭素排出量を減らすために、厳格な
生産基準と価格インセンティブを設け
る。
出典：Bramley 2005; Government of 
Canada 2005 ; Henderson 2007 ; 
Pembina Institute 2007a, 2007b.
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英国の気候変動法案──炭素予算の設定Box3.3

　英国の気候変動法案は、世界的な
気候変動緩和の取り組みを支えるべく、
国家炭素予算を設定するという大胆で
革新的な提案である。この法案が成立
すれば、政府は排出削減の義務を負う
ことになる。こうした広範なアプローチ
が先進国全体に広がれば、2013年
以降の「ポスト京都」の枠組みの1つの
柱となりうる。しかしながら、熱意の
度合、そして英国の炭素削減目標の達
成能力に、大きな疑問の余地がある。
　気候変動法案は、2050年までの
排出削減の道筋を定めている。その目
的として示されているのは、英国政府
の定義では世界の平均気温が2℃以上
上昇することである危険な気候変動を
回避するための世界的な取り組みに貢
献することである。このロードマップ
は、中間目標として温室効果ガス排出
量を2020年までに1990年比で26
～ 32％削減、そして最終目標は
2050年に60％の削減を達成するこ
ととしている。
　これらの目標は、5年単位での二酸
化炭素排出量を制限する「炭素予算」と
いうシステムに組み込まれている。まず
事前に、企業活動と投資の長期的指針
として3つの予算が設定される。排出
管理のための施策については、議会が
創設する専門部局が担当する。しかし、
この気候変動法案が持続可能な炭素
予算という枠組みをもたらすためには、
2つの問題に対処する必要がある。
　まず第1に、全体の野心度である。
気候変動法案の排出削減目標は、危
険な気候変動の回避という目的と合致
していない。私たちの持続可能な排出
の道筋では、先進国は2050年まで
に温室効果ガス排出量を1990年比で
60％ではなく少なくとも80％削減する
必要がある。加えて現行の枠組みは、
航空・船舶運輸を対象外としている。
それらを加味すると、2050年までの
英国の累積炭素予算は二酸化炭素換
算で約55億トン、率にして27％膨ら

むことになる。
　他の先進国が英国の気候変動法案
に示された道筋に従った場合、危険な
気候変動の回避は不可能になる。温室
効果ガスの大気中濃度は二酸化炭素
換算で660ppm 以上、可能性として
は750ppmにも及びうる。
　その結果、地球の平均気温は4 ～
5℃上昇することになり、危険な気候
変動の境界線を大きく踏み越えてしま
う。気温上昇を2℃の境界線内にとど
めるには、温室効果ガス濃度を二酸化
炭素換算で450ppmで安定化させな
ければならない。
　第2の問題は、温室効果ガスの排出
状況である（図参照）。明るい材料を挙
げるなら、英国は EUの中で、京都議
定書の目標達成に向けて順調に進んで
いる少数派の一国である。英国経済
は、京都議定書の基準年である1990
年以降に47％の成長を遂げているが、
二酸化炭素排出量は5％減少している。
その一方でマイナス材料として、排出
量の減少はすべて1995年以前に起き
ており、2000年以降は二酸化炭素
排出量が900万トン増加している
（2006年の排出量は5億6700万ト
ン）。それでも、二酸化炭素排出量を
2010年までに1990年比で20％削
減するという目標は、達成可能な範囲
にある。ただし現実的な見通しとして
は、その半分の削減にとどまる公算が
大きい。
　二酸化炭素の排出状況を部門別に
見れば、英国の課題が見えやすくなる。
排出全体の約3分の1を占める発電所
からの排出量は、過去7年のうち5年
において増加している。それに次いで
排出量の多い運輸部門は、急激に排
出量が増えている。その一方で、他の
産業と家庭からの排出はそれほど変化
していない。このような二酸化炭素の
排出状況を変えて2020年までに26
～ 32％の削減を達成するには、気候
変動緩和という目的にエネルギー政策

を沿わせる抜本的見直しが求められる。
選択肢としては、たとえば、
●　炭素課税とキャップ・アンド・トレー
ドの強化　持続可能な炭素予算の設定
において、炭素の価格化は必要不可欠
である。本章で示す範囲での炭素税の
導入は、持続可能な炭素予算の目標に
エネルギー市場を沿わせる1つの道筋
をつけるものとなる。あるいは、EUの
キャップ・アンド・トレード制度の活用
も選択肢となる（本章第2節参照）。た
だしその場合、2020年までに26 ～
32％の排出削減という水準に即した
排出上限の設定が前提条件となる。
●　発電　発電におけるエネルギー構成
は、今後の英国の排出状況を左右す
る。2000年初頭から、化石燃料の
中でもっとも二酸化炭素排出量が多い
石炭の利用が増え、排出量増加の主因
となっている。排出量の多い発電所を
早急に廃止し、無排出型の石炭火力発
電所への転換を進める規制による解決
が可能である。また英国は再生可能エ
ネルギーの利用という点でも、EU 内
の先行組に大きく後れを取り、エネル
ギー全体に占めるその割合はわずか
2％にとどまっている。
　規制の1つである再生利用義務は、
発電事業者に対し、電力の一定量を再
生可能エネルギーから生産することを
定めている。しかし、確たる成果は得
られていない。現時点での目標は、再
生可能エネルギーの割合を2010年ま
でに10％、2015年までに15％へ高
めることである。しかし現状は目標水
準を大きく下回り、EU の2020年ま
でに20％という目標の達成はさらにお
ぼつかない。英国が自国の目標を達成
するには、風力・潮力エネルギーの開
発促進が必要である。1つの方法は、
ドイツのフィード・イン・タリフ（固定
価格買取り制度）にならった再生可能エ
ネルギーの利用促進である。フィード・
イン・タリフは、公的補助金による価
格面でのインセンティブである。
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る一部の目標は、この基準に遠く届いていな
い（図3 .1参照）。そして第2に、基準年の
選び方によって、目標の不十分さが覆い隠さ
れてしまうことである。たとえば一部諸国の
政府は、2050年までの排出量50％削減を「真
剣に検討する」というG8サミットの公約に関
して、「現在」の水準からの削減として解釈し
ている。基準年の選び方がどれほど重要で
あるかは、単純な炭素量の算数をしてみれ
ばすぐにわかる。たとえば米国の基準年を
199 0年から20 0 4年に移した場合、許容排
出量の増分は二酸化炭素換算で9億トン超と
なる。これはドイツの20 0 4年の年間排出量
にほぼ相当する。16　同様にカナダについても、
許容排出量は199 0年実績の27％分増加す

ることになる。炭素排出枠という視点に立て
ば、基準年を変更する場合には必ず、199 0
年以降の増加分を相殺する削減率の設定を
行なわなければならない。

● 不正確な指標　一部の国の政府は炭素集約
度低減という目標を、気候変動緩和と同等
の目標として提示している。これは手段と目
的の混同である。生産1米ドル当たりの炭素
排出量（経済成長における炭素集約度）の削
減、あるいは単位発電量当たりの削減は重
要な目標であり、これらの分野における前進
なくして気候変動緩和戦略は成功しえないで
あろう。しかし究極的に重要なのは、排出
量の「総体的削減」である。持続可能な炭素
予算の視点に立てば、個別的な炭素集約度

●　運輸部門の排出削減　運輸部門の
排出削減には、課税と規制が相乗的な
方法となる。ガソリンへの課税強化は、
需要を統制するメカニズムである。さら
には、燃費効率が低く二酸化炭素排出
量の多い車種、とくに SUV（スポーツ
用多目的車）に対する自動車税の引き
上げも方策となる。国家炭素予算に基
づく自動車課税によって炭素を「価格
化」し、その税収を再生可能エネルギー
への投資にあてる。そして2010年以
降の新車すべてに対し、二酸化炭素の
排出がより高くつく税率を適用すれば
よい。また運輸部門の排出量増加は、
公共輸送機関の弱さの反映でもある。
すなわち、相対的に自家用車の利用コ
ストが下がっているということである。
●　家庭　家庭におけるエネルギー利用
は、依然として低効率にとどまってい
る。在来の平均的住宅の暖房に必要
なエネルギーは、新築住宅のそれの4
倍にも及ぶ。2050年までに全体の約
3分の1の住宅が建て替えられる見通し
であり、これは大幅な排出量削減の
チャンスを意味している。
　持続可能な炭素予算の確立には、正
しい目標設定が出発点となる。しかし
政府に対する最終的な評価は、政策と

結果で下されなければならない。通貨
供給にコントロールが利かない状況で、
立派なインフレターゲットを設定して
も、ほとんど実効はあがらない。気候
変動についても同じことがあてはまる。
英国にとっての挑戦は、より厳しい目
標に広範なエネルギー政策改革を重ね

合わせることである。
出 典：Anderson and Bowes 2007 ; 
Government of the United Kingdom 
2006b, 2006c, 2007b, 2007c, 2007e; 
Seager and Milner 2007.
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目標は、気候変動緩和という目的に対する目
くらましである。現実に多くの国々が、炭素
集約度の低減にめざましい成果をあげなが
ら、全体の排出量は増加している（図3 .1参
照）。たとえば米国は199 0年以降、温室効
果ガスの集約度を約25％低減させているが、
全体の排出量は同じく約25％増加している。
またGCCI は、20 02～12年に温室効果ガ
ス集約度を18％低減という目標を定めてい
る。これは198 0年以降の全体的傾向ともお
おむね合致している。しかしエネルギー情報
管理局の予測では、同時期に二酸化炭素排
出量は約25％増加する見通しにある。17

● 不十分な対象部門　効果的な炭素経理に
は、すべての排出が炭素予算に反映されて
いることが前提となる。ところが現行の報告
システムでは、一部の部門が「予算枠外」に

残されている。たとえば航空
運輸は、京都議定書の温室効
果ガス国際登録簿の対象外で
ある。しかし、地球の大気は
例外扱いしない。1990年以降、

航空燃料からの二酸化炭素排出量は年間3
億310 0万トンから4億80 0 0万トンに増えて
いる。4億80 0 0万トンという数字は地球全
体の排出量の約2％に相当するが、航空燃
料からの二酸化炭素は上層の大気に直接排
出されるために、放射強制効果が大幅に強
く、地球温暖化に占める割合では3％（2～
8％の範囲）に及んでいる。18　一部のOECD
諸国では、地球温暖化に占める国別比率に
おいて航空運輸部門がかなりの割合を占め、
さらにその数字は増加している。たとえば英
国では、航空運輸部門の二酸化炭素排出量
は205 0年までに年間620 0万～1億610 0
万トンの範囲で増加すると予測されている。
この増分を相殺して、205 0年までに国内排
出総量を60％削減するという目標を達成する
には、他の産業部門で71～ 87％の排出削
減を行う必要がある。19　これは妥当な選択
肢ではなく、航空部門も排出削減の対象に
含まれるべきことを示唆している。

● 不十分な緊急度　公共政策における決定
は、多大なコストを伴うことなく先延ばしで
きる場合もある。しかし、気候変動にそれ
はあてはまらない。温室効果ガスは大気中
に長期間残存するため、排出削減に関する
決定の遅れは、大気中の温室効果ガスの増
加と、削減への時間枠の縮小をもたらす。米
国で提出されている法案の一部は、202 0年
までの排出を199 0年比で小幅にとどめ、そ
の後に大幅削減を行おうとする内容になって
いる。しかし、このアプローチは賢明でない
かもしれない。ある研究結果によると、地球
の大気中の二酸化炭素濃度を450ppmで安
定化させるには、米国の場合、205 0年まで
年間3％のペースで削減を続ける必要があ
る。しかし202 0年まで行動を遅らせると、
年間8 .2％の削減が必要となり、厳しい調整
に加え、現実的には考えにくいペースでの技
術革新を求められることになる。20

目標だけでなく結果も重要

　目標の設定は、結果の実現と同じことでは
ない。気候安定化という目標とエネルギー政策
との一致について、京都議定書の下での経験
は、限られた前進しか得られていないことを示
している。
　京都議定書の下における実績で、対照的な
グループにいる2カ国の実例が多くを物語って
いる。まずカナダでは、エネルギー集約的な
経済成長が、京都議定書の公約に沿った状況
の進展を全面的に阻んでいる（Box3 .2参照）。
対照的に英国は、京都議定書の目標達成への
軌道に乗っている。その最大の理由は、エネ
ルギー政策の見直しではなく、石炭から天然ガ
スへというエネルギー構成のシフトである。英
国は現在、205 0年までの排出削減に向けて
の大胆な炭素予算を設定している。しかしな
がら、過去10年間の英国の二酸化炭素排出量
は減少していない。したがって、排出削減の国
家目標を達成できるかについては、かなりの疑
問点が存在する（Box3 .3参照）。

京都議定書の下での経験は、
気候安定化という目標と
エネルギー政策との一致について、
限られた前進しか得られていない
ことを示している。
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　排出削減目標の信頼性については、制度的
な取り決めが重要な役割を占める。財政予算
の作成と同様、炭素予算においてもガバナンス
のあり方が大きくものをいう。最大の焦点は、
目標を確実に結果へつなげられるかどうがであ
る。この領域でも、カリフォルニア州がリーダー
シップを見せている。カリフォルニア州は炭素
排出制限を実行するため、カリフォルニア州大
気資源局という強力な行政機関に規制と報告
義務制度を策定させ、さらに排出水準の監視
にもあたらせている。目標の設定は議会で行
われるが、その実施と管理は高度の専門性を
もつ行政当局を通じて行われている。また同時
に、目標はエネルギー政策の大幅な見直しに
よって裏打ちされている（Box3 .1参照）。これ
と対照的にEUは、実施のための制度的枠組
みをもつことなく、あるいはエネルギー政策の
見直しをすることなく、野心的な目標を設定し
ている。エネルギー政策は、ほぼ全面的に各

国の責任とされているのである（Box3 .4参照）。
移行経済国も京都議定書の下で目標を導入し
ている。大半の国は目標達成への軌道に乗っ
ているが、その主因は国により進展度にばらつ
きがあるエネルギー改革ではなく、199 0年の
景気後退によるところが大きい（Box3 .5参照）。

自主的努力の限界

　一部の国々は、気候変動緩和への取り組み
を主として自主計画に基づいて行なっている。
結果はまちまちで、自主行動が功を奏している
ケースもある。しかし気候変動という大きなス
ケールの脅威に対して、自主行動は効果的な国
家行動の代替とはなりえない。
　京都議定書を批准していない先進諸国は、
もっぱら自主的な目標に依拠している。米国に
おける唯一の国レベルの目標（拘束力を伴わな
いが）は、排出集約度目標である。他の代表的
なプログラム、たとえばコンバインド・ヒート・

EU ──エネルギーと気候変動に対する2020 年までの目標と戦略Box3.4

「目標は、EUが低炭素経済への移行
で世界をリードすることである」

──ホセ・マヌエル・バローゾ
欧州委員長、2007年1月

　EU のエネルギー政策における取り
組みは、世界にとって大きな意味をも
つ。EU27カ国は二酸化炭素排出量で
世界全体の約15％を占め、また国際
交渉においてヨーロッパは強い発言力
をもつ。その発言力を活かせるかどう
かは、実践的取り組みを通じてリー
ダーシップを示せるかどうかに大きくか
かっている。
　EUは野心的な目標を掲げている。
2006年各国政府は、温室効果ガス
排出量を2020年までに1990年比で
20％削減することに合意した。さらに、
国際的合意が成立した場合には、目標
は30％に引き上げられる。この目標達
成のための戦略の核となるのは、エネ

ルギー効率の20％改善である。
　しかしながら、目標を具体的政策に
置き換えることは難航している。エネ
ルギー生産の「個別化」など、市場自
由化策を通じて効率を上げるという
EUの方針は、一部の国から反発を受
けている。より広い意味では、20％の
排出量削減という目標を具体的にどう
実現するか、課税を通じての国家炭素
予算、エネルギー効率基準の強化、
キャップ・アンド・トレード制度の強化
といったものに関して、EU 全体として
の戦略がまだ存在しない。EUの排出
枠取引制度（EU ETS）は、世界最大
規模のキャップ・アンド・トレード制度
であるが、20 ～ 30％の排出量削減を
実現するために創設されたものではない
（本章第2節参照）。
　EUが京都議定書の削減目標を達成
できるかどうかは、依然として不透明
である。2003年以前の EU加盟国に

おいて、現状の政策で実現する排出量
削減率は1990年比で0 .6％にとどま
る状況にある。つまり、8％削減という
目標達成への道を1割も進んでいない
ことになる。現行のエネルギー効率規
制を強化したとしても、このギャップを
埋めるまでの道のりはなお長い。
　それでもEUは地球の二酸化炭素削
減におけるリーダーシップに向けて1歩
前進した。すなわち、野心的な目標を
打ち出したことである。その目標を一貫
した政策に置き換えるには、排出割当
量の大幅な引き締めなど、EU ETS の
強化と大胆な改革が求められる。
出 典：CEC 2006 b, 2007 a; EC 
2006c, 2 0 07 b; High-Level Task 
Force on UK Energy Security, Climate 
Change and Development Assistance 
2007.
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移行経済国における炭素集約度の低減Box3.5

　中・東欧（CEE）と独立国家共同体
（CIS）の国々の経験は、市場の役割の
重要性、そして価格に関して誤ったシ
グナルを送ることの影響の重大さを物
語っている。
　今から18年ほど前に共産主義体制
からの移行が始まったとき、これらの
国々のエネルギー集約度は世界でもっ
とも高い水準にあった。石炭中心のエ
ネルギー生産、そしてエネルギーの安
価な提供のための手厚い補助金政策
は、効率性に対する強力な逆インセン
ティブとなり、高水準の二酸化炭素排
出をもたらした。
　計画経済からの移行によって、各国
は痛みを伴う再編プロセスを余儀なく
された。1990年代前半には経済状況
の大幅な悪化によって、エネルギー需
要と二酸化炭素排出量が減少した。移
行経済国が京都議定書の目標を「ゆう
に達成」している理由は、そこにある。
そしてその後は、エネルギー政策の見
直しとともに二面的な状況が生まれて
いる。
　エネルギー集約度（単位 GDP 当た
りのエネルギー消費量）と炭素集約度
（単位GDP 当たり）は、すべての移行
経済国で低下しているが、その幅も原
因もまちまちである（表参照）。チェコ、
ハンガリー、ポーランドでは、経済改
革と民営化がその主因と
なっている。ポーランド
のエネルギー集約度は
1990年比でほぼ半減。
エネルギー部門における
大幅な改革（と実勢価格
の大幅な上昇）と、大規
模な国営企業に基づく
経済から民間企業主体
の経済への移行によっ
て、急速な技術改善がも
たらされた。たとえば、
セメントの単位生産量当
たりのエネルギー消費量
で、ポーランドはかつて

EU 平均の2 .5倍の水準に及んでいた
が、今やその差は消えた。ポーランド
のエネルギー集約度は1990年以降に
半減している。
　その一方で、ウクライナのエネルギー
集約度と炭素集約度の低下率は、それ
よりもはるかに小さい。しかもその主
因は、改革でなくエネルギー構成の変
化にある。ロシアからの天然ガス輸入
拡大によって、石炭の利用比率が半減
したのである。エネルギー改革のプロ
セスはまだ始まっていない。エネルギー
価格は依然として手厚い補助金によっ
て支えられ、産業界の効率化に対する
逆インセンティブとなっている。政府が
発足させた専門委員会であるブルー・リ
ボン委員会は、大幅な改革を求めてい
る。そしてその提案には、コストに基
づく価格設定、エネルギーに関する独
立規制機関の創設、補助金の撤廃な
どが盛り込まれている。その実施への
動きは遅いが、2006年にロシアから
のガス供給が中断した事態を受けて、
勢いがつきはじめている。
　ロシア連邦のエネルギー部門におけ
る動向は、気候変動問題に対して世界
的な意味をもつ。ロシアは世界第3位
の二酸化炭素排出大国であり、人口1
人当たりの炭素排出量はOECD 平均
に迫る水準に及んでいる。

　京都議定書を批准した2004年当
時、ロシアの温室効果ガス排出量は
1990年水準を32％も下回っていた。
これは経済の移行に伴う不況の深さを
証明する事実である。1990年水準と
の比較では、かなりの前進がある。し
かしロシアは依然としてエネルギー集
約型経済のままであり、集約度はポー
ランドの2倍に及んでいる。原因の1つ
は、経済改革の偏りにたどることがで
きる。もっとも非効率な国営企業の多
くは解体されたが、経済回復を牽引し
ているのは鉱物・天然ガスなどのエネ
ルギー集約型部門である。
　エネルギー改革にも偏りがある。こ
の問題を浮き彫りにしているのが天然
ガスである。2004年に国営エネルギー
企業のガスプロムは、漏出や圧力不足
によって生産量の10％近くを失ったと
推定されている。また独立機関の推計
では、生産量の8％に当たる600億立
方メートルの天然ガスが引火によって失
われている。この原因による温室効果
ガス排出において、ロシアは世界全体
の約3分の1を占めていることになる。
　ロシアをはじめとする諸国の現状は、
国内のエネルギー効率の改善と気候変
動の緩和において、「ウィン‐ウィン」
の結果を生み出す大きな潜在的可能性
を表している。EU ETS のような炭素

二酸化炭素排出総量
（単位：100万トン）

人口1人当たりの
二酸化炭素排出量
（単位：トン）

エネルギー集約度
（pppドル価による単位GDP
当たりのエネルギー消費量）

炭素集約度
（pppドル価による単位GDP
当たりの二酸化炭素排出量）

1990 2000 2004 1990 2004 1990 2004 1990 2004

ロシア連邦 a  1,984  1,470  1,524  13.4  10.6  0.63  0.49  1.61  1.17 

ポーランド  348  301  307  9.1  8.0  0.36  0.20  1.24  0.68 

ウクライナ a  600  307  330  11.5  7.0  0.56  0.50  1.59  1.18 

ハンガリー  60  55  57  5.8  5.6  0.24  0.17  0.50  0.37 

チェコ a  138  119  117  13.4  11.4  0.32  0.26  1.03  0.66 

スロバキア a  44  35  36  8.4  6.7  0.37  0.26  0.96  0.51 

CEEおよびCIS  4,182  2,981  3,168  10.3  7.9  0.61  0.47  1.49  0.97 

OECD  11,205  12,886  13,319  10.8  11.5  0.23  0.20  0.53  0.45 

移行経済国における炭素・エネルギー集約度の低下

a. 1990年の数値は1992年実績
出典：Indicator Tables 22 and 24に基づくHDROの計算。
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アンド・パワー・パートナーシップ、クリーン・
エネルギー・エンバイロンメント・ステート・パー
トナーシップなどは、企業部門の自主的な排出
削減を促す試みである。オーストラリアでは、
政府の気候変動戦略の中で拘束力のない目標
が設定されている。具体的には、2010年まで
に870 0万トンの二酸化炭素排出削減である。21

目標達成に向けての主柱は、消費者教育や民
間部門の参加促進をはじめとする自主的方策
である。
　しかし、結果は思わしくない。オーストラリ
アにおける自主的プログラムの中心は、グリー
ンハウス・チャレンジ・プラス（GCP）・イニシ
アティブである。参加企業は、自社の温室効
果ガスの排出状況と排出削減戦略を発表する
よう求められる。このGCPは、社会的議論へ
の情報提供に重要な役割を果たし、多くの参
加企業が革新的な排出削減戦略を打ち出して
いる。しかしオーストラリアの温室効果ガス排
出は、土地利用の変化を除く20 0 4年実績で
199 0年比25％の増加となっている。22　エネル
ギーからの二酸化炭素排出は3分の1の増加、
産業活動による排出は16％の増加である。23　

自主的取り組みは明らかに必要な結果を残して
いない。
　この事実を認識して一部の州や自治体は、自
主的努力を補完する排出削減義務の導入に動
きだしている。好例がニューサウスウェールズ
州で、205 0年までに60％という温室効果ガス
排出削減目標を定めている。24　さらに短期目標
として、電力の生産・使用に伴う1人当たりの
排出量を20 03 ～ 07年の間に8 .6トンから7.3
トンに減らすことが、20 02年成立の州法によっ

て定められた。この削減幅は、京都議定書に
よる削減義務の5％を上回る。25　同州の「温室
効果ガス抑制構想」は、州全体の年間排出削
減目標を定めたうえで、各電力会社に電力市場
でのシェアに基づく削減水準の達成を求めてい
る。26　米国の例と同じく、これは気候変動に
対する下からの政治的リーダーシップを示す一
例である。
　京都議定書を批准した国々
の政府は、民間部門を自主的
取り組みに引き入れている。た
とえば日本では、政府が経団
連と協議のうえで自主行動計画
（VAP）をまとめ上げた。対象は産業7部門で
ある。しかし問題は、目標の設定が各企業の
任意とされていることである。日本政府は
20 0 5年、京都議定書の公約達成への軌道に
戻るべく、2010年までに産業界の排出量を9％
削減することを目標に掲げる新計画を打ち出し
た。これに対しVAPの目標は、工業・エネル
ギー部門が2010年時点で排出量を199 0年水
準以下に抑えることである。27

　といっても、民間部門の自主行動の重要性を
否定するのではない。米国では多くの企業が、
政府による義務的目標の設定を待たずに自己
改革に取り組んでいる。すなわち、いま現在に
おいて行動しているのである。28　20 03年には、
合計資産規模4兆50 0 0億米ドルに及ぶ機関
投資家35社が「カーボン・ディスクロージャー・
プロジェクト」への参加を表明した。これは、
企業に排出状況を開示させるための自主的取り
決めである。現在までに参加は155社の機関
投資家（合計資産規模21兆米ドル）に拡大して

炭素排出の経済的・社会的コストは
大きいながらも不透明であり、
国家間、世代間にまたがっている。

市場を通じての排出枠取引は、低炭素
投資を支えるうえで大きな役割を果たし
うる。しかし「ウィン‐ウィン」の潜在
的可能性を解き放つためには、エネル
ギー改革を通じての新たなインセン
ティブ構造の創出が必要である。優先
課題はエネルギー価格の引き上げ、補

助金の削減、厳格な規制下でのエネル
ギー産業の競争力強化、より広範なガ
バナンス改革などである。
出典：GUS 2006; High-Level Task Force 
on UK Energy Security, Climate Change 
and Development Assistance 2007 ; 
Olshanskaya 2007 ; Perelet, Pegov 

and Yulkin 2007 ; 　Stern 2006 ; 
UNDP, Ukraine 2005 ; Urge-Vorsatz, 
Miladinova and Paizs 2006 .
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いる。29　そしてその多くが、エネルギー効率基
準を定める「エナジー・スター」という自主プロ
グラムにも加わっている。電力業界では再生可
能エネルギーへの投資が進んでいる。その一
方で、世界有数の電力企業であるアメリカン・
エレクトリック・パワーは、2010年までに少な
くとも1基の統合ガス・コンバインド・サイクル
型発電設備を導入するという野心的目標を掲げ
ている。また鉄鋼・セメントなど温室効果ガス
排出量の多い産業も、排出削減の技術開発に
取り組んでいる。
　こうした前向きの事例が示すように、気候変
動緩和への自主的取り組みは重要な役割を占
める。具体的には、消費者の選択に影響を及

ぼし、企業に対するインセンティブを生み出し、
ベスト・プラクティス（成功事例）の確立にもつ
ながる。しかし、自主行動だけでは十分ではな
い。オーストラリアでも米国でも、自主的取り
組みは排出の減少をもたらすまでには至ってい
ない。国家安全保障、原子力の安全確保、環
境汚染に対する規制など公共政策の他の分野
において、政府が自主行動だけに頼ることは考
えられない。ところが気候変動に関しては、「選
択」の役割を過大視し、政府の行動を過小視
するという危険な傾向が存在する。この自主行
動主義の限界を認識しなければ、最終的に気
候変動緩和への取り組みを損なう結果になる。

2 炭素の価格化──市場と政府の役割

　気候変動に関する議論は、近年において焦
点が移動した。もはや議論の焦点は、地球が
温暖化しているのか否かでも、人類が引き起こ
した気候変動に起因するのか否かでもない。
現在の焦点は、問題にどう取り組むかである。
　理論的には、炭素の限界コストは追加的排
出によるダメージ、すなわち外在性によって計
られ、そうした排出をもたらした主体が自らの
行動の社会的コストをすべて負う。しかし現実
の世界では、コストに基づく炭素の価格づけに
は困難が伴う。炭素排出の経済的・社会的コ
ストは大きいながらも不透明であり、国家間、
世代間にまたがっている。その1つの重大な帰
結は、排出者が排出の影響に直面しないとい
うことである。
　しかし炭素の価格化にとって、これらの事実
は決して克服不可能な障害を意味するわけで
はない。たしかに、排出の社会的コストを正確
に算定することはできないかもしれない。しか
し私たちは、危険な気候変動の回避に必要な
排出削減の規模を把握している。そして、「持
続可能な炭素予算の道程」は、その最初の近
似値を示している。現下の課題は、課税か割

り当て、あるいはその両方を通じて、炭素の価
格をこの道程に沿った水準に押し上げることで
ある。

課税 vs. キャップ・アンド・トレード

　気候変動緩和の戦略の一部として炭素に価
格をつけるという考え方は、広く受け入れられ
るようになっている。しかし、どんな水準で価
格化するのか。そして、どのような形で価格化
するのか。この問題は、課税とキャップ・アン
ド・トレードのメリット比較という二極論に集約
されている。しかし、この二極化は助けになら
ないばかりか、不要である。
　炭素課税もキャップ・アンド・トレード制度も、
ともに排出削減の経済的インセンティブを生み
出す。炭素税制の下では、排出者は1トンの排
出ごとに一定額の支払いを求められる。特定量
の排出削減を達成するために税制を活用する
には、課税水準、課税対象者、税収の使途を
決める必要がある。キャップ・アンド・トレー
ド制度の下では、政府が全体の排出上限を設
定する。そして企業に対して、売買可能な一定
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量の排出権、事実上の「汚染許可」を認める。
より低コストで排出を削減できる企業は、必要
な削減を達成できない企業に排出枠の余剰分
を売ることができる。キャップ・アンド・トレー
ド制度の活用には、排出上限をどこに設定し、
誰に排出枠を与え、どこまで排出枠の売却を
認めるか、という決定が求められる。

炭素課税の論拠

　炭素課税の推進論者は、キャップ・アンド・
トレード制度よりも幅広い利点があると主張し
ている。30　その論点は、以下の4つに大別でき
る。
● 管理運営　税に基づくアプローチの推進論
者は、管理運営上のメリットが大きいとして
いる。原則として、炭素排出に対する課税は
通常の税制内で導入でき、脱税は経済シス
テムの要所で取り締まることができる。米国
を例に取った試算では、20 0 0社の企業に
炭素課税をすれば、化石燃料の消費による
排出をほぼ完全にカバーすることができ、脱
税を防ぐこともできるとされる。31

● 既得権益集団による歪曲の制限　あらゆる
割当制度がそうであるように、キャップ・ア
ンド・トレード制度も既得権益集団による操
作を受ける可能性がある。ある識者の言葉
を借りれば、割当制とは「権利を操れる者た
ちに金を刷ってやるのと変わらない」のであ
る。32　誰がどれだけの権利をどれだけの価
格水準で得るのかは、政治的プロセスを経
て決められなければならない。そしてそのプ
ロセスは必然的に、有力な勢力、たとえば
電力会社、石油会社、産業界、商業界の影
響力にさらされる。不正行為の横行がキャッ
プ・アンド・トレード制度のアキレス腱として
喧伝されている。

● 価格の予測可能性　課税もキャップ・アン
ド・トレードも、ともに二酸化炭素排出のコ
ストを押し上げるが、その仕組みには大きな
違いがある。炭素課税は、予測可能な形で
直接的に価格へ影響を及ぼす。これに対し、
キャップ・アンド・トレード制度は量をコント

ロールする。すなわち排出量を固定すること
により、割当上限に応じた調整を通じて価格
を押し上げるのである。キャップ・アンド・ト
レードによる割当は、エネルギー価格の変
動に拍車をかけ、企業の投資と家計の消費
に悪影響を及ぼすと批判されている。

● 税収の活用　炭素税は大きな税収源となり
うる。課税基盤がきわめて大きいため、さほ
どの税率でなくてもかなりの総額につなが
る。たとえば、OECD 諸国のすべてにおい
て、エネルギーからの二酸化炭素排出に1ト
ン当たり20米ドルの税金を課せば、総額は
最高で年間265 0億に及ぶ。33　炭素課税に
よる税収は、GDPに対する税金の比率を一
定に保つという税制中立を維持しつつ税制
改革の財源にあてることができる。たとえば
企業の雇用や投資に対する税金の減額、あ
るいは低炭素技術の開発に
対するインセンティブの創出
などである。一例として、ノ
ルウェーは199 0年代初頭
にエネルギーを対象とした
炭素課税を導入、その税収は現在 GDPの
2％近くに及んでいる。炭素課税による税収
は、技術革新の支援や雇用税の削減にもあ
てられている。34　デンマークでは、炭素集
約度の低減と再生可能エネルギーの開発に
炭素税が重要な役割を果たしている。199 0
年以降、1次エネルギーに占める石炭の割合
が34％から19％にまで下がる一方で、再生
可能エネルギーの割合は2倍以上の16％に
上がっている。

税と割当――相違点が過大視される傾向に

　炭素課税は、排出削減への1つの効率的ルー
トを示す。指摘されているメリットの多く、そし
てキャップ・アンド・トレードの問題点の多くは、
たしかに現実的なものである。しかしながら、
キャップ・アンド・トレードにも強力な論拠とな
る材料が存在する。とりわけ、危険な気候変
動の回避の成否を分ける短・中期的目標を達
成するうえでの強みがある。さらに、キャップ・

キャップ・アンド・トレードにも
強力な論拠となる材料が存在する。
とりわけ、危険な気候変動の回避の
成否を分ける短・中期的目標を
達成するうえでの強みがある。



156      人間開発報告書 2007/2008

3

アンド・トレードと課税の相違点は過大視され
ている面がある。実際には、本質的な複雑さ
においてどちらも変わりはない。ともに監視と
運営管理と効果的な統治システムを必要とし、
コストと恩恵の社会的分配という問題に取り組
まなければならないのだ。
　管理上の複雑さは、相違が過大視されてい
る領域の1つである。いかなる経済部門であれ、
割当に基づくシステムはきわめて困難な管理上
の問題を生み出すことになる。35　しかし、大規
模発電施設と炭素集約型産業に二酸化炭素排
出が集中していることは、比較的少数の企業に
よるキャップ・アンド・トレードが可能であるこ
とを意味する。後述するEU排出枠取引制度
（EU ETS）は、1万10 0 0社弱の参加企業数
で運営されているのだ。
　通常の税制を通じての炭素課税には、管理

運営上の利点があるかもしれ
ない。しかしそれでも、税制
もまたかなり複雑になる。炭
素税のように、免除や特例の
規定が組み入れられる場合は

なおのことである。さらに加えて、税制の設計
と執行もキャップ・アンド・トレードにおける排
出権の割当と同じように、既得権益集団のロ
ビー活動の圧力にさらされる。
　キャップ・アンド・トレード制度において、価
格の変動は1つの難題となる。しかしここでも
また、相違を過大視しないことが重要である。
政策の目的が排出量の削減という量的目標に
あるのだとすれば、炭素課税は量的結果に照
らし合わせて常に修正されなければならない。
つまり、限界税率は、上方または下方のぶれ
に応じて修正する必要があり、限界税率の不
確実性は、エネルギー価格不安定化の原因に
なりうる。
　それでは、炭素課税は税制改革の確実な財
源になるとの議論についてはどうだろうか。た
しかに、それは重要な利点となりうる。しかし
キャップ・アンド・トレード制度も、排出権を
競争入札で取引するようにすれば財源になりう
る。透明性のある競争入札方式を採用すれば、

収益の活用以外にもいくつかのメリットが生じ
る。つまり効率性を高めると同時に、既得権
益集団によるロビー活動の余地をせばめること
ができるのだ。つまり、割当制の大きな欠点の
うちの2つに対処できるということである。競争
入札方式を段階的に導入し、最終的には排出
権の割当すべてを入札で行うというシグナルを
示すことは、キャップ・アンド・トレード制度の
設計に不可欠な一部分である。しかし残念な
がら、EU ETS ではそれが行われていない。
ただし米国の諸州では、入札に基づくキャップ・
アンド・トレード制度の導入が提案されている。
　気候変動緩和の視点から、キャップ・アンド・
トレードにはいくつかの強みがある。課税方式
が実質的に価格の確実性を高めるのに対し、
キャップ・アンド・トレードは環境に対する確
実性を高める。割当制の厳格な実施は排出の
量的制限を保証し、その結果に市場を従わせ
る。米国の酸性雨対策が、環境への恩恵を生
み出すキャップ・アンド・トレード制度のあり方
を物語っている。1995年に開始されたこの酸
性雨対策は、二酸化硫黄の排出量半減を目標
に掲げた。取引可能な排出権が二段階で発電
所などの主要排出源に割り当てられ、早期の技
術的改善のインセンティブとなった。そして現
在、目標達成まで間近に迫っており、生態系
はすでに回復しはじめている。36

　気候変動緩和の文脈において、割当制は排
出削減の厳しい短期目標の達成にもっとも効果
的な方法かもしれない。たしかに、限界税率
による適正な価格化も、長期的にそれと同等
の効果を生み出すことになる。しかし初期段階
で価格化を誤れば、排出量の削減が不十分と
なって削減が先送りされ、気候変動緩和の取
り組みを損なう結果になる。
　炭素課税とキャップ・アンド・トレード制度
の比較論議において必ず重要なのは、目的の
明確さである。すなわち、危険な気候変動の
回避という目的に対して、炭素排出の軌線を決
めなければならない。先進国にとってその軌線
は、199 0年比で202 0年までに30％削減、
205 0年までに少なくとも80％削減である。ど

経済モデルによると、
二酸化炭素 100トン当たり
60 ～ 100 米ドルの炭素価格で、
必要とされる気候変動緩和努力と
幅広く合致する。
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んな内容であれ、危険な気候変動を回避する
仕組みとしてのキャップ・アンド・トレード制度
の信頼性は、そうした目標との一致度にかかっ
ている。現時点で、EU ETS はこの条件を満
たしていない（詳しくは後述）。
　　「持続可能な炭素予算の道筋」に合致する炭
素課税水準を割り出すことはむずかしい。とい
うのも、それに合致する限界税率の見積りに使
える青写真が存在しないからである。その1つ
の理由は、市場インセンティブと技術革新との
関係が不明確であることである。経済モデル
によると、二酸化炭素10 0トン当たり60 ～
10 0米ドルの炭素価格で、必要とされる気候
変動緩和努力と幅広く合致する。炭素課税は、
市場を混乱させることなく政策の長期的方向性
を示すという、2つの目標の達成につながる形
で導入されなければならない。可能な選択肢
の1つは、次の線に沿った段階的アプローチで
ある。
● 2 010年に、二酸化炭素1トン当たり10 ～
20米ドルの炭素税を導入する。

● 国内の排出動向に応じて、年間ペースで二酸
化炭素1トン当たり5～10米ドルの増税を行
う。37

　あらためて注意すべき点として、炭素課税の
導入目的は、税収の拡大ではなく気候変動の
緩和にある。二酸化炭素への課税は、全体の
税負担増を伴うことなく強化することができる。
実際のところ、税制中立の炭素税制改革は、
税制全体の改革の財源をもたらしうる。すでに
述べたように、雇用や投資に対する減税は、
低炭素技術開発のインセンティブを生み出すこ
とができる。その一方で、炭素課税はエネル
ギー価格の上昇につながる可能性があるため、
低所得層への援助に税収をあてて負の影響を
打ち消すことも重要である。
　炭素課税あるいはキャップ・アンド・トレー
ド制度は、どのレベルで導入されるべきなの
か。最適のアプローチは、世界一律の炭素価
格を設定し、国際移転を通じて再分配の問題
に対処することだろう（課税の影響を打ち消す
ために国内移転がなされているのと同じよう

に）。理論的には、豊かな国 と々貧しい国々の
状況に応じた段階的な炭素課税あるいはキャ
プ・アンド・トレード制度によって、この目標へ
の暫定的道筋を設定することは可能である。
しかし現実としては、先進国と途上国の両方に
対して、炭素課税あるいはキャップ・アンド・ト
レード制度を監督する政治、行政、財政の各
面において統治機構は存在しない。
　しかしだからといって、世界が共通の炭素価
格化体制に向かって進めないということではな
い。問題は手順の進め方である。先進国にとっ
ての優先課題は、持続可能な排出予算の道筋
に基づく排出削減目標に即した形で、現行の
キャップ・アンド・トレード制度を拡充すること、
または炭素税を導入することである。オースト
ラリア、ヨーロッパ、日本、米国による炭素市
場の統合構想に世界的な炭素取引の骨格を見
ることができる。そして途上
国は、長期的な時間枠での排
出削減を見定めたうえで、自ら
キャップ・アンド・トレード制
度を創出し、あるいは炭素税
を導入して、徐々に国際体制
へと入っていくことができる。

逆効果の補助金の撤廃

　それぞれの利点はどうあれ、炭素課税も
キャップ・アンド・トレード制度も、化石燃料
への補助金の削減など、政府が関連分野にお
ける改革を完遂しなければ、気候変動問題に
もたらすメリットは限定されることになる。
OECD 諸国は全体として、その種の補助金の
削減を進めているが、現実としてそうした補助
金は市場を歪め、炭素集約型の投資へのイン
センティブとなっている。OECD諸国全体の化
石燃料に対する補助金は、年間で総額20 0億
～ 22 0億米ドルに及ぶと見られる。気候変動
緩和の視点に立つと、そうした補助金は、炭
素集約型のインフラへの投資を助長することを
通じて、市場に対して完全に誤ったシグナルを
送っている。具体例を挙げれば──
● 米国連邦議会の両院合同税務委員会による

炭素課税も
キャップ・アンド・トレード制度も、
化石燃料への補助金の削減など、
政府が関連分野における改革を
完遂しなければ、
気候変動問題にもたらすメリットは
限定されることになる。
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と、20 0 6 ～ 10年を対象とした推算で、化
石燃料の資源開発に注ぎ込まれる税金は年
間20億米ドルにのぼる。38　また大気浄化法
の下でも、古い石炭火力発電所は新しい発
電所よりも甘い排出管理下に置かれている。
これは実質上、古い発電所による大気汚染
への間接的補助金である。39

● 欧州環境庁は20 0 4年、域内各国の石炭生
産に対する財政予算内の補助金は総額65億
ユーロ（81億米ドル）にのぼると推計した。
最大はドイツ（35億ユーロ、約44億米ドル）、
次いでスペイン（10億ユーロ、約12億米ドル）
で、さらにほぼ同水準の予算外補助が行わ
れている。40　また欧州委員会は20 0 5年、
ドイツの10の炭田に対する120億ユーロ（150
億米ドル）の補助金支出を承認した。41

● 多くの国において、国内および国際路線の
航空燃料は課税対象外となっ
ている。これは自動車用燃料
の扱いと対照的である。自動
車用燃料への課税は、消費者
が支払う最終価格の大きな一

部となっている。航空燃料に対する税制優
遇措置は、国によって度合いこそ異なるもの
の、航空運輸に対する暗黙の補助金にほか
ならない。42

　航空運輸および航空燃料に対する補助金撤
廃と課税、あるいは航空業界へのキャップ・ア
ンド・トレード制度の導入が、優先されるべき
課題である。

キャップ・アンド・トレード
──EUの排出枠取引制度からの教訓

　気候変動をめぐる現実の政治状況は、キャッ
プ・アンド・トレードに対して大きな追い風と
なっている。炭素課税の理論的または現実的
利点がどうあれ、キャップ・アンド・トレードを
推す政治的潮流はさらに勢いを増している。今
後数年内に米国では、炭素取引の拡充ととも
に義務的な排出管理制度が導入される公算が
大きい。さらに広い意味で、2013年以降の「ポ

スト京都」の枠組みにおいて、先進国の炭素市
場が統合へと向かい、途上国の炭素削減に対
する財政的支援も強化されることになろう。だ
からといって、炭素課税の役割の重さが増すこ
とも否定はできない。しかしキャップ・アンド・
トレード制度は、市場原理に基づく気候変動
緩和の最大の原動力として浮上している。ここ
で決定的に重要なのは、キャップ・アンド・ト
レードが、危険な気候変動の回避という中核
目的を達成するために用いられることである。
この点で、EUから重要な教訓を学ぶことがで
きる。

EU ETS ──大きな構想と短い歴史

　EU ETSは、突出して世界最大のキャップ・
アンド・トレード制度である。EUにとって、こ
れは気候変動緩和に対する記念碑的な貢献を
意味している。そして批判派にとっては、キャッ
プ・アンド・トレードのあらゆる短所を実証する
欠陥制度である。しかしながら、現実はより平
凡なところにある。
　EU ETS の第Ⅰ期は20 0 5 ～ 07年で、その
後2012年末までの5年間が第Ⅱ期となる。43

試験的段階が終わる前に、これほどのスケー
ルの試みを失敗として切り捨てることは、早計
の見本というものだろう。しかしながら、EU 
ETSが設計と実施の両面に一連の欠陥をかか
えて苦しんでいることに、疑問の余地はない。
　EU ETS の起源は、京都議定書の下で取り
入れられた「柔軟性メカニズム」にある。44　京
都議定書の狙いは、低コストで排出削減を達
成できるメカニズムを創出することだった。EU 
ETSは、温室効果ガス排出枠の割当と取引に
よって成り立っている。排出枠はまず参加各国
に割り当てられた後、各国の登録事業所に割
り振られる。そして登録事業所には、排出枠
の余剰分・不足分を売買できるという柔軟措
置が認められる。EU ETS の第Ⅰ期において
は、排出枠全体の95％を無償で割り当てるこ
とを余儀なくされ、競争入札方式による取引の
余地が大幅に狭められた。
　京都議定書のその他の「柔軟性措置」もEU 

EU ETSの
もう1つの前向きな教訓は、
早期の機構制度の確立である。
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ETSに取り込まれている。クリーン開発メカニ
ズム（CDM）が一例である。これは、京都議
定書の参加国が途上国での排出削減に出資し
た場合、その削減分を自国の目標達成に組み
込めるとする措置である。そのような排出削減
クレジットの認定は、「補完性」と「追加性」と
いう二重の制限規定を受ける。補完性とは、自
国内での取り組みが排出削減の中心でなけれ
ばならないとする規定である（ただし数値的な
規定はない）。追加性とは、出資がなければ排
出量は減っていなかったことを証明しなければ
ならないとする規定である。20 0 4年末～ 07
年の間に771件のプロジェクトが登録され、合
計1億625 0万トンの二酸化炭素排出削減が申
請されている。そのうち75％が、ブラジル、中
国、インド、メキシコでのプロジェクトに集中
する一方で、サハラ以南アフリカは2％にも達し
ていない。45

　EU ETS のもう1つの前向きな教訓は、早期
の機構制度の確立である。EU ETS は第Ⅰ期
において EU全体の温室効果ガス排出量の半

分をカバーした。対象国数は25カ国、登録事
業者数は1万事業所を超えた（業種も幅広く電
気、金属、鉱業、製紙を含む）。排出枠の取
引も活発で、20 0 6年の取引量は二酸化炭素
11億トン分、金額にして187億ユーロ（24 4億
米ドル）に及んだ。世界全体の炭素市場の規模
は230億ユーロ（30 0億米ドル）である。46

システムに関わる3つの問題点

　EU ETS は、EUの野心的な気候変動緩和
戦略において中核的役割を果たしうる機構的
構造をもっている。しかし、その潜在的可能性
はまだ現実化していない。第Ⅰ期において、シ
ステムに関わる3つの問題点が表面化している。
● 排出枠が過剰に割り当てられ、炭素価格に
関して誤ったシグナルを発している。排出枠
取引の初期段階において、炭素価格は
2006年4月に二酸化炭素1トン当たり30ユー
ロ（38米ドル）の高値をつけた後、下落へと
転じ、20 0 7年には同1ユーロ（1米ドル30セ
ント）を下回る水準で落ち着いている。47　下

EU排出枠取引制度（ETS）の排出枠価格（二酸化炭素1トン当たり、単位：ユーロ）

出典：Point Carbon 2007.

EUにおける炭素価格の乱高下図3.2
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落の理由は、排出上限が現状の排出レベル
を上回る水準に設定されていたことを示す
データの公表だった。48　価格は再び上昇の
兆しを見せているが、値が大きく揺れた末に
低水準へと落ち込んだ背景には、第Ⅰ期に
おける過剰な排出枠割当と期間の短さ、そし
て第Ⅱ期の割当量の不透明さがあった（図3.2
参照）。

● 一部への特恵的な利益。EU ETS の最初の
3年間における炭素取引は、全体の排出削
減にはほとんどつながらなかった一方で、一
部に対してかなり大きな利益をもたらした。
とくに電力業界では、企業が無償の割当枠
で排出量をカバーしつつコストを消費者に転
嫁し、余剰排出枠の売却で利益を得ること
ができた。49　英国政府の推計では、電力大
手各社は20 0 5年に総額12億ポンド（22億
米ドル）の利益を得ている。50　フランス、ド
イツ、オランダの電力業界も、排出枠取引で
20 0 5年に約60億ユーロ（75億米ドル）の利
益を得たと推計されている。51

● 収益活用の機会逸失。二酸化炭素排出枠は

真の市場価値をもっている。排出枠を保有
することは、現金を手にしているのと同じこ
とである。競争入札方式で排出枠を払い下
げれば、各国政府は政治的圧力を受けるこ
となく、その収益を効率目標達成の財源に
あてることができる。しかし、EU ETS の下
でそれは実現していない。第Ⅰ期において
は、入札方式による払い下げは排出枠全体
の5％までという制限が課され、また実際に
払い下げを行ったのはデンマークだけだっ
た。排出枠は、効率でなく過去の排出実績
に応じて割り当てられた。いわゆる「お年玉」
方式である。その結果として各国政府は、
排出枠取引の「上がり」を得てその収益を活
用する機会、あるいは減税の財源にあてる
機会をみすみすつぶしてしまった。

第Ⅱ期の見通し

　20 0 8 ～ 12年の第Ⅱ期において、EU ETS
のこれらの問題点は修正されるのか。EU ETS
は一部の領域で強化されてはいるものの、依
然として深刻な問題が残されている。各国政府
は、大幅な排出削減を実現する機構としてEU 
ETSを活用するまでに至っていない。そして何
よりも深刻なこととして、EU ETS は、EU自
身の202 0年までの排出削減目標と切り離され
たままになっている。
　排出枠の割り当ては現時点で22カ国に対し
て行われている。52　これら参加国の排出上限
は引き下げられた。すなわち第Ⅰ期の上限を約
10％下回る水準、そして20 0 5年の排出実績
をやや下回る水準である。市場はすでに、さ
らに強い政治的シグナルを織り込んでいる。す
なわち、第Ⅱ期の排出枠の先物価格が上昇し
ている。ポイント・カーボン社による市場予測
では、排出抑制のコストしだいで、炭素価格は
二酸化炭素1トン当たり15 ～ 30ユーロ（19 ～
37米ドル）になると見られる。
　好材料もあるとはいえ、持続可能な炭素予
算という尺度に照らし合わせると、EU ETS第
Ⅱ期の設計にはかなり厳しい評価を与えざるを
えない。20 0 8 ～ 12年の第Ⅱ期に設定された

表3.2 EU排出枠取引制度（EU ETS）への各国の提案

2008～12年（第Ⅱ期）の排出上限

ETS第Ⅰ期の
下での2005年
排出実績
（CO2換算、
単位：100万トン）

各国政府の提案
（CO2換算、
単位：100万トン）

欧州委員会
による許可上限
（CO2換算、
単位：100万トン）

2005年排出
実績比で見た
欧州委員会に
よる許可上限
（単位：％）

オーストリア 33 33 31 94

ベルギー 56 63 59 105

チェコ 83 102 87 105

フィンランド 33 40 38 115

フランス 131 133 133 102

ハンガリー 26 31 27 104

ドイツ 474 482 453 96

ギリシャ 71 76 69 97 

アイルランド 22 23 21 95 

イタリア 226 209 196 87 

オランダ 80 90 86 108 

スペイン 183 153 152 83

スウェーデン 19 25 23 121

英国 242 a 246 246 101

合計 1,943 a 2,095 1,897 98

a. 英国の2005年の数値は、一部の排出源（排出量は推定で二酸化炭素約3000万トン）を除外したものだが、
2008～12年には対象に組み入れられる。

出典：European Union 2007c.
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排出上限は、20 0 5年の排出実績をわずか2％
下回るにすぎない。この数字は、202 0年まで
に199 0年比30％削減という持続可能な炭素
予算の道筋と合致しない。大半の参加国は、
EU ETS の第Ⅱ期に大幅な調整を必要とはし
ないだろう（表3 .2参照）。根底にある問題は、
EU ETS が EU各国政府から、202 0年まで
の目標ではなく、京都議定書のごく限定的な公
約を達成するための道具と見なされていること
である。EU ETS が「排出削減の潜在的可能
性」の追求までを目的に掲げているにもかかわ
らず、である。53　第Ⅰ期から持ち越されるもう1
つの問題として、競争入札方式による払い下げ
がある。入札方式で売却できる排出枠の上限
が5％から10％に引き上げられたとはいえ、こ
れは依然として公的財政と効率のロスを意味し
ている。54

　EU ETS第Ⅱ期をめぐる交渉は、EUにとっ
て一連の挑戦を浮き彫りにしている。排出上限
の設定に参加各国の意向が汲み入れられるか
ぎり、目標強化への抵抗が続くことになる。第
Ⅱ期の排出枠として、大半の参加国政府は
20 0 5年の排出実績を上回る水準を求めた。
根底にある問題は、国家レベルでの上限設定
が、国内産業界と「エネルギー族」の激しく効
果的なロビー活動にさらされるきわめて政治的
な問題になっていることである。いまのところ、
各国政府は主要排出産業の圧力に屈する傾向
を見せ、全体の排出制限はかなり弱いものと
なっている。55　端的に言って、EU各国政府は
2020年の目標を野心的に設定しておきながら、
EU ETSを機能させる具体的な排出上限の設
定には消極姿勢を取っている。
　この背景をふまえると、EUの202 0年の排
出削減目標に合致する排出上限の設定と実施
について、欧州委員会の権限を強化することが
妥当な方策となる。いま1つの優先課題は、効
率改善へのインセンティブを生み出し、環境関
連の税制改革の財源を得るべく、競争入札方
式で売却する排出枠の割合を早急に引き上げ
ることである。2015年までに全面入札化をめ
ざすというのが現実的な目標であろう。さらに、

電力など競争水準の低い業界に対しては、
2012年までに排出枠の半分を入札方式にでき
るよう規定を改めるという方法もある。
　EUはまた、クリーン開発メカニズム（CDM）
に関わる2つの危険に対処しなければならな
い。1つは、乱用の危険である。国外での排出
クレジットの獲得によって、EU内での排出削
減に完全に取って代わることがあってはならな
い。もし企業が、途上国の排出削減への出資
を主体として EU ETS の義務を満たし、国内
では炭素集約型の投資をするとしたら、それ
は目標設定そのものが緩すぎる証拠である。9
カ国の排出枠割当計画に基づく詳細な分析結
果では、EU ETS第Ⅱ期の排出量削減の88 ～
10 0％が EU域外で行うことができる、との結
果が出ている。56　このような状況では、京都
議定書の下で想定されたよう
に、排出クレジットは補完的
役割にとどめておくことが重要
である。
　もう1つの危険は、CDMの
排出量削減の権限に関わる問
題である。規定では、排出量削減は「追加的」
であることが求められる。すなわち、CDMに
よる出資がなければ排出削減は起こりえなかっ
た、ということである。しかし現実には、その
証明はむずかしい。実際に、CDMとは無関係
に出資が決まっていた案件で排出クレジットを
得る事例も存在する。57　炭素取引が真の排出
削減を損なう結果にならないよう、独立的な監
視体制の大幅な強化が求められる。そしてそ
の必要性は、現行モデルに基づくCDMの拡
充に疑問符を突きつけている。

効果的な公共政策は、
地球の気候安全保障、
国家のエネルギー安全保障、
生活水準に関して
「ウィン‐ウィン」の結果を
生み出すことに役立ちうる。
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　課税またはキャップ・アンド・トレード制度を
通じた炭素の価格化は、危険な気候変動の回
避に必要な条件である。しかし炭素の価格化
だけで、求められる規模やスピードで投資を促
し、行動を変えることはできない。気候変動
緩和のために乗り越えなければならない障害は
他にも存在する。そしてその障害は、政府行動
によってしか打ち崩せない。規制、エネルギー
補助金、そして情報に関する公共政策が中核
的役割を担う。
　低炭素への移行を可能にする環境を造り出
すため、事前に適正な政策はどのようなものか
を見通せる青写真など存在しない。しかし、

対処すべき問題は十分にわ
かっている。低炭素エネル
ギーに向かうエネルギー構成
の改変には、大規模な初期投
資と長期計画が求められる。

市場の力だけには頼れない。補助金とインセン
ティブを兼ね備えた政府の規制が、投資決定
を導くカギとなる。建築、電化製品、自動車
のエネルギー効率基準は、低コストで劇的な排
出削減をもたらすことになるだろう。その一方
で、研究開発に対する政策支援は、技術的ブ
レークスルーへの環境を創出しうる。
　効果的な公共政策は、地球の気候安全保
障、国家のエネルギー安全保障、生活水準に
関して「ウィン‐ウィン」の結果を生み出すこと
に役立ちうる。エネルギーの最終利用効率の
改善が、その可能性を物語っている。国際エ
ネルギー機関（IEA）がまとめたシナリオは、
203 0年までにOECD 諸国において、省エネ
ルギーで16％の排出量削減が可能であること
を示している。また電化製品の省エネルギー化
を通じた排出量削減への投資1米ドルにつき、
発電設備への投資が2 .2米ドル節約されうる。
同様に自動車の燃費改善への投資1米ドルは、
石油輸入2 .4米ドルの節約につながりうる。58

　エネルギー効率改善の費用対効果の数値に
は幅があるものの、総じて大きな見返りがある
ことを示している。その見返りは、消費者の所
得増加、石油の輸入依存度低下、産業のコス
ト低減という形で計られる。あるいはまた、割
安な気候変動緩和という形でも計られる。逆に
見れば、効率改善の失敗は、地球の気候安全
保障、国家のエネルギー安全保障、消費者に
「ルーズ‐ルーズ（双方に不利な状況）」の結果
をもたらす道なのである。このセクションでは、
4つの中核分野における規制と公共政策につい
て見てゆく。中核分野とは、
● 発電
● 住宅部門
● 自動車の排ガス基準
● 低炭素技術の研究開発と活用
である。

発電──変化する排出量の軌跡

　発電は二酸化炭素の主要排出源であり、地
球の大気中に放出される二酸化炭素の40％を
占めている。各国がどのように、どれだけの電
力を生産し、単位エネルギー当たりどれだけの
二酸化炭素を排出するか、それが気候変動緩
和の今後の見通しを左右する。
　現在の状況は、不安な先行きを指し示して
いる。世界の電力需要は2030年までに倍増す
る見通しで、IEAの予測では、その需要を満
たすための20 0 5 ～ 30年の累積投資額は11
兆米ドルに及ぶ。59　その投資の半分以上はエ
ネルギー効率の低い途上国を対象とし、中国
だけで世界全体の投資の約25％を占める見通
しにある。米国での投資見通しは、発電設備
の更新を中心に総額1兆60 0 0億米ドルと見積
もられている。
　今後の発電関連投資のパターンは、その方
向性に懸念材料がある。それは、世界が炭素

3 規制と政府行動の決定的重要性

発電は二酸化炭素の
主要排出源であり、
地球の大気中に放出される
二酸化炭素の 40％を占めている。
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集約型インフラの拡大へと急速に向かっている
ことである。今後の電力供給計画において、
石炭火力発電がかなりの比重を占めている。ま
た投資拡大率がもっとも高いのは、中国、イン
ド、米国といった現在の世界4大炭素排出国の
うちの3カ国である。いずれの国でも、石炭火
力発電の急速な増強が進行または計画されて
いる。20 0 6年の中国では、石炭火力発電所
の新規着工が毎週2カ所で行われたと見られ
る。また米国でも合計150カ所以上の石炭火
力発電所の建設が申請中で、203 0年までの
投資計画額は1450億米ドルにのぼっている。60　

インドは、今後10年間に75％超の石炭火力発
電の増強を計画している。61　これらはいずれも、
今後予測される二酸化炭素排出量の大幅増加
の主因の1つとなっている（図3 .3参照）。
　発電に伴う二酸化炭素排出量を大幅に削減
できる見通しはあるのか。その答えは、新たな
低炭素技術の開発と活用、主要途上国におけ
るその導入ペース、そして省エネルギーなど需

要サイドの要因にかかっている。この点につい
ては本章で後述する。このいずれの領域にお
いても、エネルギー構成を決める公共政策が
重要となる。

エネルギー構成

　OECD諸国における現在のエネルギー構成
は、化石燃料に偏重している。この構成を低
炭素あるいは無炭素エネルギーへと変えること
が、排出削減につながる。しかしエネルギーシ
ステムは、一夜にして変えられるものではない。
　原子力は低炭素の選択肢の1つである。しか
しこの選択肢は、政策立案者にいくつかの難
問を突きつける。まず一方において、原子力は
ほぼゼロに近い炭素排出量で電力を生み出す。
さらに輸入化石燃料への依存度を低減し、ま
た化石燃料より価格変動の波を受けにくいエネ
ルギー源でもある。しかしその一方で、原子力
は安全性、環境負荷、核兵器の拡散という問
題を伴う。これらの懸念から、原子力の拡大
には広範な社会の反対がある。総体的に見れ
ば、原子力は電力供給の重要な一部を担い続
ける公算が大きい。しかし長期的な気候変動
緩和の観点から見ると、原子力が主力となるこ
とは考えにくく、その比率は低下する可能性も
ある（Box3 .6参照）。62

　太陽光、風力、潮力などの再生可能エネル
ギーは、依然として活用が大きく立ち遅れてい
る。OECD諸国の電力生産において、水力を
除く再生可能エネルギーの割合は現在、全体
のわずか約３％にとどまっている。EUが目標
としているように、その割合を202 0年までに
20％に高めるというのは現実的な目標である。
現在の技術では、再生可能エネルギーは石炭
火力にコスト面で太刀打ちできない。しかし、
炭素課税を二酸化炭素1トン当たり60 ～10 0
米ドルにまで引き上げれば、投資へのインセン
ティブ構造を抜本的に変え、現在の炭素集約
的発電の優位性を崩すことができる。そして同
時に、安定した再生可能エネルギー市場の創
出への投資を刺激するために、関連の政策支
援が求められる。
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　現在の流れは、再生可能エネルギーの急速
な拡大の可能性を指し示す。風力も太陽光も
エネルギー源として台頭し、世界全体の再生可
能エネルギーに対する投資は、20 0 4年の270
億米ドルから20 0 6年の710億米ドルへと急増
している。63　めざましい効率の向上も達成され
ている。風力発電装置は、20年前と比べ半分
以下のコストで180倍の電力を生み出す。64　米
国では、風力発電量が199 7～ 20 0 5年の間
に6倍に増加した（図3 .4参照）。65　

　太陽光発電も状況は同様で、太陽光パネル
の電気変換効率は199 0年代初頭の6％から現
在15％にまで向上する一方、コストは80％低
減している。66

　再生可能エネルギーの急拡大には、公共政

策が大きな役割を果たしている。インセンティ
ブの創出には、規制を通じての介入が1つの方
法となる。米国では約21州において、再生可
能エネルギーの導入推進基準として発電量全
体に占めるべき割合が定められている。たとえ
ば、カリフォルニア州は2017年までに20％とさ
れている。67　数年間の間隔で市場の保証と助
成を行うことによって、政府は電力事業者に再
生可能エネルギーへの投資を促せる。
　一例がドイツの再生可能エネルギー源法であ
る。この法律により、再生可能エネルギーによ
る電力の価格が、20年間にわたってスライド制
で固定された。目的は、長期的な市場と、効
率改善のインセンティブにつながる競争圧力の
創出にある（Box3 .7参照）。スペインでは、政

原子力──いくつかの厄介な問題Box3.6

　エネルギー安全保障と気候安全保障
を両立させるうえで、原子力はコスト効
率に優れた道なのか。推進派は、炭素
排出量削減、価格の安定化、石油・
天然ガスの輸入依存度低減をメリット
として指摘する。これに対し反対派は
経済的メリットに異論を唱え、環境的・
軍事的リスクがメリットを上回ると主張
する。おそらく本当の答えは、両論の
間のどこかにあるだろう。
　原子力は炭素排出量削減をもたらす。
原子力は現在、世界の電力生産の約
17％を占め、その約80％を OECD
諸国内の346の原子力発電所が担っ
ている。各国内の電力生産エネルギー
構成に占める原子力の割合は、英国と
米国の20％強からフランスの80％ま
で、かなりのばらつきがある。原子力
による電力生産を段階的に縮小する一
方で、その縮小分を無炭素排出の代替
エネルギーで補わなければ、二酸化炭
素の排出量が増加することになる。
　原子力は気候変動に対する万能薬で
はない。2006年の世界では、新たに
日本で1基の発電用原子炉が稼働する
一方、他の OECD 諸国では6カ所の

原子力発電所が閉鎖された。閉鎖され
る原子力発電所の電力生産量を補うだ
けで、2017年まで毎年8カ所の新し
い施設が必要となる。
　原子力利用の拡大を打ち出している
国（カナダやフランス）がある一方で、
原子力利用の段階的廃止を計画してい
る国（ドイツやスウェーデン）もある。
米国では過去30年間、原子力発電所
の新設は行われていない。中期的な予
測としては、世界のエネルギー供給に
おける原子力の比率は横ばい、または
減少するとみられる。
　予測どおりになるとは限らないが、大
きな根拠として経済的問題がある。す
なわち、原子力発電所には巨額の投資
が必要なことである。原子炉1基当た
りの建設コストは20億～ 35億米ドル
で、さらに後々に廃炉や放射性廃棄物
の処分にもコストがかかる。電力市場
の保証、安全性の確保、放射性廃棄
物の処分に関して政府の介入がなけれ
ば、民間部門にとって原子力はほとん
ど関心の対象にならない。政府にとっ
ての問題は、長期的なコスト効率にお
いて原子力が、風力や太陽光など低炭

素の代替エネルギーにまさるか否かで
ある。
　原子力をめぐる論議では、運営管理
と規制に関わる非経済的問題も大きな
論点となる。多くの国で、安全性への
懸念が世論に深く根を下ろしている。
国際レベルでは、原子力関連技術は兵
器級の核物質生産に転用されうるとい
う危険性が存在する。放射性物質は、
軍事転用の意図の有無にかかわらず原
子炉内で生成される。核兵器不拡散
条約の強化に合意が成立しないかぎ
り、原子力の急速な拡大は世界のすべ
ての国に重大な危険を及ぼす。原子力
技術の軍事転用を制限する機構的制度
として、査察と検証の拡充は必須であ
る。また兵器転用可能な放射性物質
（高濃縮ウランとプルトニウム）の再利
用・処分に関して、検証可能で実効性
のある明確な規則を伴った透明性の向
上も必要である。ことに先進国は保有
核戦力の削減と不拡散推進への外交努
力など、核管理問題に対して大きな努
力の余地がある。
出典：Burke 2007; IEA 2006c; NEA 
2006 .
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府が風力エネルギー推進のための特別助成制
度を導入した。スペインでは現在、電力需要
の約8％を風力発電でまかなっているが、人口
密度の高いカスティリャ・ラ・マンチャとガルシ
アの両県では20％以上に及んでいる。20 0 5
年だけで、スペインでは風力発電の拡大によっ
て約1900万トンの二酸化炭素が削減された。68

　再生可能エネルギーの利用促進においては、
予算政策も重要な役割を担う。米国は世界有
数の再生可能エネルギー市場をもち、カリフォ
ルニアやテキサスをはじめとする諸州が風力発
電で世界の先端を走っている。市場への支援
は、3年計画の生産税クレジット・プログラム
を通じて行われている。しかしこれまでのとこ
ろ、クレジットの規定変更に対する不透明感の
広がりから、投資と需要に大きな変動を引き起
こしている。69　再生可能エネルギー促進のため
に、多くの国が幅広い手段を組み合わせてい
る。デンマークでは、風力発電の拡大に義務
的な数値目標が設定され、投資課税と電力価
格の面で優遇措置が適用されている。その結
果、総発電量に占める風力発電の割合は20年
間で3％弱から20％へ増加した。70

　再生可能エネルギーの利用拡大は、気候変
動に対する万能薬ではない。まず稼働が自然
の要因によって左右されるため、供給の不安定
という問題がつきまとう。また、電力網への接
続にかかる初期投資が高くつくことになりやす
い。そのため、近年の急速な拡大は補助金と
結びついている。とはいえ、化石燃料による電
力も数十年間にわたって手厚い補助金を受け
てきているのであり、また再生可能エネルギー
への補助金は化石燃料の場合と異なり、気候
変動緩和という大きな見返りが得られる。

住宅部門──低コストでの排出削減

　二酸化炭素の排出量削減には他と比べて割
安な方法があり、さらに長期的にはコストがゼ
ロになるものもある。その顕著な例が住宅およ
びサービス部門で、世界における現状は電力
節約、排出削減、家計および国家経済のコス

ト低減を可能にする方法を強く物語っている。
　住宅部門におけるエネルギー利用のあり方
は、世界の炭素排出に大きく影響している。
OECD 諸国では、電力の約3
分の1が家庭の冷暖房、冷蔵
庫、オーブン、照明器具など
の電化製品に使われている。
各国の化石燃料による二酸化
炭素排出のうち、住宅部門は約35 ～ 40％を
占め、電化製品だけで約12％に及んでいる。71

　住宅部門における省エネルギーには、きわめ
て大きな可能性が手つかずのまま残されてい
る。その可能性の実現には二重のメリットがあ
る。すなわち、二酸化炭素の排出削減を通じ
て気候変動緩和をめざす世界の取り組みに貢
献することと、家計の節約である。OECD 諸
国を対象に排出削減のためのコストとメリット
という観点から、建築基準、資材調達に関わ
る規制、電化製品の性能基準、エネルギー効
率基準など広範な政策の効果を詳細に分析し
た試算がある。72　

　それによると、これらの政策を通じて202 0
年までに29％の排出削減を達成することがで
きる。削減量は二酸化炭素換算で32億トン、
現在のインドの排出量の約3倍に相当する。ま
た別の分析結果では、EUの平均的家庭は、
省エネルギー化によって年間20 0 ～10 0 0ユー
ロ（250 ～1243米ドル）の節約ができる（2004

再生可能エネルギー促進のために、
多くの国が幅広い手段を
組み合わせている。

図3.4 米国における風力発電──
発電力の拡大とコストの低減

出典：NREL Energy Analysis Office 2005a; World Wind 
　　　Energy Association 2007.
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年の物価水準による）。73

　家電製品も大きなエネルギー節約源になりう
る。家電製品の省エネルギー化は二酸化炭素
の排出削減につながる。もしOECD諸国のす
べての家電製品が20 0 5年以降、現在可能な
最高水準のエネルギー効率で稼働していると
すれば、2010年までに二酸化炭素の排出削減
量は約3億2200万トンに達することになる。74　

この削減効果は、カナダ、フランス、ドイツの
合計台数に相当する1億台の自動車をなくすこ
とに匹敵する。75　さらに期間を203 0年までと
すれば、排出削減量は年間5億72 0 0万トンに
及ぶ。自動車なら2億台、天然ガス火力発電
所なら40 0カ所をなくすことに相当する。
　このようなエネルギー利用の効率化は、家計
に大打撃を及ぼすのか。答えはその逆で、家
庭の電力消費量が2010年までに約25％減る
ことになる。北米の家庭は、ヨーロッパの家庭
に比べ2 .4倍の電力を消費しており、2010年
までに節約される電力料金は合計330億米ド
ルという計算になる。202 0年までには、二酸

化炭素1トンの排出削減につき、米国の家庭は
1世帯当たり約65米ドルを節約できることにな
る。「ヨーロッパでは、二酸化炭素1トンの排
出削減につき、消費者は約169ユーロを節約
する計算になる」（ヨーロッパのほうが電力料
金が高く、効率基準が低い）。76

　照明も同様である。照明は世界の電力需要
の約10％を占め、世界の二酸化炭素排出の7％
に当たる年間19億トンを消費している。どの
先進国でも都市の風景を見渡せば、昼も夜も
照明の大部分が電力の浪費であることは一目
瞭然だろう。誰もいない場所が非効率な明かり
に照らされている。省エネルギー型の器具、た
とえば小型蛍光電球に替えるだけで、照明の
総電力消費量を38％減らすことができる。77　

照明の省エネルギー化への投資は、どれだけ
の期間で回収できるのか。OECD諸国全体の
平均で2年前後である。
　ビルや住宅部門におけるエネルギー効率改
善には、規制と情報の2つがカギとなる。公共
政策は、消費者の意識を高めることに加えて、

ドイツにおける再生可能エネルギー──「フィード・イン・タリフ」の成功Box3.7

　電力供給への再生可能エネルギーの
早急な導入は経済的に見合わないとす
る議論があるが、ドイツの経験はその
反証を提示している。気候変動緩和と
いう目標に長期的な効率改善をかみ合
わせるべく、公共政策を通じて市場規
制と構造的インセンティブを組み合わ
せたのである。
　1990年代初頭に成立した電力供
給法（EEG）の下、ドイツの歴代政権
は炭素排出量削減という公共政策の目
標達成に規制権限を用いた。EEG
（2000年に再生可能エネルギー源法
として拡充）は、電力会社に対し、風
力など再生可能エネルギーによる電力
の受け入れを義務づけた。そして、
2010年までに電力需要の12 .5％を
再生可能エネルギーでまかなうことを目
標に、関連政策がまとめ上げられた。

　規制はエネルギー市場への直接介入
を伴っている。再生可能エネルギーに
よる電力価格は、20年間にわたり漸
減スライド制で固定されている。その
目的は、再生可能エネルギーへの投資
者にとって見通しの立つ市場の創出を
通じて、技術革新を促すと同時に、競
争圧力を維持して効率改善の利益を社
会に還元することである。太陽光発電
による電力供給には、1キロワット時当
たり0.45ユーロ（60セント）の補助が
行われる。これは、石炭火力発電に対
する補助金の約8倍の水準である（一
方、石炭火力発電への補助は引き下げ
が続けられている）。
　このドイツの取り組みは、どれだけ
成功しているのか。2005年の実績で、
水力以外の再生可能エネルギーによる
発電量は全体の7％超に達している。

これは EU 平均のほぼ1.5倍に相当す
る。再生可能エネルギーによる電力業
界の総売上高は216億ユーロ（270
億米ドル）、総投資額は87億ユーロ
（110億米ドル）である。加えて雇用は
推定17万人に拡大し、またドイツは急
成長中の太陽光パネルの世界市場で
支配的シェアを獲得している。
　二酸化炭素の排出削減量は、2010
年には5200万トンに達するものと見
られている。他にも重要な要因はある
ものの、再生可能エネルギー部門の急
拡大は、ドイツに京都議定書の公約達
成を可能にするうえで重要な役割を果
たしている。

出典：Butler and Neuhoff  2005；
Henderson 2007；Meudonca 2007
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非効率と炭素排出増加を阻むこと、あるいはそ
れらに対する強力な逆インセンティブを創出す
るうえでも、重要な役割を担う。規制と情報提
供にはコストが伴うが、気候変動緩和への大き
なメリットがある。また非効率なエネルギー利
用を許す規制基準も、消費者への大きなコスト
を意味する。この領域におけるエネルギー効
率の改善は、総体的メリットとして排出削減の
達成につながる。公共政策の具体的手段とし
ては、たとえば、
● 製品基準　もっともコスト効率のよい方法の
1つである。一例が日本の「トップランナー
方式」で、199 8年に京都議定書の目標達成
に向けた国家的取り組みの一環として取り入
れられた。内容は、すべての新製品に特定
の効率基準を求めるものである。自動車、
冷蔵庫、テレビなど一部の製品では、50％
以上のエネルギー効率改善が達成されてい
る。幅広い国々を対象とした調査研究で、
エネルギー基準の引き上げによる二酸化炭
素削減の大きなメリットが示されている。こ
の分野では効果的な需要管理が、炭素とエ
ネルギーコストの削減、経済と環境への「ウィ
ン‐ウィン」のメリットをもたらしうる。EUと
米国を対象とした試算では、そうした効果の
恩恵は二酸化炭素1トンの排出削減につき
65 ～19 0米ドルに及ぶ。78

● 情報　効率改善への1つのカギとなる。米国
では、自主的な認定ラベル表示の取り組み
である「エナジー・スター」プログラムを通じ
て、30種類を超す製品のエネルギー効率に
関する詳しい情報が消費者に開示されてい
る。20 02年の時点で、これによる年間節約
額は合計50億米ドルに達している。79　オー
ストラリアでは、冷蔵庫や食器洗浄機など一
部製品のラベル表示義務化が、二酸化炭素
の排出削減に結びついている。その経済効
果は、二酸化炭素1トンにつき30米ドルと推
計されている。80

● 建築基準　建築基準による規制は、エネル
ギー利用に伴う二酸化炭素排出の大幅な削
減を生み出すことができる。また、規則と同

様に実施も重要である。ビルにおけるエネル
ギー効率基準の順守が任意とされている日
本では、エネルギーの節約量が小幅にとど
まっている。これに対しドイツや米国など、
基準順守が厳格に実施されている国では、
大幅なエネルギー節約がなされている。EU
の推算では、エネルギー消費の効率改善で
20％の節約、金額にして60 0億ユーロ（750
億米ドル）の節約が可能である。81　節約の半
分は既存の基準の実施によってもたらされ、
その対象の大部分はビルである。

自動車の排ガス基準

　人々の移動は世界の石油消費の最大部分を
占め、二酸化炭素排出源の中でもっとも急激
に拡大している。交通部門は20 0 4年に63億
トンの二酸化炭素を排出した。途上国が占め
る割合も上昇しているが、
OECD 諸国が全体の3分の2
を占める。82　OECD 諸国の自
動車は、世界の温室効果ガス
排出量の約30％を占め、その
比率は上昇を続けている。83

　交通に対する規制環境は、世界の炭素排出
削減努力のきわめて重要な一部分である。自
動車からの高レベルの温室効果ガス排出には、
3つの要因が絡み合っている。すなわち走行距
離、距離当たりの燃料消費量、燃料の含有炭
素量である。多くの国で排出が増えているの
は、燃費の向上を上回るペースで走行距離と車
種の大型化が進んでいるからである。

基準の設定

　燃費基準は国によって大きく異なっている。
EUと日本がもっとも高く基準を設定している一
方、米国の基準は先進国でもっとも低く、中国
をも下回っているのが実状である（図3.5参照）。84

　米国と世界の燃費基準の格差は広がり続け
ている。その理由の1つは、過去20年間、米
国の基準引き上げが世界の国 よ々りも小幅にと
どまっていることにある。いま1つの理由は、

ビルや住宅部門における
エネルギー効率改善には、
規制と情報の 2つがカギとなる。



168      人間開発報告書 2007/2008

3

燃費効率の低いSUV（スポーツ用多目的車）に
対する規制の甘さである。
　このような状況が、燃料消費量と炭素排出
量の増加を引き起こしている。199 0年以降、
交通部門の排出量は年率平均1.8％のペースで
増加している。このペースは、他のすべての部
門のほぼ2倍の水準である。排出量増加の主
因は、走行距離の増加（増加率34％）とライト
トラックの増加である（Box3 .8参照）。85

　米国における基準の強化は、気候変動緩和
に世界的な好影響をもたらすことになる。さら
にそれは、米国のエネルギー安全保障にも大
きなメリットを与える。米国の国家エネルギー
委員会の推算によると、米国内の自動車の燃
費基準を1ガロン当たり20マイル（リッター当た
り8 .5km）引き上げれば、1日当たり350万バレ
ルの石油が節約され、それとともに年間4億ト

ンの二酸化炭素排出が抑制さ
れることになる。86　この削減
量は、フランスの年間二酸化
炭素排出量に相当する。また
気候変動緩和へのメリットだ

けでなく、石油輸入量の低減によって、米国の
エネルギー安全保障政策の中心目標の1つを達
成することもできる。
　EUは、米国よりも高い燃費効率を実現して
いるが、気候変動緩和に関する目標と燃費基

準との一致度に問題がある。199 0年以降、
EUは温室効果ガスの排出量を約1％削減して
いるが、道路交通からの排出量は26％増加し
ている。その結果、交通部門が排出全体に占
める割合は、わずか十数年の間に約6分の1か
ら5分の1以上に拡大した。87　そのうち道路交
通が最大の排出源であり、その約半分を乗用
車が占めている。
　このまま経済成長とともに国内交通の温室
効果ガス排出量が増え続ければ、排出量は
2010年までに199 0年比30％増加、2020年
までに50％増加するおそれがある。88このような
交通部門における排出状況は、202 0年までに
温室効果ガス排出量を20～30％削減するとい
うEUの目標と合致していない。
　より厳しい気候変動緩和目標に規制を合わ
せる試みは難航している。現在のアプローチは
次の3つを柱としている。自動車業界の自主的
取り組み、燃費表示ラベルの導入、予算措置
を通じての効率改善である。かねてから目標と
しては、走行距離1 km当たりの二酸化炭素排
出量を120gに抑えることが打ち出されている。
しかし自動車業界と一部諸国の反対運動を受
け、目標達成期限は当初の2005年から2010年、
そしてさらに2012年へと先延ばしされている。
現時点での暫定目標は、20 0 8 ～ 09年に走行
距離1キロ当たり140gという二酸化炭素排出

図3.5 国により大きく異なる燃費効率基準

a. 米国のCAFE（企業別平均燃費効率）基準の算定方式で計算。

出典：NREL Energy Analysis Office 2005b.
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水準を達成することである。
　米国の場合と同じく、EUの燃費効率基準強
化も、世界の気候変動緩和に意味をもつ。そ
れも二酸化炭素排出量そのものに数値基準を
定めている点で直接的である。走行距離1km
当たり120gという二酸化炭素排出抑制を
202 0年までの10年以上にわたって続ければ、
合計4億トンの二酸化炭素が削減される。この
量は、20 0 4年のフランスとスペインの合計排
出量を上回り、また現在のEU全体の交通部
門の総排出量の約45％に相当する。より広く
は、EUは世界最大の自動車市場であるため、
その排出基準強化は世界の自動車業界に重要
な針路の変更を示すシグナルとなり、部品メー
カーに対して新たな炭素技術の開発インセン

ティブを生み出す。しかしEUは、欧州委員会
の評価報告である、「追加措置を行わないかぎ
り、2012年までの時間枠内で、走行距離
1km当たり120g の二酸化炭素排出というEU
の目標は達成されないであろう」。89　との指摘
のように、かねてからの目標への道から外れて
しまっている。
　この構図を変えようとする努力は、政治的な
行き詰まりに突き当たっている。欧州委員会は、
202 0年までに走行距離1km当たり120g の
二酸化炭素排出という目標を達成するために、
自動車の平均燃費効率基準の引き上げという
規制措置を提案している。しかしこれまでと同
様にこの提案も、世界的な自動車メーカー12
社の連合である欧州自動車工業会の反発を受

米国における自動車の排出基準Box3.8

　1975年に導入された米国の企業別
平均燃費効率（CAFE）基準は、燃費効
率規制の世界的先駆けの1つである。
そして同時に、世界でもっとも重要な
規制の1つでもある。米国は、世界の
交通部門における石油由来の二酸化炭
素排出の約40％を占めている。
　米国の自動車燃費基準は、世界全
体の炭素状況に影響を及ぼす。1970
年代において、CAFE 基準は自動車の
燃費効率倍増を促し、新技術への投資
を刺激した。
　しかし過去20年間、乗用車の燃費
効率基準の強化は行われておらず、ラ
イトトラックの燃費基準がわずかに引き
上げられるにとどまっている。
　その結果、燃費効率基準における米
国と他の国々との格差が拡大した。米
国の現行基準は、日本のそれの半分を
わずかに上回る水準でしかない。米国
国内の乗用車数は1億3600万台に及
び、同国の交通部門の温室効果ガス排
出量の35％を占める。ライトトラック
は8700万台で、同27％を占めている。
　CAFE 基準の設定は、交通関連の
炭素排出に重大な意味をもつ。自動車
の平均燃費基準（1ガロン当たり27.5

マイル、１リッター当たり11.7キロ）に
比べて、ライトトラックの基準（同
20 .7マイル、8 .8キロ）は低い。その
ライトトラックの需要の高まりが、新車
全体の燃費効率の低下をもたらしてい
る。2002年には史上初めて、ライト
トラックの新車販売台数が乗用車のそ
れを上回った。そして現在、燃費効率
が1987年の水準を割り込む結果となっ
ている。
　CAFE 基準は、米国国内で激しい
論争の的となっている。2007年の大
統領一般教書には、将来の需要予測
（現在の水準ではなく）をふまえたうえ
で、ガソリン消費量の5％削減を実現
するための CAFE 基準強化が盛り込
まれた。しかし、燃費効率の数値目標
は示されていない。
　目標の強化は雇用と競争力に悪影響
を及ぼすのか。CAFE 基準をめぐる論
争の核心には、この問題がある。ライ
トトラックの燃費効率に関する試算か
らは、節約分の燃料コストを下回る範
囲で、しかも安全性を損なわない範囲
で4分の1ないしは3分の1の燃費改善
が可能であることが示されている。中
期的視点に立てば、基準の強化は新

型ディーゼルエンジンやハイブリッド
車、燃料電池車への投資にインセン
ティブを生み出す。
　原油価格が高騰し、二酸化炭素排
出に対する懸念も高まるなか、低水準
の燃費効率基準は自動車業界に誤った
シグナルを送りかねない。近年におい
てはエンジン技術と自動車設計に大幅
な進歩が見られるが、それらの進歩は
燃費効率改善よりもパワーや性能、安
全性の強化に役立てられている。その
結果の1つとして、米国の自動車メー
カーは燃費に優れる日本車に市場を奪
われている。
　米国におけるCAFE 基準強化は、
三重のメリットをもたらしうる。すなわ
ち、気候変動緩和に向けた世界の取り
組みにおける米国のリーダーシップを
示すこと、輸入原油への依存度低減に
よって国家のエネルギー安全保障の目
標へ前進すること、そして自動車業界
への新たな投資機会を切り開くことで
ある。
出典：Arroyo and Linguiti 2007; Merrill 
Lynch and WRI 2005; NCEP 2004b; 
Sperling and Cannon 2007.
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けている。一部のEU 諸国も、規制強化は自
動車産業の競争力を損なうとして反対論を擁護
している。
　EUの202 0年目標との一致を図るうえで、
この問題が難所となっている。しかし、競争力
を論拠とする主張は十分な証拠の裏付けを欠
いている。世界の自動車市場では一部のメー
カーが、急成長中の低排出車市場で敗退を余
儀なくされている。それというのも、燃費効率
基準を引き上げていないからにほかならない。
関連の支援政策を導入すれば、EUは気候変
動緩和の目標と合致する形で、202 0年までに、
自動車の平均基準を走行距離1km当たり80g
の二酸化炭素排出という自動車の効率基準を
大幅に強化することができるであろう。90

　規制基準だけを単独で見ることはできない。
自動車課税も、政府が消費者の行動に影響を

及ぼせる強力な道具である。
二酸化炭素の排出水準に応じ
た累進課税によって、交通部
門におけるエネルギー政策を
気候変動緩和の目標と合致さ
せることができる。年間の自

動車利用税と新車登録税がその手段となる。
　このような方策は、政府の気候変動緩和目
標への取り組みとともに、自動車メーカーの新

効率基準適合への努力も支えることに
なる。

代替燃料の役割

　交通部門の燃料構成を変えることは、
エネルギー政策を炭素収支と合致させる
うえで重要な役割を果たすことになる。
平均的な自動車利用に伴う二酸化炭素
排出は、ガソリンの使用を減らして植物
由来のエタノールの使用を増やすことに
よって変えることができる。多くの国々
の政府がいま、地球温暖化との戦いに
役立ち、石油の輸入依存度を低減する
ものとして、バイオ燃料を一石二鳥の技
術として見ている。
　途上国の取り組みは、交通部門にお

けるインセンティブと規制の効果的なミックスに
よって得られる成果を実証している。もっとも
めざましい実例の1つがブラジルである。ブラ
ジルは過去30年間にわたって、高度の効率性
をもつ産業の育成に、規制と政府直接投資の
二本立てで臨んできた。具体的には、アルコー
ルベースの燃料への補助金、自動車メーカーに
ハイブリッド車の生産を求める規制基準、バイ
オ燃料の供給インフラ整備への政府援助など
である。バイオ燃料は現在、ブラジルの交通
用燃料の約3分の1を占め、環境への広範なメ
リットとともに輸入原油への依存度低減をもた
らしている。91

　一部の国々は、圧縮天然ガス（CNG）の利用
を促す規制と市場インセンティブによって、交
通部門の燃料構成を変えることに成功してい
る。都市部の大気汚染に対する懸念と輸入原
油への依存度低減という狙いから、インドとパ
キスタンではCNG の利用が大幅に拡大してい
る。インドではいくつかの都市が、一部の車両
を対象にCNG以外の燃料の使用を禁ずる規
制メカニズムを取り入れている。たとえばデリー
市は、公共輸送機関のすべての車両にCNG
の使用を義務づけている。パキスタンでは、
価格インセンティブが規制を補完している。
CNG の価格はガソリン価格の50 ～ 60％の水
準に維持され、政府が CNG の生産・供給の
インフラ整備を支援している。CNG 使用車の
台数は現在約80万台で、その市場シェアは急
速に拡大している（図3 .6参照）。天然ガスの
使用は、二酸化炭素排出量を約20％減らせる
ことに加え、大気環境と市民の健康に幅広い
メリットをもたらしている。
　先進国では過去5年間、バイオ燃料の開発
がエネルギー部門における成長産業の1つと
なっている。とりわけ米国は壮大な目標を掲げ
ている。ブッシュ大統領は20 0 7年の一般教書
演説において、2017年にはバイオ燃料の使用
量を現在の5倍の水準の350億ガロンにまで拡
大するという目標を定めた。輸入原油の約15％
を国内産エタノールに置き換える構想である。92　

EUも積極的にバイオ燃料の利用を推進してい

図3.6 自動車の早期の
転換は可能──
パキスタン

出典：Government of Pakistan 2005.
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グローバルな挑戦への国家行動特別寄稿

　気候変動は、今日の世界各国の政
治指導者に対する決定的な挑戦であ
る。この挑戦に私たちがどこまで対処
できているのか、将来の世代が判断を
下すことになる。容易な解決策も青写
真もない。しかし私は、国としての行
動と世界的な協力によって、気候変動
との戦いに勝つことができると信じて
いる。
　気候変動に対する取り組みに成功す
るためには、まず基本原則の設定から
始めなければならない。いかなる国際
的戦略も、公正、社会正義、平等とい
う基礎の上に築かれなければならない。
これらが行動の指針である。
　『人間開発報告書2007/2008』は、
すべての国の政府、とりわけ世界でもっ
とも豊かな国々の政府にとって必読の
書である。同書は、地球の大気中にお
ける温室効果ガス濃度の急激な上昇に
対する歴史的責任が、貧しい国々でな
く先進世界にあることを私たちにあら
ためて伝えている。もっとも深い足跡
を残しているのは、もっとも豊かな国々
の人々なのである。ブラジルの人口1人
当たりの二酸化炭素排出量が年間1.8
トンであるのに対し、先進国は年間
13 .2トンに及んでいる。『人間開発報
告書』が思い起こさせてくれているよう
に、途上国世界全体の1人当たりの二酸
化炭素排出量が現在の北米と同じ水
準に達したとしたら、それを吸収するの
に地球9個分の大気が必要になる。
　私たちには1つの星しかない。そして
気候変動問題にもこの1つの星による
解決策が必要である。その解決策は、
世界でもっとも貧しい国 と々人々を犠牲
にするものであってはならない。彼らの
多くは家に電灯すらない。先進国は排
出量削減によって、本気であることを
示さなければならない。つまり、行動
に必要な経済的・技術的資源をもって
いるのは先進国なのである。
　あらゆる国が異なる挑戦に直面して

いるが、私はブラジルの経験が参考に
なると信じている。ブラジルの人口1人
当たりの排出量がこれほど低い理由の
1つは、私たちが再生可能エネルギー
の資源を開発し、今や世界有数のク
リーンなエネルギーシステムをもってい
るからである。その結果、ブラジルは炭
素排出で先進国を下回るだけでなく、経
済生産1米ドル当たりの二酸化炭素排
出量でも半分以下の水準にある。言い
方を換えれば、私たちは経済の炭素集
約度とエネルギー集約度を低減するこ
とによって、排出量を削減したのである。
　クリーンエネルギー政策が国内と世
界にもたらすメリットに関して、わが国
の交通部門が1つの好例になる。ブラ
ジルにおいて、サトウキビを原料とする
自動車燃料用エタノールの開発は
1970年代に始まった。現在、エタノー
ル燃料によって、ブラジルの二酸化炭
素排出量は年間約2580万トン削減さ
れている。ブラジルの地理にうとい一
部識者の指摘とは異なり、わが国のエ
タノール産業を支えるサトウキビ生産は
アマゾン地域から遠く離れたサンパウ
ロに集中している。
　現在、私たちはエタノール計画の拡
大を進めている。2004年には国家バ
イオディーゼル生産・利用計画（PNPB）
を立ち上げた。その目標は、ブラジル
国内で販売されるディーゼル燃料に占
めるバイオディーゼル燃料の割合を、
2013年までに5％へ引き上げることで
ある。同時にPNPBを通じて、ブラジ
ル北部・北東部の小規模農家のバイオ燃
料生産に市場機会を広げるための財政
的インセンティブと補助金も導入した。
　バイオ燃料に関するブラジルの経験
は、エネルギー安全保障と気候変動緩
和に「ウィン‐ウィン」のシナリオを作
り出すことに必ず役立ちうるに違いな
い。交通用燃料においては石油が圧倒
的大部分を占めている。しかし価格の
高騰、資源の枯渇、安定供給に対する

懸念から、豊かな国も貧しい国も多数
の国々が、石油依存度低減のための政
策立案に動いている。そうした政策はエ
ネルギー効率と気候変動緩和に資する。
　ブラジルは途上国として、低炭素エ
ネルギーへの移行を支えるうえで重要
な役割を果たすことができる。その1つ
は「南‐南」協力であり、すでにブラジ
ルは途上国における代替エネルギー資
源の開発努力を支援している。しかし
同時に、国際貿易の潜在的可能性を
過小視してはならない。北米とEUは
ともにバイオ燃料普及への手厚い補助
制度の拡充を進めているが、ブラジル
のエタノール計画に比べると、コストに
おいても二酸化炭素排出量削減の効
率性においても、かなり劣っている。
ブラジル産のエタノールに対する関税
障壁を下げることが、炭素排出量削減
のコスト低減と、代替燃料の開発にお
ける経済効率の改善をもたらす。つま
るところ、自給自足そのものに本質的
な価値はないのである。
　最後に、熱帯雨林について一言述べ
ておきたい。アマゾン地域は生態系の
宝庫である。私たちは、この資源を持
続可能な形で管理しなければならない
ことを認識している。だからこそ私たち
は2004年に、「アマゾンの森林破壊
防止・抑制のための行動計画」を策定
した。14省庁にまたがるこの計画は、
土地利用の管理に法的枠組みを定め、
監視体制を確立し、持続可能な森林利
用へのインセンティブをもたらすもので
ある。2004年以降、マトグロッソ州
をはじめとする諸州で森林破壊率が低
下していることは、経済成長と持続可
能な環境管理が両立しうるものである
ことを示している。

ルイス・イナシオ・ルラ・ダ・シルヴァ
ブラジル連邦共和国大統領
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る。目標の1つは202 0年までに、道路交通に
おける燃料消費に占めるバイオ燃料の割合を
10％に高めることである。この数字は現在の
水準の約10培、2010年の目標値の2倍にあた
る。93

　高水準の目標は、バイオ燃料開発への高水
準の補助に支えられてきた。米国では、モロコ
シを原料とするエタノール生産に対する税の減
免が、20 0 6年には総額25億米ドルに及んだ
と推計されている。94　エタノールとバイオディー
ゼル燃料に対する補助（モロコシ農家への直接
助成を除く）は、現在総額55億～ 75億米ドル
と推計され、生産量増加とともにさらに増える
見通しにある。95　エタノール生産向けのモロコ
シ栽培の比率が上昇するなか、モロコシ価格
が急騰している。20 0 6年の収穫量は過去3番
目の高水準を記録したにもかかわらず、価格は
翌2007年に過去10年来の高値をつけている。
96　米国は世界最大のモロコシ輸出国であるた
め、バイオエタノール生産への転用は世界のモ
ロコシ相場上昇につながる。メキシコなど中米
諸国では、輸入モロコシの価格上昇が貧困層
の食糧安全保障に問題を引き起こすおそれが
ある。97

　「バイオ燃料ブーム」は、EUにはいまのとこ
ろそれほどの影響を及ぼしていない。しかし、
それも変わる公算が大きい。欧州委員会の予

測は油糧種子と穀物の価格上昇を見込んでい
る。バイオ燃料の原料生産に使われる土地面
積は、20 0 6年の推計30 0万 ha から202 0年
には170 0万 haに増える見通しである。98　EU
におけるバイオ燃料の増加分の大半は、域内
の穀物・油糧種子生産によってまかなわれる
（輸入は202 0年までに総需要の15 ～ 20％を
占めると予測されている）。ヨーロッパの農業に
とって、来るべきバイオディーゼルブームは利
幅の大きい新市場を意味する。欧州委員会の
報告書から引用すれば、「再生可能エネルギー
の導入目標は、ヨーロッパの農業にとって朗報
であると見ることができる。国際競争の波にま
すますさらされるなかにあって、それは新たな
販路と需要・価格の上昇を約束するものだから
である」。99　EUでは新たな共通農業政策の下、
エネルギー作物の栽培に特別助成金を出すこ
とが認められている。100

　しかし不幸にして、EUと米国の農業とバイ
オ燃料産業にとってはよいことも、気候変動緩
和にとっては必ずしもよいことではない。バイ
オ燃料は交通部門で石油に取って代わりうる選
択肢ではあるものの、二酸化炭素削減量を踏
まえたうえでの生産コスト比較も重要になる。
米国とEUはそこに難点がある。たとえばモロ
コシからできたエタノールの場合、ブラジルで
は米国の半分のコストで生産可能であり、また
ブラジル産のエタノールが二酸化炭素排出量の
約70％削減をもたらすのに対し、米国産エタ
ノールのそれは13％にすぎない。101　EUにい
たってはコストがさらに高い（図3 .7参照）。
　比較優位性は価格に大きくものをいう。ブラ
ジルでの生産コストが大幅に低いのは、気候、
農地の豊富さ、サトウキビのアルコール変換効
率の高さである。これらの相違点は EUと米
国に、国内生産よりも輸入に重点を置くほうが
よいことを示している。
　自給自足そのものに本質的な価値はない。
気候変動緩和の視点に立てば、優先課題は最
小限の限界コストで炭素排出削減を達成するこ
とである。問題は、貿易障壁と補助金が炭素
排出削減のコストを押し上げ、さらに石油依存

数種のバイオ燃料が、より低いコストでより大きな二酸化炭素排出
削減を実現する

出典：IEA 2006 and IPCC 2007.

二酸化炭素排出（石油の二酸化炭素排出量と比べた割合、単位：％）

1リットル当たりの価格（2005年現在、単位：ドル）
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度低減のコストをも押し上げていることにある。
　大半の先進国がバイオエタノールなど代替燃
料の輸入を制限している。保護制度の仕組み
こそ大きく異なるが、いずれにせよ結果は需要
の大幅な伸び悩みである。EUは約10 0カ国の
途上国から無関税でエタノールを輸入するとし
ているが、実はその大半はエタノールを輸出し
ていない。ブラジルの場合、EUへのエタノー
ル輸出には1ガロン当たり0.73ユーロ（1米ドル）
の関税を課されている。関税率は60％超であ
る。102　米国は、ブラジル産エタノールに1ガロ
ン当たり54セントの輸入関税をかけている。103　

EUよりも低いとはいえ、20 0 7年の米国におけ
るエタノール価格で計算すると関税率は約25％
になる。
　エタノールに対する通商政策は、気候変動問
題における目標と幅広い面で矛盾している。ブ
ラジル産エタノールは、生産コストが低く、生
産過程における二酸化炭素排出量も少ないう
えに、自動車交通における炭素集約度低減へ
の効率性も高いにもかかわらず、不利な状況に
置かれている。さらに広い意味で、ブラジル産
エタノールに対する高関税は、エネルギー部門
における経済効率に深刻な問題をもたらしてい
る。つまるところ、エタノール関税の撤廃こそ
が、環境と気候変動緩和、そしてエタノール生
産に優位性をもつブラジルのような途上国に対
して、メリットをもたらす。EU内でもスウェー
デンは、保護主義の緩和と、森林バイオマス
のような「第2世代」のバイオ燃料開発に対する
政策の強化を強く主張している。104

　バイオ燃料に関して、あらゆる国際貿易の機
会が良好な結果を生み出すわけではない。他
の領域と同様、社会と環境に対する影響はもっ
と広い要因によって条件づけられる。そして、
メリットは自動的には生まれない。ブラジルに
おいて、エタノール産業を支える砂糖生産は南
部のサンパウロ州に集中しており、アマゾン川
流域での生産量は1％に満たない。そのため、
バイオ燃料生産の環境に対する影響は限定的
で、熱帯雨林の破壊にはつながっていない。
しかし他の国々、あるいは他の作物をめぐる状

況は混沌としている。バイオディーゼル燃料の
原料の1つであるアブラヤシについては、東ア
ジアで栽培の拡大とともに広範な森林破壊と
現地住民の人権侵害が起きている。バイオ燃
料の普及促進を図るEUの野心的目標は、こ
れらの問題に対処していない国々におけるアブ
ラヤシの急激な増産を促すことになる（Box3 .9
参照）。EUは199 9年以降、パーム油の輸入
量（主としてマレーシアとインドネシアから）が2
倍以上の450万トン、世界全体の輸入量のほ
ぼ20％を占めるまでに増加している。105市場
の急速な拡大は零細農家と現地住民の権利侵
害を伴っている。

低炭素技術の研究開発と活用

　ヨゼフ・シュンペーターは、「絶え間なく経済
構造を内側から根本的に変え、絶え間なく旧
来の経済構造を破壊し、絶え間なく新しい経
済構造を生み出す産業の転換過程」を意味する
「創造的破壊」という言葉を創出した。そして、
革新の過程として3つの段階を特定した。発明、
応用、普及である。
　気候変動の緩和に成功するためには、「創造
的破壊」のプロセスの加速、すなわち3つの段
階の間をできる限り速やかに縮めることが求め
られる。炭素の価格化は、そのような技術の
出現を促すインセンティブの創出に寄与するが、
それだけでは不十分である。たとえ炭素価格
のシグナルが適正であったとしても、きわめて
大きな資本コスト、不確実な市場環境、高いリ
スクの下で、民間部門が単独で技術の開発と
実用化を、必要とされるペースで行なうことは
できない。突破口となる技術の出現に対する
障害を取り除くうえで、政府が中心的役割を果
たさなければならない。
　公共政策による行動が求められる根拠は、
気候変動が突きつけている緊急度と脅威の規
模にある。本報告書の第1章、第2章で示し
たように、危険な気候変動は貧しい国々におけ
る貧困拡大につながり、そして人類全体に壊
滅的なリスクをもたらす。このような結果を避け
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ることは、人間開発に関わる挑戦であり、さら
には地球と国家の安全保障の至上命題である。
　これまでの歴史において、国家政府は安全
保障上の脅威に対し、大胆かつ革新的な計画
で対処してきた。危険を減らす技術を市場が創
出・活用するのを待つことは、選択肢と見なさ
れていなかった。1932年にアルバート・アイン
シュタインが残した有名な言葉がある。「核エ
ネルギーが得られるようになることを示すもの
は、わずかばかりもない」。そのわずか10年少
し後、連合国はマンハッタン計画を立ち上げた。
国家安全保障上の至上命題であるという認識
の下、世界最高の科学者たちを集めた20 0億
米ドル規模（20 0 4年の米ドル価に換算）のこ
の研究計画は、技術のフロンティアを押し広げ
た。同じことがアイゼンハワー大統領とケネディ

大統領の下でも起こった。冷戦下の東西対立と
国家安全保障上の懸念が、政府主導の野心的
な研究開発につながり、最終的にアポロ宇宙
計画へと至ったのである。106

　低炭素への移行を達成するための研究開発
努力との対照性は一目瞭然である。OECD 諸
国におけるエネルギー部門への投資は現在、
実質ベース（20 0 4年の米ドル価）で198 0年代
初頭の水準の約半分でしかない。107　各産業の
売上高に対する研究開発投資の比率を見ると、
電力業界は自動車業界の6分の1未満、エレク
トロニクス業界の30分の1である。さらに研究
投資の配分にも問題がある。研究開発への公
共投資は原子力が中心であり、現在でも全体
のほぼ半分を占めている。
　このような研究開発のあり方は、一連の要因

パーム油とバイオ燃料の開発── 1つの戒めBox3.9

　バイオ燃料の普及促進に対するEU
の野心的な目標は、パーム油を含めた
穀物と植物油の生産に強力なインセン
ティブを生み出した。拡大するEU 市
場への参入機会は、東アジアでのパー
ム油生産への投資急増に反映されてい
る。これは人間開発にとって朗報なの
だろうか。
　現状では、そうではない。アブラヤ
シは、とりわけ小規模な農林業によっ
て、環境の持続可能性と社会的責任を
両立させつつ栽培することができる。
西アフリカにおける栽培の大部分は、
このカテゴリーにあてはまる。しかし多
くの国々における大規模な単一作物プ
ランテーションは、良好な記録を残し
ていない。そして最近のアブラヤシ栽
培の増加の大部分は、そのようなプラ
ンテーションによるものである。
　EUの再生可能エネルギー目標が新
たな市場インセンティブを生み出す以
前から、アブラヤシの栽培は急ペース
で拡大していた。2005年までに作付
面積は世界全体で1200万ヘクタール
に達し、1997年以降ほぼ倍増していた。

主要産地はインドネシアとマレーシアで
あり、インドネシアはパームヤシ栽培を
目的とする森林伐採で世界一のペース
を記録している。1990年以降のイン
ドネシアにおける森林バイオマスの二
酸化炭素排出量は23億トンである。
EUのバイオ燃料の原料需要は、アブ
ラヤシ栽培の拡大にさらなる拍車をか
けると見られる。欧州委員会の予測に
よると、2020年にはバイオディーゼ
ル燃料の供給量の約25％が輸入でま
かなわれ、総輸入量1100万トンのう
ち360万トンをパーム油が占める見通
しにある。
　パーム油の輸出は重要な外貨獲得源
となっている。しかしプランテーション
栽培の拡大は、重い社会的・環境的
代償を伴っている。伝統的に現地住民
が利用してきた広大な森林が収用さ
れ、林業会社はしばしばアブラヤシ栽
培を名目上の理由にして森林を伐採し
ている。
　パーム油価格が高騰するなか、野心
的な栽培拡大計画が打ち出されてい
る。一例がインドネシアのカリマンタ

ン・ボーダー・オイルパーム・プロジェ
クトで、ボルネオ島の森林300万ヘク
タールの転用を図る。すでに開発権益
は企業側に与えられている。現地住民
の保護は国の法令と業界の自主ガイド
ラインにうたわれているが、その実施は
控えめに見ても不規則的で、まったく
無視されているケースもある。アブラヤ
シの栽培地として認められた区域には、
現地住民が利用する森林地区が含ま
れ、土地と森林を失った人々の姿を伝
える報告が続出している。
　他の多くの国 と々同様、インドネシア
の司法プロセスは時間がかかり、法務
費用は現地住民の負担能力を超えてい
る。そして影響力をもつ投資家と政界
エリートとの結びつきが、森林住民の
権利保護を困難化している。このよう
な状況の中、EUは自らのエネルギー
政策が他国の人間開発の先行きに及ぼ
す影響を慎重に考慮する必要がある。
出典：Colchester et al. 2006a, 2006b; 
Tauli-Corpuz and Tamang 2007.
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に理由をたどることができる。ことに電力業界
は、少数の事業者による大規模発電施設の保
有を特徴とし、市場競争は限定されている。
化石燃料と原子力による発電への手厚い補助
金は、再生可能エネルギーなど他分野への投
資に対する意欲を強烈にそぐものとなった。そ
の結果、エネルギー部門は技術革新の遅さを
特徴とし、石炭・天然ガスによる発電の中核
的技術の多くが30年前のままの水準にとどまっ
ている。

石炭における「勝者の選択」

　石炭分野の動向は、気候変動緩和における
技術的な問題を切り抜ける可能性と、進歩の
遅さとを同時に示している。石炭火力発電の規
模は現在、世界全体で約120 0GW、発電に
伴う二酸化炭素排出総量の40％を占めている。
天然ガスの価格が上昇するなか、石炭資源は
世界に広く散在するため、世界のエネルギー生
産に占める石炭の割合は拡大していく可能性
が高い。石炭火力発電は、世界を危険な気候
変動の境界線の向こうに押しやる力となるおそ
れがある。しかし同時に、それはチャンスをも
たらすものでもある。
　石炭火力発電所は、熱効率においてかなり
のばらつきがある。108　技術による差はあるが、
熱効率の向上は、より少ない石炭、そしてより
少ない炭素排出で、より多くの電力を生み出す
ことを意味する。現在もっとも効率の高い発電
所は、熱効率が約45％に及ぶ超臨界圧技術を
用いている。199 0年代に開発されたガス化複
合発電（IGCC）という技術で、石炭または他の
燃料から作る合成ガスを燃やすことで排気を
浄化している。199 0年代にEUと米国で、公
的助成金によって5カ所の実証プラントが造ら
れた。これらの発電所は、最高水準の従来型
発電所と同等の熱効率を実現し、環境性能も
高水準に達している。109

　IGCCは気候変動緩和にどう結びつくのか。
石炭に関する真の潜在的ブレークスルーは、
炭素回収・貯留（CCS）と呼ばれる処理技術に
ある。この技術を使えば、化石燃料の燃焼に

よる排出ガスを分離して液体化または固体化
し、船やパイプラインで貯留できる海底岩盤
下、炭田・油田の廃鉱といった場所へ運ぶこと
が可能になる。石炭火力発電所にCCS 技術
を用いれば、二酸化炭素排出量をほぼゼロに
することができる。理論的には、CCS 技術は
既存のすべての石炭火力発電所に導入可能で
ある。しかし現実としては、技術的にもっとも
導入に適するのは IGCC 型発電所であり、コス
トも圧倒的に安くすむ。110

　1つの技術だけで気候変動緩和に特効的な
成果を生み出すことはできず、したがって「勝
者の選択」は危険である。しかしそれでも、
CCSは石炭火力発電の炭素排出抑制の最大の
切り札として広く認められている。大規模な
CCS の開発と導入によって、石炭使用の拡大
を持続可能な炭素収支に沿わせることができ
る。順調にいけば、発電所だ
けでなく、セメント工場や石油
化学施設でも炭素の回収を実
現できる。
　EUと米国で官民協力によっ
て運営されているモデルプラントでは、いくつ
かの課題や不明点が残されてはいるものの、
CCS 技術の実用可能性が示されている。111　た
とえば、海底岩盤下への二酸化炭素貯留は国
際会議のテーマに取り上げられている一方で、
安全性への懸念として漏出の問題が指摘され
ている。実証プロジェクトが前向きの結果を残
している半面、現状はまだ必要な水準まで達し
ていない。CCS 技術の導入は、かなりゆっくり
としたペースで行われる見通しにある。現時点
での計画では、2015年までに操業開始となる
CCSプラントは11カ所にすぎない。そのため、
抑制される炭素排出は二酸化炭素換算で150 0
万トン、石炭火力発電に伴う総排出量のわず
か0 .2％にとどまる。112　このペースでは、危険
な気候変動の回避をめざす地球温暖化との戦
いにおいて、主戦力の戦線参加が遅れすぎて
しまう。

　CCS 技術の開発と投資の加速化に対する障

石炭に関する
真の潜在的ブレークスルーは、
炭素回収・貯留（CCS）
と呼ばれる処理技術にある。
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害は市場にある。CCS技術の早期の導入には、
それに対応する発電技術が必要だが、その技
術がまだ広く普及していない。とくに IGCC 型
発電設備が研究開発投資の不足によって、ま
だ完全に商業化されていない。かりに現時点
で CCSが完全に実用化されたとしても、コス
トが導入の大きな障害となる。新型発電所の
資本コストは、従来型発電所のそれを最大で
10億米ドル上回ると推算されている。ただし、
その差には大きな幅がある。新しい IGCC 型
発電所にCCSを導入する場合は、従来型の発
電所に導入する場合よりもはるかに低コストで
すむのである。また炭素の回収についても、
石炭火力発電所の稼働コストを35 ～ 60％押
し上げると推算されている。113　政府が行動を
起こさなければ、このようなコスト面での障害
が導入を遅らせ続けることになる。

石炭パートナーシップ──あまりに少なく、あまり

に限定的

　石炭火力発電の技術的転換
に対する障害の一部は、炭素
の価格化によって取り払うこと
ができる。現在、従来型の石
炭火力発電所は、ただ1つの

単純な理由で商業的優位性を保っている。す
なわち、気候変動に及ぼす影響が価格に反映
されていないことである。二酸化炭素排出1ト
ンにつき60 ～10 0米ドルの税金を課すか、厳
しいキャップ・アンド・トレード制度を導入すれ
ば、石炭産業のインセンティブ構造が変わり、
排出量の多い発電所が不利な立場に置かれる
ことになる。エネルギー政策における低炭素へ
の移行においては、税制上のインセンティブを
通じた投資拡大への市場条件創出が、前提の1
つとなる。
　米国における政策は、その方向に動きだして
いる。20 0 5年エネルギー法により、石炭ガス
化への補助金制度を含む予算規模20億米ド
ルのクリーン石炭火力イニシアティブが開始さ
れ、それとともに IGCC 型発電所の建設申請
が大きく増えている。114　また新型石炭火力発

電所への民間投資9件に税額控除が認められ
た。官民協力も始まっている。一例が、環境
省と州政府と民間企業の連携による7つの「炭
素隔離地域パートナーシップ」で、今後4年間
にわたるプロジェクト規模は総額約1億450 0
万米ドルに及ぶ。もう一例は「フューチャージェ
ン（未来の発電）」計画で、米国初の超低排出
型発電所を2012年に完成させるという官民協
力プロジェクトである。115

　EUもCCS の開発環境整備に動いている。
「ゼロエミッション化石燃料に関する欧州技術
プラットフォーム」の創設により、政府、産業界、
研究機関、欧州委員会を1つに束ねる枠組み
が生まれた。目標は、2015年までに最大12
カ所の実証プラントを建設・稼働させたうえで、
202 0年以降は新設石炭火力発電所のすべて
に CCS を導入することである。116　2 0 0 2 ～
0 6年の CCS 技術開発投資は、総額約70 0 0
万ユーロ（880 0万米ドル）と見られる。117　しか
しEUの現行の研究開発計画では、20 0 7～
12年にCCS 技術を優先課題とするクリーン化
石燃料技術の研究開発に最大4億ユーロ（5億
米ドル）が投じられることになっている。118　米
国と同様、さまざまな実証プロジェクトが進行
中で、ノルウェーと英国は北海油田での炭素貯
留に共同で取り組んでいる。119

　新たな官民協力は重要な成果を生み出してい
る。しかし石炭産業における技術革新を加速
化するには、さらに大幅に野心的な取り組みが
必要である。米国のピュー気候変動センター
は、技術の実用性を検証して早期の商業化に
必要な条件を整えるために、今後10年で米国
国内に30カ所の実証プラントを設ける必要が
あるとしている。付加コストは230億～30 0億
米ドルと推算されている。120　ピュー気候変動
センターは、このコストをカバーするために、
発電事業への低額課金による信託基金創設を
提案している。資金調達とインセンティブ構造
についてはさまざまな方法が考えられるが、
2015年までに実証プラント30カ所という目標
は、米国にとって達成可能なものである。EU
も政治の指導力があれば、同様の水準の目標

現在、従来型の石炭火力発電所は、
ただ1つの単純な理由で
商業的優位性を保っている。
すなわち、気候変動に及ぼす影響が
価格に反映されていないことである。
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を達成できるはずである。
　懸念すべき危険は、公共政策上の失敗によっ
て、CCSの開発と導入にさらなる障害が生じる
ことである。CCS の導入はコストの上昇を伴う
ため、発電所改修の投資判断として導入を見
送る動きが広がる可能性がある。長期的な炭
素価格のシグナルと、低炭素発電に対するイン
センティブ構造がなければ、電力会社はCCS
への移行をさらに困難にする判断を下すかもし
れない。
　となると、またしても好機がついえてしまう
おそれがある。EUでは既存の石炭火力発電
所の約3分の1が、今後10 ～ 15年に技術的

耐用期限を迎える。121　石炭が復権している米
国では、203 0年までの石炭火力発電所の新
設申請または計画が150件を超え、見込み投
資額は合計約145 0億米ドルに及んでいる。122

　EUでも米国でも、老朽化した石炭火力発
電所の更新は、CCS への早期移行を可能にす
る環境を生み出す。この好機をとらえるには、
エネルギー政策において大胆に踏み出す必要
がある。政策に求められるのは、実証プロジェ
クトへの投資拡大、炭素課税の導入または
キャップ・アンド・トレード制度の強化に関する
明確な方針、そして非 IGCC 型発電所の建設
に対する制限規制である。

4 国際協力の中核的役割

　国際協力は、人間開発と気候変動緩和に広
範な「ウィン‐ウィン」の筋書きをもたらす道へ
の扉を開くことができる。優先分野の1つは、
途上国における低炭素発電に対する財政的・
技術的支援である。この分野における協力は、
エネルギーへのアクセス拡大と効率改善をもた
らし、炭素排出の抑制とともに貧困削減努力
の支援にもつながる。森林破壊もまた好機に
変えうる問題である。熱帯雨林の破壊に歯止
めをかけるための国際的行動は、地球の炭素
量抑制と同時に、広範な社会的・経済的・環
境的メリットも生み出す。
　現在の取り組みは、国際協力の潜在力を解
き放つまでに至っていない。国連気候変動枠
組み条約（UNFCCC）の下で、国際協力は気
候変動緩和における中核要素と特定された。
先進国は、「環境的に健全な技術の移転および
それに対するアクセスの支援と促進とファイナ
ンスのため、適正に実行可能なあらゆる措置を
取る」ことを公約した。123　2001年にはマラケシュ
合意が成立し、技術移転の公約がさらに実質
性を帯びることになった。しかし実施は公約に
届いておらず、求められる野心度からはさらに
遠い状態にある。森林破壊に対する取り組み

の進捗状況も同様に思わしく
ない。
　京都議定書の次の実施期間
をめぐる協議は、この構図を
変える好機である。喫緊の優
先課題は2つある。第1に世界は、途上国にお
ける低炭素エネルギーへの移行を支援する戦
略を必要としている。先進国はこれを慈善行為
としてではなく、地球温暖化に対する保険、あ
るいは人間開発への投資と見なすべきである。
　低炭素エネルギーの普及を促すための資金
と技術の移転に一貫した国際的戦略が存在し
ないなか、途上国にとって、炭素排出を制限す
る多国間合意に加わるべきインセンティブはほ
とんどない。世界では現在16億人が電気のな
い生活をしており、多くの場合女性たちが燃料
用の薪や牛糞を集めるために何キロも歩いてい
る。そうした人々を代表する政府に、エネル
ギーへのアクセス拡大の障害となる中期的な炭
素排出制限の受け入れを期待することは、非
現実的で非倫理的である。さらに加えて、貧
困削減の国際公約とも矛盾する。
　第2の優先課題は、森林破壊に対する戦略
の策定である。炭素市場と資金移転だけでは、

優先分野の 1つは、
途上国における低炭素発電に
対する財政的・技術的支援である。
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この問題に答えられない。しかしこの2つは、
現状において森林破壊を促進し、人間と地球
に悪影響を及ぼしている屈折した意欲を減少さ
せるのに役立つ。

技術移転とファイナンスの役割の拡大

　多くの国々で、エネルギー効率の低さが人間
開発と経済成長を損ねている。効率の改善は、
より少ない燃料で、そしてより少ない排出で、
より多くの電力を得る手段である。豊かな国々
と貧しい国々の間のエネルギー効率格差を早
急に縮めることは、気候変動緩和に強力に作
用し、また人間開発のための力としても作用し
うる。
　石炭はこの点を強く物語っている。途上国の
石炭火力発電所における熱効率は平均約
30％、OECD 諸国のそれは36％である。124　

この数字は、開発途上国にお
ける単位発電量当たりの二酸
化炭素排出量が、先進国のそ
れの1.2倍であることを意味し
ている。OECD諸国の石炭燃

焼温度が高く廃棄物量が少ない最新鋭の超臨界
圧発電所は、45％の熱効率を実現している。125　

今後の石炭火力発電所からの炭素排出量は、
全体の効率に影響を及ぼす技術的選択に大き
く左右される。途上国の発電所の平均効率を
新型発電所並みに引き上げれば、途上国の石
炭火力発電による二酸化炭素排出量を半減す
ることができる。126

　効率改善が排出削減に及ぼす影響の大きさ
は、中国とインドに好例を見ることができる。
両国とも、エネルギー源の多角化と再生可能エ
ネルギーの拡大を図っている。しかし依然とし
て発電エネルギー源では石炭が主力の座を占
め続け、この2カ国だけで203 0年までの世界
の石炭需要増の約80％を占める見通しにある。
両国とも石炭火力発電所の平均熱効率は上昇
しているが、それでも約29 ～ 30％にとどまっ
ている。127　この熱効率水準による石炭火力発
電の急速な拡大は、気候変動への壊滅的事態
を意味する。発電所新設に大規模な投資が行
われているなか、効率水準の引き上げによって
壊滅的事態を回避する活路がある（表3 .3参
照）。より少ない石炭からより多くのエネルギー
を得ることは、経済と環境と気候変動緩和に
広範なメリットをもたらすことにつながる。
　中国とインドの状況は、国家のエネルギー安
全保障と地球の気候安全保障との緊張関係を
浮き彫りにしている。石炭はその中心に位置す
る。中国は今後10年の間に世界最大の二酸化
炭素排出国となる。128　さらに、中国の総発電
力は2015年までに約518GW拡大し、現在
の2倍の水準に達する。さらに IEAの予測で
は、203 0年までに約60％増加する見通しに
ある。2015年までの発電力の増加分は、現
在のドイツと日本と英国の合計発電力に匹敵す
る。そして、203 0年までの増加分の約75％
は石炭火力発電によるものとなる。
　インドでも石炭火力発電の増強が進んでい
る。20 0 6 ～15年の10年間に、インドの発電
力はほぼ10 0GW拡大する見通しだが、この
増加分は現在のカリフォルニア州の発電力のほ
ぼ2倍に相当する。そして増加分の大部分を石
炭が占める。IEAの予測では、2015 ～ 30年
にインドの石炭火力発電はさらに倍増する。中
国もインドも人口1人当たりの炭素排出量では
今後ともOECD諸国のそれを大きく下回るが、
現状の炭素集約型のエネルギー拡大は気候変
動緩和の取り組みにとって懸念材料である。
　エネルギー効率の改善は、気候変動の脅威
を緩和の好機へと変える可能性を秘めている。

二酸化炭素概算排出量
（1キロワット時当たり、

単位：グラム）

中国の平均値を
基準とした削減率
（単位：％）

耐用期間通算の
二酸化炭素排出削減量
（単位：100万トン）a

石炭火力発電
中国の石炭火力発電の平均値（2006年） 1140 – –

世界標準 892 22 73.3

新型のクリーンな石炭火力発電 733 36 120.5

炭素回収設備を備えた超臨界圧発電 94 92 310.8

表3.3 炭素排出量と石炭火力発電技術との関係

出典：Watson et al. 2007.

a. 耐用期間通算の排出削減量は、1ギガワット級の発電所が40年間、平均85％の出力で稼働した場合と、同
規模の発電所が現在の中国の平均熱効率（29％）で稼働した場合とを比較している。

開発途上国における
単位発電量当たりの
二酸化炭素排出量が、
先進国のそれの 1.2 倍である
ことを意味している。
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ここでは、20 0 4 ～ 30年の中国とインドに関す
るIEAのシナリオと、国際協力の強化を前提
としたより前向きなシナリオとを比較して、この
可能性を示していく。どんなシナリオも前提に
よって変わるが、私たちの分析結果は、途上国
におけるエネルギー政策の改革を支援する多
国間行動のメリットと、行動を取らない場合の
代償との両方をまざまざと浮き彫りにしている。
　エネルギー効率改善のための中程度の改革
でも、かなりの排出削減につながりうる。IEA
は、現状の継続を前提として将来の排出を見
通す「基準シナリオ」と、政府がエネルギー部
門の改革を拡充する「代替シナリオ」とを比較し
ている。そのような改革の下では、中国とイン
ドにおける石炭火力発電の全体効率は現在の
約30％から203 0年までに38％へと向上する。
改革の大部分は、需要抑制を図る既存の対策
を強化するものである。
　さらに前向きなシナリオを想定することは可
能だし、エネルギー効率基準は強化できる。
低効率の老朽化設備の廃止を前倒しし、新型
の超臨界圧発電設備と IGCC 技術を導入すれ
ば、炭素の回収・貯留への早期移行の道を切
り開くことができる。もちろんこの選択肢には、
追加財源と技術力の強化が求められる。しか
し、それだけの成果も生まれることになる。
　私たちは IEAのシナリオの域を超えて、低
炭素排出・高効率の石炭火力発電へのさらな
る早期移行を考えている。具体的には、現在
のOECD諸国における最高レベルの発電設備
の水準である2030年までに平均効率を45％に
まで引き上げることである。同時に私たちは別
の要素も付加した。CCS 技術の早期導入であ
る。私たちは、2015 ～ 30年に新設される発
電設備の20％にCCSが導入されると前提して
いる。
　これらの前提は大胆かもしれないが、技術
的実現性の範囲を踏み越えてはいない。気候
変動緩和の視点に立つと、実現される排出削
減には大きなものがある。
● 中国　2030年までに中国における排出量は、
二酸化炭素換算で IEAの基準シナリオの水

準を18億トン下回ることになる。この数字は、
現在のEUにおけるエネルギー関連の二酸
化炭素排出量の約半分に相当する。別の言
い方をすれば、途上国全体の二酸化炭素排
出量が IEAの基準シナリオの水準を10％下
回ることになる。

● インド　効率改善はインドにおいても大きな
排出抑制をもたらす。すなわち、203 0年の
二酸化炭素排出量で IEAの基準シナリオを
5億30 0 0万トン下回ることになる。この数
字は、現在のイタリアの排出量を上回る。
　いずれも、発電部門における効率改善を通
じた早期の排出抑制の可能性を示している（図
3.8参照）。重要な点として、上に挙げた数字は、
エネルギー効率改善を通じた気候変動緩和へ
の効果を完全な形では表してはいない。理由

石炭の効率改善が二酸化炭素排出削減をもたらす図3.8

資料：Watson 2007.

中国
IEAの基準
シナリオ

IEAの代替政策
シナリオ

技術力強化の
シナリオa

インド

0 1,000 2,000 3,000 4,000 5,000

2030年の石炭火力発電による二酸化炭素排出量の見通し（単位：100万トン）

IEAの基準
シナリオ

IEAの代替政策
シナリオ

技術力強化の
シナリオa

a. IEAの代替政策シナリオに基づくが、石炭火力発電が平均45％の熱効率で行われ、また新設発
電所（2015～30年）の20％にCCS（炭素回収・貯留）が導入されることを前提としている。

単位生産量当たりのエネルギー消費
（もっとも効率的な国を100とする） 鉄鋼 セメント アンモニア
日本 100 100 –

ヨーロッパ 110 120 100

米国 120 145 105

中国 150 160 133

インド 150 135 120

現在の最高水準技術 75 90 60

表3.4 産業界のエネルギー効率の大きな差

資料：Watson et al. 2007.
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中国における石炭・エネルギー政策の改革Box3.10

　世界でもっとも急速な経済成長、世
界の5分の1に及ぶ人口、そして炭素
集約度の高いエネルギーシステムをか
かえる中国は、気候変動に対する取り
組みにおいて決定的に重要な地位を占
めている。中国は世界第2の二酸化炭
素排出大国であり、さらに最大の排出
国米国を追い抜こうとする勢いにある。
しかし同時に人口1人当たりの二酸化
炭素排出量では、米国のわずか5分の
1、先進国全体の平均の3分の1という
低水準にある。
　気候変動は中国に対して、相互に関
係する2つの大きな挑戦を突きつけて
いる。第1の挑戦は「適応」である。す
でに中国は、気候変動の大きな打撃を
受けている。極端な気象現象の頻度が
増し、東北部の旱魃、揚子江中・下流
域の洪水、上海をはじめとする沿海部
の大都市における水害などに見舞われ
ている。先行きを見通せば、中国は気
候変動の非常事態に直面していると
言っても過言ではないだろう。三大穀
物の小麦、コメ、モロコシの収穫量は、
気温上昇と降雨パターンの変化によっ
て減少する見通しにある。中国西部の
氷河は2050年までに27％縮小する
と予測される。すでに生態系が世界最
悪級の危機に瀕している中国北部を含
めて、いくつかの水系で流水量が大幅
に低下する見通しにもある。
　これらのシナリオが示すように、中
国は地球の気候変動緩和への取り組み
を支えることに大きな国益がかかってい
る。中国にとっての挑戦は、人間開発
を損なうことなく、高度経済成長の中
で二酸化炭素排出の軌道を変えること
である。現在、排出量は急増の勢いに
ある。IEA（国際エネルギー機関）の予
測では、中国の二酸化炭素排出量は
2030年までに倍増して104億トンと
なる。中国政府は第11次5カ年計画
の下、排出量削減に向けて広範な目標
を定めている。
● エネルギー集約度　現行の目標に

は、2010年までにエネルギー集約
度を2005年比で20％低減するこ
とが盛り込まれている。この目標を
達成すれば、2020年までに二酸
化炭素排出量を15億トン削減するこ
とができる。しかしこれまでの進捗
状況は見込みを下回り、必要水準の
約25％にとどまっている。

● 大企業　2006年に国家発展改革
委員会（NDRC）は、「トップ1000
企業計画」という大規模なプログラム
を打ち出した。これは、エネルギー
効率改善計画に対する監視を通じ
て、大企業のエネルギー効率向上を
図る取り組みである。

● 先端技術イニシアチブ　中国は現
在、エネルギー効率の向上とCCS
への早期移行を可能にする IGCC 技
術の開発に積極姿勢を取りはじめて
いる。しかしながら、実証プロジェ
クトが認可される一方で、商業的リ
スクに関わる制約と不確実性から進
行が遅れている。

● 低効率の発電所および国有企業の
廃止　2005年において中国の
6911の石炭火力発電所のうち、
300メガワット以上の出力をもつの
は333カ所だけであり、残りの多く
は100メガワットを下回っている。
これら小規模の発電設備はタービン
が旧式で、低効率で炭素排出量が多
い。NDRC の計画では2010年ま
でに、出力50メガワット以下の低
効率な小規模発電所の廃止を進める
ことになっている。同時に、鉄鋼・
セメントなどの分野における非効率
な工場の閉鎖も計画目標として掲げ、
地方や省ごとに削減数を定めている。
2004年の鉄鋼生産1トン当たりの
石炭消費量は、大・中規模製鉄所の
705キロに対し、小規模製鉄所は
1045キロに及んでいる。

● 再生可能エネルギー　2005年に制
定された再生エネルギーに関する法
律の下、中国は2020年までに、第

1次エネルギーに占める再生可能エ
ネルギーの割合を17％に高める国家
目標を掲げている。これは現在の2
倍以上の水準である。その中心とな
るのは水力エネルギーであるが、風
力とバイオマスに野心的な目標が定
められ、経済的インセンティブと補
助金制度が取り入れられている。
　これらは野心的な目標である。それ
を具体的にエネルギー市場における成
果へと結実させることには、困難が伴
うであろう。たとえば2002 ～ 04年
に新設された発電設備の3分の1以上
が、かなり小規模（出力200メガワット
以下）で効率の低い発電所である。こ
の結果は、エネルギー政策における統
治上の困難を指し示している。
　現実として中国の石炭火力発電の拡
充は、中央政府の統制を離れ、国の
基準を守らない地方政府の管轄下に置
かれている。同様に、政府の規制権限
が及ぶ大規模企業とそれ以外の小規模
企業の間には、きわめて大きな効率格
差がある。
　エネルギー効率の改善と炭素集約度
の低減には、中国における継続的改革
が求められる。しかし同時に、効率改
善、再生可能エネルギー、炭素削減の
重視へと傾く現在のエネルギー改革の
方向性は、気候変動問題における国際
協力・対話に道を開くものである。中
国がもっとも早急かつ大幅な二酸化炭
素排出量削減を促す石炭技術を導入す
ること、そしてもっとも早くCCSへ移
行することには、世界全体の利益がか
かっている。多国間の資金援助と技術
移転は、低炭素への移行の増分コスト
負担、インセンティブの創出、技術開
発の支援を通じて決定的に重要な役割
を果たしうる。
出典：CASS 2006; Li 2007; Watson 
et al. 2007; World Bank 2006d.



危険な気候変動を避ける       181  

3

インドにおける脱炭素化の進展Box3.11

　過去20年間の急速な経済成長は、
インドにおける貧困削減に空前の好機
を生み出している。持続的成長は、根
深い社会的不平等に対する政策ととも
に、インドの人間開発における赤字克
服の基礎的要件でもある。しかし経済
成長を支えるのに必要なエネルギー政
策と、地球の気候安全保障との間には、
緊張関係が存在するのではないか。
　地球の気候変動緩和という視点に立
てば、世界第2位の人口を擁する国に
おける石炭エネルギー主導の急速な経
済成長は、明らかな挑戦である。しか
しそれはまた、国際協力の好機をもた
らすものでもある。
　インドは現在、世界第4位の二酸化
炭素排出国である。1990 ～ 2004
年にインドの排出量は97％増加、世
界有数の増加率を記録している。しか
し人口1人当たりのエネルギー消費量
は、低水準からの増加となっている。1
人当たり平均消費量は石油換算で439
キロ相当（kgoe）と、中国の水準の半
分にも及ばない。米国は7835kgoe
である。人口1人当たりの炭素排出量
では、インドは世界第128位である。
　このような数字の背景にあるエネル
ギー不足は、人間開発に重い意味をも
つ。インド国民の半数、約5億人は、
電気を使わずに生活している。家庭レ
ベルでのエネルギー利用の低さは、バ
イオ燃料への依存度の高さに表れてい
る（図参照）。その一方で慢性的な電
力不足と供給不安定が、経済成長と生
産性と雇用への足かせとなっている。
インド全体の消費ピーク時における電
力不足率は平均12％に及ぶ。
　インドの開発計画の中で、エネル
ギーは中核的位置にある。第11次5
カ年計画は、年率8～ 9％以上の経済
成長の維持を目標に掲げる。この水準
では電力生産も倍増させなければなら
ない。さらに長期的に、現在のペース
で2030年まで経済成長を維持するに
は、エネルギー生産を5倍に拡大する

必要がある。
　増分の大半は石炭によってまかなわ
れることになる公算が大きい。世界の
確認埋蔵量の約10％に及ぶ豊富な国
内資源量と、エネルギー源の安定輸入
に対する懸念から、インドでは石炭優
先が続くであろう。現状の継続を前提
とするシナリオでは、電力供給に占め
る石炭の割合と二酸化炭素排出量が
増加することになる。石炭由来の排出
量は、二酸化炭素換算で2004年の7
億3400万トンから2015年には10
億7800万トン、2030年までには
17億4100万トンに増加する見通しに
ある。
　この軌道を根本的に変えることは可
能である。インドではエネルギー効率
の低さが、エネルギー供給および電力
へのアクセスの拡大の足かせとなると
同時に、炭素排出量を押し上げている。
国家計画委員会の分析では、インドは
現状の3分の1の燃料で同水準の電力
生産を行うことができる。本章におい
て示したように、効率の改善は大幅な
炭素排出量削減をもたらすことができ
るのである。
　石炭部門における低効率性の一因は
技術にある。インドの石炭火力発電の
約90％は低臨界圧型設備によって行
われ、その大部分は小規模発電所にあ
る。そうした発電所の効率改善は、イ
ンドのエネルギー部門、そして地球の
気候変動緩和にメリットをもたらすこと
になる。
　効率改善に求められる条件の1つは、
国内政策の改革である。インドの電力
部門は、発電と配電の両方を握る巨大
な独占企業に支配されている。大半の
国営電力会社は経営状態が悪く、年間
損失率は平均で40％に及んでいる。
赤字の原因は電力料金徴収率の低さ、
農業用電力の大幅な割引制度（恩恵の
大半は高所得の農家が得ている）、よ
り広い意味での非効率性である。そし
てその結果、電力会社は技術改善に必

要な資金力を欠く状態にある。
　現在の改革はこうした問題に向けら
れている。2003年電力法によって、
より効率的で公平な電力料金制度の枠
組みが定められた。新たな規制体系も
確立され、一部の州たとえばアンドラ・
プラデシュ州やタミルナドゥ州は、発
電、送電、配電への分割によって電力
業界に競争を導入しはじめている。
　インドにおけるエネルギー改革は国
際社会にとっても、気候変動緩和の目
標達成に資する政策を支援する好機と
なる。クリーンな石炭技術とベスト・プ
ラクティスの国際標準の早期導入に
よって、インドはエネルギー需要の高ま
りに対応しつつ、炭素排出の軌道を修
正することができる。
　本報告書のためにタタ・エネルギー
研究所が行った調査研究によると、低
炭素のエネルギー生産へ早急に移行す
るためには、2012 ～17年の期間に
投資を現行計画よりも年間約50億米
ドル増額する必要がある。本章で説明
したような多国間のメカニズムを通じて
そうした資源を動員することによって、
インドのエネルギー効率と地球の気候
変動緩和に「ウィン‐ウィン」の結果を
生み出すことができる。
出典：Government of India 2006a, 
2 0 0 6 b; Mathur and Bhandari 
20 07; Watson et al. 20 07.

伝統的エネルギー源が
依然として支配

エネルギー消費（1999年7月～2000年
6月、全体に占める割合〈単位：％〉）

薪・木片電気

牛糞

灯油
石炭 液化石油ガス

（LPG）

出典：Government of India 2006a.
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の1つは、私たちの代替シナリオは石炭だけを
対象にしていることである。たとえばこの他に
も、天然ガスと再生可能エネルギーの技術革
新によって、かなり大幅なエネルギー効率改善
と二酸化炭素削減の余地がある。また重工業
やセメントなど、炭素集約型産業における技術
的ブレークスルーを通じた効率改善にも大きな
可能性がある（表3 .4参照）。さらに私たちの
シナリオは、203 0年という1年における将来
像を静的に描いたものである。排出削減のメ
リットは、排出増加の代償と同様、累積的なも
のである。とくに CCS 技術の早期導入は、
203 0年以降の期間にきわめて大きな累積効果
を生み出しうる。
　中国とインドに的を絞ったことも結果を小さく
している。私たちが代替エネルギーのシナリオ
をこの2カ国だけにあてはめたのは、世界の排
出に占める両国の大きさゆえであるが、実際に
は他の国々にも意味をもつ。
　一例として南アフリカ共和国を見てみよう。
南アフリカの電力供給は低効率の石炭火力が
圧倒的中心であり（総発電力の90％）、経済に
おいては鉱業が大きな比重を占めている。南ア
フリカはサハラ以南のアフリカにおいて唯一、
炭素排出量で一部のOECD諸国を上回ってい
る。その排出量はフランスやスペインを上回り、
サハラ以南全域の排出量の3分の2に及んでい
る。129　南アフリカの石炭火力発電の平均効率
を45％にまで高めれば、203 0年までに1億
3000万トンの二酸化炭素を削減できる。中国、
インドと比べれば小さな数字だが、サハラ以南
地域（南アフリカを除く）のエネルギー関連の二
酸化炭素排出量の半分以上に相当する。130　南
アフリカ自身にとっても、石炭部門における効
率改善は喫緊の環境問題すなわち、石炭の燃
焼から生じる二酸化窒素と二酸化硫黄が引き
起こしている深刻な問題の1つへの対処につな
がる。131

　途上国でエネルギー効率が向上すれば、世
界全体にとって明らかなメリットをもたらすこと
になる。さらに気候安全保障が世界の人々に
とって善であるとすれば、エネルギー効率の改

善はその善に対する投資である。また、それ
ぞれの国にも大きなメリットをもたらしうる。た
とえば中国は、国民の健康被害を食い止める
べく、石炭火力発電所からの二酸化炭素排出
の削減に取り組んでいる（Box3 .10参照）。中
国では6億万人以上が WHO（世界保健機関）
のガイドラインを超える水準の二酸化硫黄にさ
らされ、都市部では呼吸器疾患が死因の第4
位となっている。インドでは国家計画委員会
が、電力部門の低効率性を雇用創出と貧困削
減の阻害要因として特定している（Box3 .11参
照）。132　このような例が示すように、中国もイ
ンドもエネルギー効率向上と汚染防止からメ
リットを得る立場にある。そして世界全体も、
効率改善に伴う二酸化炭素排出抑制からメリッ
トを得る立場にある。逆に、石炭火力発電の
エネルギー効率格差を埋められなければ、誰
もが損失をこうむる立場となる。
　「ウィン‐ウィン」の結果がもたらしうるものが
これほど大きいのだとしたら、なぜその結果を
実現するための投資が行われていないのだろう
か。根本的な理由は2つある。第1に、途上国
自身、資金調達の面でも能力も、さまざまな制
約に直面している。エネルギー部門において低
炭素への移行の道筋を定めるには、まだ商業
的実用化の初期段階にあるものも含めて、新
技術への大規模な先行投資が求められる。巨
額の資本コスト、高いリスク、高度な技術力の
必要性が相まって、新技術の早期導入に対す
る障害となっている。低炭素への移行に向け
て突破口を切り開くことには大規模な漸増コス
トを伴うが、途上国の多くは現時点でのエネル
ギー改革の資金調達に苦しんでいる。
　第2の障害は、国際協力の失敗である。途
上国における低炭素への移行が世界の気候安
全保障に大きなメリットをもたらすとしても、そ
の可能性を解き放つための国際的な資金提供
と能力構築のメカニズムが、依然として不十分
な状態にある。他の分野と同様にエネルギー
分野でも、国際社会が世界の公益に対する投
資戦略の確立にまだ成功していない。
　といっても、現在進行中の広範な計画の重
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要性を軽んじているわけではない。しかしここ
でも、石炭に関する経験が、現在の国際協力
の失敗を実証している。協力への取り組みこそ
広がっているものの、成果は大部分が対話レ
ベルにとどまっている。その一例が、「クリーン
開発に関するアジア・太平洋パートナーシップ」
である。これは中国、インド、日本、米国を
含む多数の国々が参加し、低炭素技術の開発
と普及の促進に取り組むものである。しかしこ
のパートナーシップは拘束力のある公約に基づ
いてはおらず、これまでのところ活動は情報交
換の域をほとんど出ていない。ほぼ同じこと
が、G8の「気候変動、クリーンエネルギーおよ
び持続可能な開発に関する行動計画」について
もあてはまる。
　とくに問題なのが、CCS 技術に関する協力
の立ち後れである。世界の公益という視点に立
てば、先進国が国内での CCS 技術導入を加
速化し、それをもっとも早急かつ低コストで途
上国が利用できるようにすることには、きわめ
て大きな利益がかかっている。現在のところ、
この分野における協力のもっとも具体的な事例
はおそらく「ニアゼロ・エミッションズ・コール・
プロジェクト」だろう。「気候変動に関するEU
‐中国パートナーシップ」の下に組まれたこのプ
ロジェクトは3期に分かれ、まず技術的選択肢
を探る3年間の実現可能性調査（2005～08年）
から始まっている。最終目標は、202 0年に実
証プラントを完成させることである。しかし進
捗は遅く、あと2期の実施計画はまだ詳細が発
表されていない。133　また「クリーン石炭」のプ
ロジェクトである米国の「フューチャージェン」
と、中国第3位の石炭火力発電会社・華能との
協力も、同様に先行きが不明確な状況にある。

失われた環──資金・技術移転の枠組み

　現在の取り組みが断片的な寄せ集め状態に
あるのは、資金と技術の移転のための統合化
された国際的枠組みが存在しないからである。
この枠組みの確立が喫緊の課題である。
　途上国のエネルギー政策改革に対する支援
を通じて気候変動緩和への取り組みを強化する

うえで、国際協力が役立ちうる分野はいくつか
ある。気候変動に関する国際連合枠組条約
（UNFCCC）の下で先進国は、資金、技術、能
力構築の3つの中核分野において、途上国が
講じている措置の「合意した増分費用を全面的
に満たす」ことを約束した。134　エネルギー政策
改革においては、国家的な資源の動員が今後
も最大の財政的牽引力であり続ける。その一
方で国際協力の焦点は、低炭素への移行を達
成するのに必要な増分資金コストと技術的能力
である。たとえば国際協力によって、「価格差」
を埋めるための資源を動員することができる。
ここでいう価格差とは、再生可能エネルギーや
石炭利用の効率改善による低炭素方式と、化
石燃料に基づく従来方式との間の格差である。

　根底にある問題は、途上国がすでに、エネ
ルギー政策において財政面で
の深刻な制約に直面している
ことである。IEAの推算によ
ると、電力供給だけで2010
年まで年間165 0億米ドルの
投資が必要であり、さらにその額は203 0年ま
で年率3％の割合で膨らんでいく。現在の政策
下で調達できる資金は、その半分未満にすぎ
ない。135　資金の不足は、人間開発にきわめて
大きな現実的影響を及ぼす。現在の流れが続
けば、203 0年の時点でも依然として14億人
が電気のない生活をしていることになる。そし
て世界人口の3分の1にあたる27億人が、バイ
オ燃料を使い続けていることになる。136

　途上国自らも、エネルギー部門の改革に関
わる広範な問題に取り組まなければならない。
多くの国々において、手厚い補助金の下でのエ
ネルギー価格と低水準の料金徴収率が、持続
可能な財政への障害となっている。電力補助
金は往々にして、その圧倒的大部分が高所得
層へと流れ込む結果となっている。理由の一端
は、電力が大規模な集中型配電網によって供
給され、貧困層にはアクセスが限られているこ
とである。エネルギーへの財政支出の公平化
と電源の分散化によって貧困層のニーズを満た

現在の流れが続けば、
2030 年の時点でも依然として
14億人が電気のない生活を
していることになる。



184      人間開発報告書 2007/2008

3

すことが、実効性のある改革の二つの基礎とな
る。しかし世界でもっとも貧しい国々に対して、
国内の貧困削減に必要不可欠なエネルギー投
資と、国際的な気候変動緩和の支えとなる低
炭素への移行の増分コスト負担の両方に対す
る財政力を期待することは、現実的でも公正で
もない。
　そのようなコストは、新技術に必要な資本、
電力生産のコスト増加、新技術の導入に伴うリ
スクと結びついている。どんな新技術もそうで
あるように、先進国においてさえまだ広く導入
されていない低炭素技術に伴うリスクと不確実
性は、途上国での導入の大きな障害となってい
る。137

　2 013年以降の多国間の枠組みは、このよう
な増分コストへの資金調達のメカニズムを含む
と同時に、技術移転を促進するものでなけれ

ばならない。コストの算定は
むずかしい。大づかみの推算
では、持続可能な炭素収支へ
の道筋に広く即した低炭素技
術へのアクセス拡大を促すた
めの追加投資コストは、途上国

全体で年間250億～ 500億米ドルに及ぶ。138　

しかし、この数字はあくまで推算である。
　国際協力に求められているもっとも喫緊の課
題の1つは、各国のエネルギー政策の計画をふ
まえたうえで、その国の財政見通しを詳細に把
握することである。
　正確な数字はどうあれ、技術と能力構築の
面での協力を伴わない資金の移転では十分で
はない。今後30年間、途上国のエネルギー部
門に必要な巨額の新規投資は、技術移転に窓
を開くものである。しかし技術の更新は、単純
な技術移転のプロセスでは達成されえない。
新技術には知識と能力の開発（たとえばメンテ
ナンス分野における）、そして技術の階段を昇
るための国家的能力の開発が伴わなければな
らない。これは、南南協力も含めた国際協力
が重要な役割を果たすべき分野である。
　資金、技術、能力構築における協力の強化
は、2013年以降のポスト京都議定書の枠組み

の信頼性にとって、決定的に重要である。そこ
での協力がなければ、世界は危険な気候変動
を回避するための排出軌道に乗れない。さら
に加えて途上国にとっては、財政的支援のない
状態では、大幅なエネルギー政策改革を求め
られる多国間合意に加わるべきインセンティブ
が、ほとんど存在しないことになる。
　歴史はいくつかの重要な教訓を示している。
環境に関する国際条約で最大の成功を収めて
いるのは、おそらく1987年のモントリオール議
定書である。オゾン層破壊物質の排出削減を
目的としたこの条約は、南極上空のオゾンホー
ル拡大への危機意識から、破壊物質の全廃を
目標に明確な期限を定めて結ばれた。途上国
の参加は、目標達成のための増分コストを先
進国が負担する多国間基金を通じて実現され
た。現在、モントリオール議定書の目標達成へ
の軌道から大きく逸脱している国はない。そし
て技術移転が、この結果の大きな理由の1つと
なっている。139　また、国際協力のメリットはオ
ゾンホールの縮小という事実に表れている。
　モントリオール議定書の下での経験は、気候
変動に対する多国間の取り組みに生かされてい
る。UNFCCC の下では、地球環境ファシリ
ティー（GEF）が気候変動緩和と適応への取り
組みのための資源動員の財政的手段となった。
適応（第4章参照）に関して資金規模には制約
があるとはいえ、GEFの下で管理されている
基金は、より大規模な投資のテコとなることが
実証されている。GEFは19 91年の設立以来、
30億米ドルの資金を配分するとともに、140
億米ドルの協調融資に実を結んでいる。
　現在の資源動員は、求められるペースでの
低炭素への移行を実現できる資金規模には達
していない。加えてGEFは、資金源を主とし
て自発的な資金貢献に頼り続けており、その
ため資金供与の見通しが立ちにくくなってい
る。もしGEF が、途上国の国有エネルギー部
門の改革支援を通じて、炭素排出削減にさらな
る中心的役割を果たすとするなら、資金貢献を
非自発的ベースに改める必要があるかもしれ
ない。140

京都議定書と
UNFCCCによる枠組みは、
国連のリーダーシップの下で
気候変動緩和に取り組む
世界的協力の主要な土台を
提供している。
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炭素市場をMDGsと持続可能な開発に結びつけるBox3.12

　先進国の排出量削減努力において、
キャップ・アンド・トレード制度がます
ます大きな役割を果たそうとするなか、
炭素市場が世界規模に飛び立とうとし
ている。企業と政府は、途上国におけ
る低コストの削減機会に目を配り続け
るだろう。炭素を通じての資金の流れ
は、世界の最貧国における持続可能な
開発と低炭素への移行の機会拡大に
寄与しうるのだろうか。
　京都議定書とともに現れた柔軟なメ
カニズムは、途上国の炭素市場への参
入機会を生み出した。CDM 市場は現
在の約50億米ドル規模からさらに拡
大していく。しかしCDMのプロジェク
トは、途上国のなかでも少数の大国に
極度に集中している。それらの国々は、
大規模産業における炭素削減を市場化
する能力を高めている。しかしその一
方で、最貧国はこれまでのところ素通
りされており、広範囲の持続可能な開
発への恩恵は限られている（図参照）。
　おそらくは驚くまでもなく、炭素市場
は、もっとも安い価格で炭素排出量削
減を提供する国々に資金を集中させて
いる。アフリカのサハラ以南地域は削
減クレジットの2％弱を占めるにすぎ
ず、2007年のプロジェクト予定も1カ
国だけにとどまっている。さらに、炭
素資金の流れは二酸化炭素ではなくハ
イドロフルオロカーボン（HFC）の名で
呼ばれる温室効果ガスに大きく偏り、
対象国も中国とインドに集中している。
HFCは排出削減クレジット全体の3分
の1以上を占めているが、その破壊のた
めのコストはクレジットの市場取引価
格を大幅に下回っているため、炭素取
引は化学会社と炭素ブローカーに大き
な利益をもたらす結果となっている。世
界の貧しい国々はさほどの恩恵を受け
ていない。
　途上国の参加が限定的である理由の
一端は、市場障壁に求められる。京都
議定書による現行の柔軟なメカニズム

は、炭素ファイナンスの対象を土地利
用に関わるものに限定している（本章
第4節参照）。さらに深刻な構造的問
題は、小規模農家や林業従事者などに
炭素市場への参加機会が閉ざされてい
ることである。その原因は、彼らにとっ
て炭素市場そのものが物理的に遠いこ
とや、彼らが土地・環境資源に市場取
引可能な権利を保有していないことに
ある。ブルキナファソやエチオピアの
女性農業従事者は、ロンドンの金融街
シティーの炭素ブローカーと交渉でき
る境遇にはない。取引コストの最小化
を図る炭素ブローカーは、おのずと削
減クレジットの大量保有者を相手にし
ようとする。
　持続可能な開発に対する炭素市場
の潜在的可能性を生かすためには、社
会的組織がカギの1つとなる。2006
年にケニヤのグリーンベルト・ムーブメ
ントは、排出量削減合意の一環として、
同国の山間部2地域における植林プロ
グラムの市場取引に成功した。女性団
体が大がかりな植林を行うこのプログ
ラムは、35万トンの二酸化炭素削減
を炭素取引に回して収益を得た。活動
目的は、侵食土壌の復元を含めて、広
範な社会的・環境的メリットを生み出
すことにある。
　市場参加への障壁を克服するための
革新的アプローチが提起されている。

一例が国連開発計画（UNDP）によるミ
レニアム開発目標（MDGs）カーボン・
ファシリティーである。炭素ファイナン
スを持続可能な開発の目標に結びつけ
ることを目的に、UNDPは2年間にわ
たるさまざまなプロジェクトをポート
フォリオに束ね、京都議定書の約束期
間内（2008 ～12年）における1500
万トンの二酸化炭素排出削減クレジッ
トを生み出した。クレジットはフォー
ティス銀行によって売却される。一群の
プロジェクトは辺地への電力供給を再
生可能エネルギーによって実現すること
を目的とし、また別の一群のプロジェ
クトは家畜の糞を利用したバイオガス
生産への支援を通じて、薪拾いに縛ら
れている女性と子供の解放を図る。こ
れらのプロジェクトが排出量削減と貧
困削減に資するよう、厳格な確認プロ
セスが確立されている。
　MDGsカーボン・ファシリティーは、
炭素市場からの恩恵をより広く分配す
るための試みであり、新たな運営・資
金調達メカニズムを取り入れている。
成功すれば、世界の最貧国の一部に炭
素市場への参加機会をもたらすことに
なる。そして、気候変動緩和を貧しい
国々の持続可能な開発に結びつけるこ
とになる。
出典：UNDP 2007; UNFCCC 2007d; 
Zeitlin 2007.

CDMプロジェクトの大半は一握りの国に集中

認定された二酸化炭素排出削減量、2004～07年
（全体に占める割合、単位：％）

インド

中国

韓国

ブラジル

チリ
その他

出典：UNFCCC 2007b.
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　気候変動に対する国際協力の構築は、かな
りの困難を伴う仕事である。明るい材料は、
国際社会がまったくはじめから始める必要はな
いということである。協力の成功に求められる
個別的要素はほとんどすでにそろっている。京
都議定書とUNFCCCによる枠組みは、国連
のリーダーシップの下で気候変動緩和に取り組
む世界的協力の主要な土台を提供している。
CDMは、気候変動緩和の課題を途上国の持
続可能な開発のための資金調達に結びつける
メカニズムを提供している。CDMは、先進国
が途上国で行った温室効果ガス削減プロジェク
トによる削減量をクレジットとして得て、それを
自国の削減に充当できる仕組みである。20 0 6
年の CDMによる資金調達額は52億米ドルに
及んだ。141　CDMは、途上国における炭素削
減の重要な資金源となりうる一方で、一連の欠
点もかかえている。まず、CDMはプロジェクト
単位で行われるために取引コストが割高になっ
ている。また、CDMによる排出削減の「追加

性」の証明と結果の検証も問
題をはらんでおり、CDMの下
での排出削減の多くは実体を
伴っていないとする見方にも正
当性がある。さらに加えて、
炭素削減相当量はしばしばコ

ストを上回る価格で買われている（Box3 .12参
照）。たとえこれらの問題がないものとしても、
求められる規模の排出削減と資金移転を図る
ために現在の形態の下でCDMを拡充すること
は、途方もない複雑さを引き起こす。すなわち
数千ものプロジェクトの計画立案、審査と登録、
さらに排出削減の検証と認定が必要となる。
　焦点をプログラム・ベースのアプローチへと
移すことによって、はるかに前向きな結果を生
み出すことができる。プログラム・ベースのア
プローチの下では、途上国は特定水準の排出
削減を、たとえば発電といった特定部門、また
は国全体のいずれかにおいて公約することがで
きる。目標は、現状継続を前提とするシナリオ
と比べた排出削減量、あるいは削減の絶対量
のいずれかにおいて、特定の基準に照らして設

定できる。先進国は、新技術と能力構築にか
かる増分費用の負担に応じることによって、目
標達成を支援できる。たとえば、中国とインド
の現行のエネルギー計画から、再生可能エネ
ルギーの導入拡大とクリーンな石炭技術の早
期導入による二酸化炭素排出削減の可能性と
コストを探り出すことができる。
　2013年以降のポスト京都議定書の枠組みを
めぐる交渉は、気候変動緩和を持続可能なエ
ネルギー財政に結びつける国際協力の基礎設
計を固める好機である。1つの選択肢は、統合
的な「気候変動緩和ファシリティー（CCMF）」
の創設であろう。CCMFは広範な役割を担う。
総合的な目的は、途上国における低炭素エネ
ルギーシステムの開発促進である。この目的に
対して、資金調達、技術移転、能力構築を含
む中核分野における多国間チャンネルを通じた
支援提供が目標となる。その運営は、各国の
エネルギー戦略に基づく対話とともに、2013
年以降の枠組みの下で合意された炭素削減目
標の達成に向けて行われる。規約と統治メカ
ニズムの決定は、全参加国の公約達成に資す
ることを前提にしなければならない。CCMF
の支援は、明確に定義された数値目標に即し、
かつ予測可能な形で行われる。中心的な優先
課題は次のようになるだろう。
● 資金調達　CCMFは、低炭素技術へのアク
セス拡大の増分コストとして見込まれる年間
250億～ 50 0億米ドルを調達する。資金提
供の条件は各国の状況に即したものとなる。
中国や南アフリカのような中所得国には低利
融資で十分かもしれないが、低所得国には
無償供与が必要であろう。先進国の炭素市
場を途上国の排出削減に結びつけるプログラ
ム・ベースの CDMのアプローチの確立も、
CCMFの道具の1つとなる。CCMFの主要
目的の1つは、民間の対内・対外投資をテコ
として活用することである。公的な資金調達
は、炭素課税またはキャップ・アンド・トレー
ドの排出枠への課金によって、部分的もしく
は全面的にまかなうことができる。

● 排出削減のリスク　新たな低炭素技術の導
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入に伴う商業的リスクは、市場参入への障壁
として作用しうる。CCMFによる資金提供は、
低利融資を通じてのリスク低減や、新技術へ
の融資に対する部分保証または完全保証に
用いることができる。これは、世界銀行グ
ループの国際金融公社（IFC）の下で確立さ
れたアプローチの拡大援用である。

● 技術的能力の構築　CCMFは、技術移転
に関わる広範な協力の活動の中心として機能
できよう。その計画は、技術開発資金を求
める途上国への支援から、国有および民間
企業の技術力強化、新技術共有の戦略、低
炭素技術の開発に関する訓練機関あるいは
中核的研究教育機関への支援に至るまで、
多岐にわたる。

● 知的財産権の買い上げ　知的財産権が低炭
素技術への移行の大きな障害であるのかど
うかは、はっきりしていない。かりにブレー
クスルーをもたらす技術の移転が知的財産
権関連規定によって制限された場合、CCMF
は知的財産権買収の資金調達源として活用
することができ、気候にやさしい技術へのア
クセス拡大を実現できる。

● エネルギーに対するアクセスの拡大　危険
な気候変動を促すことなしに、近代的エネル
ギーサービスへのアクセスを欠く人々のニー
ズを満たすことは、国際協力における最大の
挑戦の1つである。分散型の再生可能エネル
ギーシステムの開発には、効率と公平性が
強力な根拠となる。しかしここでもまた、資
金面で大きな格差がある。世界銀行によっ
て策定された「アフリカにおけるエネルギー・
アクセスのための行動計画」をはじめとする
構想の下で、近代的エネルギーへのアクセス
を203 0年までに現在の23％から47％へと
高めるための戦略が特定されている。142　こ
れらの戦略の実施には、低利融資による年
間20億米ドルという現在のほぼ2倍の水準
にあたる追加資金が必要となる。CCMFは、
このような資源の動員を図る国際努力の中心
点となりうる。
　CCMFの創設によって、新たな制度枠組み

が当然にもたらされるわけではない。現在ある
メカニズムをそのまままねたような大規模な国
際的な官僚機構では、気候変動の緩和を進め
ていく上での手助けとはならない。ほとんど同
じようなモデルでも同様である。世界が共通の
炭素削減計画を核として結束すれば、断片的
なイニシアティブの寄せ集めという現状のまま
でいるわけにはいかなくなる。必要とされるの
は、野心的な目標と低炭素技術を移転するた
めの野心的なかつ実効的な戦略をつなぐ多国
間の枠組みである。その枠組みは、2013年以
降のポスト議定書の一部としてUNFCCCのも
と、整備されるべきである。またそれは最貧
国を含む途上国に真の発言の機会を与えるよう
なプロセスを通じて、立案され、実施に移され
るべきである。
　出発点は政治的リーダーシップである。気候
変動の緩和は、散漫な技術的
修正と二国間対話によっては
起こらない。政府指導者たち
は、気候変動との戦いに結束
が固められたこと、そして将
来が過去と違う姿になることを明確なメッセー
ジとして示す必要がある。そのメッセージは、
技術移転と低炭素への移行のための財政的支
援に対する先進国側の約束を含むものでなけ
ればならない。より広い意味で言うなら、必要
とされるのは炭素削減へのパートナーシップで
ある。そのパートナーシップは双務契約となる。
途上国側は、現行計画を超える数値目標を定
め、排出削減努力の強化に国際支援を得る。
先進国側は、そうした目標における追加部分
の達成を資金面で引き受け、各国のエネルギー
戦略が具体的成果を生み出せるよう支援する。
　CCMFの枠組みを通じて確立されるこのア
プローチは、幅広い取り組み努力の中心点とな
りうる。低炭素への移行は技術と資金の領域
をはるかに超える問題であり、したがってたと
えば UNDP やUNEPといった国連の諸機関
が、能力構築の拡充やエネルギー改革のため
の人的資源の構築にあたることが可能である。
世界銀行はCCMFの資金提供活動の監視に
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格好な立場にある。世界銀行の役割としては、
CCMFの助成金部分の管理、低利融資と通常
融資の配合、リスク低減のための補助金融資
の監視、民間支援のテコ活用などが考えられ

る。多くの途上国において世
界銀行の将来的役割が不明
確化しているなか、CCMFは
世界銀行に対して、エネル
ギーへのアクセスおよびエネル

ギー効率の改善を気候変動緩和に結びつける
という明確な任務を与えることができる。また、
資金調達と技術革新においては民間部門がき
わめて重要な役割を担うため、民間部門との
連携も不可欠な要件となる。

森林破壊の抑制

　世界の森林は巨大な炭素吸収源である。森
林破壊による吸収源の喪失は世界の炭素排出
の約20％を占めている。したがって、森林破
壊の防止が気候変動緩和につながることにな
る。しかし森林は、炭素貯蔵庫以上の存在で
ある。世界では多数の貧しい人々が食料と燃料
と収入を森林に頼っている。また熱帯雨林は
生物多様性の宝庫である。国際協力にとって
の挑戦は、森林保護を通じて、気候変動緩和
と人間生活と生物多様性に三重のメリットをも
たらす方法を見出すことである。
　各国政府は現在、この課題を満たしていな

い。森林破壊に関するデータがそれを物語っ
ている（図3 .9参照）。20 0 0 ～ 05年の世界の
森林の純減面積は、年間平均チリの国土面積
に相当する7万30 0 0km²に及んでいる。143　熱
帯雨林は現在、年間約5％のペースで縮小して
いる。その減少分だけ温室効果ガス排出量が
増加する。森林の炭素貯蔵量にはばらつきが
あるが、原生熱帯雨林は1ha 当たり約50 0ト
ンの二酸化炭素を貯蔵する。
　1990 ～2005年の間、世界中での森林減少
によって地球の大気中に放出される二酸化炭
素量は、年間40億トンのペースで増加したと
見られる。144　世界の森林を1つの国に見立て
れば、この国は世界有数の炭素排出大国とい
うことになる。ある推計によれば、インドネシア
は森林減少、泥炭地帯の縮小、森林火災によっ
て世界第3位の炭素排出大国となっている。145　

アマゾン地方の森林減少も地球の大きな炭素
排出源となっている。ブラジル北部にある研究
機関、アマゾン環境研究所によると、森林減
少による二酸化炭素排出増加量は年間7億
30 0 0万トンと推計される。146

森林減少のさまざまな原因

　森林破壊は多くの原因によってもたらされて
いる。貧困もその1つであり、住民による自給
用農作地の拡大や燃料用の薪集めが森林減少
を引き起こしている。あるいは、富を創出する
目的で森林が破壊されることもある。
　牛肉、大豆、パーム油、カカオ豆などの世
界需要の増加も、森林破壊の強力なインセン
ティブとして作用する。ブラジルでは199 9 ～
20 0 4年の間に、通貨の切り下げと大豆輸出価
格の30％高騰が森林破壊に拍車をかけた。
20 0 5年までの5年間にゴイアス州、マトグロッ
ソ州、マトグロッソドサル州では大豆作付面積
の拡大が5万40 0 0km²キロに及んだ。これは
コスタリカの国土面積を上回る。さらに森林は、
商業目的の伐採（その多くは違法伐採）の圧力
にもさらされている。一例としてカンボジアを
挙げれば、同国の原生熱帯雨林は20 0 0年以
降30％縮小しているが、その大部分が輸出用

図3.9 減りゆく森林

1990～2005年の年間平均減少面積
（単位：100万ヘクタール）

出典：FAO 2007.
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の堅木の違法伐採によって引き起こされた。こ
の縮小ペースは、国連食糧農業機関（FAO）の
記録の中で最悪クラスに属する。147

　熱帯雨林に対する商業的圧力が近い将来に
減退する見通しは薄い。耕作、放牧、プラン
テーション、木材採取が世界中の森林に進出
している。人口の増加、所得の増加、貿易の
拡大が森林破壊へのインセンティブを生み出し
ており、そして地球規模における市場の失敗も
生み出している。
　「市場の失敗」の規模は、熱帯雨林保全の基
礎経済学として表される。途上国全域で熱帯
雨林の伐採が進んでいるが、それによる利得
は、炭素市場が正常に機能するなら、森林保
全によるメリットをはるかに下回る。以下の例
で見てみよう。インドネシアにおいて、アブラ
ヤシの栽培は1ha 当たり114米ドルの収益を生
み出すと推計されている。その栽培のために原
生林を焼き払うことで二酸化炭素が大気中に
放出される。密生した熱帯雨林の場合、二酸
化炭素排出量はおそらく1ha 当たり50 0トンほ
どに及ぶ。炭素価格が EU ETSにおける価格
として予測される水準1トン20 ～ 30米ドルで
あるとすると、その市場価値は1ha 当たり1万
～1万50 0 0米ドルになる。言い方を変えると
インドネシアの農民は、気候変動緩和に対する
価値として少なくとも1万米ドルに相当する炭素
貯蔵資産を、わずか114米ドルの価値しかない
ものと交換しているのである。交換率で言えば
2％にも満たない。148　商業目的の伐採でさえ、
その収益は炭素貯蔵価値の10％に達していな
い。しかもこれらの数字には、その他の経済
的価値や、環境的メリットや生物多様性という
非経済的価値が含まれていない。
　「ルーズ‐ルーズ」のシナリオの中心には「や
る気を削ぐ」誘因がある。世界はいま、森林保
全を通じた炭素削減というきわめて大きなチャ
ンスを失おうとしている。世界の国々は、炭素
ファイナンスにおいて真の価値をもちうる資産
を失っている。そして生活の糧を森林に頼る
人々は、偽りの経済的論理で動いている経済
活動によって追い出されている。商業的に限っ

て見るなら、森林破壊が意味するのは、ひと
えに市場が炭素の貯蔵をまったく価値づけてい
ないからである。そこでの現実は、立木は地
面に転がっている金を拾うのを妨げる邪魔物な
のである。国により状況は異なるが、多くの国
において、その金の大部分は大型農業・牧畜
経営者と違法伐採業者に流れている。つまり
「市場の失敗」が、気候変動、環境の持続可能
性、社会の公平性に悪影響を及ぼすインセン
ティブを生み出している。
　このインセンティブ構造を変えるためには、
何が必要なのか。経済的分析から、ごく部分
的ながら1つの洞察が得られる。世界銀行の推
算では、1トン当たり27米ドルという炭素価格が、
205 0年までに熱帯雨林50 0万 km²キロの保
全を生み出し、172 0億トンの二酸化炭素放出
を食い止める。149　しかしなが
ら、市場を社会の機構と力学
から切り離して考えることはで
きない。市場のインセンティブ
を熱帯雨林の保全へとつなげ
るには、その恩恵を貧しい農業従事者へ分配
する。それにより貧困に起因する森林破壊圧
力を緩和するとともに、大規模営農者と違法業
者の活動を規制するための広範な措置が求め
られる。
　森林破壊を引き起こしているさまざまな力に
対して、炭素市場は単独で自動修正装置には
なりえない。それというのも、森林は単なる炭
素貯蔵庫では決してないからである。森林の
生態系機能は市場化されていない。インドネシ
ア・スマトラ島のケリンチセブラ国立公園内の
40 0種類の植物種も、ブラジルのセラード（灌
木草原地帯）のきわめて豊かな生物多様性も、
市場価格はついていない。そこから、価格の
ないものは経済的価値がないという幻想が生
まれている。ある識者がこう書いている。「保
全と転用が争えば、転用が勝つ。なぜなら転
用の価値には市場があるのに対し、保全の価
値は低く見えるからである。価格と価値を混同
してはならない」。150

　政治力の格差もまた、市場の力では是正が
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容易でない森林破壊を引き起こす根源となって
いる。ブラジルにおいて、商業的農業の森林
地帯への進出は、現地住民の人権侵害と暴力
的手段を伴っている。151　パプアニューギニア
では法律上、森林に対する権利は現地住民の
コミュニティにあるとされている。しかし現実
には、林業会社が現地住民の承諾を得ずに伐
採をしている。152　インドネシアでは、森林住
民の権利を認める法律が成立している。153　と
ころが違法伐採とプランテーションの拡大とと
もに、森林を追われる住民が続出している。
辺地に暮らして経済力を欠き、政策の立案と実
施に対する発言力が弱い森林住民は、強大な
森林権益の前に影が薄い。
　森林ガバナンスには、その多様な機能が反
映されなければならない。森林は幅広く公的・
私的恩恵をもたらす生態系資源である。多数
の貧しい人々にとって、森林は住みかであり生

計のよりどころである。またそ
の一方で、大きな商業的利益
の潜在的源泉でもある。森林
は生産的資産であると同時に、
生物多様性の源でもある。森

林ガバナンスにおける挑戦の1つは、力の強さ
を大きく異にする利害関係者たちの利益相反
に均衡を図ることである。
　一部の国々は、その挑戦に取り組む機構的
構造を確立しはじめている。ブラジルは20 0 4
年、「森林破壊の防止・抑制のための行動計画」
の実施を開始した。これは14省庁にまたがる
取り組みであり、土地利用に関する決定の法的
枠組みの確立、監視の強化、持続可能な森林
管理のための法的枠組みの創出などを内容と
している。その成果は州政府を通じた実施と
執行にかかっている。過去の実績には成功と
失敗が混在しているが、この取り組みでは
20 0 5 ～ 0 6年の開始早々、マトグロッソ州で
森林の減少ペースが約40％低下したことが示
されている。154　政府のコミットメントと市民社
会の積極関与が、この前向きな動きの重要な
要因となっている。
　気候変動問題に対する国際協力だけでは、

森林破壊を引き起こしている広範な問題を解決
することはできない。現地住民の人権尊重、生
物多様性の保護、そして森林の保全は各国の
政治的議論に委ねられる課題である。しかし
世界はいま、気候変動緩和への取り組みを、よ
り幅広い人間開発へのメリットと結びつける好
機を失おうとしている。2013年以降のポスト
京都議定書という文脈における国際協力は、そ
うした利点を生み出すためのインセンティブの
創出に役立つだろう。

格差の是正

　現行の京都議定書は、土地利用の変化に伴
う温室効果ガス排出に対処する枠組みとしては
一連の欠点をかかえている。気候変動緩和、
適応、持続可能な開発への三重のメリットを生
み出す潜在的可能性には大きなものがある。
しかし現行のメカニズムは、炭素ファイナンス
を持続可能な開発のためのメカニズムとして活
用する可能性をせばめている。
　現行の京都議定書において森林破壊の問題
は、CDMを通じて「造林」を支援するというご
く限定的な扱いにとどまっている。CDMの規
則では、土地利用、土地の転用、林業による
炭素クレジットには1％の上限が課せられてい
る。これは事実上、この分野における活動を
気候変動緩和への取り組みから分離するもの
である。京都議定書は、途上国の森林破壊防
止による排出削減を認めておらず、炭素ファイ
ナンスの移転機会を制限している。また京都議
定書では、先進国に森林破壊防止へのインセ
ンティブ提供を可能にするファイナンスのメカニ
ズムも確立されていない。
　炭素削減の国際協力のシナリオにおいて、
森林はもっとも目立つ生態系資源だが、炭素
は森林だけでなく土壌とバイオマスにも貯蔵さ
れている。荒れ果てた草地を復元し、土壌が
痩せた耕作地を森林や農林業へ転用すること
によっても、炭素貯蔵量を拡大することができ
る。土壌の環境的劣化は貧困の原因でも結果
でもあるため、炭素ファイナンスをそうした目的
に活用することは、多重のメリットをもたらしう

荒れ果てた草地の復元と、
土壌が痩せた耕作地の森林と
農林業への転用によっても、
炭素貯蔵量を拡大することができる。
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る。たとえば、環境の持続可能性を高める取
り組み、気候変動の下でも弾力性をもつ暮らし
方への支援、そして気候変動緩和へのメリット
創出に対して、より多くの資金が流れるように
することである。
　現行の京都議定書のアプローチにおける格
差是正のために、いくつかの革新的提案がな
されている。コスタリカとパプアニューギニア
が率いる熱帯雨林国連合は、「回避された森
林破壊」を京都議定書の枠組みに組み入れるよ
う求めている。それによってCDMクレジット
の利用に扉が開かれる。より広い意味で、伐
採を免れた森林はその面積分だけ気候変動緩
和に寄与するという考え方である。CDMタイ
プの協定に組み込まれれば、そうした森林の
多い国々に大きな資金が流れ込むことになる。
ブラジルは代替的なアプローチを提案してい
る。森林破壊の防止を通じて自主的に温室効
果ガスの排出を削減した途上国に対して、新た
に別枠の財源を提供するとの案である。しかし
この案では、削減分は先進国の削減クレジット
として登録されない。またCDMの規則を改め
て、土壌の再生と草地の復元に対する炭素ファ
イナンスを拡充することを求める提案もある
（Box3 .12参照）。
　これらの提案は真剣な検討に値する。森林
破壊防止のひとつの手段として炭素市場の制
限は評価しないわけにはいかない。そこにはガ
バナンスに関わる重大な問題がかかっている。
「森林破壊の防止」は明らかに炭素排出削減の
源である。しかし、現存する森林はすべて「森
林破壊の防止」の対象になりうる。森林破壊の
ペースを基準に用いることは、数量的取り組み
に伴う問題の解決に寄与しない。なぜなら、
森林破壊のペースに関する情報は不完全なも
のであり、また直近の動向が結果に大きな差
を引き起こしうるからである。京都議定書の交
渉の最終段階で広く訴えられた他の問題点にも
対処する必要がある。もし「森林破壊の防止」
が、明確な数量的限度なしにCDMに組み入
れられることになれば、二酸化炭素クレジット
の総量が膨れ上がり、市場に溢れて価格の崩

壊を引き起こすおそれがある。さらに加えて、
「森林破壊の防止」による炭素排出削減の永続
性は検証が困難となる。
　このようにガバナンスに関わる問題には重大
なものがあるが、これらの問題はいずれも、
森林の保全、植林による復元、炭素吸収源で
ある草地の復元に対するインセンティブの創出
手段として、綿密に設計された市場を活用する
ことを否定するものではない。炭素市場の機能
には限界があるかもしれない。しかしその一方
で、森林破壊の防止と土地の転用による炭素
削減には、まだ大きな可能性が秘められてい
る。大気中への炭素放出を減らす活動はすべ
て、それがどこで起ころうとも気候に対して同
じ作用をもたらす。そうした活動を生態系の保
護に結びつけることは、人間開発に広範な恩
恵をもたらす。
　森林破壊を引き起こしてい
るさまざまな力に対処するため
には、炭素市場を超えた協力
が求められる。地球の森林は、
世界に幅広い公益をもたらしている。気候変動
の緩和もその1つである。先進国は、資金の移
転を通じてそうした公益の保護と維持を図るこ
とによって、森林保護への強力なインセンティ
ブを生み出すことができる。
　ブラジルが提案しているような資金の国際移
転は、持続可能な森林管理に中核的役割を果
たすことができる。そうした移転の多国間メカ
ニズムは、人間開発のための多角的戦略の一
部として確立されるべきである。そうした取り
決めなくして、国際協力による森林破壊防止は
おぼつかない。しかしながら、無条件な資金
移転だけでは成功することがない。共有の目的
を監督するための機構的メカニズムと統治構造
は、森林保護と排出削減目標を超えて、現地
住民の人権尊重も含めてはるかに幅広い環境、
開発と人間開発の課題にまで拡大されなけれ
ばならない。

森林破壊の防止と
土地の転用による炭素削減には、
まだ手つかずの
絶大な可能性が秘められている。



192      人間開発報告書 2007/2008

3

　より厳格な気候変動緩和には、エネルギー
政策、そして国際協力の根本的な見直しが求
められる。エネルギー政策に関しては、課税も
しくはキャップ・アンド・トレードを通じた炭素
の価格化に代わる選択肢はない。持続可能な
炭素予算には、稀少性の管理が必要である。
ここで言う稀少性とは、地球の温室効果ガス
吸収能力である。大気中の二酸化炭素濃度を
450ppmで安定化させるという目標であるこの
稀少を反映する市場がない状態では、今後と
もエネルギーシステムは、炭素集約型エネル
ギーの過度な使用を促す逆インセンティブに
よって支配され続けるであろう。
　市場原理に基づく抜本的改革がなければ、

世界は危険な気候変動を回避できないであろ
う。しかし、炭素の価格化だけでは十分では
ない。気候変動緩和の三本柱として、支援的
規制と国際協力が加わらなければならない。
本章において示したとおり、この三本柱のいず
れについても前進が見られている。しかしなが
らその前進は、必要とされる水準に遠く届いて
いない。2013年以降のポスト京都議定書の枠
組みをめぐる交渉は、この構図を正す好機とな
る。途上国への資金と技術の移転に関する野
心的な取り組みを組み入れることが、喫緊の
課題の1つである。そしてもう1つは、森林破壊
に歯止めをかけるための国際協力である。

結論



4

避けられない気候変動への適応：
国としての行動と国際協力



「不正な状況で中立的立場をとるとしたら、
あなたは抑圧者の肩を持ったことになる」
デズモンド・ツツ大主教

「誰かに対して不正なことをするのは
万人に対する脅威である」
モンテスキュー
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4 避けられない気候変動への適応：
国としての行動と国際協力

　オランダ南部ゼーラント州のマース川両岸沿いに位置するマースボンメル村は、気候変

動に着 と々備えている。オランダのほとんどがそうであるように、この地域も低地であり、

海面の上昇や降雨による川の増水で危険にさらされている。あたり一面は水、そして水の

流れを制御する網の目のような堤防で覆われている。マースボンメル村の川辺には独特な

特徴をした家が 37 軒並んでいる。水に浮かぶ家である。川底に打ち込んだ太い鋼鉄の

支柱に固定された家の空洞の基礎は、船の船殻のような役割を果たし、洪水に見舞われ

たときには構造部を水の上に浮き上がらせる。マースボンメル村の浮き家は、気候変動に

よる洪水リスクの高まりに、先進国の一部がどう適応しようとしているかを示す格好の事

例である。

　開発途上国の人々も適応しようとしている。
ベトナムのメコンデルタにあるホアタン集落の
人々は、洪水の危険と隣りあわせで生活するこ
との意味をよく理解している。危険がもっとも
大きくなるのは台風シーズンである。南シナ海
で嵐が発達すると、突如海は荒れ、メコンデ
ルタ一帯は洪水に飲み込まれる。この洪水の
水を食い止めるための試みが、農民たちの手
で維持されている泥の堤防の巨大なネットワー
クである。ここでもやはり、人々は気候変動の
リスクに対処しようとしている。堤防は強化さ
れており、高潮から村を守るためにマングロー
ブが植えられている。住宅は竹製の支柱の上
に建てられている。一方、援助機関が支援す
る画期的な「洪水とともに生きる」プログラムで
は、その一環として、洪水被害を受けやすいコ
ミュニティに対して水泳の訓練を行ったり、救
命胴衣を提供したりしている。
　マースボンメル村とホアタン集落における2つ

の対照的な体験は、気候変動への適応が、世
界的に広がりつつある不平等
を増幅していることを浮き彫り
にしている。オランダの洗練さ
れた洪水防止インフラへの公
共投資は、リスクに対して高度
な防御を提供している。世帯レベルでは、技
術力と経済力のお陰で、人々は水の ｢上｣に浮
かぶ住宅を購入するなど、洪水の脅威に対処す
るための選択肢を手にしている。気候変動に
よって世界最大の脅威にさらされているベトナム
では、洪水を防ぐためのインフラは脆弱で、保
護の程度は限られている。メコンデルタ一帯の
村の場合、気候変動への適応とは、水の「中」
で浮かぶための技能習得の問題である。
　どの国も気候変動に適応していかなければ
ならない。豊かな国の政府は、国民を守るた
めに公的投資と広範な戦略を実施している。こ
れに対し、開発途上国の場合、適応はまった

どの国も気候変動に
適応していかなければならない。
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く異なる形態でなされている。旱魃リスク、洪
水リスク、そして熱帯性暴風リスクとともに生活
している、世界でもっとも災害にさらされやす
い人々の中には、自分たち自身の非常に限られ
た資源だけで対処することを余儀なくされてい
る人もいる。
　気候変動への適応能力の不平等は、富、安

全、人間開発の機会という点で、一段と格差を
広げる潜在性を有するものとして浮上しつつあ
る。ケープタウン大主教であったデズモンド・
ツツが本報告書への特別寄稿の中で警告し
ているように、私たちは世界的な適応アパル
トヘイトの状況へと漂流しつつある。
　気候変動に関する国際協力には二本立ての

気候変動への適応でアパルトヘイトは必要ない特別寄稿

　富や機会の不平等によって大きく分
断されている世界では、私たちは１つの
人間社会の一部なのだということがい
とも簡単に忘れ去られてしまう。私たち
は世界各地ですでに記録されている気
候変動の影響を目の当たりにしている
のだから、私たち１人ひとりはそうした
家族の一員であるということの意味をよ
く考えてみる必要がある。
　出発点として、まず用語の不適切性
についてじっくり考えてみよう。「適応」
という言葉は気候変動に関する標準的
な用語の１つになった。しかし、適応
とはいったいどういう意味なのだろう
か。この質問に対する答えは場所が違
えば違ってくる。
　豊かな国のほとんどの人々にとって、
適応とはいまのところどちらかと言えば
痛みを伴わないプロセスである。冷暖
房システムがクッションになり、サーモ
スタットのスイッチひとつで極端な天候
にも適応することができる。洪水の脅
威に直面すれば、政府は洗練された気
候防御システムでロンドンやロサンゼル
ス、東京の住民を守ることができる。
国によっては、農産物の生育時期が長
期化するなど、気候変動がよい結果を
生むことさえある。
　では、世界でもっとも貧しい、もっ
とも災害にあいやすい、１日当たり２
米ドル未満で暮らしている26億人の
人々にとって、適応とはどういう意味な
のか考えてみよう。マラウイの貧しい農
家の女性は、より頻繁に旱魃に見舞わ
れ雨が降らず作物が収穫できないとき
に、どのように適応していくのだろうか。

おそらく、すでに不十分な食事を減ら
すか、子どもを退学させることになるだ
ろう。マニラやポルトープランスのスラ
ム街でビニールシートや波型トタンの下
で暮らしている住人たちは、強力なサ
イクロンに見舞われたときにはどのよう
にしてその脅威に適応しているのだろう
か。ガンジス川やメコン川の広大なデ
ルタ地帯に住む人々は、洪水で家や土
地が浸水したら、どうやって適応してい
くのだろうか。
　適応という言葉は世界規模の社会的
不正を意味する婉曲表現に変りつつあ
る。豊かな世界に住む市民は危害から
守られているが、貧しい人々、災害にあ
いやすい人々、飢えている人々は日常的
に気候変動という厳しい現実にさらさ
れている。遠慮せずに言えば、世界の
貧しい人々は、自ら招いたわけでもな
い問題のために危害を被っている。マ
ラウイの農民やハイチのスラム街の住
人は地球の大気にほとんどこれまで関
与していない。
　公正の意識を持ち、思いやりのある、
基本的人権を尊重するコミュニティであ
れば、今日のような適応パターンを受
け入れるはずがない。気候変動が突き
つける脅威に直面している世界の貧し
い人々を、彼ら自身のごくわずかな資源
とともに沈ませ、あるいは泳がせておく
ことは道徳的に正しくない。残念なが
ら、『人間開発報告書2007/2008』
が強く訴えかけているように、このこと
はまさに現実に起きていることなので
ある。私たちは、「適応アパルトヘイト」
の世の中へ漂流していこうとしている。

　そうした漂流状態をこのまま続ける
のは、あまりにも先見の明がなさ過ぎ
る。もちろん、豊かな国は巨額の財政
資源や技術資源を駆使すれば、気候変
動から自国を守ることは少なくとも短期
的には可能だろう、それは富の特権の
１つである。しかし、気候変動は暮ら
しを破壊し、人々は住む場所を追われ、
社会や経済システム全体がダメージを
受けることになる。そうした影響を受け
ずにすむ国はどんなに豊かでどんなに
力があろうともそうした影響を受けずに
すむ国はどこにもあるまい。長期的に
見れば、貧しい人々の問題はいずれ豊
かな人々の戸口にも訪れる。気候の危
機は絶望や怒り、集団の安全保障に対
する脅威に取って代わることになるから
である。
　こうしたことが起きてはならない。つ
まるところ、気候変動に対する解決策
は緊急に緩和策を講じる以外にはな
い。しかし、現在起きている気候変動
のために人間開発を後退させないよう、
私たちは手を携え協力し合うことはでき
るし、またそうしなければならない。気
候変動への適応を国際的な貧困削減
という行動計画の中心に据えるよう、
そして手遅れにならないうちにいますぐ
にそれを行うように、豊かな世界のリー
ダーたちに私が呼びかける理由はここ
にある。

デズモンド・ツツ
ケープタウン名誉大主教
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アプローチが必要である。優先されるのは、
制御可能な影響を緩和すること、そして制御で
きない影響への適応を支援することである。
適応とは、1つには、基礎的インフラの「気候
耐性の強化」への投資を行なうことである。し
かし適応とは、人間開発を方向転換させること
なく気候関連リスクを管理可能にすることでも
ある。
　是正されずに放置されれば、適応への関心
の欠如によって世界でもっとも災害にあいやす
い大勢の人々の人間開発は見通しが暗いものと
なるだろう。だからこそ緩和のために緊急に行
動を起こすことが必要不可欠である。適応計
画がいくら財政的に十分であったとしても、あ
るいは設計的に優れているとしても、なんの削
減努力もせずに成り行きまかせにしていては、
世界の貧しい人々を気候変動から守ることはで
きない。同様に、どんなに緩和策を導入しても、
すでに不可避の気候変動から人々を守ることに
はならないだろう。最善のシナリオでも、緩和
の効果が現れ始めるのは203 0年ごろからだ
が、気温の上昇は205 0年ごろまで続く。それ
までは、適応が ｢選択の余地のない｣選択肢で
ある。悪いことに、緩和策はまだ本格的には
始まっていないので、私たちは最善のシナリオ
からはほど遠い状態にある。
　緩和は気候変動下における一対の保険戦略
の1つである。緩和に対する投資を行うことで、
21世紀後半の人間開発に高いリターンをもたら
し、災害にあいやすい人々が気候リスクにさら
されるのを抑えることが可能になる。また、人
類の将来の世代のために、その富や場所に関
わりなく、破局的リスクに対する保険を提供す
るものでもある。適応に関する国際協力は、気
候変動に対する保険戦略のもう1本の柱であ
る。世界の何百万もの災害弱者のためのリスク
削減への投資である。
　世界の貧しい人々は危険な気候変動から逃
れる方法を自分たちに適応させることはできな
いが、最良の政策をもってすれば、世界的な
温暖化の影響を削減することは可能である。
早期に適応のための行動を起こせば、リスクは

削減され、気候変動による人間開発へのダメー
ジも抑えることが可能である。
　「北側」諸国の政府は重大な役割を担ってい
る。1992年、 国 連 気 候 変 動 枠 組 条 約
（UNFCCC）が締結された際、「北側」諸国の政
府は「気候変動の悪影響に対し、ことに脆弱
な開発途上国へのそうした悪影響に適応する
ためのコスト負担」を支援することに合意した。
15年が経過したが、この公約はまだ実行に移
されていない。これまでのところ、適応に関す
る国際協力は慢性的な資金不足にあえぎ、協
調が十分でなく、プロジェクトベースの対応か
ら抜け切れない状態にある。手短に言えば、
現在の枠組みは、洪水の際、溢れた水を拭い
取るために支援物資として配られるスポンジ程
度のものでしかない。
　効果的な適応策の導入には多くの難題があ
る。政策は、気候変動がいつ、
どこで、どの程度の強さの影
響をもたらすかが不確実な中
で、まとめ上げなければなら
ない。将来的に、こうした影
響がどの程度の規模になるかは、現在行われ
ている緩和努力次第ということになる。緩和努
力に遅れが生じたり、限定的なものになってし
まったりすれば、適応コストは増大する。適応
戦略や資金調達計画をまとめるには、こうした
不確実性を考慮しなければならない。しかし、
だからと言ってなんの行動も起こさなくてよい
ということにはならない。今日、気候変動が災
害弱者の生活に影響を及ぼしていること、そし
て状況は良くなるどころか悪くなる一方である
ことを私たちは知っている。
　先進世界は、ある意味では、道筋を示して
いる。気候変動の不確実性に対処していかな
ければならないのは、先進国の政府も国民も
同様だが、その不確実さが大規模なインフラ
投資や広範な適応能力の開発を妨げることは
なかった。危険な気候変動問題を作り出した
張本人として、豊かな国の政府や国民は自国に
対するルールとまったく異なるルールを、自分
たちの行動のせいで被害をこうむる脆弱なコ

適応に関する国際協力は
慢性的な資金不足にあえぎ、
協調が十分でなく、
プロジェクトベースの対応から
抜け切れない状態にある。
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ミュニティに適用していいはずはない。洗練さ
れた気候防御システムの陰から開発途上国に
展開する危険な気候変動の結果を眺めている
というのは、倫理上許されることではなく、弁
解の余地はない。それに、国にとっても安全
保障上大きな意味を持つ「持てる国」と「持た
ざる国」の格差拡大や、大衆の憤りや怒りの爆
発につながることにもなりかねない。
　本章は2つのパートに分かれている。第1節
では、各国の適応問題に重点を置き、人々や
各国がこの問題にどう対処しているのか、およ
び重要な影響をもたらすことになるかもしれな
い戦略について焦点を当てる。気候変動は、
災害弱者を増大するリスクにさらすという意味
で、脅威を突きつけている。人々がそうしたリ
スクを管理できるようにするには、インフラへ

の投資、社会保険、災害管理の向上を通じて
回復力を高める公的施策が必要である。また、
人間開発を促し、極端な不平等を削減するた
めのより広範な政策に対するコミットメントの強
化も必要である。
　第2節では国際協力の役割を検討する。適
応の支援では、豊かな国がより大きな役割を果
たさなければならない場合が圧倒的に多い。
気候変動問題に対する歴史的責任、道徳的義
務、人権尊重、そして自己の利益についての
啓発が相まってそうなるのである。適応戦略を
国家の貧困削減計画と統合するための資金の
増加が求められており、支援を提供するための
首尾一貫した多国間構造を早期に構築すること
も求められている。

　いずれの国も気候変動に適応していかなけ
ればならない。適応の仕方お
よび人々と政府が手にできる
選択肢は多くの要因によって
決まる。気候変動に伴うリスク
の性質は地域や国によって違

いがある。適応能力も同様である。人間開発
の状況、技術的・制度的能力、財政資源がす
べて、適応能力を決定することになる。
　ある意味、気候変動が突きつけているリスク
の増加は程度の問題である。今日、国や人々
が気候リスクへ適応することを可能にしている
政策や制度、つまり「異常気象の衝撃」に対す
る能力や回復力を高める社会的・経済的政策、
洪水やサイクロンを防御するインフラへの投
資、流域管理を統制する制度は、将来の脅威
に対処するために必要な政策や制度と同じもの
である。しかしながら、こうした脅威はその大
きさからいって量的にも質的にも難問を突きつ
けている。そうした脅威に対応するために万全
な準備が整っている国や人々もあれば、そうで

ないところもある。

先進国における適応

　先進国では、気候変動に適応するための計
画立案は急成長産業になっている。国家政府、
計画立案を行う地域団体、地方自治体、市町
村当局、そして保険会社はこぞって、共通の目
的をもって、すなわち顕在化しつつある気候変
動リスクから人々や不動産、経済インフラを守
るという目的で適応戦略を作成している。
　国民の間で関心が高まってきたことも、適応
アジェンダを形成している一要因である。多く
の先進国では、気候変動が天候に関するリス
クを一段と高めているという認識が広まってい
る。人々の関心を掻き立てている大きな事象と
しては、20 03年に欧州を襲った熱波、20 0 4
年の日本の台風シーズン、ハリケーン・カトリー
ナの襲来とニューオーリンズの惨状、そして先
進国一帯を襲った旱魃、洪水、異常気温の数々
を挙げることができる。気候変動が将来どの

1 国としての挑戦

先進国では、気候変動に
適応するための計画立案は
急成長産業になっている。
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方向へ向かうかは不確実だが、それでも政府
のより積極的な対応を求める国民の声を抑える
ことにはならなかった。
　保険業界は、変化に対して威力を発揮して
きた。保険は市場がリスクの変化を発信する重
要なメカニズムを提供している。市場はリスク・
プライシングによって、個人、企業、政府に対
し、適応を含むリスク削減措置を実施させるた
めのインセンティブを提供している。欧州の保
険業界も米国の保険業界も、リスク関連の損
失に気候変動が持つ意味について高い関心を
示している（第2章参照）。極端な洪水や暴風
の発生頻度の増加を指摘する予想も、そうし
た関心の発生源の1つとなっている。一部の国
では、保険業界が民間の損失を抑えるために
「気候耐性の強化」インフラへの公的投資増額
を訴える強力な勢力として浮上している。英国
保険業者協会は、洪水防御のための国家支出
を2011年までに50％増額するよう求めている。1

　先進国の適応策はさまざまな形態を採ってい
る。マースボンメル村の「浮き家」のオーナーは
世帯レベルでの行動の変化を実証している。
この他、企業が適応を余儀なくされているケー
スもある。その一例が欧州のスキー産業であ
る。ヨーロッパのアルプス地域では積雪がすで
に減少しており、中位の高度では気温が1℃上
昇するごとに積雪期間が数週間短くなると、
IPCCは警告している。2　スイスのスキー業界は、
人工雪製造機に巨額の投資を行うことで、こ
れに「適応してきた」。スキー場の斜面1ｈａを
雪で覆うには、約330 0ℓの水が必要で、原材
料はヘリコプターを使って運び、エネルギー集
約的な急速冷凍で雪に転換している。3

　多くの先進国では、気候変動の影響に関し
て詳細な研究を実施している。中には、適応
戦略実施の方向へ動いている国もある。欧州
では、フランス、ドイツ、英国が適応計画のた
めに国の制度構造を構築している。欧州委員
会は適応策をインフラプログラムに統合するよ
うに加盟国に求めている。これにはもっともな
理由がある。4　8 0 ～10 0年の耐久性をもつ橋、
港、高速道路などのインフラは、将来の気候

変動の状況を考慮に入れなければならない。
農業や林業などではかなり早い段階での影響
に対処していかなければならない。それは公
共部門全体も同じだろう。
　豊かな国の気候変動に対する防御的な適応
努力はかなりの規模になるが、それほど広くは
認められていない。その実績は一様ではない
が、全体としては予防活動に対する投資が増
加している。そうした例の幾つかをここで取り
上げる。
● オランダ　人口が密集し、国土の4分の1強
が海面より低い低地国のオランダは、激しい
気候変動リスクに直面している。このリスク
は運河、ポンプ、堤防からなる広大なネット
ワークで封じ込められている。堤防は1万年
に一度という大規模な気象災害にも耐えられ
るよう設計されている。しかし、脅威を突き
つけているのは海だけではない。マース川と
ともに一大デルタ地帯を形成しているライン
川も絶えず洪水の脅威を突きつけている。
海面水位の上昇、より激しい暴風雨の発生、
そして降雨量が25％増加するという気候モ
デルの予想があるだけに、オランダの適応
計画は国家安全保障上の問題として受け止
められている。同国の治水政策では、川の
水位上昇や海面水位の上昇に対処するには
現在のインフラでは十分でないことが認識さ
れている。20 0 0年には、国内の洪水リスク
管理計画に関する文書「Room for the 
River」の中で、適応のための詳細な枠組み
が定められた。その枠組みには、人の定住
計画に対するより厳格な規制、洪水調整地
を開発するために地域当局が実施している
集水地域戦略、洪水から国土を守るための
投資として30億米ドルの予算計上などが含
まれている。2015年以降、ライン川からの
これまでの最高記録を50％上回る水準最高
18 ,0 0 0 m３/ 秒の流量に耐えられるようにす
るのが政策の狙いである。5

● 英国　英国気候影響プログラム（UKCIP）
は、適応に関する問題に焦点を当て、地域
ごと、業種ごとの詳細な研究をまとめている。
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洪水管理戦略は、海面水位の上昇や降雨量
の増大についてのリスク評価に基づいて練り
上げられている。予想される気候変動、暴
風や降雨パターンは洪水リスクの増大につな
がると予想されている。オランダとは対照的
に、英国の洪水防御システムは、10 0 ～
20 0年に1度の大規模洪水に対処できるよう
な設計になっている。海面水位の上昇に加
え、暴風や降雨が増えると予想されることか
ら、洪水防御戦略は見直しが行われている。
保険業界の推計によると、洪水防御インフ
ラを強化しないとすれば、洪水のリスクにさ
らされる住宅の数は、20 0 4年の20 0万戸
から長期的には350万戸に増加する可能性
があるとされている。国内の洪水防御インフ
ラのうち、良好な状態を保っているのは半数
程度に止まっている。政府の一機関である

環境庁は、ロンドンを高潮か
ら守る機械式の洪水防御構造
であるテムズバリアの強化のた
めに少なくとも80億米ドルの
支出を求めている。洪水管理

や沿岸部の浸食に対する現行の支出額は年
間約12億米ドルとなっている。6　2 0 0 7年の
大洪水を受けて、改めて支出増額を求める
声が高まっている。

● 日本　日本では、20 0 4年に10個の台風に
見舞われ、適応に対する関心が高まった。
これほど多くの台風に見舞われた年は前世
紀にはなかったことである。損害総額は140
億米ドルに上り、その半分ほどに保険金が
支払われた。気温の上昇や海面水位の上昇
もリスクを増大させている。平均海面水位は
1年当たり4～ 8mm上昇している。日本は、
洪水防御インフラが世界でもっとも高度に発
達した国の1つに数えられているが、港やヨッ
トハーバーはもっとも脆弱性が高いと見られ
ている。台風の活動が活発化すれば、経済
が大混乱を来たすことにもなりかねない。21
世紀に海面水位が1ｍ上昇しても耐えられる
効果的な防御を行うために、日本政府がま
とめた計画に要するコストは推定930億米ド

ルと見積もられている。7

● ドイツ　ドイツでは広い地域が気候変動に
よる洪水リスクの増大に直面している。バー
デン・ビュルテンベルク州とバイエルン州を
流れるネッカー川の集水地域についての調査
では、205 0年代までに中小規模の洪水発
生が40 ～ 50％増加し、「10 0年に1度」の
大洪水が15％増加すると予想されている。
バーデン・ビュルテンベルク州環境省は、長
期洪水防御インフラに対する追加コストは6
億850 0万米ドルに上ると予想している。ド
イツは、20 02年、20 03年と立て続けに大
洪水に見舞われたことで、気候変動評価を
国家計画に統合する洪水予防法を採択し、
洪水地域と定住地域の指定に厳しい条件を
課した。8

● カリフォルニア州　気候変動はカリフォルニ
ア州の一部地域の水供給に重大な影響を及
ぼすだろう。冬期の気温上昇で、同州の大
規模な水がめとしての機能を果たしているシ
エラネバダ山脈の積雪の減少が予想されて
いる。サクラメント、サンホアキン、トリニティ
の集水地域一帯の積雪の減少（1961～
19 9 0年平均との対比）は、203 5 ～ 20 6 4
年には37％に上り、2070 ～ 20 9 0年には
79％に跳ね上がることが予想される。すで
に水不足に大いに悩まされてきたカリフォル
ニア州は、乾燥地域への水の流れを維持す
るために、貯水池や水移送路からなる広域
システムを開発した。同州の水資源局
（DWR）は20 0 5年の水計画改訂版の中で、
都市部と農業の水の使用を減らすための効
率的な措置を含め、水流の減少に対処する
広範な戦略を立案している。水の再利用を
202 0年までに9億30 0 0万㎥、現行水準の
約2倍に増やすことを目標に、水の再利用へ
の投資も増額されている。カリフォルニア州
はまた、二方向からの洪水の脅威増大にも
直面している。海面水位の上昇と融雪の加
速である。DWRによると、セントラルバレー
洪水制御システムとデルタ地帯の堤防の改良
コストだけで30億米ドルを超えると見積もら

欧州委員会は適応策を
インフラプログラムに統合するよう
加盟国に求めている。
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れている。気候変動によって、海岸沿いの土
地は最終的に海の下に沈み、護岸は崩壊し、
崖は浸食され、カリフォルニア州沿岸部の地
図は塗り替えられる可能性がある。9

　上記の例は、豊かな国の政策担当者が気候
変動の不確実性を適応を遅らせてよい理由と
は見ていないことを物語っている。今日の公的
投資は将来のコストに対する保険と見られてい
る。英国の政府機関は、洪水防止に1米ドルか
けるごとに洪水による損害約5米ドルが節約で
きると推計している。10　気候変動による影響が
強まる中、適応に対して早期に投資を行なえ
ば、それによるリターンは時間の経過とともに
増加する。欧州委員会の推計によれば、202 0
年に海面水位の上昇によって発生する損害は、
予防措置が採られた場合のそれの4倍にも上る
とされ、208 0年代には8倍強にも上る可能性
がある。11　さらに、そうした予防措置に要する
コストは、回避される損害のほんの一部に過ぎ
ない（図4 .1参照）。
　適応策は予防的なものばかりではない。気
候変動は、少なくとも短期的には、敗者だけで
はなく勝者をも生むだろう。しかも、勝者のほ
とんどは豊かな国で占められるだろう。農業が
いい例である。気候変動下では、開発途上国
の小規模農家は敗者の立場に立たされること

になるが、ほとんどの先進世界では、中期的
な影響が機会の創出につなが
る可能性がある。米国では、
国内の気候変動予想によれ
ば、農業食料品生産は短期的
には増加する可能性がある。
ただし、生産の中心が北へ移るため、南部各
州は遅れをとり、グレートプレーンズ（大草原
地帯）は旱魃に見舞われることが多くなるだろ
う。12　北ヨーロッパも、農産物の生育期間がよ
り長期化し、気候も温暖化することで恩恵にあ
ずかるようになり、野菜や果物の競争力が高ま
る余地がある。13　この結果、農産品の一部分
野で開発途上国からの輸入品が取って代わら
れるようなことになれば、人間開発に脅威を突
きつけることにもなる。

気候変動とともに暮す
――開発途上国における適応

　豊かな国は気候変動に適応
するために着々と準備を進め
ているが、生活水準、暮らし、
経済成長、そして人間の脆弱
性への悪影響という意味で、
最大かつもっとも早期に負担を強いられること
になるのは開発途上国である。先進世界と同
様に、最貧国の人々も気候変動の結果に対処し
ていかなければならない。しかし、両者の間
には重要な違いが2つある。気候変動による影
響は熱帯や亜熱帯地域の開発途上国にもっと
も大きく現れることが1つ。もう1つは、大量貧
困や急性の脆弱性が特徴の社会には、さらに
気候変動に伴うリスクの増大が重なることであ
る。「北側」諸国の政府は、財政的にも、技術
的にも、人的にも、国民が直面する気候変動
リスクに対応する能力があるが、開発途上国は
はるかに制約されている。
　気候変動への適応は開発途上国にとって将
来の話ではない。気候変動は豊かな国と同様、
すでに起きていることなのである。しかし、先
進世界と比べるとその適応は実に対照的であ

気候変動は、少なくとも
短期的には、敗者だけではなく
勝者をも生むだろう。
しかも、勝者のほとんどは
豊かな国で占められるだろう。

図 4.1 欧州連合では適応は有利な投資である

出典：CEC 2007b.
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ことになるのは開発途上国である。
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る。ロンドンやニューヨークの人々は、インフラ
への公的投資を通じて海面水位の上昇に伴うリ
スクから守られている。最貧国の場合、適応
は概して自助努力の問題となっている。何百万
もの人々は、家族全体がかろうじて暮らしてい
ける程度の衣食住しか持てない中で、金銭や
労働を気候変動への適応に振り向けることを
余儀なくされている。そうした苦闘の例をここ
で紹介しておく。
● ケニア北部では旱魃の頻度が増加しており、
このことは、女性がかなりの距離を歩いて水
汲みにいかなければならないことを意味して
いる。1日10kmから15 kmになることも珍
しくない。このため、危ない目に遭ったり、
女の子は学校へ通わしてもらえなかったり、
また、身体的な負担も相当なものになったり
する。20 ℓの水でいっぱいのプラスチック
容器は約20kg の重さになる。14

● インドの西ベンガル州では、ガンジスデルタ
地帯の村に住む女性たちは、モンスーン時に
水が氾濫したときに避難できるよう、マチャ
ン（machan）として知られる竹製の高床式プ
ラットフォームを築いている。隣国のバング
ラデシュでは、援助機関やNGOが洪水に
見舞われやすい島で、モンスーン時には孤島
と化してしまうチャー（chars）に住む人 と々協
力し、洪水によって氾濫した水が届かないよ
う、支柱や土手の上に住宅を建てている。15

● ベトナムのコミュニティでは、強力な大波か
ら身を守るために、昔からある土手や堤防シ
ステムの強化を図っている。メコンデルタ地
帯では、現在、集団農場が沿岸保護のため
に税を徴収し、高潮に対する防御としてマン
グローブ地域の復元を支援している。16

● 小規模な集水への投資も増加している。エ
クアドルの農民は、伝統的なU字型の雨水
調整池、すなわちアルバラーダ（albarradas）
を造り、多雨の年に水を集め、旱魃の年に
帯水層に放出している。17　インドのマハラシュ
トラの農民は、降雨を集めて保存するために
流域の開発や小規模な集水施設に投資する
ことで、旱魃の増大に対処している。18

● ネパールの洪水に見舞われやすい地域のコ
ミュニティは、監視塔を高くするなど早期警
報システムを整備し、氷河湖の堤防が決壊し
ないよう、労力や物資を提供して土手の強化
を図っている。

● いずれの開発途上世界でも、顕在化しつつ
ある気候の脅威に対処するため、農民は伝
統的な耕作技術を活用している。バングラ
デシュでは、農家の女性たちによって、洪水
にしばしば見舞われる地域で野菜を育てる
ためのホテイアオイの筏「浮き庭」が造られて
いる。スリランカの農民は、塩水に強く、少
ない水にも耐えられるコメを作ろうと品種改
良に励んでいる。19

　前述のいずれのケースも、適応が気候変動
に直接起因するものであることを裏付ける証拠
はない。気象の具体的な事象と地球温暖化と
に因果関係があることを立証するのは不可能で
ある。立証されているのは、気候変動と旱魃、
水不足、暴風雨、気象の変わりやすさといっ
たある種の事象が連関している可能性が圧倒
的に高く、そのために適応を余儀なくされると
いうことである。あるケースのリスク増大を取り
上げ、そのうちの気候変動による部分だけを
数量化しようとしても無駄である。しかし、シ
ステミック・リスクの高まりを示す証拠を無視す
ることはあまりにも近視眼的過ぎるだろう。
　人間開発そのものが気候変動へ適応するた
めのもっとも確たる基盤である。平等な成長や
暮らしの多様化の促進、健康や教育における
機会の拡大、災害の影響を受けやすい人たち
への社会保険の提供、災害管理の向上、そし
て緊急事態後の復興支援といった政策はいず
れも、気候リスクに直面している貧しい人々の
回復力を高めることになる。気候変動への適
応計画を、公共政策から新たに枝分かれした
ものとしてではなく、貧困削減や人間開発のた
めのより広範な戦略の一部と考えるべき理由は
ここにある。
　気候変動に対する適応の優れた計画は、不
平等と社会的疎外関連の問題に優先するもの
ではない。ケニアの体験は示唆に富んでいる。
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ケニアの20 0万の牧畜民にとり、将来旱魃に見
舞われる危険が高まっていることはまさしく脅
威である。しかしながら、そうした脅威を増幅
させているのは、定住農業に有利な偏った政
策、水利権の民営化、牧畜民の慣習的権利に
対する軽視といった、今日の牧畜生活を衰退
に追い込んでいる広範な力である。一例を挙
げると、ケニア北部のワジル地区では、穀物生
産が牧畜地域にまで拡大しているために、放
牧地の利用が制限され、移動回廊が遮断され、
水の共有の伝統的な取り決めが損なわれ、そ
の結果、過放牧の増大や牛乳生産の減少につ
ながっている。20

国内適応政策の立案

　気候変動への適応を成功させるための青写
真はない。直面するリスクの種類もその程度も、
出発点となる人間開発のレベルも、国によって
異なり、技術的、財政的能力も国によってかな
りの開きがある。
　人間開発のための政策は適応のためのもっ
とも確実な基盤だが、人間開発を最適の形で
実践するには、顕在化しつつある気候変動リス
クを考慮しなければならない。こうしたリスク
は、過去の失政によるコストを増大させ、現在
の人間開発実践の再評価を促し、気候変動シ
ナリオと、より広範な国家プログラムとの統合
を誘発することになる。
　ほとんどの開発途上国では、これまで適応
計画は非主流的活動に留まってきた。適応の
ための戦略が浮上していればいるほど、重点は
気候耐性を強化するインフラに置かれている。
これは重要な分野である。しかし、適応はイ
ンフラの分野だけには決してとどまらない。出
発点は気候変動リスク評価を政策策定のあらゆ
る側面に組み込むことである。リスク管理とい
う点からも、回復力を高めるための戦略を公共
政策に組み込むことが求められている。政府
の能力が限られる国の場合、これはとてつもな
く大変な任務である。
　その任務の大きさは十分認識されているとは

いえない。エジプトでは、海面水位が0 .5ｍ上
昇すれば、350億米ドル超の経済的損失が発
生し、20 0万人が居住地を変えなければならな
くなる。21　同国では、環境省主導でハイレベル
の閣僚級の話し合いが行われ、制度的対応策
を開発しつつある。しかし、気候リスクの大き
さからして、経済全般を通じる遠大な政策改革
が必要になろう。
　もう1つの例がナミビアである。22　ここでも
気候変動は多くのセクターに脅威を突きつけて
いる。漁業を一例として挙げると、商用の魚加
工はいまやナミビア経済の大黒柱の1つになっ
ており、輸出全体の約3分の1を占めている。
ナミビアに巨額の漁業収入をもたらしているの
が沿岸を流れる寒流、ベンゲラ海流である。
水温は上昇する傾向にあり、主要な種類の魚
が南の方に移動してしまうのではないかとの懸
念が高まっている。これは漁
業にとって大きな適応問題で
ある。不確実性が高まる中、
果たしてナミビアは魚の加工に
対する投資を増やすべきなの
だろうか。それとも、多角化を模索すべきなの
だろうか。
　国という枠を取り払えば、これらの質問は開
発途上世界のすべての政府に問い掛けられて
いる質問である。質問に答えを出すには、リス
ク評価能力と回復力を大幅に強化する計画をま
とめる必要がある。地球環境ファシリティ
（GEF）のようなメカニズムを通した国際的な対
応も見られるようになってはきたが、そうした
対応は資金が不足し、協調態勢も貧弱で、管
理も行き届いていない。
　適応計画を成功させるには、政府の行動を
根本から変革する必要がある。受け身の措置
では十分ではない。国境を越える気候変動の
影響に地域協力を通じて対処できないような対
応では十分とはいえない。しかし、最大の転換
が求められるのは、人間開発や貧困削減の計
画策定においてである。社会の最貧層や災害
弱者の回復力や対応能力を高めるには、ミレニ
アム開発目標（MDGs）や貧困削減に資する経

人間開発そのものが
気候変動に対する適応の
もっとも確たる基盤である。
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済成長への口先だけの公約だけでは不十分
で、それ以上のものが必要となる。社会格差と

の取り組みの中で公平性を高
めるというコミットメントに支え
られた貧困削減戦略の基本的
な再検討が必要となろう。
　他の分野でもそうだが、適
用策においても、貧しい人々か
ら声が挙がり、優先されるも

のが認識され、政策のデザインが形作られる
場合、適応政策はより高い成果が上がり、貧し
い人々のニーズに応えるものとなるだろう。人間
開発の場合と同様、適応策を成功させるには、
政府が十分な説明責任を果たし素早い対応が
できることと、自分の生活を向上させるために
人々に力を与えることが必要条件となる。適応
計画を成功させるための基盤は、次の4つの「i」
に集約される。
● Information：有効な計画策定のための情報
● Infrastructure：気候変動を食い止めるため
の社会基盤

● Insurance：社会的リスク管理や貧困削減に
対する保険

● Institutions：災害リスク管理のための制度

気候リスクに関する情報

　気候変動に対する適応計画をまとめる際に
は、情報が力を発揮する。気象パターンを追
跡し、影響を予想し、リスクを評価する能力や
資源が乏しければ、国は国民に良質な情報を
提供することはできず、公的投資や脆弱性を
低減できる政策に目標を置くことさえおぼつか
ない。
　世界レベルで見た場合、気候変動リスクへの
エクスポージャーと情報は負の関係にある。
IPCCは、現在のアフリカの気候モデルでは十
分な情報が得られず、降雨、熱帯サイクロンの
空間分布、そして旱魃の発生に関するデータが
少ないことを認めている。なぜこうなっている
のか。この地域では気象観測所の設置が世界
気象機関（WMO）が推奨する最低レベルの8
分の1という、2万54 6 0km2に1カ所しかなく、

世界一気象観測所密度が低いからである。23　

これと比較すると、オランダの場合にはWMO
の最低レベルの4倍となる716 km2に1カ所の
割合で観測所が設置されている（図4 .2参照）。
　気象観測インフラにおける不平等はより広い
格差と密接に結びついている。教育や訓練の
機会は、気象インフラの開発や関連する調査
研究の実施に決定的に重要である。中等・高
等教育への就学が限られる国においては、こう
した活動を行う人的資本が不足する場合が少
なくない。それは国際研究の発表論文の分布
を見れば一目瞭然である。二大気象雑誌に掲
載されるすべての論文のうち、3分の2強が欧
州や北米で占められ、アフリカはわずか4％程
度に止まっている。24

　財政的制約は情報アクセスの格差を拡大さ
せている。先進国は貧しい国に比べ、気象デー
タの収集や分析のためにはるかに多くの資源を
注ぎ込み、気候に敏感な業種に絶えず情報を
流すことが可能である。一例を挙げれば、フラ
ンスの農家は、気候観測や分析に年間3億

貧しい人々から声が挙がり、
優先されるものが認識され、
政策のデザインが
形作られる場合に、適応政策は
より高い成果が上がり、
貧しい人々のニーズに
応えるものとなるだろう。

アフリカの気象情報格差図4.2

出典：Calculated from WMO 2007 and UN 2007b.
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8 8 0 0万米ドルを投資している、世界最先端の
予報システムを一部利用している気象ネット
ワークの恩恵を受けている。25　それに引き換え、
国民の90％以上が農業で生計を立てているエ
チオピアでは、20 0 5年の国家気象予算は約
20 0万米ドルだった。それでも、サハラ以南ア
フリカの水準から見れば、エチオピアは十分な
予算が組まれている。マラウイの20 0 5年の気
象予算は100万米ドルにも満たなかった。26実際、
フランスの気象予算は、サハラ以南アフリカ全
体の気候観測・分析予算を超えている。27

　気候を観測し予報する能力は暮らしの安全と
大いに関わってくる。農産物生産者にとっては、
降雨パターンや温度の突然の変化について事
前の警告があるかないかで豊作にもなれば不
作にもなり、大きな違いをもたらされる。季節
ごとの予報システムやそれが捕捉した情報を効
果的に配布できれば、農家は潜在的な危険を
監視し、作付け時期を調整したり、作物の組
み合わせを変えたりして対応することが可能に
なる。
　1つの成功例として挙げられるのがマリであ
る。この国では、国立の気象部門である気象
庁（DNM）が、農業従事者の代表組織、
NGO、地方自治体政府のネットワークを通して、
降雨や土壌水分に関する情報を配信するプログ
ラムを開発している。情報は、WMO、地域観
測システム、全国ネットの簡単な雨量計による
測定を含め、さまざまな情報源から集められて
いる。作物の生育時期を通じて、農家は速報
を定期的に受け取れるため、生産活動の調整
が可能である。2003～ 2004年の作付けシー
ズンの結果評価を見る限り、農業気象情報が
利用されている地域では、作物、とくにモロコ
シの生産量と収入が増加している。28

　マリの体験は、低所得が必ずしも活動の成
功の妨げにはならないことを物語っている。マ
リのケースでは、政府、農家、気象学者が協
力し合って情報を創出し、弱い立場の生産者に
力を与えるような形でその情報が配布されてお
り、ブレの大きい降雨に伴うリスクや不確実性
は少なくなっている。他の国の場合は、情報が

あまり手に入らず、手に入ったとしても、往々に
してその情報はまんべんなくは行き渡らず、あ
るいは農民や他のユーザーに役立つような形で
は提供されていない。大規模な商用農産物生
産者は質の高い情報を手にしているが、最大
の気候リスクに直面している限界地域の小自作
農は「情報の蚊帳の外」に置かれることが少な
くない。
　気象観測能力を構築するためには国際協力
が欠かせない。多くの開発途上国は観測活動
を広げようにも経済力も技術力もない。しかし、
情報へのアクセスが改善されなければ、開発
途上国の政府や人々は効果的な気候適応戦略
の開発機会が否定されてしまうことになる。
　心強い展開も散見される。20 0 5年、スコッ
トランドのグレンイーグルズで開かれた G8サ
ミットでは、気候観測能力を高めることの重要
性が認識された。「十分機能し
うる地域気象センターをアフリ
カに建設するとの観点」に立
ち、アフリカの既存の気象機
関を強化し、同地域が地球気
候観測システム（GCOS）を通じた協力による恩
恵を受けられるよう支援することを約束した。29

フィンランド政府は東アフリカの気象インフラ
開発を積極的に支援しており、英国気象局ハド
レーセンターは、低コストで解像度の高い気象
観測モデルを開発し、開発途上世界の11の地
域センターに無料で利用できるようにするととも
に、訓練や支援も行っている。30

　こうしたイニシアティブは大いに心強いが、
国際的対応は必要とされるレベルからはほど遠
い状態にある。G8によるコミットメントに基づ
き、国連アフリカ経済委員会とWMOは地域
の観測能力やインフラ能力を拡大するために、
10年間で2億米ドル程度の支出を要する計画を
まとめた。31　しかしながら、援助供与者の支
援はこれまでのところ非常に限られている。資
源が動員されたのは当初の詳細な調査に対し
てのみで、その後のサミットではG8は進展状
況をチェックしなかった。アフリカ・パートナー
シップ・フォーラムは、これまでの進展状況に

情報へのアクセスが
改善されなければ、開発途上国の
政府や人々は効果的な
気候適応戦略の開発機会が
否定されてしまうことになる。
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ついての見直しの中で、「G8のコミットメントや
アフリカの主要機関の強力な支援があるにもか
かわらず……プログラムの資金調達は未だに実
現していない」と結論づけた。32

気候変動への耐性を強化するためのインフラ

　歴史を通じ、各コミュニティでは、インフラ
を建設して、天候の気まぐれから身を守ろうと
してきた。洪水予防・排水システム、貯水池、
井戸、そして用水路はすべて、そうした例であ
る。どんなにインフラを整備しても、気候の威
力から逃れられるわけではない。インフラへの
投資によって可能になるのは、国や人々がリス
クを管理し、脆弱さを抑えられるよう、ある程
度の保護が提供されることである。
　気候変動はインフラ投資計画に重要な意味
を持つ。海面水位の上昇、気温の上昇、洪水

や暴風に対するエクスポー
ジャーの増大はいずれも、そ
うした投資の生存可能性に影
響を及ぼしている。多くの開
発途上国の適応計画に対する

現在のアプローチは、リスクの増大に対して既
存投資の「気候耐性を強化する」部分に重点が
置かれている。国別適応行動計画（NAPAs）
から引用した以下の例は、そうしたアプローチ
を浮き彫りにしている。
● カンボジアは、洪水リスクの増大を考慮に入
れずに開発した道路網を新たに修復し、水
門や排水路を建設するために、10 0 0万米ド
ルの投資が必要と見積もっている。

● バングラデシュでは、高潮の危険にさらされ
ている地域の海岸沿いに緩衝地帯を設ける
ための総額230 0万米ドルのプロジェクトに
加え、沿岸土壌の塩害を食い止めるための
追加予算650万米ドルが政府によって認め
られている。輸送部門に関しては、海面水
位上昇への対策として、全長80 0kmの道
路網を0 .5ｍから1ｍ高くするための費用を
25年間で1億2800万米ドルと政府は見積もっ
ている。

● ハイチの国家適応計画では、土壌浸食への

対策を通じて、水不足や洪水の脅威を抑える
プロジェクトへの投資として110 0万米ドルの
予算が必要と見積もられている。
　直接的かつ緊急の必要性についてしか詳細
に記されていないNAPAsの中に明記されてい
る適応計画に対するプロジェクトベースのアプ
ローチでは、効果的に「気候耐性を強化する」
ために必要な資金規模に関する限られた見通
ししか示されていない。ベトナムでは、メコン
デルタの災害リスクを減らすために、国連機関
と農業・農村開発省によって総合戦略がまとめ
られた。この戦略は、気候変動の影響に対し
て脆弱なコミュニティや生態系の評価と、沿岸
地域管理のためのより広範なプログラムに組み
込まれた適応計画を基にしたものである。これ
には、排水システムの強化、人間の定住地や
農業地域周辺の堤防や堀の強化、そしてマン
グローブ地域の回復支援を目的とする投資が
含まれている。資本投資コストの総額は、
20 0 6年から2010年までが総額16億米ドル、
2010年から202 0年までが13億米ドルと見積
もられている。33

　ベトナムのメコンデルタの災害リスクを抑える
戦略は、適応に対するアプローチのより広範な
妥当性の3つの重要なポイントを浮き彫りにし
ている。まず、高リスク環境における効果的な
適応計画は、ほとんどの政府が単独で活動す
る場合の財政能力をはるかに超える投資が必
要である。第2に、適応計画はメコンデルタの
場合には15年という長期的視野に立つ必要が
ある。そして第3に、適応計画は独立した活動
というアプローチを取る限り、成功しない。ベ
トナムのメコンデルタ戦略は、同国の国内貧困
削減戦略や中期歳出枠に組み込まれており、
飢餓を克服し、脆弱性を抑えることを狙いとし
た政策および援助供与者との幅広いパートナー
シップと結びついている。
　インフラ開発は、災害リスク管理を向上させ
る費用効率の高い方法かもしれない。豊かな
国の場合、災害予防は救済よりも費用効率が
高いという認識が政府のインフラ投資に対する
考え方を形成する重要な要素となっている。

多くの開発途上国の適応計画に
対する現在のアプローチは、
リスクの増大に対して既存投資の
「気候変動を食い止める」部分に
重点が置かれている。
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　開発途上国においても、似たような費用と便
益の原則が適用されている。ある最近の国際
研究によれば、開発途上国の災害前のリスク
管理活動に1米ドル投資すれば、7米ドルの損
失が抑えられると見積もられている。34　国別調
査はこの大まかな費用・便益のストーリーを裏
付けている。中国では20 0 0年までの40年間
に洪水予防に30億米ドルがつぎ込まれ、120
億米ドルの損失を回避できたと見積もられてい
る。35　ベトナムが沿岸住民を高潮から守るため
に導入したマングローブ植樹プロジェクトの経
済効果はコストの52倍と推定されている。36

　成功する適応計画は経済的損失を回避でき
る可能性がある。バングラデシュの災害リスク
分析は、適応投資に対するリターンについて格
好のヒントを与えてくれる。保険業界で広く利
用されているのとよく似たリスク分析法を用い
て、妥当と思われる一連の気候変動シナリオ
に基づき、研究者は現在、202 0年、そして
205 0年時点の洪水リスクに伴う経済的損失に
ついて評価を行った。適応を想定しない場合、
極端な「50年に1度の事象」に伴うコストは、
205 0年には GDPの7％に上るが、適応が行
われる場合には約2％に低下する。37　この差は、
農業生産、雇用、投資の大幅後退につながる
恐れがあり、人間開発にとってマイナスの影響
があるかもしれない。
　配分要因について検討することも適応計画に
とっては重要である。政府は、限られた公的
投資の資源をどこに配分するか、難しい判断を
下さなければならない。明らかに危険なのは、
取り残されたコミュニティの適応ニーズが、政
治的発言力の強いパワーのあるグループの要求
の前に見過ごされてしまうことである。
　貧困者に資する適応戦略は、貧困削減や不
平等の克服を目的とする広範な政策と切り離し
て開発することはできない。バングラデシュの
政府や援助供与者は、洪水に見舞われること
が多いチャール（char）島の住民など、同国の
中でももっとも辺遠に押しやられている人々の
一部にまで行き渡る適応戦略を認めるように
なっている。他の地域同様、費用・便益的に

貧困層に資する適応策を実施する強力な根拠
がある。チャール島へ投資した場合のリターン
はコスト1に対しておよそ3と推定される（Box4 .1
参照）。費用・便益の論点は基本的な公正さと
いう観点からも強力に後押しされている。バン
グラデシュ最貧層の一部が手にする家計所得1
米ドルには、高所得層の貯金1米ドルよりも大
きいウェイトが付与されなければならない。
　水管理のためのインフラは人間開発の機会
を促進させる、あるいは減少させる上で重要な
役割を果たす可能性がある。世界で最も貧し
い農産物生産者の中には、気候の変化への適
応に関してもっとも難しい問題に直面している
者もいる。降雨のタイミングやその期間、気温
や水の流出パターンを頼りに生活している農村
部の貧しい人々は、非常に限られた資源しか持
たず、直接リスクにさらされて
いる。灌漑農業よりも雨を頼り
にする農産物生産者はなおさ
らそうである。サハラ以南アフ
リカの農業は90％以上がこの
分類に当てはまる。その上、
この地域は降雨の水への転換率がもっとも低い
地域の1つでもある。 これは蒸発率が高いこと
もさることながら、灌漑の伝統がないことも理
由の1つとなっている。38　南アジアの場合はよ
り広く灌漑が利用されているが、農民の3人に1
人はいまだに天水農業に頼っている。
　水ストレスに悩まされ、降雨が頼りの環境の
中で農産物を育てている生産者はすでに、降
雨を貯めておく水保存システムの開発のため尽
力している。気候変動によってリスクが高まる
につれ、適応計画における問題の1つとなるの
がこうした努力に対する支援である。多くの国
では灌漑システムの開発も1つの役割を担って
いる。20 0 5年、国連アフリカ経済委員会は
2015年までに灌漑による耕作可能地域を2倍
に増やすよう求めている。灌漑利用が増えれ
ば、生産性の向上と気候リスクの削減を両方同
時に後押しすることになる。しかしながら、こ
うした分野の提言は、将来の気候変動が水の
利用可能性に与える影響を考慮しなければな

明らかに危険なのは、
取り残されたコミュニティの
適応ニーズが、
政治的発言力の強いパワーのある
グループの要求の前に
見過ごされてしまうことである
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バングラデシュのチャール島の適応Box4.1

　バングラデシュの河川周辺のデルタ
地帯は気候変動の最前線にある。ガン
ジス川とブラフマプトラ川が合流するデ
ルタ地帯に位置する島や他の低地地域
一帯（チャール）には、絶えず洪水のリ
スクにさらされている高度の災害弱者
250万人以上が暮らしている。気候変
動が突きつける脅威の高まりにこうし
たコミュニティが適応していけるように
するためには人間開発が欠かせないこ
とが以前から認識されてきたが、それ
が経済的にも理にかなっていることが
革新的な費用・便益分析によって示さ
れている。
　チャールに暮す人々の生活は、水の
流れと水の氾濫とによって大いに拘束
されている。川の水によって土壌は洗
われ、沈泥が堆積するため、チャール
そのものも絶えず浸食を受け、形が変
化している。島全体は浸食や洪水に対
して脆弱だが、とくに大きなリスクに直
面しているのはなんの防備もされていな
い河道沿いに暮す人々である。
　リスク対応能力は貧困であるがゆえ
に限られている。バングラデシュの川
沿いの地域は貧困率が高いという特徴
がある。80％以上が極貧状態で暮ら
している（表参照）。栄養、子どもの死
亡率、そして公衆衛生に関する指標は
国内最低の部類に入る。絶えず洪水の
脅威にさらされている人々は、農地の
周囲に堤防や溝を築き、家が壊れた時
には再び建て直すことで洪水に対処し
ている。小規模な洪水でも受けるダメー
ジは小さくない。1998年や2004年
の大規模な洪水は農業生産に広範に
打撃を与え、住宅を破壊し、その間コ
ミュニティは重要な医療サービスや他
の公共サービスから遮断されてしまう。
政府、援助供与者、地元のコミュニティ
は、脆弱性を低くするため、一連のア
プローチをまとめ、住宅の保護を最優
先とすることが認められた。チャール
生計プログラムに基づき実施されてい
るパイロット・プロジェクトは、20年

に１度の大洪水に備えて、住宅を「洪
水に耐えられる」ものとすることを狙い
としている（ほとんどの住宅は現在、２
年に１度の割りで起こる程度の洪水に
も脆弱な状態にある）。このプログラム
の目的は、土で基礎を築き、土壌を浸
食から守るために樹木や草を植えて、
４世帯が入居できる住居を用意するこ
とである。清浄な水や公衆衛生に確実
にアクセスできるよう、手動ポンプや
基本的な便所が供給されている。これ
までのところ、この代替住宅プログラ
ムに参加しているチャールの住民は約
5万6000人に上る。
　こうしたプログラムに参加するメリッ
トは、洪水へのエクスポージャーの低
下という形で現れている。しかし、
250万のチャール住民すべてのために
このイニシアティブの規模を拡大するこ
とは、果たして経済面から言って理に
適っているのだろうか。研究者は地元
の人々の情報を利用して、土で土台を
引き上げるのに土台の高さはどの程度
が適当かを計測し、土壌の浸食を抑え
るためにはどの素材がもっとも適当か
を確認し、異なった気候変動シナリオ
に基づき、将来こうむる可能性のある
損害を予測するために費用・便益分析
を行ない、潜在的リターンについて評
価を行なった。
　この結果、プロジェクトは経済的観

点から見て投資を行なうのに相応しい
ケースであることが示されている。
チャールのすべての住人を20年に１度
の大洪水から守るために必要な12万
5000軒の基礎引き上げ工事には、
１億1700万米ドルの費用がかかる。
しかし、この工事に１米ドルかけるごと
に、工事がなされない場合に失われる
であろう2～ 3米ドルの資産や生産が
守られると見積もられている。この数
字には、より広範な人間開発のメリッ
トが控えめに見積もられている。チャー
ルの住民は、バングラデシュでも最貧
層に属している。ということは、洪水
によって損害を被れば当然、こうした
人々の栄養状態や健康、教育は大いに
マイナスの影響を受けることになる。第
２章で示したように、こうした分野に
おける損失は、人々を長期的な極貧サ
イクルに陥らせるので、一生の機会を
損ない、幾世代にもわたって貧困を続
けさせることにもなりかねない。こうし
たことから、適応策として認められてい
る選択肢の国内での費用・便益評価を
支援し、その評価を気候変動の影響を
もっとも受けやすい人たちのニーズに
的を絞った国家予算計画にまで拡大し
ていくことが急務である。

出典：Dasgupta et al. 20 05 ; DFID 
2002 ; Tanner et al. 20 07.

2005年 チャール島
バングラデシュ
平均

極貧（％） 80 23

識字率（10歳以上の男性、%） 29 57

識字率（10歳以上の女性、%） 21 46

食料確保が難しい世帯の割合（%）
1カ月以上 95 ..

2カ月以上 84 ..

3カ月以上 24 ..

4カ月以上 9 ..

チャール島の貧困状況

出典：Dasgupta et al. 2005.
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らない。
　ことに水は相対的に豊富だがエチオピア、ケ
ニア、タンザニアといった集中的に雨が降る国
の場合には、灌漑以外にも水保存の開発の機
会はかなり広がっている。39　エチオピアには12
の大きな河川の流域が広がっており、水は比
較的豊富だが、貯水池の貯水能力は世界最低
の部類に属しており、オーストラリアが1人当た
り470 0㎥であるのに対し、エチオピアは1人
当たりわずか50㎥に過ぎない。貯水能力が十
分でない国の場合、降雨量が増加したとしても
水の利用可能性が高まることにはならないかも
しれない。むしろ、流出量が増加し、水が氾
濫するリスクが高まる可能性が高い。
　インドの経験は示唆に富んでいる。ここでも
他と同様、気候変動はすでに大きなストレス状
態にある水システムにさらに圧力を加えること
になる。総降雨量は平均すると増加が見込まれ
ているが、国内の大半はあまり雨に恵まれるこ
とはないだろう。地域コミュニティはすでに水
ストレスに対して画期的な対応策を開発しよう
としている。
　長期化する旱魃や灌漑管理問題が地下水の
枯渇につながったグジャラート州では、コミュ
ニティのイニシアティブで1万カ所の砂防ダムを
回復させ、モンスーン時の雨を保存して、地下
水を涵養するようにしている。国や州のプログ
ラムがコミュニティのイニシアティブを支援して
いる。アンドラプラデシュ州の旱魃多発地域プ
ログラムは3000カ所あまりの集水地域をカバー
しており、土壌の保全、水保存、植林を含む
幅広い「旱魃を食い止める」ための措置が盛り
込まれている。40

　トップダウン式の計画、大規模灌漑、巨大
な水保存システムは、気候変動の結果、顕在
化しつつある、農業生産者が直面しているリス
クの万能薬ではない。問題は資源を動員し、イ
ンセンティブを創出する国家戦略やサブ国家戦
略を通して、地元のイニシアティブをいかに支
援するかである。適応を成功させるためには単
にインフラを物理的に整えさえすればいいとい
うことではない。そのインフラをどこに築き、

それを誰が管理し、保存した水を誰が利用す
るかが成功の鍵となる。

社会保護に対する保険

　気候の変動は貧しい者の生命や暮らしに高
いリスクをもたらすことになる。何百万もの貧
しい人々は、自分自身の資源では現在の気候リ
スクを十分管理することができず、そのためリ
スク管理能力を高めるための何らかの適応戦
略が必要になる。第2章で分析した長期的後
退をすることなく、異常気象の衝撃、とくに大
災害ショックに対処していける力を人々に付与す
ることが人間開発の進展を持続させるための条
件となる。
　気候変動への適応が成功するかどうかの見
通しは、より幅広い人間開発の条件によって形
成されることになる。保健、
教育、雇用、そして経済計画
などの分野における公共政策
は、リスク管理能力を高める
こともあれば低下させることも
ある。つまるところ、政策による、気候変動リ
スクに対する最も重要な防御の第一線は貧困
や極端な不平等に打ち克つための効果的な戦
略である。社会保護はそうした戦略の重要な
不可欠な部分をなしている。
　社会保護のためのプログラムは幅広い介入
を網羅している。それにはリスクをプールでき
る拠出スキーム（老齢年金や失業保険はその一
例）やターゲットとする人々にさまざまな手当て
を支給する、税金で賄われる給付が含まれる。
何よりも重要な目的の1つは、一時的ショックを
長期的な極貧状態の原因にさせないことであ
る。気候変動という状況下、より広範な適応
戦略の一環として実施される社会保護プログラ
ムは、貧しい人々のリスク管理を助ける重要な
役割を果たし、人間開発の長期的後退を回避
することを可能にする。
　第2章で見てきたように、異常気象の衝撃は
所得、栄養、雇用、健康、教育への影響を通
じて、災害弱者の権利を急速に侵食してしまう
可能性がある。優れた設計の社会保護措置は、

気候変動はとくに
以下の 4つの分野において
貧困層に対する社会保護
セーフティーネットを強化するための
強力な論拠を提供している。
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人々のこうした分野の権利を守ると同時に機会
を拡大させることが可能である。気候変動によ
るリスクの増大やそうしたリスクに対する適応
だけが、社会保護への強調を一段と強める唯
一の動機付けではない。貧困削減を加速させ、
脆弱性を低減し、周縁化を克服するための国
家戦略においては、この分野の設計が優れて
いることが必要不可欠である。しかし、気候
変動はとくに以下の4つの分野において貧困層
に対する社会保護セーフティーネットを強化す
るための強力な論拠を提供している。
● 雇用プログラム
● 資金移転
● 危機関連移転
● 保険関連移転
　雇用プログラム  公共事業プログラムは、異

常気象の衝撃によって農業雇
用が失われ、食料が手に入り
にくくなった場合に、栄養や健
康を守り、雇用を創出し、所
得を発生させるための措置を

提供することが可能である。資金移転スキーム
や食品給付スキームを支援するための雇用ベー
スのプログラムもやはり、中長期的なセーフティー
ネットを提供することが可能である。そうした
プログラムの例としてもっともよく知られている
のが、インドのマハラシュトラ州の国家雇用保
証計画である。このプログラムによって家計所
得の安定が図られ、食料危機を予防できるよ
うになった。その成功は「働く権利」の獲得を目
指す全国キャンペーンへと発展、さらに全国的
な立法措置が採択されるまでになった。この
20 0 5年国家地方雇用保護法は、インド農村
部のすべての世帯に対して最低賃金で100日間
の雇用を保証している。41　その費用は年間100
億米ドル、GDPの約1％と見積もられている。42

　比較的少額の資金移転でさえ効果が上がる
可能性もある。エチオピアの生産的セーフティー
ネットプログラム（PSNP）は、1月当たり最高4米
ドルの現金もしくは食料を国民に給付する。こ
のプログラムは年間の食料支援要請に伴う不確
実性を払拭することが狙いで、約500万人に予

測可能な所得源や雇用源を提供している（Box 
4 .2参照）。こうした給付は旱魃の際、栄養不
良へつながるような脆弱性を低下させることに
なるほか、貧しい世帯が生産的資産を増やし、
健康や教育へ投資することを可能にしている。
　資金移転  洪水、旱魃、他の異常気象の衝
撃に見舞われると、貧しい世帯は労働力を増
やすために子どもを学校に通わせるのを諦めた
り、健康や栄養に対する支出を抑えたりせざる
を得なくなる。こうした対処の仕方をすれば、
将来の機会を狭めることになり、人間開発の
低下という落とし穴にはまってしまうことにな
る。資金移転は明確な人間開発目標と結びつ
いており、リスクを脆弱性へ転換させるメカニ
ズムを弱めることが可能である。また、人間の
能力開発のためのインセンティブを創出するこ
とも可能である。その例をいくつかご紹介しよ
う。
● メキシコのオポルチュニダーデス・プログラ
ムは都市部の最貧層を対象とし、子どもを
学校に通わせ、健康診断を定期的に受けさ
せることを条件として、家族に手当てを支給
している。20 03年にはこのプログラムによ
り40 0万の世帯が支援を受け、年間のコスト
は22億米ドルに上った。このプログラムに
よって給付が受けられるようになった結果、
旱魃や親の失業、あるいは他のショックに見
舞われた場合に12歳～14歳の子どもが学
校をやめて働き始める率は23％減少してい
る。43

● ブラジルでは、いくつかの資金移転プログラ
ムが単独の包括的スキームであるボルサ・
ファミリア・プログラム（BFP）に統合され、
現在約460 0万人、人口全体の約4分の1を
カバーしている。有資格世帯に対する法的な
給付制度であるBFPによって、脆弱性は低
減し、多方面で人間開発の向上が促され、
各世帯は子どもの就学を止めさせることなく、
ショックに対処することが可能になっている。
（Box 4 .3参照）

● 中米のプログラムもショックに対する回復力
を高めている。 ニカラグアの Red de 

資金移転は明確な人間開発目標と
結びついており、
リスクを脆弱性へ転換させる
メカニズムを弱めることが
可能である。
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エチオピアの生産的セーフティーネット・プログラムBox4.2

　「このプログラム以前は、２回食べら
れればいいほうだった。刈り入れ前で
食料が乏しいときなんか食事はたった
１回きり。子どもたちにも辛い思いをさ
せた。子どもたちを学校にやれないと
きもあったし、病気でも医者にかかる
お金がないときもあった。生きていくこ
とはもちろん大変なことだけれども、少
なくともいまは辛くても乗り越えられる
だけの物がある。いまは、少しはよい
ものを食べているし、９歳の子どもを
学校に通わせることもできる。それに
子牛を買うためにお金も貯めている」。
　これはエチオピアの南ゴンダ―ルの
Lay Gant 地区に住む、４人の子供を
抱える28歳の女性 Debre Wondimi
が語った言葉である。エチオピア全土
の何百万という人々と同様、Debre の
人生も旱魃と貧困の破壊的相互作用と
苦闘する日々である。彼女は現在、不
確実な天候によって脅かされる食料確
保に取り組むエチオピアの大胆な試み、
生産的セーフティーネット・プログラム
（PSNP）に参加している。このプログ
ラムは、気候変動が突きつけるリスク
管理問題と取り組む国に重要な教訓を
もたらすことになるかもしれない。
　エチオピアに雨が降ると、Debre や
その子どもたちのような人々は、福利
厚生だけではなく生命までも危険にさ
らされることになる。旱魃や飢饉はエ
チオピアの歴史を通じ幾度となく繰り
返されてきた。2000年以降だけをとっ
てみても、2002年～ 2003年にか
けて壊滅的打撃をもたらしたものも含
めて、大規模な旱魃が３回発生してい
る。高度に慢性的剥奪状態である上
に、こうした緊急事態がさらに重なるこ
とになる。エチオピアは、HDI では
177カ国中169位にランクされている。
人口の23％は１日１米ドル未満で生活
し、子ども５人のうちおよそ２人（38％）
は年齢の割に体重が軽い。
　このため、エチオピアでは食料を確
保できないことが貧困の重要部分をな

している。これへの対応は伝統的に食
料支援が中心となってきた。援助供与
者や政府は毎年、慢性的な不足を補う
ためにどの程度の食料支援が必要かを
推計し、緊急支援要請を行うことで
賄ってきた。
　PSNPはこうした人道支援モデルに
別れを告げるための試みであり、雇用
ベースの社会移転プログラムである。
一時的なショックではなく、貧困の結
果として予想される食料確保ができな
い状態に直面している人々をターゲット
とし、１月当たり５日間働けるようにし
て、それと引き換えに食料もしくは家
族１人ひとりに対しそれぞれ１カ月当た
り4米ドルの現金を給付する。2005
年に500万人だった受給者を2009
年までに800万人に広げることを目標
としている。食料支援モデルとは異な
り、PSNPは複数年にまたがるプログ
ラムである。政府や援助供与者から財
政的支援を受け５年間運営され、散発
的な緊急援助からより予測可能な資源
移転の方向へと支援モードの転換が図
られることになる。
　この予測可能性は PSNP の基盤の
１つとなっている。緊急要請では、決
まって目標額に達せず、支援が遅れた
り不規則になったりしがちであるとし
て、エチオピア政府や援助供与コミュ
ニティが懸念を抱いたことも、このプ
ログラムを後押しする要因となった。旱
魃が長期化する中で支援が遅れれば、
短期的にも長期的にも、貧困家庭に壊
滅的な結果をもたらすことにもなりかね
ない。1983 ～ 84年にかけての旱魃
では、数千人もの災害弱者が死亡した。
　もう１つ PSNPが人道的食料支援と
大きく異なるのは意欲のレベルである。
生産の不足を補うことによって世帯消
費をスムーズにするだけではなく、家計
資産を守ることも目的に含まれる。現
金移転は投げ売りによって貧困に陥る
のを防ぐためだけではなく、資産を高
め、投資を増大させて、農業市場を活

性化させる一手段になると受け止めら
れている。
　プログラムはどの程度の成果を上げ
ているのだろうか。独自に行われたさま
ざまな評価から、いくつかの点に関し
て楽観的な見方をすることができる根
拠がもたらされている。移転は大勢の
貧しい人々の元に届いており、その暮
らしにはっきりと効果が現れていること
を示す強力な証左がある（表参照）。プ
ログラム実施開始から1年間の移転の
影響に関する世帯調査の結果は以下の
通りである。
● 世帯の４分の３が、前年に比べて食
料の消費が増えた、あるいはより良
質の食品を摂取するようになったと
回答している。60％が、他の人のニー
ズのために売る分よりも自分自身で
食べる食料を多く確保できたと回答
している。

● 受給家庭の５世帯に３世帯は、「災
難」に対する一般的な対応として食
料を買うために資産を売り払わなけ
ればならない事態を回避することが
できた。90％以上の世帯がこの結
果を直接 PSNPに帰している。

● 受給家庭のほぼ半数が前年に比べて
医療施設を利用する回数が増えたと
回答した。子どもの多くを就学させ
た世帯は全体の３分の１強、また長
期間学校に通わせるようになった世
帯はほぼ半数に上った。

● 受給世帯全体の４分の１が新しい資
産を手に入れ、55％がこの結果を
直接 PSNPに帰している。
　PSNPは多くの問題に直面している。
　エチオピアでは、約3500万人が同
国の貧困ライン以下で生活しており、
多くの潜在的受給者が現在この計画か
ら漏れていることがうかがえる。３年後
にこのプログラムから「巣立つ」受給者
の割合つまり「卒業」目標も野心的すぎ
るかもしれない。PSNP によって、剥
奪や貧困から永遠に逃れるために必要
な資産や資源を手に入れられるかどう
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Protección Social（RPS）は20 0 0年以降、
子どもを学校に通わせ、健康診断を受けさ
せることを条件として現金移転を行なってい
る。無作為抽出による評価調査によれば、
RPS のお陰で、各世帯はコーヒー価格の低
迷を含め、一連のショックにも対処していけ
るようになっていることがわかった。20 01
年にコーヒー価格が低迷し、非受給世帯の
収入が22％減少した際にも、受給世帯の出
費は変わらなかった。ホンジュラスでは、農
業ショックに見舞われた際、家族支援プログ
ラム（PRAF）を通じた現金給付のお陰で、
子どもが学校へ通えなくなったり、子どもの
健康に影響が出るようになったりしたことは
なかったことが裏付けられている。44

● ザンビアのカモロ県のパイロット・プロジェク
トでは、最貧層の10％に当たる世帯に1月当
たり6米ドル（子どものいる世帯に対しては8
米ドル）が支給される。この支給額であれば、
日々の食事が十分に賄え、絶対的貧困に陥
らずにすむ。受給世帯の間ではすでに、世
帯投資の増加のほか、子どもの栄養状態の
改善や学校に通えるようになるなどの改善が
散見される。さらに、支給された現金の一
部を節約し、それを農作物の種子や家畜用
小動物への投資に充てている世帯もある。
プロジェクトは、20 0 7年末までに90 0 0あま
りの世帯（５万80 0 0人）に届くようにするの

が狙いで、推定費用は1年当たり160 0万米
ドル（GDPの0.2％、現在の支援支出の1.6％）
とされ、全国に規模を拡大することが検討
されている。45

　危機関連移転  異常気象の衝撃は小自作農
を下降スパイラルに陥れ、人間開発見通しを損
なう可能性がある。旱魃や洪水によって作物が
全滅すれば、人々は栄養面において直接脅威
にさらされることになるが、それと同時に、次
の季節に蒔くための種子も、あるいは種子や
他の必要な品物を購入するお金にも事欠くこと
になる。こうなると、所得は減少し、働き口も
少なくなり、ひいては食料支援に継続的に頼ら
ざるを得ない状態に陥ることになる。こうした
自己増幅的な下降スパイラルは、一連の生産
的投入品目を給付することを通じて打ち破るこ
とが可能である。たとえ打ち破れなくとも、少
なくとも下降スパイラルを弱めることはできる。
たとえば、
● マラウイでは、種子や肥料の「生産的パッ
ケージ」の助成による移転が、20 0 5年の旱
魃からの回復を促す重要な役割を果たした
（Box 4 .4参照）。

● 2 0 0 5 ～ 20 0 6年にかけてマリのガオ地区は
深刻な旱魃に見舞われた。これを受けて、
国際 NGO、オックスファムは現金と貸出事
業を一体化させたプログラムを立ち上げ、現
地政府やコミュニティを基盤とする組織を通

かはわからない。しかしながら、プロ
グラム実施初期段階を見る限り、十分
に的を絞った介入であれば、家庭レベ
ルでの貧困への対処を支援できる可能
性があることを示している。

出典：Devereux et al 2006; Government 
of the Federal Republic of Ethiopia 2006; 
Menon 2007 b; Sharp, Brown and 
Teshome 2006 ; Slater et al 2006 .

セーフティーネットが人に与える影響

生産的セーフティーネット・プログラム
（PSNP） 受給世帯（%）

結果を直接PSNP
の結果に帰してい

る受給世帯の割合（%）

食料の確保 前年より多くの、よい食料を消費 74.8

62.4

93.5

資産保護
食料購入のために資産を売却せず
食料購入のために貯蓄を切り崩さず

食料生産を消費のために確保

62.0

35.6

91.3

89.7

サービスの
利用

前年より医療施設の利用が増えた
前年より長期間子どもを通学させた

46.1

49.7

75.9

86.5

資産の
創出

世帯資産を新たに入手した
新たな技能や知識を身に付けた

23.4

28.6

55.3

85.5

出典：Devereux et al 2006.
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じて活動を行なった。小規模な水保存構造
の構築のために人々を雇い、その手当ての
半分を現金で支払い、半分は種子、他の投
入品目、家畜、子どもの学費など、必需品
購入のための貸出という形で支払いがなさ
れた。46

● ケニアでは、田園地帯が旱魃に見舞われる
と、家畜用飼料の供給が減少するため、食
料の穀物価格が急上昇しているときに、家
畜の価格下落への対処措置の1つとして家畜

が「投げ売り」される。政府の革新的プログ
ラムは取引業者に輸送費用を助成し、旱魃
地域以外の市場へ動物を移送できるようにし
て、効果的に価格の下落に歯止めをかけら
れるようにしている。47

　保険関連移転　気候リスクへの対処は生活
に内在したものである。貧しい農村部の世帯
の場合にはとくに生活の本質そのものである。
そうしたリスクの軽減に正式な保険市場が果た
す役割は限られている。市場の発展を妨げる

条件付き現金移転――ブラジルのボルサ・ファミリア・プログラムBox4.3

　条件付き現金移転 （CCT） は、リ
スクと脆弱性との連関を断ち切る上に
重要な役割を果たすことが可能である。
CCTは最低収入を確保し、医療・教
育・栄養に対し広範な権利を付与する
ことにより、権利に対する法的基盤を
創出して貧しい人々に力をつけることが
可能である。世界最大の CCTスキー
ムの１つ、ブラジルのボルサ・ファミリ
ア・プログラム（BFP）は何が可能かを
如実に示している。
　ブラジルの CCTは当初、危機に見
舞われたときに子どもを働かせないよう
にするために開発されたものだが、
2001～ 2003年にかけてその規模
が劇的に拡大した。もともとのボルサ・
エスコラ・プログラム（子どもの通学を
続けさせることを条件とする財政的移
転）にさらに3つのプログラムが追加さ
れ、補強された。ボルサ・アリメンタ
サンは貧困家庭の栄養不良を減らすた
め、現金もしくは食料の移転を行うと
いうものである。アウクシリオ・ガス
（Auxilio Gas）は家庭用ガスに対する助
成の段階的廃止を受けて採られた貧困
世帯に対する補償措置である。また、
フォーメ・ゼロはブラジル最悪の飢饉
に対処するために2003年に導入され
たものである。こうしたさまざまな
CCTを単一の包括的プログラムとして
BFPへまとめる努力は2003年にス
タートし、さらに強化されている。

　BFP 受給者は、地理的評価や1人
当たり所得を基にした世帯評価を含
め、さまざまなターゲティング方法を通
じて選抜される。2006年には、受給
資格を1月当たりの家計所得水準が貧
困家庭の場合には60クロゼイロレアル
（28米ドル）、やや貧困家庭の場合に
は120クロゼイロレアル（55米ドル）
に定められた。 
　2006年6月現在、BFPがカバーし
ているのはブラジル人口の４分の１、貧
困層のほぼすべてに当たる。1,110万
世帯、約4,600万人に上る費用総額
は推定40億米ドル、ブラジルの GDP
の0 .5％に当たる。給付額はそれほど
多額ではないが、非常に印象的な結果
をもたらしている。結果には以下が含
まれる。
● プログラムは、公式の貧困ラインで
ある１カ月120クロゼイロレアル未
満で生活している世帯に100％届い
ている。移転全体の73％が最貧世
帯へ、94％が５段階所得区分の下
位2段階に属する世帯へ支給されて
いる。

● ブラジルで最近見られた不平等急低
下の約４分の１、また極貧減少の
16％はBFPのお陰によるものである。

● BFP はまた就学率も押し上げてい
る。調査研究から、年齢10 ～15
歳で現在学校に通っていない貧困家
庭の子供の60％は、BFP やその前

身のプログラムに応えて、学校に通
うことが予想される。退学率は約8％
に低下した。

● BFP の影響がもっとも顕著に現れて
いるものの１つが栄養への影響であ
る。栄養プログラムによってカバーさ
れている貧困世帯では、６～11カ月
齢の子どもの栄養不良発生率は
60％低下していることがわかった。

● BFP の運営はジェンダー・エンパ
ワーメントを支援し、女性が法的権
限を有する受給者として確立された。
　脆弱性と取り組む際に直面する財政
的、制度的、政治的制約は国によって
違いがある。BFP がブラジルで機能し
ている理由の１つは、分権的政治シス
テムを通じてプログラムが実施されてい
るが、規則の制定、能力の構築、そし
てプログラム提供者に責任を担わせる
という点で連邦政府が力強い支援を行
なっている点にある。本章で取り上げ
た他のケース同様、このブラジルの
ケースも、CCTには脆弱性を抑えるだ
けではなく、これをはるかに超える可能
性を有し、人間開発の飛躍的前進を促
す権利の主張を貧困者に可能にしてい
ることを物語っている。
出典：de Janvry et al. 2006 c; Lindert 
et al. 2007; Vakis 2006 .
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障害がどこにあるのかはいまさら言うまでもな
い。機能している保険市場では、リスクが増大
するとともに保険料の価格は上昇する。リスク
の高い周縁地域に住む貧しい世帯にとって、高
額の保険料はとても手が出ない。リスクのプー
ルや保険の割り振りも、一連の代理人問題に

悩まされている。たとえば損失の検証、ことに

遠隔地の農村部における損失の検証、および

やる気をそぐような要因の創出（作物の価格が

低下しているときには収穫ではなく損失を表明

するなど）といった例である。こうした問題は、

気象インデックスを通じて対処することが可能

である（Box 4 .5参照）。公的政策もまた、災

害弱者が潜在的な大災害リスクに対処するため

の独自のスキームを立ち上げ、管理することを

手助けすることが可能である。20 01年にイン

ドのグジャラート州で大地震が発生したとき、

保険をかけていたのは被災者のわずか２％に

すぎなかった。このため、脆弱性は高まり、経

済回復を妨げることになった。そうした中、１

つ明るい話題となったのは、NGOやビジネス

界の支援を受けて、貧しい人々のためのミクロ

保険スキームが設立されたことである。地域リ

スク移転イニシアティブの下で実施されている

アファット・ビモ・スキームは現在、19のさま

ざまなタイプの災害に対し１年につき約５米ドル

の保険料で低所得層5000世帯をカバーしてい

る。こうした試みは、貧困レベルや脆弱レベル

が高い地域であっても、地理的場所とかかわり

なくリスク分散の可能性があることを示してい

る。48

災害リスク管理のための制度

　災害リスク管理は適応計画に不可欠である。

マラウイでは農業を通して脆弱性が低下Box4.4

　異常気象の衝撃による損害の連鎖
は、農業生産への影響を介して生じる
こともある。旱魃や洪水によって作物
が大打撃を受けると、その結果収入や
資産は失われ、農家は翌年生産を再開
するために必要な種子や肥料、その他
の投入品目を購入できなくなることがあ
る。十分に練り上げられた公的政策に
よる介入であれば、マラウイの最近の
経験からも明らかなように、この悪の
連鎖を断ち切ることが可能である。
　2005年のマラウイのモロコシ収穫
高は史上最悪だった。旱魃と洪水が連
続して起き、モロコシ生産高は前年の
160万トンから120万トンに落ち込み
（29％の減少）、この結果、500万人
以上が食料不足に直面した。農村部の
所得は急激に減少し、2006年の作
付けのために投入品目に投資しように
も、家計にはそれに充当できる資産も
なく、2002年に経験したのと同規模
の飢饉の亡霊が頭をもたげるように
なった。
　援助供与者グループの支援を受け

て、マラウイ政府は小規模農家が生産
のための投入品目を入手できるように
するための戦略を実行に移した。
　肥料約31万1000トン、モロコシの
種1万1000トンが政府助成価格で販
売された。200万あまりの世帯が50kg
当たり７米ドルという世界価格の３分の
１以下で肥料を手に入れた。政府は販
売のために国家機関や民間の店舗を利
用し、各農家が供給源を選べるように
した。
　その後、モロコシが豊作だったこと
から判断すると、生産的インプット・プ
ログラムはかなり成果をあげたようだ。
雨が多かったことに加え、作物の改良
品種の作付面積が増加したことが生産
性や生産全体を引き上げた。雨量に変
動はあるものの、それとは関係なく、
2007年にはこのプログラムによって
60万～70万トンのモロコシがさらに
生産されたとみられる。この追加生産
分の価値は１億米ドルから1億6 ,000
万米ドルと推定されている。これに対
し、プログラムのコストは7000万米

ドルだった。マラウイ経済も食料輸入
需要の減少により恩恵を受けている。
また生産の増大は家計所得や雇用機
会をも生み出した。
　生産的インプット・プログラムは独
立型の人間開発戦略ではない。まして
や、農村部の貧困治療の万能薬でもな
い。政府のアカウンタビリティを強化
し、根強い不平等と取り組み、貧困層
への基本的サービス提供の投資水準を
引き上げるために、さらに多くのことを
行なう必要がある。生産性の低下がマ
ラウイの農業を苦しめるという悪循環
を打ち破るためには、このプログラム
を数年間持続させる必要があるだろう。
とはいうものの、貧困の削減を可能に
する環境を創出し、それによって気候リ
スクに対する脆弱性を低下させる役割
を公的政策が果たしていることを、マ
ラウイの体験は力説している。
出典：Denning and Sachs 2007; DFID 
2007.
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リスクへのエクスポージャーは過去の人間開発
の結果であると同時に、現在の公共政策や制
度的能力の結果でもある。洪水や暴風雨が襲っ
ても、そのすべてが気象災害を引き起こすわ
けではないし、同じ事象でも国によってもたら
す結果はさまざまである。
　20 0 4年、ドミニカ共和国とハイチは同時に
ハリケーン・ジーンの襲来を受けた。ドミニカ
共和国では約20 0万人が被害を受け、主要都
市はほぼ壊滅状態となった。しかし、死者は
わずか23人で、災害からの復興は比較的速や
かだった。

　これに対しハイチでは、ゴナイブ市だけでも
死者は200 0人強に上り、何万もの住人が貧困
の下降スパイラルに陥る結果となった。
　こうしたまったく対照的な被害は気象がもた
らしたものではない。ハイチでは、貧困と環境
破壊の悪循環により、山腹は山肌があらわに
なり、何百万もの市民は脆弱なスラム街での生
活を余儀なくされてきた。ガバナンス問題、苦
しい財政、限られた災害対応能力のために、
公的機関は必要な規模の救済・復興活動を
行うことができなかった。ドミニカ共和国の
場合には、国の法律で森林の伐採が制限され

リスク保険と適応Box4.5

　農業保険スキームは、気候の変化へ
の適応や人間開発の統合戦略の一環と
して拡大することが可能だろうか。気
候変動は開発途上国におけるミクロ保
険や天候デリバティブの利用拡大を狙
いとする一連のイニシアチブに弾みを
つけた。しかし、貧困層が利用可能な
スキームの開発は困難である。
　市場ベースの保険を拡大する試みは
ある程度の成果を挙げている。たとえ
ば、カリブ海に浮かぶウィンドワード島
の作物保険プログラムは、加入者が
1998 ～ 2004年の7年間だけで約
267回に及ぶ暴風雨の発生が原因で
こうむる損失の約20％を補填しており、
生産者が再び自立していけるのに十分
なセーフティーネットが用意されている。
　しかしながら、気候変動により旱魃
の頻度や強さが増していることから、
保険コストは押し上げられ、保険の価
格がもっとも弱い立場の人々を市場か
ら締め出してしまうだろう。もっとも弱
い立場にある世帯が往々にして貧しい
のは高リスク環境の中にいるためであ
り、こうした事実が問題をさらに大きく
している。なぜなら、保険提供者はそ
うした環境の中で暮らしている人たちか
らの申し込みにはリスク・プレミアムを
付与することになるからである。
　さらに問題なのは、もっとも一般的

な農業保険である伝統的な作物保険
は、価格が低下しているときには作物
を減少させるというインセンティブを含
め、逆（効果）インセンティブを創出す
ることが可能であるという点である。
気象インデックス化はこうした問題に
対処することができる。インドの包括
的作物保険スキーム（CCI）は公的クレ
ジットシステムを利用している農民に対
する保険で、保険料は少額であり、保
険金請求についての判断には（農業生
産ではなく）気象インデックスが用いら
れる。モンスーンシーズン到来の遅れ
や異常降雨の場合など「トリガー事象」
が生じた場合に保険契約者に支払いが
行なわれる。しかしながら、現在イン
ドの CCI に加盟しているのはわずか
２万5000人で、主として富裕な生産
者が大半を占める。
　小規模農民のグループが保険パッ
ケージの設計に参加したり、「社会資
本」を通じて担保を提供したり、ある程
度有望な成果がもたらされている。マ
ラウイでは、世界銀行や他の援助供与
者により保険プログラムが開発され、
民間企業や全国小自作農農業組合も
参加した。落花生やモロコシ用の保険
を提供し、気象記録から判断して降雨
量が特定の水準を下回る場合に支払い
が行なわれる。この「旱魃インデックス

保険」は、20 ～ 30人の農民グループ
を対象にしたインプットローンパッケー
ジの一部として提供され、作付け時期
に十分な雨が降らない場合（「播種な
し」条項）や作物の生育に重要な３回の
時期に十分な雨が降らない場合に支払
いが行なわれる。スキームは実施開始
当初の２年間は好成績をあげ、思い
切ってインプットを利用して生産高を引
き上げることを農民に動機付けること
になったが、マラウイの気象観測ネット
ワークは密でないために、スキームの
広がりは限定的である。
　世界銀行や一部援助供与者はこの
種のスキームを拡大させるメカニズムを
模索しており、さらなるパイロット・プ
ログラムがエチオピア、モロッコ、ニカ
ラグア、チュニジアで実施されている。
気象インデックスを利用した保険のカ
バレッジを高める余地は間違いなくあ
るが、気候変動と関連した共変量リス
クに直面している大勢の災害弱者に対
して民間保険市場がなしうることは限
られている。
出典：DFID 2004; IRI 2007; Mechler, 
Linnerooth-Bayer and Peppiatt 2006 ; 
Mosley 2000;World Bank 2006f.
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ており、民間の防衛隊は、同一規模の人口に
対しハイチ・チームの10倍のスタッフを抱えて
いる。49

　制度面およびインフラ面における災害リスク
管理能力は、国の裕福さと自動的に結びつい
ているわけではない。平均所得が低くても多く
のことをなしうることを如実に示してきた国もあ
る。モザンビークは20 0 0にも上る洪水を抑え
込んだ経験を生かして、制度面における災害管
理能力を強化し、より効果的な早期警報・対
応システムを構築した（Box 4 .6参照）。また、
キューバは国民の生命を守るためにインフラの
整備が成果を挙げている格好の例を提供して
いる。世界でも有数のサイクロン発生地帯の中

心に位置するこの島国は、毎年幾度か大型の
暴風に見舞われ、それが広範な被害をもたらし
てきた。しかしながら、生命の損失や長期開
発への影響は限定的なものにとどまっている。
その理由は早期警報システムが効果を発揮し、
コミュニティの動員を基にした民間防衛インフ
ラが高度に発達しているからである。地方自治
体は警戒情報をいち早く伝え、リスクにさらさ
れているコミュニティとの連携を図る重要な役
割を担っている。20 0 5年当時、大西洋海盆
地域でもっとも強いハリケーンとして記録され
たハリケーン・ウィルマがキューバを襲ったとき
64万人以上が避難したが、死者はたった1人
だった。50

モザンビークの経験を教訓にするBox4.6

　地形が災いして国土が危険にさらさ
れ、気候リスクにさらされる機会が高
まるとしても、国はその災いから逃れる
ことはできない。国にできることは影
響を最小限に抑え、回復力を最大限に
する政策や制度を通じてそうしたリスク
を低減することである。モザンビーク
の経験は公共政策によって大いに成果
が上がることを如実に示している。
　世界最貧国の１つ、モザンビークは
HDI では177カ国中172位にランク
され、国民の３分の１以上が１日当たり
１米ドル未満で生活している。過去10
年間、人間開発の進展ペースは加速し
ているが、極端な天候が絶えず脆弱性
の源泉となっている。インド洋で発達
するサイクロン（熱帯低気圧）が暴風や
洪水の主たる原因である。モザンビー
クは、アフリカ南東部の広大な地域か
らモザンビークを横切って海に流れるリ
ンポポ川やザンベジ川を含む主要９河
川の流域に広がる低地であり、そのこ
とが洪水を一段と悪化させている。
　2000年、モザンビークは二方面か
ら打撃を受けた。1999年末に降った
豪雨で川が増水し、水嵩は記録的水準
にまで達した。その後、2000年２月
にはサイクロン・エリーネが陸地に接

近、国の中心部や南部に広範にわたり
洪水を引き起こした。３月には別のサイ
クロン・グロリアが発生し、状況をさら
に悪くした。緊急対応部はどうにもな
らない状態で、援助供与者の反応も鈍
かった。少なくとも700人が死亡、
65万人が家を失った。
　2007年、同様の気候が再びモザ
ンビークを襲った。強力なサイクロンは
激しい雨を伴い、耕作地22万7,0 00
ヘクタールを破壊、ザンベジ川流域の
住民約50万人に影響を与えた。しか
し、この時の死者は「わずか」80人で、
回復はより速やかだった。どこに違い
があったのだろうか。
　2000年の洪水体験を機に、モザ
ンビーク国内およびモザンビークと援
助供与者との間で熱心な話し合いが繰
り返された。国内の河川流域一帯で詳
細な洪水リスク分析が行われ、40地区、
570万人が洪水に対してきわめて脆弱
であることが確認された。コミュニティ
を主体とした災害リスク管理戦略や災
害シミュレーション訓練が一部高リス
ク流域で実施された。一方、気象観測
網も強化され、たとえば、水が氾濫し
やすいソファラ州では、気象観測所の
数が６カ所から14カ所に増設された。

さらに、サイクロン早期警報システムも
開発された。
　モザンビークの政策担当者はまた、
災害への備えにおけるマスコミの重要
性についても認識した。ラジオはとく
に重要で、ラジオ・モザンビークの現
地語放送は現在、天候リスクに関する
最新情報を定期的に提供、国立気象
研究所からの情報を流している。
2007年には、早期警報システムやメ
ディアのお陰で、政府や地方のコミュ
ニティは事前にもっともリスクの高い地
域を確認できるようになった。最高の
脅威にさらされている低地地区では、
集団での避難が実施された。他の地域
では、洪水発生前に緊急食料支援が
行われ、医療機器も準備された。
　しなければならないことは数多いが、
モザンビークの体験は、こういう方法
を採ることによって洪水の脅威ととも
に暮らし、高リスク・コミュニティの脆
弱性を低下させられることを国も学び
取れることを如実に示している。
出典：Bambaige 2007; Chhibber and 
Laajaj 2006 ; IRI 2007 ; World Bank 
2005b; WFP 2007.
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　国家間の単純な比較では、災害リスク管理
措置の効果について大ざっぱなことしかわから
ない。暴風や洪水による影響は、その強さに
もよるが、被災国の地形や住民の定住パターン
によっても左右される。とはいうものの、国別
データは重要なメッセージを発信している。
　すなわち、十分に発達したリスク管理制度は
機能するのである。キューバの平均所得は同じ
ような気候リスクに直面している国ドミニカ共
和国の平均所得を下回る。それでも、国際的
な災害データベースによれば、20 0 5年までの
10年間に被災したキューバ市民の数はドミニカ

共和国市民の約10倍に上ったが、死者数は7
分の1未満だった。51　こうした差をもたらして
いるのは、キューバの場合気候リスクを管理す
るインフラや政策が高度に発達していることが
大きな理由である。熱帯の暴風雨は激しさを
増す傾向にあり、気象に関する災害リスク管理
の最高の実践を国を越えて教訓とする余地は
かなりある。以上をまとめると、意識の向上や
制度的組織、巨額の資本投資の必要がない措
置によってかなりの利益が得られる可能性があ
る、と結論づけることができる。

　UNFCCCは適応に関する活動のために大
胆なアジェンダをまとめ、農業から沿岸地域の
防災管理、そして洪水リスクにさらされている
低地の都市に至るまで、幅広い分野で気候変
動の影響に備えるために国際協力を呼びかけ
ている。この包括的アジェンダに基づき、豊か
な国は気候変動の悪影響に対してとくに脆弱な
開発途上国を支援し、その適応能力を構築し、
財政支援を行うことが求められている。52

　「北側」諸国の政府はUNFCCCコミットメン
トの精神を遵守してはいない。自国内での適
応対策には巨額の資金を注ぎ込んでいるが、
開発途上国に対してはそれに匹敵する投資を
行っていない。世界はますます気候の変化に
適応する能力を高めつつある国とそうでない国
とに二分されている。
　気候変動への適応の不平等は単独のものと
して考えることはできない。より広範な所得、
保健、教育、そして基本的な人間の安全保障
における不平等と互いに作用し合うだろう。気
候変動リスクを一定のレベルとした場合、適応
能力が最も限られる国は人間開発や経済成長
という点においてもっとも悪影響をこうむること
になる。危険なのは、この適応の不平等が辺
縁化をもたらす広範な要因を一段と勢いづか

せ、より包括的なグローバリゼーション・モデ
ルを創出する努力を抑え込んでしまいかねない
ことである。
　国際協力を強化したとしても、効果的な適応
策を保証するものではなく、各国の政治的リー
ダーシップに代わりうるものでもない。国際協
力がやってやれることは、開発途上国が行動し
て災害弱者に力を与え、リスクの増大がより大
きな脆弱性へ発展しないよう、回復力を高める
ための環境作りに力を貸すことである。

国際活動のための論拠

　世界でもっとも豊かな国は
なぜ気候変動に適応するため
の最貧国の努力を支援すべき
なのだろうか。人間開発から見た緊急国際行
動のための論拠は、生態学的相互依存の倫理
的、社会的、経済的な意味に深く根ざしてい
る。とくに強調しておく必要があるのは以下の
4点である。

価値の共有

　「これまで出会った中でもっとも貧しい人のこ
とを考えて、自分の次の行動がその人の役に立

2 気候変動への適応に関する国際協力

人間開発から見た
緊急国際行動のための論拠は、
生態学的相互依存の
倫理的、社会的、経済的な
意味に深く根ざしている。
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つのだろうかと問い掛けなさい」とガンジーは
言った。ガンジーのこの戒めの言葉は、基本
的な考えを見事に捕えている。すなわち、コ
ミュニティが倫理的に試されるのは、その豊か
さではなく、もっとも弱い者の扱い方において
である。世界の貧困層の適応ニーズを見て見ぬ
ふりをするのは、ガンジーが定める倫理行動規
範にもその他の倫理基準にも合致しない。活
動の動機が環境への関心、宗教的価値観、宗
教とは無関係なヒューマニズム、あるいは人権
といったいかなるものであれ、先進国が気候
変動への適応に関して活動を行うことは倫理
面から絶対に必要なことである。

ミレニアム開発目標

　ミレニアム開発目標（MDGs）は世界で最も貧
しい人々のニーズに対処する努力をかつてない
ほど勢いづけることになった。2015年に期間
を限定して、極貧や飢餓を半減させることから、
普遍的な教育の提供、子供の死亡率の引き下
げ、男女平等のさらなる拡大の促進に至るまで
のこの目標は、各国政府や市民社会、そして
主要開発援助機関に受け入れられるようになっ
ている。MDGsは完全な人間開発アジェンダ
ではないが、緊急性を反映しており、共通する
一連の優先事項を定義づけている。気候変動
はすでに貧しい人々の生活に影響を与えている
ので、2015年の目標に向けて前進するために
は適応を高めることが必要である。2015年以
降の世界では、気候変動のために人間開発に
歯止めが掛かり、緩和策の効果が現れるまで
は人類の進歩は抑えられ、あるいは逆方向へ
向かうことさえあるだろう。適応の規模を拡大
してこの脅威に立ち向かうことが、MDGsプロ
セスの成果を土台として事を進めるためのポス
ト2015年戦略の一部として考えられるべきだ
ろう。適応に関して何も活動しないとすれば、
この時点までに達成された成果は急速に消失
してしまうだろう。それはMDGs へのコミット
メントに反するだろう。

共通の利害

　気候変動、それに失敗した適応の被害を
真っ先にこうむるのは貧しい人々だが、その副
産物は国境を尊重するはずがない。気候変動
は、今日目にしているものとは比べものになら
ないほど大規模な人道的災害、生態系の崩壊、
経済の混乱を引き起こす可能性がある。豊か
な国もこうした結果から逃れられないだろう。
大々的な環境の変位、生活の喪失、飢餓や水
不足の増大は、国や地域、世界の安全保障の
脅威を解き放つ可能性がある。
　すでに脆弱な国は貧困や社会緊張の高まる
重みに耐えかねて崩壊することにもなりかねな
い。移住に対する圧力もさらに強まるだろう。
水争いも一段と激化し、広範に及ぶようになる
だろう。
　相互依存の世界では、気候変動の影響は当
然、国境を越えて流れ出ることになる。一方、
この問題に真っ先に責任を負うべき国がこの結
果を見て見ぬふりをしていると受け取られるよ
うなことがあれば、必ずや敵意や怒りを買い、
政治的急進主義を勢いづかせる条件が整うこ
とになるだろう。

責任と義務

　気候変動に対する歴史的な責任、および1人
当たりCO2排出量が今日も相変わらず高水準
で推移していることは、豊かな国の市民に対し
て重大な疑問を提示している。ほとんどあらゆ
る国の法典にも、他人による危害からの保護と
いう原則は定められている。その明確な例とし
て挙げられるのが喫煙である。1998年、米
国の5州と18市を代表する司法長官は、一連
の疾患を引き起こしたとしてタバコ会社グルー
プを相手取って集団訴訟を提起した。20 6 0億
米ドルの懲罰的損害賠償金支払いが裁定され
るとともに、マーケティング行動を変更するよう
法的命令も下された。53　

　環境への危害もやはり法の力の支配下にあ
る。1989年、石油タンカーのエクソン・バル
デス号がアラスカ沖で座礁し、原油420 0万ℓ
が環境的にきわめて重要な自然保護地区に流
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出した。米国の国家運輸安全委員会は事故は
過失によるものであると主張して法的手段に訴
え、総額20億米ドル強に上る刑事損害賠償訴
訟、民事訴訟に発展した。54　より広範には、
工場が河川や大気を汚染すれば、清掃費用に
は「汚染者が支払う」という原則が適用される。
かりに気候変動によって生ずる環境へのダメー
ジが一法域内にきちんと封じ込められるとする
ならば、そのダメージを作り出した者は被害者
へ補償を行う法的義務に直面することになる。
このことからすれば、豊かな国は危害行動をス
トップする（緩和）だけではなく、ダメージに対
して補償を行う（適応）義務がある。

現在の適応向け資金供給
――あまりにも少なく、あまりにも遅
く、あまりにも断片的

　適応に関する国際協力は、世界の貧しい人
たちへの保険メカニズムと考えることもできる。
気候変動の緩和措置は、21世紀前半の人間開
発見通しには小さな違いしかもたらさないが、
21世紀後半には大きな違いをもたらすことにな
る。これとは逆に、適応対策は向こう50年に
大きな違いをもたらす可能性があり、その後も
引き続き重要性を持つだろう。向こう10年間
MDGsに向けて前進し、その後もその前進を
進めていこうとしている政府にとり、適応は既
存の気候変動によるダメージを抑えるための唯
一の選択肢である。
　気候変動に対する回復力を高めるために必
要な戦略をまとめる責任を真っ先に負うのは開
発途上国の政府である。とは言うものの、適
応を成功させるには多方面での協調行動が必
要となる。援助供与者や開発援助機関は各国
政府と協力し、適応をより広範な貧困削減戦
略や計画プロセスに組み入れるようにしなけれ
ばならない。もっとも被害をこうむっている国
の多くが最貧国であることから、国際協力は
適応のための条件作りで中心的役割を果たし
ている。

コミットメントの遂行

　援助供与者は過去のコミットメントを遂行し
なければならない。それが出発点である。こ
こ数年、支援の提供が様変わりしている。
199 0年代には開発援助フローは急減し、世
界的な貧困削減努力が抑制されてきた。転換
点となったのが20 0 0年に世界の首脳が一堂に
会した当時史上最大の会議、国連ミレニアム・
サミットである。この結果、豊かな国と貧しい
国とのパートナーシップを通じて共通目標であ
るMDGsを達成しようという前例のないコミッ
トメントがまとめられた。20 02年のモンテレイ
でのコミットメント、20 0 5年の欧州連合による
コミットメント、そしてグレンイーグルズ・サミッ
トにおけるG8のコミットメントは、支援に関す
るコミットメントでそうしたパートナーシップを
支援した。
　モンテレイ合意では、富める国の開発支援目
標として、国民総所得（GNI）の0 .7％という長
年の目標が再確認された。20 0 5年の欧州連
合とG8によるコミットメントには、2010年まで
に支援フローを倍増し、50 0億米ドルの増加、
うち約半分がアフリカ向けという誓約が盛り込
まれた。これは各国が適応努力の規模拡大と
いう問題に対処することが可能な資源である。
　支援供給に関する初期の兆候は心強いもの
ではない。国際援助は199 0年代末期以降増
加してはいる。しかしながら、20 0 6年には開
発援助は1997年以降はじめて5％の減少となっ
た。20 0 5年にイラクとニカラ
グアに対して異例の債務救済
がなされたこともあって、
20 0 6年の数値では実際以上
に落ち込みが誇張されたこと
もあるが、こうした操作を除いたとしても、支
援は2％減少した。55　援助に関する総額の数値
はまた、より広範な問題を覆い隠してしまって
いる。たとえば、20 0 4年以降の増加の大半は、
元をたどれば債務救済や人道支援にたどり着
く。債務救済は財務会計上、実際の資源移転
の数値を押し上げることになり、債務ストック
の減少は支援フローの増大として援助データに

援助供与者は
過去のコミットメントを
遂行しなければならない。
それが出発点である。
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は記録される。人道支援は非常に重点的であ
り、その定義から言っても長期開発というより
は災害対応向けとなっている。
　OECDによる分析は、現在のトレンドがこの
まま続いた場合、援助供与者は果たして自身の
コミットメントを果たすことができるのかという
重大な疑問を投げかけている。2010年までに
支援を倍増するという20 0 5年のコミットメント
を果たそうとすれば、債務削減と人道的援助
を考慮しないとして、援助の増加ペースは向こ
う4年間に3倍に達しなければならないだろう
（図4 .3参照）。56　とくに頭が痛いのは、サハラ
以南アフリカの中核的開発プログラム向け支援

が、20 02年以降停滞している点である（図4 .4
参照）。こうした傾向は、気候変動への適応の
ための資金需要とはまったく逆行している。

特定目的の適応メカニズムを通じた支援提供の

限界

　先進国の適応計画とは対照的に、開発途上
国への適応資金の提供に対する多国間支援対
応は遅 と々しており、立ち上げまでには至って
いない。実際、対応は慢性的な資金不足に喘
ぎ、断片的であり、十分な指導力を発揮でき
ない状態にある。事態をさらに悪化させてい
るのは、適応に関する国際協力が貧困削減の
ためのより広範な国際支援パートナーシップの
一部として開発されていないことである。
　この結果、多国間資金提供メカニズムを通じ
て小規模な資金提供がなされているが、取引コ
ストが高く、成果は非常に限られている。
　適応のための多国間メカニズムは、一連のイ
ニシアティブの下で開発されている（表4.1参照）。
UNFCCC の2つの基金である後発開発途上
国基金（LDCF）と特別気候変動基金（SCCF）
はGEFの支援のもとで設置された。両基金と
も、援助供与者の自発的な誓約を通じて資金
が提供されている。2004年には、3カ年にわたっ
てGEF自体の資金をパイロット・プログラムに
提供するために、適応対策に関する戦略的優
先項目（SPA）という別のメカニズムが設立され
た。GEF基金の目的は、適応能力を高めるプ
ロジェクトを支援することによって各国の脆弱
性を低下させることにある。20 0 5年の京都議
定書発効に伴い、もう1つの資金供給源となり
うるものが、適応基金。これはクリーン開発メ
カニズム（CDM）の取引を通じて資金が調達さ
れる機関という形で創設された（第3章参照）。
　これまでの資金提供は、記録を見る限り、
印象的とはいいがたい。概要をまとめると以下
のようになる。
● 後発開発途上国基金（LDCF）　20 01年に
創設され、これまでに17の援助供与者から
の誓約を受け取っており、その額は1億
570 0万米ドル弱に上る。全体の半分弱が

コミットメントを果たすには
支援のスピードアップが必要

開発プロジェクト、プログラム、技術協力
（単位；2005年10億米ドル）

出典：Gurria and Manning 2007.
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GEFの口座に入金された。プロジェクトを通
じた支援提供という意味での実際の支出は
980万米ドルに達している。57　これまでのと
ころ、LDCFの最も目に見える形でのアウト
プットは20件のNAPAsを完了したことであ
る。こうした計画の多くには有用な分析作業
が含まれ、優先事項に重要な洞察力を提供
している。しかしながら、これらの計画には
基本的に2つの欠点がある。第1に、適応問
題への対応は非常に限定的であり、小規模
なプロジェクトを通じて「気候耐性を強化す
る」点に重点が置かれている。計画で作成さ
れた平均国別資金提供提案額は24 0 0万米
ドルである。58第2に、ほとんどの国の場合、
NAPAsは国家貧困削減計画の制度的枠組
み以外のところで開発されている。このため
に、プロジェクト・ベースの対応では、適応
計画を脆弱性や辺縁化を克服するための広
範な政策開発に組み込むことができない
（Box4 .7参照）。

● 特別気候変動基金（SCCF）　20 0 5年に運
営が開始され、総額673 0万米ドルの誓約
を得ている。このうち5670万米ドルは適応
向けとして用途が指定されている。59　SCCF
は開発途上国の適応に関する特別長期の
ニーズに対処するために創設され、その権限
は保健、農業、水、脆弱な生態系をカバー
している。プロジェクトに基づくこれまでの
実際の支出は140万米ドルに上る。60

● 適応政策に関する戦略的優先事項　20 0 4
年に運営が開始された。広範な分野、とく
に生態系の管理に関するパイロット・プロ
ジェクトのために、期間3カ年で50 0 0万米
ドルが充当される。これまでにコミットされ
た金額は280 0万米ドルで、うち14 8 0万米
ドルが支払われている。61

● 適応基金　これは「具体的活動」を支援する
ために創設され、CDMプロジェクトを通じ
て発生するクレジットに2％課税することに
よって財源を確保する予定である。これが実
施された場合には、取引数量や価格にもよ
るが、2012年までに総額1億60 0 0万～ 9

億5000万米ドルの収入が生じることになる。62

しかしながら、組織の統治に関して意見が
対立しているために、この基金による活動支
援は今後を待たねばならない。
　複雑なストーリーをごく簡単にすれば、以下
のようにまとめられる。20 0 7年半ばまでに、
UNFCCCの下で設置された広範な多国間イシ
ニアチブの傘下で実際に提供された資
金は総額260 0万米ドルに達した。こ
れは英国で洪水防御のために費やされ
る1週間分の額に相当する。将来に目を
転ずれば、特別目的の多国間基金を通
じて適応のためにコミットされている資
金提供額は総額279 0万米ドルである。
こうした基金は数年にまたがって支出さ
れる。豊かな国の適応努力と比べると
あまりにも対照的である。ドイツのバー
デン・ビュルテンベルク州は洪水予防を
強化するために、適応に関する多国間努
力全体の2倍以上を支出する計画である。
一方、海面水位の上昇からベニス市を守
ることを狙いとするベニスのモーゼ計画
では、5年間に38億米ドルの資金が注
ぎ込まれることになっている（図4 .5参
照）。63

　もちろん、豊かな国が自国のために
適応投資に高い関心を払うことはまった
く正当である。しかし開発途上国にお
ける適応努力が長期にわたり慢性的な
資金不足に陥っていることは正当化でき
るものではない。豊かな国が気候変動

国際的な適応
基金は先進国の
投資額に
はるかに及ばない

出典：Abbott 2004；DEFRA 2007 
and GEF 2007.
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適応基金 誓約総計 受け入れ総計
支払い総計

（手数料を除く）

後発開発途上国基金 156.7 52.1 9.8

特別気候変動基金 67.3 53.3 1.4

適応基金 5 5 –

小計 229 110.4 11.2

適応の戦略的優先項目 50 50 14.8 a

総計 279 160.4 26

a. 手数料を含む。

表4.1 多国間適応基金（単位：100万米ドル）

出典：GEF 2007a, 2007b, 2007c.
注：データは2007年4月30日現在。
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リスクの発生に果たしてきた役割を考えれば、
それはなおさらである。

脅威にさらされている支援ポートフォリオ

　専門の気候変動適応基金を通して支援がな
されているが、不足分は他の援助供与者が補
填しているのだろうか。より広範な支援努力の
評価には問題がある。それはとくに何が適応
活動に当たるかについて共通の定義がないから
である。しかしながら、詳細に分析してみれば、
適応計画と支援政策との統合はまだ初期の段
階にとどまっていることがわかる。

　二国間や多国間の援助供与者は、低水準か
らではあるが適応支援を徐々に増加させてい
る。国際開発援助のほぼ3分の2を占める10
の二国間援助機関について調査が行われた
際、気候変動に対する適応が明確に考慮され
ているプロジェクトを確認する作業が行われ
た。その結果、コミットメントの総額は20 01
年から20 0 5年の5年間で、開発援助の平均フ
ローの0 .2％にも満たない94 0 0万米ドルだっ
た。64　この数値はもちろん、過去のことしか
捕捉していない。気候変動への適応のニーズ
に援助供与者が反応を見せ始めている兆しは

選択肢がないことが私たちの選択肢特別寄稿

　気候の変動は私たちの世界をこれか
らもずっと悪い方向へ変化させていくだ
ろう。これだけはわかっている。
　私たちがいま学ばなければならない
ことは、この変化しつつある気候にど
のように「対処」できるのか、実際に排
出物を削減することによりどのように大
災害を回避できるのか（そして回避しな
ければならないのか）である。私たちが
これまで目にしてきた地球の温度変化
は、1800年代半ば以降現在までに
約0.7℃の上昇だけなのに、私たちは
私たちの周囲の至るところで荒廃した
状態を目にするようになっている。私た
ちは異常気象が増加していることを
知っている。洪水がアジアの何百万も
の人に損害を与え、サイクロンや台風
は沿岸地域の人間居住地を破壊し、豊
かな国においても熱波で死者が出てい
ることを知っている。こうした例は枚挙
に暇がない。
　しかし、こうしたダメージは限られた
ものであり、私たちは天から与えられた
時間を生きているに過ぎないことを忘
れてはならない。気温がほんのわずか
上昇したように見えるだけなのにこれほ
どの破壊力があるとすれば、科学者が
警告しているように、私たちがすでに
大気中に温室効果ガスを排出している
結果、地球温暖化で気温がさらに

0.7℃上昇することが不可避であるとす
るならば、いったいどのようなことが起
きるのか、考えてみてほしい。そして、
私たちが気候に対してさらに無責任な
態度をとり続け、なんの削減努力もし
ない場合のモデルから予想されるとお
り、気温が５℃上昇するとすれば、いっ
たいどんなことになるのだろう。ちょっ
と考えてみてほしい。この５℃というの
は、前回の氷河期と私たちが知ってい
る現在の世界の温度差なのだ。考え、
そして行動しよう。
　変化している気候に対処することは
新しいロケット科学ではないのはいま
や明白である。それは開発を行なうと
いうことである。貧困層はすでに最低
生活ぎりぎりのところで暮している。次
の旱魃や洪水、自然災害に対する彼ら
の耐える力はすでに限界に達している。
適応とは、社会、とくに最貧層や最大
の災害弱者の回復力を一段と高めるこ
とになる諸々のものに投資することで
ある。適応とは、すべての者のための
開発である。しかし、適応にははるか
に多くの投資、より一層のスピードアッ
プが必要である。
　これは必要とされるものの一部であ
る。他の、そしてより困難な部分は、
私たちの現在の排出物を削減するこ
と、しかも大幅に削減することである。

このほかには真実はない。私たちは排
出物が経済成長と関連し、成長がライ
フスタイルと関連していることも知って
いる。そのため、私たちの排出物削減
努力は口先ばかりになりがちで行動が
なかなか伴わない。こうした事態を変
えなければならない。
　私たちはもう１つの真実を知ってい
る。すなわち、私たちは地球という１
つの惑星に住んでおり、共生していく
ためには資源を共有しなければならな
いのである。それゆえ、なおさらこうし
た事態は変えなければならない。実際
のところ、豊かな世界はカーボン・フッ
トプリントを削減しなければならない
が、貧しい世界は富を増やすためにエ
コロジカルな空間を手に入れなければ
ならない。それは開発に対する権利で
ある。
　唯一の疑問は、富を築き、福祉を構
築するための新しい方法を私たちは学
ぶことができるかどうかである。私たち
に選択肢はないというのが唯一の答え
である。

スニタ・ナライン
科学環境センター所長
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ある。20 0 5年～ 20 0 7年に、たとえば、世
界銀行の適応関連活動のプロジェクト数は10
から40ほどへ増加した。65　しかしながら、気
候変動への適応のための計画や資金調達は、
ほとんどの援助供与者では辺縁の活動にとど

まっている。
　この状況を転換できなければ、開発途上国
の貧困や脆弱性に対してのみならず、援助の有
効性に対しても影響を及ぼすことになろう。ほ
とんどの援助供与者の適応問題への対応は鈍

国別適応行動計画（NAPAs）――限定的アプローチBox4.7

　国別適応行動計画（NAPAs）は、適
応に関する多国間協力がもたらした数
少ない、目に見える形の産物の１つで
ある。GEF の後発開発途上国基金
（LDCF）を通じて資金が賄われており、
NAPAsの狙いは、緊急かつ直接的ニー
ズを特定し、同時に適応を国家計画の
主流へ持っていくための枠組み作りを
することである。成果は挙がっているの
だろうか。
　つまるところ、その問いに対する答
えは「否」である。これまでに20件の
NAPAsがまとめられている。優れた分
析的作業を含むものも少なくないが、
全体の活動には互いに連関する４つの
欠点がある。
● 十分ではない資金　LDCF の下、各
国には当初 NAPAs の計画資金とし
て最高20万米ドルが配分される。
この額は、欧州の一部地域や都市
がリスク評価や脆弱性評価の分析の
ために支出する額の一部でしかない。
この財政的制約のために、政府がリ
スクにさらされているコミュニティと
協議し、全国調査を実施するための
余地は限られる。

● 適応コストの過小評価　NAPAs は
独立した計画としては意図されていな
いが、資金供給額は恐ろしく低水準
である。最初の16件の NAPAs に
対する平均資金提供提案は2 ,400
万米ドルで、３～５年の予算サイクル
にまたがっている。LDCF の下でプ
ロジェクト準備がもっとも進んだ状
態にある国はそれぞれ、NAPAs が
特定する最優先項目の実施開始のた
めに平均300万米ドル～350万米
ドルを受け取ることになる。350万

米ドルを受け取れる国の場合でも、
その総計金額では貧困世帯が直面す
る緊急の直接的ニーズに応えるのは
難しい。たとえば、バングラデシュ
に対する配分提案は7400万米ドル、
カンボジアの場合は1億2800万米
ドルで、これでは必要額にほど遠い。

● プロジェクト・ベースの偏り　ほとん
どのNAPAsは、援助供与者の共同
出資が受けられる小規模なプロジェ
クト・ベースの介入にほぼ全面的に
重点を置いている。たとえば、ニ
ジェールでは、流域管理や家畜飼料
の開発といった分野で14件のプロ
ジェクトが特定されている。バングラ
デシュでは沿岸地域の防御のための
一連のプロジェクトが特定されてい
る。もっとも弱い立場の人たちの緊
急のニーズに対処するためには優れ
た設計のプロジェクトが必要だが、
そうしたプロジェクトは効果的な適
応戦略の基盤を提供することができ
ない。他の分野における支援同様、
プロジェクト・ベースの支援は取引コ
ストがかさむ傾向があるだけでなく、
本質的に援助供与者の好みや優先
に偏りがちである。適応計画を効果
的なものとするには、国のプログラ
ムや国の予算を通して開発し、もっ
とも影響を受ける人たちのニーズに
応えられる政治組織を通して政府が
優先事項を決定するものでなければ
ならない。必要とされる規模でこうし
たことが達成されている証左はほと
んどない。

● 人間開発との連携の弱さ　NAPAs
の中には、表面化しつつある気候変
動リスクが災害弱者グループに与え

る影響について重要な洞察を提供し
ているものもないわけではない。し
かし、NAPAs は適応を国家貧困削
減戦略へ統合するための基盤を提供
しない。「気候耐性を強化する」こと
にほぼ全面的に重点が置かれ、社会
保護や貧困世帯に力を与えるための
より広範な戦略は排除されている。
国の開発目標や支援パートナーシッ
プを通じて支援する優先事項を定め
る貧困削減戦略文書（PRSPs）では、
適応計画と貧困削減計画との間に
政治的一貫性がないことは明白であ
る。本報告書のために19カ国の
PRSPsを再検討したところ、そのほ
とんどが天候事象や気候の変わりや
すさを貧困を促す重要な要因であり、
人間開発を制約するものだと見なし
ていた。しかし、気候変動と将来の
脆弱性との間に特別な連関を認めた
のは、わずか４カ国、バングラデ
シュ、インド、マラウイ、イエメンの
みで、多くの場合、適応計画は貧困
削減計画とはまったく別個に設置さ
れている。たとえば、モーリタニア
の場合、2006年の PRSPs には
2004年の NAPAs の結果は盛り込
まれていない。これは、気候の変化
への適応が支援パートナーシップに
おける優先事項の定義づけにそれほ
ど大きく考慮されていないことを示す
ものである。

出典：Government of the People’s Republic 
of Bangladesh 2005b; Matus Kramer 
2007; Reid and Huq 2007; Republic 
of Niger 2006 ; Royal Government of 
Cambodia 2006 .
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く、援助プログラムは直接気候変動の影響を
受けることになる。明白な例を挙げるならば、
農村開発プログラムは、降雨パターンが変化す
れば、それによる影響を受けずにはすまない。
サハラ以南アフリカでは旱魃の発生頻度が増大
しており、保健、栄養、教育のプログラムに直
接影響を与えるだろう。暴風雨や洪水の強さと
発生頻度が増せば、多くの分野の援助プログ
ラムを危うくすることにもなりかねない。20 0 7
年にバングラデシュを襲った洪水では学校や医
療機関が流される映像がメディアで放送され、
気候関連の災害によって社会資本投資が痛手
をこうむる様子が映像として捕捉された。
　開発途上の国々では、巨額な支援金が気候
変動の影響を受けやすいプロジェクトやプログ
ラムに投資されている。OECD開発援助委員
会（DAC）は、援助活動が気候変動に敏感な
活動を確認するための枠組みを開発し、その
枠組みを一部の開発途上国に適用している。
DACの推計によれば、バングラデシュとネパー
ルのケースでは、援助全体の2分の1強が、気

候変動によってマイナスの影響を受ける
とみられる活動に集中している。66

　DACの報告システムを利用して、私
たちは20 01年～ 20 0 5年平均の援助
供与者ポートフォリオのために「援助の
感応度」分析法を開発した。大ざっぱに
だが、さまざまなレベルの気候変動リス
クに対し脆弱性があると考えられる開
発援助活動を特定している。そうしたリ
スクの範囲は、農業や給水などきわめ
て敏感な狭い活動範囲から、輸送部門
など影響を受けるプロジェクトやプログ
ラムがより広い範囲なものにまで及んで
いる。67

　この結果には驚くべきものがある。私
たちの分析では、リスクの高い狭い活
動範囲への開発援助は全体の17％で、
より広い活動範囲への開発援助は33％
である。金額に換算すると、160億米
ドルから320億米ドルが直接のリスクに
さらされている。この数値は「気候耐性

を強化する」ための支援を適応問題の重要部分
と見なすべきであることを示している。そうした
「気候耐性を強化する」ための支援のコストは約
45億米ドル、20 0 5年の援助フローの4％に相
当する。68　これは気候変動に対する既存の投
資を支えるためのコストであって、援助プログ
ラムを利用して回復力を高めるためのコスト増
分でないことを頭に入れておく必要がある。
　こうした総合数値の下には、援助供与者間
の違いが潜んでいる。カナダ、ドイツ、日本、
英国を含む一部の主要二国間援助供与国は高
いリスク・エクスポージャーに直面している（図
4 .6参照）。アフリカ開発銀行（ADB）と世界銀
行の国際開発協会（IDA）など多国間機関の
ポートフォリオも似たような状態にある。

災害救済を気候変動に適応させる

　気候に関連する災害は援助供与コミュニティ
に広範な問題を投げかけている。気候変動は
自然災害の発生頻度と強さを増大させる。こう
した問題に対処するには、災害リスク削減投資
を増加させることが必要不可欠になる。しかし
ながら、国際社会が人道的救済を通じてそれ
に対処していかなければ災害は起こる、それが
現実である。支援提供の増大と災害復興を支
援する能力の強化の2つが求められている。
　災害救済はすでに急成長する国際支援の一
分野となっている。20 0 5年には二国間支援に
よる支出は支援全体の7.5％に当たる84億米ド
ルに達した。69気候関連の災害は人道援助の
増加を後押しする最も強力な推進エンジンの1
つであり、これは気候変動によって一段と強ま
るだろう。都市化、スラム街における無計画な
居住地の拡大、環境劣化、そして農村人口の
辺縁化とともに、気候災害リスクにさらされる
機会も増大するだろう。第2章に示されている
とおり、気候関連の大災害によって人間開発の
進展は遅れが出たり、阻まれたりすることもあ
る。しかし、押し寄せる災害の波に対応するこ
とで、支援が他の分野の長期開発プログラム
から転換する可能性もある。このことは、将来
の需要に対処していくためには援助資源を新た

図4.6 援助は気候変動に
対して脆弱

気候変動に対して脆弱な政府
開発援助、一部援助供与国
2001年～2005年（％）

出典：HDRO calculations based on 
OECD 2007b and Agrawala 2005. 
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に追加することが重要なことを示している。
　支援の規模だけが唯一の問題ではない。誓
約のタイミングと実現もさらなる制約を提示して
いる。たとえば、20 0 4年には、国連は緊急
援助基金340億米ドルを要請したが、提供さ
れたのはわずか40％で、その多くは人間開発
の後退を回避するにはあまりにも遅きに失した
ものだった。70　気候関連災害の増加は、支援
の質的改善を通じて対処しなければならない
開発に対して広範な脅威を突きつけている。1
つの危険は、気候変動に関連する、目立たな
い「物言わぬ緊急事態」では注目を集めたいと
思ってもなかなか集まらないことである。サハ
ラ以南アフリカの長期にわたる一地方の旱魃
は、地震や津波以上にその長期的影響が壊滅
的であるにもかかわらず、メディアの注目度は
低い。残念ながら、メディアの注目度が低けれ
ば、援助供与者の関心も低くなり、人道主義
的援助要請に対する資金の集まりも低調となる
傾向がある。
　災害後の復興も、適応に重要な意味を持つ
支援管理のもう1つの分野である。災害に脆弱
なコミュニティが旱魃や洪水、地すべりに襲わ
れると、直接の人道的影響により、直ちに人間
開発は長期的後退へ陥ってしまう可能性があ
る。そうした結果を回避するには、早期復興
のための支援が重要になる。しかしながら、
災害救済支援フローは増加傾向にあるが、復
興に対する資金援助は一貫して不足している。
この結果、救援から復興への移行は、資金不
足とコミットされた資金が支払われないという
事態によって決まって妨げられる。農民は種子
もなければ、生産能力を再建するために必要
な資金の借入もできない。スラムの住人は自力
で資産を再建するしかなく、保健や教育のイン
フラは荒廃したまま放置される。
　気候関連の緊急事態に対処するための多国
間システムは、その基礎部分が姿を現し始め
たばかりである。国連の下で管理されている国
連緊急回転資金（CERF）は、国際社会として
早期に活動を開始し、「物言わぬ緊急事態」と
取り組むために必要な資源を確保しようという

試みである。その目的は、危機発生から72時
間以内に緊急かつ効果的な人道的救済を提供
することである。20 0 6年の発足以来、77カ
国から支援の誓約を得ている。現在の申し出
では、20 0 8年までに年間予算4億50 0 0万米
ドルを用意できる見通しである。より広範な多
国間システムも刷新されている。世界銀行の災
害軽減・復興グローバル基金（GFDRR）にも、
スタンドバイ・リカバリー・ファイナンシング・
ファシリティのメカニズムが含まれている。これ
は速やかで持続性のある予測可能な資金融資
を通じて、復興に至るまでの過渡期に支援を
行うことを目的とする複数供与国間のトラスト
ファンドである。CERFもGFDRRも、現在の
緊急対応システムの失敗に直接対処している。
しかしながら、緊急対応に伴ってコストがかさ
めば、他の分野の長期開発援助から援助を転
用しかねないというリスクもある。

適応問題に対処する
――適応に関する国際協力を強化する

　気候変動への適応は、国際的な貧困削減ア
ジェンダの最上位に置かれなければならない。
手本とすべき青写真はないが、成功への条件
が2つある。
　まず、必要とされる規模や効果を挙げるメカ
ニズムを構築するために、先進国は、資金不足
にあえぎ、協調的イニシアティブの欠如した現
在のシステムから一歩踏み出さ
なければならない。気候変動
が人間開発に対して突きつけ
ている脅威を前にして、世界
に必要なのは地球規模の適応
資金供給戦略である。これは豊かな国の側の
慈善行為と見られるべきではなく、世界の貧し
い人々のための気候変動保険への投資と見ら
れるべきである。この保険の目的は、弱い立場
にある人たちに、自身が招いたわけではない
脅威に立ち向かっていけるよう力を付与するこ
とにある。
　適応を成功させる2つ目の条件は制度に関連

気候変動に伴うリスクや脆弱性は
ミクロレベルのプロジェクトや
「特別なイニシアティブ」では
対処できない。



226      人間開発報告書 2007/2008

4

している。気候変動に伴うリスクや脆弱性はミ
クロレベルのプロジェクトや「特別なイニシア
ティブ」では対処できない。それらのリスクや脆
弱性は貧困削減戦略や予算計画の中心に据え
られなければならない。行動の枠組みとして1
つ考えられるのは、国自体の政策や援助供与
者とのパートナーシップの枠組みを規定してい
る貧困削減戦略文書（PRSPs）を手直しするこ
とである。

適応保険への資金供給

　気候変動への適応のための資金需要につい
て推定しようとすると明らかな問題に遭遇する。
そもそも、介入の正確なコストは事前にはわか
らない。現地がどのようなタイミングでどの程
度の強さの影響をこうむるかは不確実である。
しかも、介入は物理的なインフラ、生活支援、
環境、社会政策を含む広範な活動をカバーし
なければならず、特定の気候変動リスクにコス
トを割り振ることは困難である。これらはすべ
て重要な注意点だが、だからといって、このま
ま何もしなくていいということにはならない。
　適応に必要な資金の大まかな額を算出する
試みがなされてきた。そうした試みのほとんど
は「気候変動への耐性を強化する」ことに重点
が置かれていた。すなわち、現在の投資やイ
ンフラを気候変動リスクから守るために適応す
る場合のコストに主として目が注がれてきた。

世界銀行は、現在の一連の投
資や「勘を頼りに推定した」適
応コストに基づいて一連の推
計を行なっている。20 05年の
世界銀行の改訂数値によると、

推定コストは約30 0億米ドル（中間値）だった
（表4 .2参照）。重要なことだが、この推定コス
トは各国の経済指標に基づいている。もう1つ
貴重な情報源となっているのが「ボトムアップ」
分析である。ある研究では、現在のNAPA予
想コストから外挿して、直接「気候変動への耐
性を強化する」ために必要な資金は、LDCsの
場合には11億米ドル～22億米ドルになり、開
発途上国全体では77億米ドル～330億米ドル
へ増加するとしている。71　この数値はNAPAs
に盛り込まれているプロジェクト・コストに基づ
くものである。
　オックスファムは異なるアプローチを用いて、
コミュニティ・ベースの適応のための広範な資
金需要について推計を試みている。一連のプ
ロジェクト・ベースの適応の1人当たり推計値を
用いると、1日2米ドル未満で暮している人々の
場合、適応のための資金需要は約75億米ドル
という予想値に達した。72　こうした作業により、
直接貧困者にかかる適応コストすなわち多くの
国家計画の作業では捉えられないコストの一
部に注目が集まっている。
　こうしたコストの推定はいずれも、適応資金
のために考えられる桁数を洞察させてくれる。
「気候変動への耐性を強化する」ための財政コ
ストを理解することは国の経済計画にとって重
要である。国の資金需要に関して何も情報が
なければ、政府は信頼できる計画を策定でき
ない。それと同時に、多くが金額化されていな
いコミュニティ・ベースの投資を考慮することも
人間開発にとっては重要である。適応計画を
長期予算計画や貧困削減戦略に統合するに
は、こうした分野においてさらなる研究が欠か
せない。
　「気候変動への耐性を強化する」こと以外の
適応についても考慮に入れなければならない。
インフラを気候リスクから守ることは適応の重
要な一要素である。もう1つの要素としては、
気候関連災害から回復するための資金調達が
ある。しかしながら、リスクの増大に対して回
復力を高めることは、物理的なインフラや緊急
事態後の復旧に対する投資だけにとどまらな

適応資金の増加は、1つには
2015 年およびそれ以降に
MDGs目標を達成するための
資金の需要が増加することへの
対応であると考えるべき。

開発途上国

気候変動に
敏感な部分
（推定）

気候適応
コスト
（推定） 推定コスト

推定コストの
中間値

投資 2,724 2–10 5–20 3–54 ~30

外国直接投資 281 10 5–20 1–6 ~3

純政府開発援助 107 17–33 5–20 1–7 ~4

表4.2 気候変動への耐性を強化する開発のためのコスト（単位：10億米ドル）

出典：Date on investment from IMF 2007; date on foreign direct investment from World Bank 2007d 
date on ODA from Indicator Table 18; assumptions on climate sensitivity and cost from Stern 2006.
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い。それは脆弱性を低下させる公共政策への
投資を通じて、人々が気候ショックに対応でき
るようにすることでもある。適応に対する現在
のアプローチで最も深刻な問題の1つは、「気
候変動への耐性を強化する」インフラに圧倒的
に重点が置かれており、人々に力をつける、す
なわち人々の気候耐性を強化する戦略がおろ
そかにされていることである。後者は金額を算
出するのが難しいが、適応を成功させるために
はやはり重要である。
　人間開発資金の増加は適応に関する国際協
力の重要な要素と考えるべきだろう。コストを
巡る不確実さのために、気候変動が支援フ
ローの利点を減少させ、貧困削減のための国
際的努力を抑え込んでしまうという事実があい
まいにされてしまってはならない。確かに、気
候変動に伴うリスクの増大は、人間開発目標、
とくにMDGsを達成するコストを押し上げつつ
ある。適応資金の増加は、1つには2015年お
よびそれ以降にMDGsを達成するための資金
の需要が増加することへの対応であると考える
べき理由はここにある。
　適応資金の調達は資源を新たに追加すると
いう形を取らなければならない。ここが大事な
出発点である。これはすなわち、国際的努力
はグレンイーグルズ・サミットで合意された支援
目標を補足するものであり、2015年までに
GNIの0 .7％の援助を達成するというより広範
な願望を補足するものでなければならないとい
うことである。適応のための資金需要の推計
は機械的に公式を当てはめればできるというも
のではない。支援の提供は人間開発の影響評
価や貧困層の体験を基に算出されなければな
らない。新しい科学的証拠や国内評価に照ら
して調整されなければならないだろう。中長期
的には、適応問題の規模は緩和努力によって
ある程度判断されるだろう。こうした点はいず
れも柔軟性が重要であることを示している。し
かし、柔軟性の重要性が認識されたからといっ
て、活動を遅らせる理由にはならないし、国際
的努力が明らかに不十分なことを正当化するこ
とにもならない。気候変動はMDGsにとって、

そして2015年以降の人間開発の進展にとって
も真の、そして現存する危機である。
　その危険に対処するためには、気候耐性を
強化するための努力はもちろん、それだけに止
まらない資源動員の努力を高める必要があるだ
ろう。2015年の資金需要についての私たちの
大まかな予想は以下の通りである。
● 気候変動への耐性を強化するための開発投
資　既存インフラを保護するための詳細なコ
スト計算を行なうことが最優先課題である。
前述の世界銀行の計算方法や20 0 5年の更
新データを基に推計したところでは、気候耐
性を強化するための開発投資とインフラのコ
ストは、少なくとも2015年までに1年当たり
440億米ドルと見積もられる。73

● 貧困削減プログラムの気候変動への適応　
貧困削減プログラムは完全に気候耐性を強
化するプログラムにはなりえない。しかしな
がら、回復力を高め、脆弱さを低くするとい
う形で強化することはできる。国内の貧困削
減計画と予算はこうした目標を達成するため
の最も有効なチャンネルである。本章で前述
したような社会保護プログラムは1つの費用
効率のよい戦略を提供してくれる。20 0 7年
のサミットで、G8の首脳たちは社会保護を
将来の開発協力分野として確認した。同時
に、気候変動に伴うリスクの増大は、より広
範な対応、たとえば、公衆衛生や農村開発、
コミュニティ・ベースの環境保護への支援な
ども必要としている。こうし
た分野への投資は今後も規
模を拡大しなければならな
いだろう。2015年に目標を
達成するには、社会保護プ
ログラムを強化し、他の主要分野の援助を
拡大するために1年当たり少なくとも低所得
国と低位の中所得国の GDPの約0 .5％に相
当する40 0億米ドルの支援がコミットされな
ければならない。74

● 災害対応システムの強化　援助による災害リ
スク削減への投資は、災害後の救済以上に
高いリターンをもたらすだろう。しかしなが

先進国は 2015 年には
現在軍事費として動員している
ものの約 10 分の１に当たる
GDPの約 0.2％を
動員しなければならないだろう。
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ら、気象災害は起きる。そして、気候変動
は人道主義的緊急対応のための国際システ
ムにさらに広範な圧力をかけることになる。
こうしたシステムによる対応は、被害をこうむ
る世界各地のコミュニティの人間開発見通し
に重要な影響を及ぼすだろう。最大の問題
の1つは、気候関連の緊急事態に対応するた
めに、資源を迅速に動員できるようにしてお
くことである。もう1つは、救済から復興へ
の移行のために資金手当てすることである。
開発援助からの転用を回避するため、二国
間および多国間援助によって2015年までに1
年当たり20億米ドルの気候関連災害対応費
が増額されるべきである。
　算出された下限の大ざっぱな数字は大きく見
える。合計すると、適応のための新たな追加
資金は、2015年までに1年当たり約860億米
ドルに上る（表4 .3参照）。この規模の資源を
動員するには持続的な努力が必要となる。しか
しながら、この数値は前後の文脈の中で捉え
なければならない。全体としてみた場合、先進
国は2015年には現在軍事費として動員してい
るものの約10分の1に当たるGNPの約0 .2％
を動員しなければならないだろう。75

　適応資金の論拠では豊かな国の責任が非常
に重要である。気候変動が貧しい人々の生活
に与える影響は自然力の結果ではなく、人間活
動がもたらした結果である。より具体的に言え

ば、それはエネルギー使用パ
ターンと豊かな世界の人々や
政府の意思決定によってもた
らされた産物である。開発途
上国の適応資金を増やすとい

う論点は、1つには単純な倫理原則に根ざして
いる。すなわち、危害を引き起こした責任のあ
る国は、被害をこうむる国がその結果に対処す
るのを支援する責任があるのである。適応のた
めの国際協力は、慈善行為としてではなく、社
会正義、公平、人間の連帯の行動として見ら
れるべきである。
　こう言ったからといって、援助供与者が直面
する問題の大きさを低く見積もっていることに
はならない。気候変動のために必要な資源を
大規模に動員するには、高レベルの政治的コ
ミットメントが必要である。援助供与者は開発
途上国政府と協力して、気候変動リスクの増大
を認識し、そうしたリスクに対応するための資
金需要を評価し、適応政策に関して話し合い
を行う必要がある。同時に、援助供与者自体
も適応に関する国際活動のための論拠に対して
より強力なコンセンサスをまとめ上げ、原則論
ではなく実際の行動へ踏み出さなければなら
ない。動員する必要がある資源の規模を考え
れば、援助供与者はまた、革新的な資金調達
提案を緊急にまとめることを考える必要がある
かもしれない。選択肢は幾つかある。

● 炭素市場を通じた資源の動員　京都議定書
の適応基金はすでに、適応資金を炭素市場
と関連付けることができるとの原則を打ち出
している。この原則は実行されるべきであ
る。適応のための資源を緩和のための市場
を通して動員すれば、2つの大きな利点があ
る。資金の流れが予想しやすいことと、問
題の根源と部分的な解決策とがリンクしてい
ることである。炭素税は資源動員の1つの手
段を提供してくれる（第3章参照）。たとえば、
OECD加盟国のエネルギー関連排出物に対
し、二酸化炭素1トン当たりわずか3米ドル
課税するだけで、1年当たり約40 0億米ドル
が動員できる（20 0 5年の排出水準）。排出
権取引制度（キャップ・アンド・トレード・ス
キーム）もやはり、適応資金を動員するため
の市場ベースのルートを提供してくれている。
たとえば、EU ETSは、2012年までの第Ⅱ

援助供与者はまた、
革新的な資金調達提案を
緊急にまとめることを
考える必要があるかもしれない。

表4.3 2015年までの適応投資

推定コスト

援助国の推定コスト
OECD GDPの％

2015年
10億ドル
2015年

気候耐性強化の開発投資 0.1 44

貧困削減の気候変動への適応 0.1 40

災害対応の強化 (.) 2

合計 0.2 86

出典：HDRO estimates based on GDP projections from World Bank 2007d.
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段階には、年間約1.9ギガトンの排出許容量
を割り当てることになる。現行のルールでは、
この許容量の最高10％までを競売にかける
ことが可能である。実例を挙げれば、この
排出量で適応課税を二酸化炭素1トン当たり
3米ドルとすると、5億70 0 0万米ドルが調達
できる。2012年以降には競売が増加するた
め、EU ETS の競売は適応資金のためのよ
り安全な基盤を提供してくれる可能性があ
る。

● 課税の拡大　原則として、適応資金は一連
の課税を通じて動員することが可能である。
炭素排出物に税を適用することは、適応の
ための財源を捻出できると同時に、緩和を
促すインセンティブを高めるという二重の利
点がある。一例が航空券税である。2006年、
フランスはすべての欧州域内便および国際
便に対して、「国際連帯税」の徴収を開始した。76

これは HIV/エイズや他の伝染性疾患の治
療に当てるため2億750 0万米ドルを捻出す
るのが目的である。このスキームの収入から
支払いを受ける受け皿として、国際的な医薬
品購入のための機関が創設された。英国は
開発途上国の予防接種投資の資金に航空旅
客税の一部を利用している。1フライト当た
り7米ドルの課税なら、航空輸送にはなんの
妨げにもならないばかりか、適応に充当でき
る約140億米ドルの収入も生み出せる。77課
税は、石油、商用の電力供給、産業からの
CO2排出物を含め、他の分野への課税を通
じて拡大することできる。スポーツ・ユーティ
リティ・ビークルや他の燃料効率の低い車の
高い CO2排出量を反映させる適応税も考え
られる。

● 所得と能力とに連動する資金の提供　適応
に関するコミットメントは先進国の富と連動
させるべきだと主張する向きもある。ある提
案では、京都議定書の付属書 I 当事国のす
べてがGDPの一定の割合を適応資金に充て
るべきだとしている。78　このほかにも、炭素
排出の責任（歴史的シェアを反映したものと
して）と資金調達能力（HDIや国民所得を参

照して測定する）とを連動させる適応資金へ
の拠出金を計算するための公式を開発すべ
きだとする提案もある。79

　これらいずれの分野の提案も本格的な検討
に価する。言うまでもないことだが、適応活動
を支えるための資金の動員は透明で効率的で
なければならない。特別な資金調達メカニズム
や特定の資金源の創出には潜在的な落とし穴
がある。補助税制に頼りすぎると、資金フロー
に予測不能な要素を持ち込む可能性がある。
適応資金調達問題は本質的に影響が大きく、
長期にわたるので、それを通常の予算プロセ
スに根を下させなければならないという強力な
論拠もある。しかしながら、このことは、直接
的な適応資金の調達であれ、追加の予算資源
の動員であれ、補足的資金調達のための役割
の拡大を排除するものではない。

適応を「主流化させる」

　資金だけが適応戦略開発の成功を阻む唯一
の要因ではない。ほとんどの国で、気候変動
への適応は国家プログラムの不可欠な部分とし
ては扱われてはいない。援助供与者も政府も
主として、予算や貧困削減戦略を計画するシス
テム外で運営されているプロジェクト・ベースの
制度的構造を通じて適応問題に対応している。
　こうした背景を考えれば、現在の支援パート
ナーシップにおいて適応の優先性が低いことも
容易に説明がつく。取り決めもまちまちで、多
くの開発途上国では、適応計
画担当部署は環境省内に置か
れており、環境省は他の省、
特に財務省に対する影響力が
限定的である。ほとんどの国
家としての優先項目を定め、
支援パートナーシップの条件を定義している貧
困削減戦略文書（PRSPs）は、気候変動への
適応を粗雑にしか扱っていない（Box4 .7参照）。
このため、適応に対する援助資金の多くがプ
ロジェクト・ベースの支援を通じて行われるとい
う結果がもたらされている。現在の多国間メカ
ニズムやNAPAsに基づくアプローチを見てみ

最良のPRSPsは
年間予算や中期支出枠組のもと、
明確に定義づけられた目標を
貧困分析および
財政配分システムと
結び付けていている。
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ると、同様の例が数多くあることがわかる。
　気候変動に適応するためのプロジェクトの中
には結果を出しているものもある。将来的に
は、プロジェクトが引き続き重要な役割を果た
すだろう。しかしながら、プロジェクト・ベース
の支援では、必要なペースや規模で適応パート
ナーシップを拡大させる基盤を提供できない。
プロジェクト・ベースの支援の場合、援助供与
者は元々自身の報告システムを優先し、協調体
制が弱く、行政能力に重圧がかかるために、
取引コストが増大する傾向がある。こうした分
野の支援取引コストはすでに能力に重い負担を
かけている。2005年のOECDの調査でカバー
されている34の被支援国では、援助供与国か
らの派遣団は同年間に1万507団体にも上った。80

　適応に対する現在のアプローチは支援取引
コストを押し上げてしまう危険がある。開発途
上国はすでに、気候変動に対する適応の国家
計画プロセスへの統合が制約を受けている。
途上国はHIV/エイズ、栄養、教育、農村開
発といった他の多くの分野の差し迫ったニーズ
にも対応しており、ここでは複数の援助供与者
と協働することも少なくない。気候変動へ適応
するための資金拡大が数多くの多国間イニシア
ティブを通じて行われ、イニシアティブそれぞ
れが独自の報告システムを備えているとすれ
ば、取引コストは間違いなく増加する。より広
範な国家計画と統合されたプログラム・ベースの
枠組みへ移行することが、適応計画の規模を

拡大するための出発点になる。
　開発途上の小島嶼国はすで
にこの分野でリーダーシップを
発揮している。社会、経済、
生態学的生活のすべての側面

に影響を与える気候変動リスクに直面して、こ
れらの国の政府は国と地域の計画を一体化さ
せた総合的対応法を開発している。一例とし
て、カリブ海諸国では、適応と気候リスク管理
戦略を水資源管理、観光、漁業、農業その他
の分野へ統合するために、「適応を気候変動へ
主流化させる」プログラムが2002年に立ち上げ
られた。もう1つの例は太平洋に浮かぶ島国キ

リバスで、同国政府は援助供与者と協力して気
候変動リスク評価を国家計画に統合し、高官
級の省委員会を通じて活動を行っている。準備
期間は2年間（20 03年～ 20 0 5年）で、これに
3年間の実施期間が続いている。この間、援
助供与者は主要分野における気候変動への適
応の支出増分を共同で負担している。

PRSPsを通じた活動

　低所得国の場合、PRSPsについての話し合
いがプログラムを一段と強調する方向へ移行す
るための明白な手段を提供している。最良の
PRSPs は年間予算や中期支出枠組のもと、明
確に定義づけられた目標を貧困分析および財
政配分システムと結び付いている。
　プロジェクトの運営は短期のサイクルで行わ
れても、適応計画や資金の提供は長期スパン
で運営されなければならない。支援配分の能
力があると認められている国では、国家プログ
ラムやサブ国家プログラムに資金を手当てする
国家予算を通じて援助供与者からの支援を振
り分けるほうが、数十もの小規模プロジェクト
に資金を提供するよりもはるかに効果的だろ
う。PRSPsは貧困削減目標と国家予算を連関
させており、MDGsやより広範なマクロ経済目
標に的を絞った公的支出プログラムを開始する
ための格好の手段となっている。
　多くの国では、プログラム・レベルの支援を
高めることで、より広範な貧困削減努力を強化
する適応から、早い段階で成果を手にできる
かもしれない。その一例がバングラデシュであ
る。同国では多くの援助供与者が気候リスクを
低減させるのを目的とする広範なプロジェクトと
プログラムに携わっている。しかしながら、主
要分野でのプログラム支援を拡大させるために
さらに多くのことができるだろう。ここに2例を
挙げておこう。
● 社会セーフティーネット・プログラム（SSNPs）
　貧しい人々自身も、PRSPsを通じて、脆
弱性を低減させるためにはセーフティーネッ
ト・プログラムを強化することが不可欠であ
ることを確認している。現在、バングラデシュ

プログラム・レベルの支援を
高めることで、より広範な
貧困削減努力を強化する
適応から、早い段階で
成果を手にできるかもしれない。
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はそのようなプログラムを数多く抱えており、
それに対する支出はGDPの約0 .8％に上る
と推定されている。これらのプログラムには
高齢者手当てスキーム、困窮者グループに
対する手当て、農村維持プログラムと労役に
対して現金、労役に対して食料をそれぞれ
提供する農村インフラ開発プログラム、そし
て教育のための食料提供や女子に奨学金を
支給する条件付きの現金移転が含まれてい
る。81直接的な救済を提供する以外にも、こ
れらのプログラムは貧困から抜け出すための
手段を提供している。しかしながら、問題も
少なくない。まず、カバーする範囲が十分で
ない。バングラデシュでは約2400万人が「極
貧」と分類されているが、現在セーフティネッ
トが届いているのは10 0 0万人ほどに過ぎな
い。次に、リスク・脆弱性の包括的な最新
マップに基づく国としての総合的なSSNPs
がない。個別の SSNPs はそれぞれ一連の
援助供与者から資金提供を受けており、権
限が不明確であったり重複したりするために
問題がある。この分野の能力を強化し、国
家プログラムに拡大させることができれば、
気候変動リスクに直面している何百万もの
人々に適応支援を直接提供することが可能
になる。82

● 包括的な災害管理　一連の革新的プログラ
ムを通じて援助供与者と協働することによっ
て、バングラデシュはより効果的な災害管理
システムを開発した。明確にMDGsと連関
させ、早期警報システム、コミュニティ・ベー
スの洪水防御、洪水後の復興を含む、以前
はバラバラだった一連の活動をひとまとめに
した。83　しかしながら、4年間で145 0万米
ドルという現在の資金は貧困層の脆弱性を
「管理可能な容認しうるレベル」に低減させる
という野心的目標にはほど遠い。
　  国は1つとして同じではないが、これらの
例は適応戦略と国家計画との統合がより広
範な可能性を秘めていることを物語ってい
る。PRSPsに関する対話は先進国が途上国
政府の努力を支援できる枠組みを提供して

いる。また、災害リスク管理戦略を強化する
ためのメカニズムも提供することができるだ
ろう。
　多国間支援メカニズムにはすでに最初の進
展が見られている。20 0 5年に16 8カ国が署名
した災害リスクを低減するための国際的枠組
み、兵庫行動枠組みの下で、災害リスク低減
を国家計画プロセスに組み入れるための明確
なガイドラインが定められた。このガイドライン
を成果につなげる仕組みの要素も浮上し始め
ている。84　同様にして、世界銀行の GFDRR
も兵庫行動枠組みを支援している。その中核
的な目的の1つは、災害リスク低減分析と活動
（気候変動に起因するものを含む）をPRSPs や
より広範な戦略計画プロセスへ組み入れる低
所得国の能力を高めることである。85　2 016年
までのプログラムの資金必要額は合計20億米
ドルと見積もられている。86

　このような戦略の開発の要件に関し、開発
途上国の適応経験から重要な教訓が得られて
いる。
● 特定目的の多国間基金を改革する　主な多
国間基金は受け入れ手続きを簡素化させ、
プログラム・ベースの適応に
重点を転換させた単一基金
に一体化すべきだろう。

● PRSPsを改訂する　すべ
てのPRSPs は向こう2年以
内に内容を更新し、気候変動リスクと脆弱
性の系統的分析を組み入れ、脆弱性を低減
させるための優先事項を特定し、そうした
政策の資金需要についての指示的予想を提
供すべきである。

● 適応を支援パートナーシップの中心に据える  
すべてのセクターで気候変動の影響に対処で
きるよう、援助供与者は援助プログラム全体
を通じて適応を主流化する必要がある。同
様に、各国政府も全省庁を通じて適応を主
流化し、高度な政治レベルで計画を調整す
る必要がある。

厳しい緩和に加え、
適応を成功させることが、
21世紀およびそれ以降の
人間開発見通しの鍵を握っている。
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　適応戦略の限界は認識されなければならな
い。つまるところ、適応とは被害を限定する活
動である。緩和を通してしか治癒できない問題
の症状に対処することである。しかしながら、
症状に対処するのに失敗すれば人間開発の大
規模な損失につながることになる。
　世界のもっとも貧しく、もっとも災害の被害
にあいやすい人々はすでに気候変動に適応し
つつある。向こう数十年間、彼らは適応を続け
る以外に選択肢がない。最善のシナリオの場
合、世界の平均気温は205 0年ごろにピークを
打ち、2℃という気候変動の危険な限界値には
達しないだろう。最悪のシナリオの場合、限定
的な緩和しか行われず、205 0年以前に世界の
気温上昇は2℃の限界値を突破し、温度はさら
に上昇を続けるだろう。最善を望み、そのため
に努力し最悪に備えることが、適応計画にとっ
て有益な第一の原則である。
　厳しい緩和に加え、適応を成功させること
が、21世紀およびそれ以降の人間開発見通し
の鍵を握っている。すでに世界が閉じ込められ
ている気候変動は大々的に人間開発を後退さ
せる可能性がある。貧困撲滅、栄養、保健、

教育、その他の分野の進歩は、まずペースが
ゆっくりとなり、次いで停止し、ついには方向
転換することになる。
　開発途上国や世界の貧しい人々は、1人で行
動するだけではこうした後退を回避することは
できない。ましてや回避できなくなってはなら
ない。本報告書の第1章に示したように、世界
の貧しい人々はほんのうっすらとしたカーボン・
フットプリントしか残さずに地球を歩いている。
気候変動を促進しているエネルギー排出の歴
史的責任があり、はるかに深いカーボン・フッ
トプリントを残しているのだから、豊かな国に
は開発途上国の適応を支援する道徳的な義務
がある。豊かな国にはその責任を果たすため
の財源もある。旧態依然とした適応モデルは
弁解の余地がなく、持続不可能である。豊か
な国では大規模な適応投資がなされているの
に、世界の貧しい人々を放置して水中に沈み、
泳がせているとしたら、これは人間開発を方
向転換させるだけの処方箋ではない。それは
21世紀をさらに分断させ、繁栄のない、安全
でないものにする処方箋である。

結論
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人間開発指標





読者への手引きと人間開発指標の注釈

　人間開発指標表は、人間開発のさまざまな分野にお

ける国ごとの実績について世界規模の評価を提供する。

　主な指標表は、テーマ別に分かれており、そのテー

マは各表の最初のページの最上部に記載されている。

指標表には、175カ国の国連加盟国と香港（中国特別

行政区）とパレスチナ占領地域のデータが記載されて

おり、これらのすべての国々の人間開発指数（HDI）が

算出されている。しかし、資料・データの不足から

17カ国の国連加盟国は、HDI の算出ができなかった。

これらの17カ国の基礎的な人間開発を示す指標は、

指標表１a. に掲載されている。

　指標表では、国名および地域名がHDI 順に並べら

れている。これらの表で、特定の国を探す場合は、本

報告書の最終ページに掲載されている「各国の人間開

発順位」を参照されたい。国名があいうえお順にHDI

順位とともに掲載されている。

　指標表の大部分のデータは、とくに断りのない限

り、人間開発報告室が2007年7月1日の時点で入手で

きた、2005年のものである。

出典と定義

　人間開発報告書室は、主に統計の使用者であって、

制作者ではない。したがって報告書室は、特定の統計

指標に関する国際的なデータを収集し指標表を作成す

るために、資金と専門知識を有する国際機関に依存し

ている。指標表を作成する上で使用した全データの出

典は、各表の最後に、機関名（著者名）と発行年だけを

載せるショート・サイテーション形式で表示した。ま

た「統計資料一覧」では、これらの機関名と発行年を

もとに探すと、各出典のフルネームが分かるように

なっている。ある機関からデータ提供を受ける際、そ

の機関が出典からデータを得ている場合、出典注に両

方の機関名を記載した。しかし、ある機関が、その他

多数のデータ提供元の統計を使用してデータを作成し

ている場合、その機関名だけを出典元として記載し

た。あらゆる計算が簡単に再現できるように、人間開

発報告書室が計算する際に指標の要素として使ったオ

リジナルデータも出典注に掲載した。各指標の簡潔で

有用な定義を「指標項目の定義」にまとめた。その他

の関連情報は、各指標表の一番下の「注」に記載した。

指標についてのその他の技術的情報の詳細を知りたい

場合は、『人間開発報告書』のウェブサイト、http://

hdr.undp.org/statistics/ で、それぞれの出典元機関の

ウェブサイトを参照されたい。

国別推計値と国際推計値の不一致

　国際的な系列データを作成する場合、国際データを

作成している機関では、国家横断的に比較可能性を高

めるため、国際標準をよく用い調和化の処理を行って

いる。国際データは国別データに基づいていることが

多いが、そうした場合、国別データは調整の必要があ

る。ある国のデータがない場合も、もしその他の関連

資料を使えば、国際機関で推計を行うこともある。ま

た、各国の統計機関と国際統計機関との調整は難しい

ので、国際的系列データには、最新の国別データはほ

とんど組み込まれていない可能性がある。こうしたこ

とから、国別推計と国際推計との間には、かなり大き

な不一致が見られることもある。

　本報告書は、こうしたデータの不一致についてしば

しば言及してきたが、こうしたデータの不一致が起

こった場合、人間開発報告書室は、国別データおよび

国際データのそれぞれの担当機関が連携をとり、デー

タの不整合に取り組むよう支援してきた。多くの場

合、こうした努力によって、本報告書の統計は改善さ

れている。また報告書室は国際データの改善を提唱す

る一方で、データの質的向上への取り組みを支援する

ために積極的な役割を果たし、より系統立ったデータ

の質に関する報告とモニタリングを行うことにより、

データの整合性を改善できるよう、各国の統計機関お

よびさまざまな国際機関と協働している。
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ある時期の比較可能性

　データの定期的な見直し、あるいは算出手法の変更

などから、各年の報告書に掲載されている統計は単純

比較ができない恐れがある。そのため、人間開発報告

書室では、動向分析を異なる年の報告書のデータに基

づいて行うことのないようにお勧めしたい。HDI 値

と順位についても同様で、各年の報告書をもとに単純

比較することはできない。一貫性のあるデータと算出

方法に基づいた動向分析については、指標表２「人間

開発指数（HDI）の動向」を参照されたい。

各国の分類

　各国は、人間開発指数（HDI）別、所得別、世界の国

グループ別、地域別の４つの方法で分類されている

（「各国の分類」を参照）。これらの分類は、必ずしもあ

る特定の国、あるいは地域の開発段階についての判定

を示すものではない。また、本文や指標表で使う「国」

という用語は、通常の用法に従い、領土あるいは地域

を指している。

人間開発指数別分類　HDI が算出されているすべて

の国は、人間開発の達成度によって人間開発高位国

（HDI値が0.800以上）、人間開発中位国（HDI値が0.500

～ 0 .799）、人間開発低位国（HDI 値が0.500以下）の

３つのグループに分類されている。

所得別分類　すべて国は、世界銀行の分類法に基づき

所得別に、高所得国（2004年の1人当たりGNP が

10726米ドル）、中所得国（876 ～ 10725米ドル）、低

所得国（875米ドル以下）に分類されている。

世界の国グループ別分類　世界を「開発途上国」「中・

東欧 /CIS（独立国家共同体）諸国」「OECD（経済協力

開発機構）諸国」の３つのグループに分類している（も

し、「OECD諸国」を「高所得者OECD諸国」に置き換

え、そこから韓国を除くと、まったく重複のない３つ

のグループに分類することができる）。とくに断りの

ないかぎり、本報告書でいう「全世界」とは、統計上

の母集団として194の国と地域（つまり国連加盟国

192カ国に香港（特別行政地域）とパレイチナ占領地域

を加えたもの）を指している。

地域別分類　途上国は、さらに地域別に分類されてい

る。アラブ諸国、東アジア・太平洋諸国、ラテンアメ

リカ・カリブ諸国（メキシコを含む）、南アジア、南欧、

サハラ以南アフリカ。これらの地域別分類は、UNDP

地域局の分け方と一致している。またこれらに加え、

国連の定義（UN-OHRLLS 2007）による「後発開発途

上国」という分類も加えている。

集計値と成長値

集計値　各分類の集計値が、分析上意味があり、また

必要なデータが得られる場合は、指標表最後の部分に

掲載した。各分類グループごとの合計値（たとえば人

口についての）である集計値は、表では「T」で示され

る。その他の「T」の表示のない集計値はすべて加重平

均値である。

　一般的に、各分類別の集計値は、半数の国でデータ

が入手可能で、かつ少なくともその分類グループの入

手可能な加重値が３分の２に当たる場合にのみ掲載さ

れる。人間開発報告書室は、集計値を求めるために、

欠けているデータを補うことはしていない。そのた

め、とくに記載のない限り、各分類の集計値は、デー

タが入手可能な国々のもので、表に記載された年、あ

るいは期間で、かつ、出典に記載されている第一資料

によるデータのみに基づいて算出されたものである。

　集計に１つ以上の時点での数値を用いる指標の集計

値、成長率などは、必要な時期のあらゆるデータを入

手できる国のものを基にした。さらに複数の地域に集

計値が記載されていない場合は、全世界（194の国と

地域）の分類のための集計値がない場合もある。

　本報告書の集計値は、各国の分類法や集計法が異な

るため、他の出版物の数値と必ずしも一致しない。集

計値が、その指標のためのデータを提供している統計

機関で計算された場合は、注に記載した。

成長率　複数年にわたる成長率は、年間変化率の平均

で表されている。人間開発報告書室が成長率の計算を

する場合は、最初と最後の時点の数字だけを使ってい

る。ある年から次の年にかけての成長率は年間変化率

（％）で表される。
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国についての注

　とくに断りのない限り、中国のデータには中国特別

行政区の香港、マカオ、および台湾は含まれない。成

長率は年間の変化率（％）で表される。

　1992年以前のエリトリアのデータは、エチオピア

のデータに含まれている。ドイツのデータは、とくに

記載のない限り統一後のデータである。さらにインド

ネシアのデータには、とくに断りのない限り、1999

年までの東チモールのデータが含まれている。またヨ

ルダンのデータは東岸のみのものである。タンザニア

の経済データは本国のみのものである。スーダンの

データは、ほとんど北部で収集された情報に基づく。

セルビアとモンテネグロが2000年6月に分離独立し

たが、分離後のデータが存在しないため、セルビア・

モンテネグロのデータがこれまで通り使用されてい

る。またイエメン共和国のデータは旧イエメン人民共

和国と旧イエメン・アラブ共和国の集計値である。

これまでの指標表を変え、新しい表を導入

　今年はこれまでの指標表に多くの変更が導入された

ばかりか、３つの新しい表が盛り込まれている。さら

により政策関連の指標表を作成し、かつ今年度の報告

書のテーマに則したものとすることを視野に入れた。

この新しい指標は2006年に行われたジェンダー開発

指数、ジェンダー・エンパワーメント指数の見直しに

よる提言を反映したものである。したがって、表の中

には2006年の人間開発報告書の数字と一致しないも

のもある。

これまでの指標表を変える

「エネルギーと環境」の表（『人間開発報告書2006』の

表21）は、拡大し、以下の４つの表となった。「エネ

ルギーと環境」（表22）、「エネルギー源」（表23）「二

酸化炭素排出と回収」（表24）、そして、「主要な国際

環境協定の現状」（表25）である。

● 1990～ 2004年の電力消費における変化の割合（％）

●   電化率

●   電気を利用できない人口

● 1990から2004年の間で用いられている1人当たり

   国内総生産におけるエネルギー単位の変化

●   全国土に占める森林の割合（％）

●   2005年での森林の総面積

●   1990年から2005年までの間の森林区域の平均変化

　これらの指標は近代的エネルギーを利用できるため

の改善、あるいは国内総生産を伸ばすためのエネル

ギー強度の減少といったものが、どのくらい改善が進

展しているかモニターするのに利用できるばかりか、

森林破壊率、あるいは各国での植林率などを測るため

に用いることができる。

　「エネルギー源」（表23）はまったく新規の表で、異

なった資源から供給される一次エネルギーの全体の中

のシェアを明らかにしている。つまり化石エネルギー

（石炭、石油、天然ガス）、再生可能エネルギー、水力

発電、太陽光発電、風力発電、バイオマスや廃棄物と

いったもの、さらには地熱エネルギー、原子力発電な

どのといった他のエネルギー源によるものである。一

次エネルギー供給のトータルは、この表ですべて明ら

かにされる。

　また二酸化炭素排出と回収の表（表24）は、独自の

エネルギーや環境に含まれる二酸化炭素排出削減に関

する指標をまとめ、以下のような数多くの指標を導入

した。

●   総二酸化炭素排出量および1990年から2004年に

   おける年平均割合の変化

●   世界の二酸化炭素排出合計における各国の割合

●   １人当たり二酸化炭素排出量

●   エネルギー消費単位当たりの二酸化炭素排出量

●   エネルギーの炭素集約度

●   GDP 当たりの二酸化炭素排出量

●   森林バイオマスと森林による二酸化炭素総回収量

「主要な国際環境協定の現状（表25）」は「エネルギー

と環境」という表が対象とする環境に関する協定の範

囲を拡大し、一つの表にまとめた。

　また前年度版の表23「犯罪被害者」は、「International 

Crime Victim Survey」の新しい版がなく、2000 -01

年のデータを基にした表であったことから、今回の報

告書からは削除した。そこで「犯罪と正義」という表

（表27）に置き換え、殺人率、囚人人口、死刑の廃止・

存続といったことに関する情報を掲載した。
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ジェンダー開発指数（GDI）とジェンダー・エンパワーメ

ント指数（GEM）の見直しに応えて導入された諸表

　GDI および GEMの見直しからの勧めに応えて、国

際比較できる男女の調査は、男女に対する差別の構造

を排除の方向に向かっての評価できる進展として、大

きな挑戦である。GDI および GEMの見直しからの勧

めに応えて、非OECD諸国における労働力参加の新

たな男女に分けての指標が紹介され、これまでの指標

表は、詳細を提供できるよう修正された。

　明らかに失業データはOECD諸国に認められたが、

他の国々は比較できるに足るようなデータは認められ

なかった。新しい表21によれば、総雇用者数および

総失業者数といった労働力調査のような男女調査への

追加データ、さらには非公式な分野への参画や経済活

動による雇用配分といったものを明らかにした。

　表32「ジェンダー、労働量と時間配分」は、2006年

版の表28の修正版では、男女が、市場活動から非市

場活動まで、どのような時間の配分をしているかに関

する情報を提供する。非市場活動では、さらに詳細に、

日常で男女がいかに料理、洗濯、育児、介護、さらに

はレジャーや社会活動といったものに時間を費やして

いるかについての情報を提供している。

　人間開発室では今後も国内、地域、さらには国際的な

機関と共に男女に分けての様々なデータをもっと使え、

さらに質の高いものへ修正し続けていく所存である。

通貨の換算

　この報告書を通じて、通貨単位については、元は米ド

ルよりも他の通貨で報告されていた、そこで米ドルに換

算したものをそれらのすぐ右に配した。為替レートは、

特定の年の「期間平均値」で換算し、一方、特定しない

通貨については、利用できる直近のデータである2007年

9月に刊行された IMFの International Financial Statistics

の報告書から「期間平均値」を用いて換算した。

凡例

　「年間」「年率」、あるいは「成長率」といった言葉が

表上になく、「1995－2000」といったように２つの

年をダッシュでつないでいるのは、データがこの２つ

の年のいずれかの年に収集されたことを示している。

1998/2001のように、２つの年をスラッシュで表記

した場合は、とくに断りのない限り、この2つの年の

平均値を示している。また次のような記号が使われて

いる。

　‥　　データなし

　（.）      表示されている単位の半分以下

　＜　　より少なく

　―　　該当せず

　Ｔ　　合計

人間開発指標表１の注記：

人間開発指数（HDI）について

　人間開発指数（HDI）は、人間開発にとって大切な３

つの基本的側面における各国の平均的達成状況を測定

する複合指数である。すなわち、出生時平均余命で測

定される長命で健康な生活、成人識字率と初・中・高

等教育総就学率で測定される知識、1人当たり国内総

生産（PPP US$）で測定される人間らしい生活水準の3

つである。HDI は、世界中で入手可能な指標を使っ

て作られており、その計算方法は簡単で透明性が高い

（「テクニカルノート１」参照のこと）。

　「人間開発」は、どんな複合的指数をもってしても、

１つの指数だけではとらえきれないほど大きい概念だ

が、HDI は人間の福祉の全体像を簡潔に示すものと

して、所得に代わり、影響力のある尺度を提供してい

る。本報告書では、指標表１のほかにも、さまざまな

角度から見た人間開発状況に関する表が用意されてい

るが、HDI は、これらの指標表を利用する上で役立

つ入口となっている。

　

データの有効性はHDI 算出可能

　本報告書のHDI は2005年のデータをもとにしてい

る。これは、175カ国の国連加盟国および香港（中国

特別行政区）とパレスチナ占領地域を対象としている。

　国家横断的な比較を可能にするには、本報告書準備

段階で入手可能な主要国際統計機関のデータにできる

だけ基づいて、HDI を計算することである（次項で



説明する「第１次データ出典元」を参照）。しかし、こ

れらの国際機関のデータでも、HDI を構成する4つの

指標のうち１つ以上が欠けている国が多い。このよう

な理由から、17カ国の国連加盟国は、他の国のデー

タと整合性のあるデータが得られないため、指標表１

に掲載できなかった。これらの国の人間開発に関する

基本的な指標は、指標表1a に掲載されている。

　人間開発報告書室は、自国のHDI 掲載を望む国々

に応え、またできるだけ多くの国連加盟国を掲載すべ

く、HDI の１、２の要素が主なデータ提出機関から

得られない国については、ほとんどの場合、別の国際

機関や各地域、または各国内の出典元から推計値を得

るべく努めてきた。人間開発報告書室が推計値を計算

したケースも若干ではあるがあった。主要データ提供

機関以外が出典元となっている場合、指標表１の注に

記した。これらの推計値は、しばしば質的にも信頼性

にもばらつきがあるため、指標表１以外の票では、類

似データを掲載していたとしても、これらの推計値は

使用していない。

第１次データ出典元

出生時平均余命　平均寿命の推計値は「World Population 

Prospects 1 9 5 0‐205 0：The 2 0 0 6 Revision（UN 

2007ｅ）」を出典元としている。推計値は、各国の国

勢調査や世帯調査のデータに基づき国連経済社会局人

口部で2年ごとに作成されている。2006年度版の場合、

国連人口部は、2006年末までに入手可能であった国

別データを使って作成している。HIV/ エイズの影響

評価には、国連エイズ合同計画（UNAIDS）による入手

可能な最新のHIV感染率推計値に、HIV/ エイズの影

響が明らかに顕著な62カ国の国別感染者と非感染者

の人口動態、および死亡率予測を組み合わせている。

　HIV/ エイズの蔓延や人口統計学的傾向に関する新

らたな実証的証拠は、しばしば、初期の推定に修正を

加えることになった。最近の UNAIDS の予測では、

新たな固体から危険性の高いグループへの移行という

傾向が示されている。これらのデータに基づき、さら

には「World Population Prospects 1950－2050」の

2006年度版では、いくつかの違った方法を採用した。

これによって国の中には出生時の平均余命の見込みが

大きく増える結果となった。第一に2006年版では、

感染して治療を受けている人の生存期間も組み入れら

れるようになった。第二に、母子感染は各国でどんど

ん治療できるようになっての進展によって、減少が見

込まれている。

　出生時平均余命の推計値は、国連人口部が参考値と

して5年間隔で発表している。指標表１に掲載の2005

年平均余命推計値と指標表２の基本データとなってい

る同推計値は、これらの補完処理されたデータを使っ

ている。「World Population Prospects 1950‐2050：

The 2006 Revision（UN 2007ｅ）」に関しての詳細は、

http://www.un.org/esa/population/unpop.htm　参照

のこと。

成人識字率　本報告書、ユネスコ統計研究所（UIS）の

2007年4月のアセスメント（2007a）による成人識字

率データに基づくている。このデータは、各国から直

接得た推計値と2007年の世界の年齢別識字予測モデ

ルによる最近の推計値を組み合わせたものである。各

国の推計値は、近年UIS が各国の識字率データ収集

に積極的に取り組んだ結果、入手できるようになった

もので、2000年から2005年の国勢調査または世帯調

査から得ている（一部のケースは例外的に1995年か

ら99年のデータを使っている）。2002年7月発表の

UIS の推計値は、主に1995年以前に収集された各国

データに基づいている。

　多くの高所得国は、すでに高い識字率を達成してい

ることから、現在は、識字率に関するデータ収集を

行っていないため、ユネスコ統計研究所のデータには

含まれていない。HDI の算出には、成人識字率の情

報がない高所得国のために、識字率99 .0％が用いら

れている。

　識字率のデータ収集においては、多くの国が個人の

自己申告によるデータをもとに、識字人口を推計して

いる。教育達成率を代用指数として使っている国もあ

るが、就学状況や学年修了状況を測る尺度が国によっ

て異なる可能性もある。識字の定義およびデータ収集

方法が国によって異なることから、識字率の推計値を

使う際は注意が必要である。

　UIS は、関係機関と協力して、識字率の新しい測定

方法である「識字能力評価モニタリング・プログラム
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（LAMP）」の推進に積極的に取り組んでいる。LAMP

は、識字能力の連続性に関する情報を提供することで、

識字と非識字という現在の単純区分を超えた測定法を

追求している。LAMPから得られた識字率は結局は

ずっと信頼性のあるものになると期待されている。

初・中・高等教育就学率　総就学率は、各国政府（通

常、行政機関が出典元）から得た国別就学率データと、

国連人口部の「World Population Prospects 1950‐

2040：The 2004　Revision」から得た人口データを

もとにユネスコ統計研究所（UIS）によって作成されて

いる。就学率は、初・中・高等教育に就学する学生数

を、これらの教育レベルに相当する学齢期の人口で

割って求める。高等教育の学齢集団とは、中等教育後

期課程修了直後から5年前後に相当する集団と考えら

れる。

　初・中・高等教育総就学率は、教育達成度の代用指

標とする意図で使用されているが、総就学率は、教育

の質による成果を反映するものではない。教育機会へ

のアクセスの実態をとらえるために使われたとして

も、総就学率は、国際標準教育分類（ISCED）の各教

育レベルに相当する学齢や、初・中・高等教育が何年

制であるかが各国で異なるため、国ごとの重要な相違

点が明らかにならない。留年や中途退学もまた、デー

タの歪を生む。国別の就学平均年数などの尺度の方

が、より適切に教育達成度をとらえることができ、理

想を言えば、初・中・高等教育総就学率に代わって使

われるべきであろう。しかし、こうしたデータは、十

分な数の国で定期的に入手することができない。

　現在の定義では、初・中・高等教育総就学率には、

自国以外で就学している生徒は含まれない。多くの小

国では、外国での高等教育を受けることが一般的なた

め、現在のデータは、実際の教育へのアクセス、ある

いは、実際の国民の教育達成度を大きく下回っている

可能性があり、それがHDI 値を引き下げていること

がある。

1人当たりGDP（PPP US$）　各国の生活水準を比較

するには、各国の価格格差を除くために、経済統計を

購買力平価（PPP）に換算する必要がある。HDI 算出の

ための１人当たり GDP（PPP US$）のデータは、168

カ国について、世界銀行から（World Bank 2007b）

から提供されている。このデータは、前回の国際比較

プログラム（ICP）の調査では、1993から1996年の

間に118カ国をカバーして実施された。これらの国々

の購買力平価は、最新の基準結果から直接、補外法に

よって推計することができる。ICP が実施されていな

い国の場合、推計値は計量経済学的回帰法を用いて算

出される。世界銀行のデータがない国は、PPP 推計

値はペンシルバニア大学のペンワールド・テーブル

（Heston, Summers and 2006）を用いた。

　最近の数十年間かで、PPP は、データ収集では大

幅な進歩があったにもかかわらず、現在もすべての国

のデータが得られないばかりか、時系列データの欠

如、地域や国によるデータの質のばらつきなど、いく

つかの欠点がある。そういったギャップを計量経済学

的な回帰法で埋めるには、大胆な仮説が必要とされる

一方で、基準調査年と本年度の時間が空けば空くほど

その成果は不確かになると補外法が暗示する。経済分

析における PPP の重要性は、とりもなおさず PPP

データの改善が不可欠であるということに他ならな

い。新たに ICP のミレニアムラウンドが設置され、

国際貧困評価を含む経済政策分析のために、PPPデー

タを大幅に改善されていくことが約束されている。最

初の成果は2007年遅くか2008年の早い時期に公開さ

れると期待されている。ICP と PPP の算出方法につ

いては、ICP のウェブサイト、http://worldbank/

data/icp を参照のこと。

年間でのデータ比較と各年度版のデータ比較

　HDI は、人間開発の長期的傾向をモニタリングす

るうえで、重要なツールである。本書では、各国の傾

向を横断的に分析しやすくするために、HDI を1975

年から2005年まで、5年間隔で算出している。これ

らのHDI 値は、一貫した計算方法と今年の報告書作

成時に入手した比較可能な動向データに基づいて算出

されたもので、指標表２に掲載されている。

　さまざまな国際統計機関が、過去のデータの定期的

な更新をはじめ、一連データの改善を継続して行って

いるので、各年度版の報告書に掲載されているHDI

の値と順位の変化には、毎年、ある国の特定データの

改訂や各国の相対的データの改訂が反映されることに
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なることが多い。その上、HDI が一貫した方法で算

出されているとしても、不定期に対象国数の変更があ

り、それが各国のHDI 順位に影響を与える可能性も

ある。その結果、ある国のHDI 順位が前年に比べか

なり下がることもありえる。ある期間の動向を比較す

るには、更新されたデータを使い、それまでの年の

HDI を毎年算出し直し、HDI の順位と値を実際に改

訂しなければならないだろう。

　以上の理由から、HDI の動向分析は、各年の人間

開発報告書のデータに基づいて行うべきではない。指

標表２には、一貫性のあるデータと計算方法に基づき

更新されたHDI 動向データを掲載している。

人間開発高位国のHDI

　本報告書のHDI は、人間開発の低位国から高位国

まですべてのレベルにわたって、各国の達成度を比較

するために作成されている。したがって必ずしも高所

得国間の差異を示す指標が選ばれているとは限らな

い。現在、HDI で使われている指標は、HDI 上位国

の間では、ほとんど差が見られない。そのため、HDI

高位国のHDI には、算出の基になる指標のごくわず

かな差異が反映されているだけである。これらの高所

得国には別の指数である人間貧困指数（HPI）のほう

が、人々の間に依然として存在している人間開発にお

ける剥奪状況をより鮮明に反映することができ、公共

政策の焦点を絞るのに役立つ（HPI については指標表

４参照のこと）。

　またHDI の使い方と限界、さらにはHDI を構成す

る指標についてのさらなる議論については、http://

hdr.undp.org/statistics を参照のこと。

読者への手引きと人間開発指標の注       263  



CDIAC　　 二酸化炭素情報分析センター

CIS　　　  独立国家共同体

CO2　　　 二酸化炭素

CO2 e     二酸化炭素換算

DAC　　 開発援助委員会

DHS　　 人口統計および健康調査

DOTS　　  短期直接監視下治療

EM-DAT 緊急事変データベース

FAO      　 国連食糧農業機関

GDI      　 ジェンダー開発指数

GDP     　 国内総生産

GEM    　 ジェンダー・エンパワーメント指数

GER　 総就学率

GNI　 国民総所得

Gt　　　 ギガトン（10億トン）

HDI　　 人間開発指数

HDRO　　  人間開発報告書室

HIV/エイズ ヒト免疫不全ウィルス/エイズ

HPI-1　　　人間貧困指数（途上国）

HPI-2　　　人間貧困指数（OECD,中・東欧およびCIS）

IALS　 国際成人識字調査

ICPS　 刑務所研究のための国際センター

ICSE　 国際雇用状態分類

IDMC 国内避難民監視センター

IEA　　 国際エネルギー機関

IISS　　 国際戦略研究所

ILO　　　 国際労働機関

ILOLEX　 国際労働基準に関する総合データベース

IPU　　　 列国議会同盟

ISCED      国際標準教育分類

ISCO　 国際標準職業分類

ISIC　 国際標準産業分類

ITU　 国際電気通信連合

LIS         ルクセンブルク所得研究所

MDGs　 ミレニアム開発目標

MICS　 多指標集団調査

Mt　　 メガトン（100万トン）

ODA　 政府開発援助

OECD　 経済協力開発機構

PPP　　 購買力平価

R&D  　 研究開発

SAR　　 特別行政区

SIPRI　 ストックホルム国際平和研究所

SITC　 標準国際貿易商品分類

TFYR　 旧ユーゴスラビア

UN　　 国際連合

UNAIDS  国連エイズ合同計画

UNCTAD 国連貿易開発会議

UNODC    国連薬物犯罪事務所

UNESCO 国際連合教育科学文化機関

UNDP　　  国連開発計画

UNFPA　 国連人口基金

UNHCR　  国連難民高等弁務官事務所

UNICEF 国際連合児童基金

UN-ORHLLS　 後発開発途上国並びに内陸開発途上国、

 小島嶼開発途上国高等代表事務所

WHO　　　世界保健機構

WIPO　　  世界知的所有権機関

略称一覧
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HDIランク a

人間開発
指数

（HDI値）

出生時の
平均余命
（歳）

15歳以上
成人の平均
識字率
（％）

初・中・高等
教育

総就学率
（%）

1人当たり
GDP

（PPP US$） 平均寿命
指数

教育
指数

GDP
指数

1人当たり
GDI

（PPP US＄）
ランク
マイナス
HDIランク c

2005 2005 1995-2005b 2005 2005
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人間開発高位国
1 アイスランド 0.968 81.5 .. d 95.4 e 36,510 0.941 0.978 0.985 4

2 ノルウェー 0.968 79.8 .. d 99.2 41,420 f 0.913 0.991 1.000 1

3 オーストラリア 0.962 80.9 .. d 113.0 g 31,794 0.931 0.993 0.962 13

4 カナダ 0.961 80.3 .. d 99.2 e,h 33,375 0.921 0.991 0.970 6

5 アイルランド 0.959 78.4 .. d 99.9 38,505 0.890 0.993 0.994 -1

6 スウェーデン 0.956 80.5 .. d 95.3 32,525 0.925 0.978 0.965 7

7 スイス 0.955 81.3 .. d 85.7 35,633 0.938 0.946 0.981 -1

8 日本 0.953 82.3 .. d 85.9 31,267 0.954 0.946 0.959 9

9 オランダ 0.953 79.2 .. d 98.4 32,684 0.904 0.988 0.966 3

10 フランス 0.952 80.2 .. d 96.5 30,386 0.919 0.982 0.954 8

11 フィンランド 0.952 78.9 .. d 101.0 g 32,153 0.898 0.993 0.964 3

12 米国 0.951 77.9 .. d 93.3 41,890 f 0.881 0.971 1.000 -10

13 スペイン 0.949 80.5 .. d 98.0 27,169 0.925 0.987 0.935 11

14 デンマーク 0.949 77.9 .. d 102.7 g 33,973 0.881 0.993 0.973 -6

15 オーストリア 0.948 79.4 .. d 91.9 33,700 0.907 0.966 0.971 -6

16 英国 0.946 79.0 .. d 93.0 e 33,238 0.900 0.970 0.969 -5

17 ベルギー 0.946 78.8 .. d 95.1 32,119 0.897 0.977 0.963 -2

18 ルクセンブルク 0.944 78.4 .. d 84.7 i 60,228 f 0.891 0.942 1.000 -17

19 ニュージーランド 0.943 79.8 .. d 108.4 g 24,996 0.913 0.993 0.922 9

20 イタリア 0.941 80.3 98.4 90.6 28,529 0.922 0.958 0.944 1

21 香港 0.937 81.9 .. j 76.3 34,833 0.949 0.885 0.977 -14

22 ドイツ 0.935 79.1 .. d 88.0 e 29,461 0.902 0.953 0.949 -2

23 イスラエル 0.932 80.3 97.1 k 89.6 25,864 0.921 0.946 0.927 3

24 ギリシャ 0.926 78.9 96.0 99.0 23,381 0.898 0.970 0.910 5

25 シンガポール 0.922 79.4 92.5 87.3 h,k 29,663 0.907 0.908 0.950 -6

26 韓国 0.921 77.9 .. d 96.0 22,029 0.882 0.980 0.900 6

27 スロベニア 0.917 77.4 99.7 d,l 94.3 22,273 0.874 0.974 0.902 4

28 キプロス 0.903 79.0 96.8 77.6 e 22,699 h 0.900 0.904 0.905 2

29 ポルトガル 0.897 77.7 93.8 l 89.8 20,410 0.879 0.925 0.888 6

30 ブルネイ 0.894 76.7 92.7 77.7 28,161 h,m 0.862 0.877 0.941 -8

31 バルバドス 0.892 76.6 .. d,j 88.9 h 17,297 h,m 0.861 0.956 0.860 8

32 チェコ 0.891 75.9 .. d 82.9 20,538 0.849 0.936 0.889 2

33 クウェート 0.891 77.3 93.3 74.9 26,321 n 0.871 0.871 0.930 -8

34 マルタ 0.878 79.1 87.9 80.9 19,189 0.901 0.856 0.877 2

35 カタール 0.875 75.0 89.0 77.7 27,664 h,m 0.834 0.852 0.938 -12

36 ハンガリー 0.874 72.9 .. d,j 89.3 17,887 0.799 0.958 0.866 2

37 ポーランド 0.870 75.2 .. d,j 87.2 13,847 0.836 0.951 0.823 11

38 アルゼンチン 0.869 74.8 97.2 89.7 h 14,280 0.831 0.947 0.828 9

39 アラブ首長国連邦 0.868 78.3 88.7 l 59.9 e,h 25,514 n 0.889 0.791 0.925 -12

40 チリ 0.867 78.3 95.7 82.9 12,027 0.889 0.914 0.799 15

41 バーレーン 0.866 75.2 86.5 86.1 21,482 0.837 0.864 0.896 -8

42 スロバキア 0.863 74.2 .. d 78.3 15,871 0.821 0.921 0.846 -1

43 リトアニア 0.862 72.5 99.6 d 91.4 14,494 0.792 0.965 0.831 3

44 エストニア 0.860 71.2 99.8 d 92.4 15,478 0.770 0.968 0.842 0

45 ラトビア 0.855 72.0 99.7 d 90.2 13,646 0.784 0.961 0.821 4

46 ウルグアイ 0.852 75.9 96.8 88.9 e,h 9,962 0.848 0.942 0.768 16

47 クロアチア 0.850 75.3 98.1 73.5 h 13,042 0.839 0.899 0.813 4

48 コスタリカ 0.846 78.5 94.9 73.0 e 10,180 n 0.891 0.876 0.772 13

49 バハマ 0.845 72.3 .. j 70.8 18,380 h 0.789 0.875 0.870 -12

50 セーシェル 0.843 72.7 h,k 91.8 82.2 e 16,106 0.795 0.886 0.848 -10

51 キューバ 0.838 77.7 99.8 d 87.6 6,000 o 0.879 0.952 0.683 43

52 メキシコ 0.829 75.6 91.6 75.6 10,751 0.843 0.863 0.781 7

53 ブルガリア 0.824 72.7 98.2 81.5 9,032 0.795 0.926 0.752 11

人間開発をモニタリングする̶̶人々の選択肢の拡大

人間開発指数（HDI）TA
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54 セントクリストファー・ネーヴィス 0.821 70.0 h,p 97.8 k 73.1 e 13,307 h 0.750 0.896 0.816 -4

55 トンガ 0.819 72.8 98.9 80.1 e 8,177 n 0.797 0.926 0.735 15

56 リビア 0.818 73.4 84.2 l 94.1 e,h 10,335 h,m 0.806 0.875 0.774 4

57 アンティグア・バーブーダ 0.815 73.9 h,p 85.8 q .. r 12,500 h 0.815 0.824 0.806 -4

58 オマーン 0.814 75.0 81.4 67.1 15,602 h 0.833 0.766 0.843 -15

59 トリニダード・トバゴ　　 0.814 69.2 98.4 l 64.9 e 14,603 0.737 0.872 0.832 -14

60 ルーマニア 0.813 71.9 97.3 76.8 9,060 0.782 0.905 0.752 3

61 サウジアラビア 0.812 72.2 82.9 76.0 15,711 n 0.787 0.806 0.844 -19

62 パナマ 0.812 75.1 91.9 79.5 7,605 0.836 0.878 0.723 15

63 マレーシア 0.811 73.7 88.7 74.3 h 10,882 0.811 0.839 0.783 -6

64 ベラルーシ 0.804 68.7 99.6 d 88.7 7,918 0.728 0.956 0.730 8

65 モーリシャス 0.804 72.4 84.3 75.3 e 12,715 0.790 0.813 0.809 -13

66 ボスニア・ヘルツェゴビナ 0.803 74.5 96.7 69.0 h,s 7,032 h,t 0.825 0.874 0.710 17

67 ロシア 0.802 65.0 99.4 d 88.9 e 10,845 0.667 0.956 0.782 -9

68 アルバニア 0.801 76.2 98.7 68.6 h 5,316 0.853 0.887 0.663 30

69 マケドニア．旧ユーゴスラビア 0.801 73.8 96.1 70.1 7,200 0.814 0.875 0.714 11

70 ブラジル 0.800 71.7 88.6 87.5 h 8,402 0.779 0.883 0.740 -3

人間開発中位国
71 ドミニカ 0.798 75.6 h,q 88.0 q 81.0 e 6,393 h 0.844 0.857 0.694 19

72 セントルシア 0.795 73.1 94.8 q 74.8 6,707 h 0.802 0.881 0.702 15

73 カザフスタン 0.794 65.9 99.5 d 93.8 7,857 0.682 0.973 0.728 1

74 ベネズエラ 0.792 73.2 93.0 75.5 e,h 6,632 0.804 0.872 0.700 14

75 コロンビア 0.791 72.3 92.8 75.1 7,304 n 0.788 0.869 0.716 4

76 ウクライナ 0.788 67.7 99.4 d 86.5 6,848 0.711 0.948 0.705 9

77 サモア 0.785 70.8 98.6 l 73.7 e 6,170 0.763 0.903 0.688 14

78 タイ 0.781 69.6 92.6 71.2 e 8,677 0.743 0.855 0.745 -13

79 ドミニカ共和国 0.779 71.5 87.0 74.1 e,h 8,217 n 0.776 0.827 0.736 -10

80 ベリーズ 0.778 75.9 75.1 q 81.8 e 7,109 0.849 0.773 0.712 1

81 中国 0.777 72.5 90.9 69.1 e 6,757 u 0.792 0.837 0.703 5

82 グレナダ 0.777 68.2 96.0 q 73.1 e 7,843 h 0.720 0.884 0.728 -7

83 アルメニア 0.775 71.7 99.4 d 70.8 4,945 0.779 0.896 0.651 20

84 トルコ 0.775 71.4 87.4 68.7 e 8,407 0.773 0.812 0.740 -18

85 スリナム 0.774 69.6 89.6 77.1 e 7,722 0.743 0.854 0.725 -9

86 ヨルダン 0.773 71.9 91.1 78.1 5,530 0.782 0.868 0.670 11

87 ペルー 0.773 70.7 87.9 85.8 e 6,039 0.761 0.872 0.684 6

88 レバノン 0.772 71.5 .. j 84.6 5,584 0.775 0.871 0.671 8

89 エクアドル 0.772 74.7 91.0 .. r 4,341 0.828 0.858 0.629 21

90 フィリピン 0.771 71.0 92.6 81.1 5,137 0.767 0.888 0.657 11

91 チュニジア 0.766 73.5 74.3 76.3 8,371 0.808 0.750 0.739 -23

92 フィジー 0.762 68.3 .. j 74.8 e 6,049 0.722 0.879 0.685 0

93 セントビンセント・グレナディーン諸島 0.761 71.1 88.1 q 68.9 6,568 0.768 0.817 0.698 -4

94 イラン 0.759 70.2 82.4 72.8 e 7,968 0.754 0.792 0.731 -23

95 パラグアイ 0.755 71.3 93.5 l 69.1 e,h 4,642 n 0.771 0.853 0.641 10

96 グルジア 0.754 70.7 100.0 d,v 76.3 3,365 0.761 0.914 0.587 24

97 ガイアナ 0.750 65.2 .. j 85.0 4,508 n 0.670 0.943 0.636 12

98 アゼルバイジャン 0.746 67.1 98.8 67.1 5,016 0.702 0.882 0.653 4

99 スリランカ 0.743 71.6 90.7 w 62.7 e,h 4,595 0.776 0.814 0.639 7

100 モルディブ 0.741 67.0 96.3 65.8 e 5,261 h,m 0.701 0.862 0.661 -1

101 ジャマイカ 0.736 72.2 79.9 77.9 e 4,291 0.787 0.792 0.627 11

102 カーボヴェルデ 0.736 71.0 81.2 l 66.4 5,803 n 0.766 0.763 0.678 -7

103 エルサルバドル 0.735 71.3 80.6 l 70.4 5,255 n 0.772 0.772 0.661 -3

104 アルジェリア 0.733 71.7 69.9 73.7 e 7,062 n 0.778 0.711 0.711 -22

105 ベトナム 0.733 73.7 90.3 63.9 3,071 0.812 0.815 0.572 18

106 パレスチナ占領地域 0.731 72.9 92.4 82.4 e .. x 0.799 0.891 0.505 33
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107 インドネシア 0.728 69.7 90.4 68.2 e 3,843 0.745 0.830 0.609 6

108 シリア 0.724 73.6 80.8 64.8 e 3,808 0.811 0.755 0.607 7

109 トルクメニスタン 0.713 62.6 98.8 .. r 3,838 h 0.627 0.903 0.609 5

110 ニカラグア 0.710 71.9 76.7 70.6 e 3,674 n 0.782 0.747 0.601 6

111 モルドバ 0.708 68.4 99.1 d,l 69.7 e 2,100 0.724 0.892 0.508 25

112 エジプト 0.708 70.7 71.4 76.9 e 4,337 0.761 0.732 0.629 -1

113 ウズベキスタン 0.702 66.8 .. d,j 73.8 e,h 2,063 0.696 0.906 0.505 25

114 モンゴル 0.700 65.9 97.8 77.4 2,107 0.682 0.910 0.509 21

115 ホンジュラス 0.700 69.4 80.0 71.2 e 3,430 n 0.739 0.771 0.590 3

116 キルギス 0.696 65.6 98.7 77.7 1,927 0.676 0.917 0.494 29

117 ボリビア 0.695 64.7 86.7 86.0 e,h 2,819 0.662 0.865 0.557 7

118 グアテマラ 0.689 69.7 69.1 67.3 e 4,568 n 0.746 0.685 0.638 -11

119 ガボン 0.677 56.2 84.0 l 72.4 e,h 6,954 0.521 0.801 0.708 -35

120 バヌアツ 0.674 69.3 74.0 63.4 e 3,225 n 0.738 0.705 0.580 2

121 南アフリカ 0.674 50.8 82.4 77.0 h 11,110 n 0.430 0.806 0.786 -65

122 タジキスタン 0.673 66.3 99.5 d 70.8 1,356 0.689 0.896 0.435 32

123 サントメ・プリンシペ 0.654 64.9 84.9 65.2 2,178 0.665 0.783 0.514 10

124 ボツワナ 0.654 48.1 81.2 69.5 e 12,387 0.385 0.773 0.804 -70

125 ナミビア 0.650 51.6 85.0 64.7 e 7,586 n 0.444 0.783 0.723 -47

126 モロッコ 0.646 70.4 52.3 58.5 e 4,555 0.757 0.544 0.637 -18

127 赤道ギニア 0.642 50.4 87.0 58.1 e,h 7,874 h,n 0.423 0.773 0.729 -54

128 インド 0.619 63.7 61.0 63.8 e 3,452 n 0.645 0.620 0.591 -11

129 ソロモン諸島 0.602 63.0 76.6 k 47.6 2,031 n 0.633 0.669 0.503 14

130 ラオス 0.601 63.2 68.7 61.5 2,039 0.637 0.663 0.503 11

131 カンボジア 0.598 58.0 73.6 60.0 e 2,727 n 0.550 0.691 0.552 -6

132 ミャンマー 0.583 60.8 89.9 49.5 e 1,027 h,y 0.596 0.764 0.389 35

133 ブータン 0.579 64.7 47.0 v .. r .. h,z 0.662 0.485 0.589 -14

134 コモロ連合 0.561 64.1 .. j 46.4 e 1,993 n 0.651 0.533 0.499 10

135 ガーナ 0.553 59.1 57.9 50.7 e 2,480 n 0.568 0.555 0.536 -8

136 パキスタン 0.551 64.6 49.9 40.0 e 2,370 0.659 0.466 0.528 -8

137 モーリタニア 0.550 63.2 51.2 45.6 2,234 n 0.637 0.493 0.519 -5

138 レソト 0.549 42.6 82.2 66.0 e 3,335 n 0.293 0.768 0.585 -17

139 コンゴ共和国 0.548 54.0 84.7 l 51.4 e 1,262 0.484 0.736 0.423 16

140 バングラデシュ 0.547 63.1 47.5 56.0 h 2,053 0.635 0.503 0.504 0

141 スワジランド 0.547 40.9 79.6 59.8 e 4,824 0.265 0.730 0.647 -37

142 ネパール 0.534 62.6 48.6 58.1 e 1,550 0.626 0.518 0.458 8

143 マダガスカル 0.533 58.4 70.7 59.7 e 923 0.557 0.670 0.371 27

144 カメルーン 0.532 49.8 67.9 62.3 e 2,299 0.414 0.660 0.523 -13

145 パプアニューギニア 0.530 56.9 57.3 40.7 e,h 2,563 n 0.532 0.518 0.541 -19

146 ハイチ 0.529 59.5 .. j .. r 1,663 n 0.575 0.542 0.469 2

147 スーダン 0.526 57.4 60.9 aa 37.3 e 2,083 n 0.540 0.531 0.507 -10

148 ケニア 0.521 52.1 73.6 60.6 e 1,240 0.451 0.693 0.420 9

149 ジブチ 0.516 53.9 .. j 25.3 2,178 n 0.482 0.553 0.514 -15

150 東ティモール 0.514 59.7 50.1 ab 72.0 e .. h,ac 0.578 0.574 0.390 16

151 ジンバブエ 0.513 40.9 89.4 l 52.4 e,h 2,038 0.265 0.770 0.503 -9

152 トーゴ 0.512 57.8 53.2 55.0 e 1,506 n 0.547 0.538 0.453 -1

153 イエメン 0.508 61.5 54.1 l 55.2 930 0.608 0.545 0.372 16

154 ウガンダ 0.505 49.7 66.8 63.0 e 1,454 n 0.412 0.655 0.447 -2

155 ガンビア 0.502 58.8 .. j 50.1 e,h 1,921 n 0.563 0.450 0.493 -9

人間開発低位国
156 セネガル 0.499 62.3 39.3 39.6 e 1,792 0.622 0.394 0.482 -9

157 エリトリア 0.483 56.6 .. j 35.3 e 1,109 n 0.527 0.521 0.402 6

158 ナイジェリア 0.470 46.5 69.1 l 56.2 e 1,128 0.359 0.648 0.404 4

159 タンザニア 0.467 51.0 69.4 50.4 e 744 0.434 0.631 0.335 15
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注）
ａ．ＨＤＩランクは、小数点6位までのＨＤＩ値を用いて算出。ｂ．とくに記載のない限り、各国の識字に関するデータは、1995 年から2005 年までに行われた国勢調査、
あるいはその他の調査からの推計。算出方法や基礎データが出された時期が異なるため、国と国との比較や一定期間にわたっての比較には注意が必要。詳細に関しては、
http://www.uis.unesco.org/を参照のこと。ｃ．正数はＨＤＩランクが1人当たりＧＤＰ(PPP US$)ランクより高いことを示し、負数はその逆を示す。ｄ．HDI 算出のために、
数値は99.0％を当てた。ｅ．各国あるいはUNESCO 統計研究所の推計。ｆ．HDI 算出のために、数値は40,000（PPP US$）を当てた。ｇ．HDI 算出のために、数値は
100％を当てた。ｈ．記載されている年以外のものによる。ｉ．2006 年の統計。国内外で就学した自国民のデータで、標準的な定義のものとは異なる。ｊ．最近のデータが
存在しないため、古い国勢調査やその他の調査をもとにしたUNESCO 統計研究所 2003から推定。したがって、解釈には注意が必要。ｋ．データは各国のさまざまなデー
タによる。ｌ．2007年 4月の世界年齢別識字予測モデルにもとづくUNESCO 統計研究所 2003から推定。ｍ．Heston, Summer and Aten 2006.　データは標準な定義
と異なる。ｎ．回帰分析による世界銀行の推定。ｏ．より正確な推定のための努力はなお続いている（詳細は「人間開発指数について」参照）。暫定推定値は6,000（PPP 
US$）を用いた。ｐ．データは東カリブ諸国機構事務局による各国のデータにもとづいたもの。ｑ．データは各国のデータをもとにしたカリブ共同体事務局のもの。ｒ．総就
学率が入手できないため、アンティグア・バーブーダ 76、ブータン52、エクアドル75、ハイチ53、トルクメニスタン73といった国々の数値は、人間開発報告書事務局の推
計値を利用した。ｓ．UNPD 2007．ｔ．World Bank 2006．ｕ．推計値は、中国と米国の 2カ国間の比較をもとにしている。（Rohen and Kai 1995）ｖ．UNICEF 
2004．ｗ．25の行政区の内18のデータによる。ｘ．1人当たりGDPの推計値が入手できないため、GDP 値（US$）とアラブ諸国における対米ドル購買力平価の加重平
均率によって算出した人間開発報告書事務局の推計値 2,056（PPP US$）を使用。ｙ．Heston, Summers and Aten 2001．による。したがってデータは他の標準的な定義
と異なる。ｚ．1人当たりGDPの推計値が入手できないため、UN 2007ｅから最近の人口推計を反映したHeston, Summer and Aten 2006.によって推計された人間開発報
告書事務局の推計値 3,413（PPP US$）を使用。aa．北スーダンのデータのみ。ab．UNDP 2006．ac．HDI 算出のため、国の推計値1,033（PPP US$）を使用。

出典）
第1列：第 6 列から第 8列までのデータをもとに算出。（詳細は「テクニカルノート１」参照。第 2列：とくに記載がない限り、UN2007e．第 3 列：とくに記載がない限り、
UNESCO 統計研究所 2007a．第 4 列：とくに記載がない限り、UNESCO 統計研究所 2007c．第 5 列：とくに記載がない限り、WORLD BANK 2007b．この数値は
WORLD BANK が人間開発報告書事務局のために計算した集計値。第 6列：第 2列のデータをもとに算出。第 7列：第 3列と第 4列のデータをもとに算出。第 8列：第 5
列のデータをもとに算出。第 9列：第１列と第 5列のデータをもとに算出。

160 ギニア 0.456 54.8 29.5 45.1 e 2,316 0.497 0.347 0.524 -30

161 ルワンダ 0.452 45.2 64.9 50.9 e 1,206 n 0.337 0.602 0.416 -1

162 アンゴラ 0.446 41.7 67.4 25.6 e,h 2,335 n 0.279 0.535 0.526 -33

163 ベナン 0.437 55.4 34.7 50.7 e 1,141 0.506 0.400 0.406 -2

164 マラウイ 0.437 46.3 64.1 63.1 e 667 0.355 0.638 0.317 13

165 ザンビア 0.434 40.5 68.0 60.5 e 1,023 0.259 0.655 0.388 3

166 コートジボワール 0.432 47.4 48.7 39.6 e,h 1,648 0.373 0.457 0.468 -17

167 ブルンジ 0.413 48.5 59.3 37.9 e 699 n 0.391 0.522 0.325 9

168 コンゴ民主共和国　 0.411 45.8 67.2 33.7 e,h 714 n 0.346 0.560 0.328 7

169 エチオピア 0.406 51.8 35.9 42.1 e 1,055 n 0.446 0.380 0.393 -5

170 チャド 0.388 50.4 25.7 37.5 e 1,427 n 0.423 0.296 0.444 -17

171 中央アフリカ 0.384 43.7 48.6 29.8 e,h 1,224 n 0.311 0.423 0.418 -13

172 モザンビーク 0.384 42.8 38.7 52.9 1,242 n 0.296 0.435 0.421 -16

173 マリ 0.380 53.1 24.0 36.7 1,033 0.469 0.282 0.390 -8

174 ニジェール 0.374 55.8 28.7 22.7 781 n 0.513 0.267 0.343 -1

175 ギニアビサウ 0.374 45.8 .. j 36.7 e,h 827 n 0.347 0.421 0.353 -4

176 ブルキナファソ 0.370 51.4 23.6 29.3 1,213 n 0.440 0.255 0.417 -17

177 シエラレオネ 0.336 41.8 34.8 44.6 h 806 0.280 0.381 0.348 -5

開発途上国 0.691 66.1 76.7 64.1 5,282 0.685 0.725 0.662 ..

　後発開発途上国 0.488 54.5 53.9 48.0 1,499 0.492 0.519 0.452 ..

　アラブ諸国 0.699 67.5 70.3 65.5 6,716 0.708 0.687 0.702 ..

　東アジア・太平洋諸国 0.771 71.7 90.7 69.4 6,604 0.779 0.836 0.699 ..

　ラテンアメリカ・カリブ海諸国 0.803 72.8 90.3 81.2 8,417 0.797 0.873 0.740 ..

　南アジア 0.611 63.8 59.5 60.3 3,416 0.646 0.598 0.589 ..

　サハラ以南アフリカ 0.493 49.6 60.3 50.6 1,998 0.410 0.571 0.500 ..

　中東欧・CIS諸国 0.808 68.6 99.0 83.5 9,527 0.726 0.938 0.761 ..

OECD諸国 0.916 78.3 .. 88.6 29,197 0.888 0.912 0.947 ..

　高所得OECD諸国 0.947 79.4 .. 93.5 33,831 0.906 0.961 0.972 ..

人間開発高位国 0.897 76.2 .. 88.4 23,986 0.854 0.922 0.915 ..

人間開発中位国 0.698 67.5 78.0 65.3 4,876 0.709 0.738 0.649 ..

人間開発低位国 0.436 48.5 54.4 45.8 1,112 0.391 0.516 0.402 ..

高所得国 0.936 79.2 .. 92.3 33,082 0.903 0.937 0.968 ..

中所得国 0.776 70.9 89.9 73.3 7,416 0.764 0.843 0.719 ..

低所得国 0.570 60.0 60.2 56.3 2,531 0.583 0.589 0.539 ..

全世界 0.743 68.1 78.6 67.8 9,543 0.718 0.750 0.761 ..
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　 注）
ａ．データは国連エイズ合同計画
（UNAIDS）による新推計モデルを基
にした推計点および推計範囲。推計
範囲は［］で表示。

ｂ．データは1995 年から2005 年に行
われた国勢調査およびその他の調査
による各国の識字率推計。算出方法
や基礎データの提出時期が異なるた
め、国同士や期間に関する比較には
注意が必要。詳細はhttp://www.uis.
unesco.org 参照のこと。

ｃ．データは記載された年度の平均値。
ｄ．各 国 の 統 計 研 究 所あるいは
UNESCO統計研究所の推計。

ｅ．データは記載された以外の年度のも
の。

ｆ．UNESCO 統 計研究所の推計は
2007年 4月の Global age-specifi c 
literacy projections modelに基づく。

ｇ．コソボとメトヒアを除いたデータ。
ｈ．セルビアとモンテネグロが2006 年 6
月に分離独立する前のデータ。

出典）
第 1列：特に記載のない限り、UN 
2007e。
第 2列：特に記載のない限り、UNESCO
統計研究所 2007a。
第 3列：特に記載のない限り、UNESCO
統計研究所 2007c。
第 4列：世界銀行 2007b。
第 5 列／第 6 列：特に記載のない限り、
UNESCO統計研究所 2007e。
第 7列：UNESCO 2006。
第 8列：UNESCO統計研究所 2007c。
第 9列：UNAIDS 2007a。
第10列：FAO 2007a
第11列：UNICEFとWHOの共同作業
によるUN 2006a。

アフガニスタン 42.9 28.0 42.8 d .. 25,067 7.5 257 .. <0.1 [<0.2] .. 39

アンドラ .. .. 62.6 d .. 73 .. 3 80 d .. .. 100

イラク 57.7 74.1 59.6 d .. 27,996 4.9 125 88 d [<0.2] .. 81

キリバス .. ... 75.1 d 4,597 92 .. 65 97 d,e .. 7 65

朝鮮民主主義人民共和国 66.8 .. .. .. 23,616 1.9 55 .. [<0.2] 33 100

リベリア 44.7 51.9 f 57.4 e .. 3,442 6.8 235 66 e [2.0–5.0] 50 61

リヒテンシュタイン .. .. 86.4 d,e .. 35 .. 4 88 d,e .. .. ..

マーシャル諸島 .. ... 71.1 d .. 57 .. 58 90 d,e .. .. 87

ミクロネシア 68.0 .. .. 7,242 110 4.2 42 .. .. .. 94

モナコ .. .. .. .. 33 .. 5 .. .. .. 100

モンテネグロ 74.1 96.4 g,h 74.5 d,e,h .. 608 1.8 15 h 96 d,e,h 0.2 [0.1–0.3] h 9 h 93 h

ナウル .. ... 50.6 d,e .. 10 .. 30 .. .. .. ..

パラオ .. ... 96.9 d,e .. 20 .. 11 96 d,e .. .. 85

サンマリノ .. .. .. .. 30 .. 3 .. .. .. ..

セルビア 73.6 96.4 g,h 74.5 d,e,h .. 9,863 1.7 15 h 96 d,e,h 0.2 [0.1–0.3] h 9 h 93 h

ソマリア 47.1 ... .. .. 8,196 6.4 225 .. 0.9 [0.5–1.6] .. 29

ツバル .. ... 69.2 d,e .. 10 .. 38 .. .. .. 100
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LE 1a 人間開発をモニタリングする̶̶人々の選択肢の拡大

その他の国連加盟国の基本指標

人間開発指数（HDI）を構成する指標



HDIランク       1975       1980       1985       1990       1995       2000       2005
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 TA
B

LE 2 人間開発をモニタリングする――一人々の選択肢を拡大する

人間開発指数（HDI）の動向

人間開発高位国

1 アイスランド 0.868 0.890 0.899 0.918 0.923 0.947 0.968

2 ノルウェー 0.870 0.889 0.900 0.913 0.938 0.958 0.968

3 オーストラリア 0.851 0.868 0.880 0.894 0.934 0.949 0.962

4 カナダ 0.873 0.888 0.911 0.931 0.936 0.946 0.961

5 アイルランド 0.823 0.835 0.851 0.875 0.898 0.931 0.959

6 スウェーデン 0.872 0.882 0.893 0.904 0.935 0.952 0.956

7 スイス 0.883 0.895 0.902 0.915 0.926 0.946 0.955

8 日本 0.861 0.886 0.899 0.916 0.929 0.941 0.953

9 オランダ 0.873 0.885 0.899 0.914 0.934 0.947 0.953

10 フランス 0.856 0.872 0.884 0.907 0.925 0.938 0.952

11 フィンランド 0.846 0.866 0.884 0.906 0.918 0.940 0.952

12 米国 0.870 0.890 0.904 0.919 0.931 0.942 0.951

13 スペイン 0.846 0.863 0.877 0.896 0.914 0.932 0.949

14 デンマーク 0.875 0.883 0.890 0.898 0.916 0.935 0.949

15 オーストリア 0.848 0.862 0.876 0.899 0.918 0.938 0.948

16 英国 0.853 0.860 0.870 0.890 0.929 0.931 0.946

17 ベルギー 0.852 0.869 0.883 0.903 0.931 0.943 0.946

18 ルクセンブルク 0.836 0.850 0.863 0.890 0.913 0.929 0.944

19 ニュージーランド 0.854 0.860 0.871 0.880 0.908 0.927 0.943

20 イタリア 0.845 0.861 0.869 0.892 0.910 0.926 0.941

21 香港 0.763 0.803 0.830 0.865 0.886 0.919 0.937

22 ドイツ .. 0.863 0.871 0.890 0.913 0.928 0.935

23 イスラエル 0.805 0.830 0.850 0.869 0.891 0.918 0.932

24 ギリシャ 0.841 0.856 0.869 0.877 0.882 0.897 0.926

25 シンガポール 0.729 0.762 0.789 0.827 0.865 .. 0.922

26 韓国 0.713 0.747 0.785 0.825 0.861 0.892 0.921

27 スロベニア .. .. .. 0.851 0.857 0.891 0.917

28 キプロス .. 0.809 0.828 0.851 0.870 0.893 0.903

29 ポルトガル 0.793 0.807 0.829 0.855 0.885 0.904 0.897

30 ブルネイ .. .. .. .. .. .. 0.894

31 バルバドス .. .. .. .. .. .. 0.892

32 チェコ .. .. .. 0.845 0.854 0.866 0.891

33 クウェート 0.771 0.789 0.794 .. 0.826 0.855 0.891

34 マルタ 0.738 0.772 0.799 0.833 0.857 0.877 0.878

35 カタール .. .. .. .. .. .. 0.875

36 ハンガリー 0.786 0.801 0.813 0.813 0.817 0.845 0.874

37 ポーランド .. .. .. 0.806 0.822 0.852 0.870

38 アルゼンチン 0.790 0.804 0.811 0.813 0.836 0.862 0.869

39 アラブ首長国連邦 0.734 0.769 0.790 0.816 0.825 0.837 0.868

40 チリ 0.708 0.743 0.761 0.788 0.819 0.845 0.867

41 バーレーン .. 0.747 0.783 0.808 0.834 0.846 0.866

42 スロバキア .. .. .. .. .. .. 0.863

43 リトアニア .. .. .. 0.827 0.791 0.831 0.862

44 エストニア .. 0.811 0.820 0.813 0.792 0.829 0.860

45 ラトビア .. 0.797 0.810 0.804 0.771 0.817 0.855

46 ウルグアイ 0.762 0.782 0.787 0.806 0.821 0.842 0.852

47 クロアチア .. .. .. 0.812 0.805 0.828 0.850

48 コスタリカ 0.746 0.772 0.774 0.794 0.814 0.830 0.846

49 バハマ .. 0.809 0.822 0.831 0.820 0.825 0.845

50 セーシェル .. .. .. .. .. .. 0.843

51 キューバ .. .. .. .. .. .. 0.838

52 メキシコ 0.694 0.739 0.758 0.768 0.786 0.814 0.829

53 ブルガリア .. 0.771 0.792 0.794 0.785 0.800 0.824
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54 セントクリストファー・ネーヴィス .. .. .. .. .. .. 0.821

55 トンガ .. .. .. .. .. .. 0.819

56 リビア .. .. .. .. .. .. 0.818

57 アンティグア・バーブーダ .. .. .. .. .. .. 0.815

58 オマーン 0.487 0.547 0.641 0.697 0.741 0.779 0.814

59 トリニダード・トバゴ　　 0.756 0.784 0.782 0.784 0.785 0.796 0.814

60 ルーマニア .. 0.786 0.792 0.777 0.772 0.780 0.813

61 サウジアラビア 0.611 0.666 0.684 0.717 0.748 0.788 0.812

62 パナマ 0.718 0.737 0.751 0.752 0.775 0.797 0.812

63 マレーシア 0.619 0.662 0.696 0.725 0.763 0.790 0.811

64 ベラルーシ .. .. .. 0.790 0.755 0.778 0.804

65 モーリシャス .. 0.662 0.692 0.728 0.751 0.781 0.804

66 ボスニア・ヘルツェゴビナ .. .. .. .. .. .. 0.803

67 ロシア .. .. .. 0.815 0.771 0.782 0.802

68 アルバニア .. 0.675 0.694 0.704 0.705 0.746 0.801

69 マケドニア．旧ユーゴスラビア .. .. .. .. .. .. 0.801

70 ブラジル 0.649 0.685 0.700 0.723 0.753 0.789 0.800

人間開発中位国
71 ドミニカ .. .. .. .. .. .. 0.798

72 セントルシア .. .. .. .. .. .. 0.795

73 カザフスタン .. .. .. 0.771 0.724 0.738 0.794

74 ベネズエラ 0.723 0.737 0.743 0.762 0.770 0.776 0.792

75 コロンビア 0.663 0.694 0.709 0.729 0.753 0.772 0.791

76 ウクライナ .. .. .. 0.809 0.756 0.761 0.788

77 サモア .. .. 0.709 0.721 0.740 0.765 0.785

78 タイ 0.615 0.654 0.679 0.712 0.745 0.761 0.781

79 ドミニカ共和国 0.628 0.660 0.684 0.697 0.723 0.757 0.779

80 ベリーズ .. 0.712 0.718 0.750 0.777 0.795 0.778

81 中国 0.530 0.559 0.595 0.634 0.691 0.732 0.777

82 グレナダ .. .. .. .. .. .. 0.777

83 アルメニア .. .. .. 0.737 0.701 0.738 0.775

84 トルコ 0.594 0.615 0.651 0.683 0.717 0.753 0.775

85 スリナム .. .. .. .. .. .. 0.774

86 ヨルダン .. 0.647 0.669 0.684 0.710 0.751 0.773

87 ペルー 0.647 0.676 0.699 0.710 0.737 0.763 0.773

88 レバノン .. .. .. 0.692 0.730 0.748 0.772

89 エクアドル 0.636 0.678 0.699 0.714 0.734 .. 0.772

90 フィリピン 0.655 0.688 0.692 0.721 0.739 0.758 0.771

91 チュニジア 0.519 0.575 0.626 0.662 0.702 0.741 0.766

92 フィジー 0.665 0.688 0.702 .. 0.743 0.747 0.762

93 セントビンセント・グレナディーン諸島 .. .. .. .. .. .. 0.761

94 イラン 0.571 0.578 0.615 0.653 0.693 0.722 0.759

95 パラグアイ 0.667 0.701 0.707 0.718 0.737 0.749 0.755

96 グルジア .. .. .. .. .. .. 0.754

97 ガイアナ 0.682 0.684 0.675 0.679 0.699 0.722 0.750

98 アゼルバイジャン .. .. .. .. .. .. 0.746

99 スリランカ 0.619 0.656 0.683 0.702 0.721 0.731 0.743

100 モルディブ .. .. .. .. .. .. 0.741

101 ジャマイカ 0.686 0.689 0.690 0.713 0.728 0.744 0.736

102 カーボヴェルデ .. .. 0.589 0.627 0.678 0.709 0.736

103 エルサルバドル 0.595 0.590 0.611 0.653 0.692 0.716 0.735

104 アルジェリア 0.511 0.562 0.613 0.652 0.672 0.702 0.733

105 ベトナム .. .. 0.590 0.620 0.672 0.711 0.733

106 パレスチナ占領地域 .. .. .. .. .. .. 0.731
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107 インドネシア 0.471 0.533 0.585 0.626 0.670 0.692 0.728

108 シリア 0.547 0.593 0.628 0.646 0.676 0.690 0.724

109 トルクメニスタン .. .. .. .. .. .. 0.713

110 ニカラグア 0.583 0.593 0.601 0.610 0.637 0.671 0.710

111 モルドバ .. 0.700 0.722 0.740 0.684 0.683 0.708

112 エジプト 0.434 0.482 0.532 0.575 0.613 0.659 0.708

113 ウズベキスタン .. .. .. 0.704 0.683 0.691 0.702

114 モンゴル .. .. 0.637 0.654 0.638 0.667 0.700

115 ホンジュラス 0.528 0.578 0.611 0.634 0.653 0.668 0.700

116 キルギス .. .. .. .. .. .. 0.696

117 ボリビア 0.519 0.553 0.580 0.606 0.639 0.677 0.695

118 グアテマラ 0.514 0.550 0.566 0.592 0.626 0.667 0.689

119 ガボン .. .. .. .. .. .. 0.677

120 バヌアツ .. .. .. .. .. .. 0.674

121 南アフリカ 0.650 0.670 0.699 0.731 0.745 0.707 0.674

122 タジキスタン .. .. 0.705 0.703 0.638 0.640 0.673

123 サントメ・プリンシペ .. .. .. .. .. .. 0.654

124 ボツワナ 0.509 0.571 0.624 0.674 0.658 0.631 0.654

125 ナミビア .. .. .. .. 0.698 0.657 0.650

126 モロッコ 0.435 0.483 0.519 0.551 0.581 0.613 0.646

127 赤道ギニア .. .. 0.484 0.505 0.529 0.606 0.642

128 インド 0.419 0.450 0.487 0.521 0.551 0.578 0.619

129 ソロモン諸島 .. .. .. .. .. .. 0.602

130 ラオス .. .. 0.448 0.478 0.524 0.563 0.601

131 カンボジア .. .. .. .. 0.540 0.547 0.598

132 ミャンマー .. .. .. .. .. .. 0.583

133 ブータン .. .. .. .. .. .. 0.579

134 コモロ連合 .. 0.483 0.500 0.506 0.521 0.540 0.561

135 ガーナ 0.442 0.471 0.486 0.517 0.542 0.568 0.553

136 パキスタン 0.367 0.394 0.427 0.467 0.497 0.516 0.551

137 モーリタニア 0.383 0.410 0.435 0.455 0.487 0.509 0.550

138 レソト 0.499 0.541 0.571 0.605 0.616 0.581 0.549

139 コンゴ共和国 0.478 0.520 0.567 0.559 0.546 0.518 0.548

140 バングラデシュ 0.347 0.365 0.392 0.422 0.453 0.511 0.547

141 スワジランド 0.527 0.561 0.588 0.633 0.641 0.592 0.547

142 ネパール 0.301 0.338 0.380 0.427 0.469 0.502 0.534

143 マダガスカル 0.407 0.444 0.440 0.450 0.463 0.493 0.533

144 カメルーン 0.422 0.468 0.523 0.529 0.513 0.525 0.532

145 パプアニューギニア 0.431 0.462 0.481 0.495 0.532 0.544 0.530

146 ハイチ .. 0.442 0.462 0.472 0.487 .. 0.529

147 スーダン 0.354 0.381 0.400 0.429 0.463 0.491 0.526

148 ケニア 0.466 0.514 0.534 0.556 0.544 0.529 0.521

149 ジブチ .. .. .. 0.476 0.485 0.490 0.516

150 東ティモール .. .. .. .. .. .. 0.514

151 ジンバブエ 0.550 0.579 0.645 0.654 0.613 0.541 0.513

152 トーゴ 0.423 0.473 0.469 0.496 0.514 0.521 0.512

153 イエメン .. .. .. 0.402 0.439 0.473 0.508

154 ウガンダ .. .. 0.420 0.434 0.433 0.480 0.505

155 ガンビア 0.290 .. .. .. 0.436 0.472 0.502

人間開発低位国
156 セネガル 0.342 0.367 0.401 0.428 0.449 0.473 0.499

157 エリトリア .. .. .. .. 0.435 0.459 0.483

158 ナイジェリア 0.321 0.378 0.391 0.411 0.432 0.445 0.470

159 タンザニア .. .. .. 0.421 0.419 0.433 0.467
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注）
人間開発指数値の算出には、一貫した
算出方法とデータを用いている。しかし、
これまでの『人間開発報告書』の人間
開発指数値とは厳密な意味での比較は
できない。詳細は「人間開発指数につい
て」を参照のこと。

出典）
第1‐6 列：UN2007eの平均寿命に関
するデータ、UNESCO 統計研究所
1999‐2007c の成人識字率に関する
データ、および WORLD BANK 2007b
の 1人当たりGDP（2005 PPP US$）
をもとに算出。
第 7列：指標表１の第1列。

160 ギニア .. .. .. .. .. .. 0.456

161 ルワンダ 0.337 0.385 0.403 0.340 0.330 0.418 0.452

162 アンゴラ .. .. .. .. .. .. 0.446

163 ベナン 0.312 0.344 0.367 0.374 0.403 0.424 0.437

164 マラウイ 0.330 0.355 0.370 0.388 0.444 0.431 0.437

165 ザンビア 0.470 0.478 0.489 0.477 0.439 0.420 0.434

166 コートジボワール 0.419 0.448 0.453 0.450 0.436 0.432 0.432

167 ブルンジ 0.290 0.318 0.352 0.366 0.347 0.368 0.413

168 コンゴ民主共和国　 0.414 0.423 0.430 0.423 0.391 0.375 0.411

169 エチオピア .. .. 0.311 0.332 0.347 0.379 0.406

170 チャド 0.296 0.298 0.342 0.364 0.377 0.397 0.388

171 中央アフリカ 0.350 0.371 0.394 0.398 0.390 0.394 0.384

172 モザンビーク .. 0.304 0.291 0.317 0.335 0.375 0.384

173 マリ 0.245 0.268 0.272 0.296 0.321 0.352 0.380

174 ニジェール 0.246 0.264 0.261 0.279 0.296 0.321 0.374

175 ギニアビサウ 0.267 0.271 0.300 0.322 0.350 0.365 0.374

176 ブルキナファソ 0.257 0.280 0.305 0.321 0.337 0.353 0.370

177 シエラレオネ .. .. .. .. .. .. 0.336
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人間開発高位国

21 香港 .. .. 1.5 e .. .. .. .. .. .. ..

25 シンガポール 7 5.2 1.8 7.5 0 3 .. .. .. ..

26 韓国 .. .. 2.5 1.0 8 .. <2 <2 .. ..

28 キプロス .. .. 2.4 3.2 0 .. .. .. .. ..

30 ブルネイ .. .. 3.0 7.3 .. .. .. .. .. ..

31 バルバドス 1 3.0 3.7 .. f 0 6 e,g .. .. .. ..

33 クウェート .. .. 2.7 6.7 .. 10 .. .. .. ..

35 カタール 13 7.8 3.7 11.0 0 6 e .. .. .. ..

38 アルゼンチン 4 4.1 4.9 2.8 4 4 6.6 17.4 .. -14

39 アラブ首長国連邦 17 8.4 2.1 11.3 h 0 14 e .. .. .. ..

40 チリ 3 3.7 3.5 4.3 5 1 <2 5.6 17.0 1

41 バーレーン .. .. 3.4 13.5 .. 9 e .. .. .. ..

46 ウルグアイ 2 3.5 4.3 3.2 0 5 e <2 5.7 .. 0

48 コスタリカ 5 4.4 3.7 5.1 3 5 3.3 9.8 22.0 -10

49 バハマ .. .. 10.6 .. 3 .. .. .. .. ..

50 セーシェル .. .. .. 8.2 12 6 e,g .. .. .. ..

51 キューバ 6 4.7 3.1 .. i 9 4 .. .. .. ..

52 メキシコ 10 6.8 5.8 8.4 3 8 3.0 11.6 17.6 -7

54 セントクリストファー・ネーヴィス .. .. .. 2.2 j 0 .. .. .. .. ..

55 トンガ .. .. 5.0 1.1 0 .. .. .. .. ..

56 リビア .. .. 4.6 15.8 h .. 5 e .. .. .. ..

57 アンティグア・バーブーダ .. .. .. 14.2 k 9 10 e,g .. .. .. ..

58 オマーン .. .. 3.7 18.6 .. 18 .. .. .. ..

59 トリニダード・トバゴ 12 7.3 9.1 1.6 h 9 6 12.4 39.0 21.0 -19

61 サウジアラビア .. .. 5.7 17.1 .. 14 .. .. .. ..

62 パナマ 15 8.0 6.5 8.1 10 8 7.4 18.0 37.3 -10

63 マレーシア 16 8.3 4.4 11.3 1 11 <2 9.3 15.5 e 9

65 モーリシャス 27 11.4 5.1 e 15.7 0 15 e .. .. .. ..

70 ブラジル 23 9.7 9.2 11.4 10 6 7.5 21.2 21.5 -6

人間開発中位国
71 ドミニカ .. .. .. 12.0 k 3 5 e,g .. .. .. ..

72 セントルシア 8 6.5 5.6 5.2 k 2 14 e,g .. .. .. ..

74 ベネズエラ 21 8.8 7.3 7.0 17 5 18.5 40.1 31.3 e -24

75 コロンビア 14 7.9 9.2 7.2 7 7 7.0 17.8 64.0 -10

77 サモア .. .. 6.6 1.4 h 12 .. .. .. .. ..

78 タイ 24 10.0 12.1 7.4 1 18 e <2 25.2 13.6 15

79 ドミニカ共和国 26 10.5 10.5 13.0 5 5 2.8 16.2 42.2 6

80 ベリーズ 43 17.5 5.4 24.9 k 9 6 e,g .. .. .. ..

81 中国 29 11.7 6.8 e 9.1 23 8 9.9 34.9 4.6 -3

82 グレナダ .. .. 9.7 4.0 k 5 .. .. .. .. ..

84 トルコ 22 9.2 6.5 12.6 4 4 3.4 18.7 27.0 -1

85 スリナム 25 10.2 9.8 10.4 8 13 .. .. .. ..

86 ヨルダン 11 6.9 6.4 8.9 3 4 <2 7.0 14.2 5

87 ペルー 28 11.6 9.7 12.1 17 8 10.5 30.6 53.1 -5

88 レバノン 18 8.5 6.3 .. f 0 4 .. .. .. ..

89 エクアドル 19 8.7 8.1 9.0 6 12 17.7 40.8 46.0 -25

90 フィリピン 37 15.3 7.0 7.4 15 28 14.8 43.0 36.8 -6

91 チュニジア 45 17.9 4.6 25.7 7 4 <2 6.6 7.6 27

92 フィジー 50 21.2 6.9 .. f 53 8 e,g .. .. .. ..

93 セントビンセント・グレナディーン諸島 .. .. 6.7 11.9 k .. .. .. .. .. ..

94 イラン 30 12.9 7.8 17.6 6 11 <2 7.3 .. 19

95 パラグアイ 20 8.8 9.7 6.5 h 14 5 13.6 29.8 21.8 -16

97 ガイアナ 33 14.0 16.6 .. f 17 14 .. .. .. ..

人間開発をモニタリングする―――人々の選択肢を拡大する
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99 スリランカ 44 17.8 7.2 9.3 e 21 29 5.6 41.6 25.0 11

100 モルディブ 42 17.0 12.1 3.7 17 30 .. .. .. ..

101 ジャマイカ 34 14.3 8.3 20.1 7 4 <2 14.4 18.7 21

102 カーボヴェルデ 38 15.8 7.5 18.8 h 20 14 e,g .. .. .. ..

103 エルサルバドル 35 15.1 9.6 19.4 h 16 10 19.0 40.6 37.2 -15

104 アルジェリア 51 21.5 7.7 30.1 15 10 <2 15.1 22.6 31

105 ベトナム 36 15.2 6.7 9.7 15 27 .. .. 28.9 ..

106 パレスチナ占領地域 9 6.6 5.2 7.6 8 5 .. .. .. ..

107 インドネシア 47 18.2 8.7 9.6 23 28 7.5 52.4 27.1 10

108 シリア 31 13.6 4.6 19.2 7 7 .. .. .. ..

110 ニカラグア 46 17.9 9.5 23.3 21 10 45.1 79.9 47.9 -28

112 エジプト 48 20.0 7.5 28.6 2 6 3.1 43.9 16.7 18

114 モンゴル 40 16.3 11.6 2.2 38 7 10.8 44.6 36.1 0

115 ホンジュラス 41 16.5 12.9 20.0 13 17 14.9 35.7 50.7 -5

117 ボリビア 32 13.6 15.5 13.3 15 8 23.2 42.2 62.7 -21

118 グアテマラ 54 22.5 12.5 30.9 5 23 13.5 31.9 56.2 6

119 ガボン 49 20.4 27.1 16.0 h 12 12 .. .. .. ..

120 バヌアツ 56 24.6 8.8 26.0 40 20 e,g .. .. .. ..

121 南アフリカ 55 23.5 31.7 17.6 12 12 10.7 34.1 .. 10

123 サントメ・プリンシペ 39 15.8 15.1 15.1 21 13 .. .. .. ..

124 ボツワナ 63 31.4 44.0 18.8 5 13 28.0 55.5 .. -9

125 ナミビア 58 26.5 35.9 15.0 13 24 34.9 55.8 .. -16

126 モロッコ 68 33.4 8.2 47.7 19 10 <2 14.3 19.0 41

127 赤道ギニア 66 32.4 35.6 13.0 57 19 .. .. .. ..

128 インド 62 31.3 16.8 39.0 e 14 47 34.3 80.4 28.6 -13

129 ソロモン諸島 53 22.4 16.1 23.4 j 30 21 e,g .. .. .. ..

130 ラオス 70 34.5 16.6 31.3 49 40 27.0 74.1 38.6 -2

131 カンボジア 85 38.6 24.1 26.4 59 45 34.1 77.7 35.0 6

132 ミャンマー 52 21.5 21.0 10.1 22 32 .. .. .. ..

133 ブータン 86 38.9 16.8 53.0 l 38 19 .. .. .. ..

134 コモロ連合 61 31.3 15.3 e .. f 14 25 .. .. .. ..

135 ガーナ 65 32.3 23.8 42.1 25 22 44.8 78.5 39.5 -16

136 パキスタン 77 36.2 15.4 50.1 9 38 17.0 73.6 32.6 15

137 モーリタニア 87 39.2 14.6 48.8 47 32 25.9 63.1 46.3 12

138 レソト 71 34.5 47.8 17.8 21 20 36.4 56.1 .. -10

139 コンゴ共和国 57 26.2 30.1 15.3 h 42 15 .. .. .. ..

140 バングラデシュ 93 40.5 16.4 52.5 26 48 41.3 84.0 49.8 4

141 スワジランド 73 35.4 48.0 20.4 38 10 47.7 77.8 .. -13

142 ネパール 84 38.1 17.4 51.4 10 48 24.1 68.5 30.9 11

143 マダガスカル 75 35.8 24.4 29.3 50 42 61.0 85.1 71.3 -20

144 カメルーン 64 31.8 35.7 32.1 34 18 17.1 50.6 40.2 4

145 パプアニューギニア 90 40.3 20.7 42.7 61 35 e,g .. .. 37.5 ..

146 ハイチ 74 35.4 21.4 .. f 46 17 53.9 78.0 65.0 e -13

147 スーダン 69 34.4 26.1 39.1 e 30 41 .. .. .. ..

148 ケニア 60 30.8 35.1 26.4 39 20 22.8 58.3 52.0 -4

149 ジブチ 59 28.5 28.6 .. f 27 27 .. .. .. ..

150 東ティモール 95 41.8 21.2 49.9 m 42 46 .. .. .. ..

151 ジンバブエ 91 40.3 57.4 10.6 h 19 17 56.1 83.0 34.9 -4

152 トーゴ 83 38.1 24.1 46.8 48 25 .. .. 32.3 e ..

153 イエメン 82 38.0 18.6 45.9 h 33 46 15.7 45.2 41.8 21

154 ウガンダ 72 34.7 38.5 33.2 40 23 .. .. 37.7 ..

155 ガンビア 94 40.9 20.9 .. f 18 17 59.3 82.9 57.6 -4
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 1 バルバドス
 2 ウルグアイ
 3 チリ
 4 アルゼンチン
 5 コスタリカ
 6 キューバ
 7 シンガポール
 8 セントルシア
 9 パレスチナ占領地域
 10 メキシコ
 11 ヨルダン
 12 トリニダード・トバゴ
 13 カタール
 14 コロンビア
 15 パナマ
 16 マレーシア
 17 アラブ首長国連邦
 18 レバノン
 19 エクアドル
 20 パラグアイ
 21 ベネズエラ
 22 トルコ

 23 ブラジル
 24 タイ
 25 スリナム
 26 ドミニカ共和国
 27 モーリシャス
 28 ペルー
 29 中国
 30 イラン
 31 シリア
 32 ボリビア
 33 ガイアナ
 34 ジャマイカ
 35 エルサルバドル
 36 ベトナム
 37 フィリピン
 38 カーボヴェルデ
 39 サントメ・プリンシペ
 40 モンゴル
 41 ホンジュラス
 42 モルディブ
 43 ベリーズ
 44 スリランカ

 45 チュニジア
 46 ニカラグア
 47 インドネシア
 48 エジプト
 49 ガボン
 50 フィジー
 51 アルジェリア
 52 ミャンマー
 53 ソロモン諸島
 54 グアテマラ
 55 南アフリカ
 56 バヌアツ
 57 コンゴ共和国
 58 ナミビア
 59 ジブチ
 60 ケニア
 61 コモロ連合
 62 インド
 63 ボツワナ
 64 カメルーン
 65 ガーナ
 66 赤道ギニア

 67 タンザニア
 68 モロッコ
 69 スーダン
 70 ラオス
 71 レソト
 72 ウガンダ
 73 スワジランド
 74 ハイチ
 75 マダガスカル
 76 エリトリア
 77 パキスタン
 78 ルワンダ
 79 マラウイ
 80 ナイジェリア
 81 ブルンジ
 82 イエメン
 83 トーゴ
 84 ネパール
 85 カンボジア
 86 ブータン
 87 モーリタニア
 88 コンゴ民主共和国

 89 アンゴラ
 90 パプアニューギニア
 91 ジンバブエ
 92 コートジボワール
 93 バングラデシュ
 94 ガンビア
 95 東ティモール
 96 ザンビア
 97 セネガル
 98 中央アフリカ
 99 ギニアビサウ
 100 ベナン
 101 モザンビーク
 102 シエラレオネ
 103 ギニア
 104 ニジェール
 105 エチオピア
 106 ブルキナファソ
 107 マリ
 108 チャド

108 におよぶ開発途上国と地域のHPI-１ランク

 注）
†．人間貧困指数（HPI‐1）を算出するため
に用いた指標を示す。詳細は「テクニカル
ノート１」参照のこと。

ａ．データは、出生時点で40 歳まで生きら
れないであろう確率に100をかけたもの。

ｂ．とくに記載のない限り、データは1995
年から2005年の間に行われた国勢調査、
あるいはその他の調査による国別識字推
計値による。算出方法や基礎データの提
出時期が異なるため、国同士の比較や一
定期間にわたる比較には注意が必要。詳
細はhttp://uis.unesco.org 参照のこと。

ｃ．所得貧困とは、1日1米ドル未満で生活
する人の割合。所得貧困率が2％未満の

国はすべて同じランクとなる。HPI‐1ラン
クと所得貧困の両方の指標とも入手可能
な国だけランク付けをした。正数は人間
貧困よりも所得貧困の面での成果が上
がっているもの、負数はその逆を表す。

ｄ．記載された期間の中で入手可能なもっと
も最新のデータ。

ｅ．データは記載されている年、または期間
以外のもので、標準的な定義とは異なっ
たり、あるいは国の一部のみのもの。

ｆ．最近データがないので、以前行われた国
勢調査やその他の調査情報をもとにした
UNESCO統計研究所 2003を使用。し
たがって、データの解釈には注意が必要
である。バルバドス 0.3、コモロ 43.2、

ジブチ 29.7、エリトリア 39.5、フィジー 
5.6、ガンビア 57.5、ギニアビサウ 
55.2、ガイアナ 1.0、ハイチ 45.2、レバ
ノン 11.7。

ｇ．UNICEF 2005．
ｈ．Global age-specifi c Literacy Projections 
model(2007) にもとづくUNESCO 統計
研究所の推計。

ｉ．0.2という成人識字率はキューバのHPI-1
を算出したものを用いた。

ｊ．データは各国データによる。
ｋ．データは各国データをもとにしたカリブ共
同体事務局による。

ｌ．UNICEF 2004．
ｍ．UNDP 2006．

出典）
第1列：第2列のHPI-1値をもとに決定。
第2列：第 3-6 列のデータをもとに算出。「テ
クニカルノート」参照。
第 3列：UN 2007e．
第 4 列：UNESCO 統計研究所 2007aの成
人識字率データをもとに算出。
第5列：UNICEFとWHOの共同作業による
UN 2006aによる。
第 6列：UNDP 2006．
第 7‐9列：WORLD BANK 2007b．
第10列：第1列と７列のデータをもとに算出。

人間開発低位国
156 セネガル 97 42.9 17.1 60.7 24 17 17.0 56.2 33.4 28

157 エリトリア 76 36.0 24.1 .. f 40 40 .. .. 53.0 ..

158 ナイジェリア 80 37.3 39.0 30.9 h 52 29 70.8 92.4 34.1 -19

159 タンザニア 67 32.5 36.2 30.6 38 22 57.8 89.9 35.7 -22

160 ギニア 103 52.3 28.6 70.5 50 26 .. .. 40.0 ..

161 ルワンダ 78 36.5 44.6 35.1 26 23 60.3 87.8 60.3 -16

162 アンゴラ 89 40.3 46.7 32.6 47 31 .. .. .. ..

163 ベナン 100 47.6 27.9 65.3 33 23 30.9 73.7 29.0 16

164 マラウイ 79 36.7 44.4 35.9 27 22 20.8 62.9 65.3 11

165 ザンビア 96 41.8 53.9 32.0 42 20 63.8 87.2 68.0 -7

166 コートジボワール 92 40.3 38.6 51.3 16 17 14.8 48.8 .. 29

167 ブルンジ 81 37.6 38.2 40.7 21 45 54.6 87.6 36.4 -8

168 コンゴ民主共和国 88 39.3 41.1 32.8 54 31 .. .. .. ..

169 エチオピア 105 54.9 33.3 64.1 78 38 23.0 77.8 44.2 27

170 チャド 108 56.9 32.9 74.3 58 37 .. .. 64.0 ..

171 中央アフリカ 98 43.6 46.2 51.4 25 24 66.6 84.0 .. -6

172 モザンビーク 101 50.6 45.0 61.3 57 24 36.2 74.1 69.4 12

173 マリ 107 56.4 30.4 76.0 50 33 36.1 72.1 63.8 18

174 ニジェール 104 54.7 28.7 71.3 54 40 60.6 85.8 63.0 e 1

175 ギニアビサウ 99 44.8 40.5 .. f 41 25 .. .. .. ..

176 ブルキナファソ 106 55.8 26.5 76.4 39 38 27.2 71.8 46.4 23

177 シエラレオネ 102 51.7 45.6 65.2 43 27 57.0 e 74.5 e 70.2 4



 HDIランク

人間貧困指数
（HPI-2） a

60歳まで
生きられない
出生時確率 b, †

（％：コーホート）
2000–05

機能的
識字能力 c, †

の不足
（％：16‐65歳）
1994–2003 e

長期失業 †

（労働力人口に
占める割合）
（％）
2006

HPI‐2
ランク
マイナス
所得貧困
ランク d

所得中間値
の50％ †

2000–04 e

1日11ドル
1994–95 e

１日４ドル
2000–04 eランク

HPI値
（％）

所得貧困ライン未満の人口
（％）
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人間貧困と所得貧困：OECD諸国、中・東欧、CIS諸国

人間開発をモニタリングする――一人々の選択肢を拡大する

TA
B

LE 4

人間開発高位国
1 アイスランド .. .. 5.9 .. 0.2 .. .. .. ..

2 ノルウェー 2 6.8 7.9 f 7.9 0.5 6.4 4.3 .. -2

3 オーストラリア 13 12.1 7.3 f 17.0 g 0.9 12.2 17.6 .. -1

4 カナダ 8 10.9 8.1 14.6 0.5 11.4 7.4 .. -4

5 アイルランド 18 16.0 8.7 22.6 g 1.5 16.2 .. .. 0

6 スウェーデン 1 6.3 6.7 7.5 g 1.1 6.5 6.3 .. -4

7 スイス 7 10.7 7.2 15.9 1.5 7.6 .. .. -1

8 日本 12 11.7 6.9 .. h 1.3 11.8 i .. .. -1

9 オランダ 3 8.1 8.3 10.5 g 1.8 7.3 j 7.1 .. -3

10 フランス 11 11.2 8.9 .. h 4.1 7.3 9.9 .. 5

11 フィンランド 4 8.1 9.4 f 10.4 g 1.8 5.4 4.8 .. 3

12 米国 17 15.4 11.6 20.0 0.5 17.0 13.6 .. -2

13 スペイン 15 12.5 7.7 .. h 2.2 14.2 .. .. -2

14 デンマーク 5 8.2 10.3 9.6 g 0.8 5.6 .. .. 3

15 オーストリア 10 11.1 8.8 .. h 1.3 7.7 .. .. 1

16 英国 16 14.8 8.7 21.8 g 1.2 12.5 j 15.7 .. 1

17 ベルギー 14 12.4 9.3 18.4 f,g 4.6 8.0 .. .. 4

18 ルクセンブルク 9 11.1 9.2 .. h 1.2 k 6.0 0.3 .. 6

19 ニュージーランド .. .. 8.3 18.4 g 0.2 .. .. .. ..

20 イタリア 19 29.8 7.7 47.0 3.4 12.7 .. .. 3

22 ドイツ 6 10.3 8.6 14.4 g 5.8 8.4 7.3 .. -5

23 イスラエル .. .. 7.2 .. .. 15.6 .. .. ..

24 ギリシャ .. .. 8.2 .. 4.9 14.3 .. .. ..

27 スロベニア .. .. 10.8 .. .. 8.2 j .. .. ..

29 ポルトガル .. .. 9.5 .. 3.8 .. .. .. ..

32 チェコ .. .. 11.6 .. 3.9 4.9 j .. 1.0 j ..

34 マルタ .. .. 7.6 .. .. .. .. .. ..

36 ハンガリー .. .. 17.9 .. 3.4 6.7 j .. 15.9 ..

37 ポーランド .. .. 14.5 .. 7.0 8.6 j .. 20.6 ..

42 スロバキア .. .. 14.6 .. 9.7 7.0 j .. 11.4 j ..

43 リトアニア .. .. 20.0 .. .. .. .. 36.0 ..

44 エストニア .. .. 21.4 .. .. 12.4 .. 33.2 ..

45 ラトビア .. .. 19.8 .. .. .. .. 26.3 ..

47 クロアチア .. .. 12.7 .. .. .. .. 10.0 ..

53 ブルガリア　 .. .. 15.9 .. .. .. .. 39.9 ..

60 ルーマニア .. .. 17.7 .. .. 8.1 j .. 54.8 ..

64 ベラルーシ　 .. .. 24.8 .. .. .. .. 15.9 ..

66 ボスニア・ヘルツェゴビナ .. .. 13.5 .. .. .. .. .. ..

67 ロシア .. .. 32.4 .. .. 18.8 .. 45.3 ..

68 アルバニア .. .. 11.3 .. .. .. .. 48.0 ..

69 マケドニア．旧ユーゴスラビア .. .. 13.5 f .. .. .. .. 22.0 ..



 HDIランク

人間貧困指数
（HPI-2） a

60歳まで
生きられない
出生時確率 b, †

（％：コーホート）
2000–05

機能的
識字能力 c, †

の不足
（％：16‐65歳）
1994–2003 e

長期失業 †

（労働力人口に
占める割合）
（％）
2006

HPI‐2
ランク
マイナス
所得貧困
ランク d

所得中間値
の50％ †

2000–04 e

1日11ドル
1994–95 e

１日４ドル
2000–04 eランク

HPI値
（％）

所得貧困ライン未満の人口
（％）
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 注）
この表には、OECD加盟国でないイ
スラエル、マルタが含まれている一
方で、加盟国である韓国、メキシコ、
トルコが含まれていない。これらの
国の人間貧困指数（HPI‐2）および
その他の貧困関連の指標は、表３を
参照のこと。

†. 人間貧困指数（HPI‐2）を算出する
ために用いた指標を示す。詳細は「テ
クニカルノート１」参照のこと。

a. 人間貧困指数（HPI‐2）は、所得
水準の高いOECD加盟国のみに限
定して算出。

b. データは出生時点で 60 歳までは生
きられないであろう確率に100をか
けたもの。

c. 国際成人識字率調査の文章識字能
力レベル１のデータをもとにする。

d. 所得貧困は、調整可処分所得の中

間値の 50％以下で生活する人の割
合。正数は人間貧困よりも所得貧困
面での成果が上がっており、負数は
その逆。

e. データは記載された期間内で、入手
可能なもっとも新しいもの。

f. データは記載されている年、または
期間以外のもので、標準的な定義と
は異なったり、あるいは国の一部の
みのもの。 

g. OECD and Statistics Canada 
2000 による。

h. 人間貧困指数（HPI‐2）を算出する
ため、データ入手可能な国々の非加
重平均である16.4％を推計値として
使用。

i. Smeeding 1997．
j. データは1996 年から1999 年まで
のもの。

k. データは2005 のもの。

出典）
第1列：第 2列のHPI-２の値をもとに
決定。
第 2列：第３‐６列のデータをもとに算
出。「テクニカルノート１」参照のこと。
第 3 列：UN 2007e 生存データをもと
に算出。
第 4列：とくに記載のない限り、OECD 
and Statistics Canada 2005による。
第 5 列：OECD 2007の若年層の長期
失業と労働力についてのデータをもとに
算出。
第 6列：LIS 2007.
第 7 列：Smeeding, Rainwater and 
Burtless 2000.
第 8 列：World Bank 2007a.
第 9 列：第1列と第 6 列のデータをも
とに算出。

 1 スウェーデン
 2 ノルウェー
 3 オランダ
 4 フィンランド
 5 デンマーク
 6 ドイツ
 7 スイス
 8 カナダ
 9 ルクセンブルク
 10 オーストリア
 11 フランス

 12 日本
 13 オーストラリア
 14 ベルギー
 15 スペイン
 16 英国
 17 米国
 18 アイルランド
 19 イタリア

OECD19カ国のHPI‐2ランク

人間貧困と所得貧困：OECD諸国、中・東欧、CIS諸国TA
B

LE 4

人間開発中位国
73 カザフスタン .. .. 31.1 .. .. .. .. 56.7 ..

76 ウクライナ .. .. 26.5 .. .. .. .. 44.7 ..

83 アルメニア .. .. 17.6 .. .. .. .. 80.5 ..

96 グルジア .. .. 19.1 .. .. .. .. 61.9 ..

98 アゼルバイジャン .. .. 24.5 .. .. .. .. 85.9 j ..

109 トルクメニスタン .. .. 31.3 .. .. .. .. 79.4 j ..

111 モルドバ .. .. 24.2 .. .. .. .. 64.7 ..

113 ウズベキスタン .. .. 25.9 .. .. .. .. 16.9 ..

116 キルギス .. .. 26.9 .. .. .. .. 72.5 ..

122 タジキスタン .. .. 25.9 .. .. .. .. 84.7 ..



HDIランク

総人口
（100万人）

年間人口増加率
（％） 都市人口a

（全体に占める割合：％）

15歳未満の人口
（全体に占める
 割合：％）

65歳未満の人口
（全体に占める
 割合：％）

合計特殊出生率
（女性1人当たり）

1975–
2005

2005–
2015 b

1970–
1975 c

2000–
2005 c1975 2005 2015 b 1975 2005 2015 b 2005 2015 b 2005 2015 b

279  

TA
B

LE 5 健康で長生きするために

人口動態

人間開発高位国
1 アイスランド 0.2 0.3 0.3 1.0 0.8 86.7 92.8 93.6 22.1 20.0 11.7 14.2 2.8 2.0

2 ノルウェー 4.0 4.6 4.9 0.5 0.6 68.2 77.4 78.6 19.6 17.7 14.7 17.0 2.2 1.8

3 オーストラリア 13.6 20.3 22.4 1.3 1.0 85.9 88.2 89.9 19.5 17.9 13.1 16.1 2.5 1.8

4 カナダ 23.1 32.3 35.2 1.1 0.9 75.6 80.1 81.4 17.6 15.6 13.1 16.1 2.0 1.5

5 アイルランド 3.2 4.1 4.8 0.9 1.5 53.6 60.5 63.8 20.7 21.1 11.1 12.4 3.8 2.0

6 スウェーデン 8.2 9.0 9.4 0.3 0.4 82.7 84.2 85.1 17.4 16.7 17.2 20.2 1.9 1.7

7 スイス 6.3 7.4 7.7 0.5 0.4 55.7 75.2 78.7 16.7 14.5 15.4 18.7 1.8 1.4

8 日本 111.5 127.9 126.6 0.5 -0.1 56.8 65.8 68.2 13.9 12.5 19.7 26.2 2.1 1.3

9 オランダ 13.7 16.3 16.6 0.6 0.2 63.2 80.2 84.9 18.4 16.5 14.2 18.0 2.1 1.7

10 フランス 52.7 61.0 63.7 0.5 0.4 72.9 76.7 79.0 18.4 17.8 16.3 18.5 2.3 1.9

11 フィンランド 4.7 5.2 5.4 0.4 0.3 58.3 61.1 62.7 17.4 16.5 15.9 20.1 1.6 1.8

12 米国 220.2 299.8 329.0 1.0 0.9 73.7 80.8 83.7 20.8 19.8 12.3 14.1 2.0 2.0

13 スペイン 35.7 43.4 46.0 0.7 0.6 69.6 76.7 78.3 14.4 15.4 16.8 18.3 2.9 1.3

14 デンマーク 5.1 5.4 5.5 0.2 0.2 82.1 85.6 86.9 18.8 17.0 15.1 18.8 2.0 1.8

15 オーストリア 7.6 8.3 8.5 0.3 0.3 65.6 66.0 67.7 15.8 14.1 16.2 18.6 2.0 1.4

16 英国 56.2 60.2 62.8 0.2 0.4 82.7 89.7 90.6 18.0 17.2 16.1 18.1 2.0 1.7

17 ベルギー 9.8 10.4 10.6 0.2 0.2 94.5 97.2 97.5 17.0 15.8 17.3 19.0 2.0 1.6

18 ルクセンブルク 0.4 0.5 0.5 0.8 1.1 77.3 82.8 82.1 18.5 17.0 14.2 14.6 1.7 1.7

19 ニュージーランド 3.1 4.1 4.5 0.9 0.8 82.8 86.2 87.4 21.5 19.4 12.2 14.7 2.8 2.0

20 イタリア 55.4 58.6 59.0 0.2 0.1 65.6 67.6 69.5 14.0 13.5 19.7 22.1 2.3 1.3

21 香港 4.4 7.1 7.7 1.6 0.9 89.7 100.0 100.0 15.1 12.3 12.0 14.5 2.9 0.9

22 ドイツ 78.7 82.7 81.8 0.2 -0.1 72.7 75.2 76.3 14.4 12.9 18.8 20.9 1.6 1.3

23 イスラエル 3.4 6.7 7.8 2.3 1.5 86.6 91.6 91.9 27.9 26.2 10.1 11.5 3.8 2.9

24 ギリシャ 9.0 11.1 11.3 0.7 0.2 55.3 59.0 61.0 14.3 13.7 18.3 19.9 2.3 1.3

25 シンガポール 2.3 4.3 4.8 2.2 1.1 100.0 100.0 100.0 19.5 12.8 8.5 13.5 2.6 1.4

26 韓国 35.3 47.9 49.1 1.0 0.3 48.0 80.8 83.1 18.6 13.7 9.4 13.3 4.3 1.2

27 スロベニア 1.7 2.0 2.0 0.5 (.) 42.4 51.0 53.3 14.1 13.4 15.6 18.2 2.2 1.2

28 キプロス 0.6 0.8 0.9 1.1 1.0 47.3 69.3 71.5 19.9 17.3 12.1 14.2 2.5 1.6

29 ポルトガル 9.1 10.5 10.8 0.5 0.3 40.8 57.6 63.6 15.7 15.3 16.9 18.5 2.7 1.5

30 ブルネイ 0.2 0.4 0.5 2.8 1.9 62.0 73.5 77.6 29.6 25.8 3.2 4.3 5.4 2.5

31 バルバドス 0.2 0.3 0.3 0.6 0.3 40.8 52.7 58.8 18.9 16.1 9.2 11.6 2.7 1.5

32 チェコ 10.0 10.2 10.1 0.1 -0.1 63.7 73.5 74.0 14.8 13.8 14.2 18.2 2.2 1.2

33 クウェート 1.0 2.7 3.4 3.3 2.2 89.4 98.3 98.5 23.8 22.5 1.8 3.1 6.9 2.3

34 マルタ 0.3 0.4 0.4 0.9 0.4 89.7 95.3 97.2 17.4 14.6 13.2 17.7 2.1 1.5

35 カタール 0.2 0.8 1.0 5.1 1.9 88.9 95.4 96.2 21.7 20.6 1.3 2.1 6.8 2.9

36 ハンガリー 10.5 10.1 9.8 -0.1 -0.3 62.2 66.3 70.3 15.8 14.2 15.2 17.3 2.1 1.3

37 ポーランド 34.0 38.2 37.6 0.4 -0.2 55.3 62.1 64.0 16.3 14.2 13.3 15.5 2.3 1.3

38 アルゼンチン 26.0 38.7 42.7 1.3 1.0 81.0 90.1 91.6 26.4 23.9 10.2 11.1 3.1 2.4

39 アラブ首長国連邦 0.5 4.1 5.3 6.8 2.5 83.6 76.7 77.4 19.8 19.7 1.1 1.6 6.4 2.5

40 チリ 10.4 16.3 17.9 1.5 1.0 78.4 87.6 90.1 24.9 20.9 8.1 10.5 3.6 2.0

41 バーレーン 0.3 0.7 0.9 3.3 1.7 85.0 96.5 98.2 26.3 22.2 3.1 4.2 5.9 2.5

42 スロバキア 4.7 5.4 5.4 0.4 (.) 46.3 56.2 58.0 16.8 14.6 11.7 13.8 2.5 1.2

43 リトアニア 3.3 3.4 3.3 0.1 -0.5 55.7 66.6 66.8 16.8 14.0 15.3 16.8 2.3 1.3

44 エストニア 1.4 1.3 1.3 -0.2 -0.3 67.6 69.1 70.1 15.2 16.0 16.6 17.3 2.2 1.4

45 ラトビア 2.5 2.3 2.2 -0.2 -0.5 64.2 67.8 68.9 14.4 14.2 16.6 17.7 2.0 1.2

46 ウルグアイ 2.8 3.3 3.4 0.5 0.3 83.4 92.0 93.1 23.8 21.4 13.5 14.4 3.0 2.2

47 クロアチア 4.3 4.6 4.5 0.2 -0.2 45.1 56.5 59.5 15.5 13.9 17.2 18.7 2.0 1.3

48 コスタリカ 2.1 4.3 5.0 2.5 1.4 41.3 61.7 66.9 28.4 23.8 5.8 7.4 4.3 2.3

49 バハマ 0.2 0.3 0.4 1.8 1.2 71.5 90.4 92.2 27.6 23.0 6.2 8.2 3.4 2.1

50 セーシェル 0.1 0.1 0.1 1.1 0.4 46.3 52.9 58.2 .. .. .. .. .. ..

51 キューバ 9.4 11.3 11.3 0.6 (.) 64.2 75.5 74.7 19.2 15.7 11.2 14.3 3.6 1.6

52 メキシコ 60.7 104.3 115.8 1.8 1.0 62.8 76.0 78.7 30.8 25.6 5.8 7.5 6.5 2.4

53 ブルガリア 8.7 7.7 7.2 -0.4 -0.8 57.6 70.0 72.8 13.8 13.5 17.2 19.2 2.2 1.3
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54 セントクリストファー・ネーヴィス (.) (.) 0.1 0.3 1.2 35.0 32.2 33.5 .. .. .. .. .. ..

55 トンガ 0.1 0.1 0.1 0.2 0.4 20.3 24.0 27.4 37.5 33.9 6.4 6.8 5.5 3.7

56 リビア 2.5 5.9 7.1 2.9 1.9 57.3 84.8 87.4 30.3 29.4 3.8 4.9 7.6 3.0

57 アンティグア・バーブーダ 0.1 0.1 0.1 0.3 1.1 34.2 39.1 44.7 .. .. .. .. .. ..

58 オマーン 0.9 2.5 3.1 3.4 2.0 34.1 71.5 72.3 33.8 28.6 2.6 3.6 7.2 3.7

59 トリニダード・トバゴ 1.0 1.3 1.4 0.9 0.4 11.4 12.2 15.8 22.2 20.8 6.5 8.2 3.5 1.6

60 ルーマニア 21.2 21.6 20.6 0.1 -0.5 42.8 53.7 56.1 15.7 14.7 14.8 15.7 2.6 1.3

61 サウジアラビア 7.3 23.6 29.3 3.9 2.1 58.3 81.0 83.2 34.5 30.7 2.8 3.3 7.3 3.8

62 パナマ 1.7 3.2 3.8 2.1 1.6 49.0 70.8 77.9 30.4 27.2 6.0 7.5 4.9 2.7

63 マレーシア 12.3 25.7 30.0 2.5 1.6 37.7 67.3 75.4 31.4 27.3 4.4 5.8 5.2 2.9

64 ベラルーシ 9.4 9.8 9.3 0.1 -0.6 50.6 72.2 76.7 15.7 14.4 14.4 13.7 2.3 1.2

65 モーリシャス 0.9 1.2 1.3 1.1 0.7 43.4 42.4 44.1 24.4 20.9 6.6 8.3 3.2 1.9

66 ボスニア・ヘルツェゴビナ 3.7 3.9 3.9 0.1 (.) 31.3 45.7 51.8 17.6 13.9 13.7 16.3 2.6 1.3

67 ロシア 134.2 144.0 136.5 0.2 -0.5 66.9 73.0 72.6 15.1 15.9 13.8 13.1 2.0 1.3

68 アルバニア 2.4 3.2 3.3 0.9 0.6 32.7 45.4 52.8 26.3 22.3 8.4 10.6 4.7 2.2

69 マケドニア．旧ユーゴスラビア 1.7 2.0 2.0 0.6 (.) 50.6 68.9 75.1 19.7 16.2 11.1 13.0 3.0 1.6

70 ブラジル 108.1 186.8 210.0 1.8 1.2 61.7 84.2 88.2 27.8 25.4 6.1 7.7 4.7 2.3

人間開発中位国
71 ドミニカ 0.1 0.1 0.1 (.) -0.1 55.3 72.9 76.4 .. .. .. .. .. ..

72 セントルシア 0.1 0.2 0.2 1.3 1.1 25.2 27.6 29.0 27.9 25.4 7.2 7.3 5.7 2.2

73 カザフスタン 14.1 15.2 16.3 0.2 0.7 52.6 57.3 60.3 24.2 24.9 8.0 7.5 3.5 2.0

74 ベネズエラ 12.7 26.7 31.3 2.5 1.6 75.8 93.4 95.9 31.3 27.9 5.0 6.6 4.9 2.7

75 コロンビア 25.3 44.9 50.7 1.9 1.2 60.0 72.7 75.7 30.3 25.4 5.1 6.8 5.0 2.5

76 ウクライナ 49.0 46.9 43.4 -0.1 -0.8 58.4 67.8 70.2 14.7 13.9 16.1 15.9 2.2 1.2

77 サモア 0.2 0.2 0.2 0.7 0.8 21.0 22.4 24.9 40.8 33.8 4.6 4.8 5.7 4.4

78 タイ 42.2 63.0 66.8 1.3 0.6 23.8 32.3 36.2 21.7 19.7 7.8 10.2 5.0 1.8

79 ドミニカ共和国 5.3 9.5 10.9 2.0 1.4 45.7 66.8 73.6 33.5 30.5 5.6 6.7 5.7 3.0

80 ベリーズ 0.1 0.3 0.3 2.4 2.0 50.2 48.3 51.2 37.6 32.0 4.2 4.6 6.3 3.4

81 中国 927.8 d 1,313.0 d 1,388.6 d 1.2 d 0.6 d 17.4 40.4 49.2 21.6 18.5 7.7 9.6 4.9 1.7

82 グレナダ 0.1 0.1 0.1 0.4 0.1 32.6 30.6 32.2 34.2 26.7 6.8 6.0 4.6 2.4

83 アルメニア 2.8 3.0 3.0 0.2 -0.1 63.6 64.1 64.1 20.8 17.5 12.1 11.0 3.0 1.3

84 トルコ 41.2 73.0 82.1 1.9 1.2 41.6 67.3 71.9 28.3 24.4 5.6 6.5 5.3 2.2

85 スリナム 0.4 0.5 0.5 0.7 0.5 49.5 73.9 77.4 29.8 26.2 6.3 7.3 5.3 2.6

86 ヨルダン 1.9 5.5 6.9 3.5 2.2 57.7 82.3 85.3 37.2 32.2 3.2 3.9 7.8 3.5

87 ペルー 15.2 27.3 30.8 2.0 1.2 61.5 72.6 74.9 31.8 27.4 5.6 6.7 6.0 2.7

88 レバノン 2.7 4.0 4.4 1.3 1.0 67.0 86.6 87.9 28.6 24.6 7.2 7.6 4.8 2.3

89 エクアドル 6.9 13.1 14.6 2.1 1.1 42.4 62.8 67.6 32.6 28.2 5.9 7.5 6.0 2.8

90 フィリピン 42.0 84.6 101.1 2.3 1.8 35.6 62.7 69.6 36.2 32.5 3.8 4.7 6.0 3.5

91 チュニジア 5.7 10.1 11.2 1.9 1.0 49.9 65.3 69.1 26.0 22.5 6.3 6.7 6.2 2.0

92 フィジー 0.6 0.8 0.9 1.2 0.5 36.7 50.8 56.1 32.9 28.7 4.2 6.0 4.2 3.0

93 セントビンセント・グレナディーン諸島 0.1 0.1 0.1 0.7 0.4 27.0 45.9 50.0 29.3 26.8 6.5 7.0 5.5 2.3

94 イラン 33.3 69.4 79.4 2.4 1.3 45.7 66.9 71.9 28.8 25.6 4.5 4.9 6.4 2.1

95 パラグアイ 2.8 5.9 7.0 2.5 1.7 39.0 58.5 64.4 35.8 31.4 4.8 5.8 5.4 3.5

96 グルジア 4.9 4.5 4.2 -0.3 -0.7 49.5 52.2 53.8 18.9 15.9 14.3 14.4 2.6 1.5

97 ガイアナ 0.7 0.7 0.7 (.) -0.3 30.0 28.2 29.4 31.1 25.3 5.7 8.2 4.9 2.4

98 アゼルバイジャン 5.7 8.4 9.0 1.3 0.8 51.9 51.5 52.8 25.3 20.6 7.2 6.8 4.3 1.7

99 スリランカ 13.7 19.1 20.0 1.1 0.4 19.5 15.1 15.7 24.2 21.4 6.5 9.3 4.1 2.0

100 モルディブ 0.1 0.3 0.4 2.6 1.8 17.3 29.6 34.8 34.0 29.0 3.8 3.9 7.0 2.8

101 ジャマイカ 2.0 2.7 2.8 1.0 0.5 44.1 53.1 56.7 31.7 27.9 7.5 7.9 5.0 2.6

102 カーボヴェルデ 0.3 0.5 0.6 2.0 2.1 21.4 57.3 64.3 39.5 35.6 4.3 3.3 7.0 3.8

103 エルサルバドル 4.1 6.7 7.6 1.6 1.3 41.5 59.8 63.2 34.1 29.7 5.5 6.5 6.1 2.9

104 アルジェリア 16.0 32.9 38.1 2.4 1.5 40.3 63.3 69.3 29.6 26.7 4.5 5.0 7.4 2.5

105 ベトナム 48.0 85.0 96.5 1.9 1.3 18.8 26.4 31.6 29.6 25.0 5.6 5.8 6.7 2.3

106 パレスチナ占領地域 1.3 3.8 5.1 3.7 3.0 59.6 71.6 72.9 45.9 41.9 3.1 3.0 7.7 5.6
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107 インドネシア 135.4 226.1 251.6 1.7 1.1 19.3 48.1 58.5 28.4 24.9 5.5 6.6 5.3 2.4

108 シリア 7.5 18.9 23.5 3.1 2.2 45.1 50.6 53.4 36.6 33.0 3.2 3.6 7.5 3.5

109 トルクメニスタン 2.5 4.8 5.5 2.2 1.3 47.6 46.2 50.8 31.8 27.0 4.7 4.4 6.2 2.8

110 ニカラグア 2.8 5.5 6.3 2.2 1.4 48.9 59.0 63.0 37.9 32.0 4.0 4.8 6.8 3.0

111 モルドバ 3.8 3.9 3.6 (.) -0.6 36.2 46.7 50.0 20.0 17.2 11.1 11.8 2.6 1.5

112 エジプト 39.2 72.8 86.2 2.1 1.7 43.5 42.8 45.4 33.3 30.7 4.8 5.6 5.9 3.2

113 ウズベキスタン 14.0 26.6 30.6 2.1 1.4 39.1 36.7 38.0 33.2 28.3 4.7 4.4 6.3 2.7

114 モンゴル 1.4 2.6 2.9 1.9 1.0 48.7 56.7 58.8 28.9 24.3 3.9 4.3 7.3 2.1

115 ホンジュラス 3.1 6.8 8.3 2.6 1.9 32.1 46.5 51.4 40.0 34.3 4.1 4.6 7.1 3.7

116 キルギス 3.3 5.2 5.8 1.5 1.1 38.2 35.8 38.1 31.0 27.3 5.9 5.1 4.7 2.5

117 ボリビア 4.8 9.2 10.9 2.2 1.7 41.3 64.2 68.8 38.1 33.5 4.5 5.2 6.5 4.0

118 グアテマラ 6.2 12.7 16.2 2.4 2.4 36.7 47.2 52.0 43.1 39.5 4.3 4.7 6.2 4.6

119 ガボン 0.6 1.3 1.5 2.6 1.5 43.0 83.6 87.7 35.9 31.8 4.7 4.8 5.0 3.4

120 バヌアツ 0.1 0.2 0.3 2.5 2.3 13.4 23.5 28.1 39.8 35.1 3.3 3.8 6.1 4.2

121 南アフリカ 25.7 47.9 50.3 2.1 0.5 48.1 59.3 64.1 32.1 30.2 4.2 5.5 5.5 2.8

122 タジキスタン 3.4 6.6 7.7 2.1 1.6 35.5 24.7 24.6 39.4 33.6 3.9 3.5 6.8 3.8

123 サントメ・プリンシペ 0.1 0.2 0.2 2.1 1.6 31.6 58.0 65.8 41.6 38.1 4.4 3.5 6.5 4.3

124 ボツワナ 0.8 1.8 2.1 2.7 1.2 11.8 57.4 64.6 35.6 32.1 3.4 3.8 6.5 3.2

125 ナミビア 0.9 2.0 2.3 2.7 1.2 23.7 35.1 41.1 39.1 33.2 3.5 4.0 6.6 3.6

126 モロッコ 17.3 30.5 34.3 1.9 1.2 37.8 58.7 65.0 30.3 26.8 5.2 5.9 6.9 2.5

127 赤道ギニア 0.2 0.5 0.6 2.6 2.4 27.4 38.9 41.1 42.4 41.3 4.1 3.9 5.7 5.6

128 インド 613.8 1,134.4 1,302.5 2.0 1.4 21.3 28.7 32.0 33.0 28.7 5.0 5.8 5.3 3.1

129 ソロモン諸島 0.2 0.5 0.6 3.0 2.2 9.1 17.0 20.5 40.5 35.9 2.9 3.3 7.2 4.4

130 ラオス 2.9 5.7 6.7 2.2 1.7 11.1 20.6 24.9 39.8 32.8 3.5 3.4 6.4 3.6

131 カンボジア 7.1 14.0 16.6 2.3 1.8 10.3 19.7 26.1 37.6 32.1 3.1 4.0 5.5 3.6

132 ミャンマー 29.8 48.0 52.0 1.6 0.8 23.9 30.6 37.4 27.3 23.1 5.6 6.3 5.9 2.2

133 ブータン 0.4 0.6 0.7 1.9 1.5 4.6 11.1 14.8 33.0 24.9 4.6 5.4 6.7 2.9

134 コモロ連合 0.3 0.8 1.0 3.1 2.3 21.2 37.0 44.0 42.0 38.5 2.7 3.1 7.1 4.9

135 ガーナ 10.3 22.5 27.3 2.6 1.9 30.1 47.8 55.1 39.0 35.1 3.6 4.3 6.7 4.4

136 パキスタン 68.3 158.1 190.7 2.8 1.9 26.3 34.9 39.6 37.2 32.1 3.9 4.3 6.6 4.0

137 モーリタニア 1.3 3.0 3.8 2.7 2.4 20.6 40.4 43.1 40.3 36.9 3.6 3.6 6.6 4.8

138 レソト 1.1 2.0 2.1 1.8 0.6 10.8 18.7 22.0 40.4 37.4 4.7 4.7 5.8 3.8

139 コンゴ共和国 1.5 3.6 4.5 2.8 2.1 43.3 60.2 64.2 41.9 39.8 3.2 3.3 6.3 4.8

140 バングラデシュ 79.0 153.3 180.1 2.2 1.6 9.9 25.1 29.9 35.2 31.1 3.5 4.3 6.2 3.2

141 スワジランド 0.5 1.1 1.2 2.5 0.6 14.0 24.1 27.5 39.8 36.5 3.2 3.8 6.9 3.9

142 ネパール 13.5 27.1 32.8 2.3 1.9 4.8 15.8 20.9 39.0 34.1 3.7 4.2 5.8 3.7

143 マダガスカル 7.9 18.6 24.1 2.9 2.6 16.3 26.8 30.1 43.8 40.4 3.1 3.3 6.7 5.3

144 カメルーン 7.8 17.8 21.5 2.7 1.9 27.3 54.6 62.7 41.8 38.4 3.5 3.6 6.3 4.9

145 パプアニューギニア 2.9 6.1 7.3 2.5 1.9 11.9 13.4 15.0 40.6 35.8 2.4 2.7 6.1 4.3

146 ハイチ 5.1 9.3 10.8 2.0 1.5 21.7 38.8 45.5 38.0 34.1 4.1 4.6 5.6 4.0

147 スーダン 16.8 36.9 45.6 2.6 2.1 18.9 40.8 49.4 40.7 36.4 3.5 4.1 6.6 4.8

148 ケニア 13.5 35.6 46.2 3.2 2.6 12.9 20.7 24.1 42.6 42.5 2.7 2.6 8.0 5.0

149 ジブチ 0.2 0.8 1.0 4.3 1.7 67.1 86.1 89.6 38.5 33.5 3.0 3.7 7.2 4.5

150 東ティモール 0.7 1.1 1.5 1.5 3.4 14.6 26.5 31.2 45.0 44.0 2.7 3.0 6.2 7.0

151 ジンバブエ 6.2 13.1 14.5 2.5 1.0 19.9 35.9 40.9 39.5 35.2 3.5 3.7 7.4 3.6

152 トーゴ 2.4 6.2 8.0 3.1 2.5 22.8 40.1 47.4 43.3 40.0 3.1 3.3 7.1 5.4

153 イエメン 7.1 21.1 28.3 3.6 2.9 14.8 27.3 31.9 45.9 42.4 2.3 2.5 8.7 6.0

154 ウガンダ 10.9 28.9 40.0 3.3 3.2 7.0 12.6 14.5 49.4 48.0 2.5 2.3 7.1 6.7

155 ガンビア 0.6 1.6 2.1 3.5 2.5 24.4 53.9 61.8 41.2 38.3 3.7 4.5 6.6 5.2

人間開発低位国
156 セネガル 5.1 11.8 14.9 2.8 2.3 33.7 41.6 44.7 42.2 39.0 4.2 4.4 7.0 5.2

157 エリトリア 2.1 4.5 6.2 2.5 3.1 13.5 19.4 24.3 43.0 42.6 2.3 2.5 6.5 5.5

158 ナイジェリア 61.2 141.4 175.7 2.8 2.2 23.4 48.2 55.9 44.3 41.3 2.9 3.0 6.9 5.8

159 タンザニア 16.0 38.5 49.0 2.9 2.4 11.1 24.2 28.9 44.4 42.8 3.0 3.2 6.8 5.7
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 注）
a. データは、各国の都市あるいは首都
圏の定義にもとづいているため、国
同士の比較には注意が必要である。

b. データは、中位推計の予測値である。
c. データは、記載された期間の推計値
である。

d. 中国の人口推計には、台湾も含まれ
ている。

e. データは、独自のデータによる推計
値。主要指標表に含まれる177カ
国の総人口は、1975 年は 40 億
1,360万人、2005 年は64億 690
万人であり、2015 年には 71 億
647 万人が見込まれている。

出典）
第1‐3 列 : および第 9‐14 列：ＵＮ 
2007e．
第 4 列 :および第 5 列：第1列と第 2
列をもとに算出。
第 6‐8列：UN 2006b．

160 ギニア 4.0 9.0 11.4 2.7 2.4 19.5 33.0 38.1 43.4 41.5 3.1 3.4 7.0 5.8

161 ルワンダ 4.4 9.2 12.1 2.5 2.7 4.0 19.3 28.7 43.5 43.7 2.5 2.2 8.3 6.0

162 アンゴラ 6.8 16.1 21.2 2.9 2.8 19.1 53.3 59.7 46.4 45.3 2.4 2.4 7.2 6.8

163 ベナン 3.2 8.5 11.3 3.2 2.9 21.9 40.1 44.6 44.2 41.9 2.7 2.9 7.1 5.9

164 マラウイ 5.3 13.2 17.0 3.1 2.5 7.7 17.2 22.1 47.1 44.6 3.0 3.1 7.4 6.0

165 ザンビア 5.0 11.5 13.8 2.7 1.9 34.9 35.0 37.0 45.7 43.4 2.9 3.0 7.4 5.6

166 コートジボワール 6.6 18.6 22.3 3.5 1.8 32.2 45.0 49.8 41.7 37.9 3.2 3.5 7.4 5.1

167 ブルンジ 3.7 7.9 11.2 2.5 3.6 3.2 10.0 13.5 45.1 45.9 2.6 2.4 6.8 6.8

168 コンゴ民主共和国　 24.0 58.7 80.6 3.0 3.2 29.5 32.1 38.6 47.2 47.8 2.6 2.5 6.5 6.7

169 エチオピア 34.2 79.0 101.0 2.8 2.5 9.5 16.0 19.1 44.5 41.0 2.9 3.1 6.8 5.8

170 チャド 4.2 10.1 13.4 3.0 2.8 15.6 25.3 30.5 46.2 45.2 3.0 2.8 6.6 6.5

171 中央アフリカ 2.1 4.2 5.0 2.4 1.8 32.0 38.0 40.4 42.7 39.9 3.9 3.7 5.7 5.0

172 モザンビーク 10.6 20.5 24.7 2.2 1.8 8.7 34.5 42.4 44.2 43.2 3.2 3.4 6.6 5.5

173 マリ 5.4 11.6 15.7 2.5 3.0 16.2 30.5 36.5 47.7 46.4 3.6 3.0 7.6 6.7

174 ニジェール 4.9 13.3 18.8 3.3 3.5 11.4 16.8 19.3 48.0 47.3 3.1 3.4 8.1 7.4

175 ギニアビサウ 0.7 1.6 2.2 3.0 3.0 16.0 29.6 31.1 47.4 47.9 3.0 2.7 7.1 7.1

176 ブルキナファソ 6.1 13.9 18.5 2.8 2.8 6.4 18.3 22.8 46.2 44.2 3.1 2.6 7.8 6.4

177 シエラレオネ 2.9 5.6 6.9 2.1 2.2 21.2 40.7 48.2 42.8 42.8 3.3 3.3 6.5 6.5

開発途上国 2,972.0 T 5,215.0 T 5,956.6 T 1.9 1.3 26.5 42.7 47.9 30.9 28.0 5.5 6.4 5.4 2.9

　後発開発途上国 357.6 T 765.7 T 965.2 T 2.5 2.3 14.8 26.7 31.6 41.5 39.3 3.3 3.5 6.6 4.9

　アラブ諸国 144.4 T 313.9 T 380.4 T 2.6 1.9 41.8 55.1 58.8 35.2 32.1 3.9 4.4 6.7 3.6

　東アジア・太平洋 1,312.3 T 1,960.6 T 2,111.2 T 1.3 0.7 20.5 42.8 51.1 23.8 20.6 7.1 8.8 5.0 1.9

　ラテンアメリカ・カリブ海諸国 323.9 T 556.6 T 626.5 T 1.8 1.2 61.1 77.3 80.6 29.8 26.3 6.3 7.7 5.0 2.5

　南アジア 835.4 T 1,587.4 T 1,842.2 T 2.1 1.5 21.2 30.2 33.8 33.6 29.5 4.7 5.4 5.5 3.2

　サハラ以南アフリカ 314.1 T 722.7 T 913.2 T 2.8 2.3 21.2 34.9 39.6 43.6 41.7 3.1 3.2 6.8 5.5

中・東欧およびCIS 366.6 T 405.2 T 398.6 T 0.3 -0.2 57.7 63.2 63.9 18.1 17.4 12.8 12.9 2.5 1.5

OECD諸国 928.0 T 1,172.6 T 1,237.3 T 0.8 0.5 66.9 75.6 78.2 19.4 17.8 13.8 16.1 2.6 1.7

　高所得OECD諸国 766.8 T 931.5 T 976.6 T 0.6 0.5 69.3 77.0 79.4 17.6 16.5 15.3 18.0 2.2 1.7

人間開発高位国 1,280.6 T 1,658.7 T 1,751.1 T 0.9 0.5 66.4 76.8 79.4 20.2 18.8 12.7 14.5 2.7 1.8

人間開発中位国 2,514.9 T 4,239.6 T 4,759.8 T 1.7 1.2 23.8 39.3 44.9 29.3 26.0 5.8 6.8 5.3 2.6

人間開発低位国 218.5 T 508.7 T 653.0 T 2.8 2.5 18.6 33.2 38.6 44.9 43.0 2.9 3.0 6.9 6.0

高所得国 793.3 T 991.5 T 1,047.2 T 0.7 0.5 69.4 77.6 80.0 18.1 17.0 14.8 17.3 2.3 1.7

中所得国 2,054.2 T 3,084.7 T 3,339.7 T 1.4 0.8 34.7 53.9 60.3 25.1 22.5 7.3 8.6 4.6 2.1

低所得国 1,218.0 T 2,425.5 T 2,894.7 T 2.3 1.8 20.5 30.0 34.2 36.6 33.3 4.2 4.7 5.9 3.8

全世界 4,076.1 Te 6,514.8 Te 7,295.1 Te 1.6 1.1 37.2 48.6 52.8 28.3 26.0 7.3 8.3 4.5 2.6
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人間開発高位国
1 アイスランド 8.3 1.6 3,294 .. 90 .. .. .. 362

2 ノルウェー 8.1 1.6 4,080 .. 90 .. .. 100 c,d 313

3 オーストラリア 6.5 3.1 3,123 .. 94 .. .. 100 247

4 カナダ 6.8 3.0 3,173 .. 94 .. 75 d 98 214

5 アイルランド 5.7 1.5 2,618 93 84 .. .. 100 279

6 スウェーデン 7.7 1.4 2,828 16 94 .. 78 c,d 100 c,d 328

7 スイス 6.7 4.8 4,011 .. 82 .. 82 d .. 361

8 日本 6.3 1.5 2,293 .. 99 .. 56 100 d 198

9 オランダ 5.7 3.5 3,092 94 96 .. 79 d 100 315

10 フランス 8.2 2.3 3,040 84 87 .. 75 d 99 d 337

11 フィンランド 5.7 1.7 2,203 98 97 .. .. 100 316

12 米国 6.9 8.5 6,096 .. 93 .. 76 d 99 256

13 スペイン 5.7 2.4 2,099 .. 97 .. 81 d .. 330 e

14 デンマーク 7.1 1.5 2,780 .. 95 .. .. 100 c,d 293

15 オーストリア 7.8 2.5 3,418 .. 75 .. 51 d 100 d 338

16 英国 7.0 1.1 2,560 .. 82 .. 84 99 230

17 ベルギー 6.9 2.8 3,133 .. 88 .. 78 d 100 c,d 449

18 ルクセンブルク 7.2 0.8 5,178 .. 95 .. .. 100 266

19 ニュージーランド 6.5 1.9 2,081 .. 82 .. 75 d 100 d 237

20 イタリア 6.5 2.2 2,414 .. 87 .. 60 d .. 420

21 香港 .. .. .. .. .. .. .. .. ..

22 ドイツ 8.2 2.4 3,171 .. 93 .. 75 d 100 c,d 337

23 イスラエル 6.1 2.6 1,972 61 95 .. .. 99 c,d 382

24 ギリシャ 4.2 3.7 2,179 88 88 .. .. .. 438

25 シンガポール 1.3 2.4 1,118 98 96 .. 62 100 140

26 韓国 2.9 2.7 1,135 97 99 .. 81 100 157

27 スロベニア 6.6 2.1 1,815 98 c 94 .. 74 d 100 225

28 キプロス 2.6 3.2 1,128 .. 86 .. .. 100 c,d 234

29 ポルトガル 7.0 2.8 1,897 89 93 .. .. 100 342

30 ブルネイ 2.6 0.6 621 96 97 .. .. 99 101

31 バルバドス 4.5 2.6 1,151 .. 93 .. 55 100 121 e

32 チェコ 6.5 0.8 1,412 99 97 .. 72 100 351

33 クウェート 2.2 0.6 538 .. 99 .. 50 d 98 d 153

34 マルタ 7.0 2.2 1,733 .. 86 .. .. 98 d 318

35 カタール 1.8 0.6 688 99 99 .. 43 99 222

36 ハンガリー 5.7 2.2 1,308 99 99 .. 77 d 100 333

37 ポーランド 4.3 1.9 814 94 98 .. 49 d 100 247

38 アルゼンチン 4.3 5.3 1,274 99 99 .. .. 99 301 e

39 アラブ首長国連邦 2.0 0.9 503 98 92 .. 28 d 99 d 202

40 チリ 2.9 3.2 720 95 90 .. 56 d 100 109

41 バーレーン 2.7 1.3 871 70 c 99 .. 62 d 98 d 109

42 スロバキア 5.3 1.9 1,061 98 98 .. 74 d 99 318

43 リトアニア 4.9 1.6 843 99 97 .. 47 d 100 397

44 エストニア 4.0 1.3 752 99 96 .. 70 d 100 448

45 ラトビア 4.0 3.1 852 99 95 .. 48 d 100 301

46 ウルグアイ 3.6 4.6 784 99 95 .. 84 100 365

47 クロアチア 6.1 d 1.5 d 917 98 96 .. .. 100 244

48 コスタリカ 5.1 1.5 592 88 89 .. 80 99 132

49 バハマ 3.4 3.4 1,349 .. 85 .. .. 99 105 e

50 セーシェル 4.6 1.5 634 99 99 .. .. .. 151

51 キューバ 5.5 0.8 229 99 98 .. 73 100 591

52 メキシコ 3.0 3.5 655 99 96 .. 74 83 198

53 ブルガリア 4.6 3.4 671 98 96 .. 42 99 356

健康で長生きするために

MDG
1歳児の完全予防接種率
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54 セントクリストファー・ネーヴィス 3.3 1.9 710 99 99 .. 41 100 119 e

55 トンガ 5.0 1.3 316 99 99 .. 33 95 34

56 リビア 2.8 1.0 328 99 97 .. 45 d 94 d 129 e

57 アンティグア・バーブーダ 3.4 1.4 516 .. 99 .. 53 100 17 e

58 オマーン 2.4 0.6 419 98 98 .. 32 95 132

59 トリニダード・トバゴ　　 1.4 2.1 523 98 93 31 38 96 79 e

60 ルーマニア 3.4 1.7 433 98 97 .. 70 99 190

61 サウジアラビア 2.5 0.8 601 96 96 .. 32 d 91 d 137

62 パナマ 5.2 2.5 632 99 99 .. .. 93 150

63 マレーシア 2.2 1.6 402 99 90 .. 55 d 97 70

64 ベラルーシ 4.6 1.6 427 99 99 .. 50 d 100 455

65 モーリシャス 2.4 1.9 516 99 98 .. 76 98 106

66 ボスニア・ヘルツェゴビナ 4.1 4.2 603 95 90 23 48 100 134

67 ロシア 3.7 2.3 583 97 99 .. .. 99 425

68 アルバニア 3.0 3.7 339 98 97 51 75 98 131

69 マケドニア．旧ユーゴスラビア 5.7 2.3 471 99 96 .. .. 99 219

70 ブラジル 4.8 4.0 1,520 99 99 28 d 77 d 97 115

人間開発中位国
71 ドミニカ 4.2 1.7 309 98 98 .. 50 100 50 e

72 セントルシア 3.3 1.8 302 99 94 .. 47 99 517 e

73 カザフスタン 2.3 1.5 264 69 99 22 66 99 354

74 ベネズエラ 2.0 2.7 285 95 76 51 77 95 194

75 コロンビア 6.7 1.1 570 87 89 39 78 96 135

76 ウクライナ 3.7 2.8 427 96 96 .. 68 100 295

77 サモア 4.1 1.2 218 86 57 .. 30 d 100 70 e

78 タイ 2.3 1.2 293 99 96 .. 79 99 37

79 ドミニカ共和国 1.9 4.1 377 99 99 42 70 99 188

80 ベリーズ 2.7 2.4 339 96 95 .. 56 83 105

81 中国 1.8 d 2.9 d 277 86 86 .. 87 97 106

82 グレナダ 5.0 1.9 480 .. 99 .. 54 100 50 e

83 アルメニア 1.4 4.0 226 94 94 48 53 98 359

84 トルコ 5.2 d 2.1 d 557 89 91 19 71 83 135

85 スリナム 3.6 4.2 376 .. 91 43 42 85 45

86 ヨルダン 4.7 d 5.1 d 502 89 95 44 56 100 203

87 ペルー 1.9 2.2 235 93 80 57 71 73 117 e

88 レバノン 3.2 8.4 817 .. 96 .. 58 89 d 325

89 エクアドル 2.2 3.3 261 99 93 .. 73 75 148

90 フィリピン 1.4 2.0 203 91 80 76 49 60 58

91 チュニジア 2.8 f 2.8 f 502 97 c 96 .. 66 90 134

92 フィジー 2.9 1.7 284 90 70 .. 44 99 34 e

93 セントビンセント・グレナディーン諸島 3.9 2.2 418 95 97 .. 58 100 87 e

94 イラン 3.2 3.4 604 99 94 .. 74 90 87

95 パラグアイ 2.6 5.1 327 78 90 .. 73 77 111

96 グルジア 1.5 3.8 171 95 92 .. 47 92 409

97 ガイアナ 4.4 0.9 329 96 92 40 37 86 48

98 アゼルバイジャン 0.9 2.7 138 98 98 40 55 88 355

99 スリランカ 2.0 2.3 163 99 99 .. 70 96 55

100 モルディブ 6.3 1.4 494 99 97 .. 39 70 92

101 ジャマイカ 2.8 2.4 223 95 84 21 69 97 85

102 カーボヴェルデ 3.9 1.3 225 78 65 .. 53 89 49

103 エルサルバドル 3.5 4.4 375 84 99 .. 67 92 124

104 アルジェリア 2.6 1.0 167 98 83 .. 57 96 113

105 ベトナム 1.5 4.0 184 95 95 39 77 85 53

106 パレスチナ占領地域 7.8 f 5.2 f .. 99 99 .. 51 97 ..

MDG
1歳児の完全予防接種率
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107 インドネシア 1.0 1.8 118 82 72 56 57 72 13

108 シリア 2.2 2.5 109 99 98 .. 48 77 d 140

109 トルクメニスタン 3.3 1.5 245 99 99 .. 62 97 418

110 ニカラグア 3.9 4.3 231 88 c 96 49 69 67 37

111 モルドバ 4.2 3.2 138 97 97 52 68 100 264

112 エジプト 2.2 3.7 258 98 98 29 59 74 54

113 ウズベキスタン 2.4 2.7 160 93 99 33 68 96 274

114 モンゴル 4.0 2.0 141 99 99 66 69 97 263

115 ホンジュラス 4.0 3.2 197 91 92 .. 62 56 57

116 キルギス 2.3 3.3 102 96 99 16 d 60 98 251

117 ボリビア 4.1 2.7 186 93 64 54 58 67 122

118 グアテマラ 2.3 3.4 256 96 77 22 43 41 90 e

119 ガボン 3.1 1.4 264 89 55 44 33 86 29

120 バヌアツ 3.1 1.0 123 65 70 .. 28 88 11 e

121 南アフリカ 3.5 5.1 748 97 82 37 60 92 77

122 タジキスタン 1.0 3.4 54 98 84 29 34 71 203

123 サントメ・プリンシペ 9.9 1.6 141 98 88 44 29 76 49

124 ボツワナ 4.0 2.4 504 99 90 7 48 94 40

125 ナミビア 4.7 2.1 407 95 73 39 44 76 30

126 モロッコ 1.7 3.4 234 95 97 46 63 63 51

127 赤道ギニア 1.2 0.4 223 73 51 36 .. 65 30

128 インド 0.9 4.1 91 75 58 22 47 43 60

129 ソロモン諸島 5.6 0.3 114 84 72 .. 11 d 85 13 e

130 ラオス 0.8 3.1 74 65 41 37 32 19 ..

131 カンボジア 1.7 5.0 140 87 79 59 24 32 16

132 ミャンマー 0.3 1.9 38 76 72 48 34 57 36

133 ブータン 3.0 1.6 93 99 93 .. 31 37 5

134 コモロ連合 1.6 1.2 25 90 80 31 26 62 15

135 ガーナ 2.8 3.9 95 99 83 40 25 47 15

136 パキスタン 0.4 1.8 48 82 78 33 d 28 31 74

137 モーリタニア 2.0 0.9 43 87 61 28 8 57 11

138 レソト 5.5 1.0 139 96 85 53 37 55 5

139 コンゴ共和国 1.2 1.3 30 85 c 56 .. 44 86 20

140 バングラデシュ 0.9 2.2 64 99 81 52 58 13 26

141 スワジランド 4.0 2.3 367 84 60 24 48 74 16

142 ネパール 1.5 4.1 71 87 74 43 38 11 21

143 マダガスカル 1.8 1.2 29 72 59 47 27 51 29

144 カメルーン 1.5 3.7 83 77 68 43 26 62 19

145 パプアニューギニア 3.0 0.6 147 73 60 .. 26 d 41 5

146 ハイチ 2.9 4.7 82 71 54 41 28 24 25 e

147 スーダン 1.5 2.6 54 57 60 38 7 87 22

148 ケニア 1.8 2.3 86 85 69 33 39 42 14

149 ジブチ 4.4 1.9 87 52 65 .. 9 61 18

150 東ティモール 8.8 2.4 143 70 48 .. 10 18 10

151 ジンバブエ 3.5 4.0 139 98 85 80 54 73 16

152 トーゴ 1.1 4.4 63 96 70 25 26 61 4

153 イエメン 1.9 3.1 82 66 76 23 d 23 27 33

154 ウガンダ 2.5 5.1 135 92 86 29 20 39 8

155 ガンビア 1.8 5.0 88 89 84 38 18 55 11

人間開発低位国
156 セネガル 2.4 3.5 72 92 74 33 12 58 6

157 エリトリア 1.8 2.7 27 91 84 54 8 28 5

158 ナイジェリア 1.4 3.2 53 48 35 28 13 35 28

159 タンザニア 1.7 2.3 29 91 91 53 26 43 2

MDG
1歳児の完全予防接種率
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 注）
a. 通常、データは15 歳から49 歳ま
での既婚あるいは組合に所属してい
る女性のものだが、実際の年齢の幅
は国によって異なることがある。

b. 記載された期間内で入手可能な最新
のデータによる。

c. UNICEF 2005.
d. データは記載されている年、または
期間以外のもので、標準的な定義と
は異なったり、あるいは国の一部の
みのもの。 

e. データは1997年から1999 年のも
の。

f. データは2003 年のもの。
g. データは、独自のデータによる推計
値。

出典）
第 1列：および 第 2 列：World Bank 
2007b.
第 3 列：WHO 2007a.
第 4‐8 列：UNICEF 2006.
第 9 列：WHO 2007a. か ら、 人 口
1000人当たりの医者の数に関するデー
タをもとに算出。

160 ギニア 0.7 4.6 96 90 59 44 7 56 11

161 ルワンダ 4.3 3.2 126 91 89 16 17 39 5

162 アンゴラ 1.5 0.4 38 61 45 32 6 45 8

163 ベナン 2.5 2.4 40 99 85 42 19 66 4

164 マラウイ 9.6 3.3 58 97 c 82 51 33 56 2

165 ザンビア 3.4 2.9 63 94 84 48 34 43 12

166 コートジボワール 0.9 2.9 64 51 c 51 34 15 68 12

167 ブルンジ 0.8 2.4 16 84 75 16 16 25 3

168 コンゴ民主共和国　 1.1 2.9 15 84 70 17 31 61 11

169 エチオピア 2.7 2.6 21 67 59 38 15 6 3

170 チャド 1.5 2.7 42 40 23 27 3 14 4

171 中央アフリカ 1.5 2.6 54 70 35 47 28 44 8

172 モザンビーク 2.7 1.3 42 87 77 47 17 48 3

173 マリ 3.2 3.4 54 82 86 45 8 41 8

174 ニジェール 2.2 2.0 26 93 83 43 14 16 2

175 ギニアビサウ 1.3 3.5 28 80 80 23 8 35 12

176 ブルキナファソ 3.3 2.8 77 99 84 47 14 38 5

177 シエラレオネ 1.9 1.4 34 83 c 67 39 4 42 3

開発途上国 .. .. .. 83 74 .. .. 60 ..

　後発開発途上国 .. .. .. 82 72 .. .. 35 ..

　アラブ諸国 .. .. .. 86 86 .. .. 74 ..

　東アジア・太平洋諸国 .. .. .. 87 84 .. .. 87 ..

　ラテンアメリカ・カリブ海諸国 .. .. .. 96 92 .. .. 87 ..

　南アジア .. .. .. 79 65 .. .. 39 ..

　サハラ以南アフリカ .. .. .. 76 65 .. .. 43 ..

中・東欧およびCIS諸国 .. .. .. 95 97 .. .. 97 ..

OECD諸国 .. .. .. 92 93 .. .. 95 ..

　高所得OECD諸国 .. .. .. 86 92 .. .. 99 ..

人間開発高位国 .. .. .. 96 95 .. .. 97 ..

人間開発中位国 .. .. .. 84 75 .. .. 63 ..

人間開発低位国 .. .. .. 71 61 .. .. 38 ..

高所得国 .. .. .. 87 93 .. .. 99 ..

中所得国 .. .. .. 90 87 .. .. 88 ..

低所得国 .. .. .. 77 65 .. .. 41 ..

全世界 .. .. .. 83 g 77 g .. .. 63 g ..

MDG
1歳児の完全予防接種率



HDIランク

MDG
 改善された衛生設備を
利用できる人口
（％）

MDG
改善された水源を
利用できる人口
（％）

MDG
栄養不良の人口

（全人口に占める割合）
（％）

MDG
同年齢の標準
よりも低体重
の子ども

（5歳未満児の％）

同年齢の標準
よりも低身長
の子ども

（5歳未満児の％）

出生時
低体重児
（％）

1990 2004 1990 2004 1990/92 a 2002/04 a 1996–2005 b 1996–2005 b 1998–2005 b
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人間開発高位国
1 アイスランド 100 100 100 100 <2.5 <2.5 .. .. 4

2 ノルウェー .. .. 100 100 <2.5 <2.5 .. .. 5

3 オーストラリア 100 100 100 100 <2.5 <2.5 .. .. 7

4 カナダ 100 100 100 100 <2.5 <2.5 .. .. 6

5 アイルランド .. .. .. .. <2.5 <2.5 .. .. 6

6 スウェーデン 100 100 100 100 <2.5 <2.5 .. .. 4

7 スイス 100 100 100 100 <2.5 <2.5 .. .. 6

8 日本 100 100 100 100 <2.5 <2.5 .. .. 8

9 オランダ 100 100 100 100 <2.5 <2.5 .. .. ..

10 フランス .. .. 100 100 <2.5 <2.5 .. .. 7

11 フィンランド 100 100 100 100 <2.5 <2.5 .. .. 4

12 米国 100 100 100 100 <2.5 <2.5 2 3 8

13 スペイン 100 100 100 100 <2.5 <2.5 .. .. 6 c

14 デンマーク .. .. 100 100 <2.5 <2.5 .. .. 5

15 オーストリア 100 100 100 100 <2.5 <2.5 .. .. 7

16 英国 .. .. 100 100 <2.5 <2.5 .. .. 8

17 ベルギー .. .. .. .. <2.5 <2.5 .. .. 8 c

18 ルクセンブルク .. .. 100 100 <2.5 <2.5 .. .. 8

19 ニュージーランド .. .. 97 .. <2.5 <2.5 .. .. 6

20 イタリア .. .. .. .. <2.5 <2.5 .. .. 6

21 香港 .. .. .. .. .. .. .. .. ..

22 ドイツ 100 100 100 100 <2.5 <2.5 .. .. 7

23 イスラエル .. .. 100 100 <2.5 <2.5 .. .. 8

24 ギリシャ .. .. .. .. <2.5 <2.5 .. .. 8

25 シンガポール 100 100 100 100 .. .. 3 4 8

26 韓国 .. .. .. 92 <2.5 <2.5 .. .. 4

27 スロベニア .. .. .. .. 3 d 3 .. .. 6

28 キプロス 100 100 100 100 <2.5 <2.5 .. .. ..

29 ポルトガル .. .. .. .. <2.5 <2.5 .. .. 8

30 ブルネイ .. .. .. .. 4 4 .. .. 10

31 バルバドス 100 100 100 100 <2.5 <2.5 6 c,e .. 11

32 チェコ 99 98 100 100 .. <2.5 1 c,e 3 7

33 クウェート .. .. .. .. 24 5 10 7 7

34 マルタ .. .. 100 100 <2.5 <2.5 .. .. 6

35 カタール 100 100 100 100 .. .. 6 c .. 10

36 ハンガリー .. 95 99 99 .. <2.5 2 c,e .. 9

37 ポーランド .. .. .. .. .. <2.5 .. .. 6

38 アルゼンチン 81 91 94 96 <2.5 3 4 8 8

39 アラブ首長国連邦 97 98 100 100 4 <2.5 14 c .. 15 c

40 チリ 84 91 90 95 8 4 1 3 6

41 バーレーン .. .. .. .. .. .. 9 c .. 8

42 スロバキア 99 99 100 100 4 d 7 .. .. 7

43 リトアニア .. .. .. .. 4 d <2.5 .. .. 4

44 エストニア 97 97 100 100 9 d <2.5 .. .. 4

45 ラトビア .. 78 99 99 3 d 3 .. .. 5

46 ウルグアイ 100 100 100 100 7 <2.5 5 c 14 8

47 クロアチア 100 100 100 100 16 d 7 1 .. 6

48 コスタリカ .. 92 .. 97 6 5 5 .. 7

49 バハマ 100 100 .. 97 9 8 .. .. 7

50 セーシェル .. .. 88 88 14 9 6 c,e .. ..

51 キューバ 98 98 .. 91 7 <2.5 4 10 5

52 メキシコ 58 79 82 97 5 5 8 16 8

53 ブルガリア 99 99 99 99 8 d 8 .. 9 10



HDIランク

MDG
 改善された衛生設備を
利用できる人口
（％）

MDG
改善された水源を
利用できる人口
（％）

MDG
栄養不良の人口

（全人口に占める割合）
（％）

MDG
同年齢の標準
よりも低体重
の子ども

（5歳未満児の％）

同年齢の標準
よりも低身長
の子ども

（5歳未満児の％）

出生時
低体重児
（％）

1990 2004 1990 2004 1990/92 a 2002/04 a 1996–2005 b 1996–2005 b 1998–2005 b
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54 セントクリストファー・ネーヴィス 95 95 100 100 13 10 .. .. 9

55 トンガ 96 96 100 100 .. .. .. .. 0

56 リビア 97 97 71 .. <2.5 <2.5 5 c .. 7 c

57 アンティグア・バーブーダ .. 95 .. 91 .. .. 10 c,e .. 8

58 オマーン 83 .. 80 .. .. .. 18 16 8

59 トリニダード・トバゴ　　 100 100 92 91 13 10 6 5 23

60 ルーマニア .. .. .. 57 .. <2.5 3 13 8

61 サウジアラビア .. .. 90 .. 4 4 14 .. 11 c

62 パナマ 71 73 90 90 21 23 8 22 10

63 マレーシア .. 94 98 99 3 3 11 20 9

64 ベラルーシ .. 84 100 100 .. 4 .. .. 5

65 モーリシャス .. 94 100 100 6 5 15 c .. 14

66 ボスニア・ヘルツェゴビナ .. 95 97 97 9 d 9 4 12 4

67 ロシア 87 87 94 97 4 d 3 3 c .. 6

68 アルバニア .. 91 96 96 5 d 6 14 39 5

69 マケドニア．旧ユーゴスラビア .. .. .. .. 15 d 5 6 1 6

70 ブラジル 71 75 83 90 12 7 6 .. 8

人間開発中位国
71 ドミニカ .. 84 .. 97 4 8 5 c,e .. 11

72 セントルシア .. 89 98 98 8 5 14 c,e .. 10

73 カザフスタン 72 72 87 86 .. 6 4 14 8

74 ベネズエラ .. 68 .. 83 11 18 5 17 9

75 コロンビア 82 86 92 93 17 13 7 16 9

76 ウクライナ .. 96 .. 96 .. <2.5 1 6 5

77 サモア 98 100 91 88 11 4 .. 9 4 c

78 タイ 80 99 95 99 30 22 18 c 16 9

79 ドミニカ共和国 52 78 84 95 27 29 5 12 11

80 ベリーズ .. 47 .. 91 7 4 6 c,e .. 6

81 中国 23 44 70 77 16 f 12 f 8 19 4

82 グレナダ 97 96 .. 95 9 7 .. .. 8

83 アルメニア .. 83 .. 92 52 d 24 4 18 7

84 トルコ 85 88 85 96 <2.5 3 4 19 16

85 スリナム .. 94 .. 92 13 8 13 15 13

86 ヨルダン 93 93 97 97 4 6 4 12 12

87 ペルー 52 63 74 83 42 12 8 31 11

88 レバノン .. 98 100 100 <2.5 3 4 6 6

89 エクアドル 63 89 73 94 8 6 12 29 16

90 フィリピン 57 72 87 85 26 18 28 34 20

91 チュニジア 75 85 81 93 <2.5 <2.5 4 16 7

92 フィジー 68 72 .. 47 10 5 8 c,e .. 10

93 セントビンセント・グレナディーン諸島 .. .. .. .. 22 10 .. .. 10

94 イラン 83 .. 92 94 4 4 11 20 7 c

95 パラグアイ 58 80 62 86 18 15 5 .. 9

96 グルジア 97 94 80 82 44 d 9 3 15 7

97 ガイアナ .. 70 .. 83 21 8 14 14 13

98 アゼルバイジャン .. .. 68 77 34 d 7 7 24 12

99 スリランカ 69 91 68 79 28 22 29 18 22

100 モルディブ .. 59 96 83 17 10 30 32 22

101 ジャマイカ 75 80 92 93 14 9 4 5 10

102 カーボヴェルデ .. 43 .. 80 .. .. 14 c,e .. 13

103 エルサルバドル 51 62 67 84 12 11 10 25 7

104 アルジェリア 88 92 94 85 5 4 10 22 7

105 ベトナム 36 61 65 85 31 16 27 43 9

106 パレスチナ占領地域 .. 73 .. 92 .. 16 5 .. 9



HDIランク

MDG
 改善された衛生設備を
利用できる人口
（％）

MDG
改善された水源を
利用できる人口
（％）

MDG
栄養不良の人口

（全人口に占める割合）
（％）

MDG
同年齢の標準
よりも低体重
の子ども

（5歳未満児の％）

同年齢の標準
よりも低身長
の子ども

（5歳未満児の％）

出生時
低体重児
（％）

1990 2004 1990 2004 1990/92 a 2002/04 a 1996–2005 b 1996–2005 b 1998–2005 b
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107 インドネシア 46 55 72 77 9 6 28 29 9

108 シリア 73 90 80 93 5 4 7 24 6

109 トルクメニスタン .. 62 .. 72 12 d 7 12 28 6

110 ニカラグア 45 47 70 79 30 27 10 25 12

111 モルドバ .. 68 .. 92 5 d 11 4 11 5

112 エジプト 54 70 94 98 4 4 6 24 12

113 ウズベキスタン 51 67 94 82 8 d 25 8 26 7

114 モンゴル .. 59 63 62 34 27 7 24 7

115 ホンジュラス 50 69 84 87 23 23 17 30 14

116 キルギス 60 59 78 77 21 d 4 11 33 7 c

117 ボリビア 33 46 72 85 28 23 8 33 7

118 グアテマラ 58 86 79 95 16 22 23 54 12

119 ガボン .. 36 .. 88 10 5 12 26 14

120 バヌアツ .. 50 60 60 12 11 20 c,e .. 6

121 南アフリカ 69 65 83 88 <2.5 <2.5 12 31 15

122 タジキスタン .. 51 .. 59 22 d 56 .. 42 15

123 サントメ・プリンシペ .. 25 .. 79 18 10 13 35 20

124 ボツワナ 38 42 93 95 23 32 13 29 10

125 ナミビア 24 25 57 87 34 24 24 30 14

126 モロッコ 56 73 75 81 6 6 10 23 15

127 赤道ギニア .. 53 .. 43 .. .. 19 43 13

128 インド 14 33 70 86 25 20 47 51 30

129 ソロモン諸島 .. 31 .. 70 33 21 21 c,e .. 13 c

130 ラオス .. 30 .. 51 29 19 40 48 14

131 カンボジア .. 17 .. 41 43 33 45 49 11

132 ミャンマー 24 77 57 78 10 5 32 41 15

133 ブータン .. 70 .. 62 .. .. 19 48 15

134 コモロ連合 32 33 93 86 47 60 25 47 25

135 ガーナ 15 18 55 75 37 11 22 36 16

136 パキスタン 37 59 83 91 24 24 38 42 19 c

137 モーリタニア 31 34 38 53 15 10 32 40 ..

138 レソト 37 37 .. 79 17 13 20 53 13

139 コンゴ共和国 .. 27 .. 58 54 33 15 31 ..

140 バングラデシュ 20 39 72 74 35 30 48 51 36

141 スワジランド .. 48 .. 62 14 22 10 37 9

142 ネパール 11 35 70 90 20 17 48 57 21

143 マダガスカル 14 34 40 50 35 38 42 53 17

144 カメルーン 48 51 50 66 33 26 18 35 13

145 パプアニューギニア 44 44 39 39 .. .. 35 c,e 44 11 c

146 ハイチ 24 30 47 54 65 46 17 28 21

147 スーダン 33 34 64 70 31 26 41 48 31

148 ケニア 40 43 45 61 39 31 20 36 10

149 ジブチ 79 82 72 73 53 24 27 29 16

150 東ティモール .. 36 .. 58 11 9 46 56 12

151 ジンバブエ 50 53 78 81 45 47 17 34 11

152 トーゴ 37 35 50 52 33 24 25 30 18

153 イエメン 32 43 71 67 34 38 46 60 32 c

154 ウガンダ 42 43 44 60 24 19 23 45 12

155 ガンビア .. 53 .. 82 22 29 17 24 17

人間開発低位国
156 セネガル 33 57 65 76 23 20 17 20 18

157 エリトリア 7 9 43 60 70 d 75 40 44 14

158 ナイジェリア 39 44 49 48 13 9 29 43 14

159 タンザニア 47 47 46 62 37 44 22 44 10



HDIランク

MDG
 改善された衛生設備を
利用できる人口
（％）

MDG
改善された水源を
利用できる人口
（％）

MDG
栄養不良の人口

（全人口に占める割合）
（％）

MDG
同年齢の標準
よりも低体重
の子ども

（5歳未満児の％）

同年齢の標準
よりも低身長
の子ども

（5歳未満児の％）

出生時
低体重児
（％）

1990 2004 1990 2004 1990/92 a 2002/04 a 1996–2005 b 1996–2005 b 1998–2005 b
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 注）
a. データは記載された年の平均値。
b. データは記載された期間で入手可能
な最新のもの。

c. データは記載されている年、または期
間以外のもので、標準的な定義とは
異なったり、あるいは国の一部のみ
のもの。

d. データは1993年から95年のもの。
e. UNICEF 2005．
f. 中国のデータには、香港、マカオ、
台湾が含まれる。

g. データは、独自のデータによる推計値。

出典）
第 1‐4 列：UNICEFとWHO の共同
作業に基づいたUN 2006aによる。
第 5列：および第 6列：FAO 2007a．
第 7列：および第 9列：UNICEF 2006．
第 8列：WHO 2007a．

160 ギニア 14 18 44 50 39 24 26 39 16

161 ルワンダ 37 42 59 74 43 33 23 48 9

162 アンゴラ 29 31 36 53 58 35 31 51 12

163 ベナン 12 33 63 67 20 12 23 39 16

164 マラウイ 47 61 40 73 50 35 22 53 16

165 ザンビア 44 55 50 58 48 46 20 53 12

166 コートジボワール 21 37 69 84 18 13 17 32 17

167 ブルンジ 44 36 69 79 48 66 45 63 16

168 コンゴ民主共和国　 16 30 43 46 31 74 31 44 12

169 エチオピア 3 13 23 22 69 d 46 38 51 15

170 チャド 7 9 19 42 58 35 37 45 22

171 中央アフリカ 23 27 52 75 50 44 24 45 14

172 モザンビーク 20 32 36 43 66 44 24 47 15

173 マリ 36 46 34 50 29 29 33 43 23

174 ニジェール 7 13 39 46 41 32 40 54 13

175 ギニアビサウ .. 35 .. 59 24 39 25 36 22

176 ブルキナファソ 7 13 38 61 21 15 38 43 19

177 シエラレオネ .. 39 .. 57 46 51 27 38 23

開発途上国 33 49 71 79 21 17 .. .. ..

　後発開発途上国 22 37 51 59 38 35 .. .. ..

　アラブ諸国 61 71 84 86 .. .. .. .. ..

　東アジア・太平洋諸国 30 50 72 79 17 12 .. .. ..

　ラテンアメリカ・カリブ海諸国 67 77 83 91 14 10 .. .. ..

　南アジア 18 37 72 85 25 21 .. .. ..

　サハラ以南アフリカ 32 37 48 55 36 32 .. .. ..

中・東欧およびCIS諸国 .. .. 93 94 .. .. .. .. ..

OECD諸国 94 96 97 99 .. .. .. .. ..

　高所得OECD諸国 100 100 100 100 .. .. .. .. ..

人間開発高位国 90 92 96 98 .. .. .. .. ..

人間開発中位国 30 48 73 82 20 16 .. .. ..

人間開発低位国 26 34 43 49 36 34 .. .. ..

高所得国 .. .. 100 100 .. .. .. .. ..

中所得国 46 61 78 84 14 11 .. .. ..

低所得国 21 38 64 76 28 24 .. .. ..

全世界 49 g 59 g 78 g 83 g 20 17 .. .. ..



HDIランク 調査年

医療従事者の
介助つき出産
（％）

1歳児の完全
予防接種率 a
（％）

同年齢の標準よりも
低身長の子ども
（5歳未満児％）

乳幼児死亡率 b

（出生1,000人当たり）
（％）

5歳未満死亡率 b

（出生1,000人当たり）
（％）

最貧層
 20%

最富裕層
 20%

最貧層
20%

最富裕層
 20%

最貧層
20%

最富裕層
 20%

最貧層
20%

最富裕層
 20%

最貧層
20%

最富裕層
 20%
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人間開発高位国
70 ブラジル 1996 72 99 57 74 23 2 83 29 99 33

人間開発中位国
73 カザフスタン 1999 99 99 69 62 c 15 8 68 42 82 45

75 コロンビア 2005 72 99 47 72 20 3 32 14 39 16

78 タイ d 2005–06 93 100 92 e 86 e 16 7 .. .. .. ..

79 ドミニカ共和国 1996 89 98 34 47 14 2 67 23 90 27

83 アルメニア 2005 96 100 59 e 51 c,e 15 8 41 14 52 23

84 トルコ 1998 53 98 28 70 29 4 68 30 85 33

86 ヨルダン 1997 91 99 21 17 14 5 35 23 42 25

87 ペルー 2004–05 34 100 65 e 73 e 46 4 46 6 63 11

90 フィリピン 2003 25 92 56 83 .. .. 42 19 66 21

95 パラグアイ 1990 41 98 20 53 23 3 43 16 57 20

105 ベトナム 2002 58 100 44 92 .. .. 39 14 53 16

107 インドネシア 1997 21 89 43 72 .. .. 78 23 109 29

109 トルクメニスタン 2000 97 98 85 78 25 17 89 58 106 70

110 ニカラグア 2001 78 99 64 71 35 5 50 16 64 19

111 モルドバ 2005 99 100 86 c,f 86 f 14 6 20 16 29 17

112 エジプト 2005 51 96 85 e 91 e 24 14 59 23 75 25

113 ウズベキスタン 1996 92 100 81 78 40 31 54 46 70 50

116 キルギス 1997 96 100 69 73 34 14 83 46 96 49

117 ボリビア 2003 27 98 48 e 57 e 42 5 72 g 27 g 105 g 32 g

118 グアテマラ 1998–99 9 92 66 56 65 8 58 39 78 39

119 ガボン 2000 67 97 6 24 33 12 57 36 93 55

121 南アフリカ 1998 68 98 51 70 .. .. 62 17 87 22

122 タジキスタン d,h 2006 69 91 .. .. 32 21 .. .. .. ..

125 ナミビア 2000 55 97 60 68 27 15 36 23 55 31

126 モロッコ 2003–04 30 95 81 e 97 e 29 10 62 24 78 26

128 インド 1998–99 16 84 21 64 58 27 97 38 141 46

131 カンボジア 2005 21 90 56 e 76 e 47 19 101 34 127 43

134 コモロ連合 1996 26 85 40 82 45 23 87 65 129 87 i

135 ガーナ d,h 2006 .. .. 62 e 86 e 31 7 75 64 118 100

136 パキスタン 1990 5 55 23 55 61 33 89 63 125 74

137 モーリタニア 2000–01 15 93 16 45 39 23 61 62 98 79

138 レソト 2004 34 83 66 e 69 e 47 25 88 70 114 82

139 コンゴ 2005 70 98 29 e 73 e 32 20 91 56 135 85

140 バングラデシュ 2004 3 40 57 e 87 e 54 25 90 65 121 72

142 ネパール 2001 4 45 54 82 62 36 86 53 130 68

143 マダガスカル 2003–04 30 94 32 80 51 38 87 33 142 49

144 カメルーン 2004 29 94 36 60 41 12 101 51 189 88

146 ハイチ 2005–06 6 68 34 56 34 5 78 45 125 55

148 ケニア 2003 17 75 40 f 65 f 38 19 96 62 149 91

151 ジンバブエ 1999 57 94 64 64 33 19 59 44 100 62

152 トーゴ 1998 25 91 22 52 29 11 84 66 168 97

153 イエメン 1997 7 50 8 56 58 35 109 60 163 73

154 ウガンダ 2000–01 20 77 27 43 43 25 106 60 192 106



HDIランク 調査年

医療従事者の
介助つき出産
（％）

1歳児の完全
予防接種率 a
（％）

同年齢の標準よりも
低身長の子ども
（5歳未満児％）

乳幼児死亡率 b

（出生1,000人当たり）
（％）

5歳未満死亡率 b

（出生1,000人当たり）
（％）

最貧層
 20%

最富裕層
 20%

最貧層
20%

最富裕層
 20%

最貧層
20%

最富裕層
 20%

最貧層
20%

最富裕層
 20%

最貧層
20%

最富裕層
 20%
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母子保健の不平等

 注）
この指標表は、1990 年以来行われ
ている「人口動態・保険調査」をも
とにした途上国のデータを示してい
る。最貧層および最富裕層各20％
は、収入または消費ではなく、資産
あるいは財産に関する社会的・経済
的位置づけによって定義される。詳
細 は Marco International 2007b．
参照。

a. 結核、はしか、おたふく風邪、風疹
の3 種混合の予防接種、ジフテリア、

百日咳、破傷風 (DPT) のワクチンを
含む。

b. 調査年前10 年間の出生数をもとに
している。

c. 数字は、ランダムな50 以下の事例
をもとにしている。

d. データはUNICEF 2007b．による。
e. 結核、はしか、おたふく風邪、風疹
の3 種混合の予防接種、ジフテリア、
百日咳、破傷風 (DPT) のワクチン、
5 種混合ワクチン、ポリオ・ワクチン
を含む。

f. データは、複数指標クラスター調査
（MICS）の予備調査による。
g. 結核、はしか、おたふく風邪、風疹
の3 種混合の予防接種、ジフテリア、
百日咳、破傷風 (DPT) のワクチンを
含む。

h. 調査年に先立つ５年間に関連する
データ。

i. 事例数が限られているため、サンプ
リングに大きな誤差が生じる。

出典）
すべての列：とくに記載がない限り、
Marco International 2007a と 2007b
による。

人間開発低位国
156 セネガル 2005 20 89 59 65 26 6 89 41 183 64

157 エリトリア 2002 7 81 74 91 45 18 48 38 100 65

158 ナイジェリア 2003 12 84 3 40 49 18 133 52 257 79

159 タンザニア 1999 29 83 53 78 50 23 115 92 160 135

160 ギニア 2005 15 87 29 45 41 22 127 68 217 113

161 ルワンダ 2005 27 66 74 74 55 30 114 73 211 122

163 ベナン 2001 50 99 49 73 35 18 112 50 198 93

164 マラウイ d,h 2000 43 83 65 81 26 23 132 86 231 149

165 ザンビア 2001–02 20 91 64 80 54 32 115 57 192 92

166 コートジボワール　 2005 27 88 .. .. .. .. 93 79 150 100

169 エチオピア 2005 1 27 14 36 48 35 80 60 130 92

170 チャド 2004 4 55 1 24 51 32 109 101 176 187

171 中央アフリカ 1994–95 14 82 18 64 42 25 132 54 193 98

172 モザンビーク 2003 25 89 45 90 49 20 143 71 196 108

173 マリ 2001 8 82 20 56 45 20 137 90 248 148

174 ニジェール 2006 21 71 20 48 54 37 91 67 206 157

176 ブルキナファソ 2003 39 91 34 61 46 21 97 78 206 144

177 シエラレオネ d,h 2005 27 83 .. .. 44 26 159 108 268 179
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MDG
最近のハイリスク
な性行為における
 コンドームの使用率 b

（15‐24歳の％）

MDG MDG

喫煙率
（成人者の割合：％） f

マラリア対策

HIV感染率 a

（15‐49歳
の％）

殺虫剤
処理した
蚊帳の
使用率

熱が出たときの
抗マラリア剤
での治療率

HDIランク

感染率 c

（10万人
当たり）

DOTSで
検知 d

（％）

DOTSで
治療 e

（％）（５歳未満児の割合：％）女性
1999–2005 g

男性
1999–2005 g

女性 男性
2005 1999–2005 g 1999–2005 g 2005 2005 2004 2002–04 g 2002–04 g

    MDG MDG MDG
結核患者
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地球規模の保健医療のおもな危機と課題

人間開発高位国
1 アイスランド 0.2 [0.1–0.3] .. .. .. .. 2 53 50 20 25

2 ノルウェー 0.1 [0.1–0.2] .. .. .. .. 4 44 89 25 27

3 オーストラリア 0.1 [<0.2] .. .. .. .. 6 42 85 16 19

4 カナダ 0.3 [0.2–0.5] .. .. .. .. 4 64 62 17 22

5 アイルランド 0.2 [0.1–0.4] .. .. .. .. 10 0 .. 26 28

6 スウェーデン 0.2 [0.1–0.3] .. .. .. .. 5 56 64 18 17

7 スイス 0.4 [0.3–0.8] .. .. .. .. 6 0 .. 23 27

8 日本 <0.1 [<0.2] .. .. .. .. 38 57 57 15 47

9 オランダ 0.2 [0.1–0.4] .. .. .. .. 5 47 83 28 36

10 フランス 0.4 [0.3–0.8] .. .. .. .. 10 0 h .. 21 30

11 フィンランド 0.1 [<0.2] .. .. .. .. 5 0 h .. 19 26

12 米国 0.6 [0.4–1.0] .. .. .. .. 3 85 61 19 24

13 スペイン 0.6 [0.4–1.0] .. .. .. .. 22 0 .. 25 h 39 h

14 デンマーク 0.2 [0.1–0.4] .. .. .. .. 6 71 88 25 31

15 オーストリア 0.3 [0.2–0.5] .. .. .. .. 9 56 69 .. ..

16 英国 0.2 [0.1–0.4] .. .. .. .. 11 0 .. 25 27

17 ベルギー 0.3 [0.2–0.5] .. .. .. .. 10 64 72 25 30

18 ルクセンブルク 0.2 [0.1–0.4] .. .. .. .. 9 59 .. 26 39

19 ニュージーランド 0.1 [<0.2] .. .. .. .. 9 51 66 22 24

20 イタリア 0.5 [0.3–0.9] .. .. .. .. 5 72 95 h 17 31

21 香港 .. .. .. .. .. 77 i 55 h,i 78 h,i 4 h 22 h

22 ドイツ 0.1 [0.1–0.2] .. .. .. .. 6 52 68 28 37

23 イスラエル   [<0.2] .. .. .. .. 6 42 80 18 32

24 ギリシャ 0.2 [0.1–0.3] .. .. .. .. 15 0 .. 29 h 47 h

25 シンガポール 0.3 [0.2–0.7] .. .. .. .. 28 100 81 4 h 24 h

26 韓国 <0.1 [<0.2] .. .. .. .. 135 18 80 .. ..

27 スロベニア <0.1 [<0.2] .. .. .. .. 15 84 90 20 h 28 h

28 キプロス   [<0.2] .. .. .. .. 5 57 20 .. ..

29 ポルトガル 0.4 [0.3–0.9] .. .. .. .. 25 85 84 .. ..

30 ブルネイ <0.1 [<0.2] .. .. .. .. 63 112 71 .. ..

31 バルバドス 1.5 [0.8–2.5] .. .. .. .. 12 135 h 100 h .. ..

32 チェコ 0.1 [<0.2] .. .. .. .. 11 65 73 20 31

33 クウェート   [<0.2] .. .. .. .. 28 66 63 .. ..

34 マルタ 0.1 [0.1–0.2] .. .. .. .. 4 50 100 18 30

35 カタール   [<0.2] .. .. .. .. 65 47 78 .. ..

36 ハンガリー 0.1 [<0.2] .. .. .. .. 25 43 54 28 41

37 ポーランド 0.1 [0.1–0.2] .. .. .. .. 29 62 79 25 40

38 アルゼンチン 0.6 [0.3–1.9] .. .. .. .. 51 67 58 25 32

39 アラブ首長国連邦  [<0.2] .. .. .. .. 24 19 70 1 17

40 チリ 0.3 [0.2–1.2] .. .. .. .. 16 112 83 37 48

41 バーレーン  [<0.2] .. .. .. .. 43 77 82 3 h 15 h

42 スロバキア <0.1 [<0.2] .. .. .. .. 20 39 88 .. ..

43 リトアニア 0.2 [0.1–0.6] .. .. .. .. 63 100 72 13 44

44 エストニア 1.3 [0.6–4.3] .. .. .. .. 46 64 71 18 45

45 ラトビア 0.8 [0.5–1.3] .. .. .. .. 66 83 73 19 51

46 ウルグアイ 0.5 [0.2–6.1] .. .. .. .. 33 83 86 h 24 35

47 クロアチア <0.1 [<0.2] .. .. .. .. 65 0 h .. 27 h 34 h

48 コスタリカ 0.3 [0.1–3.6] .. .. .. .. 17 118 94 h 10 h 29 h

49 バハマ 3.3 [1.3–4.5] .. .. .. .. 49 67 h 62 h .. ..

50 セーシェル .. .. .. .. .. 56 65 92 .. ..

51 キューバ 0.1 [<0.2] .. .. .. .. 11 98 93 .. ..

52 メキシコ 0.3 [0.2–0.7] .. .. .. .. 27 110 82 5 13

53 ブルガリア <0.1 [<0.2] .. .. .. .. 41 90 80 23 h 44 h
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54 セントクリストファー・ネーヴィス .. .. .. .. .. 17 0 50 h .. ..

55 トンガ .. .. .. .. .. 32 96 83 h 11 h 53 h

56 リビア   [<0.2] .. .. .. .. 18 178 64 .. ..

57 アンティグア・バーブーダ .. .. .. .. .. 9 246 100 .. ..

58 オマーン   [<0.2] .. .. .. .. 11 108 90 .. ..

59 トリニダード・トバゴ　　 2.6 [1.4–4.2] .. .. .. .. 13 .. .. .. ..

60 ルーマニア <0.1 [<0.2] .. .. .. .. 146 82 82 10 h 32 h

61 サウジアラビア   [<0.2] .. .. .. .. 58 38 82 8 h 19 h

62 パナマ 0.9 [0.5–3.7] .. .. .. .. 46 131 78 .. ..

63 マレーシア 0.5 [0.2–1.5] .. .. .. .. 131 73 56 2 43

64 ベラルーシ 0.3 [0.2–0.8] .. .. .. .. 70 46 74 7 53

65 モーリシャス 0.6 [0.3–1.8] .. .. .. .. 132 32 89 1 32

66 ボスニア・ヘルツェゴビナ <0.1 [<0.2] .. .. .. .. 57 71 98 30 49

67 ロシア 1.1 [0.7–1.8] .. .. .. .. 150 30 59 16 h 60 h

68 アルバニア   [<0.2] .. .. .. .. 28 25 78 18 h 60 h

69 マケドニア．旧ユーゴスラビア <0.1 [<0.2] .. .. .. .. 33 66 84 .. ..

70 ブラジル 0.5 [0.3–1.6] .. .. .. .. 76 53 81 14 22

人間開発中位国
71 ドミニカ .. .. .. .. .. 24 35 h 100 h .. ..

72 セントルシア .. .. .. .. .. 22 92 64 .. ..

73 カザフスタン 0.1 [0.1–3.2] 32 65 .. .. 155 72 72 9 h 65 h

74 ベネズエラ 0.7 [0.3–8.9] .. .. .. .. 52 73 81 .. ..

75 コロンビア 0.6 [0.3–2.5] 30 .. 1 j .. 66 26 85 .. ..

76 ウクライナ 1.4 [0.8–4.3] .. .. .. .. 120 .. .. 11 h 53 h

77 サモア .. .. .. .. .. 27 66 100 .. ..

78 タイ 1.4 [0.7–2.1] .. .. .. .. 204 73 74 3 h 49 h

79 ドミニカ共和国 1.1 [0.9–1.3] 29 52 .. .. 116 76 80 11 16

80 ベリーズ 2.5 [1.4–4.0]  .. .. .. 55 102 60 .. ..

81 中国 0.1 [<0.2] .. .. .. .. 208 80 94 4 k 67 k

82 グレナダ .. .. .. .. .. 8 .. .. .. ..

83 アルメニア 0.1 [0.1–0.6] .. 44 .. .. 79 60 71 2 h 62 h

84 トルコ   [<0.2] .. .. .. .. 44 3 91 18 49

85 スリナム 1.9 [1.1–3.1] .. .. 3 .. 99 .. .. .. ..

86 ヨルダン   [<0.2] .. .. .. .. 6 63 85 8 51

87 ペルー 0.6 [0.3–1.7] 19 .. .. .. 206 86 90 .. ..

88 レバノン 0.1 [0.1–0.5] .. .. .. .. 12 74 90 31 42

89 エクアドル 0.3 [0.1–3.5] .. .. .. .. 202 28 85 .. ..

90 フィリピン <0.1 [<0.2] .. .. .. .. 450 75 87 8 41

91 チュニジア 0.1 [0.1–0.3] .. .. .. .. 28 82 90 2 50

92 フィジー 0.1 [0.1–0.4] .. .. .. .. 30 72 86 h 4 26

93 セントビンセント・グレナディーン諸島 .. .. .. .. .. 42 39 86 .. ..

94 イラン 0.2 [0.1–0.4] .. .. .. .. 30 64 84 2 h 22 h

95 パラグアイ 0.4 [0.2–4.6] .. .. .. .. 100 33 83 7 23

96 グルジア 0.2 [0.1–2.7] .. .. .. .. 86 91 68 6 h 53 h

97 ガイアナ 2.4 [1.0–4.9] .. .. 6 3 194 40 72 .. ..

98 アゼルバイジャン 0.1 [0.1–0.4] .. .. 1 1 85 55 60 1 h ..

99 スリランカ <0.1 [<0.2] .. .. .. .. 80 86 85 2 23

100 モルディブ   [<0.2] .. .. .. .. 53 94 95 16 h 37 h

101 ジャマイカ 1.5 [0.8–2.4] .. .. .. .. 10 61 46 .. ..

102 カーボヴェルデ .. .. .. .. .. 327 34 71 .. ..

103 エルサルバドル 0.9 [0.5–3.8] .. .. .. .. 68 67 90 15 h 42 h

104 アルジェリア 0.1  [<0.2] .. .. .. .. 55 106 91 (.) 32

105 ベトナム 0.5 [0.3–0.9] .. 68 16 7 235 84 93 2 35

106 パレスチナ占領地域 .. .. .. .. .. 36 1 h,i 80 h,i .. ..
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107 インドネシア 0.1 [0.1–0.2] .. .. 26 1 262 66 90 3 h 58 h

108 シリア  [<0.2] .. .. .. .. 46 42 86 .. ..

109 トルクメニスタン <0.1 [<0.2] .. .. .. .. 90 43 86 .. ..

110 ニカラグア 0.2 [0.1–0.6] 17 .. .. 2 74 88 87 5 h ..

111 モルドバ 1.1 [0.6–2.6] 44 63 .. .. 149 65 62 2 34

112 エジプト <0.1 [<0.2] .. .. .. .. 32 63 70 18 h 40 h

113 ウズベキスタン 0.2 [0.1–0.7] .. 50 .. .. 139 39 78 1 24

114 モンゴル <0.1 [<0.2] .. .. .. .. 206 82 88 26 h 68 h

115 ホンジュラス 1.5 [0.8–2.4] .. .. .. .. 99 82 85 .. ..

116 キルギス 0.1 [0.1–1.7] .. .. .. .. 133 67 85 5 h 51 h

117 ボリビア 0.1 [0.1–0.3] 20 37 .. .. 280 72 80 .. ..

118 グアテマラ 0.9 [0.5–2.7] .. .. 1 .. 110 55 85 2 h 21 h

119 ガボン 7.9 [5.1–11.5] 33 48 .. .. 385 57 40 .. ..

120 バヌアツ .. .. .. .. .. 84 61 90 .. ..

121 南アフリカ 18.8 [16.8–20.7] 20 j .. .. .. 511 103 70 8 23

122 タジキスタン 0.1 [0.1–1.7] .. .. 2 69 297 22 84 .. ..

123 サントメ・プリンシペ .. .. .. .. 61 258 .. .. .. ..

124 ボツワナ 24.1 [23.0–32.0] 75 88 .. .. 556 69 65 .. ..

125 ナミビア 19.6 [8.6–31.7] 48 69 3 14 577 90 68 10 23

126 モロッコ 0.1 [0.1–0.4] .. .. .. .. 73 101 87 (.) 29

127 赤道ギニア 3.2 [2.6–3.8] .. .. 1 49 355 81 h 51 h .. ..

128 インド 0.9 [0.5–1.5] 51 59 .. 12 299 61 86 17 47

129 ソロモン諸島 .. .. .. .. .. 201 55 87 .. ..

130 ラオス 0.1 [0.1–0.4] .. .. 18 9 306 68 86 13 59

131 カンボジア 1.6 [0.9–2.6] .. .. .. .. 703 66 91 .. ..

132 ミャンマー 1.3 [0.7–2.0] .. .. .. .. 170 95 84 12 36

133 ブータン <0.1 [<0.2] .. .. .. .. 174 31 83 .. ..

134 コモロ連合 <0.1 [<0.2] .. .. 9 63 89 49 94 .. ..

135 ガーナ 2.3 [1.9–2.6] 33 52 4 63 380 37 72 1 7

136 パキスタン 0.1 [0.1–0.2] .. .. .. .. 297 37 82 .. ..

137 モーリタニア 0.7 [0.4–2.8] .. .. 2 33 590 28 22 .. ..

138 レソト 23.2 [21.9–24.7] 50 48 .. .. 588 85 69 .. ..

139 コンゴ共和国 5.3 [3.3–7.5] 20 38 .. .. 449 57 63 .. ..

140 バングラデシュ <0.1  [<0.2] .. .. .. .. 406 59 90 27 55

141 スワジランド 33.4 [21.2–45.3] .. .. 0 26 1,211 42 50 3 11

142 ネパール 0.5 [0.3–1.3] .. .. .. .. 244 67 87 24 49

143 マダガスカル 0.5 [0.2–1.2] 5 12 .. 34 396 67 71 .. ..

144 カメルーン 5.4 [4.9–5.9] 46 57 1 53 206 106 71 .. ..

145 パプアニューギニア 1.8 [0.9–4.4] .. .. .. .. 475 21 65 .. ..

146 ハイチ 3.8 [2.2–5.4] 19 30 .. 12 405 57 80 6 k 15 k

147 スーダン 1.6 [0.8–2.7] .. .. 0 50 400 35 77 .. ..

148 ケニア 6.1 [5.2–7.0] 25 47 5 27 936 43 80 1 21

149 ジブチ 3.1 [0.8–6.9] .. .. .. .. 1,161 42 80 .. ..

150 東ティモール   [<0.2] .. .. 8 j 19 713 44 80 .. ..

151 ジンバブエ 20.1 [13.3–27.6] 42 69 .. .. 631 41 54 2 20

152 トーゴ 3.2  [1.9–4.7] 22 j 54 j 54 60 753 18 67 .. ..

153 イエメン   [<0.2] .. .. .. .. 136 41 82 .. ..

154 ウガンダ 6.7 [5.7–7.6] 53 55 0 .. 559 45 70 3 h 25 h

155 ガンビア 2.4 [1.2–4.1] .. .. 15 55 352 69 86 .. ..

人間開発低位国
156 セネガル 0.9 [0.4–1.5] 36 52 14 29 466 51 74 .. ..

157 エリトリア 2.4 [1.3–3.9] .. .. 4 4 515 13 85 .. ..

158 ナイジェリア 3.9 [2.3–5.6] 24 46 1 34 536 22 73 1 ..

159 タンザニア 6.5 [5.8–7.2] 42 47 16 58 496 45 81 .. ..
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 注）
a. データは国連エイズ合同計画（UN-
AIDS）が開発した推計モデルにも
とづく感染率と推計範囲である。範
囲推計値は [　]で記されている。

b. データの制約があるため、国同士の
比較には注意が必要である。また国
によっては国の一部のものか、標準
的な定義と異なるものがある。

c. データは、結核と診断されたすべて
の患者をもとにしている。

d. 国際的に推奨されている結核対策戦
略である直接監視下短期科学療法
（DOTS）によって、新たに結核と診
断された年間患者数を、新規結核患

者の年間推計で割ったもの。また慢
性的な患者の報告遅れや、過重報告、
過剰診断などから地域の診断率が高
くなったり、実際より低い感染症推
計になったりすることから、数値は
100を超えることもある。（WHO 
2007b）

e. データは、DOTS患者診断と治療戦
略によって、結核治療のために登録
され、治療により完治した新規結核
感染者の割合。

f. 年齢層は国によって異なるが、多く
の場合、18 歳以上か15 歳以上で
ある。

g. データは記載された期間内で、入手

可能な最新のもの。
h. データは2005 年のもの。

出典）
第１列：UNAIDS 2006.
第 2‐5 列：UNICEF 2006.
第 6‐8 列：WHO 2007a.
第 9 および第 10 列：Tabacco Atlas, 
2nd edition にもとづくWorld Bank 
2007b.

160 ギニア 1.5 [1.2–1.8] 17 32 4 56 431 56 72 .. ..

161 ルワンダ 3.1 [2.9–3.2] 26 40 5 13 673 29 77 .. ..

162 アンゴラ 3.7 [2.3–5.3] .. .. 2 63 333 85 68 .. ..

163 ベナン 1.8 [1.2–2.5] 19 34 7 60 144 83 83 .. ..

164 マラウイ 14.1 [6.9–21.4] 35 47 15 28 518 39 71 5 21

165 ザンビア 17.0 [15.9–18.1] 35 40 7 52 618 52 83 1 16

166 コートジボワール 7.1 [4.3–9.7] 25 j 56 j 4 58 659 38 71 .. ..

167 ブルンジ 3.3 [2.7–3.8] .. .. 1 31 602 30 78 .. ..

168 コンゴ民主共和国　 3.2 [1.8–4.9] .. .. 1 45 541 72 85 .. ..

169 エチオピア  [0.9–3.5] 17 30 1 3 546 33 79 (.) 6

170 チャド 3.5 [1.7–6.0] 17 25 1 j 44 495 22 69 .. ..

171 中央アフリカ 10.7 [4.5–17.2] .. .. 2 69 483 40 91 .. ..

172 モザンビーク 16.1 [12.5–20.0] 29 33 .. 15 597 49 77 .. ..

173 マリ 1.7 [1.3–2.1] 14 30 8 38 578 21 71 .. ..

174 ニジェール 1.1 [0.5–1.9] 7 j 30 j 6 48 294 50 61 .. ..

175 ギニアビサウ 3.8 [2.1–6.0] .. .. 7 58 293 79 75 .. ..

176 ブルキナファソ 2.0 [1.5–2.5] 54 67 2 50 461 18 67 .. ..

177 シエラレオネ 1.6 [0.9–2.4] .. .. 2 61 905 37 82 .. ..
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生存状況：前進と後退

人間開発高位国
1 アイスランド 74.3 81.0 13 2 14 3 92.4 88.7 .. 4

2 ノルウェー 74.4 79.3 13 3 15 4 91.7 85.1 6 7

3 オーストラリア 71.7 80.4 17 5 20 6 92.2 86.2 .. 4

4 カナダ 73.2 79.8 19 5 23 6 91.0 84.9 .. 7

5 アイルランド 71.3 77.8 20 5 27 6 90.0 83.2 6 1

6 スウェーデン 74.7 80.1 11 3 15 4 92.3 87.0 5 3

7 スイス 73.8 80.7 15 4 18 5 92.6 86.1 5 5

8 日本 73.3 81.9 14 3 21 4 93.8 86.1 8 6

9 オランダ 74.0 78.7 13 4 15 5 90.4 84.4 7 6

10 フランス 72.4 79.6 18 4 24 5 92.2 82.1 10 8

11 フィンランド 70.7 78.4 13 3 16 4 91.8 81.0 6 7

12 米国 71.5 77.4 20 6 26 7 87.0 79.4 8 11

13 スペイン 72.9 80.0 27 4 34 5 93.5 83.9 6 4

14 デンマーク 73.6 77.3 14 4 19 5 87.4 81.3 10 3

15 オーストリア 70.6 78.9 26 4 33 5 91.9 82.4 .. 4

16 英国 72.0 78.5 18 5 23 6 89.6 83.7 7 8

17 ベルギー 71.6 78.2 21 4 29 5 91.0 81.9 .. 8

18 ルクセンブルク 70.6 78.2 19 4 26 5 90.8 82.4 0 12

19 ニュージーランド 71.7 79.2 17 5 20 6 90.0 84.9 15 9

20 イタリア 72.1 79.9 30 4 33 4 92.5 84.6 7 3

21 香港 72.0 81.5 .. .. .. .. 93.6 86.3 .. ..

22 ドイツ 71.0 78.7 22 4 26 5 91.0 82.9 8 4

23 イスラエル 71.6 79.7 24 5 27 6 92.3 85.8 5 4

24 ギリシャ 72.3 78.3 38 4 54 5 91.3 83.7 1 3

25 シンガポール 69.5 78.8 22 3 27 3 90.8 84.4 6 14

26 韓国 62.6 77.0 43 5 54 5 90.8 78.6 20 14

27 スロベニア 69.8 76.8 25 3 29 4 90.1 77.6 17 6

28 キプロス 71.4 79.0 29 4 33 5 92.3 86.1 0 10

29 ポルトガル 68.0 77.2 53 4 62 5 90.9 81.0 8 11

30 ブルネイ 68.3 76.3 58 8 78 9 87.7 84.5 0 41

31 バルバドス 69.4 76.0 40 11 54 12 88.3 79.0 0 16

32 チェコ 70.1 75.4 21 3 24 4 89.0 75.3 4 4

33 クウェート 67.7 76.9 49 9 59 11 88.9 83.8 5 4

34 マルタ 70.6 78.6 25 5 32 6 90.4 86.0 .. 8

35 カタール 62.1 74.3 45 18 65 21 80.1 78.7 10 12

36 ハンガリー 69.3 72.4 36 7 39 8 84.4 64.4 7 6

37 ポーランド 70.5 74.6 32 6 36 7 88.0 69.7 4 8

38 アルゼンチン 67.1 74.3 59 15 71 18 85.6 72.5 40 77

39 アラブ首長国連邦 62.2 77.8 63 8 84 9 90.2 85.3 3 37

40 チリ 63.4 77.9 78 8 98 10 88.6 79.1 17 16

41 バーレーン 63.3 74.8 55 9 82 11 85.9 80.2 46 32

42 スロバキア 70.0 73.8 25 7 29 8 87.3 68.9 4 6

43 リトアニア 71.3 72.1 23 7 28 9 85.6 60.0 3 11

44 エストニア 70.5 70.9 21 6 26 7 84.3 57.2 8 25

45 ラトビア 70.1 71.3 21 9 26 11 84.8 60.0 14 10

46 ウルグアイ 68.7 75.3 48 14 57 15 87.1 74.4 26 20

47 クロアチア 69.6 74.9 34 6 42 7 88.5 73.4 8 7

48 コスタリカ 67.8 78.1 62 11 83 12 88.6 81.0 36 30

49 バハマ 66.5 71.1 38 13 49 15 75.9 65.2 .. 16

50 セーシェル .. .. 46 12 59 13 .. .. 57 ..

51 キューバ 70.7 77.2 34 6 43 7 86.8 80.6 37 45

52 メキシコ 62.4 74.9 79 22 110 27 84.5 76.2 63 60

53 ブルガリア 71.0 72.4 28 12 32 15 85.3 68.3 6 11
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54 セントクリストファー・ネーヴィス .. .. .. 18 .. 20 .. .. 250 ..

55 トンガ 65.6 72.3 40 20 50 24 78.2 73.8 .. ..

56 リビア 52.8 72.7 105 18 160 19 82.1 72.2 77 97

57 アンティグア・バーブーダ .. .. .. 11 .. 12 .. .. 65 ..

58 オマーン 52.1 74.2 126 10 200 12 84.9 79.5 23 64

59 トリニダード・トバゴ　　 65.9 69.0 49 17 57 19 72.1 63.8 45 45

60 ルーマニア 69.2 71.3 46 16 57 19 83.7 66.3 17 24

61 サウジアラビア 53.9 71.6 118 21 185 26 82.0 73.7 .. 18

62 パナマ 66.2 74.7 46 19 68 24 85.9 77.4 40 83

63 マレーシア 63.0 73.0 46 10 70 12 83.1 72.9 30 62

64 ベラルーシ 71.5 68.4 31 10 37 12 81.3 50.7 17 18

65 モーリシャス 62.9 72.0 64 13 86 15 80.9 66.4 22 15

66 ボスニア・ヘルツェゴビナ 67.5 74.1 60 13 82 15 85.3 74.4 8 3

67 ロシア 69.0 64.8 29 14 36 18 76.0 42.1 32 28

68 アルバニア 67.7 75.7 78 16 109 18 89.5 79.7 17 92

69 マケドニア．旧ユーゴスラビア 67.5 73.4 85 15 119 17 84.3 75.3 21 10

70 ブラジル 59.5 71.0 95 31 135 33 78.5 64.2 72 110

人間開発中位国
71 ドミニカ .. .. .. 13 .. 15 .. .. 67 ..

72 セントルシア 65.3 72.5 .. 12 .. 14 78.2 72.3 35 ..

73 カザフスタン 63.1 64.9 .. 63 .. 73 73.7 45.8 42 140

74 ベネズエラ 65.7 72.8 48 18 62 21 82.6 71.9 58 57

75 コロンビア 61.6 71.7 68 17 105 21 81.8 69.0 84 120

76 ウクライナ 70.1 67.6 22 13 27 17 79.5 50.4 13 18

77 サモア 56.1 70.0 73 24 101 29 78.6 65.1 .. ..

78 タイ 60.4 68.6 74 18 102 21 75.5 57.8 24 110

79 ドミニカ共和国 59.6 70.8 91 26 127 31 76.7 65.7 180 150

80 ベリーズ 67.6 75.6 .. 15 .. 17 86.8 77.3 140 52

81 中国 63.2 f 72.0 f 85 23 120 27 80.9 f 73.8 f 51 45

82 グレナダ 64.6 67.7 .. 17 .. 21 73.8 67.0 1 ..

83 アルメニア 70.8 71.4 .. 26 .. 29 81.9 66.9 22 39

84 トルコ 57.0 70.8 150 26 201 29 82.3 71.9 130 g 44

85 スリナム 64.0 69.1 .. 30 .. 39 76.9 63.3 150 72

86 ヨルダン 56.5 71.3 77 22 107 26 78.2 70.9 41 62

87 ペルー 55.4 69.9 119 23 174 27 77.5 68.0 190 240

88 レバノン 65.4 71.0 45 27 54 30 80.6 72.1 100 g 150

89 エクアドル 58.8 74.2 87 22 140 25 84.0 74.0 80 110

90 フィリピン 58.1 70.3 56 25 90 33 79.3 70.7 170 230

91 チュニジア 55.6 73.0 135 20 201 24 85.3 76.5 69 100

92 フィジー 60.6 67.8 50 16 65 18 72.9 62.0 38 210

93 セントビンセント・グレナディーン諸島 61.6 70.6 .. 17 .. 20 79.9 71.3 93 ..

94 イラン 55.2 69.5 122 31 191 36 78.3 71.1 37 140

95 パラグアイ 65.8 70.8 58 20 78 23 77.7 70.8 180 150

96 グルジア 68.2 70.5 .. 41 .. 45 83.0 66.1 52 66

97 ガイアナ 60.0 63.6 .. 47 .. 63 66.8 55.0 120 470

98 アゼルバイジャン 65.6 66.8 .. 74 .. 89 76.0 61.2 19 82

99 スリランカ 65.0 70.8 65 12 100 14 81.3 62.8 43 58

100 モルディブ 51.4 65.6 157 33 255 42 67.7 66.2 140 120

101 ジャマイカ 69.0 72.0 49 17 64 20 78.3 69.1 110 26

102 カーボヴェルデ 57.5 70.2 .. 26 .. 35 80.3 68.3 76 210

103 エルサルバドル 58.2 70.7 111 23 162 27 78.5 68.3 170 170

104 アルジェリア 54.5 71.0 143 34 220 39 78.9 75.9 120 180

105 ベトナム 50.3 73.0 55 16 87 19 82.7 76.0 170 150

106 パレスチナ占領地域 56.5 72.4 .. 21 .. 23 81.8 75.5 .. ..
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107 インドネシア 49.2 68.6 104 28 172 36 75.8 68.1 310 420

108 シリア 57.3 73.1 90 14 123 15 83.6 76.4 65 130

109 トルクメニスタン 59.1 62.4 .. 81 .. 104 70.8 52.1 14 130

110 ニカラグア 55.2 70.8 113 30 165 37 77.3 67.0 83 170

111 モルドバ 64.8 67.9 53 14 70 16 75.5 56.7 22 22

112 エジプト 51.1 69.8 157 28 235 33 80.2 70.4 84 130

113 ウズベキスタン 63.6 66.5 83 57 101 68 73.3 60.0 30 24

114 モンゴル 53.8 65.0 .. 39 .. 49 68.0 55.3 93 46

115 ホンジュラス 53.9 68.6 116 31 170 40 76.6 62.1 110 280

116 キルギス 61.2 65.3 104 58 130 67 74.4 56.3 49 150

117 ボリビア 46.7 63.9 147 52 243 65 69.0 61.0 30 290

118 グアテマラ 53.7 69.0 115 32 168 43 77.6 65.4 150 290

119 ガボン 48.7 56.8 .. 60 .. 91 53.8 48.9 520 520

120 バヌアツ 54.0 68.4 107 31 155 38 75.6 68.2 68 ..

121 南アフリカ 53.7 53.4 .. 55 .. 68 46.0 33.9 150 400

122 タジキスタン 60.9 65.9 108 59 140 71 72.0 61.9 37 170

123 サントメ・プリンシペ 56.5 64.3 .. 75 .. 118 72.7 65.2 100 ..

124 ボツワナ 56.0 46.6 99 87 142 120 31.9 24.4 330 380

125 ナミビア 53.9 51.5 85 46 135 62 41.9 34.3 270 210

126 モロッコ 52.9 69.6 119 36 184 40 79.4 71.2 230 240

127 赤道ギニア 40.5 49.3 .. 123 .. 205 44.7 39.7 .. 680

128 インド 50.7 62.9 127 56 202 74 66.1 57.4 540 450

129 ソロモン諸島 55.5 62.3 70 24 97 29 63.6 59.6 550 g 220

130 ラオス 46.5 61.9 145 62 218 79 63.7 57.9 410 660

131 カンボジア 40.3 56.8 .. 98 .. 143 57.8 43.7 440 590

132 ミャンマー 53.1 59.9 122 75 179 105 64.1 50.7 230 380

133 ブータン 41.8 63.5 156 65 267 75 67.6 61.3 260 440

134 コモロ連合 48.9 63.0 159 53 215 71 66.9 58.3 380 400

135 ガーナ 49.9 58.5 111 68 186 112 56.5 54.3 210 g 560

136 パキスタン 51.9 63.6 120 79 181 99 66.6 63.2 530 320

137 モーリタニア 48.4 62.2 151 78 250 125 69.4 60.4 750 820

138 レソト 49.8 44.6 140 102 186 132 30.7 21.9 760 960

139 コンゴ共和国 54.9 53.0 100 81 160 108 45.9 39.7 .. 740

140 バングラデシュ 45.3 62.0 145 54 239 73 63.2 59.0 320 570

141 スワジランド 49.6 43.9 132 110 196 160 31.1 22.9 230 390

142 ネパール 44.0 61.3 165 56 250 74 61.3 58.4 540 830

143 マダガスカル 44.9 57.3 109 74 180 119 58.1 52.1 470 510

144 カメルーン 47.0 49.9 127 87 215 149 42.5 39.9 670 1,000

145 パプアニューギニア 44.7 56.7 110 55 158 74 54.3 40.3 370 g 470

146 ハイチ 48.0 58.1 148 84 221 120 57.5 50.8 520 670

147 スーダン 45.1 56.4 104 62 172 90 55.3 49.7 550 g 450

148 ケニア 53.6 51.0 96 79 156 120 42.5 37.0 410 560

149 ジブチ 44.4 53.4 .. 88 .. 133 50.4 43.7 74 650

150 東ティモール 40.0 58.3 .. 52 .. 61 57.3 52.9 .. 380

151 ジンバブエ 55.6 40.0 86 81 138 132 18.0 15.0 1,100 880

152 トーゴ 49.8 57.6 128 78 216 139 61.2 52.8 480 510

153 イエメン 39.8 60.3 202 76 303 102 61.7 55.0 370 430

154 ウガンダ 51.0 47.8 100 79 170 136 36.6 33.6 510 550

155 ガンビア 38.3 58.0 180 97 311 137 61.4 54.8 730 690

人間開発低位国
156 セネガル 45.8 61.6 164 77 279 136 69.7 60.7 430 980

157 エリトリア 44.1 55.2 143 50 237 78 50.2 36.4 1,000 450

158 ナイジェリア 42.8 46.6 140 100 265 194 40.6 37.0 .. 1,100

159 タンザニア 47.6 49.7 129 76 218 122 41.0 36.0 580 950
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 注）
a. データは出生時で 65歳まで生存す
るであろう確率に100をかけたもの。

b. データは各国の政府機関からの報
告。

c. 報告漏れや誤った分類の問題を明ら
かにするためにUNICEF、WHOな
らびにUNFPA（国連人口基金）に
よる見直しをもとにデータを調整し
た。

d. データは記載された期間の推計。

e. データは記載された期間内で、入手
可能な最新のもの。

f. 統計上の目的で、中国のデータには
香港、マカオといった特別行政区は
含まれていない。

g. データは表の見出しに記載されてい
る年、または期間以外のもので、標
準的な定義とは異なったり、あるい
は国の一部のみのもの。 

h. データは、独自のデータソースから
提供された集計値。

出典）
第1列、2列、7列、8列：ＵＮ 2007e.
第3‐6列、および第9列：UNICEF 2006.
第10 列：UNICEF 2007a.

TA
B

LE 10 生存状況：前進と後退

160 ギニア 38.8 53.7 197 98 345 150 55.7 48.9 530 910

161 ルワンダ 44.6 43.4 124 118 209 203 34.5 28.3 1,100 1,300

162 アンゴラ 37.9 41.0 180 154 300 260 33.9 27.5 .. 1,400

163 ベナン 47.0 54.4 149 89 252 150 55.7 48.6 500 840

164 マラウイ 41.8 45.0 204 79 341 125 33.7 27.4 980 1,100

165 ザンビア 50.1 39.2 109 102 181 182 21.9 18.6 730 830

166 コートジボワール 49.8 46.8 158 118 239 195 40.7 34.9 600 810

167 ブルンジ 44.1 47.4 138 114 233 190 41.1 35.9 .. 1,100

168 コンゴ民主共和国　 46.0 45.0 148 129 245 205 38.8 33.3 1,300 1,100

169 エチオピア 43.5 50.7 160 109 239 164 46.9 41.4 870 720

170 チャド 45.6 50.5 154 124 261 208 50.5 43.7 1,100 1,500

171 中央アフリカ 43.5 43.3 145 115 238 193 32.1 25.7 1,100 980

172 モザンビーク 40.3 44.0 168 100 278 145 35.3 29.2 410 520

173 マリ 40.0 51.8 225 120 400 218 54.1 44.3 580 970

174 ニジェール 40.5 54.5 197 150 330 256 54.4 56.8 590 1,800

175 ギニアビサウ 36.5 45.5 .. 124 .. 200 40.9 34.2 910 1,100

176 ブルキナファソ 43.6 50.7 166 96 295 191 54.5 44.0 480 700

177 シエラレオネ 35.4 41.0 206 165 363 282 37.6 30.4 1,800 2,100

開発途上国 55.8 65.5 109 h 57 h 167 h 83 h 70.3 62.6 .. ..

　後発開発途上国 44.6 h 52.7 h 152 h 97 h 245 h 153 h 49.9 h 44.3 h .. ..

　アラブ諸国 51.9 66.7 129 46 196 58 73.5 66.4 .. ..

　東アジア・太平洋諸国 60.6 71.1 84 25 123 31 79.6 71.8 .. ..

　ラテンアメリカ・カリブ海諸国 61.2 72.2 86 26 123 31 80.8 69.3 .. ..

　南アジア 50.3 62.9 130 60 206 80 66.0 58.4 .. ..

　サハラ以南アフリカ 46.0 49.1 144 102 244 172 43.3 37.8 .. ..

中・東欧およびCIS諸国 68.7 68.2 39 22 48 27 79.5 54.9 .. ..

OECD諸国 70.3 77.8 41 9 54 11 89.2 80.5 .. ..

　高所得OECD諸国 71.7 78.9 22 5 28 6 90.3 82.4 .. ..

人間開発高位国 69.4 75.7 43 13 59 15 86.6 74.8 .. ..

人間開発中位国 56.6 66.9 106 45 162 59 72.6 64.5 .. ..

人間開発低位国 43.7 47.9 155 108 264 184 42.6 37.4 .. ..

高所得国 71.5 78.7 24 6 32 7 90.2 82.2 .. ..

中所得国 61.8 70.3 87 28 127 35 78.9 68.4 .. ..

低所得国 49.1 59.2 ..130 75 209 113 60.0 53.2 .. ..

全世界 58.3 h 66.0 h 96 h 52 h 148 h 76 h 72.0 h 63.1 h .. ..
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知識を得るために

人間開発高位国
1 アイスランド .. 8.1 .. 16.6 .. 40 .. 35 .. 19

2 ノルウェー 7.1 7.7 14.6 16.6 38 28 27 35 16 33

3 オーストラリア 4.9 4.7 14.8 13.3 c .. 34 .. 41 .. 25

4 カナダ 6.5 5.2 14.2 12.5 c .. d .. 68 .. 31 34 e

5 アイルランド 5.0 4.8 9.7 14.0 37 33 40 43 21 24

6 スウェーデン 7.1 7.4 13.8 12.9 48 34 20 38 13 28

7 スイス 5.3 6.0 18.8 13.0 50 33 26 37 19 28

8 日本 .. 3.6 .. 9.8 .. 38 c,e .. 40 c,e .. 14 c,e

9 オランダ 5.6 5.4 14.3 11.2 23 33 37 40 32 27

10 フランス 5.5 5.9 .. 10.9 26 31 40 48 14 21

11 フィンランド 6.5 6.5 11.9 12.8 30 26 41 41 28 33

12 米国 5.1 5.9 12.3 15.3 .. .. .. .. .. ..

13 スペイン 4.1 4.3 .. 11.0 29 39 45 41 16 20

14 デンマーク 6.9 8.5 11.8 15.3 .. 31 .. 35 .. 30

15 オーストリア 5.3 5.5 7.6 10.8 24 26 46 48 20 26

16 英国 4.8 5.4 .. 12.1 30 .. 44 .. 20 ..

17 ベルギー 5.0 6.1 .. 12.2 24 33 42 43 16 22

18 ルクセンブルク 3.0 3.6 c,e 10.8 8.5 c,e .. .. .. .. .. ..

19 ニュージーランド 6.1 6.5 .. 20.9 31 29 25 46 37 23

20 イタリア 3.0 4.7 .. 9.6 35 35 62 48 .. 17

21 香港 2.8 4.2 17.4 23.0 .. 26 .. 36 .. 32

22 ドイツ .. 4.6 .. 9.8 .. 22 .. 51 .. 24

23 イスラエル 6.5 6.9 11.4 13.7 41 47 31 30 26 17

24 ギリシャ 2.3 4.3 .. 8.5 34 30 e 45 37 20 30

25 シンガポール 3.1 3.7 c 18.2 .. .. 23 c .. 43 c .. 23 c

26 韓国 3.8 4.6 25.6 16.5 45 35 39 43 7 13

27 スロベニア 4.8 6.0 16.1 12.6 43 28 e 37 48 e 17 24

28 キプロス 3.7 6.3 11.6 14.4 39 35 50 50 4 14

29 ポルトガル 4.6 5.7 .. 11.5 43 39 35 41 15 16

30 ブルネイ 3.5 .. .. 9.1 c,e 22 .. 30 .. 2 ..

31 バルバドス 7.8 6.9 22.2 16.4 .. 35 e .. 33 .. 33

32 チェコ .. 4.4 .. 10.0 .. 24 .. 53 .. 20

33 クウェート 4.8 5.1 3.4 12.7 .. 31 .. 38 .. 30

34 マルタ 4.4 4.5 8.5 10.1 23 32 40 48 19 20

35 カタール 3.5 1.6 e .. .. .. .. .. .. .. ..

36 ハンガリー 6.1 5.5 7.8 11.1 55 34 25 46 15 17

37 ポーランド 5.2 5.4 14.6 12.7 .. 42 .. 37 .. 21

38 アルゼンチン 3.3 3.8 .. 13.1 .. 45 .. 38 .. 17

39 アラブ首長国連邦 2.0 1.3 15.0 27.4 e .. .. .. .. .. ..

40 チリ 2.4 3.5 10.0 18.5 .. 47 .. 39 .. 15

41 バーレーン 3.9 .. 12.8 .. .. .. .. .. .. ..

42 スロバキア 5.6 4.3 .. 10.8 .. 23 .. 51 .. 22

43 リトアニア 5.5 5.2 20.6 15.6 .. 28 .. 52 .. 20

44 エストニア .. 5.3 .. 14.9 .. 31 .. 50 .. 18

45 ラトビア 4.1 5.3 16.9 15.4 .. .. .. .. .. ..

46 ウルグアイ 2.5 2.6 16.6 7.9 36 42 c,e 29 38 c,e 24 20 c,e

47 クロアチア 5.5 4.7 .. 10.0 .. 29 e .. 49 e .. 19

48 コスタリカ 3.4 4.9 21.8 18.5 38 66 22 34 36 —

49 バハマ 3.7 3.6 c,e 16.3 19.7 c,e .. .. .. .. .. ..

50 セーシェル 6.5 5.4 e 11.6 .. .. 40 e .. 42 e .. 18 e

51 キューバ 9.7 9.8 10.8 16.6 27 41 37 38 15 22

52 メキシコ 3.8 5.4 15.3 25.6 39 50 28 30 17 17

53 ブルガリア 5.4 4.2 .. .. 70 36 .. 45 14 19
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54 セントクリストファー・ネーヴィス 2.7 9.3 11.6 12.7 43 42 56 58 — —

55 トンガ .. 4.8 .. 13.5 .. 59 .. 34 .. —

56 リビア .. 2.7 c .. .. .. 12 c,e .. 19 c,e .. 69 c

57 アンティグア・バーブーダ .. 3.8 .. .. .. 32 .. 46 .. 7

58 オマーン 3.0 3.6 15.8 24.2 52 50 40 41 7 8

59 トリニダード・トバゴ　　 4.1 4.2 e 12.4 13.4 c .. 42 c .. 39 c .. 11 c

60 ルーマニア 3.5 3.4 .. .. .. 25 e .. 42 e .. 18

61 サウジアラビア 5.8 6.8 17.8 27.6 .. .. .. .. .. ..

62 パナマ 4.6 3.8 e 18.9 8.9 e 36 .. 22 .. 20 26 c

63 マレーシア 5.1 6.2 18.0 25.2 34 30 35 35 20 35

64 ベラルーシ 5.7 6.0 .. 11.3 .. 27 e .. 48 e .. 25

65 モーリシャス 3.8 4.5 11.8 14.3 38 32 36 43 17 12

66 ボスニア・ヘルツェゴビナ .. .. .. .. .. .. .. .. .. ..

67 ロシア 3.6 3.6 e .. 12.9 e .. .. .. .. .. ..

68 アルバニア .. 2.9 e .. 8.4 e .. .. .. .. .. ..

69 マケドニア．旧ユーゴスラビア .. 3.5 .. 15.6 .. .. .. .. .. ..

70 ブラジル .. 4.4 .. 10.9 .. 41 .. 40 .. 19

人間開発中位国
71 ドミニカ .. 5.0 c,e .. .. .. .. .. .. .. ..

72 セントルシア .. 5.8 .. 16.9 .. 40 .. 41 .. 0

73 カザフスタン 3.9 2.3 19.1 12.1 c .. .. .. .. .. ..

74 ベネズエラ 4.6 .. 17.0 .. .. .. .. .. .. ..

75 コロンビア 2.4 4.8 14.3 11.1 .. 51 .. 36 .. 13

76 ウクライナ 6.2 6.4 18.9 18.9 .. .. .. .. .. ..

77 サモア .. 4.5 e .. 13.7 e .. 34 c,e .. 29 c,e .. 37 c

78 タイ 3.1 4.2 20.0 25.0 56 44 c,e 22 19 c,e 15 20 c,e

79 ドミニカ共和国 .. 1.8 .. 9.7 .. 66 e .. 29 e .. .. 

80 ベリーズ 4.6 5.4 18.5 18.1 .. 48 .. 48 .. 1

81 中国 2.2 1.9 c 12.7 13.0 c .. 36 c,e .. 38 c,e .. 21 c,e

82 グレナダ 4.9 5.2 11.9 12.9 .. 41 e .. 39 e .. 11 e

83 アルメニア .. 3.2 c .. .. .. 16 c,e .. 53 c,e .. 30 c

84 トルコ 2.4 3.7 .. .. 59 40 c,e 29 32 c,e .. 28 c,e

85 スリナム 5.9 .. .. .. 59 .. 15 .. 9 ..

86 ヨルダン 8.0 4.9 c 19.1 20.6 c .. .. .. .. .. ..

87 ペルー 2.8 2.4 .. 13.7 .. 51 .. 36 e .. 11

88 レバノン .. 2.6 .. 11.0 .. 33 e .. 30 e .. 31

89 エクアドル 2.5 1.0 c,e 17.5 8.0 c .. .. .. .. .. ..

90 フィリピン 3.0 2.7 10.5 16.4 .. 55 .. 27 .. 14

91 チュニジア 6.0 7.3 14.3 20.8 .. 35 e .. 43 e .. 22

92 フィジー 5.1 6.4 .. 20.0 .. 40 .. 34 .. 16

93 セントビンセント・グレナディーン諸島 5.9 8.2 13.8 16.1 64 50 32 36 .. 5

94 イラン 4.1 4.7 22.4 22.8 .. 24 .. 37 .. 14

95 パラグアイ 1.9 4.3 10.3 10.8 .. 54 .. 28 .. 18

96 グルジア .. 2.9 .. 13.1 .. .. .. .. .. ..

97 ガイアナ 2.2 8.5 6.5 14.5 .. 44 .. 13 .. 4

98 アゼルバイジャン 7.7 2.5 24.7 19.6 .. 25 e .. 56 e .. 6

99 スリランカ 3.2 .. 8.4 .. .. .. .. .. .. ..

100 モルディブ 7.0 7.1 16.0 e 15.0 .. 54 e .. .. .. ..

101 ジャマイカ 4.5 5.3 12.8 8.8 37 37 e 33 44 e 21 20 e

102 カーボヴェルデ 3.6 6.6 19.9 25.4 .. 54 .. 36 .. 10

103 エルサルバドル 1.8 2.8 15.2 20.0 .. 60 e .. 29 e .. 11 e

104 アルジェリア 5.1 .. 22.0 .. 95 .. .. f .. .. f ..

105 ベトナム 1.8 .. 9.7 .. .. .. .. .. .. ..

106 パレスチナ占領地域 .. .. .. .. .. .. .. .. .. ..



HDIランク

教育への公的支出
レベル別教育への公的支出 a

（教育に関する最近の公的支出の総額に占める％）

GDPに占める割合：％
政府支出総額に
占める割合：％ 就学前・初等教育 中等教育 高等教育

1991 2002–05 b 1991 2002–05 b 1991 2002–05 b 1991 2002–05 b 1991 2002–05 b

  303  

TA
B

LE 11

107 インドネシア 1.0 0.9 .. 9.0 e .. 39 e .. 42 e .. 19 e

108 シリア 3.9 .. 14.2 .. .. .. .. .. .. ..

109 トルクメニスタン 3.9 .. 19.7 .. .. .. .. .. .. ..

110 ニカラグア 3.4 3.1 e 12.1 15.0 .. .. .. .. .. ..

111 モルドバ 5.3 4.3 21.6 21.1 .. 36 e .. 55 e .. 9

112 エジプト 3.9 .. .. .. .. .. .. .. .. ..

113 ウズベキスタン 9.4 .. 17.8 .. .. .. .. .. .. ..

114 モンゴル 11.5 5.3 22.7 .. .. 43 .. 37 .. 19

115 ホンジュラス 3.8 .. .. .. .. .. .. .. .. ..

116 キルギス 6.0 4.4 e 22.7 18.6 c .. 23 e .. 46 e .. 19

117 ボリビア 2.4 6.4 .. 18.1 .. 49 .. 25 .. 23

118 グアテマラ 1.3 .. 13.0 .. .. .. .. .. .. ..

119 ガボン .. 3.9 c,e .. .. .. .. .. .. .. ..

120 バヌアツ 4.6 9.6 18.8 26.7 c .. 44 c .. 41 c .. 9 c

121 南アフリカ 5.9 5.4 .. 17.9 76 43 .. 33 22 16

122 タジキスタン 9.1 3.5 24.4 18.0 .. 31 e .. 54 e .. 5

123 サントメ・プリンシペ .. .. .. .. .. .. .. .. .. ..

124 ボツワナ 6.2 10.7 17.0 21.5 .. 25 .. 41 .. 32

125 ナミビア 7.9 6.9 .. 21.0 c .. 60 c,e .. 29 c,e .. 11 c,e

126 モロッコ 5.0 6.7 26.3 27.2 35 45 49 38 16 16

127 赤道ギニア .. 0.6 e .. 4.0 e .. 35 c,e .. .. .. 34 c

128 インド 3.7 3.8 12.2 10.7 .. 31 c,e .. .. .. 18 c,e

129 ソロモン諸島 3.8 3.3 c,e 7.9 .. 57 .. 30 .. 14 ..

130 ラオス .. 2.3 .. 11.7 .. 49 .. 35 .. 15

131 カンボジア .. 1.9 .. 14.6 c .. 74 c .. 21 c .. 5 c

132 ミャンマー .. 1.3 c .. 18.1 c,e .. .. .. .. .. ..

133 ブータン .. 5.6 c .. 12.9 c .. 27 c,e .. 54 c,e .. 20 c,e

134 コモロ連合 .. 3.9 .. 24.1 .. .. .. .. .. ..

135 ガーナ .. 5.4 .. .. .. 39 .. 42 .. 18

136 パキスタン 2.6 2.3 7.4 10.9 .. .. .. .. .. ..

137 モーリタニア 4.6 2.3 13.9 8.3 .. 62 e .. 33 e .. 5 e

138 レソト 6.2 13.4 12.2 29.8 .. 39 e .. 21 e .. 42 e

139 コンゴ共和国 7.4 2.2 .. 8.1 .. 30 .. 44 .. 26

140 バングラデシュ 1.5 2.5 10.3 14.2 .. 38 e .. 48 .. 14

141 スワジランド 5.7 6.2 19.5 .. .. 38 e .. 30 e .. 27

142 ネパール 2.0 3.4 8.5 14.9 .. 53 e .. 28 .. 12

143 マダガスカル 2.5 3.2 .. 25.3 .. 47 .. 23 .. 12

144 カメルーン 3.2 1.8 e 19.6 8.6 e .. 68 e .. 8 e .. 24 e

145 パプアニューギニア .. .. .. .. .. .. .. .. .. ..

146 ハイチ 1.4 .. 20.0 .. 53 .. 19 .. 9 ..

147 スーダン 6.0 .. 2.8 .. .. .. .. .. .. ..

148 ケニア 6.7 6.7 17.0 29.2 .. 64 .. 25 .. 11

149 ジブチ 3.5 7.9 11.1 27.3 53 44 21 42 14 15

150 東ティモール .. .. .. .. .. .. .. .. .. ..

151 ジンバブエ 7.7 4.6 c,e .. .. 54 .. 29 .. .. ..

152 トーゴ .. 2.6 .. 13.6 .. 45 c,e .. 31 c .. 19 c

153 イエメン .. 9.6 c,e .. 32.8 c .. .. .. .. .. ..

154 ウガンダ 1.5 5.2 e 11.5 18.3 e .. 62 e .. 24 e .. 12 e

155 ガンビア 3.8 2.0 e 14.6 8.9 42 .. 21 .. 18 ..

人間開発低位国
156 セネガル 3.9 5.4 26.9 18.9 .. 48 e .. 28 e .. 24 e

157 エリトリア .. 5.4 .. .. .. 25 .. 13 .. 48

158 ナイジェリア 0.9 .. .. .. .. .. .. .. .. ..

159 タンザニア 2.8 2.2 c,e 11.4 .. .. .. .. .. .. ..
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 注）
a. 各教育レベルに配分されていない支
出を四捨五入したり、切り捨てたり
した結果、各教育レベルの支出の総
計は100にならないことがある。

b. データは記載された期間内で入手可
能なもっとも新しいものによった。

c. データは記載された期間内（1999‐
2001）より以前のものによる。

d. 支出は中等教育の範囲も含まれる。
e. 国またはUNESCO 統計研究所によ
る。

f. 支出は就学前、初等教育も含む。
g. データは2006 年のもの。

出典）
第1‐4 列および第 9、10 列：UNES-
CO 統計研究所 2007bによる。
第 5 列および 6 列：UNESCO 統計研
究所 2007bから就学前、および初等
教育レベルへの公的支出についての
データをもとに算出。
第 8列：UNESCO 統計研究所 2007b
から中等教育、およびそれ以降教育レ
ベル教育レベルへの公的支出について
のデータをもとに算出。

TA
B

LE 11 教育への取り組み：公的支出

160 ギニア 2.0 2.0 25.7 25.6 c,e .. .. .. .. .. ..

161 ルワンダ .. 3.8 .. 12.2 .. 55 .. 11 .. 34

162 アンゴラ .. 2.6 c,e .. 6.4 c,e .. .. .. .. .. ..

163 ベナン .. 3.5 e .. 14.1 e .. 50 .. 28 .. 22

164 マラウイ 3.2 5.8 11.1 24.6 c .. 63 .. .. .. ..

165 ザンビア 2.8 2.0 7.1 14.8 .. 59 .. 15 .. 26

166 コートジボワール .. 4.6 c,e .. 21.5 c .. 43 c .. 36 c .. 20 c

167 ブルンジ 3.5 5.1 17.7 17.7 43 52 28 33 27 15

168 コンゴ民主共和国　 .. .. .. .. .. .. .. .. .. ..

169 エチオピア 2.4 6.1 g 9.4 17.5 g 54 51 g 28 .. .. 17 g

170 チャド 1.6 2.1 .. 10.1 47 48 21 29 8 23

171 中央アフリカ 2.2 .. .. .. 55 .. 17 .. 24 ..

172 モザンビーク .. 3.7 .. 19.5 .. 70 .. 17 .. 13

173 マリ .. 4.3 .. 14.8 .. 50 c,e .. 34 c,e .. 16 c,e

174 ニジェール 3.3 2.3 18.6 .. .. .. .. .. .. ..

175 ギニアビサウ .. 5.2 c .. 11.9 c .. .. .. .. .. ..

176 ブルキナファソ 2.6 4.7 .. 16.6 .. 71 .. 18 .. 9

177 シエラレオネ .. 4.6 e .. .. .. 52 e .. 27 e .. 20 e
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TA
B

LE 12 知識を得るために

識字と就学

人間開発高位国

1 アイスランド .. .. .. .. 100 e 99 e .. 88 e .. 100 f 16

2 ノルウェー .. .. .. .. 100 98 88 97 100 100  

3 オーストラリア .. .. .. .. 99 97 79 e 86 e 99 .. 22

4 カナダ .. .. .. .. 98 99 e,f 89 .. 97 .. 20 g

5 アイルランド .. .. .. .. 90 96 80 88 100 100 e 23 g

6 スウェーデン .. .. .. .. 100 96 85 99 100 .. 26

7 スイス .. .. .. .. 84 93 80 84 .. .. 24

8 日本 .. .. .. .. 100 100 97 100 e 100 .. 19

9 オランダ .. .. .. .. 95 99 84 87 .. 99 15

10 フランス .. .. .. .. 100 99 .. 99 96 98 f ..

11 フィンランド .. .. .. .. 98 e 98 93 95 100 99 38

12 米国 .. .. .. .. 97 92 85 89 .. .. 16 g

13 スペイン 96.5 .. 99.6 .. 100 99 .. 98 .. 100 e 30

14 デンマーク .. .. .. .. 98 95 87 .. 94 93 18

15 オーストリア .. .. .. .. 88 e 97 e .. .. .. .. 24

16 英国 .. .. .. .. 98 e 99 81 95 .. .. 22

17 ベルギー .. .. .. .. 96 99 87 97 91 .. 17

18 ルクセンブルク .. .. .. .. .. 95 .. 82 .. 92 e,f ..

19 ニュージーランド .. .. .. .. 98 99 85 91 .. .. 17

20 イタリア .. 98.4 .. 99.8 100 e 99 .. 92 .. 100 24

21 香港 .. .. .. .. .. 93 e .. 80 e 100 100 31 e

22 ドイツ .. .. .. .. 84 e 96 e .. .. .. .. ..

23 イスラエル .. .. .. .. 92 e 97 .. 89 .. 100 28

24 ギリシャ 92.6 96.0 99.0 98.9 95 99 83 91 100 99 32

25 シンガポール 89.1 92.5 99.0 99.5 .. .. .. .. .. .. ..

26 韓国 .. .. .. .. 100 99 86 90 99 98 40

27 スロベニア 99.5 99.7 h 99.8 99.8 h 96 e 98 .. 94 .. .. 21

28 キプロス 94.4 96.8 99.6 99.8 87 99 e 69 94 e 100 99 18

29 ポルトガル 87.9 93.8 h 99.2 99.6 h 98 98 .. 83 .. .. 29

30 ブルネイ 87.8 92.7 98.1 98.9 92 93 71 87 .. 100 10

31 バルバドス .. .. .. .. 80 e 98 .. 96 .. 98 ..

32 チェコ .. .. .. .. 87 e 92 e .. .. .. 98 29

33 クウェート 74.5 93.3 87.5 99.7 49 e 87 .. 78 e .. .. ..

34 マルタ .. 87.9 .. 96.0 97 86 78 84 99 99 f 14

35 カタール 75.6 89.0 89.5 95.9 89 96 70 90 64 .. 19

36 ハンガリー .. .. .. .. 91 89 75 90 98 .. 18

37 ポーランド .. .. .. .. 97 96 76 93 98 99 20

38 アルゼンチン 96.1 97.2 98.3 98.9 .. 99 f .. 79 f .. 97 f 19

39 アラブ首長国連邦 79.5 h 88.7 h 93.6 h 97.0 h 99 71 60 57 80 97 ..

40 チリ 94.3 95.7 98.4 99.0 89 90 e 55 .. 92 100 28

41 バーレーン 84.0 86.5 96.9 97.0 99 97 85 90 89 99 17

42 スロバキア .. .. .. .. .. 92 e .. .. .. .. 26

43 リトアニア 98.4 99.6 99.7 99.7 .. 89 .. 91 .. .. 25

44 エストニア 99.7 99.8 99.9 99.8 99 e 95 .. 91 .. 99 23

45 ラトビア 99.5 99.7 99.8 99.8 92 e 88 e .. .. .. .. 15

46 ウルグアイ 95.4 96.8 98.6 98.6 91 93 e,f .. .. 97 91 f ..

47 クロアチア 96.7 98.1 99.6 99.6 79 87 f 63 e 85 .. .. 24

48 コスタリカ .. 94.9 .. 97.6 87 .. 38 .. 84 87 23

49 バハマ .. .. .. .. 90 e 91 .. 84 84 99 e ..

50 セーシェル 87.8 91.8 98.8 99.1 .. 99 e,f .. 97 e 93 99 f ..

51 キューバ .. 99.8 .. 100.0 93 97 70 87 92 97 ..

52 メキシコ 87.6 91.6 95.4 97.6 98 98 44 65 80 94 31

53 ブルガリア .. 98.2 .. 98.2 86 93 63 88 91 .. 27
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54 セントクリストファー・ネーヴィス .. .. .. .. .. 93 e .. 86 e .. 87 f ..

55 トンガ .. 98.9 .. 99.3 .. 95 e .. 68 e,f .. 89 e ..

56 リビア 74.7 h 84.2 h 94.9 h 98.0 h 96 e .. .. .. .. .. 31

57 アンティグア・バーブーダ .. .. .. .. .. .. .. .. .. .. ..

58 オマーン .. 81.4 .. 97.3 69 76 .. 75 97 98 20 e,g

59 トリニダード・トバゴ　　 97.1 h 98.4 h 99.3 h 99.5 h 91 90 e .. 69 e .. 91 e 36

60 ルーマニア 96.7 97.3 99.1 97.8 81 e 93 .. 80 .. .. 25 g

61 サウジアラビア 70.8 82.9 87.9 95.8 59 78 31 66 83 96 17

62 パナマ 88.8 91.9 95.1 96.1 .. 98 .. 64 .. 85 20 g

63 マレーシア 82.9 88.7 95.6 97.2 .. 95 f .. 76 f 97 98 f 40

64 ベラルーシ 97.9 99.6 99.8 99.8 86 e 89 .. 89 .. .. 27

65 モーリシャス 79.9 84.3 91.2 94.5 91 95 .. 82 e 97 97 26

66 ボスニア・ヘルツェゴビナ .. 96.7 .. 99.8 .. .. .. .. .. .. ..

67 ロシア 98.0 99.4 99.7 99.7 99 e 92 e .. .. .. .. ..

68 アルバニア .. 98.7 .. 99.4 95 e 94 f .. 74 e,f .. .. 12

69 マケドニア．旧ユーゴスラビア 94.1 96.1 98.9 98.7 94 92 .. 82 .. .. 26

70 ブラジル .. 88.6 .. 96.8 85 95 f 17 78 f 73 .. 16

人間開発中位国
71 ドミニカ .. .. .. .. .. 84 e .. .. 75 93 ..

72 セントルシア .. .. .. .. 95 e 97 .. 68 e 96 96 ..

73 カザフスタン 97.5 99.5 99.7 99.8 89 e 91 .. 92 .. .. ..

74 ベネズエラ 89.8 93.0 95.4 97.2 87 91 18 63 86 91 ..

75 コロンビア 81.4 92.8 90.5 98.0 69 87 34 55 e 76 81 33

76 ウクライナ .. 99.4 .. 99.8 80 e 83 .. 79 .. .. 27

77 サモア 98.1 h 98.6 h 99.1 h 99.3 h .. 90 e,f .. 66 e,f .. 94 f 14

78 タイ .. 92.6 .. 98.0 76 e 88 i .. 64 i .. .. ..

79 ドミニカ共和国 .. 87.0 .. 94.2 57 e 88 .. 53 .. 86 ..

80 ベリーズ 70.3 .. 76.4 .. 94 e 94 31 71 e 67 91 f 9 g

81 中国 77.8 90.9 94.3 98.9 97 .. .. .. 86 .. ..

82 グレナダ .. .. .. .. .. 84 e .. 79 e .. 79 f ..

83 アルメニア 98.8 99.4 99.9 99.8 .. 79 .. 84 .. .. 7 g

84 トルコ 79.2 87.4 92.5 95.6 89 89 42 67 e 98 97 21 g

85 スリナム .. 89.6 .. 94.9 81 e 94 .. 75 e .. .. 19

86 ヨルダン .. 91.1 .. 99.0 94 89 .. 79 .. 96 22

87 ペルー 87.2 87.9 95.4 97.1 .. 96 .. 70 .. 90 ..

88 レバノン .. .. .. .. 73 e 92 .. .. .. 93 24

89 エクアドル 88.3 91.0 96.2 96.4 98 e 98 e,f .. 52 f .. 76 e,f ..

90 フィリピン 93.6 92.6 96.6 95.1 96 e 94 .. 61 .. 75 27 g

91 チュニジア .. 74.3 .. 94.3 94 97 .. 65 e 86 97 31 g

92 フィジー .. .. .. .. .. 96 e .. 83 e 87 99 f ..

93 セントビンセント・グレナディーン諸島 .. .. .. .. .. 90 .. 64 e .. 88 e,f ..

94 イラン 65.5 82.4 87.0 97.4 92 e 95 .. 77 90 88 f 40

95 パラグアイ 90.3 93.5 h 95.6 95.9 h 94 88 f 26 .. 74 81 f ..

96 グルジア .. .. .. .. 97 e 93 f .. 81 f .. .. 23

97 ガイアナ .. .. .. .. 89 .. 67 .. .. 64 e,f 14

98 アゼルバイジャン .. 98.8 .. 99.9 89 85 .. 78 .. .. ..

99 スリランカ .. 90.7 j .. 95.6 j . 97 e,f .. .. 92 .. ..

100 モルディブ 96.0 96.3 98.2 98.2 .. 79 .. 63 e .. 92 ..

101 ジャマイカ .. 79.9 k .. .. k 96 90 e 64 78 e .. 90 f ..

102 カーボヴェルデ 62.8 81.2 h 88.2 96.3 h 91 e 90 .. 58 .. 93 ..

103 エルサルバドル 74.1 80.6 h 84.9 88.5 h .. 93 .. 53 e 58 69 e 23

104 アルジェリア 49.6 69.9 74.3 90.1 89 97 53 66 e,f 95 96 18 g

105 ベトナム 87.6 90.3 93.7 93.9 90 e 88 .. 69 e .. 87 e,f 20

106 パレスチナ占領地域 .. 92.4 .. 99.0 .. 80 .. 95 .. .. 18
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107 インドネシア 81.5 90.4 96.2 98.7 97 96 e 39 58 e 84 89 e ..

108 シリア .. 80.8 .. 92.5 91 95 f 43 62 96 92 f ..

109 トルクメニスタン .. 98.8 .. 99.8 .. .. .. .. .. .. ..

110 ニカラグア .. 76.7 .. 86.2 73 87 .. 43 44 54 ..

111 モルドバ 96.4 99.1 h 99.7 99.7 h 89 e 86 e .. 76 e .. .. ..

112 エジプト 44.4 71.4 63.3 84.9 84 e 94 e .. 82 e .. 94 e ..

113 ウズベキスタン .. .. .. .. 78 e .. .. .. .. .. ..

114 モンゴル .. 97.8 .. 97.7 90 e 84 .. 84 .. .. 23

115 ホンジュラス .. 80.0 .. 88.9 89 e 91 e 21 .. .. 70 e 23

116 キルギス .. 98.7 .. 99.7 92 e 87 .. 80 .. .. 17

117 ボリビア 80.0 86.7 93.9 97.3 .. 95 e,f .. 73 e,f .. 85 e,f ..

118 グアテマラ 64.2 69.1 76.0 82.2 .. 94 .. 34 e,f .. 68 19 g

119 ガボン 72.2 84.0 h 93.2 96.2 h 85 e 77 e,f .. .. .. 69 e,f ..

120 バヌアツ .. 74.0 .. .. .. 94 e 17 39 e,f .. 78 e ..

121 南アフリカ .. 82.4 .. 93.9 90 87 f 45 62 e .. 82 f 20

122 タジキスタン 97.7 99.5 99.7 99.8 77 e 97 .. 80 .. .. 18

123 サントメ・プリンシペ 73.2 84.9 93.8 95.4 .. 97 .. 32 .. 76 ..

124 ボツワナ 68.6 81.2 89.3 94.0 83 85 e 35 60 e 84 90 e,f 17 g

125 ナミビア 75.8 85.0 88.1 92.3 .. 72 .. 39 62 86 12

126 モロッコ 41.6 52.3 58.4 70.5 56 86 .. 35 e 75 79 21

127 赤道ギニア .. 87.0 .. 94.9 91 e 81 f .. 24 e .. 33 e,f ..

128 インド 48.2 61.0 l 61.9 76.4 l .. 89 e .. .. .. 73 22 g

129 ソロモン諸島 .. .. .. .. .. 63 e,f .. 26 e 88 .. ..

130 ラオス .. 68.7 .. 78.5 63 e 84 .. 38 .. 63 6 g

131 カンボジア .. 73.6 .. 83.4 69 e 99 .. 24 e .. 63 19

132 ミャンマー .. 89.9 .. 94.5 98 e 90 .. 37 .. 70 42

133 ブータン .. .. .. .. .. .. .. .. .. 91 f ..

134 コモロ連合 .. .. .. .. 57 e 55 e,f .. .. .. 80 e 11

135 ガーナ .. 57.9 .. 70.7 54 e 65 .. 37 e 80 63 f 26

136 パキスタン .. 49.9 .. 65.1 33 e 68 .. 21 e .. 70 24 g

137 モーリタニア .. 51.2 .. 61.3 35 e 72 .. 15 75 53 6 g

138 レソト .. 82.2 .. .. 71 87 15 25 66 73 24

139 コンゴ共和国 73.8 h 84.7 h 93.7 h 97.4 h 79 e 44 .. .. 60 66 f 11 g

140 バングラデシュ 35.3 47.5 44.7 63.6 .. 94 e,f .. 44 f .. 65 f 20 g

141 スワジランド 67.2 79.6 83.7 88.4 75 e 80 e 30 33 e 77 77 f 9

142 ネパール 33.0 48.6 49.6 70.1 .. 79 e,f .. .. 51 61 e ..

143 マダガスカル .. 70.7 .. 70.2 64 e 92 .. .. 21 43 20

144 カメルーン .. 67.9 .. .. 74 e .. .. .. .. 64 e,f 23 e

145 パプアニューギニア .. 57.3 .. 66.7 .. .. .. .. 69 68 e,f ..

146 ハイチ .. .. .. .. 22 .. .. .. .. .. ..

147 スーダン .. 60.9 m .. 77.2 m 40 e 43 e,f .. .. 94 79 ..

148 ケニア .. 73.6 .. 80.3 .. 79 .. 42 e 77 83 e 29

149 ジブチ .. .. .. .. 29 33 .. 23 e 87 77 f 9 g

150 東ティモール .. .. .. .. .. 98 e .. .. .. .. ..

151 ジンバブエ 83.5 89.4 h 95.4 97.7 h .. 82 f .. 34 76 70 e,f ..

152 トーゴ .. 53.2 .. 74.4 64 78 15 22 e 48 75 8

153 イエメン 37.1 54.1 h 60.2 75.2 h 51 e 75 e,f .. .. .. 73 e,f ..

154 ウガンダ 56.1 66.8 69.8 76.6 .. .. .. 15 e 36 49 e 10

155 ガンビア .. .. .. .. 48 e 77 e,f .. 45 e .. .. 21

人間開発低位国
156 セネガル 26.9 39.3 37.9 49.1 43 e 69 .. 17 e,f 85 73 ..

157 エリトリア .. .. .. .. 16 e 47 .. 25 .. 79 37

158 ナイジェリア 55.4 69.1 h 71.2 84.2 h 58 e 68 e .. 27 89 73 e,f ..

159 タンザニア 59.1 69.4 81.8 78.4 49 91 .. .. 81 e 84 24 e,g



HDIランク

成人識字率
（15歳以上の
割合：％）

MDG
若年層識字率
（15-24歳の
割合：％）

MDG
初等教育純就学率

（％）
中等教育純就学率a

（%）

MDG
第5学年まで
進級した児童
（第１学年の
就学者に対する
比率：％）

理数系・工学系の
高等教育就学者
（高等教育就学者
に占める割合）
（％）

1985–
1994 b

1995–
2005 c

1985–
1994 b

1995–
2005 c 1991 2005 1991 2005 1991 2004 1999–2005 d
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 注）
a. 最新の就学率は、1997年に採択さ
れた（UNESCO 1997）教育の国
際標準分類にもとづいている。した
がって、19991年のものとは、厳密
な意味で比較できないかもしれない。

b. とくに記載のない限り、1985 年か
ら94 年の間に行われた国勢調査、
あるいはその他の調査からの推計。
方法上の違いや基礎データの適時
性から、国同士の比較には注意が必
要。詳細はhttp://www.uis.unesco.
org 参照のこと。

c. とくに記載のない限り、データは
1995 年から2005 年にわたって行
われた国勢調査、あるいはその他の
調査から算出された国別識字推計
値。方法上の違いや基礎データの適
時性から、国同士の比較には注意が
必要。詳細はhttp://www.uis.unes-
co.org 参照のこと。

d. データは記載された期間内で入手可
能なもっとも新しいものによった。

e. 国またはUNESCO 統計研究所によ
る。

f. 記載されている年より以前のものを
使用。

g. 「わからない、あるいは特定できな
い」という区分で報告されている学
生の数が、就学児童の全体の10％
以上を占めているので、データの扱
いには注意が必要である。

h. UNESCO 統計研究所の推定は、
Global Age-Specifi cs Literacy Pro-
jections model, April 2007 をもと
にした。

i. データは2006 年のもの。
j. データは25 行政区中の18のみ。
k. データは識字率評価による。
l. マニプール州のセナパティ地区下の
３つの準地区であるMao Maram、
Paomata および Purulはデータから
除かれている。

m. データは北スーダンのみ。
n. データはUNESCO 統計研究所に
よって算出された集計値。

出典）
第 1‐4 列：UNESCO 統 計 研 究 所
2007ａ .による。
第 5‐11列：UNESCO 統 計 研 究 所
2007ｃ.による。

160 ギニア .. 29.5 .. 46.6 27 e 66 .. 24 e 59 76 34

161 ルワンダ 57.9 64.9 74.9 77.6 66 74 e 7 .. 60 46 f ..

162 アンゴラ .. 67.4 .. 72.2 50 e .. .. .. .. .. 18

163 ベナン 27.2 34.7 39.9 45.3 41 e 78 .. 17 e 55 52 ..

164 マラウイ 48.5 64.1 59.0 76.0 48 95 .. 24 64 42 ..

165 ザンビア 65.0 68.0 66.4 69.5 .. 89 .. 26 e .. 94 f ..

166 コートジボワール 34.1 48.7 48.5 60.7 45 56 e,f .. 20 e 73 88 e,f ..

167 ブルンジ 37.4 59.3 53.6 73.3 53 e 60 .. .. 62 67 10 g

168 コンゴ民主共和国　 .. 67.2 .. 70.4 54 .. .. .. 55 .. ..

169 エチオピア 27.0 35.9 33.6 49.9 22 e 61 .. 28 e 18 .. 17

170 チャド 12.2 25.7 17.0 37.6 35 e 61 e,f .. 11 e 51 e 33 ..

171 中央アフリカ 33.6 48.6 48.2 58.5 52 .. .. .. 23 .. ..

172 モザンビーク .. 38.7 .. 47.0 43 77 .. 7 34 62 24

173 マリ .. 24.0 .. .. 21 e 51 5 e .. 70 e 87 ..

174 ニジェール .. 28.7 .. 36.5 22 40 5 8 62 65 ..

175 ギニアビサウ .. .. .. .. 38 e 45 e,f .. 9 e .. .. ..

176 ブルキナファソ 13.6 23.6 20.2 33.0 29 45 .. 11 70 76 ..

177 シエラレオネ .. 34.8 .. 47.9 43 e .. .. .. .. .. 8

開発途上国 68.2 n 77.1 n 80.2 n 85.6 n 80 85 .. 53 n .. .. ..

　後発開発途上国 47.4 n 53.4 n 56.3 n 65.5 n 47 77 .. 27 n .. .. ..

　アラブ諸国 58.2 n 70.3 n 74.8 n 85.2 n 71 83 .. 59 n .. .. ..

　東アジア・太平洋諸国 .. 90.7 .. 97.8 .. 93 .. 69 n .. .. ..

　ラテンアメリカ・カリブ海諸国 87.6 n 89.9 n 93.7 n 96.6 n 86 95 .. 68 n .. .. ..

　南アジア 47.6 n 59.7 n 60.7 n 74.7 n .. 87 .. .. .. .. ..

　サハラ以南アフリカ 54.2 n 59.3 n 64.4 n 71.2 n 52 72 .. 26 n .. .. ..

中東欧・ＣＩＳ諸国 97.5 99.1 .. 99.6 90 91 .. 84 n .. .. ..

ＯＥＣＤ諸国 .. .. .. .. 97 96 .. 87 n .. .. ..

　高所得ＯＥＣＤ諸国 98.9 n 99.1 n 99.4 n .. 97 96 .. 92 n .. .. ..

人間開発高位国 .. 94.1 .. 98.1 93 95 .. .. .. .. ..

人間開発中位国 .. 78.3 .. 87.3 .. 87 .. .. .. .. ..

人間開発低位国 43.5 54.1 55.9 66.4 45 69 .. .. .. .. ..

高所得国 98.4 n 98.6 n 99.0 n .. 96 95 .. 91 n .. .. ..

中所得国 82.3 n 90.1 n 93.1 n 96.8 n 92 93 .. 70 n .. .. ..

低所得国 51.5 n 60.8 n 63.0 n 73.4 n .. 81 .. 40 n .. .. ..

全世界 76.4 n 82.4 n 83.5 n 86.5 n 83 87 .. 59 n .. .. ..



HDIランク

MDG
電話主要回線a

（1000人当たり）

MDG
携帯電話契約者数a

（1000人当たり）

MDG
インターネット
利用者数

（1000人当たり）

住民が得た
特許件数
（100万人当
たり）

ロイヤルティと
ライセンス使用料
（1人当たり
の金額：US$）

研究開発
への支出額
（対GDP比％）

研究開発に
関わる人員
（100万人
当たり）

1990 2005 1990 2005 1990 2005 2000–05 b 2005 2000–05 b 1990–2005 b
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人間開発高位国
1 アイスランド 512 653 39 1,024 0 869 0 0.0 3.0 6,807

2 ノルウェー 503 460 46 1,028 7 735 103 78.4 1.7 4,587

3 オーストラリア 456 564 11 906 6 698 31 25.0 1.7 3,759

4 カナダ 550 566 21 514 4 520 35 107.6 1.9 3,597

5 アイルランド 280 489 7 1,012 0 276 80 142.2 1.2 2,674

6 スウェーデン 683 717 c 54 935 6 764 166 367.7 3.7 5,416

7 スイス 587 689 19 921 6 498 77 .. 2.6 3,601

8 日本 441 460 7 742 (.) 668 857 138.0 3.1 5,287

9 オランダ 464 466 5 970 3 739 110 236.8 1.8 2,482

10 フランス 495 586 5 789 1 430 155 97.1 2.2 3,213

11 フィンランド 535 404 52 997 4 534 214 230.0 3.5 7,832

12 米国 545 606 c 21 680 8 630 c 244 191.5 2.7 4,605

13 スペイン 325 422 1 952 (.) 348 53 12.9 1.1 2,195

14 デンマーク 566 619 29 1,010 1 527 19 .. 2.6 5,016

15 オーストリア 418 450 10 991 1 486 92 21.3 2.3 2,968

16 英国 441 528 19 1,088 1 473 62 220.8 1.9 2,706

17 ベルギー 393 461 c 4 903 (.) 458 51 106.5 1.9 3,065

18 ルクセンブルク 481 535 2 1,576 0 690 31 627.9 1.8 4,301

19 ニュージーランド 426 422 16 861 0 672 10 24.8 1.2 3,945

20 イタリア 394 427 5 1,232 (.) 478 71 19.3 1.1 1,213

21 香港 434 546 23 1,252 0 508 5 31.2 c 0.6 1,564

22 ドイツ 401 667 3 960 1 455 158 82.6 2.5 3,261

23 イスラエル 349 424 3 1,120 1 470 c 48 91.2 4.5 ..

24 ギリシャ 389 568 0 904 0 180 29 5.4 0.6 1,413

25 シンガポール 346 425 17 1,010 0 571 c 96 125.8 2.3 4,999

26 韓国 310 492 2 794 (.) 684 1,113 38.2 2.6 3,187

27 スロベニア 211 408 0 879 0 545 113 8.2 1.6 2,543

28 キプロス 424 554 5 949 0 430 7 18.1 0.4 630

29 ポルトガル 240 401 1 1,085 0 279 14 5.7 0.8 1,949

30 ブルネイ 136 224 7 623 0 277 c .. .. 0.0 274

31 バルバドス 281 500 0 765 0 594 .. 5.8 .. ..

32 チェコ 157 314 0 1,151 0 269 34 6.2 1.3 1,594

33 クウェート 156 201 10 939 0 276 .. 0.0 0.2 ..

34 マルタ 356 501 0 803 0 315 0 7.5 0.3 681

35 カタール 197 253 8 882 0 269 .. .. .. ..

36 ハンガリー 96 333 (.) 924 0 297 13 82.7 0.9 1,472

37 ポーランド 86 309 0 764 0 262 28 1.6 0.6 1,581

38 アルゼンチン 93 227 (.) 570 0 177 4 1.4 0.4 720

39 アラブ首長国連邦 224 273 19 1,000 0 308 .. .. .. ..

40 チリ 66 211 1 649 0 172 1 3.3 0.6 444

41 バーレーン 191 270 10 1,030 0 213 .. .. .. ..

42 スロバキア 135 222 0 843 0 464 9 9.2 d 0.5 1,984

43 リトアニア 211 235 0 1,275 0 358 21 0.6 0.8 2,136

44 エストニア 204 328 0 1,074 0 513 56 4.0 0.9 2,523

45 ラトビア 232 318 0 814 0 448 36 4.3 0.4 1,434

46 ウルグアイ 134 290 0 333 0 193 1 (.) 0.3 366

47 クロアチア 172 425 (.) 672 0 327 4 16.1 1.1 1,296

48 コスタリカ 92 321 0 254 0 254 .. 0.0 0.4 ..

49 バハマ 274 439 c 8 584 c 0 319 .. .. .. ..

50 セーシェル 124 253 0 675 0 249 .. .. 0.1 19

51 キューバ 32 75 0 12 0 17 3 .. 0.6 ..

52 メキシコ 64 189 1 460 0 181 1 0.7 0.4 268

53 ブルガリア 250 321 0 807 0 206 10 0.7 0.5 1,263

知識を得るために

技術：普及と創造



HDIランク

MDG
電話主要回線a

（1000人当たり）

MDG
携帯電話契約者数a

（1000人当たり）

MDG
インターネット
利用者数

（1000人当たり）

住民が得た
特許件数
（100万人当
たり）

ロイヤルティと
ライセンス使用料
（1人当たり
の金額：US$）

研究開発
への支出額
（対GDP比％）

研究開発に
関わる人員
（100万人
当たり）

1990 2005 1990 2005 1990 2005 2000–05 b 2005 2000–05 b 1990–2005 b

310    

TA
B

LE 13 技術：普及と創造

54 セントクリストファー・ネーヴィス 231 532 c 0 213 c 0 .. .. 0.0 .. ..

55 トンガ 46 .. 0 161 c 0 29 .. .. .. 45,454

56 リビア 51 133 d 0 41 c 0 36 c .. 0.0 c .. 361

57 アンティグア・バーブーダ 252 467 c 0 663 c 0 350 .. 0.0 .. ..

58 オマーン 57 103 1 519 0 111 .. .. .. ..

59 トリニダード・トバゴ 136 248 0 613 0 123 c .. .. 0.1 ..

60 ルーマニア 102 203 0 617 0 208 c 24 2.2 0.4 976

61 サウジアラビア 75 164 1 575 0 70 c (.) 0.0 .. ..

62 パナマ 90 136 0 418 0 64 .. 0.0 0.3 97

63 マレーシア 89 172 5 771 0 435 .. 1.1 0.7 299

64 ベラルーシ 154 336 0 419 0 347 76 0.3 0.6 ..

65 モーリシャス 53 289 2 574 0 146 c .. (.) 0.4 360

66 ボスニア・ヘルツェゴビナ .. 248 0 408 0 206 3 .. .. ..

67 ロシア 140 280 0 838 0 152 135 1.8 1.2 3,319

68 アルバニア 12 88 c 0 405 c 0 60 .. 0.2 .. ..

69 マケドニア、旧ユーゴスラビア 150 262 0 620 0 79 11 1.5 0.3 504

70 ブラジル 63 230 c (.) 462 0 195 1 0.5 1.0 344

人間開発中位国
71 ドミニカ 161 293 c 0 585 c 0 361 .. 0.0 .. ..

72 セントルシア 127 .. 0 573 c 0 339 c 0 .. 0.4 e ..

73 カザフスタン 82 167 c 0 327 0 27 c 83 (.) 0.2 629

74 ベネズエラ 75 136 (.) 470 0 125 1 0.0 0.3 ..

75 コロンビア 69 168 0 479 0 104 (.) 0.2 0.2 109

76 ウクライナ 135 256 c 0 366 0 97 52 0.5 1.2 ..

77 サモア 25 73 d 0 130 0 32 0 .. .. ..

78 タイ 24 110 1 430 c 0 110 1 0.3 0.3 287

79 ドミニカ共和国 48 101 (.) 407 0 169 .. 0.0 .. ..

80 ベリーズ 92 114 0 319 0 130 .. .. .. ..

81 中国 6 269 (.) 302 0 85 16 0.1 1.4 708

82 グレナダ 162 309 c 2 410 c 0 182 .. 0.0 .. ..

83 アルメニア 158 192 c 0 106 0 53 39 .. 0.3 ..

84 トルコ 122 263 1 605 0 222 1 0.0 c 0.7 341

85 スリナム 91 180 0 518 0 71 .. .. .. ..

86 ヨルダン 78 119 c (.) 304 c 0 118 c .. .. .. 1,927

87 ペルー 26 80 (.) 200 0 164 (.) 0.1 0.1 226

88 レバノン 144 277 0 277 0 196 .. 0.0 c .. ..

89 エクアドル 48 129 0 472 0 47 0 0.0 c 0.1 50

90 フィリピン 10 41 0 419 0 54 c (.) 0.1 0.1 48

91 チュニジア 37 125 (.) 566 0 95 .. 1.4 0.6 1,013

92 フィジー 59 122 d 0 229 0 77 .. .. .. ..

93 セントビンセント・グレナディーン諸島 120 189 0 593 0 84 0 .. 0.2 ..

94 イラン 40 278 0 106 0 103 8 .. 0.7 1,279

95 パラグアイ 27 54 0 320 0 34 .. 33.2 0.1 79

96 グルジア 99 151 c 0 326 0 39 c 42 2.1 0.3 ..

97 ガイアナ 22 147 0 375 0 213 .. 47.9 .. ..

98 アゼルバイジャン 87 130 0 267 0 81 .. (.) 0.3 ..

99 スリランカ 7 63 (.) 171 0 14 c 3 .. 0.1 128

100 モルディブ 29 98 0 466 0 59 c .. 8.6 .. ..

101 ジャマイカ 44 129 0 1,017 0 404 c 1 4.7 0.1 ..

102 カーボヴェルデ 23 141 0 161 0 49 .. 0.2 d .. 127

103 エルサルバドル 24 141 0 350 0 93 .. 0.4 0.1 e 47

104 アルジェリア 32 78 (.) 416 0 58 1 .. .. ..

105 ベトナム 1 191 0 115 0 129 (.) .. 0.2 115

106 パレスチナ占領地域 .. 96 0 302 0 67 .. .. .. ..



HDIランク

MDG
電話主要回線a

（1000人当たり）

MDG
携帯電話契約者数a

（1000人当たり）

MDG
インターネット
利用者数

（1000人当たり）

住民が得た
特許件数
（100万人当
たり）

ロイヤルティと
ライセンス使用料
（1人当たり
の金額：US$）

研究開発
への支出額
（対GDP比％）

研究開発に
関わる人員
（100万人
当たり）

1990 2005 1990 2005 1990 2005 2000–05 b 2005 2000–05 b 1990–2005 b
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107 インドネシア 6 58 (.) 213 0 73 .. 1.2 0.1 207

108 シリア 39 152 0 155 0 58 2 .. .. 29

109 トルクメニスタン 60 80 d 0 11 c 0 8 c .. .. .. ..

110 ニカラグア 12 43 0 217 0 27 1 0.0 0.0 73

111 モルドバ 106 221 0 259 0 96 c 67 0.4 0.8 e ..

112 エジプト 29 140 (.) 184 0 68 1 1.9 0.2 493

113 ウズベキスタン 68 67 d 0 28 0 34 c 10 .. .. 1,754

114 モンゴル 32 61 0 218 0 105 44 .. 0.3 ..

115 ホンジュラス 18 69 0 178 0 36 1 0.0 0.0 ..

116 キルギス 71 85 0 105 0 54 17 0.4 0.2 ..

117 ボリビア 27 70 0 264 0 52 .. 0.2 0.3 120

118 グアテマラ 21 99 (.) 358 0 79 (.) (.) c .. ..

119 ガボン 22 28 0 470 0 48 .. .. .. ..

120 バヌアツ 17 33 c (.) 60 0 38 .. .. .. ..

121 南アフリカ 94 101 (.) 724 0 109 .. 0.9 0.8 307

122 タジキスタン 45 39 d 0 41 0 1 c 2 0.2 .. 660

123 サントメ・プリンシペ 19 46 c 0 77 0 131 c .. .. .. ..

124 ボツワナ 18 75 0 466 0 34 .. 0.3 .. ..

125 ナミビア 38 64 c 0 244 0 37 c .. 0.0 d .. ..

126 モロッコ 17 44 (.) 411 0 152 1 0.4 0.6 ..

127 赤道ギニア 4 20 0 192 0 14 .. .. .. ..

128 インド 6 45 0 82 0 55 1 (.) d 0.8 119

129 ソロモン諸島 15 16 0 13 0 8 .. .. .. ..

130 ラオス 2 13 0 108 0 4 .. .. .. ..

131 カンボジア (.) 3 d 0 75 0 3 c .. (.) .. ..

132 ミャンマー 2 9 0 4 0 2 .. 0.0 d 0.1 17

133 ブータン 3 51 0 59 0 39 .. .. .. ..

134 コモロ連合 8 28 0 27 0 33 .. .. .. ..

135 ガーナ 3 15 0 129 0 18 .. 0.0 .. ..

136 パキスタン 8 34 (.) 82 0 67 0 0.1 0.2 75

137 モーリタニア 3 13 0 243 0 7 .. .. .. ..

138 レソト 8 27 0 137 0 24 c .. 9.1 0.0 ..

139 コンゴ共和国 6 4 c 0 123 0 13 .. .. .. 30

140 バングラデシュ 2 8 0 63 0 3 .. (.) 0.6 51

141 スワジランド 18 31 0 177 0 32 c .. (.) .. ..

142 ネパール 3 17 0 9 0 4 .. .. 0.7 59

143 マダガスカル 3 4 0 27 0 5 (.) (.) 0.1 15

144 カメルーン 3 6 c 0 138 0 15 .. (.) d .. ..

145 パプアニューギニア 7 11 c 0 4 0 23 .. .. .. ..

146 ハイチ 7 17 c 0 48 c 0 70 .. 0.0 .. ..

147 スーダン 2 18 0 50 0 77 .. 0.0 0.3 ..

148 ケニア 7 8 0 135 0 32 .. 0.5 .. ..

149 ジブチ 10 14 0 56 0 13 .. .. .. ..

150 東ティモール .. .. .. .. .. .. .. .. .. ..

151 ジンバブエ 12 25 0 54 0 77 0 .. .. ..

152 トーゴ 3 10 0 72 0 49 .. 0.0 c .. 102

153 イエメン 10 39 c 0 95 0 9 c .. .. .. ..

154 ウガンダ 2 3 0 53 0 17 .. 0.3 0.8 ..

155 ガンビア 7 29 0 163 0 33 c .. .. .. ..

人間開発低位国
156 セネガル 6 23 0 148 0 46 .. 0.0 c .. ..

157 エリトリア .. 9 0 9 0 16 .. .. .. ..

158 ナイジェリア 3 9 0 141 0 38 .. .. .. ..

159 タンザニア 3 4 c 0 52 c 0 9 c .. 0.0 .. ..
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MDG
電話主要回線a
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MDG
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関わる人員
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当たり）
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 注）
a. 固定電話主要回線と携帯電話契約
者数を合算したものが、ミレニアム
開発目標（MDGs）の目標 8の指標
のひとつ（ミレニアム開発目標の指
標対照表を参照）。

b. データは記載の期間内で入手可能な
最新年のものを使用。

c. 2004 年のデータ。
d．2003 年のデータ。
e. 記載の期間以外のデータ。

出典）
第1－6・9・10列：World Bank 2007b
（世界銀行が HDROのために算出）。
第 7列：WIPO  2007の住民の得た特
許件数データとUN 2007eの人口統計
をもとに算出。
第 8列：World Bank 2007b の特許使
用料とライセンス料の収入データ（世界
銀行が HDROのために算出）、および
UN 2007eの人口統計をもとに算出。
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160 ギニア 2 3 c 0 20 0 5 .. 0.0 c .. ..

161 ルワンダ 1 3 c 0 32 0 6 .. 0.0 .. ..

162 アンゴラ 7 6 0 69 0 11 .. 3.1 .. ..

163 ベナン 3 9 0 89 0 50 .. 0.0 c .. ..

164 マラウイ 3 8 0 33 0 4 0 .. .. ..

165 ザンビア 8 8 0 81 0 20 c .. .. 0.0 e 51

166 コートジボワール 6 14 c 0 121 0 11 .. (.) c .. ..

167 ブルンジ 1 4 c 0 20 0 5 .. 0.0 .. ..

168 コンゴ民主共和国 1 (.) 0 48 0 2 .. .. .. ..

169 エチオピア 2 9 0 6 0 2 .. (.) .. ..

170 チャド 1 1 c 0 22 0 4 .. .. .. ..

171 中央アフリカ 2 2 0 25 0 3 .. .. .. 47

172 モザンビーク 4 4 c 0 62 0 7 c .. 0.1 0.6 ..

173 マリ 1 6 0 64 0 4 .. (.) c .. ..

174 ニジェール 1 2 0 21 0 2 .. .. .. ..

175 ギニアビサウ 6 7 d 0 42 0 20 .. .. .. ..

176 ブルキナファソ 2 7 0 43 0 5 .. .. 0.2 e 17

177 シエラレオネ 3 .. 0 22 d 0 2 c .. 0.2 c .. ..
開発途上国 21 132 (.) 229 (.) 86 .. .. 1.0 ..
　後発開発途上国 3 9 0 48 0 12 .. 0.2 .. ..
　アラブ諸国 34 106 (.) 284 0 88 .. 0.9 .. ..
　東アジア・太平洋諸国 18 223 (.) 301 (.) 106 .. 1.7 1.6 722
　ラテンアメリカ・カリブ海諸国 61 .. (.) 439 0 156 .. 1.1 0.6 256
　南アジア 7 51 (.) 81 0 52 .. (.) 0.7 119
　サハラ以南アフリカ 10 17 (.) 130 0 26 .. 0.3 .. ..
中東欧・ＣＩＳ諸国 125 277 (.) 629 0 185 73 4.1 1.0 2,423
ＯＥＣＤ諸国 390 441 10 785 3 445 239 104.2 2.4 3,096
　高所得ＯＥＣＤ諸国 462 .. 12 828 3 524 299 130.4 2.4 3,807
人間開発高位国 308 394 7 743 2 365 189 75.8 2.4 3,035
人間開発中位国 16 135 (.) 209 0 73 .. 0.3 0.8 ..
人間開発低位国 3 7 0 74 0 17 .. 0.2 .. ..
高所得国 450 500 12 831 3 525 286 125.3 2.4 3,781
中所得国 40 211 (.) 379 0 115 .. 1.0 0.8 725
低所得国 6 37 (.) 77 0 45 .. (.) 0.7 ..
全世界 98 180 2 341 1 136 .. 21.6 2.3 ..
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人間開発高位国
1 アイスランド 15.8 10.8 53,290 36,510 1.8 2.2 36,510 2005 3.3 4.2

2 ノルウェー 295.5 191.5 63,918 41,420 2.6 2.7 41,420 2005 2.2 1.5

3 オーストラリア 732.5 646.3 36,032 31,794 2.0 2.5 31,794 2005 2.5 2.7

4 カナダ 1,113.8 1,078.0 34,484 33,375 1.6 2.2 33,375 2005 1.9 2.2

5 アイルランド 201.8 160.1 48,524 38,505 4.5 6.2 38,505 2005 2.9 2.4

6 スウェーデン 357.7 293.5 39,637 32,525 1.6 2.1 32,525 2005 1.6 0.5

7 スイス 367.0 265.0 49,351 35,633 1.0 0.6 35,633 2005 1.2 1.2

8 日本 4,534.0 3,995.1 35,484 31,267 2.2 0.8 31,267 2005 0.2 -0.3

9 オランダ 624.2 533.4 38,248 32,684 1.8 1.9 32,684 2005 2.5 1.7

10 フランス 2,126.6 1,849.7 34,936 30,386 1.8 1.6 30,386 2005 1.6 1.7

11 フィンランド 193.2 168.7 36,820 32,153 2.0 2.5 32,153 2005 1.6 0.9

12 米国 12,416.5 12,416.5 41,890 41,890 2.0 2.1 41,890 2005 2.6 3.4

13 スペイン 1,124.6 1,179.1 25,914 27,169 2.3 2.5 27,169 2005 3.4 3.4

14 デンマーク 258.7 184.0 47,769 33,973 1.7 1.9 33,973 2005 2.1 1.8

15 オーストリア 306.1 277.5 37,175 33,700 2.1 1.9 33,700 2005 2.0 2.3

16 英国 2,198.8 2,001.8 36,509 33,238 2.2 2.5 33,238 2005 2.7 2.8

17 ベルギー 370.8 336.6 35,389 32,119 1.9 1.7 32,119 2005 1.9 2.8

18 ルクセンブルク 36.5 27.5 79,851 60,228 3.8 3.3 60,228 2005 2.0 2.5

19 ニュージーランド 109.3 102.5 26,664 24,996 1.1 2.1 24,996 2005 1.9 3.0

20 イタリア 1,762.5 1,672.0 30,073 28,529 2.0 1.3 28,944 2002 3.1 2.0

21 香港 177.7 241.9 25,592 34,833 4.2 2.4 34,833 2005 2.5 0.9

22 ドイツ 2,794.9 2,429.6 33,890 29,461 2.0 1.4 29,461 2005 1.7 2.0

23 イスラエル 123.4 179.1 17,828 25,864 1.8 1.5 25,864 2005 6.6 1.3

24 ギリシャ 225.2 259.6 20,282 23,381 1.3 2.5 23,381 2005 6.5 3.6

25 シンガポール 116.8 128.8 26,893 29,663 4.7 3.6 29,663 2005 1.2 0.5

26 韓国 787.6 1,063.9 16,309 22,029 6.0 4.5 22,029 2005 4.3 2.7

27 スロベニア 34.4 44.6 17,173 22,273 3.2 b 3.2 22,273 b 2005 9.2 2.5

28 キプロス 15.4 c 16.3 c 20,841 c 22,699 c 4.0 b 2.3 22,699 b 2004 3.3 2.6

29 ポルトガル 183.3 215.3 17,376 20,410 2.7 2.1 20,679 2002 3.8 2.3

30 ブルネイ 6.4 .. 17,121 .. -1.9 b -0.8 b .. .. 1.3 1.2

31 バルバドス 3.1 .. 11,465 .. 1.3 b 1.5 b .. .. 2.2 6.1

32 チェコ 124.4 210.2 12,152 20,538 1.9 b 1.9 20,538 b 2005 5.2 1.8

33 クウェート 80.8 66.7 d 31,861 26,321 d -0.5 b 0.6 b 34,680 b 1979 1.8 4.1

34 マルタ 5.6 7.7 13,803 19,189 4.1 2.7 19,862 2002 2.8 3.0

35 カタール 42.5 .. 52,240 .. .. .. .. .. 2.7 8.8

36 ハンガリー 109.2 180.4 10,830 17,887 1.3 3.1 17,887 2005 15.0 3.6

37 ポーランド 303.2 528.5 7,945 13,847 4.3 b 4.3 13,847 b 2005 16.0 2.1

38 アルゼンチン 183.2 553.3 4,728 14,280 0.3 1.1 14,489 1998 7.1 9.6

39 アラブ首長国連邦 129.7 115.7 d 28,612 25,514 d -2.6 -0.9 50,405 1981 .. ..

40 チリ 115.2 196.0 7,073 12,027 3.9 3.8 12,027 2005 6.3 3.1

41 バーレーン 12.9 15.6 17,773 21,482 1.5 b 2.3 21,482 b 2005 0.5 2.6

42 スロバキア 46.4 85.5 8,616 15,871 1.0 b 2.8 15,871 b 2005 7.8 2.7

43 リトアニア 25.6 49.5 7,505 14,494 1.9 b 1.9 14,494 b 2005 14.6 2.7

44 エストニア 13.1 20.8 9,733 15,478 1.1 b 4.2 15,478 b 2005 12.0 4.1

45 ラトビア 15.8 31.4 6,879 13,646 0.6 3.6 13,646 2005 15.5 6.8

46 ウルグアイ 16.8 34.5 4,848 9,962 1.1 0.8 10,459 1998 22.3 4.7

47 クロアチア 38.5 57.9 8,666 13,042 2.6 b 2.6 13,042 b 2005 40.6 3.3

48 コスタリカ 20.0 44.1 d 4,627 10,180 d 1.5 2.3 10,180 2005 13.5 13.8

49 バハマ 5.5 e 5.3 f 17,497 e 18,380 f 1.3 b 0.4 b 19,162 b 2000 2.0 1.6

50 セーシェル 0.7 1.4 8,209 16,106 2.6 1.5 18,872 2000 2.5 0.9

51 キューバ .. .. .. .. .. 3.5 b .. .. .. ..

52 メキシコ 768.4 1,108.3 7,454 10,751 1.0 1.5 10,751 2005 14.8 4.0

53 ブルガリア 26.6 69.9 3,443 9,032 0.7 b 1.5 9,032 b 2005 67.6 5.0
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54 セントクリストファー・ネーヴィス 0.5 0.6 c 9,438 13,307 c 4.9 b 2.9 13,307 b 2004 3.0 1.8

55 トンガ 0.2 0.8 d 2,090 8,177 d 1.8 b 1.9 8,177 b 2005 5.2 8.3

56 リビア 38.8 .. 6,621 .. 2.5 b .. .. .. 1.9 ..

57 アンティグア・バーブーダ 0.9 1.0 c 10,578 12,500 c 3.7 b 1.5 12,500 b 2004 .. ..

58 オマーン 24.3 c 38.4 c 9,584 c 15,602 c 2.4 b 1.8 15,602 b 2004 0.1 1.2

59 トリニダード・トバゴ 14.4 19.1 11,000 14,603 0.6 4.3 14,603 2005 5.1 6.9

60 ルーマニア 98.6 196.0 4,556 9,060 -0.3 b 1.6 9,060 b 2005 66.5 9.0

61 サウジアラビア 309.8 363.2 d 13,399 15,711 d -2.0 0.1 27,686 1977 0.4 0.7

62 パナマ 15.5 24.6 4,786 7,605 1.0 2.2 7,605 2005 1.0 3.3

63 マレーシア 130.3 275.8 5,142 10,882 3.9 3.3 10,882 2005 2.9 3.0

64 ベラルーシ 29.6 77.4 3,024 7,918 2.2 b 2.2 7,918 b 2005 144.6 10.3

65 モーリシャス 6.3 15.8 5,059 12,715 4.4 b 3.8 12,715 b 2005 5.8 4.9

66 ボスニア・ヘルツェゴビナ 9.9 .. 2,546 .. .. 12.7 b .. .. .. ..

67 ロシア 763.7 1,552.0 5,336 10,845 -0.7 b -0.1 11,947 b 1989 53.5 12.7

68 アルバニア 8.4 16.6 2,678 5,316 0.9 b 5.2 5,316 b 2005 15.6 2.4

69 マケドニア、旧ユーゴスラビア 5.8 14.6 2,835 7,200 -0.1 b -0.1 7,850 b 1990 5.7 (.)

70 ブラジル 796.1 1,566.3 4,271 8,402 0.7 1.1 8,402 2005 86.0 6.9

人間開発中位国
71 ドミニカ 0.3 0.4 c 3,938 6,393 c 3.1 b 1.3 6,393 b 2004 1.6 2.2

72 セントルシア 0.8 1.1 c 5,007 6,707 c 3.6 b 0.9 6,707 b 2004 2.7 3.9

73 カザフスタン 57.1 119.0 3,772 7,857 2.0 b 2.0 7,857 b 2005 29.7 7.6

74 ベネズエラ 140.2 176.3 d 5,275 6,632 -1.0 -1.0 8,756 1977 37.6 16.0

75 コロンビア 122.3 333.1 d 2,682 7,304 d 1.4 0.6 7,304 2005 15.2 5.0

76 ウクライナ 82.9 322.4 1,761 6,848 -3.8 b -2.4 10,587 b 1989 63.9 13.5

77 サモア 0.4 1.1 2,184 6,170 1.4 b 2.5 6,170 b 2005 4.0 1.8

78 タイ 176.6 557.4 2,750 8,677 4.9 2.7 8,677 2005 3.7 4.5

79 ドミニカ共和国 29.5 73.1 d 3,317 8,217 d 2.1 3.9 8,217 2005 10.5 4.2

80 ベリーズ 1.1 2.1 3,786 7,109 3.1 2.3 7,120 2004 1.8 3.6

81 中国 2,234.3 8,814.9 g 1,713 6,757 g 8.4 8.8 6,757 2005 5.1 1.8

82 グレナダ 0.5 0.8 c 4,451 7,843 c 3.4 b 2.5 8,264 b 2003 2.0 ..

83 アルメニア 4.9 14.9 1,625 4,945 4.4 b 4.4 4,945 b 2005 27.3 0.6

84 トルコ 362.5 605.9 5,030 8,407 1.8 1.7 8,407 2005 64.2 8.2

85 スリナム 1.3 3.5 2,986 7,722 -0.5 1.1 8,634 1978 60.7 ..

86 ヨルダン 12.7 30.3 2,323 5,530 0.5 1.6 5,613 1986 2.8 3.5

87 ペルー 79.4 168.9 2,838 6,039 -0.3 2.2 6,097 1981 15.0 1.6

88 レバノン 21.9 20.0 6,135 5,584 3.2 b 2.8 5,586 b 2004 .. ..

89 エクアドル 36.5 57.4 2,758 4,341 0.3 0.8 4,341 2005 34.1 2.4

90 フィリピン 99.0 426.7 1,192 5,137 0.4 1.6 5,137 2005 6.6 7.6

91 チュニジア 28.7 84.0 2,860 8,371 2.3 3.3 8,371 2005 3.6 2.0

92 フィジー 2.7 5.1 3,219 6,049 0.9 b 1.4 b 6,056 b 2004 3.1 2.4

93 セントビンセント・グレナディーン諸島 0.4 0.8 3,612 6,568 3.2 1.6 6,568 2005 1.8 3.7

94 イラン 189.8 543.8 2,781 7,968 -0.2 2.3 9,311 1976 21.3 13.4

95 パラグアイ 7.3 27.4 d 1,242 4,642 d 0.5 -0.6 5,430 1981 11.1 6.8

96 グルジア 6.4 15.1 1,429 3,365 -3.9 0.2 6,884 1985 12.8 8.2

97 ガイアナ 0.8 3.4 d 1,048 4,508 d 0.9 3.2 4,618 2004 5.5 6.3

98 アゼルバイジャン 12.6 42.1 1,498 5,016 (.) b (.) 5,310 b 1990 66.4 9.5

99 スリランカ 23.5 90.2 1,196 4,595 3.2 3.7 4,595 2005 9.5 11.6

100 モルディブ 0.8 .. 2,326 .. .. 3.8 b .. .. 4.3 3.3

101 ジャマイカ 9.6 11.4 3,607 4,291 1.0 0.7 4,291 2005 16.6 15.3

102 カーボヴェルデ 1.0 2.9 d 1,940 5,803 d 2.9 b 3.4 5,803 b 2005 3.9 0.4

103 エルサルバドル 17.0 36.2 d 2,467 5,255 d 0.3 1.6 5,745 1978 5.9 4.7

104 アルジェリア 102.3 232.0 d 3,112 7,062 d 0.1 1.1 7,062 2005 10.7 1.6

105 ベトナム 52.4 255.3 631 3,071 5.2 b 5.9 3,071 b 2005 3.3 8.3

106 パレスチナ占領地域 4.0 .. 1,107 .. .. -2.9 b .. .. .. ..
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107 インドネシア 287.2 847.6 1,302 3,843 3.9 2.1 3,843 2005 13.3 10.5

108 シリア 26.3 72.5 1,382 3,808 0.9 1.4 3,808 2005 4.9 ..

109 トルクメニスタン 8.1 15.4 h 1,669 3,838 h .. -6.8 b 6,752 b 1988 .. ..

110 ニカラグア 4.9 18.9 d 954 3,674 d -2.1 1.8 7,187 1977 18.9 9.4

111 モルドバ 2.9 8.8 694 2,100 -4.4 b -3.5 4,168 b 1989 16.5 13.1

112 エジプト 89.4 321.1 1,207 4,337 2.8 2.4 4,337 2005 6.6 4.9

113 ウズベキスタン 14.0 54.0 533 2,063 -0.4 b 0.3 2,080 b 1989 .. ..

114 モンゴル 1.9 5.4 736 2,107 1.2 b 2.2 2,107 b 2005 19.2 8.9

115 ホンジュラス 8.3 24.7 d 1,151 3,430 d 0.2 0.5 3,430 2005 15.0 8.8

116 キルギス 2.4 9.9 475 1,927 -2.3 b -1.3 2,806 b 1990 13.2 4.4

117 ボリビア 9.3 25.9 1,017 2,819 -0.2 1.3 3,025 1977 6.3 5.4

118 グアテマラ 31.7 57.6 d 2,517 4,568 d 0.4 1.3 4,568 2005 8.6 8.4

119 ガボン 8.1 9.6 5,821 6,954 -1.4 -0.4 13,812 1976 3.0 (.)

120 バヌアツ .. .. .. 3,225 0.1 b .. 3,833 b 1984 .. ..

121 南アフリカ 239.5 520.9 d 5,109 11,110 d -0.3 0.6 11,617 1981 7.4 3.4

122 タジキスタン 2.3 8.8 355 1,356 -6.3 b -4.0 3,150 b 1988 .. ..

123 サントメ・プリンシペ 0.1 0.3 451 2,178 0.3 b 0.5 2,178 b 2005 .. ..

124 ボツワナ 10.3 21.9 5,846 12,387 5.9 4.8 12,387 2005 7.9 8.6

125 ナミビア 6.1 15.4 d 3,016 7,586 d 0.1 b 1.4 7,586 b 2005 .. 2.3

126 モロッコ 51.6 137.4 1,711 4,555 1.4 1.5 4,555 2005 2.8 1.0

127 赤道ギニア 3.2 3.8 c,d 6,416 7,874 c,d 11.7 b 16.6 7,874 b 2004 7.6 ..

128 インド 805.7 3,779.0 d 736 3,452 d 3.4 4.2 3,452 2005 7.2 4.2

129 ソロモン諸島 0.3 1.0 d 624 2,031 d 1.1 -2.4 2,804 1996 9.6 7.2

130 ラオス 2.9 12.1 485 2,039 3.4 b 3.8 2,039 b 2005 28.0 7.2

131 カンボジア 6.2 38.4 d 440 2,727 d .. 5.5 b 2,727 b 2005 3.9 5.7

132 ミャンマー .. .. .. .. 2.6 b 6.6 b .. .. 25.2 9.4

133 ブータン 0.8 .. 1,325 .. 5.4 b 5.6 b .. .. 7.0 5.3

134 コモロ連合 0.4 1.2 d 645 1,993 d -0.6 b -0.4 2,272 b 1984 .. ..

135 ガーナ 10.7 54.8 d 485 2,480 d 0.7 2.0 2,480 2005 25.6 15.1

136 パキスタン 110.7 369.2 711 2,370 2.5 1.3 2,370 2005 7.5 9.1

137 モーリタニア 1.9 6.9 d 603 2,234 d -0.1 0.3 2,338 1976 5.8 12.1

138 レソト 1.5 6.0 d 808 3,335 d 2.7 2.3 3,335 2005 8.5 3.4

139 コンゴ共和国 5.1 5.0 1,273 1,262 -0.1 -1.0 1,758 1984 6.4 5.3

140 バングラデシュ 60.0 291.2 423 2,053 2.0 2.9 2,053 2005 5.1 7.0

141 スワジランド 2.7 5.5 2,414 4,824 1.6 0.2 4,824 2005 8.7 4.8

142 ネパール 7.4 42.1 272 1,550 2.0 2.0 1,550 2005 6.8 6.8

143 マダガスカル 5.0 17.2 271 923 -1.6 -0.7 1,450 1975 14.7 18.5

144 カメルーン 16.9 37.5 1,034 2,299 -0.4 0.6 3,175 1986 4.7 2.0

145 パプアニューギニア 4.9 15.1 d 840 2,563 d 0.5 0.2 2,986 1994 10.1 1.7

146 ハイチ 4.3 14.2 d 500 1,663 d -2.2 -2.0 3,151 1980 19.6 15.7

147 スーダン 27.5 75.5 d 760 2,083 d 1.3 3.5 2,083 2005 41.8 8.5

148 ケニア 18.7 42.5 547 1,240 0.1 -0.1 1,263 1990 11.6 10.3

149 ジブチ 0.7 1.7 d 894 2,178 d -2.7 b -2.7 3,200 b 1990 .. ..

150 東ティモール 0.3 .. 358 .. .. .. .. .. .. ..

151 ジンバブエ 3.4 26.5 259 2,038 -0.5 -2.1 3,228 1998 36.1 ..

152 トーゴ 2.2 9.3 d 358 1,506 d -1.1 (.) 2,133 1980 5.7 6.8

153 イエメン 15.1 19.5 718 930 1.5 b 1.5 943 b 2002 20.8 ..

154 ウガンダ 8.7 41.9 d 303 1,454 d 2.4 b 3.2 1,454 b 2005 7.1 8.2

155 ガンビア 0.5 2.9 d 304 1,921 d -0.1 0.1 1,932 1984 5.0 3.2

人間開発低位国
156 セネガル 8.2 20.9 707 1,792 (.) 1.2 1,792 2005 3.7 1.7

157 エリトリア 1.0 4.9 d 220 1,109 d .. 0.3 b 1,435 b 1997 .. ..

158 ナイジェリア 99.0 148.3 752 1,128 -0.1 0.8 1,177 1977 23.5 13.5

159 タンザニア 12.1 28.5 316 744 1.4 b 1.7 744 b 2005 13.8 8.6
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 注）
a. 国内総生産（GDP）は、2005 年の
基準価格で表されている。

b. データは記載よりも短期間を対象とし
ている。

c. 2004年のデータ。
d. 世界銀行が回帰分析に基づいて推
定。

e. 2003年のデータ。
f. 2002年のデータ。
g. 中国と米国の二国間の比較により推
定（Ruoen and Kai 1995）。

h. 2000年のデータ。
i. 2001年のデータ。

出典）
第1－4列：World Bank 2007b（世界銀
行がHDROのために算出した基準値）。
第5・6列：World Bank 2007b（世界銀
行が最小二乗法を用いてHDROのため
に算出）。
第 7・8 列：World Bank 2007b の 1人
当たりGDP（PPP US$）についての時
系列データをもとに算出。
第9・10列：World Bank 2007bの消費
者物価指数のデータをもとに算出。

160 ギニア 3.3 21.8 350 2,316 1.0 b 1.2 2,316 b 2005 .. ..

161 ルワンダ 2.2 10.9 d 238 1,206 d -0.3 0.1 1,358 1983 11.2 9.1

162 アンゴラ 32.8 37.2 d 2,058 2,335 d -0.6 b 1.5 2,335 b 2005 393.3 23.0

163 ベナン 4.3 9.6 508 1,141 0.4 1.4 1,141 2005 5.6 5.4

164 マラウイ 2.1 8.6 161 667 -0.2 1.0 719 1979 28.4 15.4

165 ザンビア 7.3 11.9 623 1,023 -1.8 -0.3 1,559 1976 40.0 18.3

166 コートジボワール 16.3 29.9 900 1,648 -2.1 -0.5 3,195 1978 5.4 3.9

167 ブルンジ 0.8 5.3 d 106 699 d -1.0 -2.8 1,047 1991 13.8 13.0

168 コンゴ民主共和国 7.1 41.1 d 123 714 d -4.9 -5.2 2,488 1975 424.3 21.3

169 エチオピア 11.2 75.1 d 157 1,055 d -0.2 b 1.5 1,055 b 2005 4.2 11.6

170 チャド 5.5 13.9 d 561 1,427 d 0.5 1.7 1,427 2005 5.3 7.9

171 中央アフリカ 1.4 4.9 d 339 1,224 d -1.5 -0.6 1,935 1977 3.9 2.9

172 モザンビーク 6.6 24.6 d 335 1,242 d 2.3 b 4.3 1,242 b 2005 22.1 7.2

173 マリ 5.3 14.0 392 1,033 0.2 2.2 1,033 2005 3.8 6.4

174 ニジェール 3.4 10.9 d 244 781 d -1.7 -0.5 1,293 1979 4.4 7.8

175 ギニアビサウ 0.3 1.3 d 190 827 d -0.6 -2.6 1,264 1997 20.2 3.3

176 ブルキナファソ 5.2 16.0 d 391 1,213 d 0.9 1.3 1,213 2005 4.1 6.4

177 シエラレオネ 1.2 4.5 216 806 -2.1 -1.4 1,111 1982 19.7 12.1
開発途上国 9,812.5T 26,732.3T 1,939 5,282 2.5 3.1 .. .. .. ..
　後発開発途上国 306.2T 1,081.8T 424 1,499 0.9 1.8 .. .. .. ..
　アラブ諸国 1,043.4T 1,915.2T 3,659 6,716 0.7 2.3 .. .. .. ..
　東アジア・太平洋諸国 4,122.5T 12,846.6T 2,119 6,604 6.1 5.8 .. .. .. ..
　ラテンアメリカ・カリブ海諸国 2,469.5T 4,639.2T 4,480 8,417 0.7 1.2 .. .. .. ..
　南アジア 1,206.1T 5,152.2T 800 3,416 2.6 3.4 .. .. .. ..
　サハラ以南アフリカ 589.9T 1,395.6T 845 1,998 -0.5 0.5 .. .. .. ..
中東欧・ＣＩＳ諸国 1,873.0T 3,827.2T 4,662 9,527 1.4 1.4 .. .. .. ..
ＯＥＣＤ諸国 34,851.2T 34,076.8T 29,860 29,197 2.0 1.8 .. .. .. ..
　高所得ＯＥＣＤ諸国 32,404.5T 30,711.7T 35,696 33,831 2.1 1.8 .. .. .. ..
人間開発高位国 37,978.4T 39,633.4T 22,984 23,986 1.9 1.8 .. .. .. ..
人間開発中位国 5,881.2T 20,312.6T 1,412 4,876 3.2 4.0 .. .. .. ..
人間開発低位国 236.4T 544.2T 483 1,112 -0.7 0.6 .. .. .. ..
高所得国 34,338.1T 32,680.7T 34,759 33,082 2.1 1.8 .. .. .. ..
中所得国 8,552.0T 22,586.3T 2,808 7,416 2.1 3.0 .. .. .. ..
低所得国 1,416.2T 5,879.1T 610 2,531 2.2 2.9 .. .. .. ..
全世界 44,155.7T 60,597.3T 6,954 9,543 1.4 1.5 .. .. .. ..
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人間開発高位国
1 アイスランド .. .. .. .. .. .. .. ..

2 ノルウェー 2000 c 3.9 9.6 37.2 23.4 6.1 3.9 25.8

3 オーストラリア 1994 c 2.0 5.9 41.3 25.4 12.5 7.0 35.2

4 カナダ 2000 c 2.6 7.2 39.9 24.8 9.4 5.5 32.6

5 アイルランド 2000 c 2.9 7.4 42.0 27.2 9.4 5.6 34.3

6 スウェーデン 2000 c 3.6 9.1 36.6 22.2 6.2 4.0 25.0

7 スイス 2000 c 2.9 7.6 41.3 25.9 9.0 5.5 33.7

8 日本 1993 c 4.8 10.6 35.7 21.7 4.5 3.4 24.9

9 オランダ 1999 c 2.5 7.6 38.7 22.9 9.2 5.1 30.9

10 フランス 1995 c 2.8 7.2 40.2 25.1 9.1 5.6 32.7

11 フィンランド 2000 c 4.0 9.6 36.7 22.6 5.6 3.8 26.9

12 米国 2000 c 1.9 5.4 45.8 29.9 15.9 8.4 40.8

13 スペイン 2000 c 2.6 7.0 42.0 26.6 10.3 6.0 34.7

14 デンマーク 1997 c 2.6 8.3 35.8 21.3 8.1 4.3 24.7

15 オーストリア 2000 c 3.3 8.6 37.8 23.0 6.9 4.4 29.1

16 英国 1999 c 2.1 6.1 44.0 28.5 13.8 7.2 36.0

17 ベルギー 2000 c 3.4 8.5 41.4 28.1 8.2 4.9 33.0

18 ルクセンブルク .. .. .. .. .. .. .. ..

19 ニュージーランド 1997 c 2.2 6.4 43.8 27.8 12.5 6.8 36.2

20 イタリア 2000 c 2.3 6.5 42.0 26.8 11.6 6.5 36.0

21 香港 1996 c 2.0 5.3 50.7 34.9 17.8 9.7 43.4

22 ドイツ 2000 c 3.2 8.5 36.9 22.1 6.9 4.3 28.3

23 イスラエル 2001 c 2.1 5.7 44.9 28.8 13.4 7.9 39.2

24 ギリシャ 2000 c 2.5 6.7 41.5 26.0 10.2 6.2 34.3

25 シンガポール 1998 c 1.9 5.0 49.0 32.8 17.7 9.7 42.5

26 韓国 1998 c 2.9 7.9 37.5 22.5 7.8 4.7 31.6

27 スロベニア 1998 d 3.6 9.1 35.7 21.4 5.9 3.9 28.4

28 キプロス .. .. .. .. .. .. .. ..

29 ポルトガル 1997 c 2.0 5.8 45.9 29.8 15.0 8.0 38.5

30 ブルネイ .. .. .. .. .. .. .. ..

31 バルバドス .. .. .. .. .. .. .. ..

32 チェコ 1996 c 4.3 10.3 35.9 22.4 5.2 3.5 25.4

33 クウェート .. .. .. .. .. .. .. ..

34 マルタ .. .. .. .. .. .. .. ..

35 カタール .. .. .. .. .. .. .. ..

36 ハンガリー 2002 d 4.0 9.5 36.5 22.2 5.5 3.8 26.9

37 ポーランド 2002 d 3.1 7.5 42.2 27.0 8.8 5.6 34.5

38 アルゼンチン e 2004 c 0.9 3.1 55.4 38.2 40.9 17.8 51.3

39 アラブ首長国連邦 .. .. .. .. .. .. .. ..

40 チリ 2003 c 1.4 3.8 60.0 45.0 33.0 15.7 54.9

41 バーレーン .. .. .. .. .. .. .. ..

42 スロバキア 1996 c 3.1 8.8 34.8 20.9 6.7 4.0 25.8

43 リトアニア 2003 d 2.7 6.8 43.2 27.7 10.4 6.3 36.0

44 エストニア 2003 d 2.5 6.7 42.8 27.6 10.8 6.4 35.8

45 ラトビア 2003 d 2.5 6.6 44.7 29.1 11.6 6.8 37.7

46 ウルグアイ e 2003 c 1.9 5.0 50.5 34.0 17.9 10.2 44.9

47 クロアチア 2001 d 3.4 8.3 39.6 24.5 7.3 4.8 29.0

48 コスタリカ 2003 c 1.0 3.5 54.1 37.4 37.8 15.6 49.8

49 バハマ .. .. .. .. .. .. .. ..

50 セーシェル .. .. .. .. .. .. .. ..

51 キューバ .. .. .. .. .. .. .. ..

52 メキシコ 2004 d 1.6 4.3 55.1 39.4 24.6 12.8 46.1

53 ブルガリア 2003 d 3.4 8.7 38.3 23.9 7.0 4.4 29.2
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54 セントクリストファー・ネーヴィス .. .. .. .. .. .. .. ..

55 トンガ .. .. .. .. .. .. .. ..

56 リビア .. .. .. .. .. .. .. ..

57 アンティグア・バーブーダ .. .. .. .. .. .. .. ..

58 オマーン .. .. .. .. .. .. .. ..

59 トリニダード・トバゴ 1992 c 2.2 5.9 44.9 28.8 12.9 7.6 38.9

60 ルーマニア 2003 d 3.3 8.1 39.2 24.4 7.5 4.9 31.0

61 サウジアラビア .. .. .. .. .. .. .. ..

62 パナマ 2003 c 0.7 2.5 59.9 43.0 57.5 23.9 56.1

63 マレーシア 1997 c 1.7 4.4 54.3 38.4 22.1 12.4 49.2

64 ベラルーシ 2002 d 3.4 8.5 38.3 23.5 6.9 4.5 29.7

65 モーリシャス .. .. .. .. .. .. .. ..

66 ボスニア・ヘルツェゴビナ 2001 d 3.9 9.5 35.8 21.4 5.4 3.8 26.2

67 ロシア 2002 d 2.4 6.1 46.6 30.6 12.7 7.6 39.9

68 アルバニア 2004 d 3.4 8.2 39.5 24.4 7.2 4.8 31.1

69 マケドニア、旧ユーゴスラビア 2003 d 2.4 6.1 45.5 29.6 12.5 7.5 39.0

70 ブラジル 2004 c 0.9 2.8 61.1 44.8 51.3 21.8 57.0

人間開発中位国
71 ドミニカ .. .. .. .. .. .. .. ..

72 セントルシア .. .. .. .. .. .. .. ..

73 カザフスタン 2003 d 3.0 7.4 41.5 25.9 8.5 5.6 33.9

74 ベネズエラ 2003 0.7 3.3 52.1 35.2 48.3 16.0 48.2

75 コロンビア 2003 c 0.7 2.5 62.7 46.9 63.8 25.3 58.6

76 ウクライナ 2003 d 3.9 9.2 37.5 23.0 5.9 4.1 28.1

77 サモア .. .. .. .. .. .. .. ..

78 タイ 2002 d 2.7 6.3 49.0 33.4 12.6 7.7 42.0

79 ドミニカ共和国 2004 c 1.4 4.0 56.7 41.1 28.5 14.3 51.6

80 ベリーズ .. .. .. .. .. .. .. ..

81 中国 2004 c 1.6 4.3 51.9 34.9 21.6 12.2 46.9

82 グレナダ .. .. .. .. .. .. .. ..

83 アルメニア 2003 d 3.6 8.5 42.8 29.0 8.0 5.0 33.8

84 トルコ 2003 d 2.0 5.3 49.7 34.1 16.8 9.3 43.6

85 スリナム .. .. .. .. .. .. .. ..

86 ヨルダン 2002-03 d 2.7 6.7 46.3 30.6 11.3 6.9 38.8

87 ペルー 2003 c 1.3 3.7 56.7 40.9 30.4 15.2 52.0

88 レバノン .. .. .. .. .. .. .. ..

89 エクアドル 1998 d 0.9 3.3 58.0 41.6 44.9 17.3 53.6

90 フィリピン 2003 d 2.2 5.4 50.6 34.2 15.5 9.3 44.5

91 チュニジア 2000 d 2.3 6.0 47.3 31.5 13.4 7.9 39.8

92 フィジー .. .. .. .. .. .. .. ..

93 セントビンセント・グレナディーン諸島 .. .. .. .. .. .. .. ..

94 イラン 1998 d 2.0 5.1 49.9 33.7 17.2 9.7 43.0

95 パラグアイ 2003 c 0.7 2.4 61.9 46.1 65.4 25.7 58.4

96 グルジア 2003 d 2.0 5.6 46.4 30.3 15.4 8.3 40.4

97 ガイアナ .. .. .. .. .. .. .. ..

98 アゼルバイジャン 2001 d 3.1 7.4 44.5 29.5 9.7 6.0 36.5

99 スリランカ 2002 d 3.0 7.0 48.0 32.7 11.1 6.9 40.2

100 モルディブ .. .. .. .. .. .. .. ..

101 ジャマイカ 2004 d 2.1 5.3 51.6 35.8 17.3 9.8 45.5

102 カーボヴェルデ .. .. .. .. .. .. .. ..

103 エルサルバドル 2002 c 0.7 2.7 55.9 38.8 57.5 20.9 52.4

104 アルジェリア 1995 d 2.8 7.0 42.6 26.8 9.6 6.1 35.3

105 ベトナム 2004 d 4.2 9.0 44.3 28.8 6.9 4.9 34.4

106 パレスチナ占領地域 .. .. .. .. .. .. .. ..
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107 インドネシア 2002 d 3.6 8.4 43.3 28.5 7.8 5.2 34.3

108 シリア .. .. .. .. .. .. .. ..

109 トルクメニスタン 1998 d 2.6 6.1 47.5 31.7 12.3 7.7 40.8

110 ニカラグア 2001 d 2.2 5.6 49.3 33.8 15.5 8.8 43.1

111 モルドバ 2003 d 3.2 7.8 41.4 26.4 8.2 5.3 33.2

112 エジプト 1999-00 d 3.7 8.6 43.6 29.5 8.0 5.1 34.4

113 ウズベキスタン 2003 d 2.8 7.2 44.7 29.6 10.6 6.2 36.8

114 モンゴル 2002 d 3.0 7.5 40.5 24.6 8.2 5.4 32.8

115 ホンジュラス 2003 c 1.2 3.4 58.3 42.2 34.2 17.2 53.8

116 キルギス 2003 d 3.8 8.9 39.4 24.3 6.4 4.4 30.3

117 ボリビア 2002 c 0.3 1.5 63.0 47.2 168.1 42.3 60.1

118 グアテマラ 2002 c 0.9 2.9 59.5 43.4 48.2 20.3 55.1

119 ガボン .. .. .. .. .. .. .. ..

120 バヌアツ .. .. .. .. .. .. .. ..

121 南アフリカ 2000 d 1.4 3.5 62.2 44.7 33.1 17.9 57.8

122 タジキスタン 2003 d 3.3 7.9 40.8 25.6 7.8 5.2 32.6

123 サントメ・プリンシペ .. .. .. .. .. .. .. ..

124 ボツワナ 1993 d 1.2 3.2 65.1 51.0 43.0 20.4 60.5

125 ナミビア 1993 c 0.5 1.4 78.7 64.5 128.8 56.1 74.3

126 モロッコ 1998-99 d 2.6 6.5 46.6 30.9 11.7 7.2 39.5

127 赤道ギニア .. .. .. .. .. .. .. ..

128 インド 2004-05 d 3.6 8.1 45.3 31.1 8.6 5.6 36.8

129 ソロモン諸島 .. .. .. .. .. .. .. ..

130 ラオス 2002 d 3.4 8.1 43.3 28.5 8.3 5.4 34.6

131 カンボジア 2004 d 2.9 6.8 49.6 34.8 12.2 7.3 41.7

132 ミャンマー .. .. .. .. .. .. .. ..

133 ブータン .. .. .. .. .. .. .. ..

134 コモロ連合 .. .. .. .. .. .. .. ..

135 ガーナ 1998-99 d 2.1 5.6 46.6 30.0 14.1 8.4 40.8

136 パキスタン 2002 d 4.0 9.3 40.3 26.3 6.5 4.3 30.6

137 モーリタニア 2000 d 2.5 6.2 45.7 29.5 12.0 7.4 39.0

138 レソト 1995 d 0.5 1.5 66.5 48.3 105.0 44.2 63.2

139 コンゴ共和国 .. .. .. .. .. .. .. ..

140 バングラデシュ 2000 d 3.7 8.6 42.7 27.9 7.5 4.9 33.4

141 スワジランド 2000-01 c 1.6 4.3 56.3 40.7 25.1 13.0 50.4

142 ネパール 2003-04 d 2.6 6.0 54.6 40.6 15.8 9.1 47.2

143 マダガスカル 2001 d 1.9 4.9 53.5 36.6 19.2 11.0 47.5

144 カメルーン 2001 d 2.3 5.6 50.9 35.4 15.7 9.1 44.6

145 パプアニューギニア 1996 d 1.7 4.5 56.5 40.5 23.8 12.6 50.9

146 ハイチ 2001 c 0.7 2.4 63.4 47.7 71.7 26.6 59.2

147 スーダン .. .. .. .. .. .. .. ..

148 ケニア 1997 d 2.5 6.0 49.1 33.9 13.6 8.2 42.5

149 ジブチ .. .. .. .. .. .. .. ..

150 東ティモール .. .. .. .. .. .. .. ..

151 ジンバブエ 1995-96 d 1.8 4.6 55.7 40.3 22.0 12.0 50.1

152 トーゴ .. .. .. .. .. .. .. ..

153 イエメン 1998 d 3.0 7.4 41.2 25.9 8.6 5.6 33.4

154 ウガンダ 2002 d 2.3 5.7 52.5 37.7 16.6 9.2 45.7

155 ガンビア 1998 d 1.8 4.8 53.4 37.0 20.2 11.2 50.2

人間開発低位国
156 セネガル 2001 d 2.7 6.6 48.4 33.4 12.3 7.4 41.3

157 エリトリア .. .. .. .. .. .. .. ..

158 ナイジェリア 2003 d 1.9 5.0 49.2 33.2 17.8 9.7 43.7

159 タンザニア 2000-01 d 2.9 7.3 42.4 26.9 9.2 5.8 34.6
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 注）
 基礎世帯調査の調査方法や集計
データの種類が異なるため、結果の
データをもとに厳密に国同士の比較
をすることはできない。

a. データは最富裕層の最貧層に対する
所得、または消費比率を示す。デー
タは四捨五入されているため、第 2
から5 列までの所得、あるいは消費
に占める割合をもとに計算した比率

と異なる場合がある。
b. データの「0」は完全な平等を、「100」
は完全な不平等を示す。

c. データは、人口の百分位階層の所得
配分を示す。百分位階層は１人当た
りの所得にもとづく。

d. データは、人口の百分位階層別の消
費配分を示す。百分位階層は１人当
たりの消費にもとづく。

e. データは都市部のみを対象としている。

出典）
第1－5・8 列：World Bank 2007b。
第 6・7 列：World Bank 2007bの所得
および消費のデータをもとに算出。

160 ギニア 2003 d 2.9 7.0 46.1 30.7 10.5 6.6 38.6

161 ルワンダ 2000 d 2.1 5.3 53.0 38.2 18.6 9.9 46.8

162 アンゴラ .. .. .. .. .. .. .. ..

163 ベナン 2003 d 3.1 7.4 44.5 29.0 9.4 6.0 36.5

164 マラウイ 2004-05 d 2.9 7.0 46.6 31.8 10.9 6.7 39.0

165 ザンビア 2004 d 1.2 3.6 55.1 38.8 32.3 15.3 50.8

166 コートジボワール 2002 d 2.0 5.2 50.7 34.0 16.6 9.7 44.6

167 ブルンジ 1998 d 1.7 5.1 48.0 32.8 19.3 9.5 42.4

168 コンゴ民主共和国 .. .. .. .. .. .. .. ..

169 エチオピア 1999-00  d 3.9 9.1 39.4 25.5 6.6 4.3 30.0

170 チャド .. .. .. .. .. .. .. ..

171 中央アフリカ 1993 d 0.7 2.0 65.0 47.7 69.2 32.7 61.3

172 モザンビーク 2002-03 d 2.1 5.4 53.6 39.4 18.8 9.9 47.3

173 マリ 2001 d 2.4 6.1 46.6 30.2 12.5 7.6 40.1

174 ニジェール 1995 d 0.8 2.6 53.3 35.4 46.0 20.7 50.5

175 ギニアビサウ 1993 d 2.1 5.2 53.4 39.3 19.0 10.3 47.0

176 ブルキナファソ 2003 d 2.8 6.9 47.2 32.2 11.6 6.9 39.5

177 シエラレオネ 1989 d 0.5 1.1 63.4 43.6 87.2 57.6 62.9



HDIランク

財・サービスの輸入
（対GDP比：％）

財・サービスの輸出
（対GDP比：％）

第一次産品の輸出 a
（商品輸出に占め
る割合：％）

加工品輸出
（商品輸出に占め
る割合：％）

ハイテク製品の輸出
（商品輸出に占める割

合：％）
貿易条件
（2000＝100）b

1990 2005 1990 2005 1990 2005 1990 2005 1990 2005 2004–05 c
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貿易構造

人間開発高位国
1 アイスランド 32 45 34 32 91 80 8 19 10.0 27.1 ..

2 ノルウェー 34 28 40 45 67 80 32 17 12.4 17.3 122

3 オーストラリア 16 21 d 16 18 d 73 67 27 25 11.9 12.7 131

4 カナダ 26 34 d 26 39 d 36 37 59 58 13.7 14.4 111

5 アイルランド 52 68 d 57 83 d 26 10 70 86 .. .. 99

6 スウェーデン 30 41 30 49 16 15 83 79 13.3 16.7 90

7 スイス 34 39 d 36 46 d 6 6 94 93 12.1 21.7 ..

8 日本 10 11 d 10 13 d 3 4 96 92 23.8 22.5 83

9 オランダ 52 63 56 71 37 31 59 68 16.4 30.1 100

10 フランス 23 27 21 26 23 18 77 80 16.1 20.0 111

11 フィンランド 24 35 22 39 17 15 83 84 7.6 25.2 86

12 米国 11 15 d 10 10 d 21 15 75 82 33.7 31.8 97

13 スペイン 19 31 16 25 24 22 75 77 6.4 7.1 102

14 デンマーク 33 44 37 49 35 31 60 65 15.2 21.6 104

15 オーストリア 37 48 38 53 12 16 88 80 7.8 12.8 102

16 英国 27 30 24 26 19 18 79 77 23.6 28.0 105

17 ベルギー 68 85 69 87 19 e 19 77 e 79 .. 8.7 99

18 ルクセンブルク 88 136 102 158 .. 14 .. 82 .. 11.8 ..

19 ニュージーランド 27 30 d 27 29 d 72 66 26 31 9.5 14.2 112

20 イタリア 19 26 19 26 11 12 88 85 7.6 7.8 101

21 香港 122 185 131 198 7 3 92 96 12.1 f 33.9 98

22 ドイツ 25 35 25 40 10 10 89 83 11.1 16.9 101

23 イスラエル 45 51 35 46 13 4 87 83 10.4 13.9 95

24 ギリシャ 28 28 18 21 46 41 54 56 2.2 10.2 95

25 シンガポール .. 213 .. 243 27 15 72 81 39.7 56.6 87

26 韓国 29 40 28 42 6 9 94 91 17.8 32.3 77

27 スロベニア 79 65 91 65 14 f 12 86 f 88 3.2 f 4.6 ..

28 キプロス 57 .. 52 .. 42 36 58 63 8.2 46.3 ..

29 ポルトガル 38 37 31 29 19 16 80 75 4.4 8.7 d 102 d

30 ブルネイ .. .. .. .. 97 88 d 3 12 d .. 4.9 d ..

31 バルバドス 52 69 49 58 55 56 43 43 20.2 f 14.8 d ..

32 チェコ 43 70 45 72 .. 10 .. 88 .. 12.9 d ..

33 クウェート 58 30 45 68 94 93 d 6 7 d 3.5 1.0 d ..

34 マルタ 99 82 85 71 7 4 93 95 43.6 53.5 85

35 カタール .. 33 .. 68 82 84 18 7 0.4 f 1.2 ..

36 ハンガリー 29 69 31 66 35 11 63 84 4.0 f 24.5 97

37 ポーランド 22 37 29 37 36 20 58 78 3.7 f 3.8 107

38 アルゼンチン 5 19 10 25 71 68 29 31 7.1 f 6.6 107

39 アラブ首長国連邦 41 76 66 94 88 f 76 d 12 f 24 d (.) f 10.2 d ..

40 チリ 31 34 34 42 87 84 11 14 4.6 4.8 d 115

41 バーレーン 95 64 d 116 82 d 54 93 45 7 .. 2.0 ..

42 スロバキア 36 83 27 79 .. 16 .. 84 .. 7.3 ..

43 リトアニア 61 65 52 58 38 f 44 59 f 56 0.4 f 6.1 ..

44 エストニア 54 f 90 60 f 84 .. 22 .. 69 .. 17.6 ..

45 ラトビア 49 62 48 48 .. 40 .. 57 .. 5.3 ..

46 ウルグアイ 18 28 24 30 61 68 39 32 .. 2.4 d 108

47 クロアチア 86 f 56 78 f 47 32 f 32 68 f 68 5.3 f 11.5 ..

48 コスタリカ 36 54 30 48 66 34 27 66 .. 38.0 102

49 バハマ .. .. .. .. 81 f 58 d 19 f 42 d .. 4.9 d ..

50 セーシェル 67 121 62 110 74 93 26 6 59.4 f 18.2 99 d

51 キューバ .. .. .. .. .. 81 d .. 19 d .. 29.1 d ..

52 メキシコ 20 32 19 30 56 23 43 77 8.3 19.6 98

53 ブルガリア 37 77 33 61 .. 37 .. 59 .. 4.7 ..
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54 セントクリストファー・ネーヴィス 83 61 d 52 49 d .. 4 .. 96 .. 0.7 d ..

55 トンガ 65 44 d 34 10 d 74 g 93 d 24 5 d .. 0.3 d ..

56 リビア 31 36 d 40 48 d 96 f,g .. 4 f .. .. .. 186 d

57 アンティグア・バーブーダ 87 69 d 89 62 d .. 71 .. 29 .. 16.1 d ..

58 オマーン 28 43 d 47 57 d 94 89 5 6 2.1 2.2 ..

59 トリニダード・トバゴ 29 46 d 45 58 d 73 74 27 26 0.8 f 1.3 ..

60 ルーマニア 26 43 17 33 26 20 73 80 2.5 3.4 ..

61 サウジアラビア 32 26 41 61 92 90 8 9 0.7 f 1.3 ..

62 パナマ 79 72 87 69 78 91 21 9 .. 0.9 94

63 マレーシア 72 100 75 123 46 24 54 75 38.2 54.7 99

64 ベラルーシ 44 60 46 61 .. 46 .. 52 .. 2.6 ..

65 モーリシャス 71 61 64 57 34 29 66 70 0.5 21.3 85

66 ボスニア・ヘルツェゴビナ .. 81 .. 36 .. .. .. .. .. .. ..

67 ロシア 18 22 18 35 .. 60 .. 19 .. 8.1 ..

68 アルバニア 23 46 15 22 .. 20 .. 80 .. 1.0 ..

69 マケドニア、旧ユーゴスラビア 36 62 26 45 .. 28 .. 72 .. 1.1 ..

70 ブラジル 7 12 8 17 47 46 52 54 7.1 12.8 101

人間開発中位国
71 ドミニカ 81 69 55 45 65 40 35 60 .. 7.2 ..

72 セントルシア 84 70 d 73 60 d 68 63 32 36 4.5 f 20.1 d ..

73 カザフスタン 75 f 45 74 f 54 .. 84 d .. 16 d .. 2.3 d ..

74 ベネズエラ 20 21 39 41 90 91 10 9 3.9 2.7 d 108

75 コロンビア 15 21 21 21 74 64 25 36 5.2 f 4.9 93

76 ウクライナ 29 53 28 54 .. 30 .. 69 .. 3.7 ..

77 サモア .. 51 d .. 27 d 90 23 d 10 77 d .. 0.1 d ..

78 タイ 42 75 34 74 36 22 63 77 20.7 26.6 93

79 ドミニカ共和国 44 38 34 34 22 f 60 d 78 f 34 d .. 1.3 d 95

80 ベリーズ 60 63 62 55 88 g 86 d 15 13 d 10.4 f 2.8 d ..

81 中国 16 32 19 37 27 8 72 92 6.1 f 30.6 92

82 グレナダ 63 76 d 42 43 d 66 64 d 34 36 d .. 4.7 d ..

83 アルメニア 46 40 35 27 .. 29 .. 71 .. 0.7 ..

84 トルコ 18 34 13 27 32 17 68 82 1.2 1.5 101

85 スリナム 44 60 42 41 26 27 d 74 80 d .. 0.2 d ..

86 ヨルダン 93 93 62 52 44 28 56 72 6.8 5.2 88

87 ペルー 14 19 16 25 82 83 18 17 1.6 f 2.6 109

88 レバノン 100 44 18 19 .. 29 d .. 70 d .. 2.4 d ..

89 エクアドル 32 32 33 31 98 91 2 9 0.3 7.6 108

90 フィリピン 33 52 28 47 31 11 38 89 32.5 f 71.0 89

91 チュニジア 51 51 44 48 31 22 d 69 78 d 2.1 4.9 d 99

92 フィジー 67 .. 62 74 d 64 74 35 25 12.1 3.2 ..

93 セントビンセント・グレナディーン諸島 77 65 66 44 .. 75 .. 25 .. 7.7 d ..

94 イラン 23 30 15 39 .. 88 .. 9 .. 2.6 d ..

95 パラグアイ 39 54 33 47 90 g 87 d 10 13 d 0.2 6.6 d 112 d

96 グルジア 46 54 40 42 .. 60 .. 40 .. 22.6 ..

97 ガイアナ 80 124 63 88 .. 78 .. 20 .. 1.1 ..

98 アゼルバイジャン 39 54 44 57 .. 87 .. 13 .. 0.8 ..

99 スリランカ 38 46 29 34 42 28 54 70 0.6 1.5 d 101 d

100 モルディブ .. 110 .. 62 .. 92 .. 8 .. 2.1 ..

101 ジャマイカ 52 61 48 41 30 34 d 70 66 d 9.5 f 0.4 d ..

102 カーボヴェルデ 44 66 d 13 32 d .. 65 d .. 90 d .. (.) d 91

103 エルサルバドル 31 45 19 27 62 40 d 38 60 d .. 4.1 d 91

104 アルジェリア 25 23 23 48 97 98 d 3 2 d 1.3 f 1.0 d 126

105 ベトナム 45 75 36 70 .. 46 d .. 53 d .. 5.6 d ..

106 パレスチナ占領地域 .. 68 .. 14 .. .. .. .. .. .. ..



HDIランク

財・サービスの輸入
（対GDP比：％）

財・サービスの輸出
（対GDP比：％）

第一次産品の輸出 a
（商品輸出に占め
る割合：％）

加工品輸出
（商品輸出に占め
る割合：％）

ハイテク製品の輸出
（商品輸出に占める割

合：％）
貿易条件
（2000＝100）b

1990 2005 1990 2005 1990 2005 1990 2005 1990 2005 2004–05 c

  323  

TA
B

LE 16

107 インドネシア 24 29 25 34 65 53 35 47 1.2 16.3 104

108 シリア 28 40 28 37 64 87 d 36 11 d .. 1.0 d ..

109 トルクメニスタン .. 48 .. 65 .. 92 d .. 7 d .. 4.9 d ..

110 ニカラグア 46 58 25 28 92 89 8 11 .. 5.2 91

111 モルドバ 51 91 48 53 .. 61 .. 39 .. 2.7 ..

112 エジプト 33 33 20 30 57 64 d 42 31 d .. 0.6 d 107

113 ウズベキスタン 48 30 29 40 .. .. .. .. .. .. ..

114 モンゴル 49 84 22 76 .. 79 .. 21 .. 0.1 ..

115 ホンジュラス 40 61 37 41 91 64 9 36 .. 2.2 d 90

116 キルギス 50 58 29 39 .. 35 .. 27 .. 2.2 ..

117 ボリビア 24 33 23 36 95 89 5 11 6.8 f 9.2 d 108

118 グアテマラ 25 30 21 16 76 43 24 57 .. 3.2 93

119 ガボン 31 39 46 59 .. 93 d .. 7 d .. 14.5 d 125

120 バヌアツ 77 .. 49 .. 87 g 92 d 13 8 d 19.8 1.2 d ..

121 南アフリカ 19 29 24 27 29 f,h 43 h 29 f,h 57 h 6.8 f 6.6 109

122 タジキスタン 35 73 28 54 .. 87 d .. 13 d .. 41.8 d ..

123 サントメ・プリンシペ 72 99 14 40 .. .. .. .. .. .. 137

124 ボツワナ 50 35 55 51 .. i 13 d,i .. i 86 d,i .. 0.2 d 92

125 ナミビア 67 45 52 46 .. i 58 d,i .. i 41 d,i .. 2.9 d 97

126 モロッコ 32 43 26 36 48 35 52 65 .. 10.1 100

127 赤道ギニア 70 .. 32 .. .. .. .. .. .. .. 124

128 インド 9 24 7 21 28 29 70 70 2.4 4.9 d 76

129 ソロモン諸島 73 46 d 47 48 d 109 f,g .. .. .. .. .. ..

130 ラオス 25 31 12 27 .. .. .. .. .. .. ..

131 カンボジア 13 74 6 65 .. 3 d .. 97 d .. 0.2 d ..

132 ミャンマー 5 .. 3 .. 89 f .. 11 f .. 3.0 f .. 102

133 ブータン 31 55 27 27 58 f .. 42 f .. .. .. ..

134 コモロ連合 37 35 14 12 .. 89 d .. 8 d .. 0.5 d 58

135 ガーナ 26 62 17 36 92 f 88 d 8 f 12 d 2.1 f 9.3 d 123

136 パキスタン 23 20 16 15 21 18 79 82 0.4 1.6 75

137 モーリタニア 61 95 46 36 .. .. .. .. .. .. 95

138 レソト 122 88 17 48 .. i .. i .. i .. i .. .. 91

139 コンゴ共和国 46 55 54 82 .. .. .. .. .. .. 121

140 バングラデシュ 14 23 6 17 22 g 10 d 77 90 d 0.1 (.) d 88

141 スワジランド 87 95 75 88 .. i 23 d,i .. i 76 d,i .. 0.5 d 94

142 ネパール 21 33 11 16 17 g 26 d 83 74 d .. 0.1 d ..

143 マダガスカル 28 40 17 26 85 76 d 14 22 d 7.5 0.8 d 82

144 カメルーン 17 25 20 23 91 85 9 3 3.1 2.0 112

145 パプアニューギニア 49 54 d 41 45 d 89 94 d 10 6 d .. 39.4 d ..

146 ハイチ 20 45 d 18 16 d 15 .. 85 .. 13.8 .. 87

147 スーダン .. 28 .. 18 98 f,g 99 2 f (.) .. (.) d 121

148 ケニア 31 35 26 27 70 79 d 30 21 d 3.9 3.1 d ..

149 ジブチ 78 54 54 37 44 .. 8 .. .. .. ..

150 東ティモール .. .. .. .. .. .. .. .. .. .. ..

151 ジンバブエ 23 53 23 43 68 72 d 31 28 d 1.5 0.9 d 104

152 トーゴ 45 47 33 34 89 42 9 58 0.6 f 0.1 30

153 イエメン 20 38 14 46 85 f 96 15 f 4 .. 5.3 ..

154 ウガンダ 19 27 7 13 .. 83 .. 17 .. 14.0 88

155 ガンビア 72 65 60 45 .. 84 g .. 17 .. 5.9 115

人間開発低位国
156 セネガル 30 42 25 27 77 55 23 43 .. 11.7 96

157 エリトリア 45 f 56 11 f 9 .. .. .. .. .. .. 93

158 ナイジェリア 29 35 43 53 99 f 98 d 1 f 2 d .. 1.7 d 122

159 タンザニア 37 26 13 17 .. 85 .. 14 .. 0.8 100
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 注）
a. 第一次産品の輸出は、生鮮野菜、
食品、燃料、鉱石、金属、および
標準国際商品分類で定められたもの
を含む。

b. 輸出価格指数の輸入価格指数に占
める割合は、2000 年を基準年とし
て計算した。「100」を超える数値は、
輸出価格が輸入価格に対して相対的
に上昇したことを示す。

c. とくに記載がない限りは、データは
記載の期間内で入手可能な最新年の

ものを使用。
d. 記載の期間以前のデータについて
は、2000 年以降のものを使用。

e. 1999 年以前のデータにはルクセン
ブルクを含む。

f. 1988 年から1992 年の間で入手可
能なもっとも最新データ。

g. 輸出一次産品ののうち、複数の項目
が不明。

h. 南部アフリカ関税同盟（SACU）の
データは、ボツワナ、レソト、ナミビ
ア、南アフリカ、スワジランドのもの

を含む。
i. 南アフリカのデータを含む。

160 ギニア 31 30 31 26 .. 75 d .. 25 d .. (.) d 106

161 ルワンダ 14 31 6 11 .. 90 d .. 10 d .. 25.4 d 89

162 アンゴラ 21 48 39 74 100 .. (.) .. .. .. 121

163 ベナン 26 26 14 13 87 f 87 13 f 13 .. 0.3 93

164 マラウイ 33 53 24 27 93 84 7 16 3.8 7.5 82

165 ザンビア 37 25 36 16 .. 91 .. 9 .. 1.1 119

166 コートジボワール 27 42 32 50 .. 78 d .. 20 d .. 8.4 d 121

167 ブルンジ 28 36 8 8 .. 94 .. 6 .. 5.9 d 84

168 コンゴ民主共和国 29 39 30 32 .. .. .. .. .. .. 94

169 エチオピア 9 39 6 16 .. 89 d .. 11 d .. 0.2 d 91

170 チャド 28 39 13 59 .. .. .. .. .. .. 101

171 中央アフリカ 28 17 d 15 12 d 56 f 59 44 f 36 .. (.) 99

172 モザンビーク 36 42 8 33 .. 89 .. 7 .. 7.5 94

173 マリ 34 37 17 26 98 g 44 d 2 55 d .. 6.6 d 113 d

174 ニジェール 22 24 15 15 .. 91 d .. 8 d .. 3.2 d 131

175 ギニアビサウ 37 55 10 38 .. .. .. .. .. .. 94

176 ブルキナファソ 24 22 11 9 .. 92 d .. 8 d .. 9.8 d 97

177 シエラレオネ 24 43 22 24 .. 93 d .. 7 d .. 31.1 d 78
開発途上国 24 40 25 44 40 28 59 71 10.4 f 28.3 ..
　後発開発途上国 22 34 13 24 .. .. 31 f .. .. .. ..
　アラブ諸国 38 38 38 54 87 f .. 14 f .. 1.2 f 2.0 d ..
　東アジア・太平洋諸国 32 59 34 66 25 13 73 86 15.3 f 36.4 ..
　ラテンアメリカ・カリブ海諸国 15 23 17 26 63 46 36 54 6.6 14.5 ..
　南アジア 13 25 10 23 28 47 71 51 2.0 f 3.8 d ..
　サハラ以南アフリカ 26 35 27 33 .. 66 d .. 34 d .. 4.0 d ..
中東欧・ＣＩＳ諸国 28 43 29 45 .. 36 .. 54 .. 8.3 ..
ＯＥＣＤ諸国 18 23 d 17 22 d 21 18 77 79 18.1 18.2 ..
　高所得ＯＥＣＤ諸国 18 22 d 17 21 d 19 17 79 79 18.5 18.8 ..
人間開発高位国 19 25 d 19 25 d 24 20 74 76 18.1 20.3 ..
人間開発中位国 21 34 20 35 42 30 55 69 7.2 f 24.3 ..
人間開発低位国 28 36 28 38 98 f 93 d 1 f 7 d .. 3.1 d ..
高所得国 19 24 18 24 d 21 18 77 78 18.3 20.9 ..
中所得国 21 33 22 36 48 33 50 65 .. 21.5 ..
低所得国 16 29 13 25 50 f 49 d 49 f 50 d .. 3.8 d ..
全世界 19 26 19 26 d 26 21 72 75 17.5 21.0 ..
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MDG
政府開発援助（ODA）純支出額

援助国1人当たり
ＯＤＡ支出

（2005年 US$）

MDG
後発開発途上国
へのＯＤＡ支出b

（全体に占める％）

MDG
基本的な社会サービス
へのＯＤＡ支出 c

（セクター別に配分可能
な二国間援助総額の％）

MDG
アンタイド
二国間ＯＤＡ
（全体に占め
る％）

総額a

（100万
US$）

国民総所得（GNI）
に占める％

2005 1990 d 2005 1990 2005 1990 2005 1996/97 e 2004/05 e 1990 2005
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OECD-DAC加盟国＊の援助支出

 注）
＊ 本表は、経済協力開発機構（OECD）
の開発援助委員会（DAC）加盟国
のデータ。

a. DAC 加盟国以外の国・地域でも
ODAを供与しているところがある。
OECD-DAC 2007aによると、台湾、
チェコ、ハンガリー、アイスランド、
イスラエル、韓国、クウェート、ポー
ランド、サウジアラビア、スロバキア、
トルコ、アラブ首長国連邦、および
エストニア、ラトビア、リトアニア、
スロベニアを含むその他小規模な
ODA供与国による2005 年のODA
総支出額は合計32億3100万ドル。

中国も供与はしているが、金額は公
表していない。

b. 国際機関経由で拠出される多国間援
助資金も含まれる。これらのデータ
は記載された年の拠出額の地理的
配分をもとに算出。 

c. データには技術協力と管理費は含ま
れない。

d. データはODA 以外の債務免除を含
む（DAC 加盟国の合計は含まれな
い）。

出典）
すべての列：OECD-DAC 2007a（総計
額はOECDが HDROのために算出）。

人間開発高位国
2 ノルウェー 2,786 1.17 0.94 453 600 44 37 12.9 14.3 61 100

3 オーストラリア 1,680 0.34 0.25 76 83 18 25 12.0 10.7 33 72

4 カナダ 3,756 0.44 0.34 115 116 30 28 5.7 30.4 47 66

5 アイルランド 719 0.16 0.42 27 180 37 51 0.5 32.0 .. 100

6 スウェーデン 3,362 0.91 0.94 256 371 39 33 10.3 15.2 87 98

7 スイス 1,767 0.32 0.44 148 237 43 23 8.6 7.2 78 97

8 日本 13,147 0.31 0.28 91 103 19 18 2.5 4.6 89 90

9 オランダ 5,115 0.92 0.82 247 313 33 32 13.1 22.0 56 96

10 フランス 10,026 0.60 0.47 166 165 32 24 .. 6.3 64 95

11 フィンランド 902 0.65 0.46 174 171 38 27 6.5 13.4 31 95

12 米国 27,622 0.21 0.22 63 93 19 21 20.0 18.4 .. ..

13 スペイン 3,018 0.20 0.27 35 70 20 27 10.4 18.3 .. 87

14 デンマーク 2,109 0.94 0.81 315 388 39 39 9.6 17.6 .. 87

15 オーストリア 1,573 0.11 0.52 29 191 63 16 4.5 13.9 32 89

16 英国 10,767 0.27 0.47 72 179 32 25 22.9 30.2 .. 100

17 ベルギー 1,963 0.46 0.53 123 188 41 31 11.3 16.5 .. 96

18 ルクセンブルク 256 0.21 0.82 101 570 39 41 34.4 29.5 .. 99

19 ニュージーランド 274 0.23 0.27 44 67 19 25 .. 29.9 100 92

20 イタリア 5,091 0.31 0.29 77 87 41 28 7.3 9.4 22 92

22 ドイツ 10,082 0.42 0.36 125 122 28 19 9.7 12.1 62 93

24 ギリシャ 384 .. 0.17 .. 35 .. 21 16.9 18.8 .. 74

29 ポルトガル 377 0.24 0.21 25 36 70 56 8.5 2.7 .. 61

DAC加盟国 106,777 T 0.33 0.33 93 122 28 24 7.3 15.3 68 e 92 e



政府開発援助（ODA）受取額 a

（純支出額）
MDG

債務元利支払金総額

HDIランク

総額
（100万
US$）

１人当たり
（US$） 対GDP比（%）

海外直接投資の
流入（純額） b

（対GDP比：%）

その他の民間資本
の流入 b, c

（対GDP比：%） 対GDP比（%）

財・サービスと
海外純所得に
占める割合（%）

2005 2005 1990 2005 1990 2005 1990 2005 1990 2005 1990 2005
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援助、民間資本、債務の流れ

人間開発高位国
1 アイスランド .. .. .. .. 0.3 15.6 .. .. .. .. .. ..

2 ノルウェー .. .. .. .. 0.9 1.1 .. .. .. .. .. ..

3 オーストラリア .. .. .. .. 2.5 -4.7 .. .. .. .. .. ..

4 カナダ .. .. .. .. 1.3 3.1 .. .. .. .. .. ..

5 アイルランド .. .. .. .. 1.3 -14.7 .. .. .. .. .. ..

6 スウェーデン .. .. .. .. 0.8 3.0 .. .. .. .. .. ..

7 スイス .. .. .. .. 2.4 4.2 .. .. .. .. .. ..

8 日本 .. .. .. .. 0.1 0.1 .. .. .. .. .. ..

9 オランダ .. .. .. .. 3.5 6.5 .. .. .. .. .. ..

10 フランス .. .. .. .. 1.1 3.3 .. .. .. .. .. ..

11 フィンランド .. .. .. .. 0.6 2.1 .. .. .. .. .. ..

12 米国 .. .. .. .. 0.8 0.9 .. .. .. .. .. ..

13 スペイン .. .. .. .. 2.7 2.0 .. .. .. .. .. ..

14 デンマーク .. .. .. .. 0.8 2.0 .. .. .. .. .. ..

15 オーストリア .. .. .. .. 0.4 3.0 .. .. .. .. .. ..

16 英国 .. .. .. .. 3.4 7.2 .. .. .. .. .. ..

17 ベルギー .. .. .. .. 4.0 8.6 .. .. .. .. .. ..

18 ルクセンブルク .. .. .. .. .. 301.3 .. .. .. .. .. ..

19 ニュージーランド .. .. .. .. 4.0 1.8 .. .. .. .. .. ..

20 イタリア .. .. .. .. 0.6 1.1 .. .. .. .. .. ..

21 香港 .. .. (.) .. .. 20.2 .. .. .. .. .. ..

22 ドイツ .. .. .. .. 0.2 1.1 .. .. .. .. .. ..

23 イスラエル .. .. 2.6 .. 0.3 4.5 .. .. .. .. .. ..

24 ギリシャ .. .. .. .. 1.2 0.3 .. .. .. .. .. ..

25 シンガポール .. .. (.) .. 15.1 17.2 .. .. .. .. .. ..

26 韓国 .. .. (.) .. 0.3 0.6 .. .. .. .. .. ..

27 スロベニア .. .. .. .. .. 1.6 .. .. .. .. .. ..

28 キプロス .. .. 0.7 .. 2.3 7.3 d .. .. .. .. .. ..

29 ポルトガル .. .. .. .. 3.5 1.7 .. .. .. .. .. ..

30 ブルネイ .. .. 0.1 .. .. .. .. .. .. .. .. ..

31 バルバドス -2.1 -7.7 0.2 -0.1 0.7 2.0 -0.8 -0.3 8.2 3.1 15.1 4.7

32 チェコ .. .. .. .. 0.0 4.1 d 1.9 -3.8 3.0 4.8 .. ..

33 クウェート .. .. (.) .. 0.0 0.3 .. .. .. .. .. ..

34 マルタ .. .. 0.2 .. .. .. .. .. .. .. .. ..

35 カタール .. .. (.) .. .. .. .. .. .. .. .. ..

36 ハンガリー .. .. .. .. 1.9 5.9 -1.4 4.7 12.8 21.5 34.3 31.0

37 ポーランド .. .. .. .. 0.2 3.2 (.) 5.1 1.6 11.2 4.9 28.8

38 アルゼンチン 99.7 2.6 0.1 0.1 1.3 2.6 -1.5 0.5 4.4 5.8 37.0 20.7

39 アラブ首長国連邦 .. .. (.) .. .. .. .. .. .. .. .. ..

40 チリ 151.7 9.3 0.3 0.1 2.1 5.8 4.9 4.2 8.8 6.7 25.9 15.4

41 バーレーン .. .. 3.2 .. .. .. .. .. .. .. .. ..

42 スロバキア .. .. .. .. 0.6 4.1 0.0 -5.0 .. 12.6 .. 13.8 e

43 リトアニア .. .. .. .. .. 4.0 0.0 0.4 .. 10.1 .. 16.5

44 エストニア .. .. .. .. .. 22.9 0.0 -7.1 .. 12.1 .. 13.7

45 ラトビア .. .. .. .. .. 4.6 0.0 15.8 .. 19.6 .. 37.4

46 ウルグアイ 14.6 4.2 0.6 0.1 0.4 4.2 -2.1 2.1 10.6 13.3 40.8 38.9

47 クロアチア 125.4 28.2 .. 0.3 .. 4.6 .. 4.6 .. 12.8 .. 23.9

48 コスタリカ 29.5 6.8 3.1 0.1 2.2 4.3 -1.9 1.3 6.8 3.0 23.9 5.9

49 バハマ .. .. 0.1 .. -0.6 3.5 e .. .. .. .. .. ..

50 セーシェル 18.8 222.6 9.6 2.7 5.5 11.9 -1.7 2.6 5.8 7.9 8.9 7.4

51 キューバ 87.8 7.8 .. .. .. .. .. .. .. .. .. ..

52 メキシコ 189.4 1.8 0.1 (.) 1.0 2.4 2.7 0.5 4.3 5.7 20.7 17.2

53 ブルガリア .. .. .. .. (.) 9.8 0.0 4.7 .. 21.7 .. 31.5
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54 セントクリストファー・ネーヴィス 3.5 73.3 5.1 0.8 30.6 10.4 -0.3 -3.2 1.9 10.6 2.9 22.8

55 トンガ 31.8 310.3 26.2 14.8 0.2 2.1 -0.1 0.0 1.7 1.9 2.9 ..

56 リビア 24.4 .. (.) 0.1 .. .. .. .. .. .. .. ..

57 アンティグア・バーブーダ 7.2 89.3 1.2 0.8 .. .. .. .. .. .. .. ..

58 オマーン 30.7 12.0 0.5 .. 1.2 0.8 d 0.0 -0.1 d .. 4.1 d .. 7.5

59 トリニダード・トバゴ -2.1 -1.6 0.4 (.) 2.2 7.7 -3.5 -1.0 8.9 2.6 19.3 5.4 d

60 ルーマニア .. .. .. .. (.) 6.7 (.) 7.7 (.) 7.0 0.3 18.3

61 サウジアラビア 26.3 1.1 (.) (.) .. .. .. .. .. .. .. ..

62 パナマ 19.5 6.0 1.9 0.1 2.6 6.6 -0.1 2.5 6.5 13.5 6.2 17.5

63 マレーシア 31.6 1.2 1.1 (.) 5.3 3.0 -4.2 -1.6 9.8 7.2 12.6 5.6

64 ベラルーシ 53.8 .. .. 0.2 .. 1.0 0.0 0.1 .. 2.3 .. 3.7

65 モーリシャス 31.9 25.6 3.7 0.5 1.7 0.6 1.9 (.) 6.5 4.5 8.8 7.2

66 ボスニア・ヘルツェゴビナ 546.1 139.8 .. 5.5 .. 3.0 .. 2.8 .. 2.7 .. 4.9

67 ロシア .. .. .. .. .. 2.0 0.0 5.6 .. 5.5 .. 14.6

68 アルバニア 318.7 101.8 0.5 3.8 .. 3.1 0.0 0.4 .. 1.0 .. 2.5

69 マケドニア、旧ユーゴスラ 230.3 113.2 .. 4.0 .. 1.7 0.0 2.8 .. 4.1 .. 8.6

70 ブラジル 191.9 1.0 (.) (.) 0.2 1.9 -0.1 1.0 1.8 7.9 22.2 44.8

人間開発中位国
71 ドミニカ 15.2 210.7 11.8 5.3 7.7 9.2 -0.3 -0.2 3.5 6.0 5.6 13.2

72 セントルシア 11.1 66.8 3.1 1.3 11.3 13.1 -0.1 -0.6 1.6 4.0 2.1 7.1

73 カザフスタン 229.2 15.1 .. 0.4 .. 3.5 0.0 11.9 .. 23.1 .. 42.1

74 ベネズエラ 48.7 1.8 0.2 (.) 1.0 2.1 -1.2 3.5 10.6 4.0 23.3 9.1

75 コロンビア 511.1 11.2 0.2 0.4 1.2 8.5 -0.4 -0.2 9.7 8.3 40.9 35.3

76 ウクライナ 409.6 .. .. 0.5 .. 9.4 0.0 4.8 .. 7.1 .. 13.0

77 サモア 44.0 237.6 42.4 10.9 5.9 -0.9 0.0 0.0 4.9 5.5 5.8 17.3

78 タイ -171.1 -2.7 0.9 -0.1 2.9 2.6 2.3 3.0 6.2 11.0 16.9 14.6

79 ドミニカ共和国 77.0 8.7 1.4 0.3 1.9 3.5 (.) 0.6 3.3 3.0 10.4 6.9

80 ベリーズ 12.9 44.2 7.3 1.2 4.2 11.4 0.5 2.5 4.4 20.7 6.8 34.5

81 中国 1,756.9 1.3 0.6 0.1 1.0 3.5 1.3 1.1 2.0 1.2 11.7 3.1

82 グレナダ 44.9 421.3 6.2 9.5 5.8 5.6 0.1 -0.4 1.5 2.6 3.1 7.1

83 アルメニア 193.3 64.1 .. 3.9 81.4 5.3 0.0 1.7 .. 2.8 .. 7.9

84 トルコ 464.0 6.4 0.8 0.1 0.5 2.7 0.8 6.5 4.9 11.6 29.4 39.1

85 スリナム 44.0 97.9 15.3 3.3 .. .. .. .. .. .. .. ..

86 ヨルダン 622.0 114.9 22.0 4.9 0.9 12.1 5.3 1.6 15.6 4.8 20.4 6.5

87 ペルー 397.8 14.2 1.5 0.5 0.2 3.2 0.1 3.1 1.8 7.0 10.8 26.0

88 レバノン 243.0 67.9 8.9 1.1 0.2 11.7 0.2 11.3 3.5 16.1 .. 17.7

89 エクアドル 209.5 15.8 1.5 0.6 1.2 4.5 0.6 1.6 10.5 11.4 32.5 30.6

90 フィリピン 561.8 6.8 2.9 0.6 1.2 1.1 0.2 2.6 8.1 10.0 27.0 16.7

91 チュニジア 376.5 37.6 3.2 1.3 0.6 2.5 -1.6 -0.4 11.6 7.2 24.5 13.0

92 フィジー 64.0 75.5 3.7 2.3 6.9 -0.1 -1.2 -0.1 7.9 0.6 12.0 ..

93 セントビンセント・グレナディーン諸島 4.9 41.1 7.8 1.1 3.9 12.9 0.0 5.3 2.2 5.5 2.9 11.2

94 イラン 104.0 1.5 0.1 0.1 -0.3 (.) (.) 0.3 0.6 1.3 3.2 ..

95 パラグアイ 51.1 8.3 1.1 0.7 1.5 0.9 -0.2 (.) 6.2 6.7 12.4 11.4

96 グルジア 309.8 69.2 .. 4.8 .. 7.0 0.0 0.8 .. 2.9 .. 7.4

97 ガイアナ 136.8 182.1 42.4 17.4 2.0 9.8 -4.1 -0.1 74.5 4.2 .. 3.7

98 アゼルバイジャン 223.4 26.6 .. 1.8 (.) 13.4 0.0 0.1 .. 1.9 .. 2.6

99 スリランカ 1,189.3 60.7 9.1 5.1 0.5 1.2 0.1 -1.3 4.8 1.9 13.8 4.5

100 モルディブ 66.8 203.0 9.7 8.7 2.6 1.2 0.5 0.6 4.1 4.4 4.8 6.9

101 ジャマイカ 35.7 13.5 5.9 0.4 3.0 7.1 -1.0 9.8 14.4 10.1 26.9 16.3

102 カーボヴェルデ 160.6 316.9 31.1 16.3 0.1 5.5 (.) 0.4 1.7 3.4 4.8 6.4

103 エルサルバドル 199.4 29.0 7.2 1.2 (.) 3.0 0.1 2.7 4.3 3.8 15.3 8.6

104 アルジェリア 370.6 11.3 0.2 0.4 (.) 1.1 -0.7 -0.8 14.2 5.8 63.4 ..

105 ベトナム 1,904.9 23.0 2.8 3.6 2.8 3.7 (.) 1.3 2.7 1.8 .. 2.6

106 パレスチナ占領地域 1,101.6 303.8 .. 27.4 .. .. .. .. .. .. .. ..
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107 インドネシア 2,523.5 11.4 1.5 0.9 1.0 1.8 1.6 0.5 8.7 6.3 33.3 22.0 d

108 シリア 77.9 4.1 5.5 0.3 0.6 1.6 -0.1 (.) 9.7 0.8 21.8 1.9

109 トルクメニスタン 28.3 5.8 .. 0.4 .. 0.8 0.0 -1.0 .. 3.8 .. ..

110 ニカラグア 740.1 134.9 32.6 15.1 0.1 4.9 2.0 0.3 1.6 3.5 3.9 6.9

111 モルドバ 191.8 45.6 .. 6.6 .. 6.8 0.0 2.9 .. 8.6 .. 10.2

112 エジプト 925.9 12.5 12.6 1.0 1.7 6.0 -0.2 5.8 7.1 2.8 20.4 6.8

113 ウズベキスタン 172.3 6.5 .. 1.2 .. 0.3 0.0 -1.7 .. 5.6 .. ..

114 モンゴル 211.9 82.9 0.6 11.3 .. 9.7 0.0 (.) .. 2.4 .. 2.9 d

115 ホンジュラス 680.8 94.5 14.7 8.2 1.4 5.6 1.0 0.7 12.8 4.6 35.3 7.2

116 キルギス 268.5 52.1 .. 11.0 .. 1.7 0.0 (.) .. 5.2 .. 10.0

117 ボリビア 582.9 63.5 11.2 6.2 0.6 -3.0 -0.5 3.4 7.9 5.7 38.6 14.8

118 グアテマラ 253.6 20.1 2.6 0.8 0.6 0.7 -0.1 (.) 3.0 1.5 13.6 5.8

119 ガボン 53.9 38.9 2.2 0.7 1.2 3.7 0.5 0.1 3.0 1.4 6.4 5.3 d

120 バヌアツ 39.5 186.8 32.9 11.6 8.7 3.9 -0.1 0.0 1.6 0.7 2.1 1.3

121 南アフリカ 700.0 15.5 .. 0.3 -0.1 2.6 0.3 3.4 .. 2.0 .. 6.9

122 タジキスタン 241.4 37.1 .. 10.4 .. 2.4 0.0 -0.1 .. 3.4 .. 4.5

123 サントメ・プリンシペ 31.9 203.8 94.0 45.2 .. 9.9 -0.2 0.0 4.9 13.8 34.4 ..

124 ボツワナ 70.9 40.2 3.8 0.7 2.5 2.7 -0.5 0.6 2.8 0.5 4.3 0.9

125 ナミビア 123.4 60.7 5.1 2.0 .. .. .. .. .. .. .. ..

126 モロッコ 651.8 21.6 4.1 1.3 0.6 3.0 1.2 0.3 6.9 5.3 21.5 11.3

127 赤道ギニア 39.0 77.5 45.6 1.2 8.4 57.6 0.0 0.0 3.9 0.1 12.1 ..

128 インド 1,724.1 1.6 0.4 0.2 0.1 0.8 0.5 1.5 2.6 3.0 31.9 19.1 e

129 ソロモン諸島 198.2 415.0 21.6 66.5 4.9 -0.3 -1.5 -2.1 5.5 4.7 11.8 ..

130 ラオス 295.7 49.9 17.2 10.3 0.7 1.0 0.0 7.9 1.0 6.0 8.7 ..

131 カンボジア 537.8 38.2 3.7 8.7 .. 6.1 0.0 0.0 2.7 0.5 .. 0.7

132 ミャンマー 144.7 2.9 .. .. .. .. .. .. .. .. 18.4 3.8 d

133 ブータン 90.0 98.1 15.4 10.7 0.5 0.1 -0.9 0.0 1.7 0.8 .. ..

134 コモロ連合 25.2 42.0 17.9 6.5 0.2 0.3 0.0 0.0 0.4 1.0 2.3 ..

135 ガーナ 1,119.9 50.6 9.5 10.4 0.3 1.0 -0.4 0.1 6.2 2.7 38.1 7.1

136 パキスタン 1,666.5 10.7 2.8 1.5 0.6 2.0 -0.2 1.3 4.8 2.2 21.3 10.2

137 モーリタニア 190.4 62.0 23.2 10.3 0.7 6.2 -0.1 0.8 14.3 3.6 29.8 ..

138 レソト 68.8 38.3 22.6 4.7 2.8 6.3 (.) -0.5 3.8 3.7 4.2 5.0

139 コンゴ共和国 1,448.9 362.3 7.8 28.5 -0.5 14.2 -3.6 0.0 19.0 2.3 35.3 2.4

140 バングラデシュ 1,320.5 9.3 6.9 2.2 (.) 1.3 0.2 (.) 2.5 1.3 25.8 5.3

141 スワジランド 46.0 40.7 6.1 1.7 3.4 -0.6 -0.5 0.4 5.3 1.6 5.7 1.9

142 ネパール 427.9 15.8 11.7 5.8 0.2 (.) -0.4 (.) 1.9 1.6 15.7 4.6

143 マダガスカル 929.2 49.9 12.9 18.4 0.7 0.6 -0.5 (.) 7.2 1.5 45.5 17.0

144 カメルーン 413.8 25.4 4.0 2.5 -1.0 0.1 -0.1 -0.3 4.6 4.7 20.3 15.4 e

145 パプアニューギニア 266.1 45.2 12.8 5.4 4.8 0.7 1.5 -3.3 17.2 7.9 37.2 10.7

146 ハイチ 515.0 60.4 5.8 12.1 0.3 0.2 0.0 0.0 1.3 1.4 11.1 3.7

147 スーダン 1,828.6 50.5 6.2 6.6 -0.2 8.4 0.0 0.2 0.4 1.4 8.7 6.5

148 ケニア 768.3 22.4 13.8 4.1 0.7 0.1 0.8 (.) 9.2 1.3 35.4 4.4

149 ジブチ 78.6 99.1 42.8 11.1 .. 3.2 -0.1 0.0 3.3 2.6 .. ..

150 東ティモール 184.7 189.4 .. 52.9 .. .. .. .. .. .. .. ..

151 ジンバブエ 367.7 28.3 3.8 10.9 -0.1 3.0 1.1 -0.5 5.4 6.7 23.1 ..

152 トーゴ 86.7 14.1 15.9 3.9 1.1 0.1 0.3 0.0 5.3 0.8 11.9 2.2 d

153 イエメン 335.9 16.0 8.3 2.2 -2.7 -1.8 3.3 0.2 3.5 1.4 5.6 2.6

154 ウガンダ 1,198.0 41.6 15.4 13.7 -0.1 2.9 0.4 0.1 3.4 2.0 81.4 9.2

155 ガンビア 58.2 38.3 30.7 12.6 4.5 11.3 -2.4 0.0 11.9 6.3 22.2 12.0

人間開発低位国
156 セネガル 689.3 59.1 14.2 8.4 1.0 0.7 -0.2 0.2 5.7 2.3 19.9 11.8 d

157 エリトリア 355.2 80.7 .. 36.6 .. 1.2 .. 0.0 .. 2.1 .. ..

158 ナイジェリア 6,437.3 48.9 0.9 6.5 2.1 2.0 -0.4 -0.2 11.7 9.0 22.6 15.8

159 タンザニア 1,505.1 39.3 27.3 12.4 (.) 3.9 0.1 (.) 4.2 1.1 32.9 4.3
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 注）
この表は、DACの被援助国リスト
のパート1、パート2のデータによる
（OECD-DAC 2007a）。通常、ODA
と債務元利支払金総額を国の経済
規模に対して比較するときに用いら
れる分母は、国民総所得（GNI）が
一般的であり、GDPではない（「指
標項目の定義」参照）。しかしここ
では、指標表全体の比較ができる
ようにGDPを用いた。どちらを使っ
ても、ほとんどの場合同じ結果とな
る。

a. ODA 受取額は、台湾、チェコ、ハ
ンガリー、アイスランド、イスラエル、
韓国、クウェート、ポーランド、サ
ウジアラビア、スロバキア、トルコ、

アラブ首長国連邦などのDAC加盟
国、およびエストニア、ラトビア、リ
トアニア、スロベニアを含むその他
小規模なODA供与国によるODA
純総額に、国際機関からの無償融
資である。マイナスの数値は、ODA
の返済額が受取額を上回っているこ
とを示す。

b. 負数は、国の資本流出が資本流入
を上回っていることを示す。

c. その他の民間資金の流れは、非債
務型証券への投資、間接債務フ
ロー、銀行と貿易関連融資を合計し
たものになる。

d. 2004 年のデータ。
e. 2003 年のデータ。
f. 2005 年、OECD 加盟国のなかで

メキシコとトルコだけが、加盟国の
資金からODA 援助を受けているこ
とを表明した。

g. 世界全体で146 億 1400万 USド
ルが国や地域にかかわらず分配され
なかった。

出典）
第1列：OECD-DAC 2007a.
第 2 列：ODAのデータと人口について
はOECD-DAC 2007bに基づいて算出
した。
第 3・4 列：ODAの基礎データについ
ては OECD-DAC 2007b から、GDP
についてはWorld Bank 2007bから算
出した。
第 5・6 列：World Bank 2007b の 海

外直接投資のデータおよびGDPデータ
をもとに算出。
第 7・8列：投資および銀行と貿易関連
貸し付けについてのデータ、および
World Bank 2007bの GDPデータをも
とに算出。
第 9・10 列：World Bank 2007b の債
務元利支払金総額、およびGDPデー
タをもとに算出。
第11・12列：World Bank 2007b。

160 ギニア 182.1 19.4 10.3 5.5 0.6 3.1 -0.7 0.0 6.0 4.9 20.0 19.9 d

161 ルワンダ 576.0 63.7 11.1 26.7 0.3 0.4 -0.1 0.0 0.8 1.1 14.2 8.1

162 アンゴラ 441.8 27.7 2.6 1.3 -3.3 -4.0 5.6 4.7 3.2 6.8 8.1 9.2

163 ベナン 349.1 41.4 14.5 8.1 3.4 0.5 (.) -0.1 2.1 1.6 8.2 7.2 d

164 マラウイ 575.3 44.7 26.6 27.8 1.2 0.1 0.1 -0.1 7.1 4.6 29.3 ..

165 ザンビア 945.0 81.0 14.4 13.0 6.2 3.6 -0.3 1.8 6.1 3.3 14.7 ..

166 コートジボワール 119.1 6.6 6.4 0.7 0.4 1.6 0.1 -0.8 11.7 2.8 35.4 5.5

167 ブルンジ 365.0 48.4 23.2 45.6 0.1 0.1 -0.5 -0.6 3.7 4.9 43.4 41.4

168 コンゴ民主共和国 1,827.6 31.8 9.6 25.7 0.2 5.7 -0.1 (.) 3.7 3.0 .. ..

169 エチオピア 1,937.3 27.2 8.4 17.3 0.1 2.4 -0.5 1.0 2.0 0.8 39.0 4.1

170 チャド 379.8 39.0 17.9 6.9 0.5 12.9 (.) (.) 0.7 1.1 4.4 ..

171 中央アフリカ 95.3 23.6 16.7 7.0 (.) 0.4 (.) 0.0 2.0 0.4 13.2 ..

172 モザンビーク 1,285.9 65.0 40.5 19.4 0.4 1.6 1.0 -0.3 3.2 1.4 26.2 4.2

173 マリ 691.5 51.1 19.8 13.0 0.2 3.0 (.) 0.2 2.8 1.7 12.3 7.2 d

174 ニジェール 515.4 36.9 15.6 15.1 1.6 0.4 0.4 -0.2 4.0 1.1 17.4 7.1 d

175 ギニアビサウ 79.1 49.9 51.8 26.3 0.8 3.3 (.) 0.0 3.5 10.8 31.1 40.2 d

176 ブルキナファソ 659.6 49.9 10.5 12.8 (.) 0.4 (.) (.) 1.1 0.9 6.8 ..

177 シエラレオネ 343.4 62.1 9.1 28.8 5.0 4.9 0.6 0.0 3.3 2.1 10.1 9.2
開発途上国 86,043.0T 16.5 1.4 0.9 0.9 2.7 0.5 1.5 4.4 4.6 .. 13.0
　後発開発途上国 25,979.5T 33.9 11.8 9.3 0.3 2.6 0.5 0.8 3.0 2.3 16.9 7.0
　アラブ諸国 29,612.0T 94.3 2.9 3.0 .. .. .. 1.8 .. .. .. ..
　東アジア・太平洋諸国 9,541.6T 4.9 0.8 0.2 .. .. .. .. .. .. .. ..
　ラテンアメリカ・カリブ海諸国 6,249.5T 11.3 0.5 0.3 0.8 2.9 0.5 1.2 4.0 6.6 23.7 22.9
　南アジア 9,937.5T 6.3 1.2 0.8 (.) 0.8 0.3 1.2 2.3 2.6 .. 15.4
　サハラ以南アフリカ 30,167.7T 41.7 5.7 5.1 0.4 2.4 0.3 1.7 .. .. .. ..
中東欧・ＣＩＳ諸国 5,299.4T 13.1 (.) 0.3 .. .. (.) 4.4 .. .. .. ..
ＯＥＣＤ諸国 759.4T f .. .. (.) 1.0 1.6 .. .. .. .. .. ..
　高所得ＯＥＣＤ諸国 0.0T 0.0 .. 0.0 1.0 1.6 .. .. ..
人間開発高位国 2,633.0T 1.6 .. (.) 1.0 1.7 .. .. .. .. .. ..
人間開発中位国 40,160.4T 9.4 1.8 0.7 0.7 2.8 0.6 1.9 4.8 3.7 22.2 10.3
人間開発低位国 21,150.9T 42.0 9.7 9.0 0.7 1.5 0.4 0.6 6.4 5.6 22.0 12.2
高所得国 ..T .. .. .. 1.0 1.6 .. .. ..
中所得国 42,242.2T 13.7 0.7 1.3 0.9 3.1 0.4 2.2 4.5 5.5 20.3 14.3
低所得国 44,123.0T 18.2 4.1 3.2 0.4 1.4 0.3 1.0 3.7 3.1 27.1 13.7
全世界 106,372.9T g 16.3 0.3 0.2 1.0 1.9 .. 2.0 .. 5.1 .. ..



HDIランク

保健医療への
公的支出

（対GDP比：%）
教育への公的支出
（対GDP比：%）

 軍事支出a

（対GDP比：%）
債務元利支払金総額 b

（対GDP比：%）

2004 1991 2002–05 c 1990 2005 1990 2005

330     

TA
B

LE 19 人間らしい生活水準に必要な資金を得るため

公的支出の優先順位

人間開発高位国

1 アイスランド 8.3 .. 8.1 0.0 0.0 .. ..

2 ノルウェー 8.1 7.1 7.7 2.9 1.7 .. ..

3 オーストラリア 6.5 4.9 4.7 2.0 1.8 .. ..

4 カナダ 6.8 6.5 5.2 2.0 1.1 .. ..

5 アイルランド 5.7 5.0 4.8 1.3 0.6 .. ..

6 スウェーデン 7.7 7.1 7.4 2.6 1.5 .. ..

7 スイス 6.7 5.3 6.0 1.8 1.0 .. ..

8 日本 6.3 .. 3.6 0.9 1.0 .. ..

9 オランダ 5.7 5.6 5.4 2.5 1.5 .. ..

10 フランス 8.2 5.5 5.9 3.4 2.5 .. ..

11 フィンランド 5.7 6.5 6.5 1.6 1.4 .. ..

12 米国 6.9 5.1 5.9 5.3 4.1 .. ..

13 スペイン 5.7 4.1 4.3 1.8 1.1 .. ..

14 デンマーク 7.1 6.9 8.5 2.0 1.8 .. ..

15 オーストリア 7.8 5.3 5.5 1.2 0.9 .. ..

16 英国 7.0 4.8 5.4 3.9 2.7 .. ..

17 ベルギー 6.9 5.0 6.1 2.4 1.1 .. ..

18 ルクセンブルク 7.2 3.0 3.6 d,e 0.9 0.8 .. ..

19 ニュージーランド 6.5 6.1 6.5 1.9 1.0 .. ..

20 イタリア 6.5 3.0 4.7 2.1 1.9 .. ..

21 香港 .. 2.8 4.2 .. .. .. ..

22 ドイツ 8.2 .. 4.6 2.8 f 1.4 .. ..

23 イスラエル 6.1 6.5 6.9 12.3 9.7 .. ..

24 ギリシャ 4.2 2.3 4.3 4.5 4.1 .. ..

25 シンガポール 1.3 3.1 3.7 e 4.9 4.7 .. ..

26 韓国 2.9 3.8 4.6 3.7 2.6 .. ..

27 スロベニア 6.6 4.8 6.0 2.2 g 1.5 .. ..

28 キプロス 2.6 3.7 6.3 5.0 1.4 .. ..

29 ポルトガル 7.0 4.6 5.7 2.7 2.3 .. ..

30 ブルネイ 2.6 3.5 .. 6.4 3.9 .. ..

31 バルバドス 4.5 7.8 6.9 0.8 0.8 e 8.2 3.1

32 チェコ 6.5 .. 4.4 .. 1.8 3.0 4.8

33 クウェート 2.2 4.8 5.1 48.5 4.8 .. ..

34 マルタ 7.0 4.4 4.5 0.9 0.7 .. ..

35 カタール 1.8 3.5 1.6 d .. .. .. ..

36 ハンガリー 5.7 6.1 5.5 2.8 1.5 12.8 21.5

37 ポーランド 4.3 5.2 5.4 2.8 1.9 1.6 11.2

38 アルゼンチン 4.3 3.3 3.8 1.2 1.0 4.4 5.8

39 アラブ首長国連邦 2.0 2.0 1.3 d 6.2 2.0 .. ..

40 チリ 2.9 2.4 3.5 4.3 3.8 8.8 6.7

41 バーレーン 2.7 3.9 .. 5.1 3.6 .. ..

42 スロバキア 5.3 5.6 4.3 .. 1.7 .. 12.6

43 リトアニア 4.9 5.5 5.2 .. 1.2 .. 10.1

44 エストニア 4.0 .. 5.3 0.5 g 1.5 .. 12.1

45 ラトビア 4.0 4.1 5.3 .. 1.7 .. 19.6

46 ウルグアイ 3.6 2.5 2.6 3.1 1.3 10.6 13.3

47 クロアチア 6.2 h,i 5.5 4.7 7.6 g 1.6 .. 12.8

48 コスタリカ 5.1 3.4 4.9 0.0 0.0 6.8 3.0

49 バハマ 3.4 3.7 3.6 d,e 0.8 0.7 .. ..

50 セーシェル 4.6 6.5 5.4 d 4.0 1.8 5.8 7.9

51 キューバ 5.5 9.7 9.8 .. .. .. ..

52 メキシコ 3.0 3.8 5.4 0.4 0.4 4.3 5.7

53 ブルガリア 4.6 5.4 4.2 3.5 2.4 .. 21.7
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54 セントクリストファー・ネーヴィス 3.3 2.7 9.3 .. .. 1.9 10.6

55 トンガ 5.0 .. 4.8 .. 1.0 e 1.7 1.9

56 リビア 2.8 .. 2.7 e .. 2.0 .. ..

57 アンティグア・バーブーダ 3.4 .. 3.8 .. .. .. ..

58 オマーン 2.4 3.0 3.6 16.5 11.9 .. 4.1

59 トリニダード・トバゴ 1.4 4.1 4.2 d .. .. 8.9 2.6

60 ルーマニア 3.4 3.5 3.4 4.6 2.0 (.) 7.0

61 サウジアラビア 2.5 5.8 6.8 14.0 8.2 .. ..

62 パナマ 5.2 4.6 3.8 d 1.3 1.0 e 6.5 13.5

63 マレーシア 2.2 5.1 6.2 2.6 2.4 9.8 7.2

64 ベラルーシ 4.6 5.7 6.0 1.5 g 1.2 .. 2.3

65 モーリシャス 2.4 3.8 4.5 0.3 0.2 6.5 4.5

66 ボスニア・ヘルツェゴビナ 4.1 .. .. .. 1.9 .. 2.7

67 ロシア 3.7 3.6 3.6 d 12.3 4.1 .. 5.5

68 アルバニア 3.0 .. 2.9 d 5.9 1.4 .. 1.0

69 マケドニア、旧ユーゴスラビア 5.7 .. 3.5 .. 2.2 .. 4.1

70 ブラジル 4.8 .. 4.4 2.4 1.6 1.8 7.9

人間開発中位国
71 ドミニカ 4.2 .. 5.0 d,e .. .. 3.5 6.0

72 セントルシア 3.3 .. 5.8 .. .. 1.6 4.0

73 カザフスタン 2.3 3.9 2.3 .. 1.1 .. 23.1

74 ベネズエラ 2.0 4.6 .. 1.8 g 1.2 10.6 4.0

75 コロンビア 6.7 2.4 4.8 1.8 3.7 9.7 8.3

76 ウクライナ 3.7 6.2 6.4 .. 2.4 .. 7.1

77 サモア 4.1 .. 4.5 d .. .. 4.9 5.5

78 タイ 2.3 3.1 4.2 2.6 1.1 6.2 11.0

79 ドミニカ共和国 1.9 .. 1.8 0.6 0.5 3.3 3.0

80 ベリーズ 2.7 4.6 5.4 1.2 .. 4.4 20.7

81 中国 1.8 i 2.2 1.9 e 2.7 2.0 2.0 1.2

82 グレナダ 5.0 4.9 5.2 .. .. 1.5 2.6

83 アルメニア 1.4 .. 3.2 e 2.2 g 2.7 .. 2.8

84 トルコ 5.6 h,i 2.4 3.7 3.5 2.8 4.9 11.6

85 スリナム 3.6 5.9 .. .. .. .. ..

86 ヨルダン 4.7 i 8.0 4.9 e 6.9 5.3 15.6 4.8

87 ペルー 1.9 2.8 2.4 0.1 1.4 1.8 7.0

88 レバノン 3.2 .. 2.6 7.6 4.5 3.5 16.1

89 エクアドル 2.2 2.5 1.0 d,e 1.9 2.6 10.5 11.4

90 フィリピン 1.4 3.0 2.7 1.4 0.9 8.1 10.0

91 チュニジア 2.8 e 6.0 7.3 2.0 1.6 11.6 7.2

92 フィジー 2.9 5.1 6.4 2.3 1.2 e 7.9 0.6

93 セントビンセント・グレナディーン諸島 3.9 5.9 8.2 .. .. 2.2 5.5

94 イラン 3.2 4.1 4.7 2.9 5.8 0.6 1.3

95 パラグアイ 2.6 1.9 4.3 1.0 0.7 6.2 6.7

96 グルジア 1.5 .. 2.9 .. 3.5 .. 2.9

97 ガイアナ 4.4 2.2 8.5 0.9 .. 74.5 4.2

98 アゼルバイジャン 0.9 7.7 2.5 2.5 g 2.5 .. 1.9

99 スリランカ 2.0 3.2 .. 2.1 2.6 4.8 1.9

100 モルディブ 6.3 7.0 7.1 .. .. 4.1 4.4

101 ジャマイカ 2.8 4.5 5.3 0.6 0.6 14.4 10.1

102 カーボヴェルデ 3.9 3.6 6.6 .. 0.7 e 1.7 3.4

103 エルサルバドル 3.5 1.8 2.8 2.0 0.6 4.3 3.8

104 アルジェリア 2.6 5.1 .. 1.5 2.9 14.2 5.8

105 ベトナム 1.5 1.8 .. .. .. 2.7 1.8

106 パレスチナ占領地域 7.8 e .. .. .. .. .. ..
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107 インドネシア 1.0 1.0 0.9 1.8 1.2 8.7 6.3

108 シリア 2.2 3.9 .. 6.0 5.1 9.7 0.8

109 トルクメニスタン 3.3 3.9 .. .. 2.9 e .. 3.8

110 ニカラグア 3.9 3.4 3.1 d 4.0 g 0.7 1.6 3.5

111 モルドバ 4.2 5.3 4.3 .. 0.3 .. 8.6

112 エジプト 2.2 3.9 .. 4.7 2.8 7.1 2.8

113 ウズベキスタン 2.4 9.4 .. .. 0.5 e .. 5.6

114 モンゴル 4.0 11.5 5.3 4.3 1.6 .. 2.4

115 ホンジュラス 4.0 3.8 .. .. 0.6 12.8 4.6

116 キルギス 2.3 6.0 4.4 d 1.6 g 3.1 .. 5.2

117 ボリビア 4.1 2.4 6.4 2.3 1.6 7.9 5.7

118 グアテマラ 2.3 1.3 .. 1.5 0.3 3.0 1.5

119 ガボン 3.1 .. 3.9 d,e .. 1.5 3.0 1.4

120 バヌアツ 3.1 4.6 9.6 .. .. 1.6 0.7

121 南アフリカ 3.5 5.9 5.4 3.8 1.5 .. 2.0

122 タジキスタン 1.0 9.1 3.5 0.3 g 2.2 e .. 3.4

123 サントメ・プリンシペ 9.9 .. .. .. .. 4.9 13.8

124 ボツワナ 4.0 6.2 10.7 4.1 3.0 2.8 0.5

125 ナミビア 4.7 7.9 6.9 5.6 g 3.2 .. ..

126 モロッコ 1.7 5.0 6.7 5.0 4.5 6.9 5.3

127 赤道ギニア 1.2 .. 0.6 d .. .. 3.9 0.1

128 インド 0.9 3.7 3.8 3.2 2.8 2.6 3.0

129 ソロモン諸島 5.6 3.8 3.3 d,e .. .. 5.5 4.7

130 ラオス 0.8 .. 2.3 .. 2.1 e 1.0 6.0

131 カンボジア 1.7 .. 1.9 3.1 1.8 2.7 0.5

132 ミャンマー 0.3 .. 1.3 e .. .. .. ..

133 ブータン 3.0 .. 5.6 e .. .. 1.7 0.8

134 コモロ連合 1.6 .. 3.9 .. .. 0.4 1.0

135 ガーナ 2.8 .. 5.4 0.4 0.7 6.2 2.7

136 パキスタン 0.4 2.6 2.3 5.8 3.5 4.8 2.2

137 モーリタニア 2.0 4.6 2.3 3.8 3.6 14.3 3.6

138 レソト 5.5 6.2 13.4 4.5 2.3 3.8 3.7

139 コンゴ共和国 1.2 7.4 2.2 .. 1.4 19.0 2.3

140 バングラデシュ 0.9 1.5 2.5 1.0 1.0 2.5 1.3

141 スワジランド 4.0 5.7 6.2 1.8 1.8 e 5.3 1.6

142 ネパール 1.5 2.0 3.4 0.9 2.1 1.9 1.6

143 マダガスカル 1.8 2.5 3.2 1.2 1.1 7.2 1.5

144 カメルーン 1.5 3.2 1.8 d 1.5 1.3 4.6 4.7

145 パプアニューギニア 3.0 .. .. 2.1 0.6 17.2 7.9

146 ハイチ 2.9 1.4 .. .. .. 1.3 1.4

147 スーダン 1.5 6.0 .. 3.5 2.3 e 0.4 1.4

148 ケニア 1.8 6.7 6.7 2.9 1.7 9.2 1.3

149 ジブチ 4.4 3.5 7.9 5.9 4.2 e 3.3 2.6

150 東ティモール 8.8 .. .. .. .. .. ..

151 ジンバブエ 3.5 7.7 4.6 d,e 4.4 2.3 5.4 6.7

152 トーゴ 1.1 .. 2.6 3.1 1.5 5.3 0.8

153 イエメン 1.9 .. 9.6 d,e 7.9 7.0 3.5 1.4

154 ウガンダ 2.5 1.5 5.2 d 3.1 2.3 3.4 2.0

155 ガンビア 1.8 3.8 2.0 d 1.2 0.5 e 11.9 6.3

人間開発低位国
156 セネガル 2.4 3.9 5.4 2.0 1.5 5.7 2.3

157 エリトリア 1.8 .. 5.4 .. 24.1 e .. 2.1

158 ナイジェリア 1.4 0.9 .. 0.9 0.7 11.7 9.0

159 タンザニア 1.7 2.8 2.2 d,e 2.0 1.1 4.2 1.1
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 注）
a. データの制約により、国同士の比較
には注意が必要である。データにつ
いての詳細な注釈は、SIPRI 2007c
を参照。

b. 集計値については、指標18を参照。
c. データは記載された期間内で入手可
能な最新のものによる。

d. 国あるいはUNESCO 統計研究所
の推計による。

e. 記載の期間以前のデータについて

は、1999 年以降のものを使用。
f. 統一以前のドイツ連邦共和国のデー
タ。

g. データは1991年と1992年の間で、
入手可能なもっとも近いものを用い
た。

h. 2005 年のデータによる。
i. データは標準的な定義とは異なる
か、あるいは国の一部だけのもの。

j. 2006 年のデータによる。

出典）
第1列：World Bank 2007b.
第 2 列および 3 列：UNESCO 統計研
究所 2007ｂ．
第 4列：SIPRI 2007ｂ．
第 5列：SIPRI 2007ｃ．
第 6 列および 7列：World Bank 2007
ｂのGDPと債務元利支払金総額のデー
タをもとに計算。

160 ギニア 0.7 2.0 2.0 2.4 g 2.0 e 6.0 4.9

161 ルワンダ 4.3 .. 3.8 3.7 2.9 0.8 1.1

162 アンゴラ 1.5 .. 2.6 d,e 2.7 5.7 3.2 6.8

163 ベナン 2.5 .. 3.5 d .. .. 2.1 1.6

164 マラウイ 9.6 3.2 5.8 1.3 0.7 e 7.1 4.6

165 ザンビア 3.4 2.8 2.0 3.7 2.3 e 6.1 3.3

166 コートジボワール 0.9 .. 4.6 d,e 1.3 1.5 e 11.7 2.8

167 ブルンジ 0.8 3.5 5.1 3.4 6.2 3.7 4.9

168 コンゴ民主共和国 1.1 .. .. .. 2.4 3.7 3.0

169 エチオピア 2.7 2.4 6.1 j 8.5 2.6 2.0 0.8

170 チャド 1.5 1.6 2.1 .. 1.0 0.7 1.1

171 中央アフリカ 1.5 2.2 .. 1.6 g 1.1 2.0 0.4

172 モザンビーク 2.7 .. 3.7 5.9 0.9 3.2 1.4

173 マリ 3.2 .. 4.3 2.1 2.3 2.8 1.7

174 ニジェール 2.2 3.3 2.3 .. 1.2 e 4.0 1.1

175 ギニアビサウ 1.3 .. 5.2 e .. 4.0 3.5 10.8

176 ブルキナファソ 3.3 2.6 4.7 2.7 1.3 1.1 0.9

177 シエラレオネ 1.9 .. 3.8 d 1.4 1.0 3.3 2.1



失業率
MDG

若年層の失業率

HDIランク

失業者数
（1000人）

合計
（労働人口に
占める割合）
（％）

年間平均失業率
（労働人口に
占める割合）
（％）

女性
（男性に
対する割合）
（％）

合計
（15歳から24歳の
労働力人口に
占める割合：％）a

女性
（男性に
対する割合）
（％）

長期失業者
（全失業者に占める割合：％）

女性 男性

2006 2006 1996/2006 2006 2006 2006 2006 2006
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OECD諸国における失業

 注）
a. 国によっては、年齢幅が16 歳から
24歳までのものもある。

b. 2005 年のデータによる。

出典）
第１‐3 列、第 5 列、第 7 列および第
8列：OECD 2007．
第 4列および第 6列：OECD 2007の
男女失業率についてのデータをもとに算
出。

人間開発高位国
1 アイスランド 5.2 3.0 2.9 110 8.4 81 5.3 9.2

2 ノルウェー 83.8 3.5 3.9 94 8.6 101 11.1 16.8

3 オーストラリア 527.0 4.9 6.6 104 10.4 90 15.2 20.1

4 カナダ 1,106.0 6.3 7.7 94 11.6 80 8.3 9.1

5 アイルランド 91.4 4.4 6.0 89 8.4 89 24.5 40.8

6 スウェーデン 331.9 7.0 6.9 103 21.3 102 12.2 16.1

7 スイス 168.7 4.0 3.7 138 7.7 94 42.6 35.0

8 日本 2,730.0 4.1 4.5 91 8.0 81 20.8 40.9

9 オランダ 365.0 3.9 3.9 126 7.6 117 43.6 46.8

10 フランス 2,729.0 9.4 9.9 121 23.9 115 43.3 44.8

11 フィンランド 204.0 7.7 10.1 109 18.8 95 21.8 28.0

12 米国 7,002.0 4.6 5.0 100 10.5 86 9.2 10.7

13 スペイン 1,837.1 8.5 12.2 184 17.9 144 32.2 25.9

14 デンマーク 114.2 3.9 5.0 136 7.6 100 20.2 20.7

15 オーストリア 195.5 4.8 4.3 118 9.1 105 25.1 29.5

16 英国 1,602.0 5.3 5.6 86 13.9 75 14.9 27.5

17 ベルギー 381.8 8.2 8.3 126 18.9 106 56.5 54.7

18 ルクセンブルク 9.1 b 4.8 3.3 180 13.7 b 138 b 20.5 b 33.8 b

19 ニュージーランド 82.6 3.8 5.4 117 9.6 108 5.5 8.8

20 イタリア 1,673.6 6.8 9.4 165 21.6 132 54.8 50.8

22 ドイツ 4,250.0 8.4 8.5 119 13.5 89 56.5 57.8

24 ギリシャ 427.4 8.9 10.3 243 24.5 196 60.1 48.1

26 韓国 824.0 3.5 4.0 76 10.0 77 0.9 1.2

29 ポルトガル 427.8 7.7 5.9 138 16.2 126 53.3 50.3

32 チェコ 371.1 7.2 7.2 153 17.5 112 56.3 53.9

36 ハンガリー 316.8 7.5 7.1 108 19.1 107 45.1 47.1

37 ポーランド 2,344.3 13.8 15.7 116 29.8 112 52.0 49.0

42 スロバキア 353.1 13.4 15.8 120 26.6 103 72.3 73.9

52 メキシコ 1,367.3 3.2 3.3 118 6.2 138 2.3 2.7

人間開発中位国
84 トルコ 2,445.0 9.9 8.6 106 18.7 109 44.2 32.6

OECD諸国 34,366.6T 6.0 6.7 112 12.5 98 32.0 32.4
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失業率 a 経済活動による雇用 b

農業以外の雇用に占める非公式
セクターの雇用 c

失業者数
（1000人）

合計
（労働人口に
占める割合）
（％）

女性
（男性に対
する割合）
（％）

合計
（1000人）

農業
（％）

工業
（％）

サービス業
（％）

調査年度
男女合計
（％）

女性
（％）

男性
（％）1996–2005d 1996–2005d 1996–2005d 1996–2005d 1996–2005d 1996–2005d 1996–2005d
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人間開発高位国
21 香港 201 5.6 68 3,386 (.) 15 85 .. .. .. ..

23 イスラエル 246 9.0 112 2,494 2 22 76 .. .. .. ..

25 シンガポール 116 5.3 98 2,267 0 30 70 .. .. .. ..

27 スロベニア 58 5.8 111 946 9 37 53 .. .. .. ..

28 キプロス 19 5.3 148 338 5 24 71 .. .. .. ..

30 ブルネイ 7 e .. .. 146 1 21 77 .. .. .. ..

31 バルバドス 14 9.8 118 132 3 17 70 .. .. .. ..

33 クウェート 15 f 1.1 f 173 f .. .. .. .. .. .. .. ..

34 マルタ 12 7.5 142 149 2 29 68 .. .. .. ..

35 カタール 13 3.9 548 438 3 41 56 .. .. .. ..

38 アルゼンチン 1,141 10.6 135 9,639 1 24 75 2003 g 40 g 31 g 46 g

39 アラブ首長国連邦 41 2.3 118 1,779 8 33 59 .. .. .. ..

40 チリ 440 6.9 139 5,905 13 23 64 1996 h 36 h 44 h 31 h

41 バーレーン 16 .. .. .. .. .. .. .. .. .. ..

43 リトアニア 133 8.3 101 1,474 14 29 57 .. .. .. ..

44 エストニア 52 7.9 81 607 5 34 61 .. .. .. ..

45 ラトビア 99 8.7 93 1,036 g 12 g 26 g 62 g .. .. .. ..

46 ウルグアイ 155 12.2 161 1,115 g 5 g 22 g 74 g 2000 30 25 34

47 クロアチア 229 12.7 120 1,573 17 29 54 .. .. .. ..

48 コスタリカ 126 6.6 192 1,777 15 22 63 2000 20 17 22

49 バハマ 18 10.2 122 161 4 18 78 .. .. .. ..

50 セーシェル 4 .. .. .. .. .. .. .. .. .. ..

51 キューバ 88 1.9 129 4,642 21 19 59 .. .. .. ..

53 ブルガリア 334 10.1 95 2,980 9 34 57 .. .. .. ..

57 アンティグア・バーブーダ .. .. .. 28 g 4 g 19 g 74 g .. .. .. ..

58 オマーン 53 .. .. 282 g 6 g 11 g 82 g .. .. .. ..

59 トリニダード・トバゴ 50 8.0 190 525 7 28 64 .. .. .. ..

60 ルーマニア 705 7.2 83 9,147 32 30 38 .. .. .. ..

61 サウジアラビア 327 5.2 274 5,913 5 21 74 .. .. .. ..

62 パナマ 137 10.3 173 1,188 16 17 67 2004 33 29 35

63 マレーシア 370 3.6 100 9,987 15 30 53 .. .. .. ..

64 ベラルーシ 68 f 1.5 f 325 f 4,701 g 21 g 35 g 40 g .. .. .. ..

65 モーリシャス 52 9.6 284 490 10 32 57 2004 8 6 9

67 ロシア 5,775 7.8 105 68,169 10 30 60 2004 12 11 12

68 アルバニア 157 14.4 141 931 58 14 28 i .. .. .. ..

69 マケドニア、旧ユーゴスラビア 324 37.3 105 545 20 32 48 .. .. .. ..

70 ブラジル 8,264 8.9 172 84,596 21 21 58 2003 37 31 42

人間開発中位国
71 ドミニカ 3 11.0 80 26 24 18 54 .. .. .. ..

72 セントルシア 13 16.4 164 59 11 18 53 .. .. .. ..

73 カザフスタン 659 8.4 140 7,182 34 17 49 .. .. .. ..

74 ベネズエラ 1,823 15.8 127 9,994 11 20 69 2004 46 45 47

75 コロンビア 2,406 11.8 174 18,217 22 19 59 i 2004 g 58 g 59 g 55 g

76 ウクライナ 1,601 7.2 91 20,680 19 24 56 i 2004 4 4 4

78 タイ 496 1.4 80 36,302 43 20 37 2002 72 .. ..

79 ドミニカ共和国 716 17.9 254 3,315 16 21 63 1997 h 48 h 50 h 47 h

80 ベリーズ 12 11.0 230 78 28 17 55 .. .. .. ..

81 中国 8,390 4.2 .. 737,400 44 18 16 .. .. .. ..

82 グレナダ .. .. .. 35 14 24 59 .. .. .. ..

83 アルメニア 424 36.4 91 1,108 46 17 38 .. .. .. ..

85 スリナム 12 14.0 200 73 6 15 75 .. .. .. ..

86 ヨルダン .. .. .. 43 4 22 74 .. .. .. ..

87 ペルー 437 11.4 143 3,400 1 24 76 2004 g 56 g 55 g 57 g
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88 レバノン 116 .. .. .. .. .. .. .. .. .. ..

89 エクアドル 334 7.9 186 3,892 8 21 70 2004 g 40 g 44 g 37 g

90 フィリピン 2,619 7.4 99 32,875 37 15 48 1995 h 72 h 73 h 71 h

91 チュニジア 486 14.2 132 .. .. .. .. 1994–95 50 h 39 h 53 h

93 セントビンセント・グレナディーン諸島 .. .. .. 35 15 20 56 .. .. .. ..

94 イラン 2,556 11.5 170 19,760 25 30 45 .. .. .. ..

95 パラグアイ 206 8.1 151 2,247 32 16 53 1995 h 66 h .. ..

96 グルジア 279 13.8 85 1,745 54 9 36 .. .. .. ..

97 ガイアナ .. .. .. 240 28 23 48 .. .. .. ..

98 アゼルバイジャン 369 8.5 125 3,850 g 39 g 12 g 49 g .. .. .. ..

99 スリランカ 623 7.7 216 6,943 34 23 39 .. .. .. ..

100 モルディブ 2 .. .. 86 14 19 50 .. .. .. ..

101 ジャマイカ 130 10.9 207 1,063 18 18 64 .. .. .. ..

103 エルサルバドル 184 6.8 44 2,526 19 24 57 1997 h 57 h 69 h 46 h

104 アルジェリア 1,475 15.3 103 7,798 21 26 53 1997 h 43 h 41 h 43 h

105 ベトナム 926 2.1 131 42,316 58 17 25 .. .. .. ..

106 パレスチナ占領地域 212 26.7 71 578 16 25 58 .. .. .. ..

107 インドネシア 10,854 9.1 155 94,948 44 18 38 1998 h 78 h 77 h 78 h

108 シリア 638 11.7 290 4,822 30 27 43 2003 22 7 24

110 ニカラグア 135 12.2 165 1,953 31 18 40 2000 g 55 g 59 g 52 g

111 モルドバ 104 7.3 69 1,319 41 16 43 2004 8 5 11

112 エジプト 2,241 11.0 311 18,119 30 20 50 2003 g 45 g 59 g 42 g

113 ウズベキスタン .. .. .. 8,885 39 19 35 .. .. .. ..

114 モンゴル 33 f 3.3 f 120 f 951 40 16 44 .. .. .. ..

115 ホンジュラス 108 4.1 197 2,544 39 21 40 1997 h 58 h 66 h 74 h

116 キルギス 186 8.5 116 1,807 53 10 37 2003 43 39 45

117 ボリビア 222 5.5 161 2,091 g 5 g 28 g 67 g 1997 h 64 h 74 h 55 h

118 グアテマラ 172 3.4 196 4,769 39 20 38 .. .. .. ..

121 南アフリカ 4,385 26.6 100 11,622 10 25 65 2004 16 16 15

122 タジキスタン 51 f 2.7 f 121 f .. .. .. .. .. .. .. ..

124 ボツワナ 144 23.8 123 567 23 22 50 .. .. .. ..

125 ナミビア 221 33.8 138 432 31 12 56 .. .. .. ..

126 モロッコ 1,226 11.0 106 9,603 44 20 36 i 1995 h 45 h 47 h 44 h

128 インド 16,634 4.3 100 308,760 g 67 g 13 g 20 g,i 2000 g 56 g 57 g 55 g

130 ラオス 38 .. .. 2,165 g 85 g 4 g 11 g .. .. .. ..

131 カンボジア 503 1.8 147 6,243 70 11 19 .. .. .. ..

132 ミャンマー 190 f .. .. 18,359 63 12 25 i .. .. .. ..

135 ガーナ .. .. .. 8,300 55 14 31 .. .. .. ..

136 パキスタン 3,566 7.7 194 38,882 42 21 37 2003–04 70 66 70

138 レソト 216 39.3 153 353 57 15 23 .. .. .. ..

140 バングラデシュ 2,002 4.3 117 44,322 52 14 35 .. .. .. ..

142 ネパール 178 1.8 85 7,459 g 79 g 6 g 21 g .. .. .. ..

143 マダガスカル 383 4.5 160 8,099 78 7 15 .. .. .. ..

144 カメルーン 468 7.5 82 5,806 g 61 g 9 g 23 g .. .. .. ..

145 パプアニューギニア 69 2.8 30 2,345 72 4 23 .. .. .. ..

146 ハイチ .. .. .. .. 51 11 39 .. .. .. ..

148 ケニア 1,276 .. .. 1,674 19 20 62 1999 h 72 h 83 h 59 h

149 ジブチ .. .. .. 77 g 2 g 8 g 80 g .. .. .. ..

151 ジンバブエ 298 6.0 63 .. .. .. .. .. .. .. ..

153 イエメン 469 11.5 66 3,622 54 11 35 .. .. .. ..

154 ウガンダ 346 3.2 156 9,257 69 8 22 .. .. .. ..
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 注）
 異なる出典をもとに編集しているた
め、複数の国のデータを厳密に比
較することはできない。

a. このほかに記載されたものを除いて
は、非雇用者に関する国際労働機
関の定義を参照。

b. 経済活動による雇用は、データが
四捨五入されるので、合計が100
にならないこともある。

c. 非公式セクターは、雇用者と非雇用
者のデータと同じにならないことも
ある。

d. データは記載の期間内で入手可能な

最新年のものを使用。
e. 求人者数を参照。
f. 登録済み失業者数を参照。
g. データは標準的な定義とは異なる
か、あるいは国の一部だけのもの。

h. データはCharmes and Rani 2007
による。

i. サービス業は、治外法権の組織に
携わっている人や、経済活動に分類
できない人を含む。

出典）
第1－3 列：ILO 2007b.
第 4－7 列：ILO 2005.
第 8‐11列：とくに記載のない限り、
ILO Bureau of Statistics 2007.
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人間開発低位国
157 エリトリア .. .. .. 82 g 4 g 19 g 77 g .. .. .. ..

158 ナイジェリア .. .. .. 5,229 g 3 g 22 g 75 g .. .. .. ..

159 タンザニア 913 5.1 132 16,915 82 3 15 2001 43 41 46

160 ギニア .. .. .. .. .. .. .. 1991 h 72 h 87 h 66 h

161 ルワンダ 16 0.6 38 3,143 g 90 g 3 g 7 g .. .. .. ..

162 アンゴラ 19 e .. .. .. .. .. .. .. .. .. ..

163 ベナン .. .. .. .. .. .. .. 1992 h 93 h 97 h 87 h

165 ザンビア 508 12.0 92 3,530 70 7 23 .. .. .. ..

167 ブルンジ 1 e 14.0 e 88 e .. .. .. .. .. .. .. ..

169 エチオピア 1,654 5.0 312 20,843 g 93 g 3 g 5 g 2004 41 48 36

170 チャド .. .. .. .. .. .. .. 1993 h 74 h 95 h 60 h

171 中央アフリカ .. .. .. .. .. .. .. 2003 g 21 g 21 g 21 g

172 モザンビーク 192 .. .. .. .. .. .. 1999 h 74 h .. ..

173 マリ 227 8.8 153 .. .. .. .. 2004 71 80 63

176 ブルキナファソ 7 e .. .. .. .. .. .. 2000 h 77 h .. ..
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エネルギーと環境

人間開発高位国
1 アイスランド 29,430 66.4 100 .. 2.5 -12.1 0.5 0.5 0.2 5.6

2 ノルウェー 26,657 6.5 100 .. 5.9 15.9 30.7 93.9 2.6 0.2

3 オーストラリア 11,849 30.4 100 .. 4.8 21.3 21.3 1,636.8 -42.3 -0.2

4 カナダ 18,408 5.9 100 .. 3.4 12.5 33.6 3,101.3 .. ..

5 アイルランド 6,751 62.7 100 .. 9.5 81.9 9.7 6.7 2.3 3.4

6 スウェーデン 16,670 -1.9 100 .. 4.5 13.0 66.9 275.3 1.6 (.)

7 スイス 8,669 b 10.3 b 100 .. 8.3 0.9 30.9 12.2 0.7 0.4

8 日本 8,459 21.8 100 .. 6.4 -1.4 68.2 248.7 -0.8 (.)

9 オランダ 7,196 32.7 100 .. 5.8 11.7 10.8 3.7 0.2 0.4

10 フランス 8,231 c 24.6 c 100 .. 5.9 8.0 28.3 155.5 10.2 0.5

11 フィンランド 17,374 33.2 100 .. 3.8 -1.1 73.9 225.0 3.1 0.1

12 米国 14,240 11.9 100 .. 4.6 25.3 33.1 3,030.9 44.4 0.1

13 スペイン 6,412 63.3 100 .. 6.9 -4.9 35.9 179.2 44.4 2.2

14 デンマーク 6,967 7.4 100 .. 7.9 14.7 11.8 5.0 0.6 0.8

15 オーストリア 8,256 27.7 100 .. 7.3 2.9 46.7 38.6 0.9 0.2

16 英国 6,756 15.9 100 .. 7.3 22.2 11.8 28.5 2.3 0.6

17 ベルギー 8,986 33.4 100 .. 5.2 10.3 22.0 6.7 -0.1 -0.1

18 ルクセンブルク 16,630 21.1 100 .. 6.1 77.5 33.5 0.9 (.) 0.1

19 ニュージーランド 10,238 6.7 100 .. 5.1 25.0 31.0 83.1 5.9 0.5

20 イタリア 6,029 d 36.1 d 100 .. 8.2 -2.5 33.9 99.8 16.0 1.3

21 香港 6,401 34.4 .. .. 11.5 6.4 .. .. .. ..

22 ドイツ 7,442 10.4 100 .. 6.2 31.6 31.7 110.8 3.4 0.2

23 イスラエル 6,924 62.8 97 0.2 7.3 4.7 8.3 1.7 0.2 0.7

24 ギリシャ 5,630 60.1 100 .. 7.4 11.1 29.1 37.5 4.5 0.9

25 シンガポール 8,685 67.7 100 0.0 4.4 30.6 3.4 (.) 0.0 0.0

26 韓国 7,710 178.3 100 .. 4.2 -6.3 63.5 62.7 -1.1 -0.1

27 スロベニア 7,262 .. .. .. 5.4 10.6 62.8 12.6 0.8 0.4

28 キプロス 5,718 97.2 .. .. 5.9 8.5 18.9 1.7 0.1 0.5

29 ポルトガル 4,925 69.9 100 .. 7.1 -9.8 41.3 37.8 6.8 1.5

30 ブルネイ 8,842 80.9 99 0.0 .. .. 52.8 2.8 -0.4 -0.7

31 バルバドス 3,304 85.0 .. .. .. .. 4.0 (.) .. ..

32 チェコ 6,720 .. .. .. 4.0 30.8 34.3 26.5 0.2 (.)

33 クウェート 15,423 75.0 100 0.0 1.9 63.1 0.3 0.1 (.) 6.7

34 マルタ 5,542 53.4 .. .. 7.5 47.9 1.1 .. .. ..

35 カタール 19,840 101.8 71 0.2 .. .. (.) .. .. ..

36 ハンガリー 4,070 6.7 .. .. 5.9 40.6 21.5 19.8 1.8 0.6

37 ポーランド 3,793 6.9 .. .. 5.1 74.8 30.0 91.9 3.1 0.2

38 アルゼンチン 2,714 70.6 95 1.8 7.4 15.8 12.1 330.2 -22.4 -0.4

39 アラブ首長国連邦 12,000 41.5 92 0.4 2.2 15.7 3.7 3.1 0.7 1.8

40 チリ 3,347 138.7 99 0.2 6.1 11.9 21.5 161.2 8.6 0.4

41 バーレーン 11,932 52.3 99 0.0 1.8 21.5 0.6 .. .. ..

42 スロバキア 5,335 .. .. .. 3.9 45.3 40.1 19.3 0.1 (.)

43 リトアニア 3,505 .. .. .. 4.5 60.5 33.5 21.0 1.5 0.5

44 エストニア 6,168 .. .. .. 3.5 113.2 53.9 22.8 1.2 0.4

45 ラトビア 2,923 .. .. .. 5.6 122.6 47.4 29.4 1.7 0.4

46 ウルグアイ 2,408 52.4 95 0.2 10.4 5.3 8.6 15.1 6.0 4.4

47 クロアチア 3,818 .. .. .. 5.6 12.0 38.2 21.4 0.2 0.1

48 コスタリカ 1,876 54.4 99 0.1 10.0 2.9 46.8 23.9 -1.7 -0.4

49 バハマ 6,964 e 87.0 .. .. .. .. 51.5 5.2 .. ..

50 セーシェル 2,716 e 88.2 .. .. .. .. 88.9 0.4 0.0 0.0

51 キューバ 1,380 0.6 96 0.5 .. .. 24.7 27.1 6.6 2.1

52 メキシコ 2,130 46.5 .. .. 5.5 8.5 33.7 642.4 -47.8 -0.5

53 ブルガリア 4,582 -10.3 .. .. 3.0 44.7 32.8 36.3 3.0 0.6
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54 セントクリストファー・ネーヴィス 3,333 e 115.3 .. .. .. .. 14.7 0.1 0.0 0.0

55 トンガ 327 e 30.8 .. .. .. .. 5.0 (.) 0.0 0.0

56 リビア 3,147 -22.2 97 0.2 .. .. 0.1 2.2 0.0 0.0

57 アンティグア・バーブーダ 1,346 e -10.7 .. .. .. .. 21.4 0.1 .. ..

58 オマーン 5,079 83.2 96 0.1 3.0 -29.9 (.) (.) 0.0 0.0

59 トリニダード・トバゴ 4,921 67.1 99 0.0 1.3 -5.3 44.1 2.3 -0.1 -0.3

60 ルーマニア 2,548 -19.9 .. .. 4.5 80.9 27.7 63.7 (.) 0.0

61 サウジアラビア 6,902 57.9 97 0.8 2.0 -28.2 1.3 27.3 0.0 0.0

62 パナマ 1,807 51.0 85 0.5 8.4 13.5 57.7 42.9 -0.8 -0.1

63 マレーシア 3,196 129.6 98 0.6 4.1 -5.1 63.6 208.9 -14.9 -0.4

64 ベラルーシ 3,508 .. .. .. 2.4 89.6 38.0 78.9 5.2 0.5

65 モーリシャス 1,775 147.2 94 0.1 .. .. 18.2 0.4 (.) -0.3

66 ボスニア・ヘルツェゴビナ 2,690 .. .. .. 5.3 .. 43.1 21.9 -0.3 -0.1

67 ロシア 6,425 .. .. .. 2.0 28.3 47.9 8,087.9 -1.6 0.0

68 アルバニア 1,847 82.3 .. .. 5.9 55.2 29.0 7.9 0.1 (.)

69 マケドニア、旧ユーゴスラビア 3,863 .. .. .. 4.6 13.7 35.8 9.1 0.0 0.0

70 ブラジル 2,340 39.5 97 6.5 6.8 -6.7 57.2 4,777.0 -423.3 -0.5

人間開発中位国
71 ドミニカ 1,129 170.7 .. .. .. .. 61.3 0.5 (.) -0.5

72 セントルシア 1,879 136.6 .. .. .. .. 27.9 0.2 0.0 0.0

73 カザフスタン 4,320 .. .. .. 1.9 86.7 1.2 33.4 -0.9 -0.2

74 ベネズエラ 3,770 23.6 99 0.4 2.6 0.5 54.1 477.1 -43.1 -0.6

75 コロンビア 1,074 e 3.1 86 6.3 10.9 29.6 58.5 607.3 -7.1 -0.1

76 ウクライナ 3,727 .. .. .. 2.0 11.7 16.5 95.8 3.0 0.2

77 サモア 619 e 103.0 .. .. .. .. 60.4 1.7 0.4 2.1

78 タイ 2,020 e 141.1 99 0.6 4.9 -14.0 28.4 145.2 -14.5 -0.6

79 ドミニカ共和国 1,536 197.7 93 0.7 7.6 7.0 28.4 13.8 .. ..

80 ベリーズ 686 e 13.8 .. .. .. .. 72.5 16.5 .. ..

81 中国 1,684 212.4 99 8.5 4.4 108.6 21.2 1,972.9 401.5 1.7

82 グレナダ 1,963 225.0 .. .. .. .. 12.2 (.) .. ..

83 アルメニア 1,744 .. .. .. 5.6 122.8 10.0 2.8 -0.6 -1.2

84 トルコ 2,122 109.5 .. .. 6.2 6.4 13.2 101.8 5.0 0.3

85 スリナム 3,437 -9.9 .. .. .. .. 94.7 147.8 0.0 0.0

86 ヨルダン 1,738 53.4 100 0.0 3.6 4.3 0.9 0.8 0.0 0.0

87 ペルー 927 44.6 72 7.7 10.9 30.0 53.7 687.4 -14.1 -0.1

88 レバノン 2,691 374.6 100 0.0 3.5 29.9 13.3 1.4 f 0.2 0.8

89 エクアドル 1,092 77.3 90 1.3 4.8 -17.7 39.2 108.5 -29.6 -1.4

90 フィリピン 677 68.8 81 16.2 7.9 -12.7 24.0 71.6 -34.1 -2.2

91 チュニジア 1,313 93.7 99 0.1 8.2 22.2 6.8 10.6 4.1 4.3

92 フィジー 926 e 44.9 .. .. .. .. 54.7 10.0 0.2 0.1

93 セントビンセント・グレナディーン諸島 1,030 114.1 .. .. .. .. 27.4 0.1 (.) 1.5

94 イラン 2,460 126.7 97 1.8 3.1 -13.6 6.8 110.8 0.0 0.0

95 パラグアイ 1,146 99.3 86 0.9 6.4 -2.0 46.5 184.8 -26.8 -0.8

96 グルジア 1,577 .. .. .. 4.1 236.3 39.7 27.6 .. ..

97 ガイアナ 1,090 155.3 .. .. .. .. 76.7 151.0 f .. ..

98 アゼルバイジャン 2,796 .. .. .. 2.5 .. 11.3 9.4 .. ..

99 スリランカ 420 127.0 66 6.7 8.3 13.8 29.9 19.3 -4.2 -1.2

100 モルディブ 539 385.6 .. .. .. .. 3.0 (.) 0.0 0.0

101 ジャマイカ 2,697 160.8 87 0.3 2.5 -18.2 31.3 3.4 -0.1 -0.1

102 カーボヴェルデ 529 330.1 .. .. .. .. 20.7 0.8 0.3 3.0

103 エルサルバドル 732 62.7 80 1.4 7.0 -3.1 14.4 3.0 -0.8 -1.4

104 アルジェリア 889 40.7 98 0.6 6.0 4.5 1.0 22.8 4.9 1.8

105 ベトナム 560 324.2 84 13.2 4.2 26.5 39.7 129.3 35.7 2.5

106 パレスチナ占領地域 513 .. .. .. .. .. 1.5 0.1 f 0.0 0.0
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107 インドネシア 476 e 75.0 54 101.2 4.1 -0.1 48.8 885.0 -280.7 -1.6

108 シリア 1,784 88.4 90 1.9 3.4 19.9 2.5 4.6 0.9 1.6

109 トルクメニスタン 2,060 .. .. .. 1.3 g -21.3 8.8 41.3 0.0 0.0

110 ニカラグア 525 37.1 69 1.7 5.2 -2.3 42.7 51.9 -13.5 -1.4

111 モルドバ 1,554 .. .. .. 2.0 40.8 10.0 3.3 0.1 0.2

112 エジプト 1,465 e 93.0 98 1.5 4.9 -2.2 0.1 0.7 0.2 3.5

113 ウズベキスタン 1,944 .. .. .. 0.8 11.1 8.0 33.0 2.5 0.5

114 モンゴル 1,260 -25.2 65 1.0 .. .. 6.5 102.5 -12.4 -0.7

115 ホンジュラス 730 79.4 62 2.7 4.8 -3.9 41.5 46.5 -27.4 -2.5

116 キルギス 2,320 .. .. .. 3.3 92.3 4.5 8.7 0.3 0.3

117 ボリビア 493 42.1 64 3.3 4.5 -10.6 54.2 587.4 -40.6 -0.4

118 グアテマラ 532 100.0 79 2.7 6.4 -3.6 36.3 39.4 -8.1 -1.1

119 ガボン 1,128 5.4 48 0.7 4.9 3.1 84.5 217.8 -1.5 (.)

120 バヌアツ 206 e 18.4 .. .. .. .. 36.1 4.4 0.0 0.0

121 南アフリカ 4,818 h 20.8 h 70 14.0 3.7 -4.5 7.6 92.0 0.0 0.0

122 タジキスタン 2,638 .. .. .. 2.1 139.6 2.9 4.1 (.) (.)

123 サントメ・プリンシペ 99 e -23.8 .. .. .. .. 28.4 0.3 0.0 0.0

124 ボツワナ .. i .. i 39 1.1 8.6 40.0 21.1 119.4 -17.8 -0.9

125 ナミビア .. i .. i 34 1.4 10.2 -16.5 9.3 76.6 -11.0 -0.8

126 モロッコ 652 84.7 85 4.5 10.3 -13.9 9.8 43.6 0.8 0.1

127 赤道ギニア 52 e 0 .. .. .. .. 58.2 16.3 -2.3 -0.8

128 インド 618 77.6 56 487.2 5.5 37.1 22.8 677.0 37.6 0.4

129 ソロモン諸島 107 e 13.8 .. .. .. .. 77.6 21.7 -6.0 -1.4

130 ラオス 126 e 80.0 .. .. .. .. 69.9 161.4 -11.7 -0.5

131 カンボジア 10 e -44.4 20 10.9 .. .. 59.2 104.5 -25.0 -1.3

132 ミャンマー 129 111.5 11 45.1 .. .. 49.0 322.2 -70.0 -1.2

133 ブータン 229 e 126.7 .. .. .. .. 68.0 32.0 1.6 0.4

134 コモロ連合 31 e 3.3 .. .. .. .. 2.9 0.1 -0.1 -3.9

135 ガーナ 289 -22.3 49 11.3 5.4 18.3 24.2 55.2 -19.3 -1.7

136 パキスタン 564 61.6 54 71.1 4.2 7.7 2.5 19.0 -6.3 -1.6

137 モーリタニア 112 e 60.0 .. .. .. .. 0.3 2.7 -1.5 -2.4

138 レソト .. i .. i 11 1.9 .. .. 0.3 0.1 (.) 4.0

139 コンゴ共和国 229 -2.1 20 3.2 3.3 45.4 65.8 224.7 -2.6 -0.1

140 バングラデシュ 154 111.0 32 96.2 10.5 7.2 6.7 8.7 -0.1 -0.1

141 スワジランド .. i .. i .. .. .. .. 31.5 5.4 0.7 1.0

142 ネパール 86 104.8 33 18.1 4.0 18.4 25.4 36.4 -11.8 -1.6

143 マダガスカル 56 5.7 15 15.2 .. .. 22.1 128.4 -8.5 -0.4

144 カメルーン 256 8.9 47 8.7 4.5 -4.4 45.6 212.5 -33.0 -0.9

145 パプアニューギニア 620 e 28.1 .. .. .. .. 65.0 294.4 -20.9 -0.4

146 ハイチ 61 -17.6 36 5.5 6.2 -39.9 3.8 1.1 -0.1 -0.6

147 スーダン 116 123.1 30 25.4 3.7 33.2 28.4 675.5 -88.4 -0.8

148 ケニア 169 26.1 14 29.4 2.1 -3.8 6.2 35.2 -1.9 -0.3

149 ジブチ 260 e -46.8 .. .. .. .. 0.2 0.1 .. ..

150 東ティモール 294 e .. .. .. .. .. 53.7 8.0 -1.7 -1.2

151 ジンバブエ 924 -10.1 34 8.7 2.6 -13.4 45.3 175.4 -46.9 -1.4

152 トーゴ 102 1.0 17 5.1 3.1 -26.9 7.1 3.9 -3.0 -2.9

153 イエメン 208 34.2 36 13.2 2.8 -6.0 1.0 5.5 0.0 0.0

154 ウガンダ 63 e 61.5 9 24.6 .. .. 18.4 36.3 -13.0 -1.8

155 ガンビア 98 e 30.7 .. .. .. .. 41.7 4.7 0.3 0.4

人間開発低位国
156 セネガル 206 70.2 33 7.8 6.5 28.2 45.0 86.7 -6.8 -0.5

157 エリトリア 67 .. 20 3.5 .. .. 15.4 15.5 -0.7 -0.3

158 ナイジェリア 157 -1.9 46 71.1 1.4 22.7 12.2 110.9 -61.5 -2.4

159 タンザニア 69 4.5 11 34.2 1.3 -12.5 39.9 352.6 -61.8 -1.0
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 注）
a. とくに記載がない限り、データは記
載の期間内で最新年のものを使用。

b. リヒテンシュタインを含む。
c. モナコを含む。
d. サンマリノを含む。
e. 国連統計局の集計データによる。
f. 国が提供する情報にもとづき、FAO
が集計。

g. データは1年もしくは記載以外の期
間のものを使用。

h. 南アフリカのデータは、ボツワナ、
レソト、ナミビア、スワジランドのも

のを含む。
i. 南アフリカのデータも含まれている。
j. 元のデータソースから集計されてい
る。

出典）
第1列：UN2007d。
第 2列：UN2007bのデータから算出。
第 3・4列：IEA 2002、IEA2006。
第 5 列：IEAのデータに基づくWorld 
Bank 2007b。
第 7・8列：FAO 2006。
第 9・10 列：FAO 2006 のデータから
算出。

160 ギニア 87 e 3.6 .. .. .. .. 27.4 67.2 -6.8 -0.6

161 ルワンダ 31 e 24.0 .. .. .. .. 19.5 4.8 1.6 3.4

162 アンゴラ 220 161.9 15 13.5 3.3 -12.4 47.4 591.0 -18.7 -0.2

163 ベナン 81 72.3 22 6.5 3.3 25.8 21.3 23.5 -9.7 -1.9

164 マラウイ 100 e 14.9 7 11.8 .. .. 36.2 34.0 -4.9 -0.8

165 ザンビア 721 -7.8 19 9.5 1.5 0.4 57.1 424.5 -66.7 -0.9

166 コートジボワール 224 7.7 50 9.1 3.7 -29.1 32.7 104.1 1.8 0.1

167 ブルンジ 22 e -4.3 .. .. .. .. 5.9 1.5 -1.4 -3.2

168 コンゴ民主共和国 92 -42.1 6 53.8 2.2 -55.8 58.9 1,336.1 -69.2 -0.3

169 エチオピア 36 .. 15 60.8 2.8 5.8 11.9 130.0 -21.1 -0.9

170 チャド 11 e -31.3 .. .. .. .. 9.5 119.2 -11.9 -0.6

171 中央アフリカ 28 e -12.5 .. .. .. .. 36.5 227.6 -4.5 -0.1

172 モザンビーク 545 856.1 6 18.6 2.6 105.8 24.6 192.6 -7.5 -0.2

173 マリ 41 e 36.7 .. .. .. .. 10.3 125.7 -15.0 -0.7

174 ニジェール 40 e -13.0 .. .. .. .. 1.0 12.7 -6.8 -2.3

175 ギニアビサウ 44 e 4.8 .. .. .. .. 73.7 20.7 -1.4 -0.4

176 ブルキナファソ 31 e 55.0 7 12.4 .. .. 29.0 67.9 -3.6 -0.3

177 シエラレオネ 24 -54.7 .. .. .. .. 38.5 27.5 -2.9 -0.6
開発途上国 1,221 .. 68 j 1,569.0 j 4.6 .. 27.9 21,147.8 -1,381.7 -0.4
　後発開発途上国 119 .. .. .. .. .. 27.5 5,541.6 -583.6 -0.6
　アラブ諸国 1,841 .. .. .. 3.4 .. 7.2 877.7 -88.0 -0.6
　東アジア・太平洋諸国 1,599 .. .. .. .. .. 28.6 4,579.3 -75.5 0.1
　ラテンアメリカ・カリブ海諸国 2,043 .. 90 j 45.0 j 6.2 .. 45.9 9,159.0 -686.3 -0.5
　南アジア 628 .. .. .. 5.1 .. 14.2 911.8 12.5 0.1
　サハラ以南アフリカ 478 .. 26 j 547.0 j .. .. 26.8 5,516.4 -549.6 -0.6
中東欧・ＣＩＳ諸国 4,539 .. .. .. 2.6 .. 38.3 8,856.5 22.7 (.)
ＯＥＣＤ諸国 8,795 .. 100 .. 5.3 .. 30.9 10,382.4 67.9 0.1
　高所得ＯＥＣＤ諸国 10,360 .. 100 .. 5.3 .. 31.2 9,480.8 105.6 0.1
人間開発高位国 7,518 .. 99 .. 5.0 .. 36.2 24,327.1 -366.8 -0.1
人間開発中位国 1,146 .. 72 .. 4.5 .. 23.3 10,799.6 -462.4 -0.2
人間開発低位国 134 .. 25 .. .. .. 29.8 4,076.5 -379.5 -0.5
高所得国 10,210 .. 100 .. 5.2 .. 29.2 9,548.4 107.1 0.1
中所得国 2,039 .. 90 .. 4.2 .. 33.8 23,132.3 -683.1 -0.2
低所得国 449 .. 45 .. .. .. 23.9 6,745.6 -676.2 -0.6
全世界 2,701 j .. 76 j 1,577.0 j 4.8 j .. 30.3 j 39,520.3 j -1,252.7 j -0.2
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人間開発高位国
1 アイスランド 2.2 3.6 3.0 2.7 32.6 24.6 0.0 0.0 64.5 72.6 0.0 0.1 0.0 0.0

2 ノルウェー 21.5 32.1 4.0 2.4 39.8 44.1 9.2 16.1 48.5 36.6 4.8 4.1 0.0 0.0

3 オーストラリア 87.5 122.0 40.0 44.5 37.1 31.1 16.9 18.9 1.5 1.2 4.5 4.3 0.0 0.0

4 カナダ 209.4 272.0 11.6 10.3 36.9 35.8 26.1 29.6 12.2 11.5 3.9 4.6 9.3 8.8

5 アイルランド 10.4 15.3 33.3 17.6 47.0 56.0 18.1 22.7 0.6 1.0 1.0 1.6 0.0 0.0

6 スウェーデン 47.6 52.2 6.2 5.0 30.8 28.5 1.2 1.6 13.1 12.7 11.6 17.2 37.4 36.2

7 スイス 25.0 27.2 1.4 0.6 53.8 47.1 6.5 10.2 10.5 10.5 3.7 7.1 24.7 22.5

8 日本 444.5 530.5 17.4 21.1 57.4 47.4 9.9 13.3 2.3 2.0 1.1 1.2 11.9 15.0

9 オランダ 66.8 81.8 13.4 10.0 36.5 40.2 46.1 43.1 (.) 0.3 1.4 3.2 1.4 1.3

10 フランス 227.8 276.0 8.9 5.2 38.3 33.1 11.4 14.9 2.1 1.7 5.1 4.3 35.9 42.6

11 フィンランド 29.2 35.0 18.2 14.1 35.1 30.6 7.5 10.3 3.2 3.9 15.6 19.6 17.2 17.3

12 米国 1,927.5 2,340.3 23.8 23.7 40.0 40.7 22.8 21.8 2.0 1.5 3.2 3.2 8.3 9.0

13 スペイン 91.1 145.2 21.2 14.1 51.0 49.1 5.5 20.5 2.4 2.5 4.5 3.5 15.5 10.3

14 デンマーク 17.9 19.6 34.0 18.9 45.7 41.8 10.2 22.4 0.3 3.0 6.4 13.2 0.0 0.0

15 オーストリア 25.1 34.4 16.3 11.8 42.4 42.2 20.7 24.0 10.9 9.7 9.8 11.6 0.0 0.0

16 英国 212.2 233.9 29.7 16.1 38.9 36.2 22.2 36.3 0.2 0.3 0.3 1.7 8.1 9.1

17 ベルギー 49.2 56.7 21.7 9.0 38.1 40.2 16.6 24.9 0.1 0.2 1.5 2.8 22.6 21.9

18 ルクセンブルク 3.6 4.8 31.7 1.7 45.9 66.2 12.0 24.7 0.2 0.3 0.7 1.2 0.0 0.0

19 ニュージーランド 13.8 16.9 8.2 11.8 28.8 40.3 28.3 18.9 30.7 23.8 4.0 5.1 0.0 0.0

20 イタリア 148.0 185.2 9.9 8.9 57.3 44.2 26.4 38.1 3.8 4.3 0.6 2.3 0.0 0.0

21 香港 10.7 18.1 51.5 36.8 49.4 47.7 0.0 12.1 0.0 0.0 0.5 0.3 0.0 0.0

22 ドイツ 356.2 344.7 36.1 23.7 35.5 35.8 15.4 23.4 0.4 1.3 1.3 3.5 11.2 12.3

23 イスラエル 12.1 19.5 19.8 39.2 77.3 51.2 0.2 6.6 3.0 3.7 (.) (.) 0.0 0.0

24 ギリシャ 22.2 31.0 36.4 28.9 57.7 57.1 0.6 7.6 1.0 2.1 4.0 3.3 0.0 0.0

25 シンガポール 13.4 30.1 0.2 (.) 99.8 80.3 0.0 19.7 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

26 韓国 93.4 213.8 27.4 23.1 53.6 45.0 2.9 12.8 0.6 0.2 0.8 1.0 14.8 17.9

27 スロベニア 5.6 7.3 25.4 20.2 31.7 35.8 13.6 12.7 4.5 4.1 4.8 6.7 21.5 21.0

28 キプロス 1.6 2.6 3.7 1.5 95.9 96.3 0.0 0.0 0.0 1.6 0.4 0.6 0.0 0.0

29 ポルトガル 17.7 27.2 15.5 12.3 66.0 58.5 0.0 13.8 4.5 2.4 14.0 10.8 0.0 0.0

30 ブルネイ 1.8 2.6 0.0 0.0 6.8 29.7 92.2 69.6 0.0 0.0 1.0 0.7 0.0 0.0

31 バルバドス .. .. .. .. .. .. .. .. .. .. .. .. .. ..

32 チェコ 49.0 45.2 64.2 44.7 18.3 22.1 10.7 17.0 0.2 0.5 0.0 3.9 6.7 14.3

33 クウェート 8.5 28.1 0.0 0.0 40.1 66.5 59.8 33.5 0.0 0.0 0.1 0.0 0.0 0.0

34 マルタ 0.8 0.9 23.8 0.0 76.2 100.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

35 カタール 6.3 15.8 0.0 0.0 12.1 15.7 87.8 84.3 0.0 0.0 0.1 (.) 0.0 0.0

36 ハンガリー 28.6 27.8 21.4 11.1 29.8 26.0 31.2 43.6 0.4 0.4 1.3 4.0 12.5 13.0

37 ポーランド 99.9 93.0 75.5 58.7 13.3 23.8 9.0 13.2 0.1 0.2 2.2 5.1 0.0 0.0

38 アルゼンチン 46.1 63.7 2.1 1.4 45.7 36.7 40.8 50.4 3.4 4.6 3.7 3.5 4.1 2.8

39 アラブ首長国連邦 22.5 46.9 0.0 0.0 39.9 27.9 60.1 72.1 0.0 0.0 0.0 (.) 0.0 0.0

40 チリ 14.1 29.6 18.4 13.9 45.8 39.2 10.6 23.8 6.2 7.0 19.0 15.5 0.0 0.0

41 バーレーン 4.8 8.1 0.0 0.0 26.5 23.2 73.5 76.8 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

42 スロバキア 21.3 18.8 36.7 22.5 21.1 18.4 23.9 31.2 0.8 2.2 0.8 2.4 14.7 24.8

43 リトアニア 16.2 8.6 4.9 2.3 42.2 29.1 28.9 28.8 0.7 2.4 1.8 8.3 27.8 31.9

44 エストニア 9.6 5.1 59.9 59.3 31.7 15.5 12.8 15.7 0.0 0.1 2.0 12.1 0.0 0.0

45 ラトビア 7.8 4.7 6.3 1.3 45.3 29.7 30.6 28.8 5.4 6.1 8.5 30.2 0.0 0.0

46 ウルグアイ 2.3 2.9 (.) 0.1 58.6 59.4 0.0 3.1 26.8 19.9 24.2 15.4 0.0 0.0

47 クロアチア 9.1 8.9 9.0 7.5 53.4 50.7 24.2 26.7 3.6 6.1 3.4 4.0 0.0 0.0

48 コスタリカ 2.0 3.8 0.1 0.5 48.3 51.4 0.0 0.0 14.4 41.1 36.6 7.0 0.0 0.0

49 バハマ .. .. .. .. .. .. .. .. .. .. .. .. .. ..

50 セーシェル .. .. .. .. .. .. .. .. .. .. .. .. .. ..

51 キューバ 16.8 10.2 0.8 0.2 64.1 73.4 0.2 6.0 (.) 0.1 34.9 20.3 0.0 0.0

52 メキシコ 124.3 176.5 2.8 4.9 67.0 58.8 18.6 25.0 5.2 4.9 5.9 4.7 0.6 1.6

53 ブルガリア 28.8 20.1 32.1 34.6 33.7 24.6 18.7 14.0 0.6 2.0 0.6 3.7 13.3 24.3

次世代のために残すもの

エネルギー源TA
B

LE 23
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54 セントクリストファー・ネーヴィス .. .. .. .. .. .. .. .. .. .. .. .. .. ..

55 トンガ .. .. .. .. .. .. .. .. .. .. .. .. .. ..

56 リビア 11.5 19.0 0.0 0.0 63.8 72.2 35.1 27.0 0.0 0.0 1.1 0.8 0.0 0.0

57 アンティグア・バーブーダ .. .. .. .. .. .. .. .. .. .. .. .. .. ..

58 オマーン 4.6 14.0 0.0 0.0 46.6 33.3 53.4 66.7 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

59 トリニダード・トバゴ 6.0 12.7 0.0 0.0 21.4 13.6 77.8 86.2 0.0 0.0 0.8 0.2 0.0 0.0

60 ルーマニア 62.4 38.3 20.7 22.7 29.2 24.6 46.2 36.4 1.6 4.7 1.0 8.5 0.0 3.8

61 サウジアラビア 61.3 140.3 0.0 0.0 64.7 63.6 35.3 36.4 0.0 0.0 (.) (.) 0.0 0.0

62 パナマ 1.5 2.6 1.3 0.0 57.1 71.7 0.0 0.0 12.8 12.3 28.3 16.1 0.0 0.0

63 マレーシア 23.3 61.3 4.4 9.6 55.8 43.3 29.2 41.8 1.5 0.8 9.1 4.5 0.0 0.0

64 ベラルーシ 42.2 26.6 5.6 2.4 62.2 27.9 29.7 63.7 (.) (.) 0.5 4.8 0.0 0.0

65 モーリシャス .. .. .. .. .. .. .. .. .. .. .. .. .. ..

66 ボスニア・ヘルツェゴビナ 7.0 5.0 59.4 55.3 29.0 26.6 5.5 7.4 3.7 9.5 2.3 3.7 0.0 0.0

67 ロシア 878.3 646.7 20.7 16.0 31.0 20.6 41.8 54.1 1.6 2.4 1.4 1.1 3.6 6.1

68 アルバニア 2.7 2.4 23.7 1.0 45.2 68.1 7.6 0.6 9.2 19.3 13.6 9.6 0.0 0.0

69 マケドニア、旧ユーゴスラビア 2.7 2.7 57.6 48.7 40.6 33.2 0.0 2.3 1.6 5.1 0.0 5.6 0.0 0.0

70 ブラジル 134.0 209.5 7.2 6.5 43.9 42.2 2.4 8.0 13.3 13.9 31.1 26.5 0.4 1.2

人間開発中位国
71 ドミニカ .. .. .. .. .. .. .. .. .. .. .. .. .. ..

72 セントルシア .. .. .. .. .. .. .. .. .. .. .. .. .. ..

73 カザフスタン 73.7 52.4 54.2 52.6 28.2 14.5 14.5 33.5 0.9 1.3 0.2 0.1 0.0 0.0

74 ベネズエラ 43.9 60.9 1.1 0.1 43.2 50.4 47.2 38.1 7.2 10.6 1.2 0.9 0.0 0.0

75 コロンビア 24.7 28.6 12.4 9.4 42.0 43.3 13.6 21.4 9.6 12.0 22.3 14.4 0.0 0.0

76 ウクライナ 251.7 143.2 32.0 26.0 24.1 10.3 36.5 47.1 0.4 0.7 0.1 0.2 7.9 16.1

77 サモア .. .. .. .. .. .. .. .. .. .. .. .. .. ..

78 タイ 43.9 100.0 8.7 11.2 45.2 45.5 11.6 25.9 1.0 0.5 33.4 16.5 0.0 0.0

79 ドミニカ共和国 4.1 7.4 0.3 4.0 74.8 75.1 0.0 0.1 0.7 2.2 24.2 18.6 0.0 0.0

80 ベリーズ .. .. .. .. .. .. .. .. .. .. .. .. .. ..

81 中国 863.2 1,717.2 61.2 63.3 12.8 18.5 1.5 2.3 1.3 2.0 23.2 13.0 0.0 0.8

82 グレナダ .. .. .. .. .. .. .. .. .. .. .. .. .. ..

83 アルメニア 7.9 2.6 3.1 0.0 48.9 16.6 45.2 52.3 1.7 6.0 (.) (.) 0.0 27.7

84 トルコ 53.0 85.2 31.9 26.4 44.6 35.1 5.4 26.7 4.6 5.6 13.6 6.3 0.0 0.0

85 スリナム .. .. .. .. .. .. .. .. .. .. .. .. .. ..

86 ヨルダン 3.5 7.1 0.0 0.0 95.3 78.5 2.9 19.5 1.7 1.0 0.1 (.) 0.0 0.0

87 ペルー 10.0 13.8 1.5 6.7 58.5 53.5 4.1 10.6 9.0 12.8 26.9 16.4 0.0 0.0

88 レバノン 2.3 5.6 0.0 2.4 93.7 92.9 0.0 0.0 1.9 1.8 4.4 2.3 0.0 0.0

89 エクアドル 6.1 10.4 0.0 0.0 75.9 83.5 3.7 4.4 7.0 5.7 13.5 5.1 0.0 0.0

90 フィリピン 26.2 44.7 5.0 13.6 45.9 35.4 0.0 5.9 20.0 20.7 29.2 24.4 0.0 0.0

91 チュニジア 5.5 8.5 1.4 0.0 57.5 50.0 22.3 36.6 0.1 0.2 18.7 13.3 0.0 0.0

92 フィジー .. .. .. .. .. .. .. .. .. .. .. .. .. ..

93 セントビンセント・グレナディーン諸島 .. .. .. .. .. .. .. .. .. .. .. .. .. ..

94 イラン 68.8 162.5 0.9 0.7 71.9 47.5 25.4 50.5 0.8 0.9 1.0 0.5 0.0 0.0

95 パラグアイ 3.1 4.0 .. .. .. .. .. .. .. .. .. .. .. ..

96 グルジア 12.3 3.2 4.8 0.5 47.1 25.3 36.9 33.5 5.3 17.0 3.7 20.1 0.0 0.0

97 ガイアナ .. .. .. .. .. .. .. .. .. .. .. .. .. ..

98 アゼルバイジャン 26.0 13.8 0.3 0.0 45.2 38.6 54.7 58.7 0.2 1.9 (.) (.) 0.0 0.0

99 スリランカ 5.5 9.4 0.1 0.7 24.0 43.2 0.0 0.0 4.9 3.2 71.0 52.9 0.0 0.0

100 モルディブ .. .. .. .. .. .. .. .. .. .. .. .. .. ..

101 ジャマイカ 2.9 3.8 1.1 1.0 82.4 86.5 0.0 0.0 0.3 0.3 16.2 12.2 0.0 0.0

102 カーボヴェルデ .. .. .. .. .. .. .. .. .. .. .. .. .. ..

103 エルサルバドル 2.5 4.6 0.0 (.) 32.0 44.4 0.0 0.0 19.8 22.6 48.1 32.4 0.0 0.0

104 アルジェリア 23.9 34.8 2.6 2.0 40.6 31.7 56.7 66.0 (.) 0.1 0.1 0.2 0.0 0.0

105 ベトナム 24.3 51.3 9.1 15.8 11.3 24.3 (.) 9.6 1.9 3.6 77.7 46.7 0.0 0.0

106 パレスチナ占領地域 .. .. .. .. .. .. .. .. .. .. .. .. .. ..
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エネルギー源TA
B

LE 23

107 インドネシア 103.2 179.5 3.8 14.2 33.2 36.6 17.9 17.1 1.5 3.7 43.6 28.5 0.0 0.0

108 シリア 11.7 17.9 0.0 (.) 86.3 65.3 11.7 33.0 2.0 1.7 (.) (.) 0.0 0.0

109 トルクメニスタン 19.6 16.3 1.5 0.0 38.0 26.5 62.4 75.0 0.3 (.) 0.0 0.0 0.0 0.0

110 ニカラグア 2.1 3.3 0.0 0.0 29.2 41.4 0.0 0.0 17.3 8.1 53.2 50.5 0.0 0.0

111 モルドバ 10.0 3.6 20.0 2.1 49.3 19.0 32.8 69.0 0.2 0.2 0.4 2.1 0.0 0.0

112 エジプト 31.9 61.3 2.4 1.5 70.5 49.2 21.1 45.3 2.7 1.9 3.3 2.3 0.0 0.0

113 ウズベキスタン 46.4 47.0 7.3 2.2 21.8 12.1 70.0 84.6 1.2 1.1 (.) (.) 0.0 0.0

114 モンゴル 3.4 2.6 73.6 75.0 24.5 22.7 0.0 0.0 0.0 0.0 1.3 1.7 0.0 0.0

115 ホンジュラス 2.4 3.9 (.) 2.9 31.1 51.0 0.0 0.0 8.1 4.0 62.0 42.0 0.0 0.0

116 キルギス 7.6 2.8 33.2 19.7 40.5 22.5 19.9 22.1 11.3 43.8 0.1 0.1 0.0 0.0

117 ボリビア 2.8 5.3 0.0 0.0 46.5 56.2 22.6 25.8 3.7 4.0 27.2 14.0 0.0 0.0

118 グアテマラ 4.5 8.0 0.0 3.1 28.8 40.5 0.0 0.0 3.4 3.5 67.9 53.2 0.0 0.0

119 ガボン 1.2 1.7 0.0 0.0 28.2 31.0 7.2 6.1 4.9 4.1 59.7 58.8 0.0 0.0

120 バヌアツ .. .. .. .. .. .. .. .. .. .. .. .. .. ..

121 南アフリカ 91.2 127.6 72.9 72.0 11.6 12.2 1.6 2.8 0.1 0.2 11.4 10.5 2.4 2.3

122 タジキスタン 5.6 3.5 11.2 1.3 36.8 42.6 24.8 14.0 25.4 41.5 0.0 0.0 0.0 0.0

123 サントメ・プリンシペ .. .. .. .. .. .. .. .. .. .. .. .. .. ..

124 ボツワナ 1.3 1.9 39.4 31.5 26.9 36.5 0.0 0.0 (.) (.) 33.1 24.1 0.0 0.0

125 ナミビア .. 1.4 .. 0.2 .. 66.8 .. 0.0 .. 10.3 .. 13.5 .. 0.0

126 モロッコ 6.7 13.8 16.8 32.3 76.1 60.2 0.6 2.8 1.6 1.0 4.7 3.3 0.0 0.0

127 赤道ギニア .. .. .. .. .. .. .. .. .. .. .. .. .. ..

128 インド 319.9 537.3 33.2 38.7 19.6 23.9 3.1 5.4 1.9 1.7 41.7 29.4 0.5 0.8

129 ソロモン諸島 .. .. .. .. .. .. .. .. .. .. .. .. .. ..

130 ラオス .. .. .. .. .. .. .. .. .. .. .. .. .. ..

131 カンボジア .. 4.8 .. 0.0 .. 26.6 .. 0.0 .. 0.1 .. 73.2 .. 0.0

132 ミャンマー 10.7 14.7 0.6 0.6 6.9 13.7 7.1 14.4 1.0 1.8 84.4 69.6 0.0 0.0

133 ブータン .. .. .. .. .. .. .. .. .. .. .. .. .. ..

134 コモロ連合 .. .. .. .. .. .. .. .. .. .. .. .. .. ..

135 ガーナ 5.3 8.9 0.0 0.0 18.9 28.7 0.0 0.0 9.2 5.1 73.1 66.0 0.0 0.0

136 パキスタン 43.4 76.3 4.8 5.3 25.2 21.9 23.2 33.0 3.4 3.5 43.2 35.5 0.2 0.8

137 モーリタニア .. .. .. .. .. .. .. .. .. .. .. .. .. ..

138 レソト .. .. .. .. .. .. .. .. .. .. .. .. .. ..

139 コンゴ共和国 1.1 1.2 0.0 0.0 26.5 38.2 0.0 0.0 4.0 2.5 69.4 56.3 0.0 0.0

140 バングラデシュ 12.8 24.2 2.2 1.4 14.7 19.1 29.0 44.7 0.6 0.5 53.5 34.3 0.0 0.0

141 スワジランド .. .. .. .. .. .. .. .. .. .. .. .. .. ..

142 ネパール 5.8 9.2 0.8 2.0 4.5 9.2 0.0 0.0 1.3 2.3 93.4 86.6 0.0 0.0

143 マダガスカル .. .. .. .. .. .. .. .. .. .. .. .. .. ..

144 カメルーン 5.0 7.0 0.0 0.0 19.5 16.6 0.0 0.0 4.5 4.8 75.9 78.6 0.0 0.0

145 パプアニューギニア .. .. .. .. .. .. .. .. .. .. .. .. .. ..

146 ハイチ 1.6 2.5 0.5 0.0 20.5 23.2 0.0 0.0 2.5 0.9 76.5 75.8 0.0 0.0

147 スーダン 10.6 18.4 0.0 0.0 17.5 19.9 0.0 0.0 0.8 0.6 81.7 79.5 0.0 0.0

148 ケニア 12.5 17.2 0.7 0.4 16.8 19.1 0.0 0.0 4.0 5.9 78.4 74.6 0.0 0.0

149 ジブチ .. .. .. .. .. .. .. .. .. .. .. .. .. ..

150 東ティモール .. .. .. .. .. .. .. .. .. .. .. .. .. ..

151 ジンバブエ 9.4 9.7 36.6 23.1 8.7 7.1 0.0 0.0 4.0 5.2 50.4 61.9 0.0 0.0

152 トーゴ 1.4 2.0 0.0 0.0 15.6 18.2 0.0 0.0 0.6 0.3 82.6 79.4 0.0 0.0

153 イエメン 2.6 6.7 0.0 0.0 97.0 98.8 0.0 0.0 0.0 0.0 3.0 1.2 0.0 0.0

154 ウガンダ .. .. .. .. .. .. .. .. .. .. .. .. .. ..

155 ガンビア .. .. .. .. .. .. .. .. .. .. .. .. .. ..

人間開発低位国
156 セネガル 2.2 3.0 0.0 3.1 39.2 55.3 0.2 0.4 0.0 2.0 60.6 39.2 0.0 0.0

157 エリトリア .. 0.8 .. 0.0 .. 35.2 .. 0.0 .. (.) .. 64.8 .. 0.0

158 ナイジェリア 70.9 103.8 0.1 (.) 15.0 13.9 4.6 7.5 0.5 0.7 79.8 78.0 0.0 0.0

159 タンザニア 9.8 20.4 (.) 0.2 7.6 6.3 0.0 0.6 1.4 0.7 91.0 92.1 0.0 0.0
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 注）
a. TPES（一次エネルギー総供給量）
は、国内製品＋輸入品ー輸出品ー
国際船舶用輸送燃料±消費在庫変
動から導き出される。TPESは、商
業エネルギー消費量の指標である。
いくつかの事例では、エネルギー源
の内訳の合計は、揚水式電気貯蔵
発電について、水力発電から差し引
かれていないため、100％にならな
いことがある。

b. 2005 年、世界のエネルギー需要
の12.6％が再生可能エネルギーで
供給された。水力発電はこのうちの
17%を占めており、太陽光、風力、

その他が1％、地熱 3％、バイオマ
スと廃棄物が 79％。各国別の内訳
は異なる。

c. 石炭および石炭製品
d. 原油、天然ガス液（NGLs）、石油
原料、および石油製品。

e. 従来型の燃料とみなされているバイ
オマスは、動植物（木、植物性のく
ず、エタノール、動物由来の材料）
を材料として構成されている。
廃棄物は、自治体のゴミ（ゴミは住
民や企業が排出し、自治体の首長
からゴミ収集を委任された公共サー
ビス機関が発熱や発電のための集
約場所に集めてくる）と産業ゴミか

らなっている。
f. データは IEA 2007から全世界をま
とめたもの。

g. IEA 2007から全世界をまとめた
データに基づき算出。 

出典）
第1・2列：IEA 2007。
第 3－14 列：IEA 2007の主なエネル
ギー供給のデータにもとづき算出。

TA
B

LE 23

160 ギニア .. .. .. .. .. .. .. .. .. .. .. .. .. ..

161 ルワンダ .. .. .. .. .. .. .. .. .. .. .. .. .. ..

162 アンゴラ 6.3 9.9 0.0 0.0 23.2 28.5 7.0 6.2 1.0 1.5 68.8 63.8 0.0 0.0

163 ベナン 1.7 2.6 0.0 0.0 5.8 33.3 0.0 0.0 0.0 (.) 93.2 64.7 0.0 0.0

164 マラウイ .. .. .. .. .. .. .. .. .. .. .. .. .. ..

165 ザンビア 5.5 7.1 4.0 1.3 12.6 9.6 0.0 0.0 12.5 10.7 73.4 78.7 0.0 0.0

166 コートジボワール 4.4 7.8 0.0 0.0 24.8 23.9 0.0 17.8 2.6 1.6 72.1 58.3 0.0 0.0

167 ブルンジ .. .. .. .. .. .. .. .. .. .. .. .. .. ..

168 コンゴ民主共和国 11.9 17.0 1.8 1.5 10.1 3.2 0.0 0.0 4.1 3.7 84.0 92.5 0.0 0.0

169 エチオピア 15.2 21.6 0.0 0.0 6.6 8.2 0.0 0.0 0.6 1.1 92.8 90.6 0.0 0.0

170 チャド .. .. .. .. .. .. .. .. .. .. .. .. .. ..

171 中央アフリカ .. .. .. .. .. .. .. .. .. .. .. .. .. ..

172 モザンビーク 7.2 10.2 0.5 0.0 4.6 5.2 0.0 0.2 0.3 11.2 94.4 85.4 0.0 0.0

173 マリ .. .. .. .. .. .. .. .. .. .. .. .. .. ..

174 ニジェール .. .. .. .. .. .. .. .. .. .. .. .. .. ..

175 ギニアビサウ .. .. .. .. .. .. .. .. .. .. .. .. .. ..

176 ブルキナファソ .. .. .. .. .. .. .. .. .. .. .. .. .. ..

177 シエラレオネ .. .. .. .. .. .. .. .. .. .. .. .. .. ..
開発途上国 ..T ..T 30.3 32.5 30.5 31.0 9.4 14.1 2.7 2.9 26.3 18.0 0.8 1.4
　後発開発途上国 ..T ..T .. .. .. 17.4 .. .. .. .. .. .. .. ..
　アラブ諸国 237.4T 477.1T 1.1 1.3 59.5 54.2 33.9 40.2 0.7 0.4 4.8 3.8 0.0 0.0
　東アジア・太平洋諸国 ..T ..T .. .. .. 25.1 .. .. .. .. .. .. .. ..
　ラテンアメリカ・カリブ海諸国 ..T ..T 4.5 4.8 51.9 48.7 16.8 21.7 7.9 9.0 17.7 14.3 0.7 1.1
　南アジア 456.2T 818.9T 23.9 26.1 27.7 28.3 9.0 17.9 1.9 1.7 37.1 25.3 0.4 0.6
　サハラ以南アフリカ ..T ..T .. .. .. 13.8 .. .. .. .. .. .. .. ..
中東欧・ＣＩＳ諸国 1,751.5T 1,266.3T 27.6 22.6 29.8 20.5 36.1 46.0 1.4 2.2 1.2 2.1 4.0 7.0
ＯＥＣＤ諸国 4,525.5T 5,547.6T 23.5 20.4 42.0 40.5 18.6 21.8 2.9 2.7 3.1 3.5 9.9 11.0
　高所得ＯＥＣＤ諸国 4,149.4T 5,101.1T 22.2 19.9 42.3 40.6 19.0 21.7 2.9 2.6 3.0 3.4 10.6 11.6
人間開発高位国 5,950.8T 6,981.2T 21.7 18.3 40.9 39.3 22.8 26.0 2.8 2.9 3.4 3.9 8.3 9.5
人間開発中位国 ..T 3,816.7T 36.8 40.6 24.7 25.1 12.9 13.8 2.0 2.5 22.7 16.8 1.0 1.2
人間開発低位国 ..T ..T .. .. .. 13.1 .. .. .. .. .. .. .. ..
高所得国 4,300.4T 5,423.2T 21.7 19.0 42.9 41.5 19.5 22.7 2.8 2.5 2.9 3.2 10.2 11.0
中所得国 3,556.4T 4,594.4T 31.6 34.3 31.0 28.3 21.7 21.7 2.3 3.1 11.4 10.1 2.1 2.4
低所得国 ..T ..T .. 23.3 .. 20.6 .. 11.6 .. 2.3 .. 41.8 .. 0.5
全世界 8,757.7T f 11,433.9T f 25.3 25.3 g 36.8 g 35.0 g 19.1 g 20.7 g 2.5 g 2.6 g 10.3 g 10.0 g 6.0 g 6.3 g
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二酸化炭素の排出量a

合計
（二酸化炭素：
100万トン）

年間変化
（％）

世界の合計に
対する割合b

（%）

国民1人当たり
（二酸化炭素：
トン）

エネルギー消費
当たりの二酸化
炭素排出

（石油換算当た
りの二酸化炭
素：キロトン）

GDP当たりの
二酸化炭素排出
（20億PPP 
US$当たりの
二酸化炭素：
キロトン）

森からの二酸
化炭素排出c

（1年当たりの
二酸化炭素：
100万トン）

森林バイオ
マスによる
炭素吸収d

（炭素：
100万トン）

 1990   2004 1990–2004  1990  2004  1990   2004  1990   2004  1990  2004 1990–2005  2005
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二酸化炭素排出と回収TA
B

LE 24 次世代のために残すもの

人間開発高位国
1 アイスランド 2.0 2.2 0.7 (.) (.) 7.9 7.6 0.93 0.64 0.32 0.24 -0.1 1.5

2 ノルウェー 33.2 87.5 11.7 0.1 0.3 7.8 19.1 1.54 3.17 0.31 0.53 -15.6 344.0

3 オーストラリア 278.5 326.6 1.2 1.2 1.1 16.3 16.2 3.18 2.82 0.81 0.58 .. 8,339.0

4 カナダ 415.8 639.0 3.8 1.8 2.2 15.0 20.0 1.99 2.38 0.66 0.69 .. ..

5 アイルランド 30.6 42.3 2.7 0.1 0.1 8.8 10.5 2.94 2.78 0.55 0.31 -1.0 19.8

6 スウェーデン 49.5 53.0 0.5 0.2 0.2 5.8 5.9 1.04 0.98 0.26 0.21 -30.2 1,170.0

7 スイス 42.7 40.4 -0.4 0.2 0.1 6.2 5.4 1.71 1.49 0.21 0.17 -6.1 154.0

8 日本 1,070.7 1,257.2 1.2 4.7 4.3 8.7 9.9 2.40 2.36 0.37 0.36 -118.5 1,892.0

9 オランダ 141.0 142.0 (.) 0.6 0.5 9.4 8.7 2.11 1.73 0.41 0.30 -1.2 25.0

10 フランス 363.8 373.5 0.2 1.6 1.3 6.4 6.0 1.60 1.36 0.29 0.23 -44.2 1,165.0

11 フィンランド 51.2 65.8 2.0 0.2 0.2 10.3 12.6 1.76 1.73 0.46 0.45 -22.5 815.7

12 米国 4,818.3 6,045.8 1.8 21.2 20.9 19.3 20.6 2.50 2.60 0.68 0.56 -499.5 18,964.0

13 スペイン 212.1 330.3 4.0 0.9 1.1 5.5 7.6 2.33 2.32 0.31 0.33 -28.3 392.0

14 デンマーク 49.8 52.9 0.5 0.2 0.2 9.7 9.8 2.78 2.64 0.42 0.33 -1.0 26.0

15 オーストリア 57.6 69.8 1.5 0.3 0.2 7.4 8.6 2.30 2.10 0.32 0.29 .. ..

16 英国 579.4 586.9 0.1 2.6 2.0 10.0 9.8 2.73 2.51 0.47 0.34 -4.2 112.0

17 ベルギー 100.6 100.7 (.) 0.4 0.3 10.1 9.7 2.05 1.74 0.45 0.34 -3.7 65.3

18 ルクセンブルク 9.9 11.3 1.0 (.) (.) 25.9 25.0 2.77 2.37 0.78 0.48 -0.5 9.0

19 ニュージーランド 22.6 31.6 2.8 0.1 0.1 6.7 7.7 1.65 1.79 0.39 0.35 .. ..

20 イタリア 389.7 449.7 1.1 1.7 1.6 6.9 7.8 2.63 2.44 0.32 0.30 -51.9 636.0

21 香港 26.2 37.4 3.1 0.1 0.1 4.6 5.5 2.46 2.18 0.23 0.19 .. ..

22 ドイツ 980.4 h 808.3 -1.3 4.3 h 2.8 12.3 h 9.8 2.75 h 2.32 0.58 h 0.38 -74.9 1,303.0

23 イスラエル 33.1 71.2 8.2 0.1 0.2 6.9 10.4 2.74 3.43 0.39 0.47 .. ..

24 ギリシャ 72.4 96.6 2.4 0.3 0.3 7.1 8.8 3.26 3.17 0.49 0.43 -1.7 58.7

25 シンガポール 45.1 52.2 1.1 0.2 0.2 14.9 12.3 3.37 2.04 0.99 0.48 .. ..

26 韓国 241.2 465.4 6.6 1.1 1.6 5.6 9.7 2.60 2.18 0.57 0.51 -32.2 258.0

27 スロベニア 12.3 i 16.2 2.6 j 0.1 i 0.1 6.2 i 8.1 2.46 2.26 0.51 i 0.43 -8.5 147.1

28 キプロス 4.6 6.7 3.2 (.) (.) 6.8 9.2 3.02 2.58 0.52 0.45 -0.1 2.8

29 ポルトガル 42.3 58.9 2.8 0.2 0.2 4.3 5.6 2.39 2.22 0.30 0.31 -8.9 113.8

30 ブルネイ 5.8 8.8 3.7 (.) (.) 23.0 24.0 3.20 3.27 .. .. 1.2 39.3

31 バルバドス 1.1 1.3 1.3 (.) (.) 4.1 4.7 .. .. .. .. .. ..

32 チェコ 138.4 i 116.9 -1.3 j 0.6 i 0.4 13.4 i 11.4 3.20 2.57 1.03 i 0.66 -12.6 326.3

33 クウェート 43.4 99.3 9.2 0.2 0.3 20.3 37.1 5.13 3.95 .. 1.81 .. ..

34 マルタ 2.2 2.5 0.7 (.) (.) 6.3 6.1 2.88 2.70 0.53 0.36 0.0 0.1

35 カタール 12.2 52.9 23.9 0.1 0.2 24.9 79.3 1.76 2.93 .. .. .. ..

36 ハンガリー 60.1 57.1 -0.4 0.3 0.2 5.8 5.6 2.10 2.17 0.50 0.37 -6.2 173.0

37 ポーランド 347.6 307.1 -0.8 1.5 1.1 9.1 8.0 3.48 3.35 1.24 0.68 -44.1 895.6

38 アルゼンチン 109.7 141.7 2.1 0.5 0.5 3.4 3.7 2.38 2.22 0.38 0.31 121.6 2,411.0

39 アラブ首長国連邦 54.7 149.1 12.3 0.2 0.5 27.2 34.1 2.43 3.40 1.19 1.57 -0.7 16.6

40 チリ 35.6 62.4 5.4 0.2 0.2 2.7 3.9 2.53 2.23 0.47 0.38 -105.9 1,945.9

41 バーレーン 11.7 16.9 3.2 0.1 0.1 24.2 23.9 2.43 2.26 1.92 1.30 .. ..

42 スロバキア 44.3 i 36.3 -1.5 j 0.2 i 0.1 8.4 i 6.7 2.45 1.98 0.96 i 0.51 -9.8 202.9

43 リトアニア 21.4 i 13.3 -3.1 j 0.1 i (.) 5.7 i 3.8 1.92 1.45 0.67 i 0.32 -6.3 128.9

44 エストニア 24.9 i 18.9 -2.0 j 0.1 i 0.1 16.1 i 14.0 3.96 3.66 2.46 i 1.12 .. 167.2

45 ラトビア 12.7 i 7.1 -3.7 j 0.1 i (.) 4.8 i 3.0 2.15 1.54 0.85 i 0.28 -13.9 230.9

46 ウルグアイ 3.9 5.5 2.9 (.) (.) 1.2 1.6 1.74 1.91 0.18 0.19 .. ..

47 クロアチア 17.4 i 23.5 2.9 j 0.1 i 0.1 3.9 i 5.3 2.59 2.66 0.52 i 0.48 -10.8 192.4

48 コスタリカ 2.9 6.4 8.5 (.) (.) 1.0 1.5 1.44 1.73 0.15 0.17 3.4 192.8

49 バハマ 1.9 2.0 0.2 (.) (.) 7.6 6.7 .. .. 0.46 .. .. ..

50 セーシェル 0.1 0.5 27.2 (.) (.) 1.6 6.7 .. .. 0.13 0.44 0.0 3.7

51 キューバ 32.0 25.8 -1.4 0.1 0.1 3.0 2.3 1.91 2.41 .. .. -34.7 347.0

52 メキシコ 413.3 437.8 0.4 1.8 1.5 5.0 4.2 3.32 2.65 0.65 0.46 .. ..

53 ブルガリア 75.3 42.5 -3.1 0.3 0.1 8.4 5.5 2.61 2.25 1.29 0.72 -18.3 263.0
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54 セントクリストファー・ネーヴィス 0.1 0.1 6.3 (.) (.) 1.5 3.2 .. .. 0.20 0.22 .. ..

55 トンガ 0.1 0.1 3.7 (.) (.) 0.8 1.1 .. .. 0.15 0.16 .. ..

56 リビア 37.8 59.9 4.2 0.2 0.2 9.1 9.3 3.27 3.29 .. .. 0.0 6.4

57 アンティグア・バーブーダ 0.3 0.4 2.7 (.) (.) 4.8 6.0 .. .. 0.54 0.46 .. ..

58 オマーン 10.3 30.9 14.3 (.) 0.1 6.3 13.6 2.25 2.61 0.52 0.88 .. ..

59 トリニダード・トバゴ 16.9 32.5 6.6 0.1 0.1 13.9 24.9 2.80 2.88 1.98 2.05 0.2 23.6

60 ルーマニア 155.1 90.4 -3.0 0.7 0.3 6.7 4.2 2.48 2.34 0.99 0.54 (.) 566.5

61 サウジアラビア 254.8 308.2 1.5 1.1 1.1 15.9 13.6 3.78 2.19 1.18 1.02 0.0 17.5

62 パナマ 3.1 5.7 5.8 (.) (.) 1.3 1.8 2.10 2.22 0.29 0.28 9.8 620.0

63 マレーシア 55.3 177.5 15.8 0.2 0.6 3.0 7.5 2.44 3.13 0.56 0.76 3.4 3,510.0

64 ベラルーシ 94.6 i 64.9 -2.6 j 0.4 i 0.2 9.2 i 6.6 2.43 2.42 1.96 i 1.03 -20.0 539.0

65 モーリシャス 1.5 3.2 8.5 (.) (.) 1.4 2.6 .. .. 0.21 0.24 (.) 3.9

66 ボスニア・ヘルツェゴビナ 4.7 i 15.6 19.2 j (.) i 0.1 1.1 i 4.0 1.06 3.31 .. .. -10.9 175.5

67 ロシア 1,984.1 i 1,524.1 -1.9 j 8.8 i 5.3 13.4 i 10.6 2.56 2.38 1.61 i 1.17 71.8 32,210.0

68 アルバニア 7.3 3.7 -3.5 (.) (.) 2.2 1.2 2.73 1.55 0.73 0.26 -0.7 52.0

69 マケドニア、旧ユーゴスラビア 10.6 i 10.4 -0.2 j (.) i (.) 5.2 i 5.1 3.63 3.86 0.91 i 0.83 0.0 20.3

70 ブラジル 209.5 331.6 4.2 0.9 1.1 1.4 1.8 1.56 1.62 0.22 0.24 1,111.4 49,335.0

人間開発中位国
71 ドミニカ 0.1 0.1 5.8 (.) (.) 0.8 1.5 .. .. 0.17 0.26 .. ..

72 セントルシア 0.2 0.4 9.1 (.) (.) 1.2 2.2 .. .. 0.24 0.38 .. ..

73 カザフスタン 259.2 i 200.2 -1.9 j 1.1 i 0.7 15.7 i 13.3 3.25 3.65 3.30 i 2.07 0.2 136.7

74 ベネズエラ 117.4 172.5 3.4 0.5 0.6 6.0 6.6 2.67 3.07 1.03 1.20 .. ..

75 コロンビア 58.0 53.6 -0.5 0.3 0.2 1.6 1.2 2.32 1.94 0.30 0.19 23.8 8,062.2

76 ウクライナ 600.0 i 329.8 -3.8 j 2.6 i 1.1 11.5 i 7.0 2.86 2.35 1.59 i 1.18 -60.5 744.5

77 サモア 0.1 0.2 1.5 (.) (.) 0.8 0.8 .. .. 0.19 0.16 .. ..

78 タイ 95.7 267.9 12.8 0.4 0.9 1.7 4.2 2.18 2.76 0.38 0.56 17.8 716.0

79 ドミニカ共和国 9.6 19.6 7.5 (.) 0.1 1.3 2.2 2.31 2.56 0.31 0.33 0.0 82.0

80 ベリーズ 0.3 0.8 11.0 (.) (.) 1.6 2.9 .. .. 0.39 0.44 0.0 59.0

81 中国 2,398.9 5,007.1 7.8 10.6 17.3 2.1 3.8 2.77 3.11 1.30 0.70 -334.9 6,096.0

82 グレナダ 0.1 0.2 5.6 (.) (.) 1.3 2.7 .. .. 0.23 0.29 .. ..

83 アルメニア 3.7 i 3.6 -0.1 j (.) i (.) 1.0 i 1.2 0.86 1.71 0.65 i 0.31 0.4 18.1

84 トルコ 146.2 226.0 3.9 0.6 0.8 2.6 3.2 2.76 2.76 0.48 0.45 -18.0 816.8

85 スリナム 1.8 2.3 1.9 (.) (.) 4.5 5.2 .. .. 0.81 0.78 0.0 5,692.0

86 ヨルダン 10.2 16.5 4.4 (.) 0.1 3.1 2.9 2.91 2.52 0.84 0.66 0.0 2.3

87 ペルー 21.0 31.5 3.5 0.1 0.1 1.0 1.1 2.11 2.38 0.25 0.22 .. ..

88 レバノン 9.1 16.3 5.6 (.) 0.1 3.3 4.2 3.94 3.01 1.24 0.92 .. 1.8

89 エクアドル 16.7 29.3 5.4 0.1 0.1 1.6 2.2 2.73 2.90 0.50 0.60 .. ..

90 フィリピン 43.9 80.5 5.9 0.2 0.3 0.7 1.0 1.68 1.82 0.19 0.22 111.2 970.7

91 チュニジア 13.3 22.9 5.2 0.1 0.1 1.6 2.3 2.40 2.63 0.35 0.32 -0.9 9.8

92 フィジー 0.8 1.1 2.3 (.) (.) 1.1 1.2 .. .. 0.22 i 0.24 .. ..

93 セントビンセント・グレナディーン諸島 0.1 0.2 10.4 (.) (.) 0.8 1.7 .. .. 0.16 0.29 .. ..

94 イラン 218.3 433.3 7.0 1.0 1.5 4.0 6.4 3.17 2.97 0.85 0.93 -1.7 334.0

95 パラグアイ 2.3 4.2 6.1 (.) (.) 0.5 0.7 0.73 1.04 0.12 0.18 .. ..

96 グルジア 15.1 i 3.9 -6.2 j 0.1 i (.) 2.8 i 0.8 1.73 1.38 1.39 i 0.32 -4.6 210.0

97 ガイアナ 1.1 1.4 2.0 (.) (.) 1.5 1.9 .. .. 0.63 0.47 .. 1,722.0

98 アゼルバイジャン 49.8 i 31.3 -3.1 j 0.2 i 0.1 6.9 i 3.8 2.99 2.42 1.92 i 1.06 0.0 57.9

99 スリランカ 3.8 11.5 14.8 (.) (.) 0.2 0.6 0.68 1.22 0.09 0.15 3.2 40.0

100 モルディブ 0.2 0.7 26.5 (.) (.) 0.7 2.5 .. .. .. .. .. ..

101 ジャマイカ 8.0 10.6 2.4 (.) (.) 3.3 4.0 2.70 2.60 1.04 1.06 0.2 34.0

102 カーボヴェルデ 0.1 0.3 15.2 (.) (.) 0.3 0.7 .. .. 0.08 0.11 -0.6 7.9

103 エルサルバドル 2.6 6.2 9.7 (.) (.) 0.5 0.9 1.03 1.37 0.14 0.20 .. ..

104 アルジェリア 77.0 193.9 10.8 0.3 0.7 3.0 5.5 3.23 5.89 0.56 0.99 -6.0 114.0

105 ベトナム 21.4 98.6 25.8 0.1 0.3 0.3 1.2 0.88 1.96 0.28 0.47 -72.5 1,174.0

106 パレスチナ占領地域 .. 0.6 .. .. (.) .. 0.2 .. .. .. .. .. ..
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107 インドネシア 213.8 378.0 5.5 0.9 1.3 1.2 1.7 2.19 2.17 0.54 0.53 2,271.5 5,897.0

108 シリア 35.9 68.4 6.5 0.2 0.2 3.0 3.8 3.08 3.71 1.11 1.11 .. ..

109 トルクメニスタン 28.0 i 41.7 4.1 j 0.1 i 0.1 7.0 i 8.8 2.48 2.68 1.54 i .. -0.2 17.4

110 ニカラグア 2.6 4.0 3.7 (.) (.) 0.7 0.7 1.25 1.22 0.24 0.24 45.4 716.0

111 モルドバ 20.9 i 7.7 -5.3 j 0.1 i (.) 4.8 i 1.8 3.03 2.27 2.23 i 1.05 -0.7 13.2

112 エジプト 75.4 158.1 7.8 0.3 0.5 1.5 2.3 2.37 2.78 0.48 0.58 -0.6 7.1

113 ウズベキスタン 118.1 i 137.8 1.4 j 0.5 i 0.5 5.5 i 5.3 2.62 2.55 3.55 i 3.07 -1.7 12.4

114 モンゴル 10.0 8.5 -1.0 (.) (.) 4.7 3.1 .. .. 2.71 1.90 16.9 573.9

115 ホンジュラス 2.6 7.6 13.8 (.) (.) 0.5 1.1 1.07 1.97 0.19 0.36 .. ..

116 キルギス 11.0 i 5.7 -4.0 j (.) i (.) 2.4 i 1.1 2.18 2.06 1.26 i 0.65 -0.8 12.6

117 ボリビア 5.5 7.0 1.9 (.) (.) 0.9 0.8 1.98 1.40 0.40 0.31 89.4 5,296.0

118 グアテマラ 5.1 12.2 10.0 (.) (.) 0.6 1.0 1.14 1.61 0.17 0.25 25.0 498.0

119 ガボン 6.0 1.4 -5.5 (.) (.) 6.4 1.0 4.82 0.81 0.96 0.16 5.9 3,643.0

120 バヌアツ 0.1 0.1 2.4 (.) (.) 0.5 0.4 .. .. 0.16 0.15 .. ..

121 南アフリカ 331.8 436.8 2.3 1.5 1.5 9.1 9.8 3.64 3.33 1.03 0.99 0.0 823.9

122 タジキスタン 20.6 i 5.0 -6.3 j 0.1 i (.) 3.7 i 0.8 2.26 1.50 2.38 i 0.68 0.1 2.8

123 サントメ・プリンシペ 0.1 0.1 2.8 (.) (.) 0.6 0.5 .. .. 0.32 0.31 0.0 4.6

124 ボツワナ 2.2 4.3 7.0 (.) (.) 1.7 2.4 1.71 2.30 0.27 0.23 5.1 141.5

125 ナミビア (.) 2.5 .. (.) (.) 0.0 1.2 0.02 1.85 (.) 0.19 8.1 230.9

126 モロッコ 23.5 41.1 5.4 0.1 0.1 1.0 1.4 3.49 3.59 0.29 0.34 -9.5 240.0

127 赤道ギニア 0.1 5.4 .. (.) (.) 0.3 10.5 .. .. 0.28 1.57 3.9 115.0

128 インド 681.7 1,342.1 6.9 3.0 4.6 0.8 1.2 1.89 2.34 0.48 0.44 -40.8 2,343.0

129 ソロモン諸島 0.2 0.2 0.6 (.) (.) 0.5 0.3 .. .. 0.23 0.21 .. ..

130 ラオス 0.2 1.3 32.4 (.) (.) 0.1 0.2 .. .. 0.05 0.13 26.4 1,487.0

131 カンボジア 0.5 0.5 1.3 (.) (.) (.) (.) .. .. .. 0.02 80.6 1,266.0

132 ミャンマー 4.3 9.8 9.2 (.) (.) 0.1 0.2 0.40 0.69 .. .. 156.6 3,168.0

133 ブータン 0.1 0.4 15.9 (.) (.) 0.1 0.2 .. .. .. .. -7.3 345.0

134 コモロ連合 0.1 0.1 2.4 (.) (.) 0.1 0.1 .. .. 0.08 0.09 0.2 0.8

135 ガーナ 3.8 7.2 6.5 (.) (.) 0.3 0.3 0.71 0.86 0.15 0.16 40.9 496.4

136 パキスタン 68.0 125.6 6.0 0.3 0.4 0.6 0.8 1.57 1.69 0.39 0.41 22.2 259.0

137 モーリタニア 2.6 2.6 -0.2 (.) (.) 1.3 0.8 .. .. 0.70 0.44 0.9 6.6

138 レソト .. .. .. .. .. .. .. .. .. .. .. .. ..

139 コンゴ共和国 1.2 3.5 14.4 (.) (.) 0.5 1.0 1.11 3.33 0.38 0.86 14.2 5,181.0

140 バングラデシュ 15.4 37.1 10.1 0.1 0.1 0.1 0.3 1.20 1.63 0.12 0.15 1.2 31.0

141 スワジランド 0.4 1.0 8.9 (.) (.) 0.5 0.8 .. .. 0.13 0.20 0.2 23.4

142 ネパール 0.6 3.0 27.3 (.) (.) (.) 0.1 0.11 0.34 0.03 0.08 -26.9 485.0

143 マダガスカル 0.9 2.7 13.6 (.) (.) 0.1 0.1 .. .. 0.08 0.19 50.8 3,130.0

144 カメルーン 1.6 3.8 9.9 (.) (.) 0.1 0.3 0.32 0.55 0.07 0.12 72.1 1,902.0

145 パプアニューギニア 2.4 2.4 0.1 (.) (.) 0.7 0.4 .. .. 0.31 0.19 .. ..

146 ハイチ 1.0 1.8 5.5 (.) (.) 0.1 0.2 0.63 0.80 0.07 0.14 0.2 8.3

147 スーダン 5.4 10.4 6.6 (.) (.) 0.2 0.3 0.51 0.59 0.19 0.17 48.9 1,530.7

148 ケニア 5.8 10.6 5.8 (.) (.) 0.3 0.3 0.47 0.63 0.22 0.30 5.5 334.7

149 ジブチ 0.4 0.4 0.3 (.) (.) 1.0 0.5 .. .. 0.22 0.25 0.0 0.4

150 東ティモール .. 0.2 .. .. (.) .. 0.2 .. .. .. .. .. ..

151 ジンバブエ 16.6 10.6 -2.6 0.1 (.) 1.6 0.8 1.77 1.13 0.58 0.42 34.2 535.0

152 トーゴ 0.8 2.3 14.8 (.) (.) 0.2 0.4 0.52 0.86 0.13 0.29 .. ..

153 イエメン 10.1 i 21.1 8.3 j (.) i 0.1 0.9 i,k 1.0 3.25 3.31 1.15 i 1.25 0.0 5.1

154 ウガンダ 0.8 1.8 8.9 (.) (.) (.) 0.1 .. .. 0.06 0.05 12.1 138.2

155 ガンビア 0.2 0.3 3.6 (.) (.) 0.2 0.2 .. .. 0.12 0.12 -0.5 33.2

人間開発低位国
156 セネガル 3.1 5.0 4.2 (.) (.) 0.4 0.4 1.40 1.81 0.28 0.28 6.8 371.0

157 エリトリア .. 0.8 .. .. (.) .. 0.2 .. .. .. 0.17 .. ..

158 ナイジェリア 45.3 114.0 10.8 0.2 0.4 0.5 0.9 0.64 1.15 0.59 0.92 181.6 1,401.5

159 タンザニア 2.3 4.3 6.2 (.) (.) 0.1 0.1 0.24 0.23 0.17 0.18 167.3 2,254.0
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 注）
a. ガスの燃焼やセメント製品同様、固
形や液体やガス化した化石燃料の
消費による二酸化炭素排出を参照。
これらの数値は、二酸化炭素のメー
トルトンに変換された3,664の要素
（関連する元素質量は 44/12）が
適用されたにもかかわらず、元の数
値はメートル炭素トンで報告されて
いた。

b. 世界の二酸化炭素排出合計は、備
蓄基地の燃料や、非燃料系炭化水
素製品（例：アスファルト）の酸化、
主要な経済指標会議に参加してい
ない国々の排出など国別の合計を含
んでいない。これらの排出量は全世
界のおよそ5％にのぼる。このよう
に、この表の個々の国毎の割合を
合算しても100％にはならない。

c. 最終的な排出量もしくは森林バイオ
マスの炭素吸収による没収に基づ
く。希望的数値は、炭素排出量を

示す一方、否定的な数値は炭素吸
収を示している。すべての否定的な
数値は、炭素吸収はやがてすべて排
出されるものと見なされている。

d. 生きたバイオマスのみを参照。炭素
は土やゴミを含まない枯れ木。

e. モナコを含む。
f. アメリカ領サモア、グアム、プエル
トリコ、タークス・アンド・カイコス
諸島、アメリカ領バージン諸島を含
む。

g. サンマリノを含む。
h. 1990 年当時のドイツ連邦共和国お
よびドイツ民主共和国の排出量を合
算したものにもとづく。

i. 1990 年のデータが利用できなかっ
たため、一番近い1991年から
1992 年にかけてのデータを使用し
た。

j. 1992年から2004 年の間を参照。

出典）
第1・2、4－7 列：CDIAC（二酸化炭
素情報分析センター）2007のデータを
元に算出。
第 3 列：第1列、第 2列のデータに基
づき算出。
第 8－11 列：CDIAC 2007 と World 
Bank 2007bのデータを元に算出。
第12 列：FAO（国連食糧農業機関）
2007b のデータを元に算出（総計額は
FAOが HDROのために算出）。
第13 列：FAO2007b（総計額は FAO
が HDROのために算出）。
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160 ギニア 1.0 1.3 2.3 (.) (.) 0.2 0.1 .. .. 0.09 0.07 15.9 636.0

161 ルワンダ 0.5 0.6 0.6 (.) (.) 0.1 0.1 .. .. 0.07 0.06 -2.1 44.1

162 アンゴラ 4.6 7.9 5.0 (.) (.) 0.5 0.7 0.74 0.83 0.25 0.29 37.6 4,829.3

163 ベナン 0.7 2.4 16.7 (.) (.) 0.1 0.3 0.43 0.96 0.16 0.29 .. ..

164 マラウイ 0.6 1.0 5.3 (.) (.) 0.1 0.1 .. .. 0.13 0.14 5.6 161.0

165 ザンビア 2.4 2.3 -0.5 (.) (.) 0.3 0.2 0.45 0.33 0.31 0.23 44.4 1,156.1

166 コートジボワール 5.4 5.2 -0.3 (.) (.) 0.5 0.3 1.22 0.74 0.26 0.20 -9.0 1,864.0

167 ブルンジ 0.2 0.2 0.9 (.) (.) (.) (.) .. .. 0.04 0.05 .. ..

168 コンゴ民主共和国 4.0 2.1 -3.4 (.) (.) 0.1 (.) 0.33 0.13 0.07 0.06 293.1 23,173.0

169 エチオピア 3.0 8.0 12.1 (.) (.) 0.1 0.1 0.20 0.38 0.07 0.13 13.4 252.0

170 チャド 0.1 0.1 -0.9 (.) (.) (.) 0.0 .. .. 0.03 0.01 5.6 236.0

171 中央アフリカ 0.2 0.3 2.0 (.) (.) 0.1 0.1 .. .. 0.05 0.06 13.7 2,801.0

172 モザンビーク 1.0 2.2 8.4 (.) (.) 0.1 0.1 0.14 0.25 0.12 0.11 5.7 606.3

173 マリ 0.4 0.6 2.4 (.) (.) (.) (.) .. .. 0.07 0.05 7.1 241.9

174 ニジェール 1.0 1.2 1.1 (.) (.) 0.1 0.1 .. .. 0.16 0.13 1.7 12.5

175 ギニアビサウ 0.2 0.3 2.1 (.) (.) 0.2 0.2 .. .. 0.21 0.24 0.5 61.0

176 ブルキナファソ 1.0 1.1 0.7 (.) (.) 0.1 0.1 .. .. 0.13 0.08 19.1 298.0

177 シエラレオネ 0.3 1.0 14.1 (.) (.) 0.1 0.2 .. .. 0.10 0.27 .. ..
開発途上国 6,831.1T 12,303.3 T 5.7 30.1 42.5 1.7 2.4 2.34 2.59 0.64 0.56 5,091.5 190,359.7
　後発開発途上国 74.1T 146.3 T 7.0 0.3 0.5 0.2 0.2 .. .. 0.14 0.17 1,097.8 50,811.2
　アラブ諸国 733.6T 1,348.4 T 6.0 3.2 4.7 3.4 4.5 3.02 2.94 0.75 0.86 44.4 2,393.3
　東アジア・太平洋諸国 3,413.5T 6,682.0 T 6.8 15.0 23.1 2.1 3.5 .. .. 0.90 0.63 2,293.8 27,222.9
　ラテンアメリカ・カリブ海諸国 1,087.7T 1,422.6 T 2.2 4.8 4.9 2.5 2.6 2.25 2.19 0.40 0.36 1,667.0 97,557.2
　南アジア 990.7T 1,954.6 T 7.0 4.4 6.7 0.8 1.3 1.94 2.34 0.49 0.46 -49.3 3,843.5
　サハラ以南アフリカ 454.8T 663.1 T 3.3 2.0 2.3 1.0 1.0 .. .. 0.55 0.57 1,153.6 58,523.2
中東欧・ＣＩＳ諸国 4,182.0T 3,168.0 T -2.0 18.4 10.9 10.3 7.9 2.71 2.51 1.49 0.97 -165.9 37,592.0
ＯＥＣＤ諸国 11,205.2T 13,318.6 T 1.3 49.4 46.0 10.8 11.5 2.47 2.42 0.54 0.45 -999.7 59,956.6
　高所得ＯＥＣＤ諸国 10,055.4T 12,137.5 T 1.5 44.3 41.9 12.0 13.2 2.42 2.39 0.52 0.45 -979.6 45,488.9
人間開発高位国 14,495.5T 16,615.8 T 1.0 63.9 57.3 9.8 10.1 2.45 2.40 0.60 0.48 89.8 152,467.3
人間開発中位国 5,944.4T 10,215.2 T 5.1 26.2 35.2 1.8 2.5 2.39 2.76 0.83 0.61 3,026.5 86,534.2
人間開発低位国 77.6T 161.7 T 7.7 0.3 0.6 0.3 0.3 .. .. 0.24 0.36 858.0 41,254.0
高所得国 10,572.1T 12,975.1 T 1.6 46.6 44.8 12.1 13.3 2.44 2.40 0.53 0.46 -937.4 54,215.3
中所得国 8,971.5T 12,162.9 T 2.5 39.5 42.0 3.4 4.0 2.57 2.76 0.95 0.65 3,693.1 170,735.6
低所得国 1,323.4T 2,083.9 T 4.1 5.8 7.2 0.8 0.9 .. .. 0.47 0.43 1,275.1 56,686.1
全世界 22,702.5T b 28,982.7 Tb 2.0 100.0 100.0 4.3 4.5 2.64 2.63 0.68 0.55 4,038.1 282,650.1
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人間開発高位国
1 アイスランド 2001 1993 2002 1994 1989 1989 2002 1985 1997

2 ノルウェー 2001 1993 2002 1993 1986 1988 2002 1996 1996

3 オーストラリア .. 1992 1998 1993 1987 1989 2004 1994 2000

4 カナダ 2001 1992 2002 1992 1986 1988 2001 2003 1995

5 アイルランド 2003 1994 2002 1996 1988 1988 2001 1996 1997

6 スウェーデン 2002 1993 2002 1993 1986 1988 2002 1996 1995

7 スイス 2002 1993 2003 1994 1987 1988 2003 1984 1996

8 日本 2003 1993 2002 1993 1988 1988 2002 1996 1998

9 オランダ 2002 1993 2002 1994 1988 1988 2002 1996 1995

10 フランス 2003 1994 2002 1994 1987 1988 2004 1996 1997

11 フィンランド 2004 1994 2002 1994 1986 1988 2002 1996 1995

12 米国 .. 1992 1998 1993 1986 1988 2001 .. 2000

13 スペイン 2002 1993 2002 1993 1988 1988 2004 1997 1996

14 デンマーク 2002 1993 2002 1993 1988 1988 2003 2004 1995

15 オーストリア 2002 1994 2002 1994 1987 1989 2002 1995 1997

16 英国 2003 1993 2002 1994 1987 1988 2005 1997 1996

17 ベルギー 2004 1996 2002 1996 1988 1988 2006 1998 1997

18 ルクセンブルク 2002 1994 2002 1994 1988 1988 2003 2000 1997

19 ニュージーランド 2005 1993 2002 1993 1987 1988 2004 1996 2000

20 イタリア 2004 1994 2002 1994 1988 1988 2001 1995 1997

21 香港 .. .. .. .. .. .. .. .. ..

22 ドイツ 2003 1993 2002 1993 1988 1988 2002 1994 1996

23 イスラエル .. 1996 2004 1995 1992 1992 2001 .. 1996

24 ギリシャ 2004 1994 2002 1994 1988 1988 2006 1995 1997

25 シンガポール .. 1997 2006 1995 1989 1989 2005 1994 1999

26 韓国 2000 1993 2002 1994 1992 1992 .. 1996 1999

27 スロベニア 2002 1995 2002 1996 1992 1992 2004 1995 2001

28 キプロス 2003 1997 1999 1996 1992 1992 2005 1988 2000

29 ポルトガル 2004 1993 2002 1993 1988 1988 2004 1997 1996

30 ブルネイ .. .. .. .. 1990 1993 2002 1996 2002

31 バルバドス 2002 1994 2000 1993 1992 1992 2004 1993 1997

32 チェコ 2001 1993 2001 1993 1993 1993 2002 1996 2000

33 クウェート .. 1994 2005 2002 1992 1992 2006 1986 1997

34 マルタ 2007 1994 2001 2000 1988 1988 2001 1993 1998

35 カタール 2007 1996 2005 1996 1996 1996 2004 2002 1999

36 ハンガリー 2004 1994 2002 1994 1988 1989 2001 2002 1999

37 ポーランド 2003 1994 2002 1996 1990 1990 2001 1998 2001

38 アルゼンチン 2000 1994 2001 1994 1990 1990 2005 1995 1997

39 アラブ首長国連邦 .. 1995 2005 2000 1989 1989 2002 1982 1998

40 チリ 2000 1994 2002 1994 1990 1990 2005 1997 1997

41 バーレーン .. 1994 2006 1996 1990 1990 2006 1985 1997

42 スロバキア 2003 1994 2002 1994 1993 1993 2002 1996 2002

43 リトアニア 2003 1995 2003 1996 1995 1995 2006 2003 2003

44 エストニア 2004 1994 2002 1994 1996 1996 .. 2005 ..

45 ラトビア 2004 1995 2002 1995 1995 1995 2004 2004 2002

46 ウルグアイ 2001 1994 2001 1993 1989 1991 2004 1992 1999

47 クロアチア 2002 1996 1999 1996 1992 1992 2007 1995 2000

48 コスタリカ 2007 1994 2002 1994 1991 1991 2007 1992 1998

49 バハマ 2004 1994 1999 1993 1993 1993 2005 1983 2000

50 セーシェル 2004 1992 2002 1992 1993 1993 2002 1991 1997

51 キューバ 2002 1994 2002 1994 1992 1992 2001 1984 1997

52 メキシコ 2002 1993 2000 1993 1987 1988 2003 1983 1995

53 ブルガリア 2000 1995 2002 1996 1990 1990 2004 1996 2001
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54 セントクリストファー・ネーヴィス 2001 1993 .. 1993 1992 1992 2004 1993 1997

55 トンガ 2003 1998 .. 1998 1998 1998 2002 1995 1998

56 リビア 2005 1999 2006 2001 1990 1990 2005 1984 1996

57 アンティグア・バーブーダ 2003 1993 1998 1993 1992 1992 2003 1989 1997

58 オマーン 2003 1995 2005 1995 1999 1999 2005 1989 1996

59 トリニダード・トバゴ 2000 1994 1999 1996 1989 1989 2002 1986 2000

60 ルーマニア 2003 1994 2001 1994 1993 1993 2004 1996 1998

61 サウジアラビア .. 1994 2005 2001 1993 1993 2002 1996 1997

62 パナマ 2002 1995 1999 1995 1989 1989 2003 1996 1996

63 マレーシア 2003 1994 2002 1994 1989 1989 2002 1996 1997

64 ベラルーシ 2002 2000 2005 1993 1986 1988 2004 2006 2001

65 モーリシャス 2002 1992 2001 1992 1992 1992 2004 1994 1996

66 ボスニア・ヘルツェゴビナ .. 2000 2007 2002 1993 1993 2001 1994 2002

67 ロシア .. 1994 2004 1995 1986 1988 2002 1997 2003

68 アルバニア 2005 1994 2005 1994 1999 1999 2004 2003 2000

69 マケドニア・旧ユーゴスラビア 2005 1998 2004 1997 1994 1994 2004 1994 2002

70 ブラジル 2003 1994 2002 1994 1990 1990 2004 1988 1997

人間開発中位国
71 ドミニカ 2004 1993 2005 1994 1993 1993 2003 1991 1997

72 セントルシア 2005 1993 2003 1993 1993 1993 2002 1985 1997

73 カザフスタン .. 1995 1999 1994 1998 1998 2001 .. 1997

74 ベネズエラ 2002 1994 2005 1994 1988 1989 2005 .. 1998

75 コロンビア 2003 1995 2001 1994 1990 1993 2001 1982 1999

76 ウクライナ 2002 1997 2004 1995 1986 1988 2001 1999 2002

77 サモア 2002 1994 2000 1994 1992 1992 2002 1995 1998

78 タイ 2005 1994 2002 2003 1989 1989 2005 1982 2001

79 ドミニカ共和国 2006 1998 2002 1996 1993 1993 2007 1982 1997

80 ベリーズ 2004 1994 2003 1993 1997 1998 2002 1983 1998

81 中国 2005 1993 2002 1993 1989 1991 2004 1996 1997

82 グレナダ 2004 1994 2002 1994 1993 1993 .. 1991 1997

83 アルメニア 2004 1993 2003 1993 1999 1999 2003 2002 1997

84 トルコ 2003 2004 .. 1997 1991 1991 2001 .. 1998

85 スリナム .. 1997 2006 1996 1997 1997 2002 1998 2000

86 ヨルダン 2003 1993 2003 1993 1989 1989 2004 1995 1996

87 ペルー 2004 1993 2002 1993 1989 1993 2005 .. 1995

88 レバノン .. 1994 2006 1994 1993 1993 2003 1995 1996

89 エクアドル 2003 1993 2000 1993 1990 1990 2004 .. 1995

90 フィリピン 2006 1994 2003 1993 1991 1991 2004 1984 2000

91 チュニジア 2003 1993 2003 1993 1989 1989 2004 1985 1995

92 フィジー 2001 1993 1998 1993 1989 1989 2001 1982 1998

93 セントビンセント・グレナディーン諸島 2003 1996 2004 1996 1996 1996 2005 1993 1998

94 イラン 2003 1996 2005 1996 1990 1990 2006 1982 1997

95 パラグアイ 2004 1994 1999 1994 1992 1992 2004 1986 1997

96 グルジア .. 1994 1999 1994 1996 1996 2006 1996 1999

97 ガイアナ .. 1994 2003 1994 1993 1993 .. 1993 1997

98 アゼルバイジャン 2005 1995 2000 2000 1996 1996 2004 .. 1998

99 スリランカ 2004 1993 2002 1994 1989 1989 2005 1994 1998

100 モルディブ 2002 1992 1998 1992 1988 1989 2006 2000 2002

101 ジャマイカ 2001 1995 1999 1995 1993 1993 2007 1983 1997

102 カーボヴェルデ 2005 1995 2006 1995 2001 2001 2006 1987 1995

103 エルサルバドル 2003 1995 1998 1994 1992 1992 2001 1984 1997

104 アルジェリア 2004 1993 2005 1995 1992 1992 2006 1996 1996

105 ベトナム 2004 1994 2002 1994 1994 1994 2002 1994 1998

106 パレスチナ占領地区 .. .. .. .. .. .. .. .. ..
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107 インドネシア 2004 1994 2004 1994 1992 1992 2001 1986 1998

108 シリア 2004 1996 2006 1996 1989 1989 2005 .. 1997

109 トルクメニスタン .. 1995 1999 1996 1993 1993 .. .. 1996

110 ニカラグア 2002 1995 1999 1995 1993 1993 2005 2000 1998

111 モルドバ 2003 1995 2003 1995 1996 1996 2004 2007 1999

112 エジプト 2003 1994 2005 1994 1988 1988 2003 1983 1995

113 ウズベキスタン .. 1993 1999 1995 1993 1993 .. .. 1995

114 モンゴル 2003 1993 1999 1993 1996 1996 2004 1996 1996

115 ホンジュラス 2000 1995 2000 1995 1993 1993 2005 1993 1997

116 キルギス 2005 2000 2003 1996 2000 2000 2006 .. 1997

117 ボリビア 2002 1994 1999 1994 1994 1994 2003 1995 1996

118 グアテマラ 2004 1995 1999 1995 1987 1989 2002 1997 1998

119 ガボン 2007 1998 2006 1997 1994 1994 2007 1998 1996

120 バヌアツ .. 1993 2001 1993 1994 1994 2005 1999 1999

121 南アフリカ 2003 1997 2002 1995 1990 1990 2002 1997 1997

122 タジキスタン 2004 1998 .. 1997 1996 1998 2007 .. 1997

123 サントメ・プリンシペ .. 1999 .. 1999 2001 2001 2006 1987 1998

124 ボツワナ 2002 1994 2003 1995 1991 1991 2002 1990 1996

125 ナミビア 2005 1995 2003 1997 1993 1993 2005 1983 1997

126 モロッコ 2000 1995 2002 1995 1995 1995 2004 2007 1996

127 赤道ギアナ .. 2000 2000 1994 1988 2006 .. 1997 1997

128 インド 2003 1993 2002 1994 1991 1992 2006 1995 1996

129 ソロモン諸島 2004 1994 2003 1995 1993 1993 2004 1997 1999

130 ラオス 2004 1995 2003 1996 1998 1998 2006 1998 1996

131 カンボジア 2003 1995 2002 1995 2001 2001 2006 1983 1997

132 ミャンマー 2001 1994 2003 1994 1993 1993 2004 1996 1997

133 ブータン 2002 1995 2002 1995 2004 2004 .. 1982 2003

134 コモロ連合 .. 1994 .. 1994 1994 1994 2007 1994 1998

135 ガーナ 2003 1995 2003 1994 1989 1989 2003 1983 1996

136 パキスタン 2001 1994 2005 1994 1992 1992 2001 1997 1997

137 モーリタニア 2005 1994 2005 1996 1994 1994 2005 1996 1996

138 レソト 2001 1995 2000 1995 1994 1994 2002 2007 1995

139 コンゴ共和国 2006 1996 2007 1996 1994 1994 2007 1982 1999

140 バングラデシュ 2004 1994 2001 1994 1990 1990 2007 2001 1996

141 スワジランド 2006 1996 2006 1994 1992 1992 2006 1984 1996

142 ネパール 2001 1994 2005 1993 1994 1994 2007 1998 1996

143 マダガスカル 2003 1999 2003 1996 1996 1996 2005 2001 1997

144 カメルーン 2003 1994 2002 1994 1989 1989 2001 1985 1997

145 パプアニューギニア 2005 1993 2002 1993 1992 1992 2003 1997 2000

146 ハイチ 2000 1996 2005 1996 2000 2000 2001 1996 1996

147 スーダン 2005 1993 2004 1995 1993 1993 2006 1985 1995

148 ケニア 2002 1994 2005 1994 1988 1988 2004 1989 1997

149 ジブチ 2002 1995 2002 1994 1999 1999 2004 1991 1997

150 東ティモール .. 2006 .. 2006 .. .. .. .. 2003

151 ジンバブエ 2005 1992 .. 1994 1992 1992 2001 1993 1997

152 トーゴ 2004 1995 2004 1995 1991 1991 2004 1985 1995

153 イエメン 2005 1996 2004 1996 1996 1996 2004 1987 1997

154 ウガンダ 2001 1993 2002 1993 1988 1988 2004 1990 1997

155 ガンビア 2004 1994 2001 1994 1990 1990 2006 1984 1996

人間開発低位国
156 セネガル 2003 1994 2001 1994 1993 1993 2003 1984 1995

157 エリトリア 2005 1995 2005 1996 2005 2005 2005 .. 1996

158 ナイジェリア 2003 1994 2004 1994 1988 1988 2004 1986 1997

159 タンザニア 2003 1996 2002 1996 1993 1993 2004 1985 1997
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 注）
 データは 2007年 7月1日現在の
もの。とくに記載のない限り、デー
タは批准、承認、加入、承継した年。

 これらはすべて同様の法的効力を有
している。また太文字で表記した年
に署名はしているが、未だ批准はし
ていないもの。

a. 本表に示した 9の環境関連の条約
の最低１つには署名している国ある

いは地域。
b. 2006 年 6月のセルビア・モンテネ
グロの分離独立後、セルビア・モン
テネグロによって批准されたすべて
の条約は、セルビアにおいては有効
である。

c. 批准、受諾、承認、加入、承継し
ているもの。

 出典）
 全列：UN 2007a

TA
B

LE 25

160 ギニア 2000 1993 2000 1993 1992 1992 2001 1985 1997

161 ルワンダ 2004 1998 2004 1996 2001 2001 2002 1982 1998

162 アンゴラ .. 2000 2007 1998 2000 2000 2006 1990 1997

163 ベナン 2005 1994 2002 1994 1993 1993 2004 1997 1996

164 マラウイ 2000 1994 2001 1994 1991 1991 2002 1984 1996

165 ザンビア 2004 1993 2006 1993 1990 1990 2006 1983 1996

166 コートジボワール .. 1994 2007 1994 1993 1993 2004 1984 1997

167 ブルンジ .. 1997 2001 1997 1997 1997 2005 1982 1997

168 コンゴ民主共和国 2005 1995 2005 1994 1994 1994 2005 1989 1997

169 エチオピア 2003 1994 2005 1994 1994 1994 2003 1982 1997

170 チャド 2006 1994 .. 1994 1989 1994 2004 1982 1996

171 中央アフリカ 2000 1995 .. 1995 1993 1993 2002 1984 1996

172 モザンビーク 2002 1995 2005 1995 1994 1994 2005 1997 1997

173 マリ 2002 1994 2002 1995 1994 1994 2003 1985 1995

174 ニジェール 2004 1995 2004 1995 1992 1992 2006 1982 1996

175 ギニアビサウ .. 1995 2005 1995 2002 2002 2002 1986 1995

176 ブルキナファソ 2003 1993 2005 1993 1989 1989 2004 2005 1996

177 シエラレオネ .. 1995 2006 1994 2001 2001 2003 1994 1997

その他 a

アフガニスタン .. 2002 .. 2002 2004 2004 .. 1983 1995

アンドラ .. .. .. .. .. .. .. .. 2002

クック諸島 2001 1993 2001 1993 2003 2003 2004 1995 1998

イラク .. .. .. .. .. .. .. 1985 ..

キリバス 2004 1995 2000 1994 1993 1993 2004 2003 1998

朝鮮民主主義人民共和国 2003 1994 2005 1994 1995 1995 2002 1982 2003

リベリア 2002 2002 2002 2000 1996 1996 2002 1982 1998

リヒテンシュタイン .. 1994 2004 1997 1989 1989 2004 1984 1999

マーシャル諸島 2003 1992 2003 1992 1993 1993 2003 1991 1998

ミクロネシア .. 1993 1999 1994 1994 1995 2005 1991 1996

モナコ 2000 1992 2006 1992 1993 1993 2004 1996 1999

モンテネグロ 2006 2006 2007 2006 2006 2006 2006 2006 2007

ナウル 2001 1993 2001 1993 2001 2001 2002 1996 1998

ニウエ 2002 1996 1999 1996 2003 2003 2005 2006 1998

パラオ 2003 1999 1999 1999 2001 2001 2002 1996 1999

サンマリノ .. 1994 .. 1994 .. .. .. .. 1999

セルビア b 2006 2001 .. 2002 2001 2001 2002 2001 ..

ソマリア .. .. .. .. 2001 2001 .. 1989 2002

ツバル .. 1993 1998 2002 1993 1993 2004 2002 1998

総国家数 c 140 190 173 189 190 190 145 154 191
署名後未批准 18 0 4 1 0 0 35 23 0
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輸  出 全軍事力

輸  入
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100万
USドル

全体に占める
割合（％）d 1000人

指　数
（1985年＝100）

2006 e 2006 e 2006 e  1996  2006 2006 2002–2006 2007 2007
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難民と兵器

人間開発高位国
1 アイスランド .. (.) (.) .. .. .. .. 0 ..

2 ノルウェー .. 43 .. 183 501 2 (.) 23 62

3 オーストラリア .. 69 (.) 582 768 4 (.) 52 74

4 カナダ .. 152 (.) 389 100 227 1 63 76

5 アイルランド .. 8 .. 0 11 .. .. 10 73

6 スウェーデン .. 80 (.) 104 122 472 2 28 43

7 スイス .. 49 (.) 187 72 144 1 4 ..

8 日本 .. 2 (.) 813 400 0 (.) 240 99

9 オランダ .. 101 (.) 181 171 1,481 3 53 50

10 フランス .. 146 (.) 28 121 1,557 8 255 55

11 フィンランド .. 12 (.) 605 84 31 (.) 29 79

12 米国 .. 844 1 540 417 7,888 30 1,506 70

13 スペイン .. 5 2 435 378 803 1 147 46

14 デンマーク .. 37 (.) 70 133 3 (.) 22 74

15 オーストリア .. 25 (.) 10 0 61 (.) 40 73

16 英国 .. 302 0 735 462 1,071 4 191 57

17 ベルギー .. 17 (.) 4 4 50 (.) 40 44

18 ルクセンブルク .. 2 .. 4 0 .. .. 1 129

19 ニュージーランド .. 5 (.) 7 8 0 (.) 9 73

20 イタリア .. 27 (.) 293 697 860 2 191 50

21 香港 .. 2 (.) .. .. .. .. .. ..

22 ドイツ .. 605 (.) 213 529 3,850 9 246 51

23 イスラエル 150–420 f 1 1 88 994 224 2 168 118

24 ギリシャ .. 2 (.) 377 1,452 23 (.) 147 73

25 シンガポール .. .. (.) 153 54 0 (.) 73 133

26 韓国 .. (.) 1 1,759 1,292 89 (.) 687 115

27 スロベニア .. (.) 2 14 2 .. .. 7 ..

28 キプロス 210 g 1 (.) 169 26 0 (.) 10 100

29 ポルトガル .. (.) (.) 7 431 .. .. 44 60

30 ブルネイ .. .. .. 17 3 .. .. 7 171

31 バルバドス .. .. (.) .. .. .. .. 1 61

32 チェコ .. 2 2 24 65 56 (.) 25 12

33 クウェート .. (.) 1 1,161 107 0 (.) 16 133

34 マルタ .. 2 (.) 1 0 0 (.) 2 250

35 カタール .. (.) (.) 201 0 0 (.) 12 200

36 ハンガリー .. 8 3 138 337 0 (.) 32 30

37 ポーランド .. 7 14 99 224 169 (.) 142 45

38 アルゼンチン .. 3 1 57 53 0 (.) 72 67

39 アラブ首長国連邦 .. (.) (.) 474 2,439 7 (.) 51 119

40 チリ .. 1 1 180 1,125 0 (.) 76 75

41 バーレーン .. .. (.) 181 60 0 (.) 11 393

42 スロバキア .. (.) 1 30 0 0 (.) 15 ..

43 リトアニア .. 1 1 15 33 0 (.) 12 ..

44 エストニア .. (.) 1 1 8 0 (.) 4 ..

45 ラトビア .. (.) 1 0 4 .. .. 5 ..

46 ウルグアイ .. (.) (.) 4 7 0 (.) 25 78

47 クロアチア 4–7 2 94 14 0 0 (.) 21 ..

48 コスタリカ .. 12 (.) .. .. .. .. 0 ..

49 バハマ .. .. (.) 0 0 .. .. 1 172

50 セーシェル .. .. (.) .. .. .. .. (.) 17

51 キューバ .. 1 34 .. .. .. .. 49 30

52 メキシコ 10–12 g 3 3 79 68 .. .. 238 184

53 ブルガリア .. 5 3 123 20 0 (.) 51 34
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54 セントクリストファー・ネーヴィス .. .. .. .. .. .. .. .. ..

55 トンガ .. .. (.) 0 0 .. .. .. ..

56 リビア .. 3 2 0 5 24 (.) 76 ..

57 アンティグア・バーブーダ .. .. (.) .. .. .. .. (.) 170

58 オマーン .. (.) (.) 284 406 0 (.) 42 144

59 トリニダード・トバゴ .. .. (.) 0 0 .. .. 3 143

60 ルーマニア .. 2 7 41 131 0 (.) 70 37

61 サウジアラビア .. 241 1 1,725 148 0 (.) 225 360

62 パナマ .. 2 (.) 0 0 .. .. 0 0

63 マレーシア .. 37 1 38 654 0 (.) 109 99

64 ベラルーシ .. 1 9 0 254 0 (.) 73 ..

65 モーリシャス .. .. (.) 30 0 .. .. 0 0

66 ボスニア・ヘルツェゴビナ 180 10 200 52 0 0 (.) 12 ..

67 ロシア 82–190 1 159 0 4 6,733 29 1,027 19

68 アルバニア .. (.) 14 0 0 .. .. 11 27

69 マケドニア・旧ユーゴスラビア 1 1 8 0 0 .. .. 11 ..

70 ブラジル .. 3 1 531 323 1 (.) 288 104

人間開発中位国
71 ドミニカ .. .. (.) .. .. .. .. .. ..

72 セントルシア .. .. (.) .. .. .. .. .. ..

73 カザフスタン .. 4 7 170 53 0 (.) 66 ..

74 ベネズエラ .. 1 4 35 498 6 (.) 82 167

75 コロンビア 1853–3833 h (.) 73 57 33 .. .. 209 316

76 ウクライナ .. 2 64 .. .. 133 1 188 ..

77 サモア .. .. .. .. .. .. .. .. ..

78 タイ .. 133 3 611 47 0 (.) 307 130

79 ドミニカ共和国 .. .. (.) 4 0 .. .. 25 113

80 ベリーズ .. (.) (.) 0 0 .. .. 1 167

81 中国 .. 301 141 1,274 3,261 564 2 2,255 58

82 グレナダ .. .. (.) .. .. .. .. .. ..

83 アルメニア 8 g 114 15 104 0 .. .. 44 ..

84 トルコ 954–1201 3 227 1,510 454 45 (.) 515 82

85 スリナム .. .. (.) 0 0 .. .. 2 100

86 ヨルダン .. 500 2 76 117 13 (.) 101 144

87 ペルー 60 g 1 7 138 365 0 (.) 80 63

88 レバノン 216–800 20 12 20 0 0 (.) 72 414

89 エクアドル .. 12 1 29 0 .. .. 57 134

90 フィリピン 120 (.) 1 32 43 .. .. 106 92

91 チュニジア .. (.) 3 56 16 .. .. 35 100

92 フィジー .. .. 2 0 0 .. .. 4 148

93 セントビンセント・グレナディーン諸島 .. .. (.) .. .. .. .. .. ..

94 イラン .. 968 102 630 891 9 (.) 545 89

95 パラグアイ .. (.) (.) 2 0 .. .. 10 69

96 グルジア 222–241 1 6 0 0 0 (.) 11 ..

97 ガイアナ .. .. 1 0 0 .. .. 1 15

98 アゼルバイジャン 579–687 i 3 126 0 0 .. .. 67 ..

99 スリランカ 600 g (.) 117 152 20 .. .. 151 699

100 モルディブ .. .. (.) 0 0 .. .. .. ..

101 ジャマイカ .. .. 1 0 25 .. .. 3 143

102 カーボヴェルデ .. .. (.) 0 0 .. .. 1 13

103 エルサルバドル .. (.) 6 3 0 .. .. 16 38

104 アルジェリア 1,000 g 94 j 8 87 173 .. .. 138 81

105 ベトナム .. 2 374 207 179 .. .. 455 44

106 パレスチナ占領地区 25–57 g,k .. 334 9 0 .. .. .. ..
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107 インドネシア 150–250 (.) 35 435 54 8 (.) 302 109

108 シリア 305 g 702 12 21 9 3 (.) 308 77

109 トルクメニスタン 0 1 1 0 0 .. .. 26 ..

110 ニカラグア .. (.) 2 .. .. 0 (.) 14 22

111 モルドバ .. (.) 12 0 0 0 (.) 7 ..

112 エジプト .. 88 8 986 526 0 (.) 469 105

113 ウズベキスタン 3 g 1 9 0 0 0 1 55 ..

114 モンゴル .. (.) 1 .. .. .. .. 9 27

115 ホンジュラス .. (.) 1 .. .. .. .. 12 72

116 キルギス .. (.) 2 0 1 0 (.) 13 ..

117 ボリビア .. 1 (.) 0 26 .. .. 46 167

118 グアテマラ 242 g (.) 7 0 0 .. .. 16 50

119 ガボン .. 8 (.) 0 63 .. .. 5 208

120 バヌアツ .. .. .. .. .. .. .. .. ..

121 南アフリカ .. 35 1 38 862 115 (.) 62 58

122 タジキスタン .. 1 1 0 13 .. .. 8 ..

123 サントメ・プリンシペ .. .. (.) .. .. .. .. .. ..

124 ボツワナ .. 3 (.) 29 0 .. .. 9 225

125 ナミビア .. 5 1 0 0 .. .. 9 ..

126 モロッコ .. 1 5 86 49 .. .. 201 135

127 赤道ギアナ .. .. (.) 0 0 .. .. 1 45

128 インド 600 158 18 996 1,672 11 (.) 1,316 104

129 ソロモン諸島 .. .. (.) .. .. .. .. .. ..

130 ラオス .. .. 26 0 0 .. .. 29 54

131 カンボジア .. (.) 18 33 0 0 (.) 124 354

132 ミャンマー 500 l .. 203 120 7 .. .. 375 202

133 ブータン .. .. 108 0 0 .. .. .. ..

134 コモロ連合 .. .. (.) .. .. .. .. .. ..

135 ガーナ .. 45 10 7 0 .. .. 14 93

136 パキスタン .. m 1,044 n 26 529 309 0 (.) 619 ..

137 モーリタニア .. 1 33 2 0 .. .. 16 188

138 レソト .. .. (.) 0 0 .. .. 2 100

139 コンゴ共和国 8 g 56 21 0 0 .. .. 10 115

140 バングラデシュ 500 26 8 5 208 .. .. 127 139

141 スワジランド .. 1 (.) 0 0 .. .. .. ..

142 ネパール 100–200 128 3 0 0 .. .. 69 276

143 マダガスカル .. .. (.) 19 0 .. .. 14 66

144 カメルーン .. 35 10 4 0 .. .. 14 192

145 パプアニューギニア .. 10 (.) 0 0 .. .. 3 94

146 ハイチ .. .. 21 .. .. .. .. .. ..

147 スーダン 5,355 202 686 29 48 .. .. 105 186

148 ケニア 431 273 5 0 0 .. .. 24 175

149 ジブチ .. 9 (.) 0 0 .. .. 11 367

150 東ティモール 100 .. (.) .. .. .. .. 1 ..

151 ジンバブエ 570 g,o 4 13 0 20 .. .. 29 71

152 トーゴ 2 6 27 0 0 .. .. 9 250

153 イエメン .. 96 1 0 0 .. .. 67 105

154 ウガンダ 1200–1700 272 22 0 0 .. .. 45 225

155 ガンビア .. 14 1 0 0 .. .. 1 200

人間開発低位国
156 セネガル 64 g 21 15 0 0 .. .. 14 139

157 エリトリア 40–45 5 187 15 70 0 (.) 202 ..

158 ナイジェリア .. 9 13 16 72 .. .. 85 90

159 タンザニア .. 485 2 0 0 .. .. 27 67
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160 ギニア 19 g 31 7 0 0 .. .. 12 121

161 ルワンダ .. 49 93 1 0 .. .. 33 635

162 アンゴラ 62 g 13 207 9 0 0 (.) 107 216

163 ベナン .. 11 (.) 0 0 .. .. 5 111

164 マラウイ .. 4 (.) .. .. 0 (.) 5 94

165 ザンビア .. 120 (.) 5 15 .. .. 15 93

166 コートジボワール 750 39 26 0 0 .. .. 17 129

167 ブルンジ 100 13 397 0 0 .. .. 35 673

168 コンゴ民主共和国 1,100 208 402 46 13 .. .. 51 106

169 エチオピア 100–280 97 83 0 0 .. .. 153 71

170 チャド 113 287 36 0 2 .. .. 17 139

171 中央アフリカ 212 12 72 0 9 .. .. 3 130

172 モザンビーク .. 3 (.) 0 0 .. .. 11 70

173 マリ .. 11 1 0 0 .. .. 7 143

174 ニジェール .. (.) 1 0 0 .. .. 5 227

175 ギニアビサウ .. 8 1 .. .. .. .. 9 105

176 ブルキナファソ .. 1 (.) 0 0 .. .. 11 275

177 シエラレオネ .. 27 43 0 0 .. .. 11 355
開発途上国 .. 7,084 .. .. .. .. .. 13,950T 90
　後発開発途上国 .. 2,177 .. .. .. .. .. 1,781T 152
　アラブ諸国 .. 2,001 .. .. .. .. .. 2,167T 80
　東アジア・太平洋諸国 .. .. .. .. .. .. .. 5,952T 80
　ラテンアメリカ・カリブ海諸国 .. .. .. .. .. .. .. 1,327T 99
　南アジア .. 2,326 .. .. .. .. .. 2,877T 113
　サハラ以南アフリカ .. 2,227 .. .. .. .. .. 1,102T 130
中東欧・ＣＩＳ諸国 .. 168 .. .. .. .. .. 2,050T ..
ＯＥＣＤ諸国 .. 2,556 .. .. .. .. .. 4,995T 69
　高所得ＯＥＣＤ諸国 .. 2,533 .. .. .. .. .. 4,028 69
人間開発高位国 .. 2,885 .. .. .. 25,830 .. 7,101 52
人間開発中位国 .. 5,389 .. .. .. .. .. 10,143 91
人間開発低位国 .. 1,453 .. .. .. .. .. 835 146
高所得国 .. .. .. .. .. .. .. 4,611 74
中所得国 .. 3,267 .. .. .. .. .. 9,440 ..
低所得国 .. 3,741 .. .. .. .. .. 5,413 110
全世界 23,700T p 9,894T p 9,894T p 22,115T p 26,130T p 26,742T p .. 19,801T 73

 注）
a. さまざまな出典をもとに、IDMCが
作成している推計値。この推計値
は、不確実な要素の影響を受けや
すい。

b. データは2007年 5月10日現在の
もの。数字は動向を示す指標であり、
単に国際的な兵器移転量のみを示
しており、実際の取引額を示すもの
ではない。また公表されている推定
値は控え目に見積もられており、通
常兵器の実際の取引量より少ない
可能性もある。

c. 多くの難民の出身国が、不明または
報告がない。したがって、これらの
データは実際よりも少なく推計され
ている可能性がある。

d. すべての国家とSIPRI（ストックホ
ルム国際平和研究所）2007a. 定義
による主要通常兵器の輸出に関わ
る国家以外の組織についての2002

年から06 年までの合計を用いて算
出。

e. とくに記載のない限り2006 年末の
データ。

f. 高めの数字には国内避難民のベド
ウィンの推計も含まれている。

g. データは記載されている以外の年の
ものである。

h. 低めの推計値は1994 年からの累
計値であり、高めの数字は1985
年からの累計値である。

i. この数字にはアルメニアからナゴル
ノカラバフへの推計 30,000人の避
難民が含まれていない。

j. アルジェリア政府によれば、ティン
ドーフキャンプには、推計165,000
人のサハラウィ難民がいるといわれ
ている。

k. 低めの推計値は 2000 年以降、主
に住居の破壊により立ち退きを余儀
なくされた国内避難民だけを含んで

いる。また、高めの推計値は1967
年以降の累計値。

l. 推計値からは、その国のある特定
地域や国内避難民集団が除外され
ている。

m. 対立を生じさせるような強制退去が
パキスタンのバロチスタンとワジリス
タンで起こっているが、アクセスでき
ないので、いかなる推計もできない。

n. 数字はアフガニスタンの人々のキャ
ンプにおける生活を示し、国連高等
弁務官事務所の好意による。

o. あきらかに政治的暴力や土地買収に
よって強制退去を余儀なくされた人
は含まれていない。また、最近仕事
や生計の手段を失ったことで強制
退去を余儀なくされた人も含まれて
いない。 

p. データは独自のデータソースによっ
て得られた総計。

出典）
第1列：IDMC（国内避難民監視セン
ター）2007
第 2、3 列：UNHCR（国連難民高等弁
務官事務所）2007
第 4－6 列：SIPRI（ストックホルム国
際平和研究所）2007a.
第 7 列：SIPRI 2007aの兵器輸出デー
タをもとに算出。
第 8列：IIS（国際戦略研究所） 2007
第 9 列：IISS 2007の兵器データをも
とに算出。
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人間開発高位国
1 アイスランド 1.0 119 40 6 1928

2 ノルウェー 0.8 3,048 66 5 1979

3 オーストラリア 1.3 25,353 126 7 1985

4 カナダ 1.9 34,096 f 107 f 5 1998

5 アイルランド 0.9 3,080 72 4 1990

6 スウェーデン 2.4 7,450 82 5 1972

7 スイス 2.9 6,111 83 5 1992

8 日本 0.5 79,055 62 6 .. g

9 オランダ 1.0 21,013 128 9 1982

10 フランス 1.6 52,009 f 85 f 4 1981

11 フィンランド 2.8 3,954 75 6 1972

12 米国 5.6 2,186,230 738 9 .. g

13 スペイン 1.2 64,215 145 8 1995

14 デンマーク 0.8 4,198 77 5 1978

15 オーストリア 0.8 8,766 105 5 1968

16 英国 2.1 88,458 f 124 f 6 f 1998

17 ベルギー 1.5 9,597 91 4 1996

18 ルクセンブルク 0.9 768 167 5 1979

19 ニュージーランド 1.3 7,620 186 6 1989

20 イタリア 1.2 61,721 f 104 f 5 1994

21 香港 0.6 11,580 168 20 ..

22 ドイツ 1.0 78,581 95 5 1987

23 イスラエル 2.6 13,909 209 2 1954 h

24 ギリシャ 0.8 9,984 90 6 2004

25 シンガポール 0.5 15,038 f 350 f 11 .. g

26 韓国 2.2 45,882 97 5 .. g

27 スロベニア 1.5 1,301 65 4 1989

28 キプロス 1.7 580 f 76 f 3 2002

29 ポルトガル 1.8 12,870 121 7 1976

30 ブルネイ 1.4 529 140 8 1957 i

31 バルバドス 7.5 997 367 5 .. g

32 チェコ 2.2 18,950 185 5 1990

33 クウェート 1.0 3,500 130 15 .. g

34 マルタ 1.8 352 86 4 2000

35 カタール 0.8 465 55 1 .. g

36 ハンガリー 2.1 15,720 156 6 1990

37 ポーランド 1.6 87,901 230 3 1997

38 アルゼンチン 9.5 54,472 140 5 1984 h

39 アラブ首長国連邦 0.6 8,927 288 11 .. g

40 チリ 1.7 39,916 240 7 2001 h

41 バーレーン 1.0 701 95 .. .. g

42 スロバキア 2.3 8,493 158 5 1990

43 リトアニア 9.4 8,124 240 3 1998

44 エストニア 6.8 4,463 333 4 1998

45 ラトビア 8.6 6,676 292 6 1999 h

46 ウルグアイ 5.6 6,947 193 6 1907

47 クロアチア 1.8 3,594 81 5 1990

48 コスタリカ 6.2 7,782 181 7 1877

49 バハマ 15.9 f 1,500 462 2 .. g

50 セーシェル 7.4 193 239 8 1993

51 キューバ .. 55,000 487 .. .. g

52 メキシコ 13.0 214,450 196 5 2005

53 ブルガリア 3.1 11,436 148 3 1998
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54 セントクリストファー・ネーヴィス 4.8 f 214 547 1 .. g

55 トンガ 2.0 f 128 114 6 1982 i

56 リビア .. 11,790 207 3 .. g

57 アンティグア・バーブーダ .. 176 225 3 .. g

58 オマーン 0.6 2,020 81 5 .. g

59 トリニダード・トバゴ .. 3,851 296 3 .. g

60 ルーマニア 2.4 35,429 164 5 1989

61 サウジアラビア 0.9 28,612 132 6 .. g

62 パナマ 9.6 11,649 364 7 1922

63 マレーシア 2.4 35,644 141 7 .. g

64 ベラルーシ 8.3 41,583 426 8 .. g

65 モーリシャス 2.5 2,464 205 6 1995

66 ボスニア・ヘルツェゴビナ .. 1,526 59 3 2001

67 ロシア 19.9 869,814 611 7 1999 i

68 アルバニア 5.7 3,491 111 3 2007

69 マケドニア・旧ユーゴスラビア 2.3 2,026 99 2 1991

70 ブラジル .. 361,402 191 6 1979 h

人間開発中位国
71 ドミニカ 2.8 289 419 (.) .. g

72 セントルシア .. 503 303 2 .. g

73 カザフスタン 16.8 f 49,292 340 7 .. g

74 ベネズエラ 33.2 19,853 74 6 1863

75 コロンビア 62.7 62,216 134 6 1910

76 ウクライナ 7.4 165,716 356 6 1999

77 サモア .. 223 123 9 2004

78 タイ 8.5 164,443 256 17 .. g

79 ドミニカ共和国 .. 12,725 143 3 1966

80 ベリーズ .. 1,359 487 2 .. g

81 中国 2.1 f 1,548,498 f 118 f 5 .. g

82 グレナダ .. 237 265 1 1978 i

83 アルメニア 2.5 2,879 89 3 2003

84 トルコ 3.8 65,458 91 3 2004

85 スリナム 10.3 1,600 356 6 1982 i

86 ヨルダン 0.9 f 5,589 104 2 .. g

87 ペルー 5.5 35,642 126 7 1979 h

88 レバノン 5.7 f 5,971 168 4 .. g

89 エクアドル 18.3 12,251 93 11 1906

90 フィリピン 4.3 89,639 108 8 2006

91 チュニジア 1.2 26,000 263 .. 1991 i

92 フィジー 1.7 f 1,113 131 2 1979 h

93 セントビンセント・グレナディーン諸島 .. 367 312 3 .. g

94 イラン 2.9 147,926 214 4 .. g

95 パラグアイ 12.6 5,063 86 5 1992

96 グルジア 6.2 11,731 276 2 1997

97 ガイアナ 13.8 f 1,524 199 4 .. g

98 アゼルバイジャン 2.4 18,259 219 2 1998

99 スリランカ 6.7 23,613 114 4 1976 i

100 モルディブ 1.3 1,125 f 343 f 22 1952 i

101 ジャマイカ 34.4 4,913 182 5 .. g

102 カーボヴェルデ .. 755 178 5 1981

103 エルサルバドル 31.5 12,176 174 6 1983 h

104 アルジェリア 1.4 42,000 127 1 1993 i

105 ベトナム .. 88,414 105 12 .. g

106 パレスチナ占領地区 4.0 .. .. .. .. g
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107 インドネシア 1.1 99,946 45 5 .. g

108 シリア 1.1 10,599 58 7 .. g

109 トルクメニスタン .. 22,000 489 .. 1999

110 ニカラグア 12.8 f 5,610 98 7 1979

111 モルドバ 6.7 8,876 f 247 f 5 1995

112 エジプト 0.4 f 61,845 87 4 .. g

113 ウズベキスタン .. 48,000 184 .. .. g

114 モンゴル 12.8 6,998 269 4 .. g

115 ホンジュラス .. 11,589 161 3 1956

116 キルギス 8.0 15,744 292 5 1998 i

117 ボリビア 2.8 7,710 83 7 1997 h

118 グアテマラ 25.5 7,227 57 5 .. g

119 ガボン .. 2,750 j 212 j .. ..

120 バヌアツ 0.7 f 138 65 4 1980 i

121 南アフリカ 47.5 157,402 335 2 1997

122 タジキスタン 7.6 f 10,804 164 4 .. g

123 サントメ・プリンシペ 6.2 f 155 82 2 1990

124 ボツワナ 0.5 f 6,259 348 5 .. g

125 ナミビア 6.3 4,814 267 2 1990

126 モロッコ 0.5 54,542 175 2 1993 i

127 赤道ギアナ .. .. .. .. .. g

128 インド 3.7 f 332,112 30 4 .. g

129 ソロモン諸島 .. 297 62 1 1966 h

130 ラオス .. 4,020 69 11 .. g

131 カンボジア .. 8,160 58 6 1989

132 ミャンマー 0.2 60,000 120 18 ..

133 ブータン .. .. .. .. 2004

134 コモロ連合 .. 200 30 .. .. g

135 ガーナ .. 12,736 55 2 1957 i

136 パキスタン 0.0 89,370 57 2 .. g

137 モーリタニア .. 815 26 3 k 1987 i

138 レソト 50.7 f 2,924 156 3 .. g

139 コンゴ共和国 .. 918 38 .. 1982 i

140 バングラデシュ .. 71,200 50 3 .. g

141 スワジランド 13.6 2,734 249 3 1968 i

142 ネパール 3.4 7,135 26 8 1997

143 マダガスカル 0.5 f 20,294 107 3 1958 i

144 カメルーン .. 20,000 125 .. .. g

145 パプアニューギニア 9.1 4,056 69 5 1950 i

146 ハイチ .. 3,670 43 7 1987

147 スーダン 0.3 f 12,000 36 2 .. g

148 ケニア .. 47,036 130 4 1987 i

149 ジブチ .. 384 61 .. 1995

150 東ティモール .. 320 41 (.) 1999

151 ジンバブエ 8.4 18,033 139 3 .. g

152 トーゴ .. 3,200 65 2 1960 i

153 イエメン 4.0 14,000 f 83 f .. l .. g

154 ウガンダ 7.4 26,126 95 3 .. g

155 ガンビア .. 450 32 1 1981 i

人間開発低位国
156 セネガル .. 5,360 54 4 2004

157 エリトリア .. .. .. .. .. g

158 ナイジェリア 1.5 f 40,444 30 2 .. g

159 タンザニア 7.5 f 43,911 113 3 .. g
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 注）
a. 犯罪の法的定義が異なるため、厳密
な意味での国同士の比較はできな
い。

b. データは2007年4月4日のもので、
すべての犯罪に対して死刑を廃止し
た年（とくに記載のない場合）

c. データはある特定の1年の中で収
集。

d. データは2007年1月のもの。
e. とくに記載がない限り、データは
2007年1月のもの。

f. データは列の見出しに記載された年、
あるいは期間以外のものを使用して
いるか、標準的な定義とは異なるか、
ある国の一部のみをもとにしている。

g. 死刑制度がいまだに維持されている

国。
h. 死刑制度が一般犯罪として廃止され
ている国。

i. 死刑制度が法的にではないが、実質
的には廃止されている。死刑執行が
ずっと報告されていない。

j. http://www.kcl.ac.uk/depsta/rel/
icps/worldbrief/hihgest_to_lowest_ 
rates.phpから直接ダウンロードした
もの。

k. 2005 年、モーリタニアの首都ヌア
クショットにある主な刑務所に服役
中の 435人の囚人のうち6人が女
性である。

l. 2005 年の報告によれば、イエメン
のサナ中央刑務所の受刑者の2.7％
が女性である。

出典）
第1列：UNODC（国連薬物犯罪事務所） 
2007.
第 2－4列：ICPS（刑務所研究のための
国際センター）2007.
第 5 列：アムネスティ・インターナショナ
ル 2007.
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160 ギニア .. 3,070 37 2 .. g

161 ルワンダ 8.0 f 67,000 f 691 f,j 3 .. g

162 アンゴラ .. 6,008 44 3 1992

163 ベナン .. 5,834 75 4 1987 i

164 マラウイ .. 9,656 74 1 1992 i

165 ザンビア 8.1 14,347 120 3 .. g

166 コートジボワール 4.1 9,274 f 49 f 2 2000

167 ブルンジ .. 7,969 106 3 .. g

168 コンゴ民主共和国 .. 30,000 57 3 .. g

169 エチオピア .. 65,000 92 .. .. g

170 チャド .. 3,416 35 2 .. g

171 中央アフリカ .. 4,168 110 .. 1981 i

172 モザンビーク .. 10,000 51 6 1990

173 マリ .. 4,407 33 2 1980 i

174 ニジェール .. 5,709 46 3 1976 i

175 ギニアビサウ .. .. .. .. 1993

176 ブルキナファソ .. 2,800 23 1 1988 i

177 シエラレオネ .. 1,740 32 .. .. g
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すべての女性と男性との平等を達成するために

ジェンダー開発指数（ＧDＩ）

人間開発高位国
1 アイスランド 1 0.962 83.1 79.9 .. e .. e 101 f 90 f 28,637 f 40,000 f 0

2 ノルウェー 3 0.957 82.2 77.3 .. e .. e 103 f 95 f 30,749 f 40,000 f -1

3 オーストラリア 2 0.960 83.3 78.5 .. e .. e 114 f 112 f 26,311 37,414 1

4 カナダ 4 0.956 82.6 77.9 .. e .. e 101 f,g 98 f,g 25,448 f,h 40,000 f,h 0

5 アイルランド 15 0.940 80.9 76.0 .. e .. e 102 f 98 f 21,076 f 40,000 f -10

6 スウェーデン 5 0.955 82.7 78.3 .. e .. e 100 f 91 f 29,044 36,059 1

7 スイス 9 0.946 83.7 78.5 .. e .. e 83 88 25,056 f 40,000 f -2

8 日本 13 0.942 85.7 78.7 .. e .. e 85 87 17,802 f 40,000 f -5

9 オランダ 6 0.951 81.4 76.9 .. e .. e 98 99 25,625 39,845 3

10 フランス 7 0.950 83.7 76.6 .. e .. e 99 94 23,945 37,169 3

11 フィンランド 8 0.947 82.0 75.6 .. e .. e 105 f 98 f 26,795 37,739 3

12 米国 16 0.937 80.4 75.2 .. e .. e 98 89 25,005 f,h 40,000 f,h -4

13 スペイン 12 0.944 83.8 77.2 .. e .. e 101 f 95 f 18,335 h 36,324 h 1

14 デンマーク 11 0.944 80.1 75.5 .. e .. e 107 f 99 f 28,766 39,288 3

15 オーストリア 19 0.934 82.2 76.5 .. e .. e 93 91 18,397 f 40,000 f -4

16 英国 10 0.944 81.2 76.7 .. e .. e 96 90 26,242 f 40,000 f 6

17 ベルギー 14 0.940 81.8 75.8 .. e .. e 97 94 22,182 f 40,000 f 3

18 ルクセンブルク 23 0.924 81.4 75.4 .. e .. e 85 i 84 i 20,446 f 40,000 f -5

19 ニュージーランド 18 0.935 81.8 77.7 .. e .. e 115 f 102 f 20,666 29,479 1

20 イタリア 17 0.936 83.2 77.2 98.0 98.8 93 88 18,501 h 39,163 h 3

21 香港 22 0.926 84.9 79.1 97.3 j 97.3 j 73 79 22,433 f 40,000 f -1

22 ドイツ 20 0.931 81.8 76.2 .. e .. e 87 88 21,823 37,461 2

23 イスラエル 21 0.927 82.3 78.1 97.7 j 97.7 j 92 87 20,497 h 31,345 h 2

24 ギリシャ 24 0.922 80.9 76.7 94.2 97.8 101 f 97 f 16,738 30,184 0

25 シンガポール .. .. 81.4 77.5 88.6 96.6 .. .. 20,044 39,150 ..

26 韓国 26 0.910 81.5 74.3 .. e .. e 89 f 102 f 12,531 31,476 -1

27 スロベニア 25 0.914 81.1 73.6 99.6 f,k 99.7 f,k 99 90 17,022 h 27,779 h 1

28 キプロス 27 0.899 81.5 76.6 95.1 98.6 78 77 16,805 l 27,808 l 0

29 ポルトガル 28 0.895 80.9 74.5 92.0 k 95.8 k 93 87 15,294 25,881 0

30 ブルネイ 31 0.886 79.3 74.6 90.2 95.2 79 76 15,658 h,m 37,506 h,m -2

31 バルバドス 30 0.887 79.3 73.6 99.7 f,j 99.7 f,j 94 g 84 g 12,868 h,m 20,309 h,m 0

32 チェコ 29 0.887 79.1 72.7 .. e .. e 84 82 13,992 27,440 2

33 クウェート 32 0.884 79.6 75.7 91.0 94.4 79 71 12,623 h 36,403 h 0

34 マルタ 33 0.873 81.1 76.8 89.2 86.4 81 81 12,834 25,623 0

35 カタール 37 0.863 75.8 74.6 88.6 89.1 85 71 9,211 h,m 37,774 h,m -3

36 ハンガリー 34 0.872 77.0 68.8 .. e .. e 93 86 14,058 22,098 1

37 ポーランド 35 0.867 79.4 71.0 .. e .. e 91 84 10,414 h 17,493 h 1

38 アルゼンチン 36 0.865 78.6 71.1 97.2 97.2 94 g 86 g 10,063 h 18,686 h 1

39 アラブ首長国連邦 43 0.855 81.0 76.8 87.8 k 89.0 k 68 g 54 g 8,329 h 33,555 h -5

40 チリ 40 0.859 81.3 75.3 95.6 95.8 82 84 6,871 h 17,293 h -1

41 バーレーン 42 0.857 77.0 73.9 83.6 88.6 90 82 10,496 29,796 -2

42 スロバキア 39 0.860 78.2 70.3 .. e .. e 80 77 11,777 h 20,218 h 2

43 リトアニア 38 0.861 78.0 66.9 99.6 f 99.6 f 97 87 12,000 17,349 4

44 エストニア 41 0.858 76.8 65.5 99.8 f 99.8 f 99 86 12,112 h 19,430 h 2

45 ラトビア 44 0.853 77.3 66.5 99.7 f 99.8 f 97 83 10,951 16,842 0

46 ウルグアイ 45 0.849 79.4 72.2 97.3 96.2 95 g 83 g 7,203 h 12,890 h 0

47 クロアチア 46 0.848 78.8 71.8 97.1 f 99.3 f 75 g 72 g 10,587 15,687 0

48 コスタリカ 47 0.842 80.9 76.2 95.1 94.7 74 72 6,983 13,271 0

49 バハマ 48 0.841 75.0 69.6 95.0 j 95.0 j 71 71 14,656 h,l 20,803 h,l 0

50 セーシェル .. .. .. .. 92.3 91.4 84 81 .. h .. h ..

51 キューバ 49 0.839 79.8 75.8 99.8 f 99.8 f 92 83 4,268 h,m 9,489 h,m 0

52 メキシコ 51 0.820 78.0 73.1 90.2 93.2 76 75 6,039 15,680 -1

53 ブルガリア 50 0.823 76.4 69.2 97.7 98.7 81 82 7,176 11,010 1
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54 セントクリストファー・ネーヴィス .. .. .. .. .. .. 74 72 .. h,l .. h,l ..

55 トンガ 53 0.814 73.8 71.8 99.0 98.8 81 79 5,243 h 10,981 h -1

56 リビア 62 0.797 76.3 71.1 74.8 k 92.8 k 97 g 91 g 4,054 h,m 13,460 h,m -9

57 アンティグア・バーブーダ .. .. .. .. .. .. .. .. .. h,l .. h,l ..

58 オマーン 67 0.788 76.7 73.6 73.5 86.9 67 67 4,516 h,l 23,880 h,l -13

59 トリニダード・トバゴ 56 0.808 71.2 67.2 97.8 k 98.9 k 66 64 9,307 h 20,053 h -1

60 ルーマニア 54 0.812 75.6 68.4 96.3 98.4 79 75 7,443 10,761 2

61 サウジアラビア 70 0.783 74.6 70.3 76.3 87.5 76 76 4,031 h 25,678 h -13

62 パナマ 55 0.810 77.8 72.7 91.2 92.5 83 76 5,537 9,636 3

63 マレーシア 58 0.802 76.1 71.4 85.4 92.0 77 g 72 g 5,751 15,861 1

64 ベラルーシ 57 0.803 74.9 62.7 99.4 f 99.8 f 91 87 6,236 9,835 3

65 モーリシャス 63 0.796 75.8 69.1 80.5 88.2 75 76 7,407 h 18,098 h -2

66 ボスニア・ヘルツェゴビナ .. .. 77.1 71.8 94.4 f 99.0 f .. .. 2,864 h,m 4,341 h,m ..

67 ロシア 59 0.801 72.1 58.6 99.2 f 99.7 f 93 85 8,476 h 13,581 h 3

68 アルバニア 61 0.797 79.5 73.1 98.3 f 99.2 f 68 g 69 g 3,728 h 6,930 h 2

69 マケドニア・旧ユーゴスラビア 64 0.795 76.3 71.4 94.1 98.2 71 69 4,676 h 9,734 h 0

70 ブラジル 60 0.798 75.5 68.1 88.8 88.4 89 g 86 g 6,204 10,664 5

人間開発中位国
71 ドミニカ .. .. .. .. .. .. 84 78 .. h,l .. h,l ..

72 セントルシア .. .. 75.0 71.3 .. .. 78 72 4,501 h,l 8,805 h,l ..

73 カザフスタン 65 0.792 71.5 60.5 99.3 f 99.8 f 97 91 6,141 9,723 1

74 ベネズエラ 68 0.787 76.3 70.4 92.7 93.3 76 g 73 g 4,560 h 8,683 h -1

75 コロンビア 66 0.789 76.0 68.7 92.9 92.8 77 74 5,680 8,966 2

76 ウクライナ 69 0.785 73.6 62.0 99.2 f 99.7 f 87 86 4,970 9,067 0

77 サモア 72 0.776 74.2 67.8 98.3 k 98.9 k 76 72 3,338 h 8,797 h -2

78 タイ 71 0.779 74.5 65.0 90.5 94.9 72 71 6,695 10,732 0

79 ドミニカ共和国 74 0.773 74.8 68.6 87.2 86.8 78 g 70 g 4,907 h 11,465 h -2

80 ベリーズ 52 0.814 79.1 73.1 94.6 j 94.6 j 81 83 4,022 h 10,117 h 21

81 中国 73 0.776 74.3 n 71.0 n 86.5 95.1 69 70 5,220 h 8,213 h 1

82 グレナダ .. .. 69.8 66.5 .. .. 74 72 .. h,l .. h,l ..

83 アルメニア 75 0.772 74.9 68.2 99.2 f 99.7 f 74 68 3,893 h 6,150 h 0

84 トルコ 79 0.763 73.9 69.0 79.6 95.3 64 73 4,385 12,368 -3

85 スリナム 78 0.767 73.0 66.4 87.2 92.0 82 72 4,426 h 11,029 h -1

86 ヨルダン 80 0.760 73.8 70.3 87.0 95.2 79 77 2,566 8,270 -2

87 ペルー 76 0.769 73.3 68.2 82.5 93.7 87 85 4,269 h 7,791 h 3

88 レバノン 81 0.759 73.7 69.4 93.6 j 93.6 j 86 83 2,701 h 8,585 h -1

89 エクアドル .. .. 77.7 71.8 89.7 92.3 .. .. 3,102 h 5,572 h ..

90 フィリピン 77 0.768 73.3 68.9 93.6 91.6 83 79 3,883 6,375 4

91 チュニジア 83 0.750 75.6 71.5 65.3 83.4 79 74 3,748 h 12,924 h -1

92 フィジー 82 0.757 70.6 66.1 95.9 j 95.9 j 76 74 3,928 h 8,103 h 1

93 セントビンセント・グレナディーン諸島 .. .. 73.2 69.0 .. .. 70 68 4,449 h 8,722 h ..

94 イラン 84 0.750 71.8 68.7 76.8 88.0 73 73 4,475 h 11,363 h 0

95 パラグアイ 86 0.744 73.4 69.2 92.7 k 94.3 k 70 g 69 g 2,358 6,892 -1

96 グルジア .. .. 74.5 66.7 .. .. 77 75 1,731 5,188 ..

97 ガイアナ 88 0.742 68.1 62.4 99.2 f,j 99.2 f,j 87 84 2,665 h 6,467 h -2

98 アゼルバイジャン 87 0.743 70.8 63.5 98.2 f 99.5 f 66 68 3,960 h 6,137 h 0

99 スリランカ 89 0.735 75.6 67.9 89.1 o 92.3 o 64 g 63 g 2,647 6,479 -1

100 モルディブ 85 0.744 67.6 66.6 96.4 96.2 66 65 3,992 h,m 7,946 h,m 4

101 ジャマイカ 90 0.732 74.9 69.6 85.9 o 74.1 o 82 74 3,107 h 5,503 h 0

102 カーボヴェルデ 93 0.723 73.8 67.5 75.5 k 87.8 k 66 67 3,087 h 8,756 h -2

103 エルサルバドル 92 0.726 74.3 68.2 79.2 k 82.1 k 70 70 3,043 7,543 0

104 アルジェリア 95 0.720 73.0 70.4 60.1 79.6 74 73 3,546 h 10,515 h -2

105 ベトナム 91 0.732 75.7 71.9 86.9 93.9 62 66 2,540 h 3,604 h 3

106 パレスチナ占領地区 .. .. 74.4 71.3 88.0 96.7 84 81 .. .. ..
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107 インドネシア 94 0.721 71.6 67.8 86.8 94.0 67 70 2,410 h 5,280 h 1

108 シリア 96 0.710 75.5 71.8 73.6 87.8 63 67 1,907 h 5,684 h 0

109 トルクメニスタン .. .. 67.0 58.5 98.3 f 99.3 f .. .. 6,108 h,m 9,596 h,m ..

110 ニカラグア 99 0.696 75.0 69.0 76.6 76.8 72 70 1,773 h 5,577 h -2

111 モルドバ 97 0.704 72.0 64.7 98.6 f,k 99.6 f,k 73 67 1,634 h 2,608 h 1

112 エジプト .. .. 73.0 68.5 59.4 83.0 .. .. 1,635 7,024 ..

113 ウズベキスタン 98 0.699 70.0 63.6 99.6 f,j 99.6 f,j 72 g 75 g 1,547 h 2,585 h 1

114 モンゴル 100 0.695 69.2 62.8 97.5 98.0 83 72 1,413 h 2,799 h 0

115 ホンジュラス 101 0.694 73.1 65.8 80.2 79.8 74 68 2,160 h 4,680 h 0

116 キルギス 102 0.692 69.6 61.7 98.1 f 99.3 f 80 76 1,414 h 2,455 h 0

117 ボリビア 103 0.691 66.9 62.6 80.7 93.1 84 g 90 g 2,059 h 3,584 h 0

118 グアテマラ 104 0.675 73.2 66.2 63.3 75.4 64 70 2,267 h 6,990 h 0

119 ガボン 105 0.670 56.9 55.6 79.7 k 88.5 k 68 g 72 g 5,049 h 8,876 h 0

120 バヌアツ .. .. 71.3 67.5 .. .. 61 66 2,601 h 3,830 h ..

121 南アフリカ 107 0.667 52.0 49.5 80.9 84.1 77 g 77 g 6,927 h 15,446 h -1

122 タジキスタン 106 0.669 69.0 63.8 99.2 f 99.7 f 64 77 992 h 1,725 h 1

123 サントメ・プリンシペ 110 0.637 66.7 63.0 77.9 92.2 65 65 1,022 h 3,357 h -2

124 ボツワナ 109 0.639 48.4 47.6 81.8 80.4 70 69 5,913 19,094 0

125 ナミビア 108 0.645 52.2 50.9 83.5 86.8 66 63 5,527 h 9,679 h 2

126 モロッコ 112 0.621 72.7 68.3 39.6 65.7 55 62 1,846 h 7,297 h -1

127 赤道ギアナ 111 0.631 51.6 49.1 80.5 93.4 52 g 64 g 4,635 h,l 10,814 h,l 1

128 インド 113 0.600 65.3 62.3 47.8 o 73.4 o 60 68 1,620 h 5,194 h 0

129 ソロモン諸島 .. .. 63.8 62.2 .. .. 46 50 1,345 h 2,672 h ..

130 ラオス 115 0.593 64.5 61.9 60.9 77.0 56 67 1,385 h 2,692 h -1

131 カンボジア 114 0.594 60.6 55.2 64.1 84.7 56 64 2,332 h 3,149 h 1

132 ミャンマー .. .. 64.2 57.6 86.4 93.9 51 48 .. .. ..

133 ブータン .. .. 66.5 63.1 .. .. .. .. 2,141 h,m 4,463 h,m ..

134 コモロ連合 116 0.554 66.3 62.0 63.9 j 63.9 j 42 50 1,337 h 2,643 h 0

135 ガーナ 117 0.549 59.5 58.7 49.8 66.4 48 53 2,056 h 2,893 h 0

136 パキスタン 125 0.525 64.8 64.3 35.4 64.1 34 45 1,059 h 3,607 h -7

137 モーリタニア 118 0.543 65.0 61.5 43.4 59.5 45 47 1,489 h 2,996 h 1

138 レソト 119 0.541 42.9 42.1 90.3 73.7 67 65 2,340 h 4,480 h 1

139 コンゴ共和国 120 0.540 55.2 52.8 79.0 k 90.5 k 48 54 841 h 1,691 h 1

140 バングラデシュ 121 0.539 64.0 62.3 40.8 53.9 56 g 56 g 1,282 h 2,792 h 1

141 スワジランド 123 0.529 41.4 40.4 78.3 80.9 58 62 2,187 7,659 0

142 ネパール 128 0.520 62.9 62.1 34.9 62.7 54 62 1,038 h 2,072 h -4

143 マダガスカル 122 0.530 60.1 56.7 65.3 76.5 58 61 758 h 1,090 h 3

144 カメルーン 126 0.524 50.2 49.4 59.8 77.0 57 68 1,519 h 3,086 h 0

145 パプアニューギニア 124 0.529 60.1 54.3 50.9 63.4 38 g 43 g 2,140 h 2,960 h 3

146 ハイチ .. .. 61.3 57.7 56.5 j 56.5 j .. .. 1,146 h 2,195 h ..

147 スーダン 131 0.502 58.9 56.0 51.8 o 71.1 o 35 39 832 h 3,317 h -3

148 ケニア 127 0.521 53.1 51.1 70.2 77.7 59 62 1,126 1,354 2

149 ジブチ 129 0.507 55.2 52.6 79.9 j 79.9 j 22 29 1,422 h 2,935 h 1

150 東ティモール .. .. 60.5 58.9 .. .. 71 73 .. h .. h ..

151 ジンバブエ 130 0.505 40.2 41.4 86.2 k 92.7 k 51 g 54 g 1,499 h 2,585 h 1

152 トーゴ 134 0.494 59.6 56.0 38.5 68.7 46 64 907 h 2,119 h -2

153 イエメン 136 0.472 63.1 60.0 34.7 k 73.1 k 43 67 424 h 1,422 h -3

154 ウガンダ 132 0.501 50.2 49.1 57.7 76.8 62 64 1,199 h 1,708 h 2

155 ガンビア 133 0.496 59.9 57.7 49.9 j 49.9 j 49 g 51 g 1,327 h 2,525 h 2

開発低位国
156 セネガル 135 0.492 64.4 60.4 29.2 51.1 37 42 1,256 h 2,346 h 1

157 エリトリア 137 0.469 59.0 54.0 71.5 j 71.5 j 29 41 689 1,544 0

158 ナイジェリア 139 0.456 47.1 46.0 60.1 k 78.2 k 51 61 652 h 1,592 h -1

159 タンザニア 138 0.464 52.0 50.0 62.2 77.5 49 52 627 h 863 h 1
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（15歳以上割合:％）
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初・中・高等
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2005
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  365  

 1 アイスランド
 2 オーストラリア
 3 ノルウェー
 4 カナダ
 5 スウェーデン
 6 オランダ
 7 フランス
 8 フィンランド
 9 スイス
 10 英国
 11 デンマーク
 12 スペイン
 13 日本
 14 ベルギー
 15 アイルランド
 16 米国
 17 イタリア
 18 ニュージーランド
 19 オーストリア
 20 ドイツ
 21 イスラエル
 22 香港
 23 ルクセンブルク
 24 ギリシャ
 25 スロベニア
 26 韓国
 27 キプロス

 28 ポルトガル
 29 チェコ
 30 バルバドス
 31 ブルネイ
 32 クウェート
 33 マルタ
 34 ハンガリー
 35 ポーランド
 36 アルゼンチン
 37 カタール
 38 リトアニア
 39 スロバキア
 40 チリ
 41 エストニア
 42 バーレーン
 43 アラブ首長国連邦
 44 ラトビア
 45 ウルグアイ
 46 クロアチア
 47 コスタリカ
 48 バハマ
 49 キューバ
 50 ブルガリア
 51 メキシコ
 52 ベリーズ
 53 トンガ
 54 ルーマニア

 55 パナマ
 56 トリニダード・トバゴ
 57 ベラルーシ
 58 マレーシア
 59 ロシア
 60 ブラジル
 61 アルバニア
 62 リビア
 63 モーリシャス
 64 マケドニア・旧ユーゴスラビア
 65 カザフスタン
 66 コロンビア
 67 オマーン
 68 ベネズエラ
 69 ウクライナ
 70 サウジアラビア
 71 タイ
 72 サモア
 73 中国
 74 ドミニカ共和国
 75 アルメニア
 76 ペルー
 77 フィリピン
 78 スリナム
 79 トルコ
 80 ヨルダン
 81 レバノン

 82 フィジー
 83 チュニジア
 84 イラン
 85 モルディブ
 86 パラグアイ
 87 アゼルバイジャン
 88 ガイアナ
 89 スリランカ
 90 ジャマイカ
 91 ベトナム
 92 エルサルバドル
 93 カーボヴェルデ
 94 インドネシア
 95 アルジェリア
 96 シリア
 97 モルドバ
 98 ウズベキスタン
 99 ニカラグア
 100 モンゴル
 101 ホンジュラス
 102 キルギス
 103 ボリビア
 104 グアテマラ
 105 ガボン
 106 タジキスタン
 107 南アフリカ
 108 ナミビア

 109 ボツワナ
 110 サントメ・プリンシペ
 111 赤道ギニア
 112 モロッコ
 113 インド
 114 カンボジア
 115 ラオス
 116 コモロ連合
 117 ガーナ
 118 モーリタニア
 119 レソト
 120 コンゴ共和国
 121 バングラデシュ
 122 マダガスカル
 123 スワジランド
 124 パプアニューギニア
 125 パキスタン
 126 カメルーン
 127 ケニア
 128 ネパール
 129 ジブチ
 130 ジンバブエ
 131 スーダン
 132 ウガンダ
 133 ガンビア
 134 トーゴ
 135 セネガル

 136 イエメン
 137 エリトリア
 138 タンザニア
 139 ナイジェリア
 140 ルワンダ
 141 ギニア
 142 アンゴラ
 143 マラウイ
 144 ザンビア
 145 ベナン
 146 コートジボワール
 147 ブルンジ
 148 コンゴ民主共和国
 149 エチオピア
 150 モザンビーク
 151 マリ
 152 チャド
 153 中央アフリカ
 154 ブルキナファソ
 155 ニジェール
 156 ギニアビサウ
 157 シエラレオネ

157カ国のGDIランク
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 注）
a. とくに記載のない限り、データは
1995年から2005年の間に行われ
た国勢調査かその他の調査による
各国の識字推計値。算出方法およ
び基礎データが提出された時期が
異なるため、国同士の比較、期間に
わたっての比較には注意が必要とな
る。詳細はhttp://www.uis.unesco.
org 参照のこと。

b. 国のデータの中には、各国の調査あ
るいはUNESCO 統計研究所の推
計によるもの。詳細はhttp://www.
uis.unesco.org 参照のこと。

c. ジェンダー別の所得データがないた
め、男女の勤労所得は女性の非農
業従事者の男性非農業従事者に対
する賃金比率、女性と男性の経済
活動人口の割合、男女総人口およ
び1人あたりGDP（PPP US＄)を
もとに単純推計したもの（テクニカ
ルノート1参照のこと）。賃金単価
は直近で使用可能な1996 年から

2005 年までのデータをもとに算
出。

d. この計算で用いられているHDIラン
クは、GDI 値がわかっている157
カ国について計算したもの。したがっ
て、正数はGDIランクが HDIラン
クより高いことを示し、負数はその
逆となる。

e. GDI の計算には、99.0％を使用。
f. GDI の計算には、この表に見られる
女性および男性の数字は、成人識
字能力の最大値（99％）、総就学率
（100％）、および1人あたりGDP
（$40,000）を反映して少なく見積
もられている。さらに詳しくは、「テク
ニカルノート1」を参照のこと。

g. データは記載された年度より以前の
ものである。

h. 賃金に関するデータがないため、男
女の推定勤労所得推計値の算出に
は、女性非農業従事者の男性非農
業従事者に対する賃金比率に、0.75
を使用。

i. Statec.2006
j. 最新データがないので、推計値は、
最新でない国勢調査やその他の調
査データに基づくUNESCO 統計
研究所2003をもとにしているため、
解釈には注意が必要である。

k. UNESCO 統計研究所の推計は
Global AGE-SPECIFIC LITERA-
CY PROJECTIONS MODEL（ 地
球規模の年齢別の識字予測モデル）
に基づいている。

l. 以前のデータは 2005 年のそれら
の値を反映して調整されている。

m. Heston, Alan, Robert Summers 
and Bettina Aten.2006. データは
一般の定義と異なることもある。

n. 中国の重症急性呼吸器症候群によ
り、統計上の目的で、中国のデータ
には香港、マカオは含まれていない。

o. データは記載されている年あるいは
期間と異なるか、一般的な定義と異
なるか、あるいは国の一部のみの
データをもとにしている。

出典）
第1列：第 2列のGDI 値をもとに決め
られている。
第 2列：第 3-10 列のデータをもとに算
出。詳細は「テクニカルノート1」を参照
のこと。
第 3、4列：UN2007e.
第 5、6 列：UNESCO 統 計 研 究 所
2007a.
第 7、8 列：UNESCO 統 計 研 究 所
2007c.
第 9、10 列：とくに記載のない限り、
World Bank2007b の 1人あたりGDP
（PPP US$）と人口についてのデータ、
ILO2007b の賃金についてのデータ、
および ILO2005 の経済活動人口につ
いてのデータをもとにして算出。
第11列：第1列で再計算されたHDIラ
ンクとGDIランクをもとに算出。

160 ギニア 141 0.446 56.4 53.2 18.1 42.6 38 52 1,876 h 2,734 h -1

161 ルワンダ 140 0.450 46.7 43.6 59.8 71.4 51 51 1,031 h 1,392 h 1

162 アンゴラ 142 0.439 43.3 40.1 54.2 82.9 24 g 28 g 1,787 h 2,898 h 0

163 ベナン 145 0.422 56.5 54.1 23.3 47.9 42 59 732 h 1,543 h -2

164 マラウイ 143 0.432 46.7 46.0 54.0 74.9 62 64 565 h 771 h 1

165 ザンビア 144 0.425 40.6 40.3 59.8 76.3 58 63 725 h 1,319 h 1

166 コートジボワール 146 0.413 48.3 46.5 38.6 60.8 32 g 47 g 795 h 2,472 h 0

167 ブルンジ 147 0.409 49.8 47.1 52.2 67.3 34 42 611 h 791 h 0

168 コンゴ民主共和国 148 0.398 47.1 44.4 54.1 80.9 28 g 39 g 488 h 944 h 0

169 エチオピア 149 0.393 53.1 50.5 22.8 50.0 36 48 796 h 1,316 h 0

170 チャド 152 0.370 51.8 49.0 12.8 40.8 28 47 1,126 h 1,735 h -2

171 中央アフリカ 153 0.368 45.0 42.3 33.5 64.8 23 g 36 g 933 h 1,530 h -2

172 モザンビーク 150 0.373 43.6 42.0 25.0 54.8 48 58 1,115 h 1,378 h 2

173 マリ 151 0.371 55.3 50.8 15.9 32.7 31 42 833 h 1,234 h 2

174 ニジェール 155 0.355 54.9 56.7 15.1 42.9 19 26 561 h 991 h -1

175 ギニアビサウ 156 0.355 47.5 44.2 60.0 60.0 j 29 g 45 g 558 h 1,103 h -1

176 ブルキナファソ 154 0.364 52.9 49.8 16.6 31.4 25 33 966 h 1,458 h 2

177 シエラレオネ 157 0.320 43.4 40.2 24.2 46.7 38 g 52 g 507 h 1,114 h 0
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ジェンダー・エンパワーメント指数
（GEM）

MDG
女性の国会議席数 a

（全体に占める割合）
（％）

女性の議員、
高官、管理職 b

（全体に占める割合）
（％）

女性の専門職
と技術職 b

（全体に占める割合）
（％）

男性に
対する女性の

勤労推定所得比率 b

（全体に占める割合）
（％）ランク GEM値
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人間開発高位国
1 アイスランド 5 0.862 31.7 27 56 0.72

2 ノルウェー 1 0.910 37.9 30 50 0.77

3 オーストラリア 8 0.847 28.3 37 56 0.70

4 カナダ 10 0.820 24.3 36 56 0.64

5 アイルランド 19 0.699 14.2 31 52 0.53

6 スウェーデン 2 0.906 47.3 30 51 0.81

7 スイス 27 0.660 24.8 8 22 0.63

8 日本 54 0.557 11.1 10 d 46 d 0.45

9 オランダ 6 0.859 36.0 26 50 0.64

10 フランス 18 0.718 13.9 37 47 0.64

11 フィンランド 3 0.887 42.0 30 55 0.71

12 米国 15 0.762 16.3 42 56 0.63

13 スペイン 12 0.794 30.5 32 48 0.50

14 デンマーク 4 0.875 36.9 25 53 0.73

15 オーストリア 13 0.788 31.0 27 49 0.46

16 英国 14 0.783 19.3 34 47 0.66

17 ベルギー 7 0.850 35.7 32 49 0.55

18 ルクセンブルク .. .. 23.3 .. .. 0.51

19 ニュージーランド 11 0.811 32.2 36 53 0.70

20 イタリア 21 0.693 16.1 32 46 0.47

21 香港 .. .. .. 27 40 0.56

22 ドイツ 9 0.831 30.6 37 50 0.58

23 イスラエル 28 0.660 14.2 26 54 0.65

24 ギリシャ 37 0.622 13.0 26 49 0.55

25 シンガポール 16 0.761 24.5 26 44 0.51

26 韓国 64 0.510 13.4 8 39 0.40

27 スロベニア 41 0.611 10.8 33 57 0.61

28 キプロス 48 0.580 14.3 15 45 0.60

29 ポルトガル 22 0.692 21.3 34 50 0.59

30 ブルネイ .. .. .. e 26 44 0.42

31 バルバドス 30 0.649 17.6 43 52 0.63

32 チェコ 34 0.627 15.3 30 52 0.51

33 クウェート .. .. 3.1 f .. .. 0.35

34 マルタ 63 0.514 9.2 20 38 0.50

35 カタール 84 0.374 0.0 8 24 0.24

36 ハンガリー 50 0.569 10.4 35 62 0.64

37 ポーランド 39 0.614 19.1 33 61 0.60

38 アルゼンチン 17 0.728 36.8 33 53 0.54

39 アラブ首長国連邦 29 0.652 22.5 8 25 0.25

40 チリ 60 0.519 12.7 25 d 52 d 0.40

41 バーレーン .. .. 13.8 .. .. 0.35

42 スロバキア 33 0.630 19.3 31 58 0.58

43 リトアニア 25 0.669 24.8 43 67 0.69

44 エストニア 31 0.637 21.8 37 70 0.62

45 ラトビア 38 0.619 19.0 42 65 0.65

46 ウルグアイ 59 0.525 10.8 40 54 0.56

47 クロアチア 40 0.612 21.7 24 50 0.67

48 コスタリカ 24 0.680 38.6 25 40 0.53

49 バハマ 20 0.696 22.2 46 60 0.70

50 セーシェル .. .. 23.5 .. .. ..

51 キューバ 26 0.661 36.0 34 d 62 d 0.45

52 メキシコ 46 0.589 21.5 29 42 0.39

53 ブルガリア 42 0.606 22.1 34 60 0.65

TA
B

LE 29 すべての女性と男性との平等を達成するために

ジェンダー・エンパワーメント指数（GEM）
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54 セントクリストファー・ネーヴィス .. .. 0.0 .. .. ..

55 トンガ .. .. 3.3 .. .. 0.48

56 リビア .. .. 7.7 .. .. 0.30

57 アンティグア・バーブーダ .. .. 13.9 45 55 ..

58 オマーン 80 0.391 7.8 9 33 0.19

59 トリニダード・トバゴ 23 0.685 25.4 43 53 0.46

60 ルーマニア 68 0.497 10.7 29 57 0.69

61 サウジアラビア 92 0.254 0.0 31 6 0.16

62 パナマ 49 0.574 16.7 43 51 0.57

63 マレーシア 65 0.504 13.1 23 40 0.36

64 ベラルーシ .. .. 29.8 .. .. 0.63

65 モーリシャス 51 0.562 17.1 25 43 0.41

66 ボスニア・ヘルツェゴビナ .. .. 14.0 .. .. ..

67 ロシア 71 0.489 8.0 39 65 0.62

68 アルバニア .. .. 7.1 .. .. 0.54

69 マケドニア・旧ユーゴスラビア 35 0.625 28.3 29 52 0.48

70 ブラジル 70 0.490 9.3 34 52 0.58

人間開発中位国
71 ドミニカ .. .. 12.9 48 55 ..

72 セントルシア 66 0.502 10.3 g 55 53 0.51

73 カザフスタン 74 0.469 8.6 38 67 0.63

74 ベネズエラ 56 0.542 18.6 27 d 61 d 0.53

75 コロンビア 69 0.496 9.7 38 d 50 d 0.63

76 ウクライナ 75 0.462 8.7 38 64 0.55

77 サモア .. .. 6.1 .. .. 0.38

78 タイ 73 0.472 8.7 29 54 0.62

79 ドミニカ共和国 53 0.559 17.1 32 51 0.43

80 ベリーズ 62 0.517 11.9 41 50 0.40

81 中国 57 0.534 20.3 17 52 0.64

82 グレナダ .. .. 28.6 .. .. ..

83 アルメニア .. .. 9.2 .. .. 0.63

84 トルコ 90 0.298 4.4 7 32 0.35

85 スリナム .. .. 25.5 .. .. 0.40

86 ヨルダン .. .. 7.9 .. .. 0.31

87 ペルー 32 0.636 29.2 34 46 0.55

88 レバノン .. .. 4.7 .. .. 0.31

89 エクアドル 43 0.600 25.0 35 48 0.56

90 フィリピン 45 0.590 22.1 58 61 0.61

91 チュニジア .. .. 19.3 .. .. 0.29

92 フィジー .. .. .. h .. .. 0.48

93 セントビンセント・グレナディーン諸島 .. .. 18.2 .. .. 0.51

94 イラン 87 0.347 4.1 16 34 0.39

95 パラグアイ 78 0.428 9.6 23 54 d 0.34

96 グルジア 79 0.414 9.4 26 62 0.33

97 ガイアナ .. .. 29.0 .. .. 0.41

98 アゼルバイジャン .. .. 11.3 .. .. 0.65

99 スリランカ 85 0.369 4.9 21 46 0.41

100 モルディブ 76 0.437 12.0 15 40 0.50

101 ジャマイカ .. .. 13.6 .. .. 0.56

102 カーボヴェルデ .. .. 15.3 .. .. 0.35

103 エルサルバドル 58 0.529 16.7 33 45 0.40

104 アルジェリア .. .. 6.2 .. 32 0.34

105 ベトナム 52 0.561 25.8 22 51 0.70

106 パレスチナ占領地区 .. .. .. 11 35 ..
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107 インドネシア .. .. 11.3 .. .. 0.46

108 シリア .. .. 12.0 .. 40 d 0.34

109 トルクメニスタン .. .. 16.0 .. .. 0.64

110 ニカラグア .. .. 18.5 .. .. 0.32

111 モルドバ 55 0.547 21.8 39 66 0.63

112 エジプト 91 0.263 3.8 9 30 0.23

113 ウズベキスタン .. .. 16.4 .. .. 0.60

114 モンゴル 77 0.429 6.6 50 54 0.50

115 ホンジュラス 47 0.589 23.4 41 d 52 d 0.46

116 キルギス 89 0.302 0.0 25 57 0.58

117 ボリビア 67 0.500 14.6 36 40 0.57

118 グアテマラ .. .. 8.2 .. .. 0.32

119 ガボン .. .. 13.7 .. .. 0.57

120 バヌアツ .. .. 3.8 .. .. 0.68

121 南アフリカ .. .. 32.8 i .. .. 0.45

122 タジキスタン .. .. 19.6 .. .. 0.57

123 サントメ・プリンシペ .. .. 7.3 .. .. 0.30

124 ボツワナ 61 0.518 11.1 33 51 0.31

125 ナミビア 36 0.623 26.9 30 55 0.57

126 モロッコ 88 0.325 6.4 12 35 0.25

127 赤道ギアナ .. .. 18.0 .. .. 0.43

128 インド .. .. 9.0 .. .. 0.31

129 ソロモン諸島 .. .. 0.0 .. .. 0.50

130 ラオス .. .. 25.2 .. .. 0.51

131 カンボジア 83 0.377 11.4 14 33 0.74

132 ミャンマー .. .. .. j .. .. ..

133 ブータン .. .. 2.7 .. .. ..

134 コモロ連合 .. .. 3.0 .. .. 0.51

135 ガーナ .. .. 10.9 .. .. 0.71

136 パキスタン 82 0.377 20.4 2 26 0.29

137 モーリタニア .. .. 17.6 .. .. 0.50

138 レソト .. .. 25.0 .. .. 0.52

139 コンゴ共和国 .. .. 10.1 .. .. 0.50

140 バングラデシュ 81 0.379 15.1 k 23 12 0.46

141 スワジランド .. .. 16.8 .. .. 0.29

142 ネパール 86 0.351 17.3 l 8 19 0.50

143 マダガスカル .. .. 8.4 .. .. 0.70

144 カメルーン .. .. 8.9 .. .. 0.49

145 パプアニューギニア .. .. 0.9 .. .. 0.72

146 ハイチ .. .. 6.3 .. .. 0.52

147 スーダン .. .. 16.4 .. .. 0.25

148 ケニア .. .. 7.3 .. .. 0.83

149 ジブチ .. .. 10.8 .. .. 0.48

150 東ティモール .. .. 25.3 m .. .. ..

151 ジンバブエ .. .. 22.2 .. .. 0.58

152 トーゴ .. .. 8.6 .. .. 0.43

153 イエメン 93 0.129 0.7 4 15 0.30

154 ウガンダ .. .. 29.8 .. .. 0.70

155 ガンビア .. .. 9.4 .. .. 0.53

人間開発低位国
156 セネガル .. .. 19.2 .. .. 0.54

157 エリトリア .. .. 22.0 .. .. 0.45

158 ナイジェリア .. .. .. .. .. 0.41

159 タンザニア 44 0.597 30.4 49 32 0.73
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 注）
a. とくに記載のない限り、2007年 5
月31日現在のデータ。上院と下院
に分かれている場合、両院に女性の
占める議席比の加重平均。

b. 1994 年から2005 年までの間で入
手可能なデータ。職業標準分類
（ISCO-88）を導入している国の推
定データは、以前の分類（ISCO-68）
を使っている国のものとは、厳密な
意味で比較できない。

c. 指標表 27の 9 列と10 列のデータ
をもとに算出。推計値は、1996 年
から2005 年までの間で入手可能な
最新データをもとにしている。GDI
の計算に関しては、以下の手順で行
われた。GEMの所得要素は低く見
積もっていたが、それぞれの国の最
高目標としての 1人当たりGDP
（40,000 PPP US$）を上回ってい
る。さらに詳細は「テクニカルノート

1」を参照のこと。
d. データは ISCO-1968 の分類によ
る。

e. ブルネイでは現在のところ議会活動
が行われていない。

f. 2006 年の選挙において、女性の立
候補者は1人もいない。2006 年 7
月1人の女性が16人の閣僚の1人
に指名された。閣僚は議会に議席を
持っているので、65人の議員の中
で女性議員は2名となっている。

g. 2006 年の選挙において、女性の立
候補者は1人もいない。しかし、1
人の女性が下院の議長に任命され
て、下院の一員となった。

h. 議会は解散され、無期限中断の状
態にある。

i. 必要に応じて指名される特別輪番制
代表 36人は含まれていない。その
ため、割合は54人の終身議席を基
に計算されている。

j. 1990 年に選出された議員は、一度
も召集されず、出席を正式に認めら
れることもなく、多くの議員が拘留
もしくは亡命を余儀なくされた。

k. 2004 年、総議席数は 300 から
345 へと増加、増えた45 議席は
女性議員に割り当てられた。そこで、
2001年に行われた国民投票におけ
る各政党の得票率にしたがって、議
席を割り振るかたちで、2005 年の
9月と10月に補充された。

l. 移行国民会議は 2007年1月に設
立され、憲法制定議会のための選
挙が 2007年に開催されることに
なっている。

m. 2001年 8月30日に行われた選挙
の目的は、東ティモールの憲法制定
議会のメンバー選出にあった。憲法
制定議会は、新たな選挙を行うこと
なく、独立を達成した 2005 年 5
月20日に、国民議会となった。

出典）
第1列：第2列のGEM値をもとに決定。
第 2列：第 3 列から6 列のデータをも
とに算出。詳しくは「テクニカルノート1」
参照のこと。
第 3列：IPU 2007cにおける議席デー
タを基に算出。
第 4、5 列：ILO 2007b の職業に関す
るデータを基に算出。
第 6 列：指標表 28 の第 9 および10
列のデータを基に算出。

 1 ノルウェー
 2 スウェーデン
 3 フィンランド
 4 デンマーク
 5 アイスランド
 6 オランダ
 7 ベルギー
 8 オーストラリア
 9 ドイツ
 10 カナダ
 11 ニュージーランド
 12 スペイン
 13 オーストリア
 14 英国
 15 米国
 16 シンガポール
 17 アルゼンチン
 18 フランス

 19 アイルランド
 20 バハマ
 21 イタリア
 22 ポルトガル
 23 トリニダード・トバゴ
 24 コスタリカ
 25 リトアニア
 26 キューバ
 27 スイス
 28 イスラエル
 29 アラブ首長国連邦
 30 バルバドス
 31 エストニア
 32 ペルー
 33 スロバキア
 34 チェコ
 35 マケドニア・旧ユー
  ゴスラビア

 36 ナミビア
 37 ギリシャ
 38 ラトビア
 39 ポーランド
 40 クロアチア
 41 スロベニア
 42 ブルガリア
 43 エクアドル
 44 タンザニア
 45 フィリピン
 46 メキシコ
 47 ホンジュラス
 48 キプロス
 49 パナマ
 50 ハンガリー
 51 モーリシャス
 52 ベトナム
 53 ドミニカ共和国

 54 日本
 55 モルドバ
 56 ベネズエラ
 57 中国
 58 エルサルバドル
 59 ウルグアイ
 60 チリ
 61 ボツワナ
 62 ベリーズ
 63 マルタ
 64 韓国
 65 マレーシア
 66 セントルシア
 67 ボリビア
 68 ルーマニア
 69 コロンビア
 70 ブラジル
 71 ロシア

 72 エチオピア
 73 タイ
 74 カザフスタン
 75 ウクライナ
 76 モルディブ
 77 モンゴル
 78 パラグアイ
 79 グルジア
 80 オマーン
 81 バングラデシュ
 82 パキスタン
 83 カンボジア
 84 カタール
 85 スリランカ
 86 ネパール
 87 イラン
 88 モロッコ
 89 キルギス

 90 トルコ
 91 エジプト
 92 サウジアラビア
 93 イエメン
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160 ギニア .. .. 19.3 .. .. 0.69

161 ルワンダ .. .. 45.3 .. .. 0.74

162 アンゴラ .. .. 15.0 .. .. 0.62

163 ベナン .. .. 8.4 .. .. 0.47

164 マラウイ .. .. 13.6 .. .. 0.73

165 ザンビア .. .. 14.6 .. .. 0.55

166 コートジボワール .. .. 8.5 .. .. 0.32

167 ブルンジ .. .. 31.7 .. .. 0.77

168 コンゴ民主共和国 .. .. 7.7 .. .. 0.52

169 エチオピア 72 0.477 21.4 20 30 0.60

170 チャド .. .. 6.5 .. .. 0.65

171 中央アフリカ .. .. 10.5 .. .. 0.61

172 モザンビーク .. .. 34.8 .. .. 0.81

173 マリ .. .. 10.2 .. .. 0.68

174 ニジェール .. .. 12.4 .. .. 0.57

175 ギニアビサウ .. .. 14.0 .. .. 0.51

176 ブルキナファソ .. .. 11.7 .. .. 0.66

177 シエラレオネ .. .. 14.5 .. .. 0.45
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人間開発高位国
1 アイスランド .. .. .. .. 97 e 0.97 e 98 e 0.97 e 109 e 1.03 e 93 e 1.85 e

2 ノルウェー .. .. .. .. 98 1.00 98 1.00 114 1.01 97 1.54

3 オーストラリア .. .. .. .. 97 1.00 104 0.99 144 0.95 80 1.25

4 カナダ .. .. .. .. .. .. 99 e,f 1.00 e,f 116 e,f 0.98 e,f 72 e,f 1.36 e,f

5 アイルランド .. .. .. .. 96 1.00 106 0.99 118 1.09 67 1.27

6 スウェーデン .. .. .. .. 96 1.00 97 1.00 103 1.00 100 1.55

7 スイス .. .. .. .. 93 0.99 101 0.99 91 0.93 43 0.84

8 日本 .. .. .. .. 100 1.00 100 1.00 102 1.00 52 0.89

9 オランダ .. .. .. .. 98 0.99 106 0.98 117 0.98 63 1.08

10 フランス .. .. .. .. 99 f 1.00 f 110 0.99 116 1.00 64 1.29

11 フィンランド .. .. .. .. 98 1.00 99 0.99 113 1.05 101 1.21

12 米国 .. .. .. .. 93 1.01 99 0.99 95 1.02 97 1.40

13 スペイン .. .. .. .. 99 0.99 105 0.98 127 1.05 74 1.22

14 デンマーク .. .. .. .. 96 1.01 99 1.00 126 1.03 94 1.39

15 オーストリア .. .. .. .. 98 e 1.02 e 106 1.00 100 0.95 55 1.20

16 英国 .. .. .. .. 99 1.00 107 1.00 107 1.03 70 1.39

17 ベルギー .. .. .. .. 99 1.00 103 0.99 108 0.97 70 1.24

18 ルクセンブルク .. .. .. .. 95 1.01 100 1.00 97 1.06 13 e,f 1.18 e,f

19 ニュージーランド .. .. .. .. 99 1.00 102 1.00 127 1.07 99 1.50

20 イタリア 98.0 0.99 99.8 1.00 98 0.99 102 0.99 99 0.99 76 1.36

21 香港 .. .. .. .. 90 e 0.94 e 101 0.94 85 0.96 31 0.95

22 ドイツ .. .. .. .. 96 e 1.01 e 101 1.00 99 0.98 .. ..

23 イスラエル .. .. .. .. 98 1.01 110 1.01 92 0.99 66 1.34

24 ギリシャ 94.2 0.96 99.0 1.00 99 1.00 101 1.00 101 0.98 95 1.14

25 シンガポール 88.6 0.92 99.6 1.00 .. .. .. .. .. .. .. ..

26 韓国 .. .. .. .. 99 1.00 104 0.99 93 1.00 69 0.62

27 スロベニア 99.6 g 1.00 g 99.9 g 1.00 g 98 0.99 100 0.99 99 1.00 96 1.43

28 キプロス 95.1 0.96 99.8 1.00 99 e 1.00 e 101 e 1.00 e 97 e 1.02 e 35 e 1.13 e

29 ポルトガル 92.0 g 0.96 g 99.6 g 1.00 g 98 1.00 112 0.96 104 1.10 64 1.30

30 ブルネイ 90.2 0.95 98.9 1.00 94 1.01 107 1.00 98 1.04 20 2.02

31 バルバドス .. .. .. .. 98 1.00 108 1.00 113 1.00 54 f 2.47 f

32 チェコ .. .. .. .. 93 e 1.02 e 100 0.98 97 1.02 52 1.16

33 クウェート 91.0 0.96 99.8 1.00 86 0.99 97 0.98 98 1.06 29 2.66

34 マルタ 89.2 1.03 97.8 1.04 84 0.95 95 0.94 101 1.03 37 1.36

35 カタール 88.6 0.99 97.5 1.03 96 1.00 106 0.99 99 0.98 33 3.45

36 ハンガリー .. .. .. .. 88 0.98 97 0.98 96 0.99 78 1.46

37 ポーランド .. .. .. .. 97 1.00 98 0.99 99 0.99 74 1.41

38 アルゼンチン 97.2 1.00 99.1 1.00 98 f 0.99 f 112 f 0.99 f 89 f 1.07 f 76 f 1.41 f

39 アラブ首長国連邦 87.8 g 0.99 g 95.5 g 0.98 g 70 0.97 82 0.97 66 1.05 39 e,f 3.24 e,f

40 チリ 95.6 1.00 99.2 1.00 89 e 0.98 e 101 0.96 91 1.01 47 0.96

41 バーレーン 83.6 0.94 97.3 1.00 97 1.00 104 0.99 102 1.06 50 2.23

42 スロバキア .. .. .. .. 92 e 1.01 e 98 0.99 95 1.01 46 1.29

43 リトアニア 99.6 1.00 99.7 1.00 89 1.00 95 1.00 96 0.99 93 1.57

44 エストニア 99.8 1.00 99.8 1.00 95 0.99 99 0.97 101 1.01 82 1.66

45 ラトビア 99.7 1.00 99.8 1.00 89 e 1.03 e 90 0.96 98 1.01 96 1.79

46 ウルグアイ 97.3 1.01 99.0 1.01 93 e,f 1.01 e,f 108 f 0.98 f 113 f 1.16 f 55 e,f 2.03 e,f

47 クロアチア 97.1 0.98 99.7 1.00 87 f 0.99 f 94 f 0.99 f 89 f 1.02 f 42 f 1.19 f

48 コスタリカ 95.1 1.00 98.0 1.01 .. .. 109 0.99 82 1.06 28 e 1.26 e

49 バハマ .. .. .. .. 92 1.03 101 1.00 91 1.00 .. ..

50 セーシェル 92.3 1.01 99.4 1.01 100 e,f 1.01 e,f 116 e 1.01 e 105 e 0.99 e .. ..

51 キューバ 99.8 1.00 100.0 1.00 96 0.98 99 0.95 94 1.00 78 e 1.72 e

52 メキシコ 90.2 0.97 97.6 1.00 98 1.00 108 0.98 83 1.07 24 0.99

53 ブルガリア 97.7 0.99 98.1 1.00 93 0.99 101 0.99 101 0.95 47 1.14

TA
B

LE 30 すべての女性と男性との平等を達成するために

教育におけるジェンダー不平等
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54 セントクリストファー・ネーヴィス .. .. .. .. 96 e 1.06 e 102 e 1.06 e 93 e 0.98 e .. ..

55 トンガ 99.0 1.00 99.4 1.00 93 e 0.96 e 112 e 0.95 e 102 e,f 1.08 e,f 8 e,f 1.67 e,f

56 リビア 74.8 g 0.81 g 96.5 g 0.97 g .. .. 106 0.98 107 e 1.19 e 59 e,f 1.09 e,f

57 アンティグア・バーブーダ .. .. .. .. .. .. .. .. .. .. .. ..

58 オマーン 73.5 0.85 96.7 0.99 76 1.01 85 1.00 85 0.96 19 1.09

59 トリニダード・トバゴ 97.8 g 0.99 g 99.5 g 1.00 g 90 e 1.00 e 99 e 0.97 e 82 e 1.04 e 14 e 1.27 e

60 ルーマニア 96.3 0.98 97.8 1.00 92 0.99 106 0.99 86 1.01 50 1.26

61 サウジアラビア 76.3 0.87 94.7 0.98 79 1.03 91 1.00 86 0.96 34 1.47

62 パナマ 91.2 0.99 95.6 0.99 98 0.99 109 0.97 73 1.07 55 1.63

63 マレーシア 85.4 0.93 97.3 1.00 95 f 1.00 f 96 f 1.00 f 81 f 1.14 f 36 f 1.31 f

64 ベラルーシ 99.4 1.00 99.8 1.00 88 e 0.97 e 100 0.97 96 1.01 72 1.37

65 モーリシャス 80.5 0.91 95.4 1.02 96 1.02 102 1.00 88 e 0.99 e 19 1.26

66 ボスニア・ヘルツェゴビナ 94.4 0.95 99.8 1.00 .. .. .. .. .. .. .. ..

67 ロシア 99.2 1.00 99.8 1.00 93 e 1.01 e 128 1.00 91 0.99 82 e 1.36 e

68 アルバニア 98.3 0.99 99.5 1.00 94 f 1.00 f 105 f 0.99 f 77 f 0.96 f 23 f 1.57 f

69 マケドニア、旧ユーゴスラビア 94.1 0.96 98.5 0.99 92 1.00 98 1.00 83 0.98 35 1.38

70 ブラジル 88.8 1.00 97.9 1.02 95 f 1.00 f 135 f 0.93 f 111 f 1.10 f 27 f 1.32 f

人間開発中位国
71 ドミニカ .. .. .. .. 85 e 1.02 e 92 e 0.99 e 106 e 0.97 e .. ..

72 セントルシア .. .. .. .. 96 0.98 107 0.97 85 1.21 20 2.80

73 カザフスタン 99.3 1.00 99.9 1.00 90 0.98 108 0.99 97 0.97 62 1.42

74 ベネズエラ 92.7 0.99 98.1 1.02 92 1.01 104 0.98 79 1.13 41 e,f 1.08 e,f

75 コロンビア 92.9 1.00 98.4 1.01 87 1.00 111 0.98 82 1.11 31 1.09

76 ウクライナ 99.2 0.99 99.8 1.00 83 e 1.00 e 107 1.00 85 0.92 75 1.20

77 サモア 98.3 g 0.99 g 99.4 g 1.00 g 91 e,f 1.00 e,f 100 e 1.00 e 85 e 1.12 e 7 e,f 0.93 e,f

78 タイ 90.5 0.95 97.8 1.00 86 h 0.96 h 94 h 0.96 h 72 h 1.05 h 44 h 1.06 h

79 ドミニカ共和国 87.2 1.00 95.4 1.03 88 1.01 110 0.95 78 1.21 41 e,f 1.64 e,f

80 ベリーズ .. .. .. .. 96 1.03 125 0.96 85 e 1.02 e 4 f 2.43 f

81 中国 86.5 0.91 98.5 0.99 .. .. 112 e 0.99 e 74 e 1.00 e 20 0.95

82 グレナダ .. .. .. .. 83 e 0.99 e 91 e 0.96 e 102 e 1.03 e .. ..

83 アルメニア 99.2 0.99 99.9 1.00 81 1.05 96 1.04 89 1.03 31 1.22

84 トルコ 79.6 0.84 93.3 0.95 87 0.95 91 e 0.95 e 68 e 0.82 e 26 0.74

85 スリナム 87.2 0.95 94.1 0.98 96 1.04 120 1.00 100 1.33 15 f 1.62 f

86 ヨルダン 87.0 0.91 99.0 1.00 90 1.02 96 1.01 88 1.02 40 1.06

87 ペルー 82.5 0.88 96.3 0.98 97 1.00 112 1.00 92 1.01 34 e 1.03 e

88 レバノン .. .. .. .. 92 0.99 105 0.97 93 1.10 54 1.15

89 エクアドル 89.7 0.97 96.5 1.00 98 e,f 1.01 e,f 117 e 1.00 e 61 e 1.00 e .. ..

90 フィリピン 93.6 1.02 96.6 1.03 95 1.02 112 0.99 90 1.12 31 1.23

91 チュニジア 65.3 0.78 92.2 0.96 97 1.01 108 0.97 88 1.09 35 1.40

92 フィジー .. .. .. .. 96 e 0.99 e 105 e 0.98 e 91 e 1.07 e 17 e 1.20 e

93 セントビンセント・グレナディーン諸島 .. .. .. .. 88 0.95 105 0.90 83 1.24 .. ..

94 イラン 76.8 0.87 96.7 0.99 100 1.10 122 1.22 78 0.94 25 1.09

95 パラグアイ 92.7 g 0.98 g 96.1 g 1.00 g 88 f 1.00 f 103 f 0.97 f 64 f 1.02 f 28 e,f 1.34 e,f

96 グルジア .. .. .. .. 92 f 0.99 f 94 1.01 83 1.01 47 1.04

97 ガイアナ .. .. .. .. .. .. 131 0.98 103 1.02 13 2.13

98 アゼルバイジャン 98.2 0.99 99.9 1.00 84 0.98 95 0.98 81 0.96 14 0.90

99 スリランカ 89.1 0.97 96.1 1.01 98 e,f 1.00 e,f 101 e,f 0.99 e,f 83 e,f 1.00 e,f .. ..

100 モルディブ 96.4 1.00 98.3 1.00 79 1.00 93 0.98 78 e,f 1.14 e,f (.) e,f 2.37 e,f

101 ジャマイカ 85.9 1.16 .. .. 90 e 1.00 e 94 1.00 89 1.03 26 e,f 2.29 e,f

102 カーボヴェルデ 75.5 g 0.86 g 96.7 g 1.01 g 89 0.98 105 0.95 70 1.07 7 1.04

103 エルサルバドル 79.2 g 0.96 g 90.3 g 1.04 g 93 1.00 111 0.96 64 1.03 21 1.23

104 アルジェリア 60.1 0.76 86.1 0.92 95 0.98 107 0.93 86 e 1.07 e 24 1.37

105 ベトナム 86.9 0.93 93.6 0.99 .. .. 91 0.94 75 0.97 13 0.71

106 パレスチナ占領地域 88.0 0.91 98.8 1.00 80 0.99 88 0.99 102 1.07 39 e 1.04 e
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107 インドネシア 86.8 0.92 98.5 1.00 94 e 0.96 e 115 e 0.96 e 63 e 0.99 e 15 e 0.79 e

108 シリア 73.6 0.84 90.2 0.95 .. .. 121 0.95 65 0.94 .. ..

109 トルクメニスタン 98.3 0.99 99.8 1.00 .. .. .. .. .. .. .. ..

110 ニカラグア 76.6 1.00 88.8 1.06 86 0.98 110 0.97 71 1.15 19 e,f 1.11 e,f

111 モルドバ 98.6 g 0.99 g 99.7 g 1.00 g 86 e 0.99 e 92 e 0.99 e 83 e 1.03 e 41 e 1.48 e

112 エジプト 59.4 0.71 78.9 0.88 91 e 0.95 e 97 0.94 82 0.92 .. ..

113 ウズベキスタン .. .. .. .. .. .. 99 e,f 0.99 e,f 93 e,f 0.97 e,f 14 e,f 0.80 e,f

114 モンゴル 97.5 1.00 98.4 1.01 85 1.03 94 1.02 98 1.13 54 1.62

115 ホンジュラス 80.2 1.01 90.9 1.05 92 e 1.02 e 113 e 1.00 e 73 e 1.24 e 20 e,f 1.46 e,f

116 キルギス 98.1 0.99 99.7 1.00 86 0.99 97 0.99 87 1.01 46 1.25

117 ボリビア 80.7 0.87 96.1 0.98 96 e,f 1.01 e,f 113 e,f 1.00 e,f 87 f 0.97 f .. ..

118 グアテマラ 63.3 0.84 78.4 0.91 92 0.95 109 0.92 49 0.91 8 e,f 0.72 e,f

119 ガボン 79.7 g 0.90 g 95.1 g 0.98 g .. .. 129 e,f 0.99 e,f 42 e,f 0.86 e,f .. ..

120 バヌアツ .. .. .. .. 93 e 0.98 e 116 e 0.97 e 38 f 0.86 f 4 e,f 0.58 e,f

121 南アフリカ 80.9 0.96 94.3 1.01 87 f 1.00 f 102 f 0.96 f 97 f 1.07 f 17 1.22

122 タジキスタン 99.2 1.00 99.8 1.00 96 0.96 99 0.96 74 0.83 9 0.35

123 サントメ・プリンシペ 77.9 0.85 94.9 0.99 96 0.99 132 0.98 46 1.08 .. ..

124 ボツワナ 81.8 1.02 95.6 1.04 84 e 1.00 e 105 0.98 75 e 1.05 e 5 1.00

125 ナミビア 83.5 0.96 93.5 1.03 74 1.07 100 1.01 60 1.15 7 f 1.15 f

126 モロッコ 39.6 0.60 60.5 0.75 83 0.94 99 0.89 46 e 0.85 e 10 0.85

127 赤道ギニア 80.5 0.86 94.9 1.00 .. .. 111 0.95 22 e,f 0.57 e,f 2 f 0.43 f

128 インド 47.8 0.65 67.7 0.80 85 e 0.93 e 116 e 0.94 e 50 0.80 9 0.70

129 ソロモン諸島 .. .. .. .. .. .. 94 0.95 27 0.83 .. ..

130 ラオス 60.9 0.79 74.7 0.90 81 0.95 108 0.88 40 0.76 7 0.72

131 カンボジア 64.1 0.76 78.9 0.90 98 0.98 129 0.92 24 e,f 0.69 e,f 2 0.46

132 ミャンマー 86.4 0.92 93.4 0.98 91 1.02 101 1.02 40 0.99 .. ..

133 ブータン .. .. .. .. .. .. .. .. .. .. .. ..

134 コモロ連合 .. .. .. .. .. .. 80 e 0.88 e 30 e 0.76 e 2 e,f 0.77 e,f

135 ガーナ 49.8 0.75 65.5 0.86 65 0.99 87 0.96 40 e 0.85 e 4 0.56

136 パキスタン 35.4 0.55 53.1 0.69 59 0.76 75 0.76 23 0.74 4 0.88

137 モーリタニア 43.4 0.73 55.5 0.82 72 1.00 94 1.01 19 0.85 2 0.33

138 レソト 90.3 1.23 .. .. 89 1.06 131 1.00 43 1.26 4 1.27

139 コンゴ共和国 79.0 g 0.87 g 96.5 g 0.98 g 48 1.20 84 0.92 35 e,f 0.84 e,f 1 e,f 0.19 e,f

140 バングラデシュ 40.8 0.76 60.3 0.90 96 e,f 1.03 e,f 111 f 1.03 f 48 f 1.03 f 4 0.53

141 スワジランド 78.3 0.97 89.8 1.03 80 e 1.01 e 104 e 0.93 e 44 e 0.96 e 5 1.06

142 ネパール 34.9 0.56 60.1 0.75 74 e,f 0.87 e,f 108 0.91 42 e 0.86 e 3 f 0.40 f

143 マダガスカル 65.3 0.85 68.2 0.94 92 1.00 136 0.96 .. .. 2 0.89

144 カメルーン 59.8 0.78 .. .. .. .. 107 e 0.85 e 39 e 0.80 e 5 e 0.66 e

145 パプアニューギニア 50.9 0.80 64.1 0.93 .. .. 70 e,f 0.88 e,f 23 e,f 0.79 e,f .. ..

146 ハイチ .. .. .. .. .. .. .. .. .. .. .. ..

147 スーダン 51.8 0.73 71.4 0.84 .. .. 56 0.87 33 0.94 .. ..

148 ケニア 70.2 0.90 80.7 1.01 79 1.01 110 0.96 48 e 0.95 e 2 f 0.60 f

149 ジブチ .. .. .. .. 30 0.81 36 0.82 19 0.66 2 0.73

150 東ティモール .. .. .. .. .. .. 145 0.92 52 1.00 12 e,f 1.48 e,f

151 ジンバブエ 86.2 g 0.93 g 97.9 g 1.00 g 82 f 1.01 f 95 f 0.98 f 35 f 0.91 f 3 e,f 0.63 e,f

152 トーゴ 38.5 0.56 63.6 0.76 72 0.86 92 0.85 27 e 0.51 e 1 e,f 0.20 e,f

153 イエメン 34.7 g 0.47 g 58.9 g 0.65 g 63 e,f 0.73 e,f 75 0.74 31 0.49 5 0.37

154 ウガンダ 57.7 0.75 71.2 0.86 .. .. 119 1.00 17 e 0.81 e 3 f 0.62 f

155 ガンビア .. .. .. .. 77 e,f 0.99 e,f 84 f 1.06 f 42 f 0.82 f (.) f 0.23 f

人間開発低位国
156 セネガル 29.2 0.57 41.0 0.70 67 0.97 77 0.97 18 0.75 .. ..

157 エリトリア .. .. .. .. 43 0.86 57 0.81 23 0.59 (.) f 0.15 f

158 ナイジェリア 60.1 g 0.77 g 81.3 g 0.94 g 64 e 0.88 e 95 0.86 31 0.84 7 f 0.55 f

159 タンザニア 62.2 0.80 76.2 0.94 91 0.98 104 0.96 .. .. 1 e 0.48 e
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 注）
a. とくに記載がない限り、データは
1995 年から2005 年までに行われ
た国勢調査、あるいはその他の調
査からの各国の識字率推計値であ
る。算出方法および基礎データが
提供された時期が異なるために、国
同士および時期の比較には注意が
必要である。詳細は、http://www.
uis.unesco.org/　を参照。

b. 国のデータによっては、それぞれの
国またはＵＮＥＳＣＯ統計研究所の
推定値をもとにしている。詳細は、
http://www.uis.unesco.org./. を
参照。

c. 純就学率とは、一定の教育レベル
を習得するための理論上の就学年
齢で、実際に就学した子どもの数の、
その年齢の子どもの総数に対する
割合である。

d. 総就学率とは、年齢にかかわらず、
一定の教育レベルを習得するため就
学している生徒および学生の総数
で、同様の教育レベルを習得するた
めの理論上の年齢層における人口
比として表される。

e. 国はＵＮＥＳＣＯ統計研究所の推移。
f. データは記載されているものより以
前のもの。

g. ＵＮＥＳＣＯ統計研究所の推計は
Global Age-specifi c Literacy Pro-
jections model,2007年４月にもと
づく推計。

h. データは 2006 年の学校年度のも
の。

i. データはＵＮＥＳＣＯ統計研究所に
よる集計値。

出典）
第1－4列：UNESCO Institute for Sta-
tistics 2007a.
第 5－12 列：UNESCO Institute for 
Statistics 2007c.

160 ギニア 18.1 0.43 33.7 0.57 61 0.87 74 0.84 21 e 0.53 e 1 0.24

161 ルワンダ 59.8 0.84 76.9 0.98 75 e 1.04 e 121 e 1.02 e 13 e 0.89 e 2 e 0.62 e

162 アンゴラ 54.2 0.65 63.2 0.75 .. .. .. .. 15 f 0.78 f 1 e,f 0.66 e,f

163 ベナン 23.3 0.49 33.2 0.56 70 0.81 85 0.80 23 e 0.57 e 1 e,f 0.25 e,f

164 マラウイ 54.0 0.72 70.7 0.86 97 1.05 124 1.02 25 0.81 (.) f 0.54 f

165 ザンビア 59.8 0.78 66.2 0.91 89 1.00 108 0.95 25 e 0.82 e .. ..

166 コートジボワール 38.6 0.63 52.1 0.74 50 e,f 0.80 e,f 63 e,f 0.79 e,f 18 e,f 0.55 e,f .. ..

167 ブルンジ 52.2 0.78 70.4 0.92 58 0.91 78 0.86 11 e 0.74 e 1 e 0.38 e

168 コンゴ民主共和国 54.1 0.67 63.1 0.81 .. .. 54 e,f 0.78 e,f 16 e,f 0.58 e,f .. ..

169 エチオピア 22.8 0.46 38.5 0.62 59 0.92 86 0.86 24 0.65 1 0.32

170 チャド 12.8 0.31 23.2 0.42 .. .. 62 0.67 8 e 0.33 e (.) e 0.14 e

171 中央アフリカ 33.5 0.52 46.9 0.67 .. .. 44 e 0.66 e .. .. .. ..

172 モザンビーク 25.0 0.46 36.6 0.61 74 0.91 94 0.85 11 0.69 1 0.49

173 マリ 15.9 0.49 16.9 0.52 45 0.81 59 0.80 18 e 0.62 e 2 e 0.47 e

174 ニジェール 15.1 0.35 23.2 0.44 33 0.73 39 0.73 7 0.68 1 0.45

175 ギニアビサウ .. .. .. .. 37 e,f 0.71 e,f 56 e,f 0.67 e,f 13 e,f 0.54 e,f (.) e,f 0.18 e,f

176 ブルキナファソ 16.6 0.53 26.5 0.66 40 0.79 51 0.80 12 0.70 1 0.45

177 シエラレオネ 24.2 0.52 37.4 0.63 .. .. 65 f 0.71 f 22 e,f 0.71 e,f 1 e,f 0.40 e,f

開発途上国 69.9 0.91 81.4 0.91 83 i 0.95 i 104 i 0.94 i 58 i 0.93 i 16 i 0.91 i

　後発開発途上国 44.3 0.80 58.0 0.80 70 i 0.92 i 90 i 0.89 i 28 i 0.81 i 3 i 0.63 i

　アラブ諸国 59.4 0.88 79.5 0.88 77 i 0.92 i 88 i 0.90 i 65 i 0.92 i 21 i 1.01 i

　東アジア・太平洋諸国 86.7 0.99 97.5 0.99 93 i 0.99 i 110 i 0.98 i 72 i 1.00 i 21 i 0.93 i

　ラテンアメリカ・カリブ海諸国 89.7 1.01 97.0 1.01 95 i 1.00 i 115 i 0.96 i 91 i 1.08 i 32 i 1.17 i

　南アジア 47.4 0.81 66.6 0.81 82 i 0.92 i 109 i 0.93 i 48 i 0.83 i 9 i 0.74 i

　サハラ以南アフリカ 51.2 0.84 65.1 0.84 68 i 0.93 i 92 i 0.89 i 28 i 0.79 i 4 i 0.62 i

中東欧・ＣＩＳ諸国 98.7 1.00 99.6 1.00 91 i 1.00 i 107 i 0.99 i 90 i 0.98 i 63 i 1.30 i

ＯＥＣＤ諸国 .. .. .. .. 96 i 1.00 i 101 i 0.99 i 98 i 1.00 i 65 i 1.17 i

　高所得ＯＥＣＤ諸国 .. .. .. .. 96 i 1.01 i 102 i 0.99 i 103 i 1.00 i 76 i 1.20 i

人間開発高位国 93.6 1.01 98.4 1.01 .. .. .. .. .. .. .. ..
人間開発中位国 71.2 0.92 83.2 0.92 .. .. .. .. .. .. .. ..
人間開発低位国 43.8 0.80 58.9 0.80 .. .. .. .. .. .. .. ..
高所得国 .. .. .. .. 95 i 1.01 i 101 i 0.99 i 102 i 1.00 i 73 i 1.21 i

中所得国 86.5 0.99 96.2 0.99 92 i 0.99 i 110 i 0.97 i 78 i 1.01 i 28 i 1.09 i

低所得国 48.8 0.82 65.8 0.82 76 i 0.92 i 99 i 0.91 i 41 i 0.82 i 7 i 0.68 i

全世界 72.7 0.92 82.5 0.92 85 i 0.96 i 104 i 0.95 i 64 i 0.94 i 25 i 1.05 i
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人間開発高位国
1 アイスランド 70.5 104 86 4 11 11 34 85 55 50 50

2 ノルウェー 63.3 112 87 2 5 8 32 90 63 50 50

3 オーストラリア 56.4 109 80 3 5 9 31 88 65 60 40

4 カナダ 60.5 105 84 2 4 11 32 88 64 61 39

5 アイルランド 53.2 150 74 1 9 12 39 86 51 53 47

6 スウェーデン 58.7 93 87 1 3 9 34 90 63 50 50

7 スイス 60.4 116 80 3 5 12 32 85 63 62 38

8 日本 48.3 96 66 5 4 18 35 77 59 80 20

9 オランダ 56.2 129 77 2 4 8 30 86 62 79 21

10 フランス 48.2 105 79 3 5 12 35 84 60 .. ..

11 フィンランド 56.9 98 86 3 7 12 38 84 56 40 60

12 米国 59.6 105 82 1 2 10 30 90 68 62 38

13 スペイン 44.9 132 66 4 6 12 41 84 52 64 36

14 デンマーク 59.3 96 84 2 4 12 34 86 62 84 16

15 オーストリア 49.5 115 76 6 6 13 40 81 55 68 32

16 英国 55.2 104 80 1 2 9 33 90 65 60 40

17 ベルギー 43.7 120 73 1 3 11 35 82 62 85 15

18 ルクセンブルク 44.6 124 69 3 c 3 c 8 c 42 c 89 c 55 c .. ..

19 ニュージーランド 60.4 113 82 5 9 11 32 84 59 66 34

20 イタリア 37.4 104 62 3 5 18 39 79 56 54 46

21 香港 53.7 114 76 (.) (.) 7 22 93 77 .. ..

22 ドイツ 50.8 114 77 2 3 16 41 82 56 76 24

23 イスラエル 50.1 122 85 1 3 11 32 88 64 72 28

24 ギリシャ 43.5 121 67 14 12 10 30 76 58 68 32

25 シンガポール 50.6 101 66 (.) (.) 21 36 79 63 .. ..

26 韓国 50.2 107 68 9 7 17 34 74 59 .. ..

27 スロベニア 53.6 99 80 9 9 25 47 65 43 58 42

28 キプロス 53.7 113 76 4 6 11 34 85 59 75 25

29 ポルトガル 55.7 113 79 13 12 21 42 66 46 65 35

30 ブルネイ 44.1 98 55 (.) 2 11 29 88 69 .. ..

31 バルバドス 64.9 110 83 3 4 8 26 78 62 .. ..

32 チェコ 51.9 85 77 3 5 27 49 71 46 74 26

33 クウェート 49.0 141 58 .. .. .. .. .. .. .. ..

34 マルタ 34.0 159 49 1 2 18 34 81 63 .. ..

35 カタール 36.3 123 41 (.) 3 3 48 97 49 .. ..

36 ハンガリー 42.1 91 73 3 7 21 42 76 51 69 31

37 ポーランド 47.7 83 78 17 18 17 39 66 43 60 40

38 アルゼンチン 53.3 139 70 1 2 11 33 88 66 .. ..

39 アラブ首長国連邦 38.2 152 42 (.) 9 14 36 86 55 .. ..

40 チリ 36.6 114 52 6 17 12 29 83 54 .. ..

41 バーレーン 29.3 103 33 .. .. .. .. .. .. .. ..

42 スロバキア 51.8 87 76 3 6 25 50 72 44 74 26

43 リトアニア 51.7 87 82 11 17 21 37 68 46 62 38

44 エストニア 52.3 81 80 4 7 24 44 72 49 50 50

45 ラトビア 49.0 78 77 8 15 16 35 75 49 43 57

46 ウルグアイ 56.4 123 72 2 7 13 29 86 64 .. ..

47 クロアチア 44.7 96 74 19 16 18 37 63 47 73 27

48 コスタリカ 44.9 137 56 5 21 13 26 82 52 .. ..

49 バハマ 64.4 105 91 (.) 6 5 30 94 64 .. ..

50 セーシェル .. .. .. .. .. .. .. .. .. .. ..

51 キューバ 43.9 113 59 10 28 14 23 76 50 .. ..

52 メキシコ 40.2 116 50 5 21 19 30 76 49 .. ..

53 ブルガリア 41.2 69 78 7 11 29 39 64 50 65 35
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54 セントクリストファー・ネーヴィス .. .. .. .. .. .. .. .. .. .. ..

55 トンガ 47.5 126 63 .. .. .. .. .. .. .. ..

56 リビア 32.1 168 40 .. .. .. .. .. .. .. ..

57 アンティグア・バーブーダ .. .. .. 3 c 5 c 7 c 29 c 87 c 63 c .. ..

58 オマーン 22.7 149 28 5 7 14 11 80 82 .. ..

59 トリニダード・トバゴ 46.7 112 61 2 10 14 37 84 53 .. ..

60 ルーマニア 50.1 94 80 33 31 25 35 42 34 70 30

61 サウジアラビア 17.6 118 22 1 5 1 24 98 71 .. ..

62 パナマ 50.8 131 64 4 22 9 22 86 56 .. ..

63 マレーシア 46.5 105 57 11 16 27 35 62 49 .. ..

64 ベラルーシ 52.5 87 82 .. .. .. .. .. .. .. ..

65 モーリシャス 42.7 102 54 9 11 29 34 62 55 .. ..

66 ボスニア・ヘルツェゴビナ 58.3 97 86 .. .. .. .. .. .. .. ..

67 ロシア 54.3 90 80 8 12 21 38 71 50 24 76

68 アルバニア 49.0 84 70 .. .. .. .. .. .. .. ..

69 マケドニア、旧ユーゴスラビア 40.8 85 63 19 20 30 34 51 46 54 46

70 ブラジル 56.7 127 71 16 25 13 27 71 48 .. ..

人間開発中位国
71 ドミニカ .. .. .. 14 31 10 24 72 40 .. ..

72 セントルシア 54.0 116 67 9 14 11 23 62 45 .. ..

73 カザフスタン 65.3 106 87 32 35 10 24 58 41 54 46

74 ベネズエラ 57.4 152 69 2 16 11 25 86 59 .. ..

75 コロンビア 61.3 135 76 8 32 16 21 76 48 .. ..

76 ウクライナ 49.6 86 79 17 21 21 38 62 41 50 50

77 サモア 39.2 97 51 .. .. .. .. .. .. .. ..

78 タイ 65.6 87 81 41 44 19 22 41 34 .. ..

79 ドミニカ共和国 46.4 127 57 2 23 15 24 83 53 .. ..

80 ベリーズ 43.3 139 52 6 37 12 19 83 44 .. ..

81 中国 68.8 94 83 .. .. .. .. .. .. .. ..

82 グレナダ .. .. .. 10 17 12 32 77 46 .. ..

83 アルメニア 47.9 67 79 .. .. .. .. .. .. 38 63

84 トルコ 27.7 81 36 52 22 15 28 33 50 67 33

85 スリナム 33.6 92 52 2 8 1 22 97 64 .. ..

86 ヨルダン 27.5 155 36 2 4 13 23 83 73 .. ..

87 ペルー 59.1 126 72 (.) 1 13 31 86 68 .. ..

88 レバノン 32.4 102 41 .. .. .. .. .. .. .. ..

89 エクアドル 60.0 184 73 4 11 12 27 84 62 .. ..

90 フィリピン 54.7 115 66 25 45 12 17 64 39 .. ..

91 チュニジア 28.6 138 38 .. .. .. .. .. .. .. ..

92 フィジー 51.8 106 64 .. .. .. .. .. .. .. ..

93 セントビンセント・グレナディーン諸島 55.3 124 68 8 20 8 27 72 46 .. ..

94 イラン 38.6 180 52 34 23 28 31 37 46 .. ..

95 パラグアイ 65.1 126 77 20 39 10 19 70 42 .. ..

96 グルジア 50.1 73 66 57 52 4 14 38 34 65 35

97 ガイアナ 43.5 120 53 16 34 20 24 61 42 .. ..

98 アゼルバイジャン 60.2 95 82 37 41 9 15 54 44 .. ..

99 スリランカ 34.9 77 45 40 32 35 40 25 29 .. ..

100 モルディブ 48.5 233 67 5 18 24 16 39 56 .. ..

101 ジャマイカ 54.1 83 73 9 25 5 27 86 48 .. ..

102 カーボヴェルデ 34.0 81 45 .. .. .. .. .. .. .. ..

103 エルサルバドル 47.3 93 62 3 30 22 25 75 45 .. ..

104 アルジェリア 35.7 158 45 22 20 28 26 49 54 .. ..

105 ベトナム 72.2 98 92 60 56 14 21 26 23 .. ..

106 パレスチナ占領地域 10.3 111 15 34 12 8 28 56 59 .. ..
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107 インドネシア 51.0 101 60 45 43 15 20 40 37 .. ..

108 シリア 38.6 135 44 58 24 7 31 35 45 .. ..

109 トルクメニスタン 60.5 94 83 .. .. .. .. .. .. .. ..

110 ニカラグア 35.7 100 41 10 43 17 19 52 32 .. ..

111 モルドバ 56.6 92 81 40 41 12 21 48 38 75 25

112 エジプト 20.1 76 27 39 28 6 23 55 49 .. ..

113 ウズベキスタン 56.6 95 78 .. .. .. .. .. .. .. ..

114 モンゴル 53.9 97 66 38 43 14 19 49 39 .. ..

115 ホンジュラス 54.0 162 61 13 51 23 20 63 29 .. ..

116 キルギス 55.0 94 74 55 51 7 13 38 36 65 35

117 ボリビア 62.6 129 74 3 6 14 39 82 55 .. ..

118 グアテマラ 33.8 116 41 18 50 23 18 56 27 .. ..

119 ガボン 61.4 98 75 .. .. .. .. .. .. .. ..

120 バヌアツ 79.3 99 91 .. .. .. .. .. .. .. ..

121 南アフリカ 45.9 85 58 7 13 14 33 79 54 .. ..

122 タジキスタン 46.3 89 74 .. .. .. .. .. .. .. ..

123 サントメ・プリンシペ 29.8 83 40 .. .. .. .. .. .. .. ..

124 ボツワナ 45.3 79 67 19 26 13 29 58 43 .. ..

125 ナミビア 46.6 96 74 29 33 7 17 63 49 .. ..

126 モロッコ 26.8 110 33 57 39 19 21 25 40 .. ..

127 赤道ギニア 50.3 106 56 .. .. .. .. .. .. .. ..

128 インド 34.0 94 42 .. .. .. .. .. .. .. ..

129 ソロモン諸島 54.3 98 66 .. .. .. .. .. .. .. ..

130 ラオス 54.0 101 67 89 81 3 4 8 14 .. ..

131 カンボジア 74.4 96 93 75 72 10 7 15 20 .. ..

132 ミャンマー 68.2 99 79 .. .. .. .. .. .. .. ..

133 ブータン 46.7 134 58 .. .. .. .. .. .. .. ..

134 コモロ連合 57.9 92 67 .. .. .. .. .. .. .. ..

135 ガーナ 70.3 92 94 50 60 15 14 36 27 .. ..

136 パキスタン 32.7 117 39 65 38 16 22 20 40 .. ..

137 モーリタニア 54.4 98 65 .. .. .. .. .. .. .. ..

138 レソト 45.7 81 63 45 66 13 17 31 17 .. ..

139 コンゴ共和国 56.4 98 65 .. .. .. .. .. .. .. ..

140 バングラデシュ 52.7 83 61 59 50 18 12 23 38 .. ..

141 スワジランド 31.2 82 43 .. .. .. .. .. .. .. ..

142 ネパール 49.9 104 64 .. .. .. .. .. .. .. ..

143 マダガスカル 78.9 100 92 79 77 6 7 15 16 .. ..

144 カメルーン 51.7 92 65 68 c 53 c 4 c 14 c 23 c 26 c .. ..

145 パプアニューギニア 71.8 101 96 .. .. .. .. .. .. .. ..

146 ハイチ 55.6 97 67 37 63 6 15 57 23 .. ..

147 スーダン 23.7 86 33 .. .. .. .. .. .. .. ..

148 ケニア 69.1 93 78 16 20 10 23 75 57 .. ..

149 ジブチ 52.9 94 64 (.) c 3 c 1 c 11 c 88 c 78 c .. ..

150 東ティモール 54.3 109 67 .. .. .. .. .. .. .. ..

151 ジンバブエ 64.0 92 76 .. .. .. .. .. .. .. ..

152 トーゴ 50.3 93 56 .. .. .. .. .. .. .. ..

153 イエメン 29.7 108 39 88 43 3 14 9 43 .. ..

154 ウガンダ 79.7 99 92 77 60 5 11 17 28 .. ..

155 ガンビア 59.1 94 69 .. .. .. .. .. .. .. ..

人間開発低位国
156 セネガル 56.3 92 69 .. .. .. .. .. .. .. ..

157 エリトリア 58.1 95 64 .. .. .. .. .. .. .. ..

158 ナイジェリア 45.4 95 53 2 4 11 30 87 67 .. ..

159 タンザニア 85.8 97 95 84 80 1 4 15 16 .. ..



女性の経済活動比率
（15歳以上）

産業別雇用 a

（%） 無報酬の
家庭内労働者
（%）

HDIランク

農業 工業 サービス業

活動比率
（％）
2005

指数
（1990年=100）

2005

男性に対する女性
の活動比率（％）

2005

女性
1995–
2005 b

男性
1995–
2005 b

女性
1995–
2005 b

男性
1995–
2005 b

女性
1995–
2005 b

男性
1995–
2005 b

女性
1995–
2005 b

男性
1995–
2005 b
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 注）
 データに制約があるために、労働統
計の一定期間にわたる比較や国と
国の比較を行う場合には、注意が
必要である。データについての詳し
い注釈は、ILO 2005aを参照。

a. 産業別雇用の割合は、四捨五入や
これらの分類に当てはまらないもの
を省いているため、足しても100に
ならない可能性がある。

b. 記載された期間で入手可能な最新の
データ。

c. データは記載された以外の年または
期間による。

出典）
第1，4‐9 列：ILO 2005a. 
第 2，3，10，11列：ILO 2005aの経
済活動人口比率についてのデータをもと
に算出。

160 ギニア 79.4 100 91 .. .. .. .. .. .. .. ..

161 ルワンダ 80.0 93 95 .. .. .. .. .. .. .. ..

162 アンゴラ 73.7 99 81 .. .. .. .. .. .. .. ..

163 ベナン 53.7 92 62 .. .. .. .. .. .. .. ..

164 マラウイ 85.4 100 95 .. .. .. .. .. .. .. ..

165 ザンビア 66.0 100 73 78 64 2 10 20 27 .. ..

166 コートジボワール 38.8 89 44 .. .. .. .. .. .. .. ..

167 ブルンジ 91.8 101 99 .. .. .. .. .. .. .. ..

168 コンゴ民主共和国 61.2 101 68 .. .. .. .. .. .. .. ..

169 エチオピア 70.8 98 79 91 c 94 c 3 c 3 c 6 c 3 c .. ..

170 チャド 65.6 102 85 .. .. .. .. .. .. .. ..

171 中央アフリカ 70.3 99 79 .. .. .. .. .. .. .. ..

172 モザンビーク 84.5 96 102 .. .. .. .. .. .. .. ..

173 マリ 72.5 100 87 .. .. .. .. .. .. .. ..

174 ニジェール 71.3 101 75 .. .. .. .. .. .. .. ..

175 ギニアビサウ 61.0 105 66 .. .. .. .. .. .. .. ..

176 ブルキナファソ 77.6 101 87 .. .. .. .. .. .. .. ..

177 シエラレオネ 56.1 105 60 .. .. .. .. .. .. .. ..
開発途上国 52.4 101 64 .. .. .. .. .. .. .. ..
　後発開発途上国 61.8 95 72 .. .. .. .. .. .. .. ..
　アラブ諸国 26.7 110 34 .. .. .. .. .. .. .. ..
　東アジア・太平洋諸国 65.2 96 79 .. .. .. .. .. .. .. ..
　ラテンアメリカ・カリブ海諸国 51.9 127 65 .. .. .. .. .. .. .. ..
　南アジア 36.2 99 44 .. .. .. .. .. .. .. ..
　サハラ以南アフリカ 62.6 96 73 .. .. .. .. .. .. .. ..
中東欧・ＣＩＳ諸国 52.4 89 79 .. .. .. .. .. .. .. ..
ＯＥＣＤ諸国 50.3 105 72 .. .. .. .. .. .. .. ..
　高所得ＯＥＣＤ諸国 52.8 107 76 .. .. .. .. .. .. .. ..
人間開発高位国 51.6 107 73 .. .. .. .. .. .. .. ..
人間開発中位国 52.2 98 64 .. .. .. .. .. .. .. ..
人間開発低位国 63.4 97 72 .. .. .. .. .. .. .. ..
高所得国 52.1 107 75 .. .. .. .. .. .. .. ..
中所得国 57.0 101 72 .. .. .. .. .. .. .. ..
低所得国 45.7 96 55 .. .. .. .. .. .. .. ..
全世界 52.5 101 67 .. .. .. .. .. .. .. ..



年

「市場」「非市場」
活動の総労働時間 市場活動a

特定の「非・市場」活動 他の活動

料理・掃除b 子供たちの世話c 自由時間d 身の回りの世話e

（1日当たりの
時間・分）

（総労働時間
の％） （1日当たりの時間・分） （1日当たりの時間・分）

HDIランク 女性 男性 女性 男性 女性 男性 女性 男性 女性 男性 女性 男性
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ジェンダー、労働量と時間配分

 注）
 国と地域での比較には注意が必要。
とく記載のない限り、この表の時間
のデータは、20 歳～74 歳の総人
口について1年当たりの平均した日
を参照。それぞれの活動のための移
動時間は大部分の国に報告された
時間に含まれるが、例外もある。

a. 1993 年改訂の国連国民経済計算
体系（NSA）の定義による市場指向
生産活動を指す。

b. 以下の活動 : 皿洗い、掃除、洗濯、
アイロンかけ、および家庭内を良い
状態に保つ作業を含む。

c. 子供の保育には、子供たちの身体
のケア、教育、遊び、その他を含む。

d. 社会生活、エンターテインメント、
スポーツ、芸術、コンピュータ、メディ
アへの露出などを含む。

e. 睡眠、食事および他のパーソナルケ
アを含む。

f. データは、標準定義で指定されるの

を除いた年齢層による。
g. 表された値は、保育に加えて、特別
なケアが必要な老人を、自宅かほか
の場所に大人達を保護しているのを
含む。（e.g. help with personal care.）

h. Harvey 2001.
i. データは都市人口のみによる。
j. コラム1-4 のデータは、コラム5-12
のデータから年齢層差に関係する。
どちらの保護も、参照人口は標準
定義と同じではない。

k. UN2002.

出典）
全ての列：Time use 2007.

人間開発高位国
2 ノルウェー 2000–01 7:13 7:23 41 61 2:14 0:52 0:34 0:17 6:08 6:23 10:18 9:59

3 オーストラリア 1997 7:15 6:58 30 62 .. .. .. .. .. .. .. ..

4 カナダ f 2005 7:57 7:51 40 59 1:54 0:48 0:35 g 0:17 g 5:28 5:53 10:49 10:26

5 アイルランド 2005 6:38 6:10 30 72 2:46 1:14 1:55 g 0:31 g 5:35 6:08 10:06 9:54

6 スウェーデン 2000–01 7:32 7:43 42 59 2:04 0:59 0:29 0:16 5:16 5:37 10:39 10:12

8 日本 h 1996 6:33 6:03 43 93 .. .. .. .. .. .. .. ..

9 オランダ h 1995 5:08 5:15 27 69 .. .. .. .. .. .. .. ..

10 フランス 1998–99 7:01 6:27 33 59 3:04 0:48 0:28 0:09 3:52 4:26 11:57 11:46

11 フィンランド 1999–00 7:20 6:58 38 59 2:28 1:01 0:28 0:11 5:29 6:08 10:38 10:23

12 米国 2005 8:06 7:54 42 64 1:54 0:36 0:48 g 0:24 g 4:54 5:18 10:42 10:24

13 スペイン 2002–03 7:54 6:51 30 71 3:22 0:37 0:30 0:12 4:34 5:34 11:05 11:11

16 英国 2000–01 7:41 7:32 35 62 2:34 0:59 0:33 0:12 5:11 5:44 10:43 10:22

17 ベルギー 1999–00 6:35 6:04 29 54 2:57 0:55 0:35 0:19 4:40 5:12 11:12 10:55

19 ニュージーランド h 1999 7:00 6:57 32 60 .. .. .. .. .. .. .. ..

20 イタリア 2002–03 8:08 6:51 26 70 4:02 0:31 0:28 0:11 4:15 5:29 11:12 11:16

22 ドイツ 2001–02 7:00 6:49 30 55 2:32 0:52 0:26 0:10 5:35 6:02 11:02 10:44

26 韓国 2004 7:30 6:51 40 86 2:36 0:20 0:55 0:15 5:03 5:34 10:41 10:45

地方 f 2005 11:11 10:35 67 96 2:22 0:07 0:37 g 0:11 g 3:37 3:52 9:08 9:29

27 スロベニア 2000–01 8:22 7:24 35 57 3:21 0:54 0:29 0:12 4:40 5:43 10:32 10:30

29 ポルトガル f 1999 7:39 6:05 39 82 3:59 0:57 0:42 g 0:10 g 3:08 4:05 11:26 11:25

36 ハンガリー 1999–00 8:00 7:08 32 56 3:16 0:47 0:35 0:15 4:44 5:36 11:00 11:00

37 ポーランド 2003–04 7:55 7:25 31 59 3:13 1:02 0:39 0:16 4:33 5:23 11:03 10:44

43 リトアニア 2003–04 8:55 8:00 43 65 3:05 1:05 0:25 0:07 3:51 4:52 10:57 10:53

44 エストニア 1999–00 8:55 8:09 38 60 3:07 1:01 0:37 0:10 4:19 5:01 10:30 10:35

45 ラトビア 2003–04 8:31 8:02 46 70 2:31 0:47 0:22 0:04 4:17 4:58 10:53 10:46

46 ウルグアイ i 2002 7:20 6:56 33 68 .. .. .. .. .. .. .. ..

52 メキシコ f 2002 8:10 6:25 23 78 4:43 0:39 1:01 g 0:21 g 2:37 3:01 9:56 9:43

65 モーリシャス j 2003 6:33 6:09 30 80 3:33 0:30 0:44 0:13 4:34 5:09 11:49 11:35

人間開発中低位国
110 ニカラグア j 1998 6:29 6:08 28 74 3:31 0:31 1:01 0:17 5:05 5:05 10:48 10:42

   地方 j 1998 6:33 6:40 36 73 3:49 0:21 1:00 0:11 5:05 5:18 11:00 10:42

   都市部 j 1998 6:30 5:30 18 76 3:16 0:43 1:01 0:24 5:52 5:56 10:42 10:36

114 モンゴル f 2000 9:02 8:16 49 76 3:49 1:45 0:45 0:16 2:54 3:39 10:29 10:40

   地方 j 2000 10:35 9:52 48 80 4:46 1:46 0:43 0:12 2:18 2:51 10:20 10:31

   都市部 j 2000 7:41 6:49 51 70 3:00 1:44 0:47 0:19 3:25 4:23 10:38 10:47

121 南アフリカ 2000 6:52 6:01 38 76 3:06 1:00 0:39 g 0:04 g 4:08 4:53 12:11 11:58

128 インド k 2000 7:37 6:31 35 92 .. .. .. .. .. .. .. ..

143 マダガスカル j 2001 7:14 7:03 50 80 2:51 0:17 0:31 0:08 1:45 2:15 13:09 13:04

   地方 j 2001 7:30 7:40 53 78 2:52 0:14 0:31 0:07 1:24 1:54 13:18 13:13

   都市部 j 2001 6:36 5:37 44 86 2:49 0:22 0:31 0:11 2:35 3:05 12:47 12:43

163 ベナン j 1998 8:03 5:36 59 80 2:49 0:27 0:45 0:05 1:32 3:22 12:05 11:59

   地方 j 1998 8:20 5:50 61 81 2:50 0:22 0:50 0:05 1:51 3:26 11:52 11:55

   都市部 j 1998 7:23 5:02 53 78 2:46 0:37 0:35 0:04 1:58 3:16 12:13 12:06



女性が権利を得た年 a 女性が初めて
国会議員に選出（E）
または任命（A）
された年

閣僚レベルの
女性

（全体に占め
る割合：％）b

2005

MDG
女性の国会議席数

（全体に占める割合：％）c
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上院または
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人間開発高位国
1 アイスランド 1915, 1920 1915, 1920 1922 E 27.3 20.6 31.7 —

2 ノルウェー 1913 1907, 1913 1911 A 44.4 35.8 37.9 —

3 オーストラリア 1902, 1962 1902, 1962 1943 E 20.0 6.1 24.7 35.5

4 カナダ 1917, 1960 1920, 1960 1921 E 23.1 13.3 20.8 35.0

5 アイルランド 1918, 1928 1918, 1928 1918 E 21.4 7.8 13.3 16.7

6 スウェーデン 1919, 1921 1919, 1921 1921 E 52.4 38.4 47.3 —

7 スイス 1971 1971 1971 E 14.3 14.0 25.0 23.9

8 日本 1945, 1947 1945, 1947 1946 E 12.5 1.4 9.4 14.5

9 オランダ 1919 1917 1918 E 36.0 21.3 36.7 34.7

10 フランス 1944 1944 1945 E 17.6 6.9 12.2 16.9

11 フィンランド 1906 1906 1907 E 47.1 31.5 42.0 —

12 米国 1920, 1965 1788 d 1917 E 14.3 6.6 16.3 16.0

13 スペイン 1931 1931 1931 E 50.0 14.6 36.0 23.2

14 デンマーク 1915 1915 1918 E 33.3 30.7 36.9 —

15 オーストリア 1918 1918 1919 E 35.3 11.5 32.2 27.4

16 英国 1918, 1928 1918, 1928 1918 E 28.6 6.3 19.7 18.9

17 ベルギー 1919, 1948 1921 1921 A 21.4 8.5 34.7 38.0

18 ルクセンブルク 1919 1919 1919 E 14.3 13.3 23.3 —

19 ニュージーランド 1893 1919 1933 E 23.1 14.4 32.2 —

20 イタリア 1945 1945 1946 E 8.3 12.9 17.3 13.7

21 香港 .. .. .. .. .. .. ..

22 ドイツ 1918 1918 1919 E 46.2 .. 31.6 21.7

23 イスラエル 1948 1948 1949 E 16.7 6.7 14.2 —

24 ギリシャ 1952 1952 1952 E 5.6 6.7 13.0 —

25 シンガポール 1947 1947 1963 E 0.0 4.9 24.5 —

26 韓国 1948 1948 1948 E 5.6 2.0 13.4 —

27 スロベニア 1946 1946 1992 E e 6.3 .. 12.2 7.5

28 キプロス 1960 1960 1963 E 0.0 1.8 14.3 —

29 ポルトガル 1931, 1976 1931, 1976 1934 E 16.7 7.6 21.3 —

30 ブルネイ — — — 9.1 .. f .. f .. f

31 バルバドス 1950 1950 1966 A 29.4 3.7 13.3 23.8

32 チェコ 1920 1920 1992 E e 11.1 .. 15.5 14.8

33 クウェート 2005 2005 2005 A 0.0 .. 3.1 g —

34 マルタ 1947 1947 1966 E 15.4 2.9 9.2 —

35 カタール 2003 h .. .. 7.7 .. 0.0 —

36 ハンガリー 1918, 1945 1918, 1945 1920 E 11.8 20.7 10.4 —

37 ポーランド 1918 1918 1919 E 5.9 13.5 20.4 13.0

38 アルゼンチン 1947 1947 1951 E 8.3 6.3 35.0 43.1

39 アラブ首長国連邦 — — — 5.6 0.0 22.5 —

40 チリ 1949 1949 1951 E 16.7 .. 15.0 5.3

41 バーレーン 1973, 2002 1973, 2002 2002 A 8.7 .. 2.5 25.0

42 スロバキア 1920 1920 1992 E e 0.0 .. 19.3 —

43 リトアニア 1919 1919 1920 A 15.4 .. 24.8 —

44 エストニア 1918 1918 1919 E 15.4 .. 21.8 —

45 ラトビア 1918 1918 .. 23.5 .. 19.0 —

46 ウルグアイ 1932 1932 1942 E 0.0 6.1 11.1 9.7

47 クロアチア 1945 1945 1992 E e 33.3 .. 21.7 —

48 コスタリカ 1949 1949 1953 E 25.0 10.5 38.6 —

49 バハマ 1961, 1964 1961, 1964 1977 A 26.7 4.1 12.2 53.8

50 セーシェル 1948 1948 1976 E+A 12.5 16.0 23.5 —

51 キューバ 1934 1934 1940 E 16.2 33.9 36.0 —

52 メキシコ 1947 1953 1952 A 9.4 12.0 22.6 17.2

53 ブルガリア 1937, 1945 1945 1945 E 23.8 21.0 22.1 —
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54 セントクリストファー・ネーヴィス 1951 1951 1984 E 0.0 6.7 0.0 —

55 トンガ 1960 1960 1993 E .. 0.0 3.3 —

56 リビア 1964 1964 .. .. .. 7.7 —

57 アンティグア・バーブーダ 1951 1951 1984 A 15.4 0.0 10.5 17.6

58 オマーン 1994, 2003 1994, 2003 .. 10.0 .. 2.4 15.5

59 トリニダード・トバゴ 1946 1946 1962 E+A 18.2 16.7 19.4 32.3

60 ルーマニア 1929, 1946 1929, 1946 1946 E 12.5 34.4 11.2 9.5

61 サウジアラビア — — — 0.0 .. 0.0 —

62 パナマ 1941, 1946 1941, 1946 1946 E 14.3 7.5 16.7 —

63 マレーシア 1957 1957 1959 E 9.1 5.1 9.1 25.7

64 ベラルーシ 1918 1919 1990 E e 10.0 .. 29.1 31.0

65 モーリシャス 1956 1956 1976 E 8.0 7.1 17.1 —

66 ボスニア・ヘルツェゴビナ 1946 1946 1990 E e 11.1 .. 14.3 13.3

67 ロシア 1918 1918 1993 E e 0.0 .. 9.8 3.4

68 アルバニア 1920 1920 1945 E 5.3 28.8 7.1 —

69 マケドニア、旧ユーゴスラビア 1946 1946 1990 E e 16.7 .. 28.3 —

70 ブラジル 1932 1932 1933 E 11.4 5.3 8.8 12.3

人間開発中位国
71 ドミニカ 1951 1951 1980 E 0.0 10.0 12.9 —

72 セントルシア 1951 1951 1979 A 8.3 0.0 5.6 i 18.2

73 カザフスタン 1924, 1993 1924, 1993 1990 E e 17.6 .. 10.4 5.1

74 ベネズエラ 1946 1946 1948 E 13.6 10.0 18.6 —

75 コロンビア 1954 1954 1954 A 35.7 4.5 8.4 11.8

76 ウクライナ 1919 1919 1990 E e 5.6 .. 8.7 —

77 サモア 1948, 1990 1948, 1990 1976 A 7.7 0.0 6.1 —

78 タイ 1932 1932 1948 A 7.7 2.8 8.7 —

79 ドミニカ共和国 1942 1942 1942 E 14.3 7.5 19.7 3.1

80 ベリーズ 1954 1954 1984 E+A 6.3 0.0 6.7 25.0

81 中国 1949 1949 1954 E 6.3 21.3 20.3 —

82 グレナダ 1951 1951 1976 E+A 40.0 .. 26.7 30.8

83 アルメニア 1918 1918 1990 E e 0.0 35.6 9.2 —

84 トルコ 1930, 1934 1930, 1934 1935 A 4.3 1.3 4.4 —

85 スリナム 1948 1948 1975 E 11.8 7.8 25.5 —

86 ヨルダン 1974 1974 1989 A 10.7 0.0 5.5 12.7

87 ペルー 1955 1955 1956 E 11.8 5.6 29.2 —

88 レバノン 1952 1952 1991 A 6.9 0.0 4.7 —

89 エクアドル 1929 1929 1956 E 14.3 4.5 25.0 —

90 フィリピン 1937 1937 1941 E 25.0 9.1 22.5 18.2

91 チュニジア 1959 1959 1959 E 7.1 4.3 22.8 13.4

92 フィジー 1963 1963 1970 A 9.1 .. j .. j .. j

93 セントビンセント・グレナディーン諸島 1951 1951 1979 E 20.0 9.5 18.2 —

94 イラン 1963 1963 1963 E+A 6.7 1.5 4.1 —

95 パラグアイ 1961 1961 1963 E 30.8 5.6 10.0 8.9

96 グルジア 1918, 1921 1918, 1921 1992 E e 22.2 .. 9.4 —

97 ガイアナ 1953 1945 1968 E 22.2 36.9 29.0 —

98 アゼルバイジャン 1918 1918 1990 E e 15.0 .. 11.3 —

99 スリランカ 1931 1931 1947 E 10.3 4.9 4.9 —

100 モルディブ 1932 1932 1979 E 11.8 6.3 12.0 —

101 ジャマイカ 1944 1944 1944 E 17.6 5.0 11.7 19.0

102 カーボヴェルデ 1975 1975 1975 E 18.8 12.0 15.3 —

103 エルサルバドル 1939 1961 1961 E 35.3 11.7 16.7 —

104 アルジェリア 1962 1962 1962 A 10.5 2.4 7.2 3.1

105 ベトナム 1946 1946 1976 E 11.5 17.7 25.8 —

106 パレスチナ占領地域 .. .. .. .. .. .. ..
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107 インドネシア 1945, 2003 1945 1950 A 10.8 12.4 11.3 —

108 シリア 1949, 1953 1953 1973 E 6.3 9.2 12.0 —

109 トルクメニスタン 1927 1927 1990 E e 9.5 26.0 16.0 —

110 ニカラグア 1955 1955 1972 E 14.3 14.8 18.5 —

111 モルドバ 1924, 1993 1924, 1993 1990 E 11.1 .. 21.8 —

112 エジプト 1956 1956 1957 E 5.9 3.9 2.0 6.8

113 ウズベキスタン 1938 1938 1990 E e 3.6 .. 17.5 15.0

114 モンゴル 1924 1924 1951 E 5.9 24.9 6.6 —

115 ホンジュラス 1955 1955 1957 E 14.3 10.2 23.4 —

116 キルギス 1918 1918 1990 E e 12.5 .. 0.0 —

117 ボリビア 1938, 1952 1938, 1952 1966 E 6.7 9.2 16.9 3.7

118 グアテマラ 1946 1946, 1965 1956 E 25.0 7.0 8.2 —

119 ガボン 1956 1956 1961 E 11.8 13.3 12.5 15.4

120 バヌアツ 1975, 1980 1975, 1980 1987 E 8.3 4.3 3.8 —

121 南アフリカ 1930, 1994 1930, 1994 1933 E 41.4 2.8 32.8 k 33.3 k

122 タジキスタン 1924 1924 1990 E e 3.1 .. 17.5 23.5

123 サントメ・プリンシペ 1975 1975 1975 E 14.3 11.8 7.3 —

124 ボツワナ 1965 1965 1979 E 26.7 5.0 11.1 —

125 ナミビア 1989 1989 1989 E 19.0 6.9 26.9 26.9

126 モロッコ 1963 1963 1993 E 5.9 0.0 10.8 1.1

127 赤道ギニア 1963 1963 1968 E 4.5 13.3 18.0 —

128 インド 1935, 1950 1935, 1950 1952 E 3.4 5.0 8.3 10.7

129 ソロモン諸島 1974 1974 1993 E 0.0 0.0 0.0 —

130 ラオス 1958 1958 1958 E 0.0 6.3 25.2 —

131 カンボジア 1955 1955 1958 E 7.1 .. 9.8 14.8

132 ミャンマー 1935 1946 1947 E .. .. l .. l .. l

133 ブータン 1953 1953 1975 E 0.0 2.0 2.7 —

134 コモロ連合 1956 1956 1993 E .. 0.0 3.0 —

135 ガーナ 1954 1954 1960 A 11.8 .. 10.9 —

136 パキスタン 1935, 1947 1935, 1947 1973 E e 5.6 10.1 21.3 17.0

137 モーリタニア 1961 1961 1975 E 9.1 .. 17.9 17.0

138 レソト 1965 1965 1965 A 27.8 .. 23.5 30.3

139 コンゴ共和国 1947, 1961 1963 1963 E 14.7 14.3 8.5 13.3

140 バングラデシュ 1935, 1972 1935, 1972 1973 E 8.3 10.3 15.1 m —

141 スワジランド 1968 1968 1972 E+A 13.3 3.6 10.8 30.0

142 ネパール 1951 1951 1952 A 7.4 6.1 17.3 n —

143 マダガスカル 1959 1959 1965 E 5.9 6.5 6.9 11.1

144 カメルーン 1946 1946 1960 E 11.1 14.4 8.9 —

145 パプアニューギニア 1964 1963 1977 E .. 0.0 0.9 —

146 ハイチ 1957 1957 1961 E 25.0 .. 4.1 13.3

147 スーダン 1964 1964 1964 E 2.6 .. 17.8 4.0

148 ケニア 1919, 1963 1919, 1963 1969 E+A 10.3 1.1 7.3 —

149 ジブチ 1946 1986 2003 E 5.3 0.0 10.8 —

150 東ティモール .. .. .. 22.2 .. 25.3 o —

151 ジンバブエ 1919, 1957 1919, 1978 1980 E+A 14.7 11.0 16.7 34.8

152 トーゴ 1945 1945 1961 E 20.0 5.2 8.6 —

153 イエメン 1967, 1970 1967, 1970 1990 E e 2.9 4.1 0.3 1.8

154 ウガンダ 1962 1962 1962 A 23.4 12.2 29.8 —

155 ガンビア 1960 1960 1982 E 20.0 7.8 9.4 —

人間開発低位国
156 セネガル 1945 1945 1963 E 20.6 12.5 19.2 —

157 エリトリア 1955 p 1955 p 1994 E 17.6 .. 22.0 —

158 ナイジェリア 1958 1958 .. 10.0 .. 6.4 q 7.3

159 タンザニア 1959 1959 .. 15.4 .. 30.4 —



女性が権利を得た年 a 女性が初めて
国会議員に選出（E）
または任命（A）
された年

閣僚レベルの
女性

（全体に占め
る割合：％）b

2005

MDG
女性の国会議席数

（全体に占める割合：％）c

下院または一院 上院または
上級議会

2007選挙権 被選挙権HDIランク 1990 2007

382    

TA
B

LE 33 女性の政治参加

 注）
a. データは、普遍的で平等であることを
基本とする選挙権あるいは被選挙権が
認められた年をもとにしている。2つの
年が併記されている場合は、最初の数
字は部分的に選挙権あるいは被選挙権
が認められた年を示す。国によっては、
全国選挙における女性の選挙権あるい
は被選挙権が認められる以前に、地方
選挙で、女性の投票または立候補の権
利が認められていた。地方選挙におけ
る権利については、表には含まれてい
ない。

b. データは2005年1月1日現在のもの。
合計には、副大臣と大臣が含まれる。
首相が大臣としての任務を行う場合に
は、その首相も大臣職に含まれる。副
大統領および各省庁の長も、政府内で
各省長管轄業務に携わっている場合に
は、大臣職に含まれる。

c. とくに記載のない限り、データは2007
年 5月31日現在のもの。割合は、そ

の時点で、議会に占める総議席を使っ
て計算された。

d. すべての女性が選挙権と被選挙権を認
められた年についての情報がない。し
かし、憲法ではジェンダー（男女の別）
とこの権利については、とくに言及して
いない。

e. 現行の議会制度で、女性が選出された
年。

f. 現在、ブルネイは議会を持っていない。
g. 女性候補はまったく2006年の選挙で
選出されなかった。1人の女性が
2006 年 7月に誓われた閣僚の16メ
ンバーの１人に任命された。2007年 3
月に誓われた新しい内閣には2人の女
性が加わった。また、大臣の候補者は
65席中、女性は２席を占めた。

h. 2003 年に承認された新しい憲法は、
女性の選挙権を認めている。現時点ま
で、まだ一度も選挙は行われていない。

i. 2006 年の選挙で女性は１人も選ばれ
なかった。しかし、1人の女性が下院

の議長に任命されて、下院の一員となっ
た。

j. 議会は、解散、あるいは無期限に中断
の状態にある。

k. 必要に応じて指名される36人の持ち
回り代表者は含まれていない。そのた
め、54人の終身議員をもとに割合を算
出している。

l. 1990年に選出の議会は、一度も召集
あるいは出席を正式に認められないう
ちに、多くの議員が拘束されたか、亡
命を余儀なくされた。

m. 2004 年に添う議席数は 300から
345へ増加した。追加45議席は女性
議員のために割り当てられ、2005 年
の9月と10月に補充された。

n. 過渡的な立法上の議会は2007年１月
に設立。憲法制定議会のための選挙は
2007年に開催される予定。

o. 2001年 8月30日に行われた選挙の
目的は、東ティモールの憲法制定議会
のメンバーを選出することだった。憲法

制定議会は、新たに選挙を行うことな
しに独立を達成した。2002年 5月
20日に国民議会となった。

p. 1955 年11月に、エリトリアはエチオ
ピアの一部だった。1997年5月23日、
「すべての18歳以上のエリトリア人市
民には、選挙権があるものとする。」と
エリトリア憲法を制定した。

q. 2006年 5月31日現在。
r. 2006 年 6月に、セルビア・モンテネ
グロは分離し、2つの独立国となった。
女性の選挙権および被選挙権は、セル
ビア・モンテネグロが旧ユーゴスラビア
の一部だった1946年に認められてい
る。

出典）
第1－3列：IPU2007b.
第 4列：IPU2007a.
第 5列：UN2007c. これは IPUのデータを
もとにしている。
第6、7列：IPU2007c.

160 ギニア 1958 1958 1963 E 15.4 .. 19.3 —

161 ルワンダ 1961 1961 1981 E 35.7 17.1 48.8 34.6

162 アンゴラ 1975 1975 1980 E 5.7 14.5 15.0 —

163 ベナン 1956 1956 1979 E 19.0 2.9 8.4 —

164 マラウイ 1961 1961 1964 E 14.3 9.8 13.6 —

165 ザンビア 1962 1962 1964 E+A 25.0 6.6 14.6 —

166 コートジボワール 1952 1952 1965 E 17.1 5.7 8.5 —

167 ブルンジ 1961 1961 1982 E 10.7 .. 30.5 34.7

168 コンゴ民主共和国 1967 1970 1970 E 12.5 5.4 8.4 4.6

169 エチオピア 1955 1955 1957 E 5.9 .. 21.9 18.8

170 チャド 1958 1958 1962 E 11.5 .. 6.5 —

171 中央アフリカ 1986 1986 1987 E 10.0 3.8 10.5 —

172 モザンビーク 1975 1975 1977 E 13.0 15.7 34.8 —

173 マリ 1956 1956 1959 E 18.5 .. 10.2 —

174 ニジェール 1948 1948 1989 E 23.1 5.4 12.4 —

175 ギニアビサウ 1977 1977 1972 A 37.5 20.0 14.0 —

176 ブルキナファソ 1958 1958 1978 E 14.8 .. 11.7 —

177 シエラレオネ 1961 1961 .. 13.0 .. 14.5 —

その他
アフガニスタン 1963 1963 1965 E 10.0 3.7 27.3 22.5

アンドラ 1970 1973 1993 E 33.3 .. 28.6 —

イラク 1980 1980 1980 E 18.8 10.8 25.5 —

キリバス 1967 1967 1990 E 0.0 0.0 7.1 —

朝鮮民主主義人民共和国 1946 1946 1948 E .. 21.1 20.1 —

リベリア 1946 1946 .. 13.6 .. 12.5 16.7

リヒテンシュタイン 1984 1984 1986 E 20.0 4.0 24.0 —

マーシャル諸島 1979 1979 1991 E 0.0 .. 3.0 —

ミクロネシア連邦 1979 1979 .. .. .. 0.0 —

モナコ 1962 1962 1963 E 0.0 11.1 20.8 —

モンテネグロ 1946 r 1946 r .. .. .. 8.6 —

ナウル 1968 1968 1986 E 0.0 5.6 0.0 —

パラオ 1979 1979 .. 12.5 .. 0.0 0.0

サンマリノ 1959 1973 1974 E 12.5 11.7 11.7 —

セルビア 1946 r 1946 r .. .. .. 20.4 —

ソマリア 1956 1956 1979 E .. 4.0 8.2 —

ツバル 1967 1967 1989 E 0.0 7.7 0.0 —



HDIランク

集団殺害
犯罪の防止
および処罰に
関する国際条約
（ジェノサイド
条約）e

1948

人種に対する
あらゆる形態
の差別撤廃に
関する国際条約
（人種差別撤
廃条約）

1965

市民および
政治的権利に
関する
国際規約

1966

経済的、
社会的および
文化的権利に
関する国際規約

1966

女性に対する
あらゆる形態
の差別撤廃
に関する条約
（女性差別
撤廃条約）

1979

拷問および
他の残虐な、
非人道的な
または品位を
傷つける取り扱い、
または刑罰に
関する条約

（拷問禁止条約）
1984

子どもの権利
条約
1989
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主要な国際人権協定の現状

人間開発高位国
1 アイスランド 1949 1967 1979 1979 1985 1996 1992

2 ノルウェー 1949 1970 1972 1972 1981 1986 1991

3 オーストラリア 1949 1975 1980 1975 1983 1989 1990

4 カナダ 1952 1970 1976 1976 1981 1987 1991

5 アイルランド 1976 2000 1989 1989 1985 2002 1992

6 スウェーデン 1952 1971 1971 1971 1980 1986 1990

7 スイス 2000 1994 1992 1992 1997 1986 1997

8 日本 .. 1995 1979 1979 1985 1999 1994

9 オランダ 1966 1971 1978 1978 1991 1988 ..

10 フランス 1950 1971 1980 1980 1983 1986 1990

11 フィンランド 1959 1970 1975 1975 1986 1989 1991

12 米国 1988 1994 1992 1977 1980 1994 1995

13 スペイン 1968 1968 1977 1977 1984 1987 1990

14 デンマーク 1951 1971 1972 1972 1983 1987 1991

15 オーストリア 1958 1972 1978 1978 1982 1987 1992

16 英国 1970 1969 1976 1976 1986 1988 1991

17 ベルギー 1951 1975 1983 1983 1985 1999 1991

18 ルクセンブルク 1981 1978 1983 1983 1989 1987 1994

19 ニュージーランド 1978 1972 1978 1978 1985 1989 1993

20 イタリア 1952 1976 1978 1978 1985 1989 1991

22 ドイツ 1954 1969 1973 1973 1985 1990 1992

23 イスラエル 1950 1979 1991 1991 1991 1991 1991

24 ギリシャ 1954 1970 1997 1985 1983 1988 1993

25 シンガポール 1995 .. .. .. 1995 .. 1995

26 韓国 1950 1978 1990 1990 1984 1995 1991

27 スロベニア 1992 1992 1992 1992 1992 1993 1992

28 キプロス 1982 1967 1969 1969 1985 1991 1991

29 ポルトガル 1999 1982 1978 1978 1980 1989 1990

30 ブルネイ .. .. .. .. 2006 .. 1995

31 バルバドス 1980 1972 1973 1973 1980 .. 1990

32 チェコ 1993 1993 1993 1993 1993 1993 1993

33 クウェート 1995 1968 1996 1996 1994 1996 1991

34 マルタ .. 1971 1990 1990 1991 1990 1990

35 カタール .. 1976 .. .. .. 2000 1995

36 ハンガリー 1952 1967 1974 1974 1980 1987 1991

37 ポーランド 1950 1968 1977 1977 1980 1989 1991

38 アルゼンチン 1956 1968 1986 1986 1985 1986 1990

39 アラブ首長国連邦 2005 1974 .. .. 2004 .. 1997

40 チリ 1953 1971 1972 1972 1989 1988 1990

41 バーレーン 1990 1990 2006 .. 2002 1998 1992

42 スロバキア 1993 1993 1993 1993 1993 1993 1993

43 リトアニア 1996 1998 1991 1991 1994 1996 1992

44 エストニア 1991 1991 1991 1991 1991 1991 1991

45 ラトビア 1992 1992 1992 1992 1992 1992 1992

46 ウルグアイ 1967 1968 1970 1970 1981 1986 1990

47 クロアチア 1992 1992 1992 1992 1992 1992 1992

48 コスタリカ 1950 1967 1968 1968 1986 1993 1990

49 バハマ 1975 1975 .. .. 1993 .. 1991

50 セーシェル 1992 1978 1992 1992 1992 1992 1990

51 キューバ 1953 1972 .. .. 1980 1995 1991

52 メキシコ 1952 1975 1981 1981 1981 1986 1990

53 ブルガリア 1950 1966 1970 1970 1982 1986 1991

54 セントクリストファー・ネーヴィス .. 2006 .. .. 1985 .. 1990



HDIランク

集団殺害
犯罪の防止
および処罰に
関する国際条約
（ジェノサイド
条約）e

1948

人種に対する
あらゆる形態
の差別撤廃に
関する国際条約
（人種差別撤
廃条約）

1965

市民および
政治的権利に
関する
国際規約

1966

経済的、
社会的および
文化的権利に
関する国際規約

1966

女性に対する
あらゆる形態
の差別撤廃
に関する条約
（女性差別
撤廃条約）

1979

拷問および
他の残虐な、
非人道的な
または品位を
傷つける取り扱い、
または刑罰に
関する条約

（拷問禁止条約）
1984

子どもの権利
条約
1989
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55 トンガ 1972 1972 .. .. .. .. 1995

56 リビア 1989 1968 1970 1970 1989 1989 1993

57 アンティグア・バーブーダ 1988 1988 .. .. 1989 1993 1993

58 オマーン .. 2003 .. .. 2006 .. 1996

59 トリニダード・トバゴ 2002 1973 1978 1978 1990 .. 1991

60 ルーマニア 1950 1970 1974 1974 1982 1990 1990

61 サウジアラビア 1950 1997 .. .. 2000 1997 1996

62 パナマ 1950 1967 1977 1977 1981 1987 1990

63 マレーシア 1994 .. .. .. 1995 .. 1995

64 ベラルーシ 1954 1969 1973 1973 1981 1987 1990

65 モーリシャス .. 1972 1973 1973 1984 1992 1990

66 ボスニア・ヘルツェゴビナ 1992 1993 1993 1993 1993 1993 1993

67 ロシア 1954 1969 1973 1973 1981 1987 1990

68 アルバニア 1955 1994 1991 1991 1994 1994 1992

69 マケドニア、旧ユーゴスラビア 1994 1994 1994 1994 1994 1994 1993

70 ブラジル 1952 1968 1992 1992 1984 1989 1990

人間開発中位国
71 ドミニカ .. .. 1993 1993 1980 .. 1991

72 セントルシア .. 1990 .. .. 1982 .. 1993

73 カザフスタン 1998 1998 2006 2006 1998 1998 1994

74 ベネズエラ 1960 1967 1978 1978 1983 1991 1990

75 コロンビア 1959 1981 1969 1969 1982 1987 1991

76 ウクライナ 1954 1969 1973 1973 1981 1987 1991

77 サモア .. .. .. .. 1992 .. 1994

78 タイ .. 2003 1996 1999 1985 .. 1992

79 ドミニカ共和国 1948 1983 1978 1978 1982 1985 1991

80 ベリーズ 1998 2001 1996 2000 1990 1986 1990

81 中国 1983 1981 1998 2001 1980 1988 1992

82 グレナダ .. 1981 1991 1991 1990 .. 1990

83 アルメニア 1993 1993 1993 1993 1993 1993 1993

84 トルコ 1950 2002 2003 2003 1985 1988 1995

85 スリナム .. 1984 1976 1976 1993 .. 1993

86 ヨルダン 1950 1974 1975 1975 1992 1991 1991

87 ペルー 1960 1971 1978 1978 1982 1988 1990

88 レバノン 1953 1971 1972 1972 1997 2000 1991

89 エクアドル 1949 1966 1969 1969 1981 1988 1990

90 フィリピン 1950 1967 1986 1974 1981 1986 1990

91 チュニジア 1956 1967 1969 1969 1985 1988 1992

92 フィジー 1973 1973 .. .. 1995 .. 1993

93 セントビンセント・グレナディーン諸島 1981 1981 1981 1981 1981 2001 1993

94 イラン 1956 1968 1975 1975 .. .. 1994

95 パラグアイ 2001 2003 1992 1992 1987 1990 1990

96 グルジア 1993 1999 1994 1994 1994 1994 1994

97 ガイアナ .. 1977 1977 1977 1980 1988 1991

98 アゼルバイジャン 1996 1996 1992 1992 1995 1996 1992

99 スリランカ 1950 1982 1980 1980 1981 1994 1991

100 モルディブ 1984 1984 2006 2006 1993 2004 1991

101 ジャマイカ 1968 1971 1975 1975 1984 .. 1991

102 カーボヴェルデ .. 1979 1993 1993 1980 1992 1992

103 エルサルバドル 1950 1979 1979 1979 1981 1996 1990

104 アルジェリア 1963 1972 1989 1989 1996 1989 1993

105 ベトナム 1981 1982 1982 1982 1982 .. 1990

106 パレスチナ占領地域 .. .. .. .. .. .. ..

107 インドネシア .. 1999 2006 2006 1984 1998 1990



HDIランク

集団殺害
犯罪の防止
および処罰に
関する国際条約
（ジェノサイド
条約）e

1948

人種に対する
あらゆる形態
の差別撤廃に
関する国際条約
（人種差別撤
廃条約）

1965

市民および
政治的権利に
関する
国際規約

1966

経済的、
社会的および
文化的権利に
関する国際規約

1966

女性に対する
あらゆる形態
の差別撤廃
に関する条約
（女性差別
撤廃条約）

1979

拷問および
他の残虐な、
非人道的な
または品位を
傷つける取り扱い、
または刑罰に
関する条約

（拷問禁止条約）
1984

子どもの権利
条約
1989
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108 シリア 1955 1969 1969 1969 2003 2004 1993

109 トルクメニスタン .. 1994 1997 1997 1997 1999 1993

110 ニカラグア 1952 1978 1980 1980 1981 2005 1990

111 モルドバ 1993 1993 1993 1993 1994 1995 1993

112 エジプト 1952 1967 1982 1982 1981 1986 1990

113 ウズベキスタン 1999 1995 1995 1995 1995 1995 1994

114 モンゴル 1967 1969 1974 1974 1981 2002 1990

115 ホンジュラス 1952 2002 1997 1981 1983 1996 1990

116 キルギス 1997 1997 1994 1994 1997 1997 1994

117 ボリビア 2005 1970 1982 1982 1990 1999 1990

118 グアテマラ 1950 1983 1992 1988 1982 1990 1990

119 ガボン 1983 1980 1983 1983 1983 2000 1994

120 バヌアツ .. .. .. .. 1995 .. 1993

121 南アフリカ 1998 1998 1998 1994 1995 1998 1995

122 タジキスタン .. 1995 1999 1999 1993 1995 1993

123 サントメ・プリンシペ .. 2000 1995 .. 2003 2000 1991

124 ボツワナ .. 1974 2000 .. 1996 2000 1995

125 ナミビア 1994 1982 1994 1994 1992 1994 1990

126 モロッコ 1958 1970 1979 1979 1993 1993 1993

127 赤道ギニア .. 2002 1987 1987 1984 2002 1992

128 インド 1959 1968 1979 1979 1993 1997 1992

129 ソロモン諸島 .. 1982 .. 1982 2002 .. 1995

130 ラオス 1950 1974 2000 a 2007 1981 .. 1991

131 カンボジア 1950 1983 1992 1992 1992 1992 1992

132 ミャンマー 1956 .. .. .. 1997 .. 1991

133 ブータン .. 1973 .. .. 1981 .. 1990

134 コモロ連合 2004 2004 .. .. 1994 2000 1993

135 ガーナ 1958 1966 2000 2000 1986 2000 1990

136 パキスタン 1957 1966 .. 2004 1996 .. 1990

137 モーリタニア .. 1988 2004 2004 2001 2004 1991

138 レソト 1974 1971 1992 1992 1995 2001 1992

139 コンゴ共和国 .. 1988 1983 1983 1982 2003 1993

140 バングラデシュ 1998 1979 2000 1998 1984 1998 1990

141 スワジランド .. 1969 2004 2004 2004 2004 1995

142 ネパール 1969 1971 1991 1991 1991 1991 1990

143 マダガスカル .. 1969 1971 1971 1989 2005 1991

144 カメルーン .. 1971 1984 1984 1994 1986 1993

145 パプアニューギニア 1982 1982 .. .. 1995 .. 1993

146 ハイチ 1950 1972 1991 .. 1981 .. 1995

147 スーダン 2003 1977 1986 1986 .. 1986 1990

148 ケニア .. 2001 1972 1972 1984 1997 1990

149 ジブチ .. 2006 2002 2002 1998 2002 1990

150 東ティモール .. 2003 2003 2003 2003 2003 2003

151 ジンバブエ 1991 1991 1991 1991 1991 .. 1990

152 トーゴ 1984 1972 1984 1984 1983 1987 1990

153 イエメン 1987 1972 1987 1987 1984 1991 1991

154 ウガンダ 1995 1980 1995 1987 1985 1986 1990

155 ガンビア 1978 1978 1979 1978 1993 1985 1990

人間開発低位国
156 セネガル 1983 1972 1978 1978 1985 1986 1990

157 エリトリア .. 2001 2002 2001 1995 .. 1994

158 ナイジェリア .. 1967 1993 1993 1985 2001 1991

159 タンザニア 1984 1972 1976 1976 1985 .. 1991

160 ギニア 2000 1977 1978 1978 1982 1989 1990



HDIランク

集団殺害
犯罪の防止
および処罰に
関する国際条約
（ジェノサイド
条約）e

1948

人種に対する
あらゆる形態
の差別撤廃に
関する国際条約
（人種差別撤
廃条約）

1965

市民および
政治的権利に
関する
国際規約

1966

経済的、
社会的および
文化的権利に
関する国際規約

1966

女性に対する
あらゆる形態
の差別撤廃
に関する条約
（女性差別
撤廃条約）

1979

拷問および
他の残虐な、
非人道的な
または品位を
傷つける取り扱い、
または刑罰に
関する条約

（拷問禁止条約）
1984

子どもの権利
条約
1989
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 注）
 とくに記載されない限り、批准、加盟あるいは継承の年それらすべての段階でも、同じ法的な効果を有する。太字で示したものは、署名後批准していない。2007年 7月1
日現在のデータ。

a. 主要な指標表に掲載されている177カ国・地域以外の国・地域で、上記 7つの人権に関する条約のうち少なくとも1つを署名または批准している国。
b. 2006 年 6月のセルビア・モンテネグロの分離独立後、全ての条約行為（たとえば、批准や署名）は、セルビアにおいては、有効である。とくに断りがない限り、2007
年 7月1日時点で、国連事務総長は、モンテネグロからこの指標表に記載の条約に関する通知を受理していない。

c. 批准、加盟、あるいは承継している。

出典）
すべての列：UN 2007a.

161 ルワンダ 1975 1975 1975 1975 1981 .. 1991

162 アンゴラ .. .. 1992 1992 1986 .. 1990

163 ベナン .. 2001 1992 1992 1992 1992 1990

164 マラウイ .. 1996 1993 1993 1987 1996 1991

165 ザンビア .. 1972 1984 1984 1985 1998 1991

166 コートジボワール 1995 1973 1992 1992 1995 1995 1991

167 ブルンジ 1997 1977 1990 1990 1992 1993 1990

168 コンゴ民主共和国 1962 1976 1976 1976 1986 1996 1990

169 エチオピア 1949 1976 1993 1993 1981 1994 1991

170 チャド .. 1977 1995 1995 1995 1995 1990

171 中央アフリカ .. 1971 1981 1981 1991 .. 1992

172 モザンビーク 1983 1983 1993 .. 1997 1999 1994

173 マリ 1974 1974 1974 1974 1985 1999 1990

174 ニジェール .. 1967 1986 1986 1999 1998 1990

175 ギニアビサウ .. 2000 a 2000 a 1992 1985 2000 a 1990

176 ブルキナファソ 1965 1974 1999 1999 1987 1999 1990

177 シエラレオネ .. 1967 1996 1996 1988 2001 1990

その他a

アフガニスタン 1956 1983 1983 1983 2003 1987 1994

アンドラ 2006 2006 2006 .. 1997 2006 1996

イラク 1959 1970 1971 1971 1986 .. 1994

キリバス .. .. .. 2004 .. 1995

朝鮮民主主義人民共和国 1989 .. 1981 1981 2001 .. 1990

リベリア 1950 1976 2004 2004 1984 2004 1993

リヒテンシュタイン 1994 2000 1998 1998 1995 1990 1995

マーシャル諸島 .. .. .. 2006 .. 1993

モナコ公国 1950 1995 1997 1997 2005 1991 1993

モンテネグロ b 2006 2006 2006 2006 2006 2006 2006

ナウル .. 2001 2001 .. .. 2001 a 1994

パラオ .. .. .. .. .. 1995

サンマリノ .. 2002 1985 1985 2003 2006 1991

セルビア b 2001 2001 2001 2001 2001 2001 2001

ソマリア .. 1975 1990 1990 .. 1990 2002

ツバル .. .. .. 1999 .. 1995

総国家数 c 140 172 160 156 183 143 189
署名後批准していない 1 6 5 5 1 8 2
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人間開発高位国
1 アイスランド 1950 1952 1958 1960 1958 1963 1999 2000

2 ノルウェー 1949 1955 1932 1958 1959 1959 1980 2000

3 オーストラリア 1973 1973 1932 1960 1974 1973 .. 2006

4 カナダ 1972 .. .. 1959 1972 1964 .. 2000

5 アイルランド 1955 1955 1931 1958 1974 1999 1978 1999

6 スウェーデン 1949 1950 1931 1958 1962 1962 1990 2001

7 スイス 1975 1999 1940 1958 1972 1961 1999 2000

8 日本 1965 1953 1932 .. 1967 .. 2000 2001

9 オランダ 1950 1993 1933 1959 1971 1973 1976 2002

10 フランス 1951 1951 1937 1969 1953 1981 1990 2001

11 フィンランド 1950 1951 1936 1960 1963 1970 1976 2000

12 米国 .. .. .. 1991 .. .. .. 1999

13 スペイン 1977 1977 1932 1967 1967 1967 1977 2001

14 デンマーク 1951 1955 1932 1958 1960 1960 1997 2000

15 オーストリア 1950 1951 1960 1958 1953 1973 2000 2001

16 英国 1949 1950 1931 1957 1971 1999 2000 2000

17 ベルギー 1951 1953 1944 1961 1952 1977 1988 2002

18 ルクセンブルク 1958 1958 1964 1964 1967 2001 1977 2001

19 ニュージーランド .. 2003 1938 1968 1983 1983 .. 2001

20 イタリア 1958 1958 1934 1968 1956 1963 1981 2000

22 ドイツ 1957 1956 1956 1959 1956 1961 1976 2002

23 イスラエル 1957 1957 1955 1958 1965 1959 1979 2005

24 ギリシャ 1962 1962 1952 1962 1975 1984 1986 2001

25 シンガポール .. 1965 1965 [1965] i 2002 .. 2005 2001

26 韓国 .. .. .. .. 1997 1998 1999 2001

27 スロベニア 1992 1992 1992 1997 1992 1992 1992 2001

28 キプロス 1966 1966 1960 1960 1987 1968 1997 2000

29 ポルトガル 1977 1964 1956 1959 1967 1959 1998 2000

30 ブルネイ .. .. .. .. .. .. .. ..

31 バルバドス 1967 1967 1967 1967 1974 1974 2000 2000

32 チェコ 1993 1993 1993 1996 1993 1993 2007 2001

33 クウェート 1961 .. 1968 1961 .. 1966 1999 2000

34 マルタ 1965 1965 1965 1965 1988 1968 1988 2001

35 カタール .. .. 1998 2007 .. 1976 2006 2000

36 ハンガリー 1957 1957 1956 1994 1956 1961 1998 2000

37 ポーランド 1957 1957 1958 1958 1954 1961 1978 2002

38 アルゼンチン 1960 1956 1950 1960 1956 1968 1996 2001

39 アラブ首長国連邦 .. .. 1982 1997 1997 2001 1998 2001

40 チリ 1999 1999 1933 1999 1971 1971 1999 2000

41 バーレーン .. .. 1981 1998 .. 2000 .. 2001

42 スロバキア 1993 1993 1993 1997 1993 1993 1997 1999

43 リトアニア 1994 1994 1994 1994 1994 1994 1998 2003

44 エストニア 1994 1994 1996 1996 1996 2005 2007 2001

45 ラトビア 1992 1992 2006 1992 1992 1992 2006 2006

46 ウルグアイ 1954 1954 1995 1968 1989 1989 1977 2001

47 クロアチア 1991 1991 1991 1997 1991 1991 1991 2001

48 コスタリカ 1960 1960 1960 1959 1960 1962 1976 2001

49 バハマ 2001 1976 1976 1976 2001 2001 2001 2001

50 セーシェル 1978 1999 1978 1978 1999 1999 2000 1999

51 キューバ 1952 1952 1953 1958 1954 1965 1975 ..

52 メキシコ 1950 .. 1934 1959 1952 1961 .. 2000

53 ブルガリア 1959 1959 1932 1999 1955 1960 1980 2000

54 セントクリストファー・ネーヴィス 2000 2000 2000 2000 2000 2000 2005 2000

TA
B

LE 35 人権と労働に関する国際協定

基本的労働条件の現状
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55 トンガ .. .. .. .. .. .. .. ..

56 リビア 2000 1962 1961 1961 1962 1961 1975 2000

57 アンティグア・バーブーダ 1983 1983 1983 1983 2003 1983 1983 2002

58 オマーン .. .. 1998 2005 .. .. 2005 2001

59 トリニダード・トバゴ 1963 1963 1963 1963 1997 1970 2004 2003

60 ルーマニア 1957 1958 1957 1998 1957 1973 1975 2000

61 サウジアラビア .. .. 1978 1978 1978 1978 .. 2001

62 パナマ 1958 1966 1966 1966 1958 1966 2000 2000

63 マレーシア .. 1961 1957 [1958] j 1997 .. 1997 2000

64 ベラルーシ 1956 1956 1956 1995 1956 1961 1979 2000

65 モーリシャス 2005 1969 1969 1969 2002 2002 1990 2000

66 ボスニア・ヘルツェゴビナ 1993 1993 1993 2000 1993 1993 1993 2001

67 ロシア 1956 1956 1956 1998 1956 1961 1979 2003

68 アルバニア 1957 1957 1957 1997 1957 1997 1998 2001

69 マケドニア、旧ユーゴスラビア 1991 1991 1991 2003 1991 1991 1991 2002

70 ブラジル .. 1952 1957 1965 1957 1965 2001 2000

人間開発中位国
71 ドミニカ 1983 1983 1983 1983 1983 1983 1983 2001

72 セントルシア 1980 1980 1980 1980 1983 1983 .. 2000

73 カザフスタン 2000 2001 2001 2001 2001 1999 2001 2003

74 ベネズエラ 1982 1968 1944 1964 1982 1971 1987 2005

75 コロンビア 1976 1976 1969 1963 1963 1969 2001 2005

76 ウクライナ 1956 1956 1956 2000 1956 1961 1979 2000

77 サモア .. .. .. .. .. .. .. ..

78 タイ .. .. 1969 1969 1999 .. 2004 2001

79 ドミニカ共和国 1956 1953 1956 1958 1953 1964 1999 2000

80 ベリーズ 1983 1983 1983 1983 1999 1999 2000 2000

81 中国 .. .. .. .. 1990 2006 1999 2002

82 グレナダ 1994 1979 1979 1979 1994 2003 2003 2003

83 アルメニア 2006 2003 2004 2004 1994 1994 2006 2006

84 トルコ 1993 1952 1998 1961 1967 1967 1998 2001

85 スリナム 1976 1996 1976 1976 .. .. .. 2006

86 ヨルダン .. 1968 1966 1958 1966 1963 1998 2000

87 ペルー 1960 1964 1960 1960 1960 1970 2002 2002

88 レバノン .. 1977 1977 1977 1977 1977 2003 2001

89 エクアドル 1967 1959 1954 1962 1957 1962 2000 2000

90 フィリピン 1953 1953 2005 1960 1953 1960 1998 2000

91 チュニジア 1957 1957 1962 1959 1968 1959 1995 2000

92 フィジー 2002 1974 1974 1974 2002 2002 2003 2002

93 セントビンセント・グレナディーン諸島 2001 1998 1998 1998 2001 2001 2006 2001

94 イラン .. .. 1957 1959 1972 1964 .. 2002

95 パラグアイ 1962 1966 1967 1968 1964 1967 2004 2001

96 グルジア 1999 1993 1997 1996 1993 1993 1996 2002

97 ガイアナ 1967 1966 1966 1966 1975 1975 1998 2001

98 アゼルバイジャン 1992 1992 1992 2000 1992 1992 1992 2004

99 スリランカ 1995 1972 1950 2003 1993 1998 2000 2001

100 モルディブ .. .. .. .. .. .. .. ..

101 ジャマイカ 1962 1962 1962 1962 1975 1975 2003 2003

102 カーボヴェルデ 1999 1979 1979 1979 1979 1979 .. 2001

103 エルサルバドル 2006 2006 1995 1958 2000 1995 1996 2000

104 アルジェリア 1962 1962 1962 1969 1962 1969 1984 2001

105 ベトナム .. .. 2007 .. 1997 1997 2003 2000

107 インドネシア 1998 1957 1950 1999 1958 1999 1999 2000

108 シリア 1960 1957 1960 1958 1957 1960 2001 2003
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109 トルクメニスタン 1997 1997 1997 1997 1997 1997 .. ..

110 ニカラグア 1967 1967 1934 1967 1967 1967 1981 2000

111 モルドバ 1996 1996 2000 1993 2000 1996 1999 2002

112 エジプト 1957 1954 1955 1958 1960 1960 1999 2002

113 ウズベキスタン .. 1992 1992 1997 1992 1992 .. ..

114 モンゴル 1969 1969 2005 2005 1969 1969 2002 2001

115 ホンジュラス 1956 1956 1957 1958 1956 1960 1980 2001

116 キルギス 1992 1992 1992 1999 1992 1992 1992 2004

117 ボリビア 1965 1973 2005 1990 1973 1977 1997 2003

118 グアテマラ 1952 1952 1989 1959 1961 1960 1990 2001

119 ガボン 1960 1961 1960 1961 1961 1961 .. 2001

120 バヌアツ 2006 2006 2006 2006 2006 2006 .. 2006

121 南アフリカ 1996 1996 1997 1997 2000 1997 2000 2000

122 タジキスタン 1993 1993 1993 1999 1993 1993 1993 2005

123 サントメ・プリンシペ 1992 1992 2005 2005 1982 1982 2005 2005

124 ボツワナ 1997 1997 1997 1997 1997 1997 1997 2000

125 ナミビア 1995 1995 2000 2000 .. 2001 2000 2000

126 モロッコ .. 1957 1957 1966 1979 1963 2000 2001

127 赤道ギニア 2001 2001 2001 2001 1985 2001 1985 2001

128 インド .. .. 1954 2000 1958 1960 .. ..

129 ソロモン諸島 .. .. 1985 .. .. .. .. ..

130 ラオス .. .. 1964 .. .. .. 2005 2005

131 カンボジア 1999 1999 1969 1999 1999 1999 1999 2006

132 ミャンマー 1955 .. 1955 .. .. .. .. ..

133 ブータン .. .. .. .. .. .. .. ..

134 コモロ連合 1978 1978 1978 1978 1978 2004 2004 2004

135 ガーナ 1965 1959 1957 1958 1968 1961 .. 2000

136 パキスタン 1951 1952 1957 1960 2001 1961 2006 2001

137 モーリタニア 1961 2001 1961 1997 2001 1963 2001 2001

138 レソト 1966 1966 1966 2001 1998 1998 2001 2001

139 コンゴ共和国 1960 1999 1960 1999 1999 1999 1999 2002

140 バングラデシュ 1972 1972 1972 1972 1998 1972 .. 2001

141 スワジランド 1978 1978 1978 1979 1981 1981 2002 2002

142 ネパール .. 1996 2002 .. 1976 1974 1997 2002

143 マダガスカル 1960 1998 1960 2007 1962 1961 2000 2001

144 カメルーン 1960 1962 1960 1962 1970 1988 2001 2002

145 パプアニューギニア 2000 1976 1976 1976 2000 2000 2000 2000

146 ハイチ 1979 1957 1958 1958 1958 1976 .. ..

147 スーダン .. 1957 1957 1970 1970 1970 2002 2003

148 ケニア .. 1964 1964 1964 2001 2001 1979 2001

149 ジブチ 1978 1978 1978 1978 1978 2005 2005 2005

150 東ティモール .. .. .. .. .. .. .. ..

151 ジンバブエ 2003 1998 1998 1998 1989 1999 2000 2000

152 トーゴ 1960 1983 1960 1999 1983 1983 1984 2000

153 イエメン 1976 1969 1969 1969 1976 1969 2000 2000

154 ウガンダ 2005 1963 1963 1963 2005 2005 2003 2001

155 ガンビア 2000 2000 2000 2000 2000 2000 2000 2001

人間開発低位国
156 セネガル 1960 1961 1960 1961 1962 1967 1999 2000

157 エリトリア 2000 2000 2000 2000 2000 2000 2000 ..

158 ナイジェリア 1960 1960 1960 1960 1974 2002 2002 2002

159 タンザニア 2000 1962 1962 1962 2002 2002 1998 2001

160 ギニア 1959 1959 1959 1961 1967 1960 2003 2003

161 ルワンダ 1988 1988 2001 1962 1980 1981 1981 2000
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 注）
 指標表には、国連加盟国が記載されている。2007年 7月1日現在の情報による。年は批准年を示している。
a. 結社の自由と団体権保護条約（1948）。
b. 団体権と団体交渉権条約（1949）。
c. 強制労働条約（1930）。
d. 強制労働撤廃条約（1957）。
e. 男女同一報酬条約（1951）。
f. 　（雇用と職業）差別禁止条約（1958）。
g. 就業最少年齢条約（1973）。
h. 最悪な形態の自動労働撤廃条約（1999）。
i. 条約は1979 年に終了通告された。
j. 条約は1990 年に終了通告された。
k. 主要な指標表に記載されている177カ国・地域以外で、国際労働機関（ILO）に加盟している国や地域。

出典）
全ての列：ILO 2007a.
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162 アンゴラ 2001 1976 1976 1976 1976 1976 2001 2001

163 ベナン 1960 1968 1960 1961 1968 1961 2001 2001

164 マラウイ 1999 1965 1999 1999 1965 1965 1999 1999

165 ザンビア 1996 1996 1964 1965 1972 1979 1976 2001

166 コートジボワール 1960 1961 1960 1961 1961 1961 2003 2003

167 ブルンジ 1993 1997 1963 1963 1993 1993 2000 2002

168 コンゴ民主共和国 2001 1969 1960 2001 1969 2001 2001 2001

169 エチオピア 1963 1963 2003 1999 1999 1966 1999 2003

170 チャド 1960 1961 1960 1961 1966 1966 2005 2000

171 中央アフリカ 1960 1964 1960 1964 1964 1964 2000 2000

172 モザンビーク 1996 1996 2003 1977 1977 1977 2003 2003

173 マリ 1960 1964 1960 1962 1968 1964 2002 2000

174 ニジェール 1961 1962 1961 1962 1966 1962 1978 2000

175 ギニアビサウ .. 1977 1977 1977 1977 1977 .. ..

176 ブルキナファソ 1960 1962 1960 1997 1969 1962 1999 2001

177 シエラレオネ 1961 1961 1961 1961 1968 1966 .. ..

その他k

アフガニスタン .. .. .. 1963 1969 1969 .. ..

イラク .. 1962 1962 1959 1963 1959 1985 2001

キリバス 2000 2000 2000 2000 .. .. .. ..

リベリア 1962 1962 1931 1962 .. 1959 .. 2003

モンテネグロ 2006 2006 2006 2006 2006 2006 2006 2006

サンマリノ 1986 1986 1995 1995 1985 1986 1995 2000

セルビア 2000 2000 2000 2003 2000 2000 2000 2003

ソマリア .. .. 1960 1961 .. 1961 .. ..

総批准 142 150 164 158 158 158 145 158
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テクニカルノート１

人間開発指数の計算

この図は人間開発報告書に用いられている5つの人間開発指数がどのように作成されているかを要約してお

り、その類似点と相違点を強調している。次ページ以降で詳細な説明がなされている。

HDI

HPI-2

HPI-1

GDI

GEM

長寿で健康
な生活

長寿で健康
な生活

長寿で健康
な生活

長寿で健康
な生活

政治参加と
意思決定

経済資源
支配力経済参加と意思決定

人間らしい
生活水準

知識

知識

知識

知識

人間開発指数（HDI）

発展途上国の人間
貧困指数（HPI-1）

特定OECD国の
人間貧困指数（HPI-2）

ジェンダー開発指数（GDI）

ジェンダー・エンパワーメント指数（GEM）

人間らしい
生活水準

側面

指標

側面

指標

側面

指標

側面

指標

側面指数

等分布指数

側面

指標

均等分布
等価比率
（EDEP）

議会議席数
EDEP

経済参加
EDEP 

所得EDEP

出生時平均
余命

40歳まで生存
できない出生
時確率

60歳まで生存
できない出生
時確率

女性の出生
時平均余命

女性の平均
余命指数

等分布平均
余命指数

議会の男女
議席の割合

議員、高官、管理職の
男女の割合

専門職、技術職の
男女の割合

男女の推定
勤労所得

等分布教育指数 等分布所得指数

男性の平均
余命指数

女性の教
育指数

男性の教
育指数

女性の
所得指数

男性の
所得指数

男性の出
生時平均
余命

女性の成人
識字率

男性の成人
識字率

女性の
推定勤
労所得

男性の
推定勤
労所得

女性
GER

男性
GER

機能的識字能力に
欠ける成人の割合

貧困ライン以下
で暮らしている
人の割合

長期失業率

成人識字率 改善された水源を利用
できない人の割合

年齢のわりに低
体重子どもの
割合

成人識字率

成人識字指数 GER指数

総就学率（GER） 1人当たり
GDP（PPP 
US$）

側面指数 平均余命指数 教育指数

人間らしい生活水準の
喪失

GDP指数

人間らしい生活水準

人間らしい
生活水準

社会的
疎外
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人間開発指数（HDI）

HDIは人間開発の簡略な尺度である。人間
開発の次の基本的な側面で一国の平均達成
度を測定している。
● 長寿で健康な生活。出生時平均余命で測
定

● 知識。成人識字率（2/3加重）と初等・
中等・高等教育総就学率（1/3加重）で
測定

● 人間らしい生活水準。1人当たりGDPの
米ドル建て購買力平価（PPP）で測定

HDIを算出する前に、上記側面の各々につ
いて指数を算出する必要がある。平均余
命、教育、GDPといった指数を算出するに
は、各基礎指標の最低値および最高値（ゴ
ールポスト）が選択される。

最高値の
ゴールポスト

指標値

指標
側面指数

最低値の
ゴールポスト

指数値

各側面の実績は下記の一般的公式を適用し
て0と1の間の数値で表される。

次に、HDIは側面指数の単純平均として算
出される。右側の囲み記事では、サンプル
国について算出法を説明している。

側面指数

指標 最高値 最低値

実際値－最低値

最高値－最低値

HDI算出用のゴールポスト

出生時平均余命（歳） 85 25
成人識字率（％）＊ 100 0
複合総就学率（％） 100 0
1人当たりGDP（PPP US$） 40,000 100
＊ 成人識字率算出のゴールポストでは最高識字率は100
％だが、実際にはHDIは上限99％と計算されている。

HDIの算出

HDI算出を、ここではトルコのデータを用いて説明す
る。

1. 平均余命指数を計算する
平均余命指数はある国の出生時平均余命の相対達成度
を測定する。トルコでは、2005年の平均余命が71.4歳
なので、平均余命指数は0.773となる。

2. 教育指数を計算する
教育指数は、ある国の成人識字率および複合初
等・中等・高等教育総就学率の相対達成度を測
定する。最初に、成人識字指数と複合総就学率
指数が計算される。次いで、2つの指数が連結さ
れ、成人識字が3分の2、総就学が3分の1加重さ
れて教育指数が作成される。トルコの場合、
2005年の成人識字率が87.4％、同年の複合総就学
率が68.7%なので、教育指数は0.812となる。

3. GDP指数を計算する
GDP指数は調整済み1人当たりGDP（PPP US$）を用
いて算出される。HDIでは、所得が、長寿で健康な生
活と知識に反映されていない人間開発の全側面の代理
役を果たしている。相当な水準の人間開発を達成する
には無限の所得を必要としないので、所得は調整され
る。従って、所得の対数が使用される。トルコの場
合、2005年の1人当たりGDPが8,407(PPP US$)なので、
GDP指数は0.740になる。

4. HDIを計算する
側面指数が算出されると、HDIを決定する
のは簡単である。HDIは3つの側面指数の
単純平均である。

平均余命指数
71.4－25

85－25
0.773

成人識字指数

GDP指数
log（8,407）－log（100）

log（40,000）－log（100）

87.4－0

100－0
0.874

総就学指数
68.7－0

100－0
0.687

教育指数＝2/3（成人識字指数）+1/3（総就学指数）
　　　　＝2/3（0.874）+1/3（0.687）＝0.812

HDI＝1/3（平均余命指数）+1/3（教育指数）
　　+1/3（GDP指数）
　　＝1/3（0.773）+1/3（0.812）+1/3（0.740）＝0.775

0.740

ゴールポスト
85歳

ゴールポスト
25歳

ゴールポスト
US$40,000

側面指数 HDI

平均余命 教育 GDP

ゴールポスト
US$100

平均余命
（歳）

成人識字率
（％）

総就学率
（％）

1人当たり
GDP

GDP指数

教育指数

平均余命
指数
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発展途上国の人間貧困指数（HPI-1）

HDIは平均達成度を測定するが、HPI-1
は、HDIで捕捉される人間開発の3つの基
本的側面の喪失状況を測定する。
● 長寿で健康な生活：40歳まで生存しな
い出生時確率で測定する死亡危険度

● 知識：成人非識字率で測定する読むこ
と、コミュニケーションの世界からの
阻害

● 人間らしい生活水準：2つの指標、つま
り改善された水源を利用できない住民
の割合および年齢の割に低体重の子ど
もの割合の非加重平均で測定する、総
体的な経済的供給へのアクセスの欠如

HPI-1の計算はHDIの計算より簡単であ
る。喪失状況の測定に使用される指標は
すでに0と100の間に標準化されているの
で（％で表されているため）、HDIの場合
のように側面指数を作成する必要がな
い。

特定OECD国の人間貧困指数（HPI-2）

HPI-2はHPI-1と同じ側面の喪失状況を測
定し、社会的疎外も捕捉する。従って、
次の4つの側面の喪失を反映している。 

● 長寿で健康な生活：60歳まで生存でき
ない出生時確率で測定する比較的若年
での死亡危険度

● 知識：機能的識字能力に欠ける成人
（16歳～65歳）の割合で測定する、読
書とコミュニケーションの世界からの
阻害

● 人間らしい生活水準：所得貧困ライン
（調整済み世帯可処分所得中央値の50
％）以下で生活している人々の割合で
測定する

● 社会的疎外：長期失業率（12ヵ月以
上）で測定する

HPI-1の計算

1. 人間らしい生活水準の喪失状況を測定する
人間らしい生活水準の喪失の測定には、2つの指標の非加重平均が用いられる。

HPI-lとHPI-2を計算する際になぜα＝3なのか

α値はHPI値に重要な影響を及ぼす。α=1なら、HPIはその側面の平均値となる。α
が大きくなるにつれ、より大きな加重が最大の喪失のある側面にかかるようにな
る。従って、αが無限大へと増大するにつれ、HPIは喪失が最大である側面の数値に
近づいていく傾向がある（ボリビアの場合、HPI-1の計算に使用される例ではHPIは
15.5になるだろう。これは40歳まで生存しない出生時確率と等しい）。 

本報告書では、より深刻な喪失のある分野に追加の、ただし圧倒的ではない加重を
かけるため、３のα値が用いられている。HPI数式の詳細な分析は、Sudhir Anand
とAmartya Senの共著“Concepts of Human Development and Poverty: A 
Multidimensiona1 Perspective”および人間開発報告書 1997（本テクニカルノート末
尾に掲載の参考文献参照）を参照されたい。

HPI-2の計算
HPI-2の計算に使用される公式は次のとおり。

非加重平均＝1/2（改善された水源を利用できない住民）
　　　　　＋1/2（年齢の割に体重の軽い子ども）

ただし:
P1=40歳まで生存しない出生時確率(×100)
P2=成人非識字率
P3=改善された水源を利用できない住民と年齢の割に低体重の子どもの非加重平均
α＝３

計算モデル ： ボリビア
P1＝15.5％
P2＝13.3％
P3＝11.3％

ただし
P1＝60歳まで生存しない出生時確率(×100)
P2＝機能識字能力に欠ける成人の割合
P3＝所得貧困ライン（調整済み世帯可処分所得中央値の50％）以下の住民の割合
P4＝長期失業率(12ヵ月以上継続) 
α＝3

計算モデル ： カナダ
P1＝8.1％
P2＝14.6％
P3＝11.4％
P4＝0.5％

HPI-1=［（1/3 P1α＋P2α＋P3α）］ 1/α

HPI-2=［（1/4（ P1α＋P2α＋P3α＋P4α）］ 1/α

HPI-1＝［1/3（15.53＋13.33＋11.33）］1/3＝13.6

HPI-2＝［1/4（8.13＋14.63＋11.43＋0.53）］1/3＝10.9

計算モデル: ボリビア
改善された水源を利用できない住民の割合＝15％
年齢の割に体重の軽い子どもの割合＝8％

非加重平均 ＝1/2（15）＋1/2（8）＝11.3％

2. HPI-1を計算する
HPI-1の計算に使用される公式は次のとおり。
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ジェンダー開発指数（GDI）

HDIは平均達成度を測定するが、GDIは次
の側面における男女間の不平等を反映させ
るため、平均達成度を調整する。
● 長寿で健康な生活：出生時の平均余命で
測定

● 知識：成人識字率と初等・中等・高等教
育への総就学率で測定

● 人間らしい生活水準：推定勤労所得
（PPP US$）で測定

GDIの算出には次の3つのステップが含ま
れる。
まず最初に、次の一般公式に従って各側面
の女性指数と男性指数を計算する。

側面指数

等分布指数＝｛［女性の人口比率（女性指数１－∈）］
＋［男性の人口比率（男性指数１－∈）］｝ １/１－∈

等分布指数
＝｛［女性の人口比率（女性指数－1）］
＋［男性の人口比率（男性指数－1）］｝ －1

実際値－最低値
最高値－最低値

次に、男女間の達成度に差異があるときは
ペナルティを科すという方法で、各側面の
女性指数と男性指数が合計される。その結
果得られる等分布指数は次の一般公式によ
って計算される。
等分布指数

∈は不平等への嫌悪感の測定値である。
GDIでは∈＝2である。従って、一般計算
式は次のようになる。

この式から女性指数と男性指数の調和平均
が導出できる。
三番目に、非加重平均の3つの等分布指数
を組み合わせることによってGDIが算出さ
れる。

GDIを計算するためのゴールポスト

指標
女性の出生時平均余命
（歳） 87.5 27.5
男性の出生時平均余命
（歳） 82.5 22.5
成人識字率（%） 100 0
複合総就学率（%） 100 0
推定勤労所得
（PPP US$） 40,000 100

最高値 最低値

注: 女性の平均余命が長いことを考慮して、平均余命の
最高値、最低値（ゴールポスト）は女性のほうが5歳高くな
っている。各指標の男女値間の関係を維持するために、
同一の尺度にされた値が算出され、女性値か男性値かが
閾値を上回る場合の数値の代わりに使用される（成人識
字率の場合、実際の閾値としては99％が用いられてい
る）。同一尺度化は女性値と男性値に、男性か女性かどち
らかの最大報告値で除した実際の閾値を乗じて行われる。

GDIの計算

GDI計算に関するこの説明ではボツワナのデータを使用している。

1. 等分布平均余命指数を計算する
第一のステップは平均余命の男女差を測定することであり、側面指数用の一般公式を
用いる。

2. 等分布教育指数を計算する
まず最初に、成人識字率指数と総合初等・中等・高等教育総就学率指数が男女別々に
計算される。これら指数の計算は、使用する指標がすでに0と1の間で標準化されてい
るので、簡単である。

3. 等分布所得指数を計算する
最初に、男女の勤労所得（PPP US$）が推計される（本計算の詳細は本テクニカルノ
ートの付属資料参照）。次に、各ジェンダーの所得指数が計算される。HDIと同様
に、所得は推定勤労所得（PPP US$）の対数をとって調整される。

次に、等分布平均余命を算出するため、等分布指数用の一般公式が用いて女性指数と
男性指数が組み合わされる。

次に、成人識字指数を3分の2、総就学指数を3分の1加重する教育指数が男女別々に計
算される。

最後に、等分布教育指数を算出するために男女の教育指数が組み合わされる。

女性
平均余命: 48.4歳

女性
人口比率: 0.504
平均余命指数: 0.348

男性
人口比率: 0.496
平均余命指数: 0.419

女性
成人識字率: 81.8％
成人識字指数: 0.818
総就学率: 70.1％
総就学指数: 0.701

教育指数＝2/3（成人識字指数）＋1/3（総就学指数）

女性教育指数 ＝2/3（0.818）＋1/3（0.701）＝0.779

男性教育指数 ＝2/3（0.804）＋1/3（0.690）＝0.766

男性
成人識字率: 80.4％
成人識字指数: 0.804
総就学率: 69.0％
総就学指数: 0.690

女性
人口比率: 0.504
教育指数: 0.779

男性
人口比率: 0.496
教育指数: 0.766

女性
推定勤労所得(PPP US$):5,913

男性
推定勤労所得(PPP US$):19,094

平均余命指数

等分布平均余命指数＝｛［0.504（0.348－１）］＋［0.496（0.419－１）］｝ －１＝0.380

等分布教育指数＝｛［0.504（0.779－１）］＋［0.496（0.766－１）］｝ －１＝0.773

48.4－27.5
87.5－27.5 0.348 平均余命指数

47.6－22.5
82.5－22.5 0.419

男性
平均余命: 47.6歳

所得指数

所得指数

GDIの計算は次ページに続く。

所得指数0.681 0.877
log（5,913）－log（100）

log（40,000）－log（100）

log（19,094）－log（100）

log（40,000）－log（100）

log（実際値）－log（最低値）
log（最高値）－log（最低値）
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GDIの計算（続き）

次に、女性と男性の所得指標を合算し、等分布所得指数を作成する。

4. GDIを計算している
GDIの計算は簡単。GDIは、等配分平均余命指数、等配分教育指数、等配分所得指数
の単純な非加重平均である。

なぜ、HDIの計算に∈＝2を使うのか
値∈はジェンダー不平等に対するペナルティの大きさである。値が高いほど、会社は
不平等が存在することで不利益を受けることになる。
∈＝0の場合は、不利益がないことを意味する（この場合、GDIはHDIと同値にな
る）。∈が無限大へと増加するにしたがって、平等が達成されていないグループ対
し、より大きな加重が加わることになる。
値の2は、HDI（GEMも同様に）を計算するのに使われる。この値は、ジェンダー平
等達成の側面における不平等に適度なペナルティを加える。
GDIの数式のより詳しい分析については、Sudhir Anand and Amartya Sen: “Gender 
Inequality in Human Development: Theories and Measure-ment,” Kalpana Bardhan 
and Stephan Klasen: “UNDP’s Gender-Related Indices: A Critical Review”と『人間開
発報告書』1955年のテクニカルノート参照のこと（本テクニカルノート末尾に掲載の
参考文献参照）。

女性
人口比率: 0.504
所得指数: 0.681

男性
人口比率: 0.496
所得指数: 0.877

等配分所得指数 = ｛［0.504（0.681－1）］ + ［0.496（0.877－1）］｝－1 = 0.766

GDI= 1/3（平均余命指数）+ 1/3（教育指数）+ 1/3（所得指数）
　　= 1/3（0.380）+ 1/3（0.773）+ 1/3（0.766）= 0.639
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ジェンダー・エンパワーメント指数（GEM）

女性の能力ではなく機会に焦点を当てるこ
とによって、GEMは次の3分野でジェンダ
ー不平等を捕捉する。
● 政治参加と意思決定力：議席の男女比率
で測定する

● 経済参加と意思決定力：議員、高官、経
営幹部の地位にある男女のパーセント比
率および専門職と技術職の地位にある男
女のパーセント比率の2つの指標で測定
する

● 経済資源支配力：男女の推定勤労所得
（PPP US$）で測定する

上記3つの側面の各々について、等分布等
価比率（EDEP）が次の一般公式に基づい
て人口加重平均として計算される。

EDEP＝｛［女性の人口比率（女性指数１－∈）］
　　＋［男性人口比率（男性指数１－∈）］1/1－∈

EDEP＝｛［女性の人口比率(女性指数１－∈)＋
　　　　［男性の人口比率（男性指数１－∈）］1/1∈

∈は不平等に対する嫌悪感の測定値であ
る。GEMでは（GDIと同様に）∈＝2であ
り、これは不平等に適度なペナルティを科
す。従って公式は次のようになる。

政治と経済の参加と意思決定についての測
定では、EDEPは50で割ることで指数化さ
れる。この指数化の理論的根拠は、両性が
平等にエンパワーメントされている理想的
な社会ではGEM変数が50％に等しいだろ
う、つまり、各変数に関して女性の比率が
男性の比率と等しいだろうという考え方に
ある。

男性または女性の指数値がゼロの場合は、
上記公式によるEDEPは決定されない。し
かし、指数がゼロになる傾向がある場合に
は、EDEPの限界はゼロである。従って、
これらの場合にはEDEP値はゼロに設定さ
れる。 

最後に、GEMは3つの指数化されたEDEP
の単純平均として算出される。

GEMの計算
GEMの計算の本説明ではロシア連邦のデータを使用している。

1. 議会代表のEDEPを計算する
議会代表のEDEPは政治参加に関する女性の相対的なエンパワーメントを測定する。
EDEPの計算は男女の人口比率および男女の議席パーセント比率を用い、次の一般公
式で行われる。

2. 経済参加のEDEPを計算する
一般公式を用いて、議員、高官、経営幹部の地位にある男女のパーセント比率の
EDEPおよび専門職と技術職の地位にある男女のパーセント比率のEDEPが計算され
る。この2つの測定値を単純平均すると経済参加のEDEPが得られる。

3. 所得のEDEP を計算する
まず男女の勤労所得(PPP US$)が別々に推計され、次にGDIの場合と同様に同一の尺
度にされたゴールポストに指数化される（詳細は本テクニカルノートの付属資料参
照）。しかしGEMの場合は所得指数は推定勤労所得の対数ではなく未調整値に準拠
している。

4. GEMを計算する
GEMの3つの側面のEDEPが計算されると、GEMを決定するのは簡単である。3つの
EDEP指数の単純平均を算出すればよい。

次に、この手始めのEDEPを理想値50％で指数化される。

この2つの指数化EDEPを平均すると経済参加のEDEPが算出できる。

次に男女の指数が組み合わされ、等配分指数が算出される。

女性
人口比率: 0.536
議員、高官、経営幹部のパーセント比率: 39.0％
専門職と技術職のパーセント比率: 64.7％

議会議席のEDEP＝｛［0.536（8.0－１）］＋［0.464（92.0－１）］｝－１＝13.88

議員、高官、経営幹部のEDEP＝｛［0.536（39.0－１）］＋［0.464（61.0－１）］｝－１＝46.85

専門職、技術職のEDEP＝｛［0.536（64.7－１）］＋［0.464（35.3－１）］｝－１＝ 46.67

議会代表の指数化EDEP 0.278
13.88
50

男性
人口比率:0.464
議員、高官、経営幹部のパーセント比率:61.0％
専門職と技術職のパーセント比率: 35.3％

女性
人口比率: 0.536
国会議席比率: 8.0％

男性
人口比率: 0.464
国会議席比率: 92.0％

女性
人口比率: 0.536
推定勤労所得（PPP US$）: 8,476

所得指数

GEM 0.489

所得指数
8,476－100
40,000－100

0.278＋0.935＋0.255
3

13,581－100
40,000－100

0.210 0.338

男性
人口比率: 0.464
推定勤労所得（PPP US$）: 13,581

議員、高官、経営幹部の指数化EDEP
46.85
50

0.937

専門職、技術職の指数化EDEP

経済参加のEDEP

所得のEDEP ＝｛［0.536（0.210－1）］＋［0.464（0.338－1）］｝－1＝0.255

0.937＋0.933
2

0.935

46.67
50

0.933
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テクニカルノート1付属資料
女性と男性の勤労所得

所得についてジェンダー別の内訳が手元に
あることが重要であるにもかかわらず、直
接の測定値は入手できない。従って、本報
告書用には男女勤労所得の粗推定値が導出
された。

所得は消費のための資源および個人の収入
という2つの視点から見ることができる。
男女が資源を家族単位で共有しているの
で、使用する測定値を男女間に割り振りす
るのは難しい。他方、個々の家族が別々な
勤労所得を得る傾向があるので、収入は割
り振りが可能である。

GDIとGEMで用いられている所得測定値
はある人の所得獲得能力を示す。これは、
GDIでは資源支配力の男女間格差を捕捉す
るために、GEMでは女性の経済的独立の
程度を捕捉するために用いられている。
（このアプローチに関する概念的方法論的
問題については、Sudhir AnandとAmartya 
Senの“Gender　lnequality　in　Human 
Development”および人間開発報告書 1995
の第3章とテクニカルノート１、2 および
本テクニカルノート末尾の参考文献を参照
されたい。）

男女の勤労所得（PPP US$）は下記のデー
タを用いて推計されている。
● 男性の非農業賃金に対する女性の非農業
賃金の割合

● 経済活動人口の男女比率
● 男女別人口の合計
● 1人当たりGDP（PPP US$）

略語一覧
wf/wm＝男性の非農業賃金に対する女性の
　　　　非農業賃金の割合
EAf＝経済活動人口に占める女性比率
EAm＝経済活動人口に占める男性比率
Sf＝賃金総額に占める女性比率
Y＝総GDP（PPP US$）
Nf＝総女性人口
Nm＝総男性人口
Yf＝女性の推定勤労所得（PPP US$）
Ym＝男性の推定勤労所得（PPP US$）

注
四捨五入されているので、手計算の結果は
テクニカルノートや指標表の結果とは異な
る場合がある。

男女の勤労所得を推計する

男女勤労所得の推計に関するこの説明では、スウェーデンの2005年データを使用して
いる。

1. 総GDP（PPP US$）を計算する
総GDP（PPP US$）は総人口に1人当たりGDP（PPP US$）を乗じて計算される。

2. 賃金総額に占める女性比率を計算する
農村地域や非公式セクターの賃金データはほとんどないので、本報告書は非農業賃金
を用い、非農業セクターにおける男性の賃金に対する女性の賃金の割合が経済の他の
セクターにも適用できると仮定した。賃金総額に占める女性比率は、男性の非農業賃
金に対する女性の非農業賃金の割合と経済活動人口の男女のパーセント割合を用いて
計算される。賃金比率のデータが入手できない場合は75％の値が用いられている。

3. 男女の勤労所得（PPP US$）を計算する 
賃金総額の女性比率はGDPの女性比率に等しいと仮定されなければならない。

総人口: 9,024（千人）
1人当たりGDP（PPP US$）:32,525
総GDP（PPP US$）＝9,024（32,525）＝293,510,764（千ドル）

男性非農業賃金に対する女性非農業賃金の比率（wf/wm）＝0.907
経済活動人口に占める女性のパーセント比率（EA1）＝47.4％
経済活動人口に占める男性のパーセント比率（EAm）＝52.6％

賃金総額の女性比率（Sf）＝0.450
総GDP（PPP US$）（年）＝293,510,764（千ドル）
女性人口（Nf）＝4,546（千人）

男性人口（Nm）＝4,478（千人）

賃金総額に占める女性の比率（Sf）

推定女性勤労所得（PPP US$）（Yf） 29,044
Sf（Y）

N

0.450（293,510,764）

4,546

推定女性勤労所得（PPP US$）（Yf） 36,059
Y－Sf（Y）

Nm

293,510,764－［0.450（293,510,764）］

4,478

0.450
（wf/wm）（EAf）

［wf/wm（EAf）］ ＋EAm

0.907（47.4）

［0.907（47.4）］＋52.6
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　人間開発は自由と能力の拡大に関連している。しか

し、第2章で説明したとおり、このプロセスは気候関連

災害によって不能になる場合がある。人命喪失や生活崩

壊による直接のコストのほかに、気候関連の衝撃は人々

に一生涯つきまとい、人々を低度な人間開発の罠に閉じ

込めてしまいかねない相当な固有コストももたらす。気候

変動は数十億人もの災害弱者がそうなってしまう確率を

高めることが必定である。

　気候関連ショックに組み込まれている人間開発への脅

威の程度を捕捉するため、災害被災地に生を受けたこと

の短期・長期の影響が測定された。より具体的には、5

歳未満の子どもと15歳～30歳の成人女性について人間

開発の結果の重要な決定要因が測定され、災害にあっ

た人 と々災害にあわなかった人 と々が比較された。

調査の設計は全国、都市、農村の各レベルで代表的で

ある。

　主要な対象は15歳～49歳の女性であるが、人口動態・

健康調査（DHS）は世帯全員の人口動態指標に関する情

報も収集している。5歳未満の子どもについては、これ

らの調査は健康・栄養指標などの監視変数・影響評価

変数も収集している。

データ

　この調査のデータは、DHSとルヴァン大学の国際災

害データベース（EM-DAT）から導出された。 

人口動態・健康調査（DHS）

　DHSはマクロ・インターナショナルが実施し、米国国

際開発庁（USAID）が一部資金を提供している世帯・コ

ミュニティ調査である。これらの調査は、広範囲な社会

経済変数について個々の世帯とコミュニティレベルで情

報を収集しており、経時比較ができるよう5年ごとに行わ

れている。DHSは通常、50 0 0 ～ 30 0 0 0のサンプルで

構成されているが、設計は縦断的ではない。この調査

の設計は全国、都市、農村の各レベルで代表的である。

　主要な対象は15歳～ 49歳の女性であるが、DHSは

世帯全員の人口動態指標に関する情報も収集している。

5歳未満の子どもについては、これらの調査は健康・栄

養指標などの監視変数・影響評価変数も収集している。

国際災害データベースEM-DAT 

　EM-DATは、19 0 0年から現在まで世界中で発生し

た災害に関するコアデータを提供する国際災害データ

ベースである。EM-DATの災害の定義は「現地の能力を

圧倒し、全国または国際レベルの外部支援の要請を必

要とする事態またはイベント、あるいは多国籍機関また

は全国、地域、国際支援グループなど少なくとも2つの

支援組織およびメディアによってそのようなものとして認

識される事態またはイベント」である。 このデータベース

に記録される災害は、下記基準の1つ以上を充たしてい

なければならない。

• 10人以上の人が死亡

• 10 0人以上が被災したと報告される

• 非常事態が宣言される

• 国際支援要請が発せられる

　本データベースの主要な特長は、災害―比較的最近の

災害―の発生日と場所、および被災者数、死傷者数、

経済的損害によってその激甚の程度を記録していること

である1。

国の選定基準

　この調査の目的としては、災害で10 0万人以上が被災

したと報告された国のみが選択された。5歳未満の子ど

もについては、災害後の2～ 3年後に地理測位システム

（GPS）モジュール付きのDHSを行った国が選択された。

GPSモジュールがある国の選択は、特に行政区域によっ

て被災の度合いが異なる国で必要だった。成人女性の

テクニカルノート2

気候関連災害の短期・長期影響を測定する
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選択は、1970年代と198 0年代に発生した主要な災害

に限定され、当該災害が最初のDHSの少なくとも15年

前に発生したことを必要条件とした。国別カバレッジお

よびサンプル特性を参照のこと。

方法体系 ethodology

　このアプローチは、社会科学で広く用いられているイ

ンパクト評価の手法を借用している。5歳未満児につい

ては次の結果指標が使用された。成長阻害（年齢の割り

に背が低い）、やせ（背の割に体重が軽い）、栄養不良（年

齢の割に体重が軽い）。15歳～30歳の成人女性につい

ては結果指標が教育結果だった。時系列データがない

場合は、一連の合成前後コホートが作成され、その結

果がロジット回帰を用いて差の差アプローチと比較され、

個人、世帯、コミュニティの特長の調整を行った。

　コホートを作成するため、DHSの子どもと成人女性は

身元が確認され、生年月日が追跡調査された。次いで、

被験者の生年月日と出生地が EM-DATに指摘されてい

る自然災害の発生状況と照合された。次のグループが確

認された。

• 被験者は災害前に後ほど被災した地域で生まれた（災

害前に生まれた、被災済み̶ グループ1、被災済み）。

• 被験者は災害前に後ほど被災しなかった地域で生ま

れた（災害前に生まれた、被災せず̶ グループ1、被

災せず）。

• 被験者は災害の期間中に、被災した地域で生まれた 

（災害の期間中に生まれた、被災済み̶ グループ2、

被災済み）。

• 被験者は災害の期間中に、被災しなかった地域で生

まれた（災害の期間中に生まれた、被災せず̶ グルプ

2、被災せず）。

　これらの異なるグループを用いて、次のモデルが推計

された。

φ=１/N Σ n
i=1［（y

a
i2－y

a
i1）－（y

na
i2－y

na
i2）］

この場合 i 番目の人の当該結果である２。

　各段階において、子どもの栄養結果に関する特別な

性質の影響を確認するため、制御変数が使用された。

これらには個人の変数（子どもの性別、出産間隔、母親

の年齢や教育などの母親の特性）およびコミュニティレベ

ルの変数（例えば、所在地が都会 /農村のどちらか）など

が含まれていた。次いで、災害に被災することと関連す

る特殊なリスクを分離するために回帰分析が行われた。

　成人については、災害が決定的なプロセスと仮定され

る場合、世帯の社会経済的特質を含むほぼすべての指

標は早期の被災によって決定されるので、内因性であ

る。その結果、合理的に外因性だと見なされる変数、た

とえば宗教などしか含まれなかった。

　結果のほとんどは第2章および Fuentes および Seck 

2 0 0 7に示されており、検討されている。

注

1 Guha-Sapir et al. 2004

2 Cameron and Trivedi 2005

表 国別カバレッジおよびサンプル特性

国 調査年 サンプル数 成長阻害（%） 栄養不良（%） やせ過ぎ（％）

子ども

エチオピア 2005  9,861 43.4 37.8  11.1

ケニア 2003  5,949 32.5 20.2  6.7

ニジェール 1992  6,899 38.2 38.9  14.5

成人 調査年 サンプル数 教育なし
（%）

少なくとも初等
教育（%）

少なくとも中等
教育（%）

インド 1998  90,303 35.3 50.5  33.6



医師　

医学部、医学校を卒業し、医学分野（教育、研究、臨

床を含む）に従事する者を含む。

インターネット利用者　世界中のインターネットにアクセ

スできる人。

衛生施設：改善された衛生施設を利用できる人口　

排泄物を適切に処理する施設を利用できる人口の割合。

これらの施設は、たとえば、下水や浄化槽への配管網、

水洗トイレ、簡単な落とし込み式トイレ、または換気口

付き改良型落とし込み式トイレなどである。個人もしく

は共同で（しかし公衆ではない）使用し、人間、動物、

昆虫が排泄物に接触しないよう効果的な処置がなされ

ている場合、排出物処理施設は適当と見なされる。

栄養不良の人口　

食物摂取量が慢性的に最低エネルギー必要量に満たない人。

エネルギー供給：一次　

原油、硬質石炭、天然ガスなどの天然資源から直接抽

出もしくは捕捉される、あるいは一次商品から生産さ

れるエネルギーの供給をいう。一次商品エネルギーは

また、化石燃料と再生可能エネルギーの二つに分けら

れる。「化石燃料」と「再生可能エネルギー」の項参照。

エネルギー消費単位当たりGDP　

石油換算キログラムで測定される商業的エネルギーの

使用によって産出されるGDP（2000年 PPP US$）の比

率。この比率は、物理的投入量（エネルギー使用単位）

に対する各国の実質GDPを比較可能かつ一貫した推計

値で示すことにより、エネルギー効率を計測している。

「国内総生産（GDP）」と「PPP（購買力平価）」の項参照。

経時的に、また国によってこの比率に差があるのは、

部分的には経済の構造的変化、特定業種のエネルギー

効率の変化、ならびに燃料構成の違いを反映している。

海外直接投資の流れ（純額）　

継続する経営上の利権（議決権株の10％以上）を取得す

るために、自国以外の経済圏において活動する企業に

対して行われる純投資に伴う資金の流れ。これは自己

資本、収益の再投資、その他の長期資本および短期資

本の合計である。

化石燃料　

地質学的過去にバイオマスから形成された天然資源か

ら取り出される燃料である。主な化石燃料は石炭、石油、

天然ガスである。拡大すれば、化石という用語は化石

燃料から生産される二次燃料にも適用される。化石燃

料は一次商品エネルギーのグループに属する。

家内労働　

1993年の国際雇用状態分類（ICSE）では、同一世帯に

暮らす親族が経営する営利企業で無報酬で働く者とし

て定義されている。

議員、高官、管理職：女性　

国際標準職業分類（ISCO-88）が定義する地位を女性が占

めている割合（％）で、議員、政府高官、村落の伝統的な

長や首領、特別利益団体の幹部、企業の管理職、取締

役および最高経営責任者、製造・運営部門の経営幹部、

その他の部門の幹部やジェネラルマネジャーが含まれる。

喫煙率：成人　

喫煙する男女の割合（％）。

教育支出：経常公共　

当年内に消費され、次年には新たに計上される必要の

ある財やサービスに対する支出。教職員の給与や手当

て、サービス契約料や購入費、書籍・教材費、福利厚

生費、家具および機材費、修繕費（少額の場合）、燃料費、

保険料、賃料、通信費、旅費も含まれる。

教育支出：公共　

設備投資（建設、改修、大規模修理、および重機や車

の購入に対する支出）と経常的支出の両方が含まれる。

「教育支出：経常公共」の項参照。

教育指数　

人間開発指数の算出の基になる3つの指標の1つ。成人

識字率と初等・中等・高等教育の複合総就学率に準拠し

ている。「識字率：成人」と「就学率：初・中・高等教育

総就学率」の項参照。この指数がどのように算出される

かについての詳細は「テクニカルノート1」参照。

教育水準（レベル）　

国際標準教育分類（ISCED）に従い、就学前、初等、中

等、中等後、高等に分類される。就学前教育（ISCED

レベル0）は、組織的指導の初期段階で、主として非常に

幼い子どもを学校のような環境に慣れさせ、家庭と学校

の橋渡しをすることに狙いが置かれている。

初等教育（ISCEDレベル1）は、読み書きや計算の教育の

指標項目の定義
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基本を十分に提供するとともに、歴史、地理、自然科学・

社会科学、芸術、音楽、宗教などの他の科目について初

歩的に理解させる。中等教育（ISCEDレベル 2、3）は、

一般に初等レベルの基本的プログラムを継続することに

なるが、概ね科目により重点を置いた指導が行われ、各

科目分野でより専門的知識を持つ教師が必要である。

中等後（高等ではない）教育（ISCEDレベル 4）は、国際

的には後期中等（ISCEDレベル 3）と高等教育（ISCED5、

6）との間に位置するプログラムを含むが、国によって

は国家的に中等もしくは高等のいずれかのレベルに明

確に含まれるのが一般的である。ISCEDレベル 4のプ

ログラムは通常、ISCEDレベル 3のプログラムと比べ

てそれほど高度ではないが、後期中等プログラムをすで

に終了した生徒の知識を広めるのに役立つ。高等教育

（ISCEDレベル 5、6）は、後期中等もしくは中等後教育

より高度な教育内容のプログラムをいう。

高等教育の第一段階（ISCEDレベル 5）は、高度な研究

プログラムや高度な技能を必要とする専門的職業への

アクセスを提供するのを目的とする理論的性格のプロ

グラム（ISCEDレベル 5A）と、より実際的、技術的、

あるいは職業的に特殊な性格のプログラム（ISCEDレ

ベル 5B）の両方で構成される。高等教育の第二段階

（ISCEDレベル 6）は高度な研究や独創的な調査を主体

とし、博士号などの高度な資格付与につながるプログ

ラムで構成される。

勤労所得（PPP US$）：推定　

男性非農業労働賃金に対する女性非農業労働賃金の比

率、経済活動人口の男女比、男女の総人口、1人当たり

GDP（購買力平価 US$、「PPP（購買力平価）」の項参照）

に基づき算出される。この推計の詳細については「テク

ニカルノート１」参照。

勤労所得の推定男女比　

男性の推定勤労所得に対する女性の推定勤労所得の比

率。「推定勤労所得（PPP US＄）」の項参照。

軍事支出　

国防省および他の省庁が徴兵や軍事訓練、軍事物資や

機材の製造と購入に使うすべての費用。軍事支援は供

与国の軍事支出に含まれる。

軍事力：合計　

戦略、陸、海、空、指揮、管理、支援の各部隊。また、

軍事戦術訓練を受けている場合には、警察保安隊、税

関員、国境警備隊などの準軍事力も含む。

携帯電話加入者　

移動通信技術を用いて公共電話網へアクセスを提供す

る一般向け自動携帯電話サービスへの加入者。システ

ムはアナログでもデジタルでもよい。

結核患者：罹患
世界保健機関（WHO）に報告された結核症例の総数。結

核症例とは、結核への感染が細菌学的に確認されるか、

臨床医によって診断されるものとして定義されている。

結核患者：DOTSで完治
新たに結核に感染した患者のうち、国際的に推奨され

ている結核対策戦略DOTS（直接監視下短期化学療法）

によって完治した患者（推定）の割合（％）。

結核患者：DOTSで検知　

国際的に推奨されている結核対策戦略DOTSの下で発

見された（所定の期間内に診断された）新たな結核感染

患者（推定）の割合（％）。

研究開発に携わる研究者　

科学分野の訓練を受け、専門的な研究開発活動に携わる

者。そうした仕事の大半は高等教育の終了を必要とする。

研究開発（R&D）費　

知識の蓄積を増やすための創造的で系統だった活動に

おける経常的支出と設備投資（間接費を含む）。新型装

置、製品、加工につながる基礎研究、応用研究、実験

による開発作業を含む。

交易条件　

基準年との比較による、輸入物価指数と輸出物価指数

の比。値が 100を超える場合は、輸出価格が輸入価格

より上昇していることを意味する。

国内避難民　

特に武装紛争、無差別の暴力、人権侵害、あるいは自

然災害や人災の結果として、またはその影響を避ける

ために、自分の住居あるいは日常の居住所から逃れる、

あるいは退去を強いられるか余儀なくされる、しかも

国際的に承認されている国境を越えることができな

かった人々または人々の集団。

国会議席数：女性
女性が占める下院あるいは一院制議会、もしくは、該

当する場合には上院の議席を指す。

5歳未満児の死亡率　

「死亡率：5歳未満児」の項参照。

5歳未満児：下痢で経口補水と継続した

栄養補給を受けている　

調査の 2週間前から下痢症状があり、経口補液療法（経

口補水液または指導に従い家庭で用意した溶液）、ある

いは補水の増量や継続的な栄養補給を受けている乳幼

児（0歳～ 4歳）の割合（％）。
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雇用：産業別
国際標準産業分類（ISIC）システム（改訂2版、3版）に従っ

て定義される鉱工業、農業、サービス業における雇用。

「鉱工業」とは、鉱業・採石業、製造業、建設業、公共事

業（ガス、水道、電気）をいう。「農業」とは、農業、狩猟、

林業、漁業における活動をいう。「サービス業」とは、卸売・

小売業、レストラン・ホテル業、輸送・保管・通信業、

金融・保険・不動産・企業サービス業、地域・社会・民

間サービス業をいう。

コンドームの使用率：最近のハイリスクな性行為における
過去12ヵ月間に非配偶者または固定のパートナー以外と

性行為を行い、最近のこうしたパートナー以外との性行為

でコンドームを使用したと回答している男女の割合（％）。

再生可能エネルギー
自然のプロセスに由来し、絶えず補充されるエネル

ギー。再生可能エネルギーの形を取るものの中には、

太陽や地球深部で発生する熱に直接的もしくは間接的

に由来するものもある。再生可能エネルギーには、太

陽光、風力、バイオマス、地熱、水力、海洋資源、廃

棄物から発生するエネルギーが含まれる。再生可能エ

ネルギーは一次商品に属する。

債務元利支払金：総額　

長期債務（満期が 1年以上のもの）に対して、外国通貨、

財、あるいはサービスで実際に支払われた元本返済額

と利息、短期債務の利息、国際通貨基金（IMF）への返

済を合わせた総額。

殺人：意図的な殺人　

嬰児殺しを含む、ある人に他人から意図的に加えられる死。

ジェンダー・エンパワーメント指数（GEM）
エンパワーメントの3つの基本的側面――経済参加と意

思決定、政治参加、そして経済資源に関する意思決定

と支配力――におけるジェンダー不平等を測るための

総合指数。指数算出方法の詳細については「テクニカル

ノート1」参照。

ジェンダー開発指数（GDI）
長寿で健康な生活、知識、人間らしい生活水準という、

人間開発指数で捉えられる 3つの基本的側面の平均達

成度を測る総合指数。女性と男性の不平等を加味する

ために調整がなされている。指数算出方法の詳細につ

いては「テクニカルノート1」参照。

識字能力（機能的）の不足
16歳～ 65歳の成人で、国際成人識字調査（IALS）の文

章識字基準でレベル1の人口の割合。このレベルのほと

んどの課題では、被験者は口頭の指示で与えられた情

報と同じ情報、またはそれと同意の情報を文章中から探

し出すよう求められる。

識字率：成人
特定の時点（通常は年央時点）のある国、領土、あるい

は地理的地域内の 15歳以上の人の総人口、もしくは男

女別人口に占める割合（％）で表される、15歳以上の読

み書きができる人の割合。統計の目的上、識字とは、

日常生活に関する短く簡単な文章を、内容を理解しな

がら読み書きできることをいう。

識字率：青少年
15歳～ 24歳で、日常生活に関する短く簡単な文章を、

内容を理解しながら読み書きできる人の割合。「識字率：

成人」の項参照。

市場活動
「労働量と時間の配分：市場活動」の項参照。

失業
有給の職業にも自営業にも就いていないが、それらの

職業に就くことが可能であり、求職のために何らかの

手段を採っている一定年齢以上のすべての人を指す。

失業：長期
失業期間が12カ月もしくはそれ以上に及ぶもの。「失業」

の項参照。

失業率
失業者数を労働力人口（雇用者数＋失業者数）で除した

もの。「失業」と「労働力人口」の項参照。

失業率：青少年
各国の定義にもよるが、15歳から16歳ないし24歳までの

年齢層の失業率をいう。「失業」と「失業率」の項参照。

ジニ係数
ある経済における個人あるいは世帯の所得（あるいは消

費）の分配が完全に平等な分配とどれくらい乖離してい

るかを測る。ローレンツ曲線は最も貧しい個人あるい

は世帯を始点として、所得を受け取る人数の累計に対

する、受け取る総所得累計の割合を図上に示す。ジニ

係数はローレンツ曲線と絶対平等として仮定した直線

に囲まれる部分の面積を測定し、その直線下の最大面

積の割合（％）で表される。0は絶対平等を、100は絶対

不平等を示す。

死亡率：5歳未満児
出生から満 5歳までに死亡する生児出産 1000件あたり

の確率。

死亡率：乳幼児
乳児が誕生から満 1歳までに死亡する生児出産 1000件

あたりの確率。
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死亡率：妊産婦
所定の年の妊婦死亡数と同年の生児出産数との比率を、

所定の国、領土、もしくは地理的地域の生児出産 10万

件当たりの割合で示したもの。妊産婦の死亡は、妊娠

期間や場所と関係なく、妊娠そのものやその看護に関

係する原因、もしくはそれによって原因が悪化したこ

とにより、妊娠中もしくは妊娠期間終了後 42時間以内

に女性が死亡した場合として定義され、事故や偶発的

な原因によるものは含まれない。

死亡率：妊産婦（調整値）　

妊産婦死亡の未報告や分類ミスといったよく報告され

ている問題を考慮に入れて調整した妊産婦死亡率、お

よびデータのない国の妊産婦死亡率推計値。「死亡率：

妊産婦」の項参照。

死亡率：妊産婦（報告された）
各国の政府によって報告された妊産婦死亡率。「死亡率：

妊産婦」の項参照。

就学率：純就学率
所定の教育レベルの理論的学齢人口のうち、そのレベ

ルの教育に就学している生徒の数をその年齢人口全体

の割合（％）として示している。「教育水準（レベル）」

の項参照。

就学率：総就学率
年齢に関係なく、ある一定レベルの教育に就学してい

る児童もしくは生徒の総数を、それと同じ教育レベル

の理論的年齢人口の割合（％）として示したもの。高等

教育の場合には、中等教育卒業年齢から 5年間の年齢

層を年齢人口として使用した。総就学率が 100％を超

える場合があるが、それは理論的年齢人口以外でその

教育レベルを受けている児童もしくは生徒がいること

を示している。「教育水準（レベル）」の項参照。

就学率：初・中・高等教育総就学率
年齢に関係なく、初等、中等、高等の3つの教育レベル

に就学している生徒の数を、その教育レベルにあると見

なされる理論的な年齢人口の割合（％）として示したも

の。「教育水準（レベル）」と「就学率：総就学率」の項参照。

出産：医療従事者の介助つき
妊娠、出産および出産後の期間中に、女性に自分で出

産できるよう、新生児の世話を行えるよう、必要な看護、

監督、助言をするよう訓練を受けた職員（医師、看護士、

助産士を含む）立会いの下での出産の割合（％）。伝統

的出産の介助者は、訓練を受けているいないにかかわ

らず、このカテゴリーには含まない。

出生時低体重児

出生時体重が 2,500g未満の乳児の割合（％）。

条約の批准
国は条約に署名した後、それを批准しなければならな

いが、それにはその国の議会の承認を経なければなら

ないことが少なくない。そうしたプロセスは、署名によっ

て示される関心の表明というだけではなく、条約の原

則や義務の国家の法律への転換をも意味している。

女性：閣僚レベル
副首相および大臣を含む。大臣としての地位をもつ首

相も含まれる。副大統領および各省庁の長については、

政府組織の中で大臣職と同様の機能を果たしている場

合には含まれる。

消費者物価指数の年平均変化率
一定である、もしくは特定の間隔で変化する一連の財

やサービスを平均的消費者が取得する場合のコストの

変化を反映している。

所得あるいは消費の割合
多年にわたる各国の世帯調査に基づく、人口を十段階

もしくは五段階に分けた場合の各層の所得あるいは消

費の割合。一般に貧困者のほうが所得の多くの割合を

消費に回すため、消費調査は所得調査に比べ、貧困者

と富裕者の間で不平等の格差が開かない。調査は異な

る方法を用い、複数年にわたって行われていることか

ら、国と国との比較は注意が必要である。

所得貧困ライン以下の人口
次のような特定の貧困ライン以下で生活する人 の々割合（％）。

・1日 1米ドル―― PPP（購買力平価）で調整した 1985

年国際価格（1993年国際価格の 1.08米ドルに相当）で

換算。

・1日 2米ドル―― PPP（購買力平価）で調整した 1985

年国際価格（1993年国際価格の 2.15米ドルに相当）で

換算。

・1日 4米ドル―― PPP（購買力平価）で調整した 1990

年国際価格で換算。

・1日 11米ドル（3人世帯の 1人当たり）―― PPP（購買

力平価）で調整した1994年国際価格で換算。

・国別貧困ライン――各国の当局が適切と考える貧困ラ

イン。国別推計は世帯調査の結果の人口調整したサ

ブグループ推計に基づく。

・所得中央値の 50%――世帯の調整可処分所得中央値

の 50%。「PPP（購買力平価）」の項参照。

人口増加率：年間
指定期間における指数関数的な年平均人口増加率をい

う。「人口：総人口」の項参照。
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人口：総人口
指定年の 7月 1日現在のある国、地域、地方における

事実上の人口をいう。

人口：都市部
各地域もしくは各国の基準により都市部と分類される地

域に住んでいる事実上の人口をいう。データは指定年

の7月1日現在のものをいう。「人口：総人口」の項参照。

森林地域
生産的、非生産的の別なく、自然林もしくは植林によ

る樹木に覆われた土地。

水源：改善された水源を利用できない人口
改良水源を利用できる人口のパーセントを 100から減

じて算出する。非改良型水源には、水売り、瓶入り水、

タンク車、無防備な井戸や湧水が含まれる。「水源：改

善された水源を利用できる人口」の項参照。

水源：改善された水源を利用できる人口
以下のいずれかの飲料水供給が普通に利用できる人口

の割合。家庭用水道への配管、公共給水塔、ポンプ式

の掘り抜き井戸、防護付き掘り井戸、防護付き湧水、

雨水の収集。普通な利用とは、自宅から1km以内の水

源から少なくとも1人 1日当たり20リットルの水が手

に入ることを指す。

政府援助　

被援助国がODA受け取りに含めない点を除き、政府

開発援助（ODA）と同じ条件を満たす贈与あるいは借

款。こうした国は、開発援助委員会（DAC）の受入国リ

ストのパート IIに掲載されており、中・東欧の中進国

や旧ソ連諸国、一部先進発展途上国・地域が含まれる。

「政府開発援助（ODA）、純」の項参照。

政府開発援助（ODA）：アンタイド
ある国から他の国に与えられる二国間のODAで、関連

する財やサービスはほぼすべての国において完全かつ

自由に調達できる。

政府開発援助（ODA）：基本的社会サービス向け
基本的社会サービスに対し供与されるODA。基本的サー

ビスには、基礎教育（初等教育、早期幼児教育、青少年・

成人のための基本的生活技能の教習）、基本的保健医療

（基本的ヘルスケア、基礎的な保健医療インフラの整備、

基本的な栄養、感染症対策、保健教育、保健医療従事

者の育成）、および人口政策・プログラムやリプロダクティ

ブ・ヘルス（人口政策と行政管理、リプロダクティブ・ヘ

ルス・ケア、家族計画、HIV/エイズを含む性感染症の

管理、人口・リプロダクティブ分野における人員の育成）

がある。水供給や衛生設備に対する援助は、貧困削減に

重点が置かれる場合に限り含まれる。

政府開発援助（ODA）：援助国の1人当たり
ある国によって供与された政府開発援助（ODA）をその

国の総人口で除したもの。「政府開発援助（ODA）、純」

および「人口：総人口」の項参照。

政府開発援助（ODA）：後発開発途上国向け
「純政府開発援助（ODA）、純」および世界の国グループ

別分類の後発開発途上国を参照。

政府開発援助（ODA）、純
譲許的条件（元本の返済を除く）で行われた借款、および

開発援助委員会（DAC）加盟国の政府援助機関、国際機

関、非DAC諸国による贈与の支払いで、DACの受入国

リストのパートIに掲載されている国・地域の経済開発

や福祉促進のために行われる。これには、贈与部分が少

なくとも25％ある借款（割引率10％で計算）が含まれる。

専門職と技術職：女性
国際標準職業分類（ISCO-88）の定義による、自然科学、

数学、工学の専門家（およびそれに準ずる専門家）、生

命科学や保健医療の専門家（およびそれに準ずる専門

家）、教育の専門家（およびそれに準ずる専門家）および

他の専門家、それに準ずる専門家が含まれる地位にあ

る女性の割合。

その他の民間フロー
債務を発生しない株式投資の流れ（カントリーファン

ド、預託証券、海外投資家による株式の直接購入の総

額）、証券債務の流れ（海外投資家による債券の購入）、

銀行貸付および貿易付帯融資（商業銀行の貸付、およ

びその他の民間融資を含む）を合わせたフロー。

第5学年まで進級した児童
初等学校に入学し、最終的に第5学年まで進級する子ども

の割合（％）。復元的コホート手法による児童フローを基にし

た推定値。初等学校の連続学年の生存率を推定するため

に連続する2年間の入学者数と留年者数のデータを使用。

炭素集約度：エネルギー
使用エネルギー 1単位当たりの二酸化炭素（CO2）排出

量をいう。すなわち、エネルギー使用量に対するCO2

排出量の比率である。

炭素集約度：経済成長関連　

これは経済の炭素集約度としても知られており、世界

経済で経済成長 1ドル当たり発生される二酸化炭素の

排出量をいう。CO2排出量の対GDP（PPP）比率である。

中位推計予測
国連人口部による、中位出生率経路（medium-fertility 

path）、普通死亡率、および普通国際移民数を想定して

行われる人口予測。それぞれの想定は、特定の人口動態

の特徴や各国あるいは国グループの関連政策に従い、出
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生率、死亡率、純移民水準の予測動向を示している。また、

HIV/エイズ流行の影響が深刻な国については、HIV/エ

イズの影響も予測に含まれる。国連人口部は低位と高位

の推計予測も発表している。より詳しくは（http://esa.

un.org/umpp/assumptions.html）参照。

電化率
総人口に占める電気の利用が可能な人の割合（％）。

電気を利用できない人口
家庭レベルで電気へのアクセスが欠如している状態を

いう。家庭に電気が引かれていない人の数である。電

気へのアクセスとは、送電線網経由、非経由の両方で

商業的に販売される電気へのアクセスである。また、

国の当局による調査を通じて電気へのアクセスを評価

している国の場合には自家発電の電気も含まれる。

電力消費量：1人当たり
1人当たりの総発電量のことで、補助発電機による消費、

発電所の重要な部分と見なされる交換機での損失も含

まれる。また、揚水に消費される電力は差し引かない、

揚水発電により発生する総発電量も含まれる。

電話主要回線
顧客の電話機を公共の電話交換網に接続している電話回線。

同年齢の標準よりも低身長の子ども：5歳未満児
中程度の発育障害（基準母集団の年齢身長中央値を2な

いし 3標準偏差下回ると定義される）および重度の発育

障害（基準母集団の年齢身長中央値を3標準偏差以上下

回ると定義される）を含む。

同年齢の標準よりも低体重の子ども：5歳未満児
中程度の低体重（基準母集団の年齢体重中央値を2ない

し 3標準偏差下回ると定義される）および重度の低体重

（基準母集団の年齢体重中央値を3標準偏差以上下回る

と定義される）を含む。

特殊出生率：合計
もし出産可能年齢の最後まで生き、ある国、領土、あ

るいは地理的地域において、ある年 /期間の年齢ごと

に特定されている出生率に従って出産したとして、女

性が一生涯に出産する子供の数。

特定の年齢まで生きられない出生時確率
一定の集団（コホート）が一定の年齢まで生存できる確

率を100から減じて算出。「特定の年齢まで生きられる

出生時確率」の項参照。

特定の年齢まで生きられる出生時確率
出生時における特定年齢の一般的な死亡率パターンに

従った場合に、新生児が特定の年齢まで生きられる確

率を％で表したもの。

特許件数：住民が得た

発明の詳細を記し、特許された発明は特許権保有者の

承認によってのみ通常に利用（製造、使用、販売、輸入）

できる法的立場を生じさせる文書の政府による発行を

いう。発明が保護される期間は一般に、特許出願日か

ら20年に制限される。

難民　

人種、宗教、国籍、政治的意見、特定の社会集団の構

成員であることを理由に迫害を受ける恐れが十分にあ

るために自国を逃れ、自国に帰れないか、あるいは帰

ることを望まない人々。庇護国とは、難民が庇護を申

請しているが、まだその決定が下されていない、もし

くは庇護申請者として登録している国をいう。出身国

とは申請者の国籍もしくは市民権のある国をいう。

二酸化炭素排出
化石燃料の燃焼、ガスの炎上、セメント生産など人為的

（人間に起因する）要因による二酸化炭素の排出。排出は

固形燃料、液体燃料、気体燃料の消費、ガスの炎上、セ

メント生産のデータを基に算出する。二酸化炭素は森林

地帯の破壊を通じた森林バイオマスからも排出される。

乳幼児死亡率
「死亡率：乳幼児」の項参照。

人間開発指数（HDI）
長寿で健康な生活、知識、人間らしい生活水準という、

人間開発の 3つの基本的側面について、平均達成度を

測る総合指数。算出方法の詳細については「テクニカル

ノート1」参照。

人間貧困指数：特定のOECD高所得国（HPI-2）
人間開発指数で捉えられる 3つの基本的側面、すなわ

ち長寿で健康な生活、知識、人間らしい生活水準につ

いて、その喪失状況を測定し、なおかつ社会からの疎

外状況を測る総合指数。算出方法の詳細については「テ

クニカルノート1」参照。

人間貧困指数：発展途上国（HPI-1）
人間開発指数で捉えられる 3つの基本的側面、すなわ

ち長寿で健康な生活、知識、人間らしい生活水準につ

いて、その喪失状況を測る総合指数。算出方法の詳細

については「テクニカルノート1」参照。

非公式セクター
非公式セクター統計に関する国際専門家グループ（デ

リー・グループ）が定義する非公式セクターには、販売

もしくはバーターのために少なくとも財・サービスの一

部を生産し、5人未満の有給従業員を雇用し、非農業

活動（専門的もしくは技術的活動を含む）に従事する未

登録の個人企業（準法人を除く）が含まれる。有給の家

族従業員はこのカテゴリーから除外される。
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非公式セクターにおける雇用：非農業雇用の割合（％）
非農業部門全体の総雇用に対する非公式セクターの総

雇用の比率をいう。「非公式セクター」の項参照。

非識字率：成人　

100から成人識字率を減じて求められる。「識字率：成人」

の項参照。

非市場活動
「労働量と時間の配分：非市場活動」の項参照。

避妊普及率
出産可能年齢（15歳～49歳）の女性が、もしくはそのパー

トナーが、方法が現代的か伝統的かを問わず、何らか

の避妊法を用いている割合（％）。

兵器の取引：通常兵器
他国の軍事部隊、準軍事部隊、または諜報機関に対する

軍事目的での保有のために、供給者（したがって捕獲武器

と投降者から獲得した武器は除く）が自発的に行う武器の

移転をいう。これには次の6種類の主要な通常兵器または

システムが含まれる。船舶、航空機、ミサイル、大砲、装

甲車、ガイダンス・レーダー・システム（トラック、サービス、

弾薬、小火器、支援用具、部品および部品技術、100ミリ

口径未満の被牽引または艦船搭載火砲は除く）である。

平均余命：出生時における　

出生時における一般的な年齢別死亡率がその子どもの生

涯を通じて継続すると仮定した、その新生児の生存年数。

平均余命指数　

人間開発指数の算出に使われる 3つの指数のうちの 1

つ。算出方法の詳細は「テクニカルノート1」参照。

保健医療支出：公共
中央および地方自治体政府の予算、海外借入金および

贈与（国際機関やNGOからの寄付を含む）、社会（もし

くは強制加入の）健康保険基金からの経常支出および設

備投資。これに保健医療への民間支出を加えた合計が

保健医療への支出総計となる。「保健医療支出：1人当

たり（PPP US$）」および「保健医療支出：民間」の項参照。

保健医療支出：1人当たり（PPP US$）
保健医療への公共支出と民間支出の合計（米ドル購買

力平価）を年央の人口で除したもの。保健医療支出には、

保健サービス（予防および治療）の提供、家族計画活動、

栄養活動、保健医療用に指定された緊急援助が含まれ

るが、水および衛生用品の提供は除外される。「保健医

療支出：民間」、「保健医療支出：公共」、「人口：総人口」

および「PPP（購買力平価）」の各項参照。

保健医療支出：民間
直接の家計支出（現金払い）、民間の保険、世帯サービ

スを行う非営利組織による支出、民間企業によるサー

ビスへの直接の支払い。これに保健医療への公共支出

を加えた合計が保健医療への支出総計となる。「保健医

療支出：1人当たり（PPP US$）」および「保健医療支出：

公共」の項参照。

マラリア対策：抗マラリア薬で治療した発熱
5歳未満で調査前 2週間発熱があり、抗マラリア薬を投

与された子どもの割合（％）。

マラリア対策：殺虫剤で処理した蚊帳を使用している
殺虫剤で処理した蚊帳付きのベッドで就寝している 5

歳未満児の割合（％）。

輸出：一次商品
標準国際貿易分類（SITC）に基づき、食品、農業原料、

燃料、鉱物、金属の輸出を含むと定義されている。

輸出：工業製品
標準国際貿易分類（SITC）に基づき、化学製品、基礎

工業製品、機械・輸送機器、その他の工業製品を含む

と定義されている。

輸出：財・サービス
外国に供給されるすべての財および他の市場サービス

の価格である。商品、積み荷、保険、輸送、旅行、ロ

イヤルティ、ライセンス料、その他のサービス、例えば、

通信、建設、金融、情報、企業向け、個人向け、行政

によるサービスなどの価格が含まれる。労働・不動産

所得、移転支払いは除く。

輸出：ハイテク製品
高度な研究開発による製品の輸出。航空宇宙機器、コ

ンピューター、医薬品、科学計器、電気機械などのハ

イテク製品が含まれる。

輸入：財・サービス
外国から受け取るすべての財および他の市場サービス

の価格。商品、貨物運賃、保険、輸送、旅行、ロイヤ

ルティ、ライセンス料、その他のサービス、例えば、

通信、建設、金融、情報、企業向け、個人向け、行政

によるサービスなどの価格が含まれる。労働・財産所得、

移転支払いは除く。

予防接種：はしかと結核に完全予防接種した1歳児
はしかおよび結核に対する抗原、もしくは特定の抗体

を含む血清を注射された1歳児。

理数工学系高等教育就学者
自然科学、エンジニアリング、数学・コンピュータ科学、

建築・都市計画、交通・通信、職業・工芸・産業プロ

グラム、農林水産業などの分野に就学している高等教

育の学生の割合。「教育水準（レベル）」の項参照。
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ロイヤルティとライセンス使用料の受領
無形資産、生産されない資産、非金融資産および所有

権（特許、商標、著作権、フランチャイズ、産業プロセ

スなど）の認可使用、および制作されたプロトタイプの

オリジナル（フィルムや原稿など）のライセンス契約を

通じた使用のために、居住者が非居住者から受け取る

料金。データは国際収支に基づいている。

労働時間：総労働時間
「労働量と時間の配分：総労働時間」の項参照。

労働量と時間の配分：市場活動
1993年改訂国連国民経済計算体系が定義する、事業所

内での雇用、事業所以外での一次生産、事業所以外で

の所得のためのサービスおよびその他の財の生産など

の活動に費やされる時間。「労働量と時間の配分：非市

場活動」と「労働量と時間の配分：総労働時間」の項参照。

労働量と時間の配分：総労働時間
1993年改訂国連国民経済計算体系が定義する、市場活

動および非市場活動に費やされる時間。「労働量と時

間の配分：市場活動」と「労働量と時間の配分：非市場

活動」の項参照。

労働量と時間の配分：非市場活動
1993年改訂国連国民経済計算体系が定義する、家事（掃

除、洗濯、食事の準備と後片付け）、自分の家の管理と

買い物、例えば、子どもや一緒に暮す病人、高齢者、障

害者の世話、地域サービスなどの活動に費やされる時

間。「労働量と時間の配分：市場活動」と「労働量と時

間の配分：総労働時間」の項参照。

労働力参加率
職に就くこと、もしくは積極的に求職することによって

労働市場に積極的に参加している国内生産年齢人口の

割合についての尺度。生産年齢人口に占める労働力人

口の割合（％）で表すことができる。生産年齢人口は（本

報告書で使用されているように）年齢 15歳以上の人口

である。「労働力人口」の項参照。

労働力参加率：女性の
女性生産年齢人口に占める女性労働力人口の割合。「労

働力参加率」と「労働力人口」の項参照。

労働力人口
すべての被雇用者（基準期間中、有給雇用されていた、

働いていた、自営業に就いていた、あるいは就職して

いたが労働していなかった一定年齢以上の人を含む）お

よび失業者（参照期間中、失業しており、現在は職に就

くことが可能で、積極的に職を求めている一定年齢以

上の人を含む）。

GDP（国内総生産）
ある経済における居住生産者による付加価値と、生産

の評価に含まれないあらゆる生産物に対する税（補助金

を除く）の総額。製造された固定資産の減価や天然資源

の価値低減や劣化は考慮しない。付加価値は、すべて

の生産を合計し、中間投入を差し引いた産業の純生産

額である。

GDP：1人当たり（PPP US$）
国内総生産（米ドル購買力平価）を年央の人口で除した

もの。「国内総生産（GDP）」、「PPP（購買力平価）」、お

よび「人口：総人口」の項参照。

GDP ：1人当たり（US$）
米ドル換算の国内総生産を年央の人口で除したもの。

「GDP（US$）」および「人口：総人口」の項参照。

GDP：1人当たり年間成長率　

最小二乗法による年間成長率。現地通貨単位の固定価

格 1人当たりGDPから算出。

GDP指数
人間開発指数の算出に使う3つの指標のうちの 1つで

ある。1人当たりの国内総生産（米ドル購買力平価：「PPP

（購買力平価）」の項参照）に準拠している。この指数の

算出方法の詳細は「テクニカルノート1」参照。

GDP （US$）
IMFによって報告される平均公定為替レートを用いて

米ドルに換算した国内総生産。もしこの公定為替レー

トが、外国通貨建て取引や貿易製品に対して実際に適

用されるレートと大幅なズレがあると判断される場合

には、それに代わる交換係数が適用される。「GDP（国

内総生産）」の項参照。

GNI（国民総所得）
経済の全居住生産者による付加価値＋生産評価に含ま

れない製品税（補助金は除く）＋海外からの第一次所得

（雇用者所得と財産所得）純受取額の合計。付加価値と

は、ある産業のすべての生産を加算し、中間投入を減

じた純産出額である。データは世界銀行アトラス法を

用いて換算した経常米ドルで示している。

HIV感染率
15歳～49歳の年齢層でHIVに感染している人の割合（％）。

PPP（購買力平価）
各国間の価格差を考慮した為替レートで、実質産出や

所得の国際比較が可能になる。（本報告書で使用されて

いる）PPP US$レートでPPP US1$という場合、その国

の国内で米国内での1ドルと同等の購買力を持つ。
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アイスランド
アイルランド
アラブ首長国連邦
アルゼンチン
アルバニア
アンティグア・バーブーダ
イスラエル
イタリア
ウルグアイ
英国
エストニア
オーストラリア
オーストリア
オマーン
オランダ
カタール
カナダ
韓国
コスタリカ
クウェート
クロアチア
キューバ
キプロス
ギリシャ
サウジアラビア
シンガポール
スイス
スウェーデン
スペイン
スロバキア
スロベニア
セーシェル
セントクリストファー・ネーヴィス
チェコ
チリ
デンマーク
ドイツ
トリニダード・トバゴ
トンガ
日本
ニュージーランド
ノルウェー
バーレーン
パナマ
バハマ
バルバドス
ハンガリー

ベラルーシ
ベルギー
フィンランド
ブラジル
フランス
ブルガリア
ブルネイ
米国
ポーランド
ボスニア・ヘルツェゴビナ
ポルトガル
香港
マケドニア（旧ユーゴスラビア）
マルタ
マレーシア
メキシコ
モーリシャス
ラトビア
リトアニア
リビア
ルーマニア
ルクセンブルク
ロシア
（70国と地域）
  

アゼルバイジャン
アルジェリア
アルメニア
イエメン
イラン
インド
インドネシア
ウガンダ
ウクライナ
ウズベキスタン
エクアドル
エジプト
エルサルバドル
ガーナ
カーボヴェルデ
ガイアナ
カザフスタン
ガボン
カメルーン
ガンビア
カンボジア
キルギス
グアテマラ
グルジア
グレナダ
ケニア
コモロ連合
コロンビア
コンゴ共和国
サモア
サントーメ・プリンシぺ
ジブチ
シリア
ジャマイカ
ジンバブエ
スーダン
スイス
スリナム
スリランカ
赤道ギニア
セントビンセント・
グレナディーン諸島
セントルシア
ソロモン諸島
タイ
タジキスタン
中国

チュニジア
トーゴ
ドミニカ
ドミニカ共和国
トルクメニスタン
トルコ
ナミビア
ニカラグア
ネパール
ハイチ
パキスタン
バヌアツ
パレスチナ占領地域
パプアニューギニア
パラグアイ
バングラデシュ
東ティモール
ブータン
フィジー
フィリピン
ベトナム
ベネズエラ
ベリーズ
ペルー
ボリビア
ボツワナ
ホンジュラス
マダガスカル
南アフリカ
ミャンマー
モーリタニア
モルディブ
モルドバ
モロッコ
モンゴル
ヨルダン
ラオス
レバノン
レソト
（85の国と地域）

アンゴラ
エチオピア
エリトリア
ギニア
ギニアビサウ
コンゴ民主共和国　
コートジボワール
ザンビア
シエラレオネ
セネガル
タンザニア
チャド
中央アフリカ
ナイジェリア
ニジェール
ブルキナファソ
ブルンジ
ベナン
マリ
マラウイ
モザンビーク
ルワンダ
（22の国と地域）

人間開発指数別分類

各国の分類

  人間開発高位国
（HDI 0.800以上）

  人間開発中位国   人間開発低位国
（HDI 0.500以下）
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注）次のHDIの算出のできない国連加盟国は除く。アフガニスタン、アンドラ、イラク、キリバス、北朝鮮、リベリア、リヒテンシュタイン、マーシャル諸島、ミクロネシア、モンテネグロ、モナコ、モンテネグロ、ナウ
ル、パラオ、サンマリノ、セルビア、ソマリア、ツバル
注）1人あたり国民総所得（GNI）に基づく世界銀行の分類（2006年7月1日現在）。国連未加盟国、地域であるためにHDI表に「含まれない次の国々も含む。高所得国：アルバ、バミューダ諸島、ケイマン諸島、
フェロー諸島、仏領ポリネシア、グリーンランド、グアム、マン島、マカオ、香港、オランダ・アンティール、ニューカレドニア、プエルトリコ、およびバージン諸島（米）。中所得国：サモア（米）。国連加盟国のナウル
とツバルはデータ不足のため含まれていない。

（HDI 0.500－0.799）



アイスランド
アイルランド
アラブ首長国連邦
アルバ
アンティグア・バーブーダ
アンドラ
イスラエル
イタリア
英国
オーストラリア
オーストリア
オランダ
オランダ領アンティル
カタール
カナダ
韓国
キプロス
ギリシャ
グアム
クウェート
グリーンランド
ケイマン諸島
サウジアラビア
サンマリノ
シンガポール
スイス
スウェーデン
スペイン
スロベニア
デンマーク
ドイツ
日本
ニューカレドニア
ニュージーランド
ノルウェー
バージン諸島（米）
バーレーン
バハマ
バミューダ
フィンランド
プエルトリコ
フェロー諸島
仏領ポリネシア
フランス
ブルネイ
米国
ベルギー

ポルトガル
香港
マカオ
マルタ
マン島
モナコ
リヒテンシュタイン
ルクセンブルク
 （55の国と地域）

アゼルバイジャン
アルジェリア
アルゼンチン
アルバニア
アルメニア
アンゴラ
イラク
イラン
インドネシア
ウクライナ
ウルグアイ
エクアドル
エジプト
エストリア
エルサルバドル
オマーン
カザフスタン
カメルーン
カーボヴェルデ
ガボン
グルジア
グレナダ
グアテマラ
ガイアナ
北マリアナ諸島
キューバ
キリバス
クロアチア
コロンビア
コンゴ共和国
コスタリカ
サモア
サモア（米）
ジブチ
シリア
ジャマイカ
スリランカ
スリナム
スロバキア
スワジランド
セーシェル
赤道ギニア
セルビア
セントクリストファー・ネーヴィス
セントビンセント・グレナディーン諸島
セントルシア
チェコ
タイ
中国

チュニジア
チリ
ドミニカ
ドミニカ共和国
トルクメニスタン
トルコ
トンガ
ナミビア
ニカラグア
バヌアツ
パナマ
パラウ
パラグアイ
バルバドス
パレスチナ占領地域
ハンガリー
フィジー
フィリピン
ブラジル
ブルガリア
ベネズエラ
ベラルーシ
ベリーズ
ペルー
ポーランド
ボスニア・ヘルツェゴビナ
ボツワナ
ボリビア
ホンジュラス
マーシャル諸島
マケドニア（旧ユーゴスラビア）
マレーシア
ミクロネシア
南アフリカ
メキシコ
モーリシャス
モルディブ
モルドバ
モロッコ
モンテネグロ
ヨルダン
ラトビア
リトアニア
リビア
ルーマニア
レソト
レバノン
ロシア
 （97の国と地域）

アフガニスタン
イエメン
インド
ウガンダ
ウズベキスタン
エチオピア
エリトリア
ガーナ
韓国
ガンビア
カンボジア
ギニア
ギニアビサウ
キルギス
ケニア
コートジボワール
コモロ連合
コンゴ民主共和国
サントメ・プリンシペ
ザンビア
シエラレオネ
ジンバブエ
スーダン
セネガル
ソロモン諸島
ソマリア
タジキスタン
タンザニア
チャド
中央アフリカ
トーゴ
ナイジェリア
ニジェール
ネパール
ハイチ
パキスタン
パプアニューギニア
バングラデシュ
東ティモール
ブータン
ブルキナファソ
ブルンジ
ベトナム
ベナン
マダガスカル
マラウイ
マリ
ミャンマー
モーリタニア

モザンビーク
モンゴル
ラオス
リベリア
ルワンダ
 （54の国と地域）

高所得分類

  高所得国
（2005年の1人当たりGNIが10,726ドル以上）

  中所得国
（2005年の1人当たりGNIが876～10,725ドル）

低所得国
 （2005年の1人当たりGNIが875ドル以下）

各国の分類       411  

注）1人当たり国民総所得（GNI）にもとづく世界銀行の分類（2006年7月1日現在）国連未加盟国および地域であるためHDI表に含まれない次の国も含む。高所得国：アルバ、バミューダ諸島、ケイマン諸島、
フェロー諸島、仏領ポリネシア、グリーンランド、グアム、マン島、マカオ、香港、オランダ領アンティル、ニューカレドニア、プエルトリコ、バージン諸島（米）。中所得国：サモア（米）。これらの国と地域は所得水
準よる集計値に追加されている。また国連加盟国のナウルとツバルはデータ不足のため含まれていない。



アフガニスタン
アラブ首長国連邦
アルジェリア
アルゼンチン
アンゴラ
アンティグア・バーブーダ
イエメン
イラク
イラン
インド
インドネシア
ウガンダ
ウルグアイ
エクワドル
エジプト
エルサルバドル
エリトリア
エチオピア
オマーン
ガーナ
カーボヴェルデ
ガイアナ
カメルーン
カンボジア
ガボン
韓国
ガンビア
カタール
朝鮮民主主義人民共和国
ギニア
ギニアビサウ
キプロス
キューバ
キリバス
グアテマラ
クウェート
グレナダ
ケニア
コロンビア
コモロ連合
コンゴ共和国
コンゴ民主共和国
コスタリカ
コートジボワール
サウジアラビア
サモア
サントメ・プリンシペ
ザンビア
シエラレオネ
ジブチ
ジャマイカ

シリア
シンガポール
ジンバブエ
スーダン
スリナム
スリランカ
スワジランド
セーシェル
赤道ギニア
セネガル
セントクリストファー・ネーヴィス
セントルシア
セントビンセント・グレナディーン諸島
ソマリア
ソロモン諸島
タンザニア
タイ
中央アフリカ
チャド
チュニジア
チリ
中国
ツバル
トーゴ
ドミニカ
ドミニカ共和国
トリニダード・トバゴ
トルコ
トンガ
ナイジェリア
ナウル
ナミビア
ニカラグア
ニジェール
ネパール
バーレーン
ハイチ
パキスタン
パナマ
バヌアツ
バハマ
パプアニューギニア
パラウ
パラグアイ
パレスチナ占領地域
バルバドス
バングラデシュ
東ティモール
ブータン
フィジー
フィリピン

ブラジル
ブルネイ
ブルキナファソ
ブルンジ
ベトナム
ベナン
ベネズエラ
ベリーズ
ペルー
ボリビア
ボツワナ
香港
ホンジュラス
マダガスカル
マラウイ
マレーシア
マリ
マーシャル諸島
メキシコ
ミクロネシア
南アフリカ
ミャンマー
モーリシャス
モーリタニア
モザンビーク
モルディブ
モロッコ
モンゴル
ヨルダン
ラオス
リビア
リベリア
ルワンダ
レバノン
レソト
 （137の国と地域）
　

後発開発途上国 a
アフガニスタン
アンゴラ
イエメン
ウガンダ
エチオピア
エリトリア
カーボヴェルデ
ガンビア
カンボジア
ギニア
ギニアビサウ
キリバス

コモロ連合
コンゴ共和国
サモア
サントメ・プリンシペ
ザンビア
シエラレオネ
ジブチ
ソマリア
ソロモン諸島
スーダン
赤道ギニア
セネガル
タンザニア
チャド
中央アフリカ
ツバル
トーゴ
ニジェール
ネパール
ハイチ
バヌアツ
バングラデシュ
東ティモール
ブータン
ブルキナファソ
ブルンジ
ベナン
マダガスカル
マラウイ
マリ
ミャンマー
モーリタニア
モザンビーク
モルディブ
ラオス
リベリア
ルワンダ
レソト
 （50の国と地域）

アルバニア
アルメニア
アゼルバイジャン
ウクラウナ
ウズベキスタン
エストニア
カザフスタン
キルギス
グルジア
クロアチア
スロバキア
スロベニア
セルビア
タジキスタン
チェコ
トルクメニスタン
ハンガリー
ブルガリア
ベラルーシ
ポーランド
ボスニア・ヘルツェゴビナ
マケドニア（旧ユーゴスラビア）
モルドバ
モンテネグロ
ラトビア
リトアニア
ルーマニア
ロシア
 （28の国と地域）

OECD諸国
アイスランド
アイルランド
イタリア
英国
オーストラリア
オーストリア
オランダ
カナダ
韓国
ギリシャ
スイス
スウェーデン
スペイン
スロバキア
チェコ
デンマーク
ドイツ
トルコ
日本
ニュージーランド

ノルウェー
ハンガリー
フィンランド
フランス
ベルギー
ポーランド
ポルトガル
米国
メキシコ
ルクセンブルク
 （30の国と地域）

高所得
OECD諸国

アイスランド
アイルランド
オーストラリア
イタリア
英国
オーストラリア
オーストリア
オランダ
カナダ
韓国
ギリシャ
スイス
スウェーデン
スペイン
デンマーク
ドイツ
日本
ニュージーランド
ノルウェー
フィンランド
フランス
米国
ベルギー
ポルトガル
ルクセンブルク
 （24の国と地域）

世界の国グループ別分類（開発途上国／中東欧・CIS諸国／OECD諸国）

  開発途上国 中東欧・CIS諸国

a.UN-OHRLLS2007にもとづく国連分類。
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アラブ首長国連邦
アルジェリア
イエメン
イラク
エジプト
オマーン
カタール
クウェート
サウジアラビア
ジブチ
シリア
スーダン
ソマリア
チュニジア
バーレーン
パレスチナ占領地域
モロッコ
ヨルダン
リビア
レバノン
 （20の国と地域）

インドネシア
韓国
カンボジア
北朝鮮
キリバス
サモア
シンガポール
ソロモン諸島
タイ
中国
ツバル
トンガ
ナウル
バヌアツ
パプアニューギニア
パラウ
東ティモール
フィジー
フィリピン
ブルネイ
ベトナム
香港
マーシャル諸島
マレーシア
ミクロネシア
ミャンマー
モンゴル
ラオス
 （28の国と地域）

アフガニスタン
イラン
インド
スリランカ
ネパール
パキスタン
バングラデシュ
ブータン
モルディブ
 （9の国と地域）

アルゼンチン
アンティグア・バーブーダ
ウルグアイ
エクアドル
エルサルバドル
ガイアナ
キューバ
グアテマラ
グレナダ
コスタリカ
コロンビア
ジャマイカ
スリナム
セントクリストファー・ネーヴィス
セントビンセント・グレナディーン
セントルシア
チリ
ドミニカ
ドミニカ共和国
トリニダード・トバゴ
ニカラグア
ハイチ
パナマ
バハマ
パラグアイ
バルバドス
ブラジル
ベネズエラ
ベリーズ
ペルー
ボリビア
ホンジュラス
メキシコ
 （33の国と地域）

キプロス
トルコ
 （2の国と地域）

アンゴラ
ウガンダ
エチオピア
エリトリア
ガーナ
カーボヴェルデ
ガボン
カメルーン
ガンビア
ギニア
ギニアビサウ
ケニア
コートジボワール
コモロ連合
コンゴ共和国
コンゴ民主共和国
サントメ・プリンシペ
ザンビア
シエラレオネ
ジンバブエ
スワジランド
セーシェル
赤道ギニア
セネガル
タンザニア
チャド
中央アフリカ
トーゴ
ナイジェリア
ナミビア
ニジェール
ベナン
ブルキナファソ
ブルンジ
ボツワナ
マダガスカル
マラウイ
マリ
南アフリカ
モーリシャス
モーリタニア
モザンビーク
リベリア
ルワンダ
レソト
 （45の国と地域）

開発途上国地域別分類

アラブ諸国 南アジア 南欧東アジア・
太平洋諸国

ラテンアメリカ
・カリブ諸国

サブサハラ
以南アフリカ
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  [あ]

 6  医師

  一次エネルギー供給　
 23  原子力
 23  合計
 23  水力発電やその他の再生可能エネルギー
 23    石炭
 23   石油
　 23    天然ガス
 23    バイオマスと廃棄物

 13 インターネット利用者　　

 7 衛生施設：改善された衛生設備を利用できる人口 

 1a,9 HIV感染率

 1a,7 栄養不良の人口

　　　　  

  [か]

　　　　  海外直接投資の流れ（純額）　　
 18  GDPに占める割合（％）

 33 閣僚レベルの女性　
　          
  家内労働
　 31  女性
 31  男性

  完全予防接種率：１歳児予防接種率
　  6  結核
　  6  はしか
　  8   最貧層20％
　  8   最富裕層20％
　　　　  議会
　　 33  女性が国会議員にはじめて選出/任命された年
　　 33  女性が被選挙権を得た年

 29 議会での議席：女性の
　　 33  下院または一院
　　 33  上院または上級議会

　 　　　　 喫煙率
　　  9   女性
 9    男性　　

　 　　　  教育への経常公的支出　　　　
 11   高等教育
 11  中等教育
 11  就学前・初等教育
  11  教育指標

  教育への公的支出
　 11,19    GDPに占める割合（％）
　　  11  政府支出総額に占める割合（％）

  勤労所得：推計
　　 28  女性
　　 28   男性
　　 29  男性に対する女性の比率

 19 軍事費の割合：DGPに占める割合（％）

  軍事力
 26  指数
 26  全軍事力

　　　　　 経済活動率
　　  31  女性
　　  31  男性に対する女性の割合
 31  指標
　 13  携帯電話の加入者
  結核患者
　　　 6  完全予防接種率：１歳児予防接種率
 9  ＤＯＴＳで治癒した患者　　　　　 
　　　 9  ＤＯＴＳによる診断
　　　 9  羅患率

    下痢
　　　 6  経口補液療法と継続した栄養補給を受けた
   下痢症状の子ども

　　　　　 研究開発
　　  13  研究開発に従事する科学者・技術者
  13  研究開発への支出
　　  13  ロイヤルティとライセンス使用料の受領
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指標項目一覧

 指標表番号 指標  指標表番号 指標



　       1 交易条件

 　　 12 高等教育就学者：理数系・工学系の割合

　　　　　  国内総生産（GDP）
　 　 22  エネルギー消費単位当たり
　　  14  総額（10億US$）　　　　　
 14  総額（100億PPP US$）　

 1 国内総生産（GDP）指数　
  1人当たりGDP
　　  14  2005年 PPP US$
 14   1975-2005年の最高値
 14   年内での最高値
 14  年平均成長率
　　  14   PPP US$
　　  14   US $　

　　  26 国内避難民

 1a,10 5歳未満児の死亡率
   最貧相20％
   最富裕層20％

  子ども
       9   熱が出たときの抗マラリア剤での治療率
 8,10  乳幼児死亡率
 1a,8,10   5歳未満児の死亡率
     完全予防接種率：1歳児予防接種率
      6   結核
  6   はしか　
  8   最貧層　20%
  8   最富裕層　20％
 6  経口補液療法と継続した栄養補給を
   受けた下痢症状の子ども
 9  殺虫剤で処理した蚊帳の使用（マラリア予防のため）
 12  第5学年まで進級した児童
 7,8  低身長：年齢の割には（発育不良）
 3,7  低体重：年齢の割には（発育不良）　

  雇用：経済活動に基づくさまざまな
 21  全体に占める農業の割合（％）
 31   女性
 31   男性

 21  全体に占める産業の割合（％）　　
 31   女性
 31   男性
 21  全体に占めるサービスの割合（％）
 31   女性
 31   男性
 21  非公式セクターでの非農業雇用の割合（％）
 21   女性
 21   男性
 21    合計

 26 国内避難民

  コンドームの使用率：ハイリスクな性行為での使用
　　   9  女性
 9  男性

 6 避妊普及率 

     

  [さ]

  財およびサービス
　　  16  GDPに占める輸出の割合
　　  16  GDPに占める輸入の割合

  債務元利支払金総額
 18  財・サービスの輸出と海外純所得の占める割合
 18,19  対GDP比

 27 殺人：意図的な

　　　  ジェンダー・エンパワーメント指数（GEM）
 29  数値データ
 29  ランク

　　　  ジェンダー開発指数（GDI）
 28  HDIランクマイナスGDIランク
 28  数値データ
 28  ジニ（GINI）指数
 28  ランク

  識字率：成人
 1,1a,12  総計
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 指標表番号 指標  指標表番号 指標



 28,30  女性
　　  28  男性
　　  30  男性に対する女性の割合

 27 死刑を廃絶した年

  支出
　 11,19  教育　
　　  19  軍事支出
　　  13  研究・開発
 26  債務元利支払金額
  6,19  保健・医療への

 　　　 失業率
   成人
　 20,21   合計
　 20,21   男性に対する女性の割合（％）
　 20   年間平均失業率　　　　　
　　　　　　　  若年層
　　  20   合計
　　  20   男性に対する女性の割合（％）
   長期
　　　 4   合計　
  
  死亡率
 1a,8,10  5歳未満児死亡率
　　  10  妊産婦死亡率
　  8,10  乳幼児死亡率　　　

  就学率
 1a,12  初等教育純就学率
　　  30   女性
　　  30   男性に対する女性の割合（％）
　　  12  中等教育純就学率

　　        囚人人口　　  
　　  27  10万人当たり
 27   女性の割合
　　  27  総人口　　　　　

　　　 6 出産：医療従事者の介助つき出産
 　  8  最貧層20％
　　 8  最富裕層20％

　　　 7 出生時低体重児の割合（％）

 1a,5 出生率：合計特殊出生
 
 20,21 失業者
   失業者：長期の
　　  20   女性の割合（％）
　　  20   男性の割合（％）

  女性解放
　　  33  閣僚レベルの女性
　　  33  女性が国家議員に初めて選出または任命された年
　　  33  女性が選挙権を得た年
　 　 33  女性が被選挙権を得た年

 14 消費者物価指数：年間変動率

 　　　 女性の経済・政治への参加
　　  33  閣僚レベルの女性
 33  女性が国家議員に初めて選出または任命された年
　　  33  女性が選挙権を得た年
　　  33   女性が被選挙権を得た年
  29  女性の議員、高官、管理職
　　  29  女性の専門職と技術職
　　  29  女性の国会議席数
　　  33   下院または一院
　　  33   上院または上級議会

    　　　  所得/消費に占める割合
　　  15  最貧層10％
　　  15   最貧層20％
　　  15  最富裕層10％
　　  15  最富裕層20％

　　　　　 所得：推定勤労所得
　　  28  女性
　　  28  男性
　　  29  男性に対する女性の比率

　　　　　 所得貧困
 3  １日１米ドル以下で暮らしている人口
　　　 3  １日２米ドル以下で暮らしている人口
　　　 4  １日４米ドル以下で暮らしている人口
 4  １日11米ドル以下で暮らしている人口   
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 指標表番号 指標  指標表番号 指標



 3  国別貧困ライン未満の人口
 4   所得中間値の50％未満で暮らしている人口
　　  27  総額　　

　　　　　  所得不平等の測定
　　  15   最富裕層10％の最貧層10％に対する所得比率
　　  15   最富裕層20％の最貧層20％に対する所得比率
　　  15   ジニ（Gini）係数

　　　　  条約：協定および国際文書
　　  25   環境に関する条約：おもな国際状況
　　  26   人権協定に関するおもな国際状況
　　  35  労働者の権利に関する基本的状況

　　 　　　 人口
 3  1日１米ドル以下で暮らしている人口
　　　 3  1日2米ドル以下で暮らしている人口
　　　 4  1日4米ドル以下で暮らしている人口
　　　 4  1日11米ドル以下で暮らしている人口   
　 1a,7  栄養不良の人口 
 7  改善された衛生設備を利用できる人口
  1a,7  改善された水源を利用できる人口
　　　 3  改善された水源を利用できない人口
 3  国別貧困ライン未満の人口
 4  識字能力：機能的識字能力のない人
  5  15歳未満の人口
 27  囚人人口
 　 　22  電気を利用できない人口
 4  所得中間値の50％未満で暮らしている人口
　 5  都市人口
　　　 5  年間人口増加率
 5  65歳以上の人口

  森林
 24  森林からの二酸化炭素の排出量
 24  森林の炭素吸収

  森林地域
 22  合計
 22  全地表に占める割合
 22  平均年変化
 22  変化の総計

  森林の炭素吸収

 24  合計額

　   水源：改善された　
　　   3  利用できない人口
 1a,7  利用できる人口

　　　　　　成人識字率
　　　 3  合計

　   生存
　　   3  40歳まで生きられない出生時確率
　　　 4  60歳まで生きられない出生時確率
   65歳まで生きられる出生時確率
　　  10   女性
　　  10   男性

 12 第5学年まで進級した児童

　　　　　 専門職・技術職　
 13  女性
  政府開発援助（ODA）受領額（純支出額）
　 18   総額
　 18   対GDP比
　 18  １人当たり

  政府開発援助（ODA）純支出額
　 17  アンタイド二国間ODA
　 17  援助国１人当たり
　 17  基本的社会サービスへのODA　　　　
 17  後発開発途上国に対するODA
 17  国民総所得に占める割合
 17  総額

  [た]

  炭素蓄積
　     24  合計

  通常兵器の取引
   輸出
 26   全体に占める割合
 26   合計額　　
 26  輸入合計額

 指標表番号 指標  指標表番号 指標
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　　    7 低身長：同年齢の標準よりも低身長の5歳未満児
　　    8  最貧層20％　　　　　　
　　    8  最富裕層20％

　    3,7 低体重：同年齢の標準よりも低体重の5歳未満児

　  22 電気を利用できない人口　

　     22 電化率

　  電力消費量：１人当たり
　     22  キロワット/時
　     22  変化の割合（％）　

　　　       電話
　     13  携帯電話加入者　　
　     13  電話主要回線

 13 特許件数：住民の得た

  [な]

　　　　　　難民
 26  受入国
 26  送出国

  二酸化炭素排出量
 24  エネルギー消費当たり
 24  合計額
 24  GDP単位当たり
 24  森林バイオマスから
 24  世界全体に占める割合
 24  年間変化
 24  1人当たり

　　　   乳幼児死亡率：合計
　     8  最貧層20％
　     8  最富裕層20％

　　　　　  人間開発指数（HDI）　　　　　   
 1  数値データ
 2  動向
 1  1人当たりGDPランクマイナスHDIランク

 1  ランク

　    人間貧困指数（HPI-1）
　　　  3  HDIランクマイナス所得貧困ランク
　　　  3  数値データ
 3  ランク

　　　　　   人間貧困指数（HRI-2）
　　    3   HDIランクマイナス所得貧困ランク
　　　  3  数値データ
 3  ランク

　　　　　　妊産婦死亡率
　     10  調整値
　     10  報告数

  [は]

　　　　　　はしか
　　　 6   完全予防接種率：1歳児予防接種率
  
  非識字率：成人
 3  合計

  保健医療への支出
　   6,19  GDPに占める公的支出
　 　　 6  GDPに占める民間支出
　　　  6  1人当たり

  [ま]

  マラリア
 9  熱が出たときに抗マラリア剤で治療を
   受ける5歳未満児
　　　  9  殺虫剤で処理した蚊帳を使用している
   5歳未満児
  [や]

　　　　　　輸出
 16   工業製品輸出に占めるハイテク製品の割合
　 　  16  財・サービスがGDPに占める割合
　 　  16  商品輸出における第一次産品の割合
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 指標表番号 指標  指標表番号 指標



　 　  16  商品輸出における加工品出の割合
 26  通常兵器の取引き

　　  輸入
　　　16   GDPに占める財・サービスの割合
　　　26   通常兵器の取引

　　　 1　　 余命指標

 1,1a,10 余命：出生時
 28  女性
　　  28   男性

  [ら]

  労働時間
　　　　    合計
 32    女性
　 　 32   男性
   市場活動のみ
　 　 32   女性の割合（％）
　　  32   男性の割合（％）

  労働量と時間配分
   仕事：市場活動のみ
　　  32   女性
 31   男性
   仕事：総額
　　  32    女性
 32   男性　　
   非市場活動、育児
 32   女性
 10    男性
    非市場活動、料理や洗濯
　　  32   女性
　　  32    男性
　　   他の活動、介護
　　  32   女性
　　  32   男性
   他の活動、自由時間
　　  32   女性
　　  32   男性

 指標表番号 指標  指標表番号 指標
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ミレニアム宣言の目標とターゲット* 進展をモニタリングするための指標

目標1　極度の貧困と飢餓の撲滅

ターゲット 1:
1990年から2015年までの間に、1日1ドル未満で生活する
人口比率を半減させる。

1． 1日1ドル（PPP）未満で生活する人口の割合
2． 貧困ギャップ比率（実数×貧困の程度）
3． 消費に占める最貧困層20％の割合 

3

15

ターゲット 2:
1990年から2015年までの間に、飢餓に苦しむ人口の割合を
半減させる。

4． 同年齢の標準よりも低体重の5歳未満児の割合
5． 栄養不良の人口の割合

3, 7
1aa, 7a

目標2　普遍的初等教育の達成

ターゲット 3:
2015年までに、すべての子どもが男女の区別なく、初等教育の
全課程を修了できるようにする。

6． 初等教育純就学率　　　　　　　　　　　　　
7． 第1学年から第5学年まで進級した児童の割合　
8． 15歳から24歳までの識字率

1a, 12
12
12

目標3　ジェンダーの平等の推進と女性の地位向上

ターゲット 4:
初等、中等教育における男女格差の解消を2005年までには
達成し、2015年までにすべての教育レベルにおける男女格差を
解消する。

9． 初・中・高等教育における男子生徒に対する女子生徒の割合
10．15歳から24歳の男性識字率に対する女性識字率　　
11．非農業部門における女性賃金労働者の割合b
12．女性の国会議席数

30 b

30
31 c

29, 33 d

目標4　乳幼児死亡率の削減

ターゲット 5:
1990年から2015年までの間に、5歳未満児の死亡率を
3分の1に減少させる。

13．5歳未満児の死亡率　　　　　　　　
14．乳幼児死亡率　　　　　　　　　　　　 
15．はしかの予防接種を受けた1歳児の割合　　　　　　　

1a, 10
10
6

目標5　妊産婦の健康の改善　　　　　　　

ターゲット6:
1990年から2015年までの間に、妊産婦の死亡率を
4分の1に減少させる。

16．妊産婦死亡率
17．医療従事者の介護による出産の割合
 

10
6

目標6　HIV/エイズ、マラリア、その他の疾病の蔓延防止

ターゲット7:
HIV/エイズの蔓延を2015年までに阻止し、
その後減少させる。

18．15歳から24歳eの妊婦のHIV感染率
19．避妊普及率におけるコンドームの使用率
　　19a.最近のハイリスクな性行為でのコンドームの使用
　　19b.15歳から24歳で総合的かつ正確なHIV/エイズの知 
               識を有している場合
　　19c.避妊普及率　　　　　　　　　　　　　　　 
20．10歳から14歳の非孤児に対する孤児の授業出席率

1a e, 9 e

9

6

ターゲット8:
マラリアおよびその他の主要な疾病の蔓延を2015年までに
阻止し、その後発生率を下げる。

21 　マラリアの感染率とマラリアによる死亡率
22．マラリア発生地域有効なマラリアの予防策および治療
　　処置を受けている人の割合　　　　　　　　　　 
23．結核の感染率と結核による死亡率　　　　　 
24． DOTS（直接監視下短期化学療法）によって検知され、
        完治した結核患者の割合

9 f

9 g

9

目標7　環境の持続可能性の確保

ターゲット9:
持続可能な開発の原則を各国の政策や戦略に反映させ、
環境資源の喪失を阻止し、回復を図る。

25．森林面積の割合
26．国土面積に対する生物多様性の維持を目的とした保護区域の割合
27．（石油1㎏相当の）エネルギー消費単位当たりGDP産出額（PPP） 
28．1人当たりの二酸化炭素排出量とオゾン層とオゾン層を
       破壊するフロンの消費量（ODPトン）　　　　 
29．化石燃料を使用する人口の割合

22

22 h

24 i

ターゲット10:
2015年までに、改善された水源を利用できない
人々の割合を半減する。

30．都市部と農村部において、改善された水源を利用でき
ない人口の割合　　　　　　　　

31．都市部と農村部において、改善された衛生設備を利用
できない人口の割合 

1a, 7 , 3 j

7

ミレニアム開発目標（MDGs）指標対照表

掲載の指標表番号
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ミレニアム宣言の目標とターゲット* 進展をモニタリングするための指標

ターゲット11:
2020年までに、最低1億人のスラム居住者の生活を大幅に改善する。

32．現在の住居に安心して住み続けることができる世帯数の割合

目標8　開発のためのグローバル・パートナーシップの推進

ターゲット12:
開放的で、ルールに基づいた、予測可能でかつ差別のない貿易
および金融システムのさらなる構築を推進する。その活動には
良い統治《グッド・ガバナンス》、開発および貧困削減に対する
国内および国際的な公約を含む。

最貧国、アフリカ、内陸国、及び小島嶼開発途上国に関しては、
以下に列挙された指標のいくつかを使って別途モニターされる。

ターゲット13:
後発開発途上国（LDC）の特別なニーズに取り組む。
特別なニーズとは、LDCからの輸入品に対する無関税・数量
制限撤廃、重債務貧困国（HIPC）に対する債務救済および
二国間債務の帳消しのための拡大プログラム、貧困削減に
取り組む諸国に対するよりより寛大なODAの提供を含む。

政府開発援助（ODA）
33． OECD/DAC援助国の国民総所得（GNI）における純ODA支出

額、総支出額、および後発開発途上国への支出額の割合
34． OECD/DAC援助国のセクター別二国間ODA総支出のうち、
        基礎的社会サービス（基礎教育、プライマリー・ヘルス・ケア、
        栄養、安全な水、衛生設備）に配分される割合。　　　
35． OECD/DAC援助国の二国間ODA総支出の全体に占める割合。

17 k

17

17

ターゲット14:
内陸国および小島嶼開発途上国の特別なニーズに取り組む。
（バルバドス・プログラムおよび第22回国連総会の規定に基づき）

36． 内陸国の国民総所得に占めるODAの割合。
37． 小島嶼開発途上国の国民総所得に占めるODAの割合。

18 l

18 l

市場アクセス
ターゲット15:
国内および国際的な措置を通じて、開発途上国の債務問題に包括
的に取り組み、債務を長期的に持続可能なものとする。

38． 無課税措置を認められた開発途上国と後発開発途上国からの先進
国の総輸入額の割合（兵器の輸入を除く）。

39． 開発途上国からの農業産品と衣料・繊維に対する先進国の平均
関税。

40． OECD加盟国の農業助成金推定額の国内総生産に対する割合。
41． ODA拠出額のうち貿易能力育成支援のために使われてきた割合。

債務の持続可能性

42．重債務国（HIPC）イニシアティブにおいて、HIPC決定点に達した
国とHIPC完了点に達した国の合計数（累計）。

43．HIPCイニシアティブのもとで約束された債務救済。
44．債務元利支払金総額の財とサービスの輸出に占める割合。 18

ターゲット16:
開発途上国と協力し、適切で生産性のある仕事を若者に
提供するための戦略を策定・実施する。

45．15歳から24歳の男性、女性、男女合計の失業率。

ターゲット17:
製薬会社と協力し、開発途上国において、人々が安価で
必須医薬品を入手・利用できるようにする

46．安価な必須医薬品を継続して利用できる人口の割合。

ターゲット18:
民間セクターと協力し、特に情報・通信分野の新技術による
利益が得られるようにする。

47． 100人当たりの電話主要回線と携帯電話登録者数。
48a. 100人当たりのコンピュータ使用台数。
49b. 100人当たりのインターネット利用者数。

13 m

13 m

*ミレニアム開発目標 2000年9月にニューヨークで開催された国連ミレニアム・サミットに参加した147の国家元首を含む189の加盟国代表は、21世紀の国際社会の目標
として国連ミレニアム宣言を採択した（http://www.un.org/millennium/declaration/areas552e.htm）。目標とターゲットは相互に関連し合い１つのものとして考えるべ
きものだ。またそれらは、国家レベルでも世界レベルでも同様に貧困を解消し、発展に貢献する環境を整える先進諸国と発展途上国のパートナーシップを意味する。

a.指標表１aと7で、全人口に対する栄養不良の人口の割合として掲載されている。b.本表では男性の初等、中等、高等教育の就学率（純・総）に対する女性の就学率の
割合として記載されている。c.本表には、経済活動別の女性雇用データが含まれている。ｄ.本表では女性が上院・下院で占める議席数の割合を分析。e.指標表１aと９
では15歳から49歳までのHIV感染率が記載されている。f.本表では、殺虫剤処理した蚊帳つきのベッドで眠れる5歳未児とマラリアで抗マラリア剤の治療を受けた５歳
未満児のデータを記載。g.本表では結核羅患率が記載されているが、死亡率は含まれていない。h.この指標では、エネルギー消費単位当たり（石油１㎏当たりの2000年
PPP US$）のGDPとして記載。i.本表は1人当たり二酸化炭素排出量を記載しているが、オゾン層を破壊するフロンの消費データは入っていない。j.指標表１aと７には、
改良された水源を利用できる人々の割合を記載されているが、表3には改良された水源を利用できない人たちのデータが含まれる。k.本表では、ODA全体に対する後発
開発途上国へのODAの割合が含まれる。l.本表には、すべてのODAを受けている国の対GDP比で示されている。ｍ.電話回線、携帯電話、およびインターネット利用者を
1,000人当たりの数字として表示。

掲載の指標表番号
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  1  アイスランド
  5 アイルランド
 99 アゼルバイジャン
 39 アラブ首長国連邦
 104  アルジェリア
 38  アルゼンチン
 68 アルバニア
 83 アルメニア
 162 アンゴラ
 57 アンティグア・バーブーダ
 153 イエメン
 23 イスラエル
  20 イタリア
  94 イラン
 128 インド
 107 インドネシア
 154 ウガンダ
 113 ウズベキスタン
 76 ウクライナ
  46 ウルグアイ
 16 英国
 89 エクアドル
 112 エジプト
  44 エストニア
 169 エチオピア
 157 エリトリア
 103 エルサルバドル
 3 オーストラリア
 14 オーストリア
  10 オマーン
   9 オランダ
135 ガーナ
102 カーボヴェルデ
  97 ガイアナ
 73 カザフスタン
 35 カタール
   4 カナダ
 119 ガボン
 144 カメルーン
 26 韓国
155 ガンビア
 131 カンボジア
160 ギ二ナ

175 ギニアビサウ
 28  キプロス
 51 キューバ
 24 ギリシャ
 116 キルギス
 118 グアテマラ
 33 クウェート
 96 グルジア
 82 グレナダ
 47 クロアチア
 144 ケニア
 166 コートジボワール
 48 コスタリカ
 134 コモロ連合
 75 コロンビア
139 コンゴ共和国
168 コンゴ民主共和国
 61 サウジアラビア
 77 サモア
123 サントメ・プリンシペ
165  ザンビア
177 シエラレオネ
108 シリア
149 ジブチ
101  ジャマイカ
 25 シンガポール
 151 ジンバブエ
147  スーダン
 7 スイス
 6 スウェーデン
 13 スペイン
 85 スリナム
 93 スリランカ
 42 スロバキア
  27 スロベニア
 141 スワジランド
 50 セーシェル
127 赤道ギニア
156 セネガル
 54 セントクリストファー・ネーヴィス
 93 セントビンセント・グレナディーン諸島
 72 セントルシア
129 ソロモン諸島



 78 タイ
 122 タジキスタン
 159  タンザニア
 32 チェコ
 170 チャド
 171 中央アフリカ
 81 中国
 91 チュニジア
 40 チリ
 14 デンマーク
 152 トーゴ
  22 ドイツ
 71 ドミニカ
 79 ドミニカ共和国
 59 トリニダード・トバゴ
 109 トルクメニスタン
 84 トルコ
 55 トンガ
 158 ナイジェリア
 125 ナミビア
 110 ニカラグア
 174 ニジェール
   7 日本
 19 ニュージーランド
 142 ネパール
   1 ノルウェー
 41 バーレーン
 146 ハイチ
 136 パキスタン
 62 パナマ
 120 バヌアツ
 49 バハマ
 145 パプアニューギニア
  95 パラグアイ
 31 バルバドス
 106 パレスチナ占領地域
 36 ハンガリー
 140 バングラデシュ
 150 東ティモール
 133 ブータン
 92 フィジー
 90 フィリピン
 11 フィンランド
 70 ブラジル
 10 フランス
 53 ブルガリア
 176 ブルキナファソ

 30 ブルネイ
 167 ブルンジ
 12  米国
 105 ベトナム
 163 ベナン
  74 ベネズエラ
 64 ベラルーシ
  80 ベリーズ
 87 ペルー
 17 ベルギー
 37 ポーランド
 66 ボスニア・ヘルツェゴビナ
 124 ボツワナ
 117 ボリビア
 29 ポルトガル
 21 香港
 115 ホンジュラス
  69 マケドニア（旧ユーゴスラビア）
 143 マダガスカル
 164 マラウイ
 173 マリ
  34 マルタ
  63 マレーシア
 121 南アフリカ
 132 ミャンマー
 52 メキシコ
 65 モーリシャス
 137 モーリタニア
 172 モザンビーク
 100 モルディブ
 111 モルドバ
 126 モロッコ
 114 モンゴル
 130 ラオス
  45 ラトビア
 43 リトアニア
 56 リビア
 138 レソト
  88 レバノン
 60 ルーマニア
 18 ルクセンブルク
 161 ルワンダ
  67 ロシア
 86 ヨルダン
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『人間開発報告書』は、地方別、国別、地域別でも作成されており、国別『人間開発報告書』は、
1992年に創刊されました。

「人間開発ジャーナル（The Journal of Human Development）」とは、
人間中心の開発のための相互評価方式の雑誌です。

本誌は、幅広い分野の政策立案者、経済学者さらには学識経験者の開かれた意見交換の場を提供しています。

また、本誌は相互評価方式の雑誌として3月、7月、11月の年 3回、イギリスのTaylor and Francis Group傘下の

Routledge Journals社から刊行されています。

http://www.tandf.co.uk/journals

これまでの『人間開発報告書』のテーマ

1990 人間開発の概念と測定

1991 人間開発と財政

1992 人間開発の地球的側面

1993 人々の社会参加

1994 「人間の安全保障」の新しい側面

1995 ジェンダーと人間開発

1996 経済成長と人間開発

1997 貧困と人間開発：貧困撲滅のための人間開発

1998 消費パターンと人間開発：人間開発に資する消費とは

1999 グローバリゼーションと人間開発：人間の顔をしたグローバリゼーション

2000 人権と人間開発：自由と連帯を目指して

2001 新技術と人間開発：新技術を人間開発に役立てる

2002 ガバナンスと人間開発：モザイク模様の世界に民主主義を深める

2003 ミレニアム開発目標（MDGs）達成に向けて

2004 この多様な世界で文化の自由を

2005 岐路に立つ国際協力：不平等な世界での援助、貿易、安全保障

2006 水危機神話を越えて：水資源をめぐる権力闘争と貧困、グローバルな課題

国別、地域別『人間開発報告書』

・ 1992年以来、580以上の国別・地方別『人間開発報告書』がUNDPの支援を受けたチームによって130以上の国々

で作成され、同様に30の地域別報告書が刊行されています。

・ これらの『人間開発報告書』は発行する国主導による独自な助言、研究、執筆を通じて、政策啓発の道具として、国民

対話の中に【人間開発】の概念を導入しています。

・ ジェンダー、民族、あるいは都市部と農村地域ごとのデータは、不平等の特定、開発格差の測定、さらには将来起こ

りうる紛争にいち早く警鐘を鳴らすことに役立ちます。

・ これらの報告書は各々の地域の視点に立っていることから、ミレニアム開発目標（MDGs）を視野に入れた政策や人間

開発に関する優先事項を含めた国家戦略に影響を与えうるのです。

『人間開発報告書』の英語版は、United Nations Publications（http://unp.un.org）
もしくは、Palgrave Macmillan 社（http://www.palgrave.com）で入手できます。

なお、1994年 - 2006年までの『人間開発報告書』日本語版については
UNDP東京事務所（03-5467-4751）までお問合せ下さい。
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